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第1章序論
第1章　序論
1．1．研究の背景
（1）国土計画の経過
　戦後40年を経過し，’卜世紀を経ずに我国の社会，
経済は著しい発展を遂げ，国も個人の生活も，古く
を知る人々の想像を越えた状況を創出してきた。
　戦後の焼土から現在の繁栄を築くためには先人た
ちの多大な努力があったであろうが，我国発展のた
めの国際的契機があったことも事実である。
　我国の驚異的発展の原因は諸外国の注目を集め，
その分析は多くの論評により既に報道されるところ
である。
　戦後の国土復興期においては食料増産，戦災復興，
災害復旧，産業復興を緊急課題とし，昭和20年に緊
急開拓事業が決定されるとともに戦災復興土地区画
整理事業が実施された。
　また我国における土地利用上，大きな影響を与え
た農地改革もこの時期に実施されている。
　我国の国土計画は1950年に国土総合開発法が制定
され，1962年には全国総合開発計画が策定された。
　これは拠点開発方式と呼ばれ，既成の大都市圏と
新規の大規模開発拠点，中小規模の開発拠点を有機
的に結合しようとするものであった。しかし現実に
は人口の大都市集中，過疎過密の顕在化，地域格差
の拡大など「社会的ひずみ」を生じるとともに，産
業経済面において予測を上回る発展がみられたこと
から，その見直しを余儀なくされた。
　1969年に新全国総合開発計画が閣議決定され，
「大規模プロジェクト方式」による国土利用の抜本
的再編成を推進しようとした。
　この計画においては，自然の保護保存，全国土へ
の開発ll∫能性の拡大，国土利川再編成と効率化，安
全・快適・文化的な環境条件の整備が課題として掲
げられ，合わせて過疎過密の解消を図ろうとした。
　この間公共投資は飛躍的に拡大され，197G年の新
経済社会発展計画では55兆円まで拡大している。
　1965年代中頃までは，農業においても1俵増産運
動が推進され，経済環境は高度経済成長の真っ只中
にあって，社会全体が大変な活況を呈していたのも
記憶に新しいところである。
　しかしながら，1970年をもって我国の高度経済成
長は停滞をはじめ，1971年のニクソンショック，中
東戦争に端を発する第1次石油ショックなどから、
総需要抑制策が施行された。
　これらの結果から経済成長率は大きく低下し，新
たな国土計画，経済計画が必要とされるに至った。
　第3次全国総合開発計画はこのような環境の中で，
1977年に閣議決定され策定されたが，この計画では
大都市問題，地方都市圏への定住性向一L，過疎対策
や国民生活のうるおい・安定・安全性向上のための
国土保全，利用の促進，新たな経済社会への変化に
対応する国土総合開発政策が3大課題とされた。
　この計画の中心課題は「定住構想」であり，国土
の隅々にわたり，国民が経済社会両面において，安
心して住み続けられる総合的環境の形成が目的とさ
れた。
　具体的には「既存の広域生活圏の施策等を基礎と
し，新たに流域圏等に配慮しつつ，地方公共団体が
住民の意向をしんしゃくして定める」こととされ，
全国に約200～300圏域が考えられる，定住圏の整備
を促進しようとした。
　高度成長期末期（1970年まで）においては，人口
の大都ll∫集中が鈍化し，　「地方の時代」という新し
一1一
い言葉が登場したが，これは中央に対して地方の自
主性を高める主張として受けとめられている。
　1982年には国土庁による第3次全国総合開発計画
へのフォローアップ作業が中間答申され，以後これ
を受けた第4次全国総合開発計画の策定作業が開始
された。
　1987年になって出された答申は記憶に新しいとこ
ろである。
　我国の経済発展は幾多の変遷を経て現在に至って
きているが，近年諸外国からの経済的圧力が高まり，
現在まで，我国の発展を許容してきた諸外国におい
ても自国経済社会の防衛策を全面に掲げ，我国が従
前の成長を続けることを安易に許容しない姿勢を見
せはじめてきている。
　このことは貿易立国を標榜する我国にとって国家
はもとより経済ネットワークによって結ばれた国の
隅々まで大小様々な影響力となって波及しつつあり，
重要な局面を迎えている。
　一方，国内にあっては社会経済両面における社会
資本の蓄積が順調に進むとともに，国民の段階にお
いては所得水準が向上した結果，生活資材，生活行
動，教育など口常生活や家族の将来計画をめぐる様
々な而において「飽食の状況」を獲得してきている。
　特に生活水準の向上を基盤とした生活観，社会観，
人生観等の変化は，社会全体の変貌と関連しっっ従
前の職業意識，近隣社会との関係，家族関係などに
大小様々な波紋をなげかけ，一部は社会問題となっ
てきている。
　このことに関しては，教育水準の向上も少なから
ず影響力を持っている。
　一方，生活的社会資本の蓄積は順調に進行し，現
在は少なくとも量的な問題がほぼ解決され，質や運
用面において新たな課題を抱えつつある。
　またこの間の社会における構造的というべき変化
は地域社会と施設の対応め変化を迫ってきており，
これも将来に向けての検討課題となってきた。
　第3次全国総合開発計画実施以来，全国各地にお
いて「地域性豊かな特色ある地域づくり」が推進さ
れ，現在は各地域で地域の個性化（Cooperative
Idenntity）を全面に掲げ，特色ある町づくり，村づ
くりが推進されてきている。
これは一面において，経済社会の必須的整備課題が
一応の成果をおさめた後の，ゆとりある地域計画と
いうべきであろう。そして経済社会開発整備の必須
的課題を満足する過程で地域性をも強調していこう
とする，地域計画推進と地域活性化を両立させる内
容を含んでいる。
（2）地方都市圏への定住を主張する根拠
　我国の歴史的な発展過程にあって，各種の産業も
構造的というべき変化を促され，そのために新たな
興隆をみた。反面，歴史的に地域社会を潤してきた
基幹産業が衰退を余儀なくされてきた地域において
は，経済の鈍化傾向が地域社会全体の活力低下に波
及している。
　しかしながら，前述のように現在まで好調な発展
を続けてきた新しい形のエ業を基幹とする工業地帯
においても，将来の繁栄が約束されない状況が見え
はじめてきている。
　従って，これまで進行してきた都市機能の大都市
圏集中を緩和し，各地の調和のある発展を期待する
意味で，改めて地方都市圏の安定した地域計画のあ
り方が問われているのである。
　約37，　3000k㎡しかない狭小な我国において人口が
分散されるべき主たる理由は次のように考える。
①東京・大阪の巨大都市圏，その他の大都市圏に
　　おいては，人口の過度な集中に伴い，土地問題
　　住宅問題，住環境問題が顕在化して久しい。現
　　状はこれが鎮静化の方向に向かっているものの，
　　現在までに集中した人口を再配置することによ
　　って健全な都市空間の再構築を促す必要がある。
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　②巨大都市圏，大都市圏における水需要の問題
　　は，昨今の水飢謹の際，その供給構造がいかに
　　脆弱であるかを露呈した。即ち不測の要素を含
　　む自然的環境をもととした人口規模維持の要因
　　は，地球的規模の問題を内在し，人口の過度な
　　集中を許容しないことを鋭く示したものと言え
　　る。
　③国土保全の視点からすれば，稲作の拡大とと
　　もに国土の隅々まで定着した人口立地の歴史が，
　　産業構造の変革とともに均衡を崩し，過疎・過
　　密を生じるに至った。過疎地における土地や生
　　活構造の保全は，これも国の国土に対する志向
　　性により看過されるか，強力な支援策の導入に
　　より再構築されるか意見の分かれる所であるが，
　　原則論として現状の人口規模に対して，国土面
　　積が狭小である点において，人口の分散配置は
　　必然的なものと考える。
　④国の施策の転換，即ち，地方拠点都市，パイ
　　ロット自治体，地方への権限移譲等，進行中の
　　国の諸施策から近未来的なすう勢を推察すると，
　　巨大都市大都市圏から，地方中核都市，もしく
　　は地方中堅都市の育成及びそれに付随する人口
　　再配置を時代の流れとして捉えることができる。
　　このことを補強する資料として，昨今の都道府
　　県境界を越えた人口流出入が沈静化し，地方の
　　ごく一般的な都市を中心に人口移動が発生しは
　　じめたとの報告がある。
　1．2　研究の目的
　本研究の究極の目的は，「どのようにしたら，地
方都市圏に定住を促進できるのか，その複雑な条件
の一端をを明らかにする」ことであり，これを計画
論として普遍化するための基本となる作業と考える。
　このことを具体的に実現するために，本研究では，
国土計画や民間による著しい開発圧力を受けること
なく，戦後40年間を経過してきた地方都市および周
辺農山村が，この間に社会・経済面において，いか
なる変化を遂げてきたかを実証的に捉える。
　そして，それが地域の土地利用など地域空闇の変
化とどのように関係しながら推移してきたかを検証
する。そして人口の過度な大都市集中を解消し，地
方都市圏に定住が促進されるための条件を，特定の
圏域を対象として考究する。
　第3次全国総合開発計画による定住圏は，全国に
約200～300と推定されたが，新全国開総合発計画時
代より拠点的開発地域から除外されて，今日まで独
自に地域整備を進めてきた都市圏も少なくない。
　この地方都市圏という概念は，用語としては古い
が実態としては広域市町村圏がほぼそれに該当し，
計画実務においても「地方都市圏計画」というより
は「広域市町村圏計画」として実効性をもっている。
　この研究の契機となったのは，北関東に位置し，
典型的な地方都市圏を構成している両毛地域が「地
方都市圏の総体的発展」のために，県境を越えた連
携を深めつつある動きに触発され，その斬新さに将
来における地方都市圏のあり方を示唆されたことに
よる。
　我国は近代史の中で歴史的断層とも言うべき大き
な反曲点を経験してきた。それは明治維新と第二次
世界大戦の終局である。
　この二点はそれ以前における経済，文化，教育，
軍事など多方面において，固有性，連続性を保って
きた社会のあり方に対し，大きな方向転換を迫った
事実において重要である。
　特に日本的かつ伝統的価値観が，この二点の反曲
点を境として変化しはじめたことは看過できないa
　l945年以降における我国の変貌は，戦前の国家観，
社会観，家族観，その他の価値観に大きく影響し，
諸外国における，戦前戦後の文明発達の影響を色濃
く受けながら，衣食住すべてにわたって変化を余儀
なくされてきた。
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　また文化についても，我国固有の文化（特に伝統
的文化）がやや脇に押しやられ，輸入文化が時代の
主流に踊り出たとさえ見える。
　このように，驚異的とも言える急激な変化の過程
において，国土の利用は大きく変貌し，大都市およ
びその周辺部をはじめ，地方都市圏においても土地
利用の著しい変化が顕在化してきている。
　こうした開発行為の裏面として，自然的環境の改
廃，農用地の改廃が進んできているが，これは経済
開発に伴う大規模開発，国土計画実現のための大規
模な国営プロジェクト，各種都市施設・地域施設整
備，住宅地開発等によるものである。
　農用地の資産的価値の高騰は，他産業の発展，高
学歴社会化に伴う，就業構造変化・農林業後継者の
減少などとあいまって，農業勢力全体の衰退を引き
起こし，第一次産業全般に経営不振労働力問題を投
げかける結果となった。
　現在，引き続き農用地の改廃が進行している中で，
将来における第一次産業の展望や，食料の安定的確
保を危ぶむ声も高い。
　他方，戦前戦後を通じての技術革新を基礎として，
産業の発展は我国の産業構造に大きな変化をもたら
した。その発展経過は，繊維産業→軽工業→重工業
→重化学工業→高度技術先端産業へと急速な変容を
遂げてきている。
　こうした変化は，地方都市圏においても多大な影
響力を持ち，歴史的地場産業の構造的衰退，業種業
態の変化に及んでいる。
　また1965年代において急成長を遂げた，自動車産
業，およびその関連産業は，地方都市の産業上の地
位を大きく変化させたばかりか，歴史的地場産業の
経営形態や労働形態に波及している。
　明治以来，低労賃によって支えられてきた繊維産
業は，技術水準の高い技術者の高齢化や離職，労働
賃金の高騰等により，次第に主産地の地位を発展途
上国に譲る結果となった。
　その一方，伝統的繊維産業である「和服」関係の
織物業においては，我国における日常的服飾の著し
い変化によって，次第に美術工芸的なものへと移行
しつつある。
　こうした変化は，家内工業もしくは農家における
格好な副業としての現金収入の道を奪ったばかりか，
原料生産としての養蚕の衰退により農山村経済との
関わりが深い。
　以上の状況を踏まえて，本研究では次の各項目を
明らかにする。
　①地方都市圏の人口停滞の裏面として，大都市
　　周辺部にどのように人口が集中しているのか，
　②その結果として現れた社会構成の特徴の実態
　③地理的な拡がり，地形条件等が人口増減にど
　　のように影響しているか
　④地方都市圏において，地域・地区の人口がど
　　のような変化をしてきたか，その要因は何か
　⑤ある地方都市圏の生活空間を含む，地域空間
　　がどのような経過で変化してきたか
　⑥地方都市圏の社会構成変化と地域空間変化に
　　対し，産業経済がどのような影響を与えたか
⑦若年人口をはじめ，人口が流出した後，残存
　　している居住者は，地方都市圏に対し，どの
　　ような定住意向を持っているか
　⑧車社会において，地方都市圏での住民の生活
　　圏がどのように変化したのか
　⑨以上の検討を踏まえて，地方都市圏における
　　将来の定住条件整備方策を提案する。
1．3　研究の方法・対象地
（1）研究の方法
　本研究は，県境を越えて地域連携を推進している
両毛地域を対象として，次の手順により「地方都市
圏における社会構造変化，地域空間構造変化」につ
いて明らかにする。
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　まず社会構造変化に関しては，両毛地域の各種圏
域を把握した上で，市町村合併等を通じて発生した，
地域の行政的圏域構成変化を明らかにする。即ち生
活圏変化の把握である。　（但し圏域論は本論文から
除外した）次に人口増減傾向，人口のコーホート変
化を分析することによって，地域社会の主体である
住民を，現況の特徴，経年的変化としてその内容を
分析する。
　一方，地域空間構造変化に関しては，空間の量的
な変化を土地利用変化として捉え，質的な変化に関
しては，都市基盤施設・地域施設の整備状況を把握
することによって明らかにする。
　以上，地方都市圏において，社会がどのような要
因によって，どのような変化を遂げてきたかを把握
し，定住するための器というべき，地域空間が変化
したことを踏まえて，住民は将来的に，どのような
定住への意向を示すのかを明らかにする。
　これらの分析を受けて，県境が存在するにも関わ
らず，緊密な地域連携を実現し，地域連合として自
治体の集合体が行ってきた各種の成果に範を求め，
将来に向けての地方都市圏における定住のあり方を
提案する。
　本研究は，筆者が現職に就いた1971年より，住民
意識調査に端を発した，青年会議所活動，商工会議
所，行政への各種指導からはじまっている。
　1980年に20市町村企画主管課会議を開催し，別途
作成した調査要綱・調査票にもとづき，人口・土地
・住宅・産業・都市基盤的施設・地域施設・公共輸
送等に関する資料を収集し，分析を開始した。
　これを「地方都市圏における地域社会変化，地域
空間構造変化」としてとりまとめたのが，1989年に
限定して刊行した拙著「渡良瀬川流域の都市群」で
ある。
　また中小企業庁事業として，両毛地域開発推進協
議会から委託を受けて執筆したのが，両毛地域開発
整備の計画編としての内容を持つ「両毛クラスター
・パラダイム21」である。
　本論はこれらをもとに，その後の研究成果を加え，
加筆訂正してまとめたものである。
　（2）研究対象地
　本研究の対象地としては，群馬・栃木両県の県境
に立地する両毛地域を選定した。
　両毛地域は図1－1に示した通り，首都圏整備計
画における都市開発地域に指定された5都市を含み，
首都圏の一部を構成している。
　また北関東3県にあっては，水戸都市圏，宇都宮
都市圏，前橋・高崎都市圏など地方中核都市圏の中
間に位置している。
　従ってこの圏域の持つ社会的位置関係としては，
東京圏の影響を濃厚に受けつつ，首都機能移転ある
いはその補完的機能が立地するのに好都合な位置に
あると言える。
　具体的には膨張を続ける首都圏居住者（1都7県）
が，適切な住宅用地を求めて郊外展開する場合の最
遠隔地であり，また大学，研究試験機関，その他国
の諸機能の移転対象地としての可能性も持っている。
　近年，首都圏における地価高騰問題を解決しよう
とする立場からは，再び首都機能の移転が提唱され
るようになってきており，国土幹線道路，新交通シ
ステムなどの導入によって首都圏からの接近性の変貌
が予測される地帯でもある。
　しかしながら首都圏における住宅地需要は利根川
を境として，埼玉県まではその影響が見られる。し
かし，大規模住宅計画（すなわち首都圏における大
規模住宅団地建設）としては現実に通勤者が居るも
のの，公共輸送面の利便性が低いこともあって，現
在までのところ進展が見られない。
　一方経済的な側面においては，首都圏を中心とし
た工業再配置における格好な対象地域であると共に，
農業においては首都圏への生鮮食料供給基地，京浜
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・東北方面への中継基地としての性格も持っている。
　この圏域の特徴としては地方都市，周辺農業地帯，
純農村，農山村，山村の各種経済地帯を全て含んで
いる点である。
図1－1　研究対象地域の首都圏における位置
　圏域全体として，戦前は農林業が盛んに行われ，
農山村とその生活中心としての市街地により構成さ
れていた。しかも，圏域内の市町村に共通した歴史
的伝統的基幹産業として絹織物およびその関連産業
があり，現在まで地域の産業基盤として繁栄してき
た。
　繊維関連産業においては京都をはじめとし，山梨，
埼玉，福井などとの関連性が深く，事業面での交流
は現在も続いている。
　これらの産業は国の産業変革史の中で全体的に衰
退する傾向にあり，いわば構造的不況下にある。
　一一一方，これら地域の伝統産業に加えて戦後の後発
的産業である自動車等製造業，家庭電器製品製造業
と，その関連産業は高度経済成長とともに急成長を
遂げ．群馬県にあっては県内の主要な工業地帯とし
て成長してきた。
　特に太田市は北関東において製造品出荷額第1位
の都市に成長し，大泉と共に工業地帯として特化し
てきている。また周辺の桐生市，足利市，佐野市に
は下請企業・分工場などが立地し産業連関がある。
1．5　既往研究に対する考察
（1）既往研究における本研究の位置づけ
　本研究のキーワードは，①地方都市圏，②定住，
③圏域，④地域連携，⑤地域計画論である。
　このキーワードに沿って，既往研究のレビューを
行い，本研究の位置を明らかにする。
　まず，地方都市に関しては，都市計画分野，その
周辺部に対しては農村計画分野からの豊富な研究成
　この分野の研究の経過としては，西山による戦前
からの地域空間論をはじめ，都市計画研究者による
地方都市研究，農村計画者による農村・集落計画研
究，牛見による都市居住限定階層論等がある。
　また近年においては，和田の地方小都市論があり，
また山田は東北地方において，地方中小都市の研究
を進めている。
　第二の定住に関しては，第3次全国開発計画の中
心テーマ，定住圏構想の時代において，著書，論文，
研究報告書が数多く出版され，報告された。しかし
ながら，近年は定住問題に関する論文は少い。
　第三の圏域論に関しては，戸沼の研究成果があり，
石田は地域施設との関係において，独特な圏域・生
活圏を構築した。第四の地域連携に関しては，建築
学会研究協議会において，既往の連携が議論された
が，研究成果までは至っていない。
　本研究においては，生活中心となる地方都市と周
辺農山村を一体的に扱い，　「地方都市圏」とし，こ
の実態を，地域社会・地域空間・地域経済を総合的
に扱っている点が特徴である。また，複数の地方都
市圏を有機的に連携する，地域連合を定住の計画単
位と考え，この有効性を立証しようとしている点が
最も特徴的である。
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（2）定住の概念について
　定住の概念規定に関わる圏域論については，古く
は都市と農村の関係を取り上げた，チューネンの概
念がある。
　またW・クリスタラーは都市間の階層的な関係を
理論化した。
　さらに工業と農業の調和した共同体は，E・ハワ
ードにより田園都市として提案されている。加えて，
圏域構造に関しては，都市地理学，都市社会学の分
野における提案があり，E・W・バージェスの理論
等がある。
　我国においては，計画論としての圏域認識につい
て，海外からの諸理論を導入し，我国の実情に合わ
せて検証する傾向が見られる。
　行政的には，地方生活圏（建設省），モデル定住
圏（国土庁），広域市町村圏（自治省）が既往の圏
域としてあり，生活環境の総合的，体系的整備に重
点が置かれた。
　広域市町村圏は，自然集落を末端単位とし，基礎
集落圏，一次生活圏，二次生活圏，三次生活圏とい
う階層の概念により構成されている。
　近年においては，マルチハビテーションという，
定住に対置する概念も登場し，一方では，定住を，
住民登録を行っている，夜間人口という規定から，
交流人口，連携人口など，定住への広義の解釈も生
まれている。
　本研究では，狭義の定住，広義の定住という2つ
の解釈により，定住を規定する。
1．5　論文の構成
　本研究は11章より構成される。
　第1章は序論であり，このテーマによって研究を
第2章は，本研究の主題である，地方都市圏の位置
を明らかにするために行った，首都圏の人口動態，
コーホート変化に関して分析している。
　全国の人口動態においては，これまで大都市圏へ
の人口集中が顕著であり，そのことが地方都市圏の
停滞を招いている。
　従って，人口流出先である大都市圏（ここでは首
都圏）人口を詳細に分析することが必要である。
　第2章では，DIDが設定された1960年を基準年
とし，1990年までの30年間について，首都圏を拡大
し，静岡・長野・山梨の3県を加えて分析した。
　特に30年間の人口増減傾向から，上記の範囲に含
まれる諸地域を，構造改変地域（水準1・2），人
［激増地域，人口急増地域，人口増加地域，人［微
増地域に類型化し，各類型ごとの人lI変化，コーポ
ート変化を分析した。
　第3章～第10章までは地方都市圏（両毛地域）
の社会・経済・地域空間に関し，現況と経年的変化
傾向を具体的に分析することにより，定住の視点で
見た地方都市圏の置かれた実態を明らかにする。そ
の対象地としては，首都圏縁辺部に位置し，県境を
挟んで20市町村が地域連合を形成している，群馬・
栃木県のまたがる両毛地域とした。
　まず第3章は，両毛地域を構成する20市町村に関
し人口・世帯に関する1960年から1990年までの変化
を分析する。その検討内容は，市町村全体の変化を
まず分析し，その性状を明らかにした上で，細部の
検討を行う。その内容は，コーホート（年齢集団）
ごとの推移傾向を分析することによって，社会を構
成する単位である住民の社会構造を認識する。
　次にコーホート要因法と最小二乗法により，人口
・世帯数の推計を行い，将来の人ロフレームを予測
した。
　第4章から第6章までは，地方都市圏における定
住の器というべき，土地・生活基盤施設・地域施設
の検討を行い，その現状と経年変化を分析する。
　土地利用は，地域空間の種目別の量を示す客観的
な資料であり，この分析によって，地域空間の基本
的な変化を認識する。
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　都市施設・地域施設はともに社会資本として，
定住を支える物的な要件である。都市基盤施設に関
しては，定住性への影響性の高さから，道路・公共
輸送，上水道，ド水道，終末処理施設の現況と経過
を明らかにする。
　地域施設に関しては，医療施設，教育施設，社会
教育・文化施設，社会福祉施設，社会体育・スポー
ツ関連施設について，各市町村別の実態と経過を明
らかにする。特に第3章のコーホート変化に連動し
た，義務教育施設等は，地域社会構成の変化に敏感
に反応し，施設立地が変化する性格を持っているた
め，この詳細な検討を行った。
　第7章は地方都市圏への定住を支える，一方の要
件である地域の産業に関し，その現状と経過，将来
展望を行うn両毛地域は国の縮図のような地理条件
と様態を示しており，この実態把握は地域への居住
に関し，全体像を把握するために重要である。
　特にこの圏域は，歴史的地場産業である繊維産業
が衰退し，新しい工業が立地した。そのことは農山
村における農家の副業にも影響し，生業と就業機会
に多大な影響を及ぼしている。また人口動態も産業
のすう勢に影響されている。
　以上の検討を受けて，このような地域社会をどの
ように評価し，将来，地域社会に対する定住をどの
ように考えているのか，またそれを支える条件，新
たな社会資本の整備に対する要望等を把握しようと
するのが第8章，第9章である。
　第8章は若年人口を中心に人口が流出した後，残
存している農村集落住民に対する調査結果の分析で
ある。
　これは栃木県佐野市の有力な農業集落を対象とし
てアンケート方式により行った。
　また第9章は，栃木県鹿沼市を対象として同様の
調査を行った分析結果である。対象地としての鹿沼
市の特徴は，市域を構成する旧町村が，市街地・混
住地帯・平坦農業地帯・山間集落と定住を視点とし
た場合，環境条件の異なる点である。
　ここでは市域の中でも居住地区の相違が定住とど
のように関係するかという視点で調査分析を行った。
　第10章は，全国的にも珍しい県境を越えた地域
連合を結び，5市を中心として，周辺農山村を含ん
だ連携を推進している，両毛地域の生活行動分析，
地域間連携の実態と経過を明らかにする。
　新たな国土計画の主要課題として，連携があり，
従前の地域振興・活性化計画に対して，広域経済圏
が緩やかな連携を保ちながら，地域振興，定住条件
整備を行おうとしている両毛地域は国にも注目され
る圏域である。
　11章，結論においては，10章までの研究結果
を総括する。
　そして両毛地域が全国に先駆けて進めている「地
域連携」による地方都市圏の定住構想を評価し，そ
の長所と課題を述べ，新たな定住の枠組としての有
用性について提案する。
一8一
第2章　首都圏における人ロ変化特性
第2章　首都圏における人口変化特性
2．1　研究の視点と背景
　大都市への過度な人口集中の弊害は，既に多くの研
究あるいは報道によって繰返し述べられている。とり
わけ首都圏は日本列島の中でも最も空間の広がりが大
きく，東海・東北・甲信越と連担する要衝として特異
性を持っている。
　首都圏以外の大都市圏すなわち近畿圏・中部圏・及
び札幌・仙台・福岡の都市圏についても人口集中傾向
が高いが，首都圏の人口動態，人［分布のすう勢は特
異と言わざるを得ない。
　国土計画においては，三全総以来，均衡の取れた国
土発展を目標として，地方都市及び都市圏への定住促
進のための諸施策が推進されているが。現在までのと
ころ，都道府県別に見た人口偏在化傾向は更に伸展し
ており，将来の地方都市圏への人口再配置を考えた場
合，大都市圏の地域構造を明らかにしておく必要があ
る。また地方都市圏の性格形成」二，大都市圏における
位雌関係は亜要であり，地域の立地位置と人口動態と
の関係も明らかにする必要がある。
　東京都への人口流入は静止状態に入ったとの報告が
あるが，東京都を含む1都6県は，面積において全国
の8．7％，人［においては全国の32，4％を占めており，
全国的に調和の取れた人口配置，地方都市圏への定住
の視点から見れば過度な集中と言える。
　ここでは，地方都市圏を浮き彫りにする意味におい
て本論文の対象である，両毛地域を含む首都圏の人口
分析を行う。本章については，筆者が主査としてまと
めた，1992年度，広域農林地開発整備調査一農山村の
2次3次生活圏における都市と農村機能分担・整備の
あり方（（財）農村開発企画委員会編）所収の原稿に
図2－1　本章分析対象都県
150km
加筆訂正したものである。
2．2　研究の対象地と方法
（1）　研究の対象地
　本章の分析対象地は，東京都中央区を起点と考え，
これからの距離が約150kmの範囲を想定した，首都圏
及び山梨県・静岡県・長野県の一部を含む，／都9県
とした。
（2）研究の方法
　本研究は，市町村合併が一段落し，DIDが設定さ
れた1960年を基準年とし，1990年までの30年間を分析
期間として以下に示す諸項を明らかにする。
①基準年から1990年までの30年間における市区　iJ
　　　村別人口増減傾向
②基準年から1975年，1975年から1990年までの各
　　　15年間における市区町村別人Ll増減傾向
③
④
　⑤
　⑥①の結果をもととした地域類型化。
　⑦類型別人口増減傾向の特徴。
　⑧類型別コーホート変化の特徴。
　以上の諸項を分析することにより，首都圏及び甲信
越，静岡県等，東京都から150km圏を形成する諸地域
の人口面での地域特性を特定する。　（図2－1参照）
2．3　全国の人口変化傾向
（1）人口集中の傾向
　1960年から1990年までの，都道府県別人口増減1頃向
を図化したものが図2－2である。この結果から首都
圏への著しい人口集中，近畿圏では大阪府，奈良県，
中部圏においては愛知県への集中傾向が高い。
　一方5大都市圏である，仙台市，編岡市を含む宮城
・福岡両県においては，それぞれ　29％，20％の増加
にとどまり，3大都市圏とは異なった様相を示してい
る。
　1955年以降，5年ごとの各国勢調査時における対前
回国勢調査人口から，5年間に20％以上増加している
都道府県，20％以下の都道府県を整理したものが表2
－1である。
　ここに示したように，東京・大阪は1970年頃までに
人日の集中が進んだことがわかる。東京都の後背地と
言うべき，千葉・埼玉の両県は東京都の人口急増加時
期を追って，1980年までの15年間に人口増加が進展し
た。
　関西においては，大阪府の後背地である各県の人口
1960年を基準年とし，以後5年おきの各国勢調
査年間における市区町村別人口増減傾1（iJ。
東京都中央区を起点とした，首都圏の空川的広
がりと人口増減傾向との関係。
地方中核都市圏及び周辺部の人口増減傾向。
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表2－1　全国における各国勢調査問の人ロ増加傾向
ψd
d
?
凡例■脇。■1讐謬■瀟
　　　闘鵜口鰭幽人゜減少
図2－2　都道府県単位の人ロ増減傾向
　　　　　（1960年～1990年）
増減の特徴として，1965年までに兵庫県，次いで1975
年までに滋賀県，1965～80年までの15年間に奈良県の
人口増加が顕著である。
　このように各国勢調査時5年ごとの人口増加傾向に
おいて，10％以上の増加を示す都道府県は3大都市圏
に限定されることがわかった。
（2）人口減少の傾向
　30年間における人口減少県は，秋田・岩手・山形の
東北3県，福井，島根，山口，徳島・高知の四国2県，
大分・熊本・長崎・鹿児島の九州4県である。
　また減少こそしていないものの，30年間の増加率が
5％以下の，青森・福島・新潟・鳥取・愛媛・宮崎の6
県も上記12県に準じる人口停滞県と言える。
　つまり47都道府県の内，38％の県は人口の伸びが見
られない，人口停滞県と言うことができる。全国で過
疎指定されている地域は概ね，これらの県に含めれて
いる。
　地方別に人口の伸びが鈍化しているのは，北海道，
東北，山陰，中国，四国，九州の各地方であり，人口
推計によれば，この傾向は将来更に進展することが予
測される。
2．4．2大都市圏における人口変化傾向の概要
（1）首都圏における人ロ変化傾向
　　　3大都市圏の中でも首都圏の人口変化傾向は異質で
　　あり特化している。それは東京を中心とする関東平野
　　の地理的広がりの大きさであり，近畿圏・中部圏には
　　見られない特徴と言える。
　　首都圏において著しく人口増加が見られるのは，東
　京湾の湾岸地域である．これらの地域は東京都中央区
　　を図心とした空間の広がりにおいては，50km圏に含ま
　　れ，都心への通勤圏内にあることが容易に理解できる。
　　　100km圏付近に激しい増加が見られるが，これは国
ノ　の施策による大規模開発であり，例えば筑波研究学園
e
　都市や東海村，鹿島臨海コンビナート等がそれである。
　　図2－5の人口が激増している地域の区分によって
　増加の内容を見ると，1960年人口の3倍以人口規模に
　膨れ上がっている地域は東京湾沿岸に馬蹄形に拡がり，
　　または東京近郊であることがわかる。
　　　これら以外に，人口増加が顕著な地域は，北関東3県
　　と山梨県において見られるが，これは地方都市のアー
　バンスプロールによるものである。
　　　1960年以降7時点の各国勢調査間の差分によって増
　　減計算し，図化したものが図2－8～13である。
　　　この6期間の特徴を整理すると，1960年から65年の
　　5年間においては，東京23特別区外周の人口激増現象
　が，次の5年間においては，更にその外周へと展開し
　ている状況が見られる。
　　基準年（1960年）に対して，　101％以上の増加を示
　す地域は，概ね住宅都市整備公団（当時の住宅公団）
　　による団地開発，ニュータウン開発地域であり，加え
　て民間による住宅開発も行われている。
　　　このような局地的と言える人口激増・偏在化傾向は
　概ね1980年頃まで続き，1985年から1990年の5年間に
　おいては千葉ニュータウンの大半を占める印西町のみ
　　となっている。
　　以上，首都圏における人口増加傾向を分析した結果
　東京湾岸，東京の縁辺部に位置し，しかも主要鉄道沿
　線に立地する地域の人口増加が顕著であり，東京圏へ
　の人口集中が，隣接県へ及ぶ状況が明らかになった。
　　（2）人ロ減少傾向の概要
　　人口の爆発的増加が見られる中で，首都圏内でも慢
　性的人口減少が続く地域が数多く存在する。
　　1960年から1990年までの30年間における人口減少傾
　向は，図2－6に示したが，東京都の隣接県でも埼玉
　県山間部の秩父地方，千葉県の太平洋沿岸において人
　口減少地域が見られる。
　　また100km圏までこれを広げると，東京都の山間部，
　山梨県・静岡県の一部が加わる。
　　更に100km圏以遠においては，北関東3県の山間部，
　山梨・静岡・長野県の山間地域がそれぞれ集団的に人
　口減少地域となっており，これは図2－7の過疎指定
　地域と符合している。
一10一
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　　　　　　　　　　100km
　　　　　　　　■10腐以L増加
　　　　　　　　■
　　　　　　　　■151㍊
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　　　　　　　　　　増加
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x以i減少
～50x減少
図2－3　首都圏の人ロ増加傾向
　　　　　（1960年～1975年）
図2－6　首都圏の人ロ減少傾向
　　　　　（1960年～1990年）
効
図2－4　首都圏の人口増加傾向
　　　　　（1975年～1990年）
100km
　　　　　　　　■251似ヒ駒
　　　　　　　　■！51～250x増力【
ン↑潭二／
図2－5　首都圏の人口激増地域
　　　　　（1960年～1990年）
　　100k皿
■■過疎指定地域
ノト⊂璽ン／
図2－7　首都圏の過疎指定地域
　　　　　（1990年現在）
　上記30年間の人口減少が40％を越える特筆するべき
地域としては，栃木県足尾町，埼玉県大滝村，群馬県
上野村，山梨県早川町，静岡県本川根町があり，いず
れも過疎化の問題を抱える地域である。
　山間部の人口減少は全国的に見られ，その主たる原
因は，農林業の構造的と言うべき不況が影響している。
　「ある地域において許容される適正人口」という視
点で農山村を見た場合，可耕地面積，林業収入などに
より規制される。農業経営規模を縮小させないために
厳然と長子相続を守っている村も現存しているが，結
局，就業機会に乏しい山間の小規模地域では生活中心
都市との関係において，農林業の安定兼業が保証され
るか，新たな殖産機会を創設するなど抜本的な過疎対
策が行われない限り，人口減少を抑制することは難し
い。
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図2－8首都圏の人口増加傾向1
（1960年～1965年）
図2－9首都圏の人口増加傾向2
（1965年～1970年）
図2－11首都圏の人ロ増加傾向4
（1975年～1980年）
図2－12首都圏の人口増加傾向5
（1980年～1985年）
100km
Ix以L増加
6～100X
　増加
｝～75鴇
増加
6～50彫
増加
～25X
増加
図2－10首都圏の人口増加傾向3
（1970年～1975年）
図2－13首都圏の人ロ増加傾向6
（1985年～1990年）
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　（3）近畿圏との比較による首都圏人口増減
　　　傾向の特性
　近畿圏について首都圏と同様の作業を行っ
てみると，近畿圏の人口増減傾向の特性は，
大きくは大阪市を中心とする大阪湾岸地域に
おける人口増加傾向が著しく，この影響は奈
良県，兵庫県まで及んでいる。
　　しかしながら，1965年から1990年に至る，
25年間の人口増加が101％を越える地域は，
大阪市の都心から概ね50km圏に限定されてお
り，琵琶湖南岸の一部と神戸の後背地がこれ
に加わるのみである。（図2－14参照）
　近畿圏において特に人口増加の激しいのは，
大阪市を中心に，その後背地に当る高槻市・
枚方市・茨木市・箕面市と兵庫県の宝塚市・
川西市・伊丹市・猪名川町である。ここでは
人口激増地域が連担しようとしている。
　近年においては大阪府南部地域の開発が重
点的に進められていることから，更に人口の
計画的配置が進展するものと推測される。
　一方，近畿圏における人口減少地域の特徴
を見ると，紀伊半島の山間部，中国山地にか
かる地域，若狭湾沿岸地域が減少地域となっ
ている。
　とりわけ紀伊半島山間部の減少は注目すべ
き状況と言える。
　これら地域は首都圏同様，過疎地域に指定
されており，近畿圏では大阪の都心から，わ
ずか50km圏の平野部を中心に地形的制約を受
けながら，人口増加が進展していることがわ
1かった。（図2－15・16参照）
　このように，近畿圏と首都圏との比較にお
いては首都圏が本州でも最も東西の距離が長
い地形的特徴を持っているのに対して，近畿
圏は100km圏，150km圏では日本海，瀬戸内海
に入ってしまう狭小な地形であるため，大阪
府のアーバンスプロールの影響がきわめて制
約される形となっている。
　大阪市を中心とする100km圏には中部圏の
一部が含まれることになり，両大都市圏の影
響が相互に及ぶ結果となる。
　（4）首都圏における人ロ増減傾向のまとめ
　以上，首都圏における人口増減傾向を近畿
圏との比較を交えながら見てきた。
　これによると，近畿圏・中部圏との相違点
は大都市機能が集積する東京圏の都市的特性
に加えて，広大な関東平野の存在が，広域的
な人口増加の背景にあることが理解できる。
　しかしながら，首都圏iookm圏内には過疎
図2－14　近畿圏の人口増加傾向
　　　　　（1965年～1990年）
■26㍊
口・－25竃
　　増加
図2－15　近畿圏の人口減少傾向
　　　　　（1965年～1990年）
図2－16　近畿圏の過疎指定地域
　　　　　（1990年現在）
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地域が含まれており，交通が不便な山間地域や海浜地
域においては人口流出が続いている。
　一方，東京湾の湾岸地域は都心への接近性に優れて
いることもあり，1970年から75年の高度経済成長時代
に急激な人口増が発生した。
　また主要鉄道沿線には計画的に開発されたニュータ
ウン，住宅団地，分譲住宅地が乱立する形となった。
　こうした東京縁辺部の都市化傾向において当時の住
宅公団が果たした役割は大きく，JR各線はもとより，
，小田急電鉄，西武電鉄東武電鉄，
東急電鉄，京成電鉄，京王電鉄等，東京を起点とする
私鉄各線沿線は公団住宅立地の対象地として，急速な
宅地化が進展した。
　また民問による住宅地開発も，公団住宅開発に誘導
されるかのように郊外展開し，延翼運動は埼玉・千葉
・神奈川の各県に及んだ。
2．5　首都圏における人ロ増加地域の類型
　これまで見てきたように首都圏における人口増加傾
向には大きな格差があり，増加率に従って増加地域の
分類をしておくことが必要である。
　そこで1960年から1990年までの30年間における人日
増加率により，150％以上，101～150％，76～100％，
51～75％，26～50％，　1～25％の6段ll皆に区分し，こ
れらを次のように類型化した。
　①構造改変地域30年間の人口増加率
　　　の地域　98市町村＋44市区町村
　　　人口の急激な増加により，旧来の地域社会が新
　　　住民の参入に伴って，大きな変化，それも従前
　　　の社会や生活空間が一変してしまうような変化
　　　を遂げた地域。このような地域では当然，旧来
　　　のコミュニティが大量の新住民流入により大き
　　　な変化を余儀なくされると共に～従来整備され
　　　てきた社会資本の蓄積が，新たな社会に対応で
　　　きず，新規の大規模な公共投資が行われている。
　　　　この類型は多摩市　（L380％増）に代表され
　　　る高い水準の増加地域を考慮し，30年間の増加
　　　率が151％以上の地域を水準1，100～150％の
　　　地域を水準2とした。
　②人口激増地域30年間の人口増加率76～100％
　　　の地域　19市区町村
　　　旧来の人口規模が約2倍弱に膨れ上がり，構造
　　　改変地域には及ばないものの，社会的に大きな
　　　変化を余儀なくされた地域。これも大規模で新
　　　たな社会資本の需要を伴う。
　③入口急増地域30年間の人口増加率51～75％
　　　の地域　43市町村
　　　激増地域に準じた地域。
　④人口増加地域30年間の人口増加1率26～50％
　　　の地域　84市町村
　　　旧来の人口の50％程度が増加したため，地域の
　　　局部的に社会資本の投入が必要となっている地
　　　域。
　⑤　人口微増地域　30年間の人口増加率　　1～25％
　　　の地域142市町村
　　　30年間の人口増加率が25％以下であり，人口停
　　　滞地域である。ここでは地域社会についての大
　　　きな改変が認められない地域。
　表2－2は人口増加率区分により，類型化した市区
町村である。
　この区分において特徴的なのは，構造改変地域が最
も多く含まれているのは，埼玉県であり，水準1が36
±也域，水準2が10地域，計46地域が構造改変地域とな
っている。
　水準1・2の合計で見た場合，東京都27地域，千葉
県25地域，神奈川県19地域の順となり，埼玉県にとり
わけ多いt，
1・・％以上去
、㌧
図2－17　首都圏の圏域区分
100km
■首都圏第1層
麗首都圏第2廟
口首都圏第3層
　これらの地域はJR高崎線，西武池袋線，東武東上
線東武越生線，東武伊勢崎線の沿線市町村であり，
計画住宅団地の関連開発，鉄道会社及び大手不動産会
社等の開発，あるいは，民間による小規模宅地開発等
が含まれている。
　いずれにせよ，東京への通勤を考慮して供給された
住宅・住宅地との関係が深い。
　図2－5は増加率】51％以上の地域をプロットした
ものであるが，東京の23特別区の一部を除き，東京湾
に沿って馬蹄形に分布している。
　また増加率51～75％，76～100％の増加水準におい
てはその分布が遠隔部に及び，地方都市圏のアーバン
スフロール地帯にも現れ，それは首都圏第3層に及ん
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表2－2首都圏の人口増加率に基づく地域類型
　（1960年～1990年）
都 構造改変地域 構造改変地域 人ロ激増地域 人ロ急増地域 人［〕贈加地域　　1 人巳微増地域
県 水準1 水準2
…
? 、151％以　　ロ 101～150％76～100％ 51～75％ 26－50％　　　　1 1～25％　加
増加地域 増加地域 増加地域 増加地域
，町 　　・f 玉・ 田　・ 1　　　　・　　　　　　・ 桐　　づ田　・富?
薮塚本町 東村（佐波） 館林市・藤岡市・榛東村 安中市・北橘村・粕川村?
新里村・箕郷町・新田町 榛名町・子持村・新町?
吉岡村・赤堀町・ 伊香保町・境町・草津冊
伊勢崎市・大間々町 明和村・千代田田J
－ 河　町・野木町 子　宮 爪　　・汽岡 今　　・　河　　・ ・　木　・?
西那須野町 黒磯市・ 国分寺町 鹿沼市・矢板市?? 上三川町 大田原市・高根沢町P益子町・岩用町・都賀町
1氏家町・田沼町
田　　・　　　・ ン母、’　　　、 ｝　　　’ P　　・ ⊥1　　曹　　｝0　　1　　し 1下　　・同
牛久町・茎崎町・守谷町 利根町・伊奈村 つくば市 竜ケ崎市 下題市・結城市・岩井市1 水海道市・常澄村・?
藤代町 午代田村 阿見町 友部町・波崎町 潮来町・那珂町・大野村 内原町・岩間町・岩瀬冊
三和町 美浦村・玉里村 美野里町 瓜連町・大宮町・十王町
城 i 大洋村・出島村・茨城町
1 1江戸崎町・谷和原村?
1 新治村・関城町・小川町1　　　　、明野町・協和町・1 石下町・五罐村・猿島町1 境町・千代川村
・　川　・。 木更1　・ 君1 1　原 ・　網白里町 こ　・口　・・下?
松戸市・佐倉市・流山市 野田市 八街岡 山武町 大栄町・小見川町・
葉 習志野市・市原市・ 成田市・関宿町
…
東旺町・海上町・光町?
八千代市・我孫子市・ 印西町・栄町 野栄町・松尾町・横芝旺1
柏市・浦安市・鎌ケ谷市 袖ケ浦町 一宮町・長生町・白子町
四街道市・酒々井町 岬町・成東町
沼南町・冨里町・白井町 九十九里町
川　　・川口　・一⊇ 5和　・　宮 与野1 熊合　・行田一 加グ　・　　　・ x　・　　町
岩槻市・上尾市・狭山市 東松山市 飯能市・深谷市 越生町・滑川村・小川町 荒川村・児玉町・神川村
春日部市・鳩ケ谷市 鴻巣市・幸手市 上里町づ工南村 玉川村・川島町・吉見町 都幾川村
埼 戸田市・草加市・越谷市 嵐山町・吹上町 花園村・栗橋町 横瀬村・妻沼町・岡部町
和光市・入間市・志木市 白岡町・鳩山村 寄居町・菖蒲町
朝霞市・禰川市・久喜市 杉戸町 北川辺町
玉 新座市・八潮市・北本市
上福岡市・富士見市・
坂戸市・三郷市・蓮田市
県 三芳町・大井町・伊奈町
毛呂山町・鶴ケ島町
鳩山町・宮代町・鷲宮町
松伏町・吉川町・庄和町
八王子　・　　　　・ ！　，、区・ 且川 ユ区・三 区・ ；工　区・フ　区
東 調布市・町田市・小平市1
?????
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東村山市・国分寺市・ 昭島市・国立市 葛師区・武蔵野市
京 日野市・狛江市・府φ市 保谷市・田無市 御蔵島村
棄久留米市・武蔵村山市 日の出町
都 清瀬市・多摩市・稲城市
秋川市・福生市・羽村村
瑞穂町
ユ　　・　ク　　　・ 」　・平
?
チ　　　　’ ノ、　　　　　・　　廻 っμ　・
奈 秦野市・厚木市・大和市 南足柄市 鎌倉市 中井町 逗子市・大磯町・三浦町?
伊勢原市・座間市・ 大井町・開成町 葉山町 相模湖町・松田町
県 相模原市・海老名市 津久井町
綾瀬市・寒川町・愛川町 二宮町
王町・玉　町・昭和町 石和町 ゜　，瞭　　　　㌧ ・　　　　　　　　　　　　　　　　　　，?
田富町 双葉町　　1 御坂町・白根町?? ??
i 櫛形町・甲西町・西桂村P河ロ湖町春日居町
1 1 1鴫沢村・勝山村
♪　フ o　　、 8　　幽 ・’@ム　　・》　こ 『　・　　　・　ll?
長泉町 三島市・浜北市 伊東市・磐田市・袋井市 下田市・御前崎市?
冨士市・焼津市 大仁町・新居町・岡部町 修着寺町・伊豆町?
御殿場市・ 細江町・吉田町・浅羽町 榛原町・浜岡町・菊川町
湖西市・韮山市 大井川町・冨士川町 大須賀町・小笠町・
…竜洋町・可美村 舞阪町・大東町・福田町
伊豆長岡町・雄踏町 豊岡村?
町・ ・姐　　・　田 合　・　Eヨ　・’
波田町 茅野市・塩尻市・戸倉町 須坂市・小諸市・伊那市?
箕輪町・宮田村・豊科村 駒ケ根市・φ野市・
穂高町・三郷村・松川村 更埴市・佐久市・臼田町? ? 御代田町・豊田村 軽井沢町・東部町・
ρ　　　　　　　1 下諏訪町・辰野町県 i　　　II　　　　　II　　　　　　　． I　　　　　i
@　　　　　　！
P
中川村・松川町・高森町
R形村・堀金村・白馬村！坂城町・小布施町・
堰D高山村・豊能冊・牟礼町
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でいる。
2．6　首都圏における空間
　　　　　　距離別人ロ増減傾向
（1）分析の視点・方法
　前節では，首都圏の人口増
減傾向を地理的な拡がりの中
で見てきたが，ここでは東京
都中央区を中心とす
る首都圏の空間距離別人口増
減の特’性を見る。
　その視点は，都心機能の郊
外展開は，主要鉄道や幹線道
路に沿って、広域化する傾向
にあり，その時間的位相の実
態を見ること。
　　そして同じ距離帯の同’L・円
内にあっても，地域的に増減
傾向が異なることを実証する
ことである。
　　作業は，図2－18のように
まず中央区を円心とする同心
円を描き，その中に3分の2
以上含まれる各県の市町村を
グループ化し，全ての地域に
〆児9
畳D響
図2－18
趨張
rr戸JUiJ帆嶺
?
?
東呆都中央区を起点とする地域の
空間距離区分
?
（％）
1t）0
1，【，
，「
L〔｝
一2D
一：1Ω
1兆、
　　　　凡例
c…撃鰍戟i都皿その他の県
4ア 1 i
　－．
?????
?．
御 ．???? ? 1＿∠－1－
@　　　　、
?
? 、、?、?、?、??、
＼　’　　　　
、、、　　　　　　、
_　　　　、
　　　　、@　　、@　　　、ｮ．・　、　　　　＼
、、
A　　、
_、
、、
@＼@　、@　、@　　、黙 、’
’、懸
、
、rF一 　　、@　　、A　 　 　　　、、　　一　　　　　‘ 　一一一殉隔一@　　一　　、@　、、
A　　　　　“　　　　“
『卍 寓、＼隈騰ミ ’、一一髄一@　　一F ＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　’ ’一一’一 ?f@　　’　　　セ 　　’|”，一’ 、魯ミ、、　、、
、　、
@　h、@　　、
@一一一
一」一A　　　　　　　　　　　　　　一昌二　“
@　　　　　一　一一ツ@　 　　　　，’
三三一二『二う
@’’ﾋ
　
1焦。1覧1，唱鷺。i鷺519鑑一烈5
ついて，t＋5年人ローt年人口をt年人口で除した
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（2）　分析結果
　距離圏別人口増減傾向の分析結果は図2－19・20に
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図2－190～20km圏における地域別人ロ変動
（東京都・その他） 図2－2080～100km圏における地域別人口変動　　　　　　　（群馬・栃木県）
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例示した状況である。
　図2－19は0～20km圏の地域の例であり，東京都内
の地域と周辺3県の増減年次，位相差が明確にわかる。
　また図2－20は首都圏80～】00km圏に含まれる，群
馬県・栃木県の各地域をプロットしたものである。
　この2枚の図から，空間距離によって増減傾向の時
間差がわかる。
　しかしながら，この作業を全距離帯について行った
結果は煩雑に過ぎるため，各距離帯に含まれる全地域
を県別に平均し，作図したものが図2－21～26である。
（1）0～20k而圏の傾向
　まず東京都・千葉県・埼玉県を含む，都心から0～
20km圏の人口変動においては，東京以外は，1960～65
年に最大の増加が見られる。
　以後各国調年次ごとの増加率は，低下の一途を辿っ
ている。
　一方，東京都は1955年～60年に一定の増加を示した
ものの，以後は減少に転じている。
　つまり東京都の20km圏とは，　23特別区の大半であ
り，都心居住者が1965年代後半より減少し始めたこと
を示している。
（2）20～40km圏の傾向
　次に20～40km圏であるが，この圏域には東京都及び
隣接県が含まれる。
　この圏域では東京の増加率が1965年以降急速に低下，
神奈川は1960年～70までTほぼ同率の増加傾向にあっ
たものが，それ以後の増加率は低下の一途を辿ってい
る。
　この1都3県の内，千葉県は特異な傾向を示す。
　すなわち増加率こそ他より低いものの，他の都県が
減少しはじめた後も，増加率は大きく低下せず，1990
年においてなおT10％台以上の増加率を保っている。
　このことは，住宅公団による住宅団地，ニュータウ
ン建設と関係が深いと考えられる。
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　住宅公団では，1960年以降より，首都圏の主要鉄道
沿線に次々に新しい住宅団地を建設した。
　それは†として，神奈川県，埼玉県であり，千葉県
の場合は，これよりやや遅れて開発が進展した。
　例えば千葉ニュータウンは，現在も建設が続けられ
ており，印西町，白井町などでの人口増加は，この影
響による。
（3）40～60km圏の傾向
　60km圏には，東京都をはじめ，千葉・埼玉・神奈川
と茨城県の一部が含まれる。（図2－23参照）
　この圏域における増加率の推移には，明らかに前2
圏域と異なった傾向が見られ，増加率推移のピークが
昭和50年にずれ込んでいる。
　また増加率そのものも低く，ピーク時でも25％程度
の増加率でしかない。
　この1都4県の内，1975年まではそれぞれ異なった
増加率推移が見られるが，東京・神奈川・埼玉では75
年以降増加率は減少しはじめる。
　またこの圏域でも千葉は異なった傾向を示し，1965
年までは減少していたものが，以後は1990年に至るま
で，増加を続けている。
　また茨城県は時間差はあるが，東京等と類似した傾
向である。
（4）60～80km圏の傾向
　80km圏には，東京都，千葉・埼玉・神奈川・茨城・
栃木・群馬・山梨の7県が含まれる。（図2－24参照）
　まず，東京及び隣接県においては，神奈川の増加傾
向が高く，1970年にピークを迎えた後，増加率は減少
しはじめる。
　東京・埼玉は1975年より増加に転じるが，その増加
率は5％以下と低い。
　一方千葉は，1960年以来減少し続けているのが特徴
である。その理由は，この圏域における千葉県は，外
房総の諸地域を含んでおり，過疎地域4地域が含まれ
ていることも原因している。
（5）80～100km圏の傾向
　この圏域は，いわば首都圏の縁辺
部であり，東京圏としての人口増加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表2－3傾向とは大きく関係しない圏域であ
る。（図2－25参照）
　従って，先の群馬・栃木県で例証
したような，地域ごとの推移では，
大きな増加もみられるが，平均して
しまうと，ピーク時の増加率も10％
強と低く．増加傾向は不活発である．
　図2－25・26は東京圏とそれ以外
の，北関東3県及び，静岡・山梨県
を分けて表示した。
　この2グループの増加傾向は明ら
かな差異が見られ，東京圏では減少傾向から，わずか
な増加傾向に転じるすう勢，また縁辺部4県は，先の
諸圏域のように，1975年をピークとし，以後は減少に
転じる傾向を示している。
　このことは，この圏域に属する東京圏の諸地域は辺
鄙な山間部の地域であり，東京圏といえども，住宅需
要が発生し難い地域であるためである。
　また縁辺部の県については，地方中核都市周辺部が
含まれており，中核都市圏としてのアーバンスプロー
ル地帯を含んでいることから，東京圏の相似的状況を
示しているものと考える。
　この圏域においては，山梨県のみが異なった傾向を
示し，1980年頃まで減少していたことが注目される。
2．7　首都圏の高齢化及びコーホート変化傾向
（1）分析の視点・方法
　首都圏の空間的拡がりの中で，人口増減傾向に特異
な差があることが明らかになった。
　次は，社会構造というべき，人口構成の内容を明確
化することが必要となる。
　それは過密・過疎化現象が発生した結果，各地域で，
どのような歪曲化された社会構成が出現したのかを実
証するためである。
　本項の分析方法は，国勢調査結果を用い，5歳階級
のコーホートについて，①各コーホートの推移傾向，
②各コーホートの純移動率を計算し，それを図化する
ことによって，人口増減地域類型別に比較する。
　更に1000戸当り5歳階級年齢構成のヒストグラムを
作成し，地域類型別に比較を行う。この分析の対象地
としては，各類型より1包2地域の人口規模が類似し
た都市を選定した。これは表2－3の通りである。
　このことは，本研究の主題である，地方都市圏への
定住という視点から，構造改変を生じている地域や人
口激増地域と地方都市圏との差異を明確化し，地方都
市圏の社会構成を是正する基礎資料を得るためである。
コーホート変化分析対象地域
造改変地
??
造改変地
??
人口激増地 人口急増地 人口増加地 人口微増地域　　　類
ｧ名
150％以上
@増加
田1～150％
@増加
76～100％
@増加
51～75％
@増加
26．50％
@増加
1～25％
揄ﾁ
群馬県 伊勢崎市 桐生市
栃木県 小山市 足利市
千葉県 流山市 木更津市
?c市
埼玉県 入間市
静岡県 藤枝市 ＝島市
長野県 上田市
一18一
（2）高齢化傾向
　コ＿ポート変化の特性に言及する前に，全国的な減
少でもあり，しかも人口停滞地域において深刻な社会
の高齢化傾向について，まず実態を検証する。
　図2－27は1965年時点における，首都圏内の65歳以
上高齢者比率を図化したものである。
　この時点においては，15％以上の高齢者率を示す地
域はなく，埼玉・山梨・長野の山間部，千葉県の外房
総等にこの時点で最も高い高齢者率の分布が見られる。
　これが，20年後の1985年になると図2－28に示した
通り様相が一変する。
　まず高齢者率20％以上の地域が北関東及び長野・山
梨の諸県に出現する。
　これは特に静岡・長野において多く，いずれも山間
部である。
　次に15～19．9％の地域は，上記の県に加え千葉県の
外房総，北関東にも出現する。
　この15％以上の地域は，1965年時点の最も高齢者率
の高い水準になる。これらは人口減少地域，ひいては
過疎指定地域が，この水準の地域と概ね符合しており，
過疎，もしくは人口停滞地域における，高齢化傾向が
明らかである。
　これらの地域は首都圏100km圏内にも存在し，首都
圏内にはあっても，交通や定住条件に恵まれない地域
は人口減少・高齢化地域となっていることがわかる。
　図2－29は1965～85年の20年間における高齢者比率
増減傾向を図化したものである。
　この中で最も増加率の高い10％以上増加地域は昭和
60年時点の高齢者率20％以上の地域と概ね符合してお
り，過疎化，高齢化は山間地域等の限定された地域に
おいて，しかも高齢地帯の傾向を益々強めながら推移
してきていることが明確である。
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図2－28首都圏における1985年の高齢者比率
（3）類型別コーホート変化の特性
　1）分析の方法
　首都圏の人口増加地域類型より，構造改変地域水準
1の例として流山市・入間市，構造改変地域水準2の
例として，千葉県野田市，木更津市，激増地域は静岡
県藤枝市，急増地域は栃木県小山市・三島市，増加地
域としては，長野県上田市，群馬県伊勢崎市，微増地
域としては群馬県桐生市，栃木県足利市を抽出した。
これらはいずれも人口10万人以上の地方中規模都市で
ある。　（表2－3参照）
　分析は，まず5歳階級年齢別人口について，t年人
口を分母とし，t＋5年人ロを除する作業を行い，そ
れを各国調年次ごとに計算したものを，折れ線グラフ
としてプロットした。
　次に，学齢前人口，学齢人口，生産年齢人口，65歳
以上の高齢者，65～74歳の前期高齢者の5区分による
100km
％以1：．L界・
～to％1；　Sl
～5罵上昇
低下地域
図2－29　1965～1985年の高齢者比率変化
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階層人口の推移傾向を分析した。
　さらに1000戸当り5歳階級年齢別人口を計算して・
］960年，70年，80年，1990年の4時点について作図し
比較した。
　2）コーホート変化傾向
　①コーホートの推移率から見た変化の特徴
　まず図2－30により，地域類型別全コーホートの変
化傾向を見る。
　対前回国勢調査の商が1以下は減少しているわけで
あるが，構造改変地域1の流山が最も特徴的であり，
1980年以前は全コーホートとも増h口している。
　また同じ水準の入問については45年に高齢者の1コ
ーホートが減少，1980年には生産年齢の1コーホート
が減少している。
　人口増加程度の差による特徴は，人口増加率の高い
地域と微増等不活発な地域とでは大きな相違があり，
増加率の高い地域では全コーホートとも増加する側で
推移している。
　次の差異は，生産年齢人口の変化である。
　人口増加率の高い地域では，一部の生産年齢コーポ
ートが減少側に現れるが，これは希であり，人口増加
率の低い地域においては，生産年齢コーホートが急減
する傾向で推移してきている。桐生市は中でも特異と
言λる。
　このように地域類型別にコーホート推移率を比較し
た場合，増加水準の相違がコーホート変化に密着して
いることが明らかになった。
　②1960年を100とするコーホート指数推移
　対象地域について，1960年の5区分によるコーホー
トを比較したものが図2－31・32である。この分析に
よると，増加水準の相違が明白である。
　全地域に共通しているのは，65歳以上の高齢者コー
ホートが急速に上昇しながら推移してきていることで
ある。
　次に0～5歳の学齢前コーホートは1975年を反曲点
として減少に転じている点がみられる。
　これは出生率，つまり少産化傾向を如実に表すもの
である。
　増加水準の相違が最も顕著に現れるのは，増加率と
生産年齢コーホートの増加傾向である。
　特に図2－31，流山市の場合が他と区別して特徴的
である。
　ヒ田・桐生・足利市は，人口増加傾向の低い地域で
あるが，いずれも類似した傾向を示す。
　即ち，高齢者のコーホートが急速に上昇し，0～14
歳の学齢前及び学齢層が増加しない傾向である。
　また生産年齢のコーホートも低迷していることが明
らかである。
　以上の傾向をまとめると，例えば，①人口増加水準
の高い地域は生産年齢のコーホートが急速に増加し，
増加しているのに関わらず，高齢化が進んでいくこと。
　②学齢前・学齢のコーホートは全国的というべき現
象で，1975年ないしは80年以降減少に転じていること。
　③人口増加率の低い地域は，生産年齢人口の流出と
見られる低い増加率で推移し，高齢者のコーホートが
急速に高まっている
ことと、④学齢前の
コーホートが1960年
から半減しているこ
とである。
　本研究の中心課題
の一点は，地方都市　　6．o
圏の社会構造変化を
明らかにすることで
あるが，コーホート　5D
の指数推移から，人
口が停滞することは，
調和の取れた年齢構　　40
成が崩れ，偏向した
年齢構成の社会に変　　3．　o
化することを明確に
示している。
　本研究の主たる対　　2，0
象地である両毛地域
の中心的都市として
　　　　　　　　　　10位置づけられる，桐
生市・足利市の人口
停滞はかっての繊維
産業への豊富な就業
　　　　　　　　　　図2－31機会が産業構造変化
によって次第に減少
し，他地域へ流出し
たことが最も大きな
影響である。
　反面，2。4で述
べた首都圏の人口激
凡　例
　　　　O～5歳　＿．一一65歳以上
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流山市における
年齢5区分による
コーホート指数推移
増が，東京湾の湾岸周辺に集中した結果，流山市のよ
うな従前は田園都市であった小都市が，人口規模にお
いては急激に膨張し，多くの生産年齢人口を抱える社
会へと変化した。
　抽出した11地域に関し，コーホート変化の結果とし
て1000戸当り5歳階級年齢構成のヒストグラムを，図
2－33・34に示した。
　この図では，1960年，70年，80年，1990年の4時点
を示している。
　これによれば，人口が激増している地域においては，
1990年において紡錘型をとどめ，人口停滞地域では次
第に農村型へ移行する状況にある。
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12．8　首都圏内地方中核都市圏の人ロ変化特性
（1）分析の視点・方法
　前節までの分析によって，東京都を取り巻く，外
縁部の驚異的な人口増加の様相が明らかとなった。
　ここでは，5大都市圏に次いで，人口を吸引する
可能性のある，地方中核都市及び周辺地域の人口を
見る。
　地方中核都市の都市的な位置は，一般的に，地方
都市圏住民の高次の生活拠点としての意味，就業先
・転住先としての意味がある。また地方から，大都
市圏への転出者がJターンする対象地としても注目
される。分析方法は，国勢調査結果を川い，各国勢
調査問の5年間における人口増減数を，前回国勢調
査時人口で除し，これを図化した。中核都市圏は，
圏域を，中核都市・隣接圏・影響圏とし，図2－35
に示す構成をもとに，人口増減傾向の特徴を見た。
隣接圏
中核都市
響圏
　図2－35地方中核都市圏構成の概念
（2）各県の状況
　1）群馬県の傾向　　　　　1
　群馬県は，1960年～1990年の間の人口が，0～25％
増加している。
1960～1965年
水戸市
1975～1980年
T965～1970年
1980～1985年
1970～1975年
1985～1990年
　■2踏ヒ■1庸圃1庸
凡例
　圏雛圏綴口tw　4』』轡1」S・k・
　図2　一一　38　中核都市圏の人口増減傾向一茨城県
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1975～1980年
前橋市
1965～1970年
1980～1985年
1970～19了5年
1985～1990年
　■辮■1雛圏1庸凡例　睡1雛匿粥□・・see　2e　3°4C」5°km
図2－36　中核都市圏の人口増減傾向一群馬県
書960～1965年 1965～1970年
1975～1980年 1980～1985年
1970～1975年
1985～1990年
　■群■辮圏！庸凡例　圏雛囲踊口・・蝉5°km
　図2－37　中核都市圏の人口増減傾向一栃木県
　しかしながら，中核都市である前橋市は11～15％の
比較的低水準の増加傾向で推移してきている。
　前橋市の1975年には隣接する群馬町・玉村町が急増
している。（図2－36参照）
　群馬県の場合，前橋市と高崎市が人口規模も類似し
ており，中核tltl市が2分される傾向がある。
　2）栃木県の傾向
　宇都宮市の人口は1965年代に急増したが、その時期
に隣接圏である，市南部に隣接する4町村，河内町の
人口が急増している。1975年代には増加傾向が栗山村．
一24一
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図2－39　中核都市圏の人ロ増減傾向一山梨県
まで及び，以後は河内町，高根沢町などの隣接地域が
増加，宇都宮都市圏として人口が定着した状況が理解
できる。（図2－37参照）1
　3）茨城県の傾向
　水戸市の人口変化は低水準で推移し，勝田市，東海
村，友部町，）集野里町などの人口が増加している。
　特に，勝11［ili，東海村の人U増は長期問にわ
たり，次第に遠隔化している状況である。　（図
2－38参照）これは水戸市のスプロール現象と
して理解できる。
　4）山梨県の傾向
　山梨県においては，甲府市の人口はほとんど
伸びず西側の隣接地域が急増している。
　特に竜王町，昭和町，三富町の増加傾向が著
しく高いことが目立っている。また東側の隣接
地域である一宮町の増加傾向も活発である。こ
れは，高速道路や，地価の比較的安価な農村部
への住宅立地の影響と見られる。（図2－39参照）
　5）静岡県の傾向
　静岡市の人口は，昭和50年代まで増加したが，
以後は清水市，藤枝市，焼津市，大井町，吉田
町等の隣接地域の人口が増加しはじめた。
　これは静岡市の人口増が周辺部へ及び始めた
ことを示している。（図2　一一　40参照）
　6）長野県の傾向
　長野県の場合は，中核都市として，歴史的に
畏野市と松本市2市がある。
　中部山岳地帯に見られる人口増加傾向は，松
本市を中心としたものであるが，長野市につい
ては増加傾向が不活発である。（図2－41参照）
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図2－41中核都市圏の人ロ増減傾向一長野県
1960～1965年 1965～1970年
1975～書980年 1980～1985年
1970～1975年
19B5～1990年
　■2艦■1雛國ユ罐
凡例　薩翻雛囲緒［コtW　」嬰5囎
　図2－40　中核都市圏の人口増減傾向一静岡県
一25一
　7）埼玉県・千葉県の傾向
　埼k・「葉・神奈川の3県は，図2－1に示し
たように，rr都圏第2層を季ll写成しており，いわば
・例と京と昌えるt／
　従って，地方中核都巾圏の概念は該当しない。
　ここでは参考として，埼E・千葉両県の人口増
減傾向を見ておく。
　i・　lt－・SL’～llj｛三111b（ノ）階1；lbl巻「一（汗亡ち7（）カt，　1975イ1’迄｝ま，　ill｝
不ll市はもとより，隣接圏・影響圏ともに，著しい
人口増加が発生した。
　しかしながら，1980年代に入ると，これが沈静
化し，影響圏における，飛び地的な増加傾1司が見
られるのみとなった。
　また浦和市の増加傾向は1980年以降低調となっ
た、、
　r葉県においては，1960～1965年の間に，千葉
巾において苫：しい人目増加が発生し，以後5年ご
』に，それが隣接圏・影響圏へ及んでいく状況を
見ることができる。
　また1980～1985年のllVにt千柴市を含む，隣接
・影響圏の人lI増加が再び／、看発化した。」これは
ニュータウン・計画住宅団地建設の影響による。
　以ヒ，中核都［li圏における人口増減傾向を見て
さたが，中核都市として増加し続けているのは，
宇都宮巾のみであり，他は　定程度増1川した後に，
隣接地域または影響圏へ流川していることが明ら
かとなった。
1960～1965年
1975～1980年
2，9　まとめ
　一般的な地方都市圏における，若年層の転出は，
地方K［1市圏における1舌性化の屯要な検討課題である。
　つまり，調和の取れた／【：会構成を維持し，II；生産
刊を川待する場合，中高年に偏重した社会であって
は，活力を欠くことになる。
　地ノ拷lllh圏が人llの伸び悩みを抱える反面，†↑都
圏への人口集中が，牛産年齢人日を伴い，進展して
いる状況が明らかとなった。
　またこの増加人口には多くの若年層が含まれ，必
然的に再生産率も高まる傾向にある。
　首都圏人口増加傾向の特徴は，2．4の（4）で
既にまとめたが，3大都市圏の中でも空間の拡がり
の大きさにおいて特殊である。現在は，通勤時間1
時間半，空間距離にして，　100kmを越える地域まで，
京浜地区への通勤者が住宅を建設する事実もある。
　東京を中心とした都市化の波は，更に広域化し，
本研究対象地である，首都圏70～100kmWWに位置す
る1†都圏縁辺部に迄及ぶことが予測される。
　全国的に見られる少」t一化傾向はt入「］が激増して
いる地域においても現れており，2・7で述べたよ
」
1965～1970年
1980～1985年
1970～1975年
1985～1990年
　■2離國1騨團1編1ゐ
凡例?ﾋ國賭口渤嬰5°km
図2－42　浦和都市圏の人口増減傾向
1960～1965年
1975～1980年
1965～1970年 1970～19了5年
1980～1985年
????????
朋
1985～1990年
　10　　20　　30　　40　　50km
図2－43　千葉都市圏の人口増減傾向
うに，1975年近辺を反曲点として，減少する傾向が
見られる。特に流山市，入間市，木更津市，野田市
など，構造改変地域においても，こうした傾向が見
られることは注目したい現象である。
　Uターンの受け皿として注目される，地方中核都
市圏の人口増加は，低調であり，一般的な地方都市
圏においては，これが更に深刻である。
　人口の局地的激増が見られる反面，首都圏100km
圏内に過疎地域や，高齢化傾向の高い地域を含んで
いることも事実である。
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第3章　地方都市圏の人口変化特性
3．1　研究の視点と背景
　首都圏の人口増加傾向は，政治・経済・教育文化
．情報・娯楽，その他あらゆる都市機能が集中した
東京都を中心とし，この巨大都市の都市機能に何ら
かの関係を持つ人々が，東京の至近距離に位置する
地域に居住することから人口集中が発生した。
　反面，この集中人口は地方都市圏から流出した人
口であり，過密化が東京を中心に広域的に拡がるの
に対して地方都市圏の人口動態は鈍化し，活力を失
った社会となっている地域が多く見られる。
　とりわけ進学や就職などにより，大都市圏へ流出
した人口は若年層であることから，地域社会の純再
生産率の低下を招くこととなった。
　本章では研究対象地である，首都圏縁辺部の地方
都市圏，両毛地域を対象に人口の詳細な分析を行う。
　両毛地域の人口動態は，全国の縮図的様相を示し
ている点が特徴的である。それは即ち，第1次産業
及び歴史的基幹産業の繊維産業を主な産業とする桐
生市・足利市等の地域が，国全体の変革と共に衰退
したこと。他方，時代の花形産業が興隆した太田市
・大泉町等の地域及びその後背地へ，人口が集中す
るという現象である。
　人口減少は概ね，産業構造，とりわけ就業機会の
硅と質に密着しており，地域経済の状況を如実に反
映している。
　本章は地方都市圏の社会構造変化を，人口分析を
通じて明らかにする。
　本章は，筆者が1988年にとりまとめた，渡良瀬川
流域の都市群所収の論述，1992年，農林水産省関東
農政局編，両毛地域整備計画調査報告書ppl4～24，
及び筆者が主査としてまとめた，　（財）農村開発委
員会刊行広域農林地開発整備調査一農山村の2次3
次生活圏における都市と農村の機能分担・整備のあ
り方一PP39～49を加筆訂正し，まとめたものである。
3，2　研究の方法
　ここでは県庁所在地のような地方中核都市ではな
く，ごく平易で一般的な地方都市及び周辺農山村に
おける人口変化傾向，人口構成の特性と変化を明ら
かにすることによって，社会構造変化を分析する。
　ここでいう社会構造変化とは，第1点として人口
分布の変化がある。安定期に見られた，低層高密度
の住工混合の市街地，その周辺に広がる農山村の人
口分布がどのような変化を遂げたかを見る。
　第2点としては，人n構成の特徴を経年的に検討
する・人口の急激な増減は，その結果として安定期
における社会構成に多大な影響を与えてきた。具体
的には年齢別人口構成であり，就業構造あるいは社
会そのものの内面的な変化である。ここでは年齢別
人口構成の特徴と変化，コーホートの変化，就業構
造変化を明らかにする。この場合のコーホートは，
出生傾向，学齢前人口，学齢人口，15～64歳までの
生産年齢人口，65歳以一Lの老人人口である。
　第3点としては安定期において見られた，市街地
を中心とする円錐形の人口分布が変化した様相とし
て，　DIDにおける人口動態，人口構成の変化を明ら
かにする。つまり市街地過疎と呼ばれる現象の分析
である。
　第4点としては，全国的な規模で社会問題となっ
ている，地域社会の高齢化傾向を明らかにする。高
齢者人口の増加と幼児人口の減少は，これまで調和
の取れた社会構成に対応して定常的に推移してきた
地域社会に変化を求める要因となり，社会のさまざ
まな側面に影響を与えているからである。
　社会構造変化の内容としては，地域社会において
組織された各種団体組織，宗教等農山村地域特有の
組織があるが，ここではこのことに言及していない。
／／
i臨／／
桐生第3次生活圏
足利市第3次
　　生活圏
千代議
邑楽館林第3次生活圏
安佐第3次
　生活圏
板倉動
図3－1　両毛地域の構成・生活圏の概念
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　調査分析の方法は，まず分析期間として，　DIDが
設定され，市町村合併が一応の沈静化をみた1960年
を基準年とし，1985年までの変化を対象とした。
　資料は各年国勢調査結果を使用し，その他の資料
は市町村への調査結果，群馬・栃木両県の統計書を
利用した。
　この分析は1988年に行ったため，1990年，1995年
人口による検討は行っていない。
　この2時点に関しては作業の…環としてコーホー
ト要因法による推計人口を算出し使用している。
3．3　総人日・世帯数変化の特徴
（1）変化の背景となる状況
　社会が安定したと見られる，1960年を起点として
圏域内の人口変化を見ると，産業基盤を農林業とす
る地域（特に，黒保根・東・尾島・明和・千代田・
板倉等），歴史的基幹産業として繊維・織物産業に
頼ってきた桐生rl∫・足利市などの人口が減少，ある
いは停滞している。
　反面，時代の花形産業というべき，自動車製造業
および関連業種，家庭電気製品製造および関連業種，
先端産叢等が立地し，製造品出荷額が順調に伸び，
就業機会も豊富な，太田市，大泉町，館林市等で人
口増加が進んでいる。
　またこれら地域の周辺部はアーバンスプロールや
住宅地を求めて他地域から流入する新住民により人
口増加をもたらされた地域で，例えば新田町，邑楽
町等がある。
　太田市は戦前の航空機製造工場の存在が，自動車
産業を生む基盤となり，基幹となる輸送機器製造業
に加え，一ド請けの関連産業が多く立地することとな
った。
　このことに伴い，京浜地区その他の地域からの住
民が流入するなど，旧来の住民との混住化が伸展し
ている。また大泉町についても同様であり，他地域
には見られない新たな社会的側面も現れている。
　これら人口増加地域においては，地価の高騰や新
たな公共投資（学校教育施設・幼児関連施設等）が
必要となり，埼玉県県南部における人口急増地域と
類似した状況となっている。
　一・方，人口減少地域では人口増加策が慢性的な企
画行政の課題となっている。
　特に桐生市については市部ではめずらしく人口減
少が継続している地域であり，その減少の背景とし
ては地理・地形的制約条件，歴史的基幹産業である
繊維業の衰退が影響しており、構造的な減少といえ
る。
　一方，世帯数に関しては，平凡な地方都市圏であ
るこの圏域においても核家族化が伸展し，人口減少
地域も含み増加する傾向が見られる。
　人口の自然動態に関わりの深い出生率については，
1966年の丙午の出生率急低下の後，67年以降長期的
減少傾向が見られる。
　市部においては全体として全国・群馬県・栃木県
の傾向と類似しているが，人口急増地域である太田
市はこれを上回り，逆に減少地域である桐生市はこ
れを下回る結果となっている。
　一方、町村部においては，市部と比較して大きな
ばらつきが見られる。
（2）全体の概要と特徴
　表3－1により，総人口の推移を述べる。
　1955年時点における両毛地域の総人口は681，615
人であり，同年の世帯総数は132，420世帯であった。
　これが25年後の1980年になると，総人口は18．8
％増加して，　809，980人，世帯総数は76，7％増加し
た結果，234，001世帯となっている。
　また国勢調査による1985年の人口は850，264人，
世帯数は246，　016世帯といずれも増加してきている。
　市部，町村部別分布においては，市部の在住者が，
588，488人（69．2％）である。また町村部在住者につ
いては，261，776人（30．8％）となっているが，1955
年の場合は市部67．4％，65年は70．2，75年は70．5
％と，市部在住の人口が増加してきていることがわ
かる。
　世帯数について同じく推移を見ると，1955年の市
部の世帯数は92，459（69．8％），65年には72．3％，
75年が72．7％と若干つつ増加し，1985年においては
わずか減　　　　　　（人｝
少し71．1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　桐生プロツケ％となっ
た。
　　　　　zoa．　OOO　両毛地
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　鹸拝邑渠ブロック
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図3－2　ブロック・地域別総人ロ推移
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?表3－1 総人ロ・性別人ロ推移・推計
市田附
　　年次
R
1960年 1965年 1970年 1975年． 1980年 1985年 lggo年 1995年 2000年
? 570876003863228677886388863222511265910057172
桐生市 性 6592367842699136999769001 68045656726325560825
合青 123010127880133141i34239132889131267126798122355日9997
402164261448705548176148467814741098162290342
太田市 43350452844955諺 559066163165855693467356078663? 8356687，898 98，257 UO，了23 123目5133570艮3455 155，182 169，005
［　　’ 265222745029584321993428137117394844194344785
館林市 性 29132298673154634211 3596些 39024397254137643103
合計 55，684 57，317 61，130 66，410 70，245 75，i41 79，209 83，319 87，888
ll　’ 685197097574591 79071 8127282408823398195081537
足利市 … 776907928481413832899448485085849578408683082
合1’ 146ZO9150Z59156004162359165756167986167196166036154619
1　　． 32061325003444436目42 38201 409464030ま 4092741585
佐野rl∫ 364003643137臣9 390024015042001 416964194342Z！5A 1 ． F ?
22440523357725055267171279126295137297366305542317421
ri∫部計 ? 252495258？08269553282404291230302127301296304220307898
4㌧・ 4769 42285’　　5 57 7　　6 5　‘54 6‘ 7‘
F性 8654 8779 9585 10840UI7011535 ll702Il86912107
大間々町 性 9358 9487 IOI6511269Il674 Il9621207712191 12259
合’ 18012 18，266 19，751 22，lo9 22，844 23497237792406024366
蒼　　’
@　　9
4257 4202 4407 5550 6695 7380 7946 8558 9371
薮塚木町 446 4356 4469 5663 6740 7433 8043 8694 9423
合訂1’ 8，717 8，558 8，876 Il，213 13435 14，813 15989 17，252 ig　794
「　：　　　， 4066 4044 46n 6397 8337 9455 10405lI376 12621
笠懸町 ? 4，316 4260 4793 6398 8366 9618 lO731 Il991 13501
合計 8，382 臼，304 9，404 12，795 16，703 19，073 21，136 23，367 26，Izz
l　l 4844 4562 4628 5226 56了2 6G92 6440 6744 7083
新里村 性 5145 4詫5呂 4呂06 543Z 58諺7 6253 6579 6922 7262
ム言 9989 9420 9434 1065鵠 II49912345 ［3019 13666 14345
… 2585 2275 1915 1704 1675 160 1493 1378 1262
黒保根村 … 264 2341 1999 1775 1681 1613 1515 1412 1296
合計 5225 4616 3，914 3，479 3，356 3213 300 2．79 2558
「　　・ 3475 3U8 2843 2664 220 2014 1816 1636 1445
東　村　　　　　　’ 性 3573 325 2971 2493 2314 2159 197 1803 【598
合計 7，048 6，369 5，814 5，15了 4．51 4，173 3，786 3，439 3，043
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「　： 10375 IOI　580lO4055H31？4122153130390135008141315149664
田r村部計 性 llO　193lO7507108591ll5360124702131383136857142764M9380
合言 21394320908了212，54522953246，855261，773271，865284，079299044
男性 328，155335，157354507380345401，279420494432，374446957466，085
両毛地域計 ‘性 362698366割537RI44398？64415932429766438153446984 57268
合壽 69084370且3？2 73275［ 779109別7，211 850，260呂了0527 893841923353
～ll：?各年国勢調査結果による。
199011i，　1995t1三，　2000イllOま，1985年迄の成艮率をjljいたコーホート要因法による推計値である。
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圏域に近い人口規模となっていることから，両毛2
0市町村は小規模の県に匹敵する圏域と言える。
　両毛地域の各市町村の人口が．それぞれの地域な
りに安定していたのは，概ね1953年頃までであり，
1954年に発令された市町村合併促進法によって，
1954・55年には市町村の大同合併が発生した。
　引き続き1963年頃まで郡部を中心に地域の再編成
が行われている。
　このことは，地域人口の増減に対して，直接的な
影響は与えなかったものの，開発余地としての農用
地が，新たに市域に編入されたことにより，やがて
1965年代における，高度経済成長に連動した都市発
展においては，重要な意味を持つこととなった。
（3）人口増加地域と要因
　1955年以降における人口変動の概要は図3－2・
3の市町村別総人口増減状況より眺めると，次のよ
うに整理することができる。
①太田市・大泉町に
　　おける人口急増は，
　　戦時中の旧中島飛行　　　　1955年～1965年
　　機製作所，および太
　　［］／］飛行場等の既存の
　　工業集積，広大な工
　　業用地が進駐軍撤退
　　後，地域発展にきわ
　　めて重要な影響を与
　　えることとなった。
　　　太田市においては
　　富士重工業株式会社
　　がスクーターをはじ
　　めとして自動車製造　　　　　／↑＼
　　を開始し，大泉町に
　　は駐留軍撤退後，東　　　　　　　　　　　　　　1975年～1985年京三洋電気株式会社
が立地し，家庭電化
製品の製造を始めた。
　これらは国内の住
民生活における生活
水準向上と平行して
急速に業績を拡大し
ていったのである。
　これまで織物業を
主体として発展して
きた両毛地域の既存
工業に対して，いわ
ば新興の工業とも言
えるこれら工業の興
隆は，近隣地域にお
ける就業労働形態に
対する起爆剤的役割を果たし，今日における人
口増加の契機となった。
　1955年の総人口は63，995人で，大光院の門前
町的な知名度しか持たなかった太田市であるが，
1980年までの25年間に，90％もの人口増加が発
生した。その結果，1985年には群馬県内で第三
位の人口規模を持つ都市として成長した。
　このことは主力企業である富士重工のみなら
ず関連企業，さらには下請・横請・孫請企業の
立地や各種企業の支店・支所立地や第三次産業
の増加も人口増加と無関係ではない。
　一方，大泉町は1955年に19，019人であった人
口が，80年には66％増加して31，467人となって
いる。
　大泉町においても太田市と類似した経過をた
どってきたが，両毛地域全体として，この二大
企業の影響力は見逃せない。
注：イ旦しig95年
1965年～1975年
椎計値である
1985年～1995年
■4°鑑蹴1■繍鵬圏【1蹴
図3－3　市町村別に見た人ロ増減傾向
口゜～・0陶□0一蝋少
　　　　　　コ1・1・LLI…：減少
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②次にこれら産業発展に密着した人口急増地域
　以外の町村を見ると，薮塚本町・笠懸町・大間
　々町・邑楽町をあげることができる。
　　この中で，群馬県内でも有数の人口急増地域
　は笠懸町であり，太田市に次ぎ25年間に88．7％
　もの人口増が発生している。
　　この町は，少なくとも1955代までは，純農村
　であり，広大な平坦農業地帯の中に農村集落が
　分散的に形成された，純朴な村であった・
　　しかしながら，現在は多くの都市機能が町内
　各地区に立地し，従前の農村的土地利川が大き
　く変化した結果，農業振興を中心とした地域計
　画がきわめて推進しにくい状況になってきてい
　る。
　　笠懸町以外の薮塚本町，邑楽町についても，
　人口急増が進展しており，類似した状況が見ら
　れる。
　　笠懸町の人口急増については，桐生市からの
　アーバンスプロールの影響が大きく，桐生市に
　おいて1965年代前半に相生町に発生した集中的
　住宅立地が，隣接する笠懸町の4区・9区に及
　び，その後，町の中心集落まで住宅立地が浸透
　していった経過をたどることができる。
　　1970年以降から75年代にかけて36％の人口増
　が見られ，80年には16，415人に膨れあがった。
　　また薮塚本町においては桐生市を中心と
　し，太田市等からの新焼住宅建設と共に民
　間ディベロッパーによる分譲住宅地開発，
　あるいは建売住宅が新蜆開発行為として出
現して，ここでも25年間に5L4％という，
著しい人口増加が発生している。
　大間々町においては町南部の平坦農業地
帯が桐生市相生町の人口流出を受け，農用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　大久保地が改廃されて住宅地，工場，サービス業mas
等が立地することとなった。　　　　　　　lll．1二
このように，笠懸薮塚・大間々の各地餅新lll
域における人口増加の背景には，桐生市か　　西鹿田
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　阿左見らのアーバンスプロールが色濃く影響して　　　嬬
いることがわかる。
　このような現象が発生した理由は，桐生
市の地形と土地利用の特徴による。
　桐生市は林野率が高く，市域面積の74．7
％に当る9，855haが山林であるi二，市が機
業地として栄えていた頃，現在の市街地は
低層高密度の家内工業地帯として早い時期
に開発され尽くしてしまったため，織物業
が斜陽化し，関連企業等が業種・業態の変
換を行おうとしても開発余地を求めること
ができなかったのである。
　また，住民の所得水準や生活水準が向上し，
持家を建てられるようになっても，市内に安価
で広い土地を入手できなかった。
　従って，このような土地需要の第一弾は戦前
に合併した新市街地である市内境野地区，広沢
地区，1954年に合併した相生地区へと流出し，
またたく間に市内における利便性の高い土地は
蔀市化されていったのである。（図3－4参照）
　市街地の中でも1954年に合併編入された川内
・梅田・菱等の開発は，これよりしばらく遅れ
て行われることになるが，それは利便性の低さ
が原因していたものと思われる。
　こうした都市発展の中で，新規土地需要は地
価水準が低く，団地性のある隣接町村の農用地
開発へと向けられ，比較的地価の高い新市街地
の開発が遅々としている間に笠懸・薮塚・大間
々町への転出が間断なく発生したのである。
　これら一連の動きの中で1970年以降から急激
に進展を見せたモータリゼーション進展に伴う
生活圏拡大の大きな影響も見逃せない要因であ
る。
　邑楽町における人口増加は，前述の三地域と
同様，都市部からのアーバンスプロールの影響
が大である。
　1968年に町制を施行して以来，72年には工業
IL川沢
花輪
神級塩原塩沢r
　　　　川内
小唱
八木原
鳥之郷
　太田
〈
図3－4　旧市町村・大字区分
川沼
旗川
?
　犬伏
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　団地開発と共に，中野住宅団地が建設された
　ことも大きな影響力を持っている。
　　また同町の人口増に多大な影響を与えたのは，
　1970年に施行された新都市計画法による市街化
　調整区域設定の際に発生した，いわゆる「駆け
　込み転用」がある。
　　これらの転用農地の多くは，町外の不在地主
　により取得された。
　　その後，住宅建設が可能な時期，ig74年頃か
　ら75年以降にかけて，町南部に位置する篠塚を
　中心に，町の中南部への人口の偏在的増加が発
　生したのである。
③これら人口急増地域に次ぎ，25年間に約25％
　の人口増加が発生した館林市について述べてお
　かなければならない。
　　館林市においては1970年を前後して，六郷地
　区，多々良地区における農地転用が集中的に発
　生し，住宅をはじめとして，小工場，倉庫，サ
　ービス業等がこの2地区に流出，もしくは新規
　に立地した。
　　この時期には郷谷・赤羽・渡瀬地区等の市街
　地に接した部分においても，都市化現象が見ら
　れたが，六郷・多々良の急激な都市化には特記
　するべきものがある。
　　館林市において特徴的なのは，2地区の人口
　が急増し，逆に優良農業地帯とされてきた大島
　地区，渡瀬地区の人口が停滞する，人口増減の
　偏在が進行したことである。
（4）人口停滞地域と要因
①・方．両毛5都市の中でも，足利市・桐生市
　・佐野市については，前述した急増地域に比べ
　て25年間の人口の伸びは平均25％と比較的低い。
　　これらはいずれも地場産業の停滞と深く関係
　しており，繊維産業等から他産業へ転職して，
　市外の職場近くへ住居を構える形の流出と，出
　産対象年齢の女性が減少したことによる，再生
　産率低下等が原因しているものと思われる。
②最後に人口減少地域に目を転じてみよう。
　　20市町村の中で25年間に人口が減少している
　地域は，8地域ある。
　30％以上の人口減少が見られるのは黒保根村・
　粛村，10～20％減少したのは板倉町，葛生町で
　ある。
　　また，わずかではあるが減少した地域として
　尾島町・明和村・千代田町・田沼町の4地域が
　ある。
　　この中で，まず山間の黒保根村，東村は林野
　率が高く，可住地面積が狭少な上，地形が急峻
　であること，農業基盤も脆弱であったことが人
口減少と密接に関わる。また林業の構造的不況
下にあって，林業労働力も地域に定着しにくく
なったため人口転出が発生した。
　林業が盛んで，食料生産についても全国的に
盛んであった時代においては，農林業の就業者
を中心として地域社会が構成されていた。
　しかし，この両分野の不振から，安定した経
済基盤を損ない，新たな就業機会を求めて転出
していったものと考えられる。
　また別な面としては，全国的な過疎過密化現
象と対比した場合，このような過疎地の人LI転
出は次のような経過をたどってきたと考えられ
る。
（イ）まず第一段階として，1955年代における，
　中卒者の第二・第三次産業への就職に伴う転
　出があり（はじめは農林家の二・三男）
（ロ）次いで国の高度経済成長と平行しながら，
　高卒者の就職，あるいは上級学校進学等に伴
　う町村外転出（この段階では農林家の跡継ぎ
　も含む）
（ハ）その後，地域の経済性低下と共に起こった
　挙家離村という段階を経てきており，ここで
　も例外ではない。
　　東村については，これらの原因に加えて，
　1971年より建設が開始され，76年に完成した
　水資源開発公団による草木ダム地区の水没住
　民の転出が過疎化に拍車をかける結果となっ
　た。
　　しかしながら，この2地域については，も
　ともと平地が少なく，農林業以外の新規の産
　業が立地しにくいという地形条件が，このよ
　うな結果をもたらしたと考えるべきであろう。
　　葛生町については農林業の低迷に加えて，
　同町の歴史的基幹産業である，鉱工業が時代
　のすう勢と共に衰退した。
　　またセメント会社本社の町外移転や経営規
　模も縮小されたことから，離職した住民が転
　職と共に町外に流出したことが一因である。
　　また大気汚染など，生活環境条件の悪さな
　どが起因し，利便性の高い近隣…地域へ流出し
　たことが主な原因である。
　　ここでも根本的には，地域の経済基盤の動
　向が，人口定着と密接な関係を持っているこ
　とがわかる。
③これら人口減少地域においては挙家離町・
　離村も見られる。
　　そして，若年層流出の影響が大きく，町村
　のみならず，地方都市である桐生・足利・佐
　野・館林市などでも同様な状況が見られる。
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（5）総人口変化傾向のまとめ
　両毛地域の人口変動を概括的にまとめると・その
主要な点は次の通りである。
①．産業基盤の安定性・収益性の影響が大きく・
　　第一次産業，繊維産業を主とする地域の人口が
　　減少した。
②．就業機会（特に若年層）の量・質ともに豊富
　　に準備された地域の人口が増加した。
　③．生活環境水準が比較的低い地域の人口が減少
　　した。
　④．住宅建設の可能性，企業の拡張性がある地域
　　即ち，平地林や農地を有する地域の人口が増加
　　した。
　⑤、交通や地域施設の利用等，利便性の低い地域
　　の人口が減少した。
3・4　旧村・大字別に見た人口増減傾向
（1）市部における旧町村（地区）別人ロ変化傾向
　この30年間において5都市の市域は市町村合併に
より変化してきたが，どの都市においても地区別人
口の増加，減少が明確な形で現れている。
　特に市街地の人口が減少し，周辺部または周辺町
村の人口が増加する現象は，5都市すべてにおいて
見られる。
　桐生市においては市街地であり，旧桐生新町であ
る1～IO区の人口がすべて減少し，周辺の新市街地
であるII～18区の人口増が見られる。
　また太田市については，旧太田町の人口が減り，
宝泉・韮川・鳥之郷・九合の旧村4地区の人口が急
増した。
　足利市では他市同様，1日足利町（中央）の人「1が
大幅に減少し，市街地周辺部である毛野が急増，山
前・北郷・葉鹿・小俣における増加が認められるほ
か，御厨における人口急増が見られる。ここでも市
街地周辺の人口が増加する現象が現れている。
　館林市の場合，市街地である旧館林町の人口減少
は他都市同様であるが，六郷・多々良の2地区にお
ける人口増が他の1日村を圧倒して高く，逆にこれま
で優良農用地として保全されてきた，大島の人口が
減少するという人口の偏在が現れた。
　佐野市については，旧佐野町の人口が減少し，犬
伏，堀米地区が人口急増地区となっている。
　このように5市すべてにおいて市街地人口が周辺
部もしくは周辺地域に転出する，アーバンスプロー
ル現象を明確に示す結果となっているが，さらに地
域別の特徴は次の通りである。
　①桐生市においては，1960年から70年にかけて
　　旧相生村へ著しい人口増加が見られ，広沢・菱
　　・境野・川内など旧村すべての人口が増加して
　　いる。　（図3－5参照）
　　　1970年から85年の15年間については，川内を
中心として，
相生・広沢・
その他の旧村
へ若干転出が
見られた。
　1960年から
85年までを通
じて見た場合新里村
相生の人口増
が最も高く，
この余波がア
ーバンスプロ
ールとなって，
更に笠懸町等　図3－5 桐生市の旧町村構成
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　へ及んでいる。
　　また将来的には，市内に可住地がほとんど残
　存していないことから，旧村人口の著しい増加
　は予測できないものの，推計の上では川内の人
　口が更に増加するものと思われる。
②太田市においては，1960年から70年にかけて
　韮川を中心とし，九合・鳥之郷・宝泉・沢野の
　旧村人口が増加した。　（図3－6参照）
　　この中で，毛里田・強戸の2地区はあまり伸
　びていない。1970年から85年にかけての15年間
　においては，鳥之郷（80，3％増），宝泉（62，2％
　増），九合（54．8％増）韮川（48．2％増），沢野
　（46．7％増）と，旧村部人口が著しく増加した。
　　反面，市街地である旧太田町では，人Ll減少
　が顕著となっている。1960年から85年を通じて
　の増加傾向は，
　　　　　　　　　　　　　　　桐生市　鳥之郷の130．5
　％増をはじめと
　し．九合・韮川　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　足利市
・宝泉の3地区
が100％以上増
加した。
　この増加傾向
は，DIDの拡大
や市街地周辺農尾島町
用地での開発の
気運が依然高い
ことから，更に
　進展するものと図3－6太田市の旧町村構成
　思われる。
③館林市では，1960年から1970年にかけて，六
　郷（60．3％増），多々良（37．5％増）が著しい増加
　を示した。　（図3－7参照）
　　次の1945年から60年においては，郷谷（81．9
　％増），六郷（77，2％増）を中心として，大島を
　除く田村すべての増加が見られる。
　　また1935年より60年までの25年間を通じて見
　ると六郷の
　増力ロカ£　184
??????? ?????
たことがわ千代田町
　　　　　　　三野谷かる。
　このよう
な人口の偏　　図3－7　館林市の旧町村構成
在的増加により，各地区における残存農地に差
﹇
　を生じたため，将来の地区別人口増加傾向はひ
　とまず鈍化するものと思われる。
④足利市においては，1960年から1970年におい
　て北部の名草を除く旧村すべての人口が増加し
　た。この中で，山辺（60．4％増），山前（45，2％
　増）三重（35．5％増）の増加傾向が高い。
　　次に1970年から1985年の15年間においては，
　毛野（75．5％増），北郷（72．3％増）などを中心と
　して山前・葉鹿・小俣の西部地区，御厨・三重
　などの旧村
　部人口が増
　加した。
　また70年
以前におい桐生市
て，既に著
しい増加を
示した山辺，
：r重など市
街地に接す
る縁辺地区
は，その後
増加傾向が
停滞し，新
たに別な地
???
矢場川
　御厨
　　　　　　　図3－8　足利市の旧町村構成
　区の人口が増加する，地区別人口増加の時間的
　位相を認めることができる。
　　将来の増加傾向については，足利市の総人口
　そのものが大きく伸びないため，鈍化するが，
　最小二乗法では北部の北郷が増加する状況にあ
　る。　（図3－8参照）
⑤佐野市については，1960年から70年にかけて
　犬伏の人口が著しく増加した。他の旧村では界
　・堀米においても増加しているものの，犬伏に
　集中している状況が鮮明に見られる。
　　1970年から85年においては，犬伏・堀米の人
　口が継続して増加する中で，他の旧村人口も増
　加した。
　　しかしな
がら，農業
地帯である
吾妻は1960
年以来減少
を続けてい
る。
　1960年か
ら85年まで
の25年間を
通じて見る
と犬伏が， 図3－9　佐野市の旧町村構成
一35一
1960年～1970年
木
　凡例
■’40・以蹴11
■・・一欄加
口H－・。醐加
口。一・醐加
口o一蝋少
口11・以・・減少
1960年～1985年
1960年～1985年
：但し1995年
は推刮値である
図3－10　旧町村・大字別に見た人口増減傾向
1985年～1995壬亨三
木
　　132％増と増加傾向が著しく，堀米・界も多い
　が，吾妻を除く旧村はすべて増加している。
　　一方市街地の旧佐野町は，25年間に51．5％減少
　し，空洞化現象が進行している。
　　将来における地区別増減傾向では，堀米の増加
　が予測される。　（図3－9参照）
　　以上，5市における旧村単位の人口増減を概括
　的に述べたが，一般的に市街地人口が減少する傾
　向は共通しており，従来農業が盛んであった地区
　の人口が停滞もしくは減少している状況である。
　　また，人口急増地区については，その誘因が存
　在する。
（2）町村部における町丁・字別人口変化傾向
　次に両毛地域を構成する町村の地区別人口変化傾
向を述べる。（図3－4・10参照）
①人口増加の著しい大泉町では，1960年～70年
　　の間において，旧大川村が51．5％増加し，この
　　傾向が継続しながら昭和60年に至っている。
　　　1970年以降の15年間においては，旧小泉の人
　口も増加したが，農業地帯
　であった旧大川村が住宅地
　として計画的な開発対象と
　なったことが，人口増化と
　深く結びついている。
　　将来的には，さらに増加
　が見込まれるが，住宅川地
　が次第に減少してきている
　ことから，転入人口許容量
　の点で，いずれ増加傾向は
　鈍化するものと思われる。
②邑楽町においては1960年
　から70年までは，町中心の
　中野を除き，地区人口は減
　少した。　（図3－ll）
　　しかしながら，1970年以
　降に急速に進展した住宅建
　設は，多くの人1」増をもた
　らしている。
　　1970年から85年にかけて
　は，長柄（78．5％増）中野
　（62．8％増）の人口が急速に
　伸び，1960年以降85年まで
　についても同様な傾向を示
　している。
　　旧3村の中では高島のみ
　増加が鈍い。
③新田町では綿打・木崎の
　人口増加は高いが．生品は
　停滞しており，
　これが小中学生
　数の伸び悩みに
　も関連している。
④大間々町では，
　旧福岡村におい
　て人口増加策が
　実施され，その
　結果塩沢を除い　図3－11
　て，1970～85年
　　高島
小泉　　中野
　　長柄
館林市
　千代田町　　楽町
大泉町
　町村の大字構成1
　の間に人口増加が見られる。　（図3－12参照）
⑤　笠懸町は，群馬県内でも有数の人口急増地域
　であるが，全地区において人口増加が続く中で
　も，特に久宮・鹿の増加傾向が著しい。
　笠懸町の場合，1955年代には，桐生市の隣接部
　において，農地の宅地化が行われたが，やがて
　桐生市からの転出人口は，村内の至る所へ進出
　した。　（図3－12参照）
　　しかし町内でも珍しい，水田を有する西鹿田
　は，やや利便性が低いためか，増加傾向は鈍い
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　状況で推移して
　きている。
⑥薮塚本町では
　東部・中央・西
　部とも人口増が
　認められるが，
　特に中央部の増
　加傾向が高い。
⑦このほか新里
　村では，東小学
　校区・千代田町
　では旧富永村，
　明和村では南大
　島・梅原などの
　地区における人
　口増加が見られ
　る。　（図3－12）
⑧一方，人口減
　少地域あるいは
　人口の伸びが停
　滞している地域
西鹿田
　久宮
　　　　中笠懸町　　　西央
図3－12　町村の大字構成2
　にLIを転じてみると，町村全体として人口減少
　が続く地域である黒保根村・葛生町と局部的に
　は増加の見られる地域とがある。
　　これは東村における神戸，尾島町における世
　良田，板倉町における海老瀬・伊奈良，田沼町
　における田沼などである。
表3－2　市町村別世帯数・指数推移
3．5　世帯数変化の傾向
（1）世帯総数の変化傾向
　世帯数については，全国的な核家族化傾向の中に
あって，人口微増地域においても，人口増加率を上
回る伸びを示している。また，人口急増地域におい
ては，邑楽町を除いて，世帯数増加率が人口増加率
を下回る結果となり，単身者の流入の多いことを示
している。　（表3－2参照）
　両毛20市町村の内，15年間において世帯数が減少
しているのは黒保根，東の2村であるが，草木ダム
水没住民の挙家離村を含む，離村住民の影響である。
　表3－2に示すように，1955年における圏域全体
の世帯数は，132，　420世帯であったが，30年後の85
年には，これが241，350世帯（82．3％増）に増加し，
更に増加傾向が推測される。
　市部における伸びは，1955年から85年の30年間に
おいて88．1％増，1955年から1990年にかけては，
116，7％と，圏域全体の増加傾向を上回りながら推
移することがわかった。
　また同じ比較によると，町村部については1955年
から85年までは，69．7％増，1955年から1990年まで
は，99．5％増となっており，増加してはいるものの，
市部を下回っている。
　全体として世帯数が増加する傾向にある中で，東
・黒保根・葛生の3地域のみは減少傾向にある。他
の市町村の中で，将来人口の減少もしくは停滞が予
測される地域においても，世帯数の増加が予測され
摘 1955　を｝00とする指
市町村
1955年
@A
1960
a
1965
b
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c
1975 1980
e
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f
1990
g
1995
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生市 236482687030674345343711238966387554091642221114 130 146 157 165 164 1τ3 179
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館 108871156913076150591了63019730219202357125441106 120 138 162 捌 201 217 234
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3．69はきわめて
接近した値を示
し，世帯構成状
況が急速に都市
的に変化してき
ていることがわ
かる。
　これまで平均
世帯員数の多い
ことが，農村の
特徴とされてき
た。
　こうした状況
は変化しつつあ
り，薮塚・笠懸
・新里・尾島・
新田・板倉・明
和’千代田・邑
楽などの純農村，
黒保根・東・田
沼など農山村の
平均世帯員数に
おける平均世帯
員数は大きく低
下した。
　1960年時点に
ている。
（2）平均世帯員数の現況と推移
　表3－3より，圏域内市町村の平均世帯数の推移
について述べる。
　1960年における，圏域全体の平均世帯員数は，現
在と比較して多く，4．71人であったが・1985年には
これが，3．46人へと減少してきている・
　また市部については，1960年に4．51人であったも
のが，85年には3．36人へと減少した。
　一一方，町村部においては，60年の4．84人が，80年
には3．69人と減少している。
　これは正に核家族化の顕著な影響であり，全地域
共減少している。
　1985年時点に　　論）
おいて，この値
がとりわけ小さ　　5，5
い地域としては，
大泉の2．8があ　　5・o
り，　・地域のみ
牡化している。　　4・
　同時点の市部
の・ド均世帯員数，　4・0
3．36．町村部の
　　　　　　　　　3．5
3．0
　Z．5
　1960　65
図3－13
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おいて5人以上であった平均世帯員数は，25年後に
は薮塚・新里・板倉・千代田を除いて，いずれも3
人台に減少してきている。
　この状況については表3－3に示した通りである。
　全体としては，1960年から85年に至る25年間にお
いて，平均世帯員数がL4人減少する結果となり，
将来さらに減少が続くものと思われる。
　特に人口急増地域においては，準世帯の流入が多
見られることから，平均世帯員数は，ますます減少
する傾向にある。
　このように世帯数増加，核家族加は，老人世帯，
独居老人出現の遠因ともなり，その介護の問題が社
　　　　　　　　　両毛地域
　　　　　　　　　館林
　　　　　　　　　佐野
　　　　　　　　　足利
　　　　　　　　　太川
　　　　　　　　ト桐’1ご
7e　　75　　80　　85　　90　1995
5市における平均世帯員数
推移
）?』
話
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図3－14
表3－3　市町村別平均世帯員数推移・推計
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会問題化しつつある。
　他方，従前の二世代，三世代同居の見直しの必要
性を提唱する意見もあり，今後の対応策が注目され
るところであろう。
3．6　人口構成、階層別人口の推移傾向
（1）　年齢別人口構成の変化
　圏域内における過去3時点の5歳階級年齢構成の
推移を見たものが図3－16～18である。
　これによると，各地域全体として見た場合，若年
人目が減少しており，特に20代の人口が極端に少な
くなっていることが目立っている。
　これは，過疎地域，人口急増地域に関係なくヒス
トグラムに現れた構成は，いずれも若年層が「くび
れ」となっているばかりでなく，30代，40代が人口
構成の中心となってきていることがわかる。
　しかしながら，1965年と80年の2時点間における
ヒストグラムの特徴を区分して見ると，次のような
類型に整理することができる。
　①　タイプAへの移行　　　　桐生・佐野・板倉
　　　　　　　　　　　　　　明和・新【艮・黒保
　　　　　　　　　　　　　　根・束・山沼・葛
　　　　　　　　　　　　　　生
　②タイプBへの移行　 太田・新田・薮塚
　　　　　　　　　　　　　　笠・邑楽
　③タイプCへの移行・・一千代田・大泉
　④タイプDへの移行一…　館林・足利・尾島
　　　　　　　　　　　　　　　・大間々
　タイプAへの移行が見られる地域は，いずれも人
口が減少するか，増加傾向の不活発な市町村であり，
過疎地域もこの中に含まれている。
　タイプDは，基本的にはタイプAに含まれるので
あるが，特に20代，30代の若年および中間年齢人口
が，他の年齢層と比較して少なくなっている。
　この中では尾島のみが人口減少地域であり，その
他は人口増加が不活発な地域である。
桐生市 太田市
　タイプBは，計画住宅団地等でしばしば見られる
形であり，新規の住民とその子弟の年齢層人口が増
加する傾向が特徴である。
　従って，この類型に属している地域は．いずれも
人口急増市町村である。
　タイプCは，幼児人口が増加する形であり，再生
産率の高い地域である。
　しかしながら，近年全国的風潮として見られる人
口の高年齢化傾向は，圏域内においても顕著であり，
人口急増地域においても見られる。
　とりわけ人口増加の不活発な地域や，過疎の進行
している地域においては，これが鮮明に現れている。
　反面，近年における出生児数減少という，社会的
風潮は，ほとんど全地域において大きな影響を与え
ている。
　とりわけ，団塊二世と呼ばれる，1985年時点の小
学校6年生以下の児童，幼児数が各地域共減少して
きているため，保育所，幼稚園，小学校低学年にお
いては，その影響が現れはじめている。
　地域社会として最も関心の高い，労働力人口につ
いては，　・般的傾向として，いずれも若年労働力を
地元に就業させていく方策に苫慮している様子が見
られ，首都圏70Km圏にあることも影響してか，太田，
タイプA タイプB
タイプC タイプD
図3－15　5歳階級年齢構成のタイプ区分
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表3－4市町村別年齢階級区分による人口推移・推計
地域名 年次
　A
告lrI
i人）
o－5歳
llI
i人）
0－14歳
l口
i人）
　　　B
U5歳以L
@　人口
@　（人）
　　　C
@　前期
V年人目
@　（人）
　　D
@後期
V年人口
@　（人）
B／A
i男）
C／A
i審）
D／A
ｿ）
　E
]属
l口
i人）
従属人
緖w数
学齢前
l口累
@（瓢）
0－14歳
lu略
@（瓢）
1950館123010lI　14了 345ig636045371823
?? ?? ?? 4087949， 9．1 診8，1
桐生市 1970雀… 133141138503104了 93056，813 2492
?，
5．1
?? 4035243． 10， 23．
1980：1328891072230846138809443443710． 了．1
??
4472δ 50， 8．1 23．2
．
1950 83566776925978461132711340
?? ?? ?? 3058957． ?? 31．1
太田市 1970‘ 9825710558227476470461B1853
?? ?? ??
2921？ 42． 10， 23．2
1980’123115t292832643733760561281
?? ?? ?? 3998048．1 10． 26，
?
1950言 55684557617248360426031001
?? ?? ?? 2085259， Io． 3i．
館林市 1970三 6113060271405144533051 1402
?． ?? ?? 1850443， ?? 23．
1980 702456563170866382434120419．i
?? ?? 2346850． ?? 24．
一
1 1
【960二 14620912095380107472534421285．1
?? ?? 4548245．5 ?? 26，
足利市 1970τ15600415490358口ll　528 81403388
?? ??
2，’ 4734543， ?? 23．
1980住1657561440392401668？ll　428 525910．
??
3．‘ 5592750， ?? 23，
1950 68461696721050441931521267?? ?? ?? 2546959， 10． 30．
佐野市 1970一 71573686417038560739571650
?? ?? ?? 2264546． ?? 23．
1980178351706218290746349572506?? ??
?? 2575349． ?? 23．
一
4
1960二 1801218315694ll27 920 307
?? ?? ?? 6821 引， Io．’ 31．
大闘々町 1970： 1975120604791 ［429 982 447 7．‘
?? ?? 6Z2046． 10． 24，
1980’ 228442237570721321429 703
?? ??
3．1 783952， ?? 25．
?
1960柾 8了17 934 28了3 490 326 164
?? ?? ?? 336362， lo． 33，
藪塚本町 19？0柾 8875 834 2076 722 526 196
?? ?? ?? 279846， ?? 23．
1980色 13435148736了0 1212 B20 392
?? ?? ?? 488257． llll 27，
イ三 5
1960｛三 8382 842 2693 529 344 ［85 ?? ?? ?? 32225z， lo、 3z．1
笠懸町 1970掘 9404 940 2290 701 475 243
?? ?? ?? 2991 46． 10． 24．
1980在 16703176546041245 855 390
?? ?? ?? 584953． 10， 27，
艦 ‘　．　　　． ? ? 」
1960在 9999Il了2 3529 595 405 1曾0
?? ?? ?? 4114了o． 「1． 35．
新ll！村 1970侃 9434 ？89 2308 807 592 215
?? ?? ?? 311549．’ ?? 24．5
1980｛こ u499ll782810lIl5 711 404 ?? ?? ?? 392551， 10．‘ 24．
｛三 5 ?
1960 5225 668 ig31 397 283 114 ?? ?? ?? 232880， 12． 37．
黒保根村 1970’ 3914 260 1003 466 303 16312．
?? ?? 146960， ?? 25．
1980 3356 237 601 477 292 18514， ?? ?? 107847， 7．！ 17，
1950ご 7048 955 2695 512 337 175
?? ?? ?? 320783． 13． 38．‘
東　村 1970イ・ 5814 457 1531 627 423 204lI． ??
?? 215859． ?? 26．
1980イこ 45【7 316 8了4 629 369 26014．
?? ?? 150349． ?? 19』
住 ． ． ? ．
1960住 15471148147981078 740 338
?? ??
2．‘ 587661．’ ?? 31，
尾島町 1970任 1478212723220i336 942 394
?? ?? ?? 455644， ?? 21『
1980掘 14779120534121767lI73 59412帆
?? ??
5｝79 53， 8．‘ 23．
｛三 ?
1960 19599203265701269 899 370 ?? ?? ?? 783966、 10． 33．5
新田町 1970’ 19576【699 44071613口09 504
?? ?? ?? 602044． ?? 22，
1980 24052269597B24271574 853lo，
?? ?? 840553． ?? 24．
ig90一 273591718546534日 2060135112
?? ?? 887648， ?? 20．
1960 181892028δ516 1425 989 436
?? ?? ?? 794177． lI「1 35．
板倉町 1970 16290125036351521 1040 481
?? ?? ?? 515646． ?? 22，
19801160241410345519921319 67312㌣ ?? ?? 544？ 51．
??
2！，
1960 9211 910 2876 781 499 282 ?? ?? 3．1 365755， ?? 31『
明和村 1970 8496 638 1803 854 572 282Io．
?? ?? 265745， ?? 21，
1980缶 9815 876 2232口34 734 40012．
??
4．1 336552， ?? 22．
? 4
博60’ 10192lD95355ε 731 520 2日
?． ?? ?? 428772． Io． 34．
千代田町 1970一 9520 788 2188 818 539 279
?? ?? ?? 300545． 8．’ 22，
1980， 10680103625421085 721 365m．
?? ?? 362851． ?? 23．
L
1960｛ 1912820066290 899 642 257 ?? ?? ?? 718960， 10． 32，
大泉町 1970｛三 25149282957911224 霧86 338 ??
?? ?
了OI5 38． ll，’ 23．
1980蕪 31282336980952081 1521 560
?? ?? ?? 1017648．’ 10． 25，
｛三
? ?
， ?
1960蕉 1519514474922ll82 848 334 ?? ?? 2．’ 610467．
??
32，
邑楽町 1970… 15030135932941353 893 460
?? ??
3．1 464744， ?? 21、
1980： 218692344喜886 1851 1213 638
?? ?? ?? 773754． 10， 26．
?
1960住 3D　2433579lo　383 23091627 682
?? ?? ?? 1269272． u， 34．
田沼町 1970・ 286152561了147 26991823 8？6
?? ??
3．1 984652， ?? 25，
1980イ三 301了5255267283i752040II35ll卜
?? ?? 990348． ?? 22．
…
5
1960 193424386η4 ｝081 756 325
?? ?? ?? 785568， 12． 35，
葛生寅r ig70． 17895159846901360 956 404 ??
?? ?? 605051【1 ?? 26
1980 15358u23334218551201 65412， ?? ?? 519751．1
?．
2［．
1990一 1436＆ 747 2，300 24601．i4 946
??
u．
?? 476049． ?? 16．
690873669？020890540861289421［919
?? ?? ?? 24976656． ?? 30，
両毛地域
1960・
P970｛三 了3275172123170874548938640162707
?? ?? 22576744． ?? 23，
1980 8167457 082198041759275219？23730
?? ?? ?? 27396850． ?? 24，
19904三B6513954435159724llo　21167，5274268413，
?， ?? 26993545． ?? 18．
資科出典：各隼国勢調査縞果の加．工によ る．
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大泉およびその通勤圏にある地域を除いては，若年
層の定着性は低い。
　このことは，特に人口が伸び悩んでいる地域や，
過疎地域において深刻な問題となっている。
　なぜなら，青年や中年を欠いた社会は調和を欠い
た社会であり，日常生活行為においては，これらの
年齢層が持つ活力が欠けるなど一般的影響力がある。
　また若年層の文化、スポーツ，祭の開催，自衛消
防団の組織，伝統芸能・生活習慣等の伝承，地域団
体組織や活動の継承，推進，近隣社会における協同
作業の中心的年齢層の欠如，商業活動への影響とい
う波及効果を持っている。
　またこれらの年齢層が少ないことにより，人口の
再生産力の低下にも多大な関連性を持っている。
　1965年代と比較した場合，高校卒業者の地元定着
傾向は高くなってきている。
　そしてUターン現象も見られることから，適切な
就業機会さえ準備できれば，更に定着率は向上する
と思われる。
　問題は過疎地域の人口対策であり，その解決への
展望は明るいとは言えない状況にある。
　圏域内においては特に黒保根村，東村をはじめと
し．純農村地帯における年齢構成が，棒状に変化し
てきている。
　また桐生市，足利市においては，10代，20代の青
少年層が減少し，総体として30代以Lの人口比率が
高まる傾向を示している。
　人1」増加都市である太田市においては，若年層が
増加している反面，30代，40代の人口増加も認めら
れ，10代・30・40代を中心とした紡錐状の構成が鮮
明となってきている。
　農山村部においては，歴史的に地域社会の活力で
あった青年団が農林業後継者の減少と共に急速に衰
退し、婦人組織や老人会がこれに代わるといった傾
向も見られ，人口減少のもたらした社会構造変化の
一側面と言える。
　このように，人口減少地域，増加地域それぞれに
おいて，1945年代，55年代における調和のとれた年
齢構成．が崩れはじめてきている。
　そのため地域社会のさまざまな営みを保持してい
くhにおいて，現在すでに問題が発生してきている。
　人rl構成一L注目するべき点としては，人口減少地
域における老齢化傾向の急速な進展と，幼児数の減
少が全地域に共通している。
　老齢化傾向は全国的規模で振興しつつあり「長寿
国」の仲間入りをした我国が，将来的に対処しなけ
ればならない大きな課題の一つである。
　特に人口減少が急速に進む地域においては，従前
の生活環境を維持していくための機能が損なわれは
じめている。従って将来的には，日常生活を送る上
で，さまざまな支障を生じる恐れがある。
　次に出産数の減少傾向がもたらす影響がある。特
に学齢前人口の減少傾向は，幼稚園・保育所などの
幼児関連施設維i持に密着して，大きな影響力を持っ
ている。
　既に桐生市では幼児数の減少対策を検討しはじめ
ている。またこの波は小学校・中学校，および高等
教育機関に対しても当然影響を与えるわけであり，
それぞれ時間差をもって，定員問題や施設の存続問
題にも波及することが予測されている。
　両毛地域内においては，とりわけ人口減少地域と
各市の，DIDにおける施設維持が，注目される。
（2）出生傾向の変化
　図3－19・20により，地域の人口動態に対して，
影響の大きい出生傾向について述べる。
　圏域全体としての出生傾向としては，全国の動向
および群馬・栃木両県における性状に沿って変化し
てきている。
　1966年にH，563人であった出生児数は，ピークと
なる1973年において，14，831人にまで増加したもの
の，以後は減少に転じた。そして1985年には9，87
3人となっている。
　また全国，群馬県においては，［973年がピークで
あったが，栃木県については74年にピークが見られ
る。
　1965年～85年の20｛口lllにおける川生率を見ると，
圏域全体としては，H．6から19．6の間で推移してき
ており，1972年の19，6をピークとして，以後低下を
続け，1985年にはこれが，11．6まで低下した。
　この傾向は全国値，群馬・栃木両県の傾向と類似
している。
　これらのピークは，いずれも1973年に現れており，
全国19．2，群馬県18．9，栃木県18．8であった。
　全国および両県とも，1973年以降は低下する傾向
を示し，1985年にはそれぞれ，11，6，IL9，12．9と
なった。
　20市町村を個別に見ると，1965年における5市の
平均は17．7，町村の平均は13．5であり，5市は全国
値と両県の値の中間に位置しているものの，町村平
均は著しく低い状況であった。
　全国，両県，両毛地域の出生率がともにピークと
なる1973年においては．5市が19．8（5市のピーク
である73年は20．0），町村平均が18．6となっている。
　この時点においては，町村の値が全国値，両県の
値に近く，5市はこれらを越える高い値を示した。
　また平均値で見る限りでは，圏域全体，5市，町
村は全国，両県と類似したすう勢をたどってきた。
　1966年のいわゆる「丙午」の年においては，全国，
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両県，各市ともに，出生率が極端に低下し，全国値
13・7，群馬県】2．1，栃木県12，3といずれも低い値と
なっている。
　当圏域については13．3と，全国値を若干下回る値
を示している。
　しかし，この年における5市平均が14．6で，比較
的低ド率が低かったのに対して，町村平均は10．4と
著しく低い値を示し，丙午の影響の大きさが推察さ
れる。
　5市の出生率は，各市ともそれぞれの特
徴を示しながら推移してきているが，全体
的には全国，両県，両毛地域全体の傾向に
沿って推移してきたと言って良いだろう。
　しかしながら，この傾向の中でも、太田
市は1973年以降，5市において最も高い出
生率で推移してきてい
る。
　このことは．太田市の人口急増現象と関
係が深く、若年llヒ帯の流人による．再生産
率の向上が率直に現れた結果と見ることが
できる。
　一方，人口が伸び悩む桐生市においては，
1975以降，急速に出生率が低下しはじめ，
5市の中で最も低い出生率を示しながら推
移してきている。
　このことは，太田市と全く逆の現象であ
り，再生産率の低一ドが大きく影響している
ものと思われる。
　農村，山村である15町村においては，町
村平均こそ全国値，両県の値，両毛地域の
値に類似しているとはいうものの，各町村
とも年々微妙な変化を繰り返しながら推移
してきている。
　従って，町村全体の統一的な傾向を述べ
ることはできない。
　lill’村のilTで大泉・笠懸・薮塚・新田・邑
楽などの人li急増地帯においては、町村平
均を上回るとともにt高い値を示しながら
推移してきている。
　大泉は，全町村の中でも最も高い出生傾
向を示し，ピークとなる1973年には，圏域
全体としても最も高い26．5を示した。
　また同じく人口急増地域である笠懸・邑
楽・新田や大間々においても町村平均をヒ
回って推移してきた。
　反面，人口の減少が続く農山村地域にお
いては，概ね町村の出生率平均を下回り，
　しかも2～3年サイクルで増減を繰り返
しながら推移してきている。
　これは出生率の分母となる，常住人口の各年にお
ける微妙な増減，若年世帯における出産の周期率な
どが影響しているものと推察される。
　全体的には，出産対象年齢の女性人口が減少して
いることが大きく影響していると言えよう。
　以上，圏域全体の出生児数と出生率を全国，群馬
・栃木両県の性状との比較，5市，町村の特性につ
いて見てきたが，圏域全体としては，1973年頃まで
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全国平均を下回っていたものの，73年以降は全国平
均を上回るようになってきた。
　しかしながら，20市町村の中では，市町村を問わ
ず，人口の伸び悩んでいる地域における出生率は，
低い値を示すか急速に低下してきている。
　とりわけ過疎化の進行している地域においては，
出生率低下が明確に現れてきていることがわかった。
　出生率の低下傾向については，住民の社会観t人
生観，生活価値観などが深く関係して家族計画が行
われていると報告されている。
　即ち，養育費，教育費，その他の「子供を育てあ
げるのに必要な経費が年々高騰してきている」こと
や，両親の生
活のあり方（　　　　　　　　　（人）ライフスタイ　　　20．　oocr
ル）なども影
響因r一として
あげられてい　　　15，　OOO
る。
　出生児数の
減少は，他の
要因とも関係
しながら，子
供達の生活体
系全体に関わ
る変化要因と
なっている。
　なかんずく，
保育，学齢前
教育，教育な
ど子供との関
わりが深い各
種地域施設の
今後の保全に
ついても，多
大な影響を与
えはじめてい
る。
　このことは，
社会構造変化
の見逃がせな
い事実であり
将来の検討課
題として重要
である。
（3）学齢前
　人口の推移
　ここでは出
牛児数椎移の
学
齢　io，000?
?
児?
?
　5，000
ー
影響を直接的に受ける，0～5歳児人口，　（以下幼
児数と呼ぶ）の推移・推計について図3－21～24を
用いて述べる。（表3－5参照）
　圏域内の1960年から1990年までの推移から次のこ
とが明らかである。
　圏域全体としての幼児数は，1960において，68，
853人（総人口の9．7％）であったが，75年のピーク
時においては，これが85、841人（ll％）まで増加し、
以後は減少する傾向にある。
　1990年の幼児数（推計値）は，54，435人へと減少
し，圏域内においても，将来における幼児関連施設
との対応が問題となる。
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表3－5市町村別学齢前人口推移・推計・指数推移
年次 ：「1人口に　する 旧　の
1960年［965年1970年1975年1980年1985年1990年1995年ig60
o…
1965
N
円70
oモ
19751980
N
1985
e三
lggo
N
1995
N地域1
ﾋ生巾
田性 5？84 61497003734z545442923，621 3，688 10．i 10．2 il1［ 10．8 8．5 ?? 6．7 6．4?
5，363 59596臼47 70975268405434193510呂．［ 8．6 ?? lo．1 7．6 6．1 5．4 5．了? 1U47【20001385014439lo了z29336706971989．i 9．4 10．4 lo，8 8．1 5．2 5．7 6．0
「性 3954409354407137660456425［78 46047．2 ?? 1i．2 【3．0 10．7 8．5 7．4 6．2
太田市 38073，8865118688463245247491043596．4 8．6 10．3 i2，3 Io．3 ?? 7．i 5．9? 7771797910，558140212928108臼910088，963 ?? 9．1 10．7 12．7 10．5 8．2 7．2 6．1
? 2836258431213768336230182734291610．7 9．5 10．5 ll．7 ?? ?? ?? 7．5
館林市 性 274025522，9G6 36543，201 2，826 2，611 2，782 ?? ?? 9．2 ［o．7 8．9 ?? ?? 6．8
55了6 514660277422556358445345559810． ?? 9．9 目，2 ?? ?? 6．9 7．1
Il性 ？130 712377888918了351 5898δ144 5188lo．4 【0． 10．4 lI．3 9．1 7．1 7．4 6．3
足利市 性 684666897，702 841870425770579248？5
??
8．4 9．5 lo．1
?? ??
6．9 5．9
13976138i215490［733614，40311668U93610063?? 9．z 9．9 10．7 8．r ?? 7．2 6．1
［性 352［ 3391354440013，6［5 339332992920Ii．0 10．4 lo．3 10．9 ?? 8．5 8．2 7．1
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? 34463238332038233，4473032311927629．5 8．9 ?? ?? 8．6 ？．4 7．5 6．6
6 4 7　臨 5 8’ 7
1　　’
@　　T
23235233402689631166263962222320976【9316 9．9 ［0．0 10．7 II．7 ?? 7．6 7．2 6．5
市部計 性 2220222，2262589329，8762529220，929［988018，288 8．4 8．6 9．6 10．6 ?? 7．1 ?? 6．1
ヨ 4　4 4 ? 1　4 4　124
性 926 927 IO841374U58 904 91了 832 10．7 lo．6 ll昌3 12．7 10．4 ?? ?? 6．8
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?? ??
5．9
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注11資料山典，
@　　2　1
　　　　　　　各年国勢調査結果による．但し1990年，ig95年は1985年迄の成長率を使111したコーホート要因法の推計値である。る、960年の町村部の幼児数に関しては，5～9裳児の5分の1を加算して算出した。推計値も同様である。
3 1960年の太田市には，宝泉村，毛里田村を加算した。
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　圏域の総人口は，推計値としては更に増加す
ることが予測されているが，幼児率は1975年を
ピークとして低下する傾向を示している。199D
年には6．29％まで低下する見込みである。
　これは1973年をピークとした出生児数の変化
を反映した傾向である。
　幼児数の変化をさらに細かく見ると，5市に
おいては，1960年から75年までの15年間におい
て，　15，605人（34、3％増）の増加が見られる。
　町村平均では同じく，　L383人（5．9％）の増
加が見られる。
　次に1975年より85年のIG年間においては，5
市において，5，269人（8．6％）の減少，町村平均
では4，369人（17，5％）の減少となっている。
　つまり町村全体としては，増加期間における
増加率が低くt減少時期においては，減少率が
高いという弾力性を欠いた状況となっている。
　この中で太田市は1970年以降，5市の中で最
も高い幼児率を示しながら推移してきている。
　反面，桐生市は逆に，1975年以降，急速に低
ドしてきている。
　また町村部については，1970年以降，人口増
加地域については，町村平均を上回った状況で
推移してきた。
　しかし人口減少地域では，町村平均を下回る
か，平均に沿って複雑な様相を示しながら，推
移してきている。
　町村においては人泉町を除いて将来的に低ド
することが予測される。
　以上，幼児数の増減傾向について眺めてきた。
先の出生傾向において述べた通り，全国的規模
で出生数の減少が報告されており，当分は減少
が続くものと思われる。
　（4）小学校児童数・児童率の変化
　小中学生数の推移については，6～14年の時
間差をもって出生傾向の影響を濃厚に受けてい
る。図3－25～27により，児童率の変化傾向に
ついて述べるe
　社会動態の激しい地帯においては，自然動態
の影響は微小である。
　しかし当圏域のような地方都市圏においては，
首都圏の影響があるとはいえ，圏域そのものに
比較的閉鎖性があり，出生傾向の影響が現れて
いる。
　1965年における圏域内の児童数は71，246人で
あり，群馬県の児童総数に対しては．41．9％，
栃木県の児童総数に対しては，40．1％に相当す
る占有率であった。
児童数は1965年以降減少を続けt70年に最低値
児
?
?
児
?
??
?
?
％）
15
10
、’
???????????????
、、－甲
ｵミ：・、．　　3
士ii多ノ
●㌧亀　　、
??????
　　’A　　ノvρ
5
1965 【970 1975 1980　　　　1985
???? ??
図3－25全国・両県・市部における児童率推移
　　　　　資料潤典；群馬県，栃木県統計年鑑による
　　　　　　　　小学生数，及び市町村住民登録人口の加工による。
（％）
15
監0
5
太田市
ﾙ林市
?ﾏ
ﾋ生市
965 1970　　　　　　　　　19？5　　　　　　　　　　1980　　　　　　　　　19呂5
図3－26　5市における児童率推移
）???
10
??????
、ご、
@、、、、
人【1増加地域
、 一　一　　一 人11減少地域
、、
、！・
、㌦
、、A　　　、」＼
駄込　、　、　　　　　、＼、、㌧一、・数1＼＼、　、　、　、　、　　　　　　、
? 藍配本圓「W梨町
a里村
V日1町
榊＼　　　　、 、　　　、
@　、　　、 　　　＿　講鴨Cプ＜　’ 千代田町ｾ和村
、セ5＼　、　　、 、＼　　　、甲、　、、　　　、、　、 　　　’C∠2
＾㌔＿ミ・　　　　、 大間々町
c沼町
ﾂ倉町
N　、艦り ・文　’　　　　　　　　　　，’　　　　　’
　　　一一　　　卿一@　’rぐ 　、、
Y㌔訪ミ｝
尾島町
蜥湯ｬ
論　　　　　　　ノ
A　　　　　　　　　魅
@＼
　　　　　　、fへ@　＼
黒保機村
汲S’町
＼　　戸圃　㌧ゆ’ 、、　竪’一｝ 吏　村
1970 1975 1980
図3－27町村部における児童率推移
1985
一47一
である63，901人（65年の約90％）となるが・以後
は増加に転じた。1982年にはピークの　87・717
人（65年の123％）となる。
　そして，1983年以後は再び減少傾向に転じ，
現在に至っている。
　このピーク時における児童数にはいわゆる団
塊2世と呼ばれるピーク時の出生児が含まれて
おり，以後は明確に学級数が減少するほど児童
数が減少している。
　地域別に見ると，児童数推移は人口動態に比
例的に変化してきており，人口増加地域におい
ては，児童数増加による大規模小学校の出現，
新設分離などが発生している。
　また人ロ減少地域においては，児童数も比例
して減少したため，学校統廃合が発生している。
　人口増加地域の代表としては，太田市があげ
られるが，ここではtg65年の児童数8．226人が
85年にはL7倍となり，　14，117人に膨れあがっ
ている。
　また大泉町においても，2，133人が増加して，
L6倍の3，362人となった。
　笠懸町については，2．3倍，邑楽町でも，1．7
倍の増加となっている。
　このように，転入人口は学齢前，学齢人口の
増大をもたらした。
　また地域人口との関係指数である児童率は，
圏域全体として1965年が10．1であり，ピーク時
である1980年から82年には，これが1　O．5まで上
昇するものの，1985年には9．7と低下傾向を示
している。
　5市においては］965年の値が9．5であり，ピ
ーク時の1980年に10．7となったものが，85年に
9、6へと低下している。
　この中で，太田市の児童率が最も高い状況で
推移してきており，ピーク時の1981・82年の両
年にll．5となった。
　－4方，町村部では1965年において，iL8の高
い児童率を示したものが，1978年まで低下し続
け，以後84年までは10％以上で推移してきた。
　町村部においては人口急増地域の児童率が高
く，特に笠懸町では，1980年から57まで12％以
上となっている。
　また人口減少の続く黒保根村は，1975年以降，
東村では80年以降，7％台まで低下した。
（5）中学校生徒数・生徒率の変化
　図3－28～30を用いて，生徒率の変化傾向を
述べる。
　巾学校生徒数（以下，生徒数と呼ぶ）は児童
数より3年早い時間差をもって，出生の影響を
）「??
5
??????
、、
＼
、、
へ　　＼、
瘁_楽＼
＼　　、
、’、A
、．、．　、、
@玉，、、 　一h、、
群馬県
全　国
　0
　1965　　　　　　　1970　　　　　　19T5　　　　　　　198G　　　　　　1985
図3－28全国・両県・市部における生徒率推移
　　　　資料出典：群燭県，栃木県統計年鑑による
　　　　　　　　中学生数，及び市町村住民継録人口の加Lによる。
（％）
??????
????????????????????????????????????
、㌧
、
桐蛋市
T市平均
ﾙ林市・一
ｲ野南
@太田市
1965 1970　　　　　　　　　　1975　　　　　　　　　　1980　　　　　　　　1985
図3－29　5市における生徒率推移
??（
?????? ??
0
1965 J970 tg75 1980
図3－30町村部における生徒率推移
笠懸町
板倉町
東　村
黒保根村
1985
一48一
受けているが，全体的には児童数同様，減少傾向に
ある。
　1965年における圏域全体の生徒数は，45，123人で
あったが，これは群馬県全体の42．8％，栃木県全体
に対しては40，8％に相当する。
　また同年における生徒率は，全国値が6．1％であ
ったのに対して，6．4％とやや高く，群馬県の6．6，
栃木県の7．3よりやや下回る状態であった。
この時点において，布部では生徒数が圏域全体の
65％であったが，太田，大泉およびその通勤圏に
ある地域を除いては，生徒率は5，9％と，圏域平均
をやや下回っている。
　一方，町村部は7．6％と高い生徒率を示している。
　生徒数は，1965年以降低下を続け，75年に最低値
の3L584人となる。以後は増加に転じ，1985年まで
増加し続けてきている。
　生徒率についても，1974・75年に4．0％まで低ド
したものの，以後は増加し1985年には，これが5，2
％まで回復した。
　この傾向は全国，両県のすう勢と類似しているが，
詳細に見ると，最低値を示す時期が両県に対して若
卜異なった傾向を示している。
　市部においては，圏域全体の傾向に沿って推移し
てきている。
　また町村部については，1979年に最低値，9，559人，
生徒率3．9％を示し，以後は増加に転じている。
　このように，生徒数，生徒率が最低となる時期が
市部と町村では約5年ずれてきていることになる。
　　1985年において，各市町村の状況を圏域平均と
比較してみた場合，平均を上回っているのは館林・
佐野を除く3市と，大泉を除く人口増加町村である。
　この内で，笠懸町は圏域内で最も高い生徒率と
して5．9％を示しているが，このことは人口増加と
の関係があると考えられる。
　一一一方，大泉町は4．8となっているが，これは増加
人口に準世帯が多く含まれているためであろう。
　また人口減少地域では，黒保根3．6，東3．9，板倉
4，4．などが低い例であり，全国他4、8％を下回る結
果となっている。
（6）15歳以上の生産年齢人口推移
　20市町村の15歳から64歳の生産年齢人口推移につ
いては表3－6に示した通りである。
　1965年～85年迄の20年間において，急速な伸びを
示しているのは，太田市・大泉町・笠懸町であり，
いずれも人口急増地域である。
　またこの3地域には及ばないものの，増加傾向を
示している地域としては，大間々・薮塚・新田・邑
楽・新里・館林があげられる。
　これら労働力増加地域に対して，足利・桐生の両
市は増加はしているものの，1970年以降一度減少し，
それ以後の大きな伸びは見られない。
　佐野をはじめとし，その他の地域では概ね変化な
く推移してきているが，山村では緩やかに減少して
きている。
　生産年齢人口の総人口に示す比率が高いことは，
その地域の労働面における活力の高さを示すものと
言える。
　1985年における圏域全体の比率は，66．5，市部に
おいては65，6，町村平均では66，2と類似した値を示
している。
　圏域全体として最も高い地域は，大泉町の69．5で
ある。これに次いで葛生町の67．8，桐生市の67．6、
館林市の67．2などがある。
　他市町村においても概ね65％前後であり，人口増
加地域，減少地域の特徴は見られない。
　しかしながら，年齢階層別に1965年以降20年間の
推移を見ると，人口動態の影響が見られる。
　まず5市においては，t5歳から29歳までの青少年
層がいずれも減少しており，特に桐生市，足利市の
減少が激しい。
　また町村では，黒保根・東・尾島・板倉・明和・
千代田・葛生などの人口減少地域において，減少が
認められる。
　新田町は人口増加地域でありながら，1975年以降
減少している。
　この内最も減少しているのは尾島である。
　このことは市部の合計，町村の合計値においても
同様であり，全体的な傾向として，青少年人口が減
少し，中間年齢人口が増加する傾向を認めることが
できる。　　年齢階層別の構成は，30～49歳が最も
巾が広いため，この階層の人口が多いが，黒保根・
東の両村では50～64歳の人口が多い。
　30～49歳までの中堅労働力は，黒保根を除く全地
域に共通して増加している。
　また人口急増地域である，笠懸・邑楽・大泉では
各年齢階層が等しく増加しており，特に3地域に共
通して30～49歳の中間年齢人口が著しく増加してい
ることがわかる。
　すなわち，増加人口の多くはこの年代に属してお
り，流出元である近隣都市においては，15～29歳代
の人口が減り，太田を除いて30～49歳代の人口も平
行状態で推移する結果をもたらしているのである。
　太田市においては，青少年人口こそ平行状態で推
移してきているが，30～49歳人口は1965年の22，74
4人が85年には約倍増して，44，134人に膨れ上がっ
ている。
　これは労働環境が安定しているためであろうし，
労働面において最も重要な就業機会が，豊富に準備
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されていることを推測させる。
　大泉町では，各年齢階層すべてにおいて増加が認
められるが，特に30～49歳の中間年齢人口の増加が
著しく，20年間に約6，000人増えている。
　また邑楽町でも約4，000人の増加が見られる。
　各年齢階層の構成においては，　圏域全体として
1965年の青少年人口比率41，4が，85年には28，9に、
中間年齢人口比率は，39．1が45．9に，それぞれ変化
してきている。
　この傾向は，5市の合計でも同様であり，青少年
人口比率42．3が29に，30歳～49歳の中間年齢人口比
率は38．5が45．9にそれぞれ変化した。
　町村においても同様の傾向が見られるが，1965年
時点において，既に青少年人「1比率が低かったこと
から減少率も低くなっている。
　全体を総括すると，圏域内の生産年齢人口は年間
約4，500人程度の増加を続けながら，20年間を推移
してきており，労働力全体の展望としては良好であ
る。
　しかしながら，人日増加地域と減少地域の労働年
齢構成は，特に減少地域において偏りを見せており，
将来に対しては，特に若年労働力の確保の面に課題
が残ると考えられる。
3．7　高齢化の傾向
　全国的な傾向として，国民の長寿化が進展してき
ていることが報道されている。
　このことは，当圏域のような地方都市圏において
も，次第に鮮明化しつつあり，今後の地域計画，地
域施設計画，ひいては地域福祉社会の創出という新
たな課題に対しても，それらの背景として重要な影
響力を持っている。
　図3－31～34を用いて，圏域内の老人入口，高齢
者比率の変化を述べる。1960年の圏域全体の65歳以
上人口は，4i，861人（総人口の5．6％，以下高齢者比
率と呼ぶ）であったが，25年後の85年になると，こ
れが92，356人（高齢者比率10．9％）へとヒ昇してき
ている．（表3－7参照）
表3－6　15歳以上64歳までの生産年齢人口推移
生産鉦r人lI 生巌鉦　人1」
市町村名 年　次 合　計 15～29歳3D～49歳50～64歳市町村名 年　次 合　計 15～29歳30～49歳50～64歳
1965・ 90519386863459117142 1965鉦 101504178 3851 2121
桐生市 1975 89803303993970419700尾島町 1975イ三 9992 3429 4127 2436
198解・ 88755256423910124012 1985鉦 9444 2560 4297 2587
1965三 610472677222744lI　53i 1965在 12581 5070 4891 2520
太田市 1975イー 74072269633241314696新田町 1975｛・ 144675289 5972 3206
1985 88987263264413418527 ig85｛二 1了478 4686 8551 4241
1965三 3881915761156697389 1965住 106823985 4280 2417
館林市 1975 4496716518191879262板倉町 ig75 108804214 3923 2743
1985 50482144002377了 12305 1985二 103422785 4467 3090
1965 1037524461639103200認 1965 5659 2101 2265 1293
足利市 1975， 1094463947146唾83 23492明和村 1975ψ 旧225 2297 2510 1418
1985‘ 10936032136493032892【 1985三 6596 1675 3074 i847
1965 46123i8082189599082 6235 2364 2542 1329
佐野市 1975 51225184812［730 ！lOl4千代田町
19653
P975’ 6709 2542 2548 1619
?
1985三 7394 2032 3426 1936
1965 3402601439口13口6665177 1965’ i49317u9 5363 2449市部計 1975． 3695131318321595178164大泉町 1975． 195058279 7845 3381
7 1　74 1 1985、 2498495091i　286 4189
1965； 121884878 4990 2320 1965蛇 9788 3990 3839 1959
大間々町 1975住 146895254 6427 3008巨楽町 1975鉦 II9694391 4810 2668
1985ご 156214379 7201 4041 1985猛 157634160810693497
1965： 5636 2308 2147 lI81 1965｛こ 182936493 78了8 3922薮塚本町 1975 7438 2744 3204 1490田沼町 1975； 196157090 7932 45931985 9699 2653 4820 2226 ［985． 200265515 8501 601D
1965一 5481 2212 2193 1076 1965， ll　761 4186 5277 2298笠懸町 1975・ 8454 3165 3687 1602葛生町 1975 161248384 5030 2710
1985， 1248234！6 6292 2774 ｝
1965舵 5933 2325 2391 1217 1965イ： 135632531945476727671新里村 1975一 7182 2η7 2880 1525町村部計 1975∫ 159073617826330633985
1985一 8082 2339 3622 2121 4　71965 2625 782 12i7 626 1965・ 4758921971118593392848黒保根村 1975一 2321 了72 916 636両毛地域 1975． 528586193614222823lI21401985 2！40 593 736 811 1985… 5ε5256163536259629142091
【965 3589 1203 843注；1　資料出典，各年国勢調査結果の加工による。東　村 1975 3503 U55
1643
P395 953
［985年 2723 709 1，001 1，013資料出典： 各年国勢調査結果の加【llこよる、
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　つまり．1960年以降の25年間において，　120．6％
の老人人［増加が認められるのである。
　圏域全体としての性別高齢者比率は，女性が一ヒ回
る形で推移してきている。
　1960年において，わずかに！．3％の差しかなかっ
た男女差が，85年には3．3％まで拡大し，女性の長
寿化傾向を明らかに認めることができる。
　圏域の老齢化傾向について，5市と町村部を比較
してみると、1960年においては，5市の高齢者比率
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が町村部を下回っていた。
　これが85年にはほぼ同率となり，今後は5市の高
齢者比率が，町村部を上回る状況が予測される。
　また性別傾向としては，市部，町村部ともに女性
の高齢者比率が高く，5市にっいては，その差がさ
らに拡大される傾向にある。
　1975年において，5市の中で最も高齢者比率の高
い地域は桐生市の12．1％t次いで足利市11．5％，佐
野市10．6％，館林市10．2％の順となっている。
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表3－7市町村別・性別老人人口・高齢者比率推移・推計
ぐ碧｛，、 ：人 ％）
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　また人口増加の続く太田市においては9．3％と低
い値を示している。
　一方町村部においては，人口増加地域である大泉
町が7．5％と最も低く，以下笠懸9．0％，邑楽9．7％，
薮塚9．5％などが低い部類に属している。
　また，過疎化の進行している黒保根においては，
15．7％，東村t6．2％などはいずれも高く，次いで尾
島14，4％，板倉13．6％，葛生】3，5驚などが老齢化傾
向の高い地域と言える。
　5市の中で今後さらに老齢化傾向が高まるのは，
桐生市，足利市であり，国においても問題となって
いる高齢者比率15％を越えることが予測される。
　また佐野市も15％に近い値となる傾向にある。
　これら老齢化の進展する都市に比べ，人［増加の
続く太田市では，老齢化傾向が低く，】990年におい
て，IO　2％を示すに止まっている。
　町村部では，黒保根村・東村の老齢化が顕著であ
り，東村では25．1％，東村では23．7％まで高まるこ
とがr測される。
　この内，黒保根村の女性高齢者比率28．94％は特
に高い値である。　（1990年は推計値）
　以上，圏域内の老齢化傾向について1960年より，
1990年までの展望を行ってきたが，高齢者比率の上
昇，老人人口そのものの増加傾向については，今後
の地域社会の社会的特性として注目される。
　高齢者比率の高い社会がどのような状況を生じる
かについては，我国が未だ経験していない世界であ
る。
　大きな問題は，現在よりも増加することが予測さ
れる．独居老人や，身寄りなし老人，寝たきり老人
など（表6－t3参照）を含む，老後の生活体系，福
祉施策や施設，近隣社会の対応など，さまざまな分
野への波及が考えられる。
　当圏域としても，共通した問題として注目するべ
き地域計画一｛二の要fl・である。
　老人福祉施設に関しては，第6章の地域施設にお
いて，その実態を述べている。合わせて参照しても
らうことにより，状況が明らかとなろう。
　表3－7は，圏域内の市町村別・性別老人人口の
推移を推計値，及び総人口に対する老人人口に比率
（高齢者比率）を示す。
3・8　DlD人口及び構成の変化
（1）はじめに
　先に市町村全体についての人口動態を見てきたが，
ここでは人口集中地区（DENSELY　INHABITED　DISTR
ICT，以下DIDと呼ぶ）における人口のすう勢にっ
いて検討を行う。
　圏域内には，5市と大泉・大間々の両町にDIDが
設定されており，各国調年次ごとに，その範囲を拡
大してきた。
　DIDの空間的発展傾向については後述することと
し，ここではDID内における居住者の量的な変化に
ついて検討するとともに，その構成内容も合わせて
検討する。
　この検討においては，①DID内の性別人口変化，
②DID内学齢前人口，③DID内老人人口の変化を
中心として，1960年より85年までの国勢調査5時点
における指標の分析を行った。
　また将来値予測のため，コーホート要因法による
5歳階級年齢別人口の推計を行った。学齢人口につ
いても，DID内小中学校の児童生徒数推計を行った。
（2）D暫D人口の推移と変化の特徴
　表3－8に示す通り，1960年における圏域全体の
DID人口は，220，575人，　DID面積は2，480haで人口
密度は88．9人／haであった。
　これらDID関連指標は国勢調査年ごとに増大して
いるが，特に1975年以降，その増加傾向が急になっ
ている。
　その結果，1985年においてはDID人口が354，617人
（1960年の1，6倍），DID面積は7，890ha（1960年の3．
2倍）に増大し，人口密度は低下して44．9人／haとな
った。
　DID設置地域における，1985年のDID人口は，①
桐生市94，　596人，②足利市78，462人，③太田市
71，855人，④佐野市40．749人，⑤館林市3L910人，
であり，⑥大泉町24，980人，⑦大間々町12，　065人
である。
　桐生市は1960年時点において，既に80，510人の
DID人口を有しており，佐野市・館林市もそれぞれ
29，559人，23，462人であった。
　また足利市については，これらの地域よりやや大
きな伸びを示している。
　圏域内においてDID人口が飛躍的に増加したのは，
人口急増地域である太田市・大泉町であり，太田市’
においては，1960年の約5倍となり，大泉町でも
3．2倍となっている。
　桐生市のDID人口が大きな変化をしていない理由
は，同市の山林を除く大半の地区が，既にDIDに編
入されていたためである。
　しかも市内の可住地の大半は都市的土地利用に転
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表3－8　DlD人口及び増減傾向の推移
DID人口推 DID人口増減・・対1回国調増減率
市町村名 1960年1965年1970年1975年1980年1985年1960～　1965～
U5年 70年
1970～
V5年
1975～
W0年
1980～
W5年
桐生市 実数 80，51080，12093，87395，88096，1694，590 38413，752 002289一1，573
100 99．5 116．6 119．1 119．4 117．5一〇，5兆 17．2％ 2．1毘 O．3％ 一16覧
太田市 実数 【4，7621665220，89529，94362，89371，8551，89D4，2439，04832，9508962
100 112．8 剛，5 202．3 426， 486．812．8％ 25．5％ 43，3毘 110％ 14．2％
館林市 実 2346224，87525367273826，3553191014134922，Dl5一10275，555
指数 100 lO6．0 108．1 U6，7 1123136．0 6器 2％ 7．9覧 一3．錫 2口覧
足利市
?
57，0】46184057n4787718⑪056784624826一4726216571285一1594
指数 100 108．5 lOO．2 138．2 140．4 137．6 8．5％ 一7，6％ 37，9艶 L6％ 一2黙
佐野市 実数 29，55931，3531，4i434，83839，494 0，7491，794
? 3424，6561，255
指 100 106．1 106．3 117．9 133．6 】37．9 6．1％ 0．2鷺 Io．9艶 i3．4駕 4，7器
大泉町 実数 7，7f6 9，650！3，085i5，53422，46324，9801，9343，4352，4496，9292，517
100 125．1 169．6 201．3 291．1 323．725，1男 35．6％ 18．7％ 44．6％ 112艶
大間々町 755273167437ll　876II　314【2065一236 1214439一562 751
100 96．9 98．5 157． 149．8 159．8一　1％ 1．7器 59．7毘 一4，7％ 6，6箔
両毛地域
? 220575231812253195294224338744354617U23721373410394452015873
指数 loO105．1 114．8 133．4 1536160．8 5，1器 9．2％ 162％15．1男 4．7％
注：1　資料出典，各年国勢調査結果の加工による。
2　左欄上段数字は，DID人口の実数，下段数字は1960年を100とする指数を示す，
3　右欄の上段は，対前回国調のDID人口増減値，下段は増減率を示す。
換されていることから，総人口同様，DID人口も増
加しない状況があった。
　また，足利市については渡良瀬川北部において，
桐生市に類似した状況が見られ，南部においては開
発余地が残存しているため，これら地区がDIDに編
入されDID人口の増加につながっている。
　佐野市・館林市は，狭小なDIDが，その後の市街
地の成長により拡大され，現在の状況となった。こ
の拡大の速度は太田・大泉に比べて遅く，将来の市
街地周辺部への住宅立地が更に進行すれば，DIDの
拡大も考えられる。これらの状況については表3－
8に示した通りである。
　一方，DID人口が総人口に占める比率，すなわち
DID人口率にっいては，　圏域全体として見た場合，
1960年に42．9％，70年には44。1％，85年には54．5％
と経年的に高まってきている。
　人口増加地域である太田市においては，1960年に
わずか17，7％であったものが，1985年には53．8％と
飛躍的に拡大をした。
　このことは市中心部の拡大と人口集中の状況を示
すものである。
　また大泉町においても，1960年の40，3％が，85年
には69．5％の高い比率となった。
　こうした中で，1960年に既に65．4％の高率を示し
ていた桐生市は，85年に72．1％と，圏域内で最も
DID人口率の高い地域となっている。
（3）DlDにおける学齢前人口の推移と特徴
　0～5歳児の学齢前人口（以下，幼児数と呼ぶ）
は・DID7地域全体として，1960年に19，537人であ
ったが，1975年には30，525人に達した後，減少して
きている。
　これは7地域における，全幼児数の推移と同様の
傾向にある。
　しかし地域別には太IIM∫・大泉町が1990年DID幼
児数が最大となっており，他地域との時闘差が見ら
れる。
　このことは，　DID幼児率の推移においても同様な
状況となっている。
　全体としては，　1960年のDID幼児率8．9％が，
？5年に最大のIO．4％に上昇した後，85年には7．0％
まで低下した。
　地域別には，1985年において桐生の5．9％，大問
々の6．3％，足利の6、5％が低く，太田の＆6％，
大泉の8．5が高い。
　1985年においては，圏域全体，市部平均のDID幼
児率は6．3％，町村平均は6．4％であるからDID全体
ではこれより高いことになる。
　しかし桐生のみは，これらすべてを下回っている。
　次に市町全域の幼児人口に対するDID内幼児人口
の比率　（DID幼児占有率）について，その推移を見
たものが表3－9である。
　圏域全体としては，ig60年の39．7％から，85年に
は57．　4％まで上昇し，DID拡大とともに，　DID幼児
占有率も高まってきている。
　地域別には，7地域のすべてが上昇しているが，
例外を除き，館林市の37．1％から太田市の56．4％の
間に分布している。
　この中で桐生市においては，1960年の62％が85年
には67％へと高まってきている。
　同市の田Dは全域に及んでいるため，他地域とは
格差が大きく，ここでは大泉町とともに例外である。
　7地域全体としては，1975年まで幼児人口の伸び
一54一
がDID人口の伸びを上回っており，桐生市・館林市
・足利市が類似した傾向を示す。このことはDIDを
構成する地区における幼児数の増加を示すものであ
る。
　また太EI］d∫・佐野市・大泉町では，1960年以降，
DID人口の伸びが，幼児人口の伸びを上回って推移
してきている。
　大間々町では，1975年以降，DID人口の伸びが幼
児人口の伸びを上回った。
　これらの内で，太田市のDID人口の伸びは著しく，
幼児人日を大きく越えている。このことは，DIDが
拡大している中で，人口構成そのものは準世帯を含
んでいることから，幼児人口の伸びが低くなったも
のと理解される。（表3－9参照）
　桐生市・館林市・足利市・佐野市・大間々町では，
DID人口率そのものの増加傾向が低く，DIDが拡大し
ても，その中に含まれる幼児人口は減少傾向にある
ことを示している。
（4）DlDにおける老人人口の推移及び市町村全
　　　域に対する占有率
　前項同様の作業により，DIDにおける65歳以ヒの
老人人口が，どのような変化を遂げてきたかを試算
した結果について述べる。（表3－10参照）
　DID7地域における65歳以上の老人人口は．1960
年においてll，261人であったが，25年後の1985年に
は，この3．6倍に当る40，1394人に増大した。
　1960年をIOOとする指数では，358．7％となる。
　また，DID人口に対する，老人人口の占める割合，
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（DID高齢者比率）は1960年において・わずか5・1
％であったものが，85年にはIL4％と倍増している・
　市町村全体としてのDID老人率は1960年が5・6％で
あり，85年はIO．9％であるから・圏域全体ではDID
の高齢化傾向が高いことが明らかである・
　次に7地域を個別に見ると・1985年において・桐
生市の13．2％，足利市の13・5％（女性は15・5）が
高い。
　このように市街地が拡大し，　DID人口も次第に増
加してきているが，その構成は市町村全域の年齢構
成の変化傾向と類似して，高齢化傾向にあることが
わかった。
　7地域全体としては，1960年から65年にかけて，
DID人口が老人人口を上回って増加したが，　以後は
老人人の増加傾向が高く，この相対的指数は国勢調
査4時点において10Dを下回る結果となっている。
　7地域の中では太田市・足利市において，　DID人
口の伸びが，老人人口の伸びをヒ回って推移してき
ており，他の地域においては，概ね老人人Uが一L回
って増加してきているため，　DIDの高齢化傾向が高
いと言える。
　また大泉においては，特にその傾向が鮮明であり，
DID幼児率の伸びも低いことから，市街地の人口増
加の内容が老人人口を多く含んだものであると言え
る。
　以上の結果から，人口の高齢化傾向が市町村全体
に及んでいる中で，DIDにおいては地区内に新たな
人口を編入してきているにも関わらず，全域より老
齢化傾向がやや高い結果となった。
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3．9　産業大分類による就業構造の変化傾向
（1）全体としての傾向
　両毛地域は前述の通り，産業構造の大きな変革を
受けて圏域が，大きく変化した地域である。
　ここでは社会構造変化の重要な点として，就業構
造変化を明らかにする。　（図3－40～42，表3－11
参照）
　まず圏域の基幹産業と言うべき，初期の工業につ
いて述べる。桐生市、足利市は歴史的機業地として
早い時期より第二次産業従事者の比率が高かった。
　また太田・佐野・館林の3市と大泉など工業化を
進めている地域や，農地の少ない大間々，鉱工業の
町である葛生においては，第一次産業就業者が急速
に減少した。
　一方，その他の町村においても全般的に第一次産
業就業者比率が低下し，概ね30％以下となってきて
凡　例　ffrVHma・1廟調燃椥こよる。
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いる。
　1980年時点において，第一次産業就業者比率の比
較的高い地域としては，板倉・笠懸・東・千代田な
どがあげられる。板倉，千代田の両町においては工
業団地造成，笠懸は顕著なアーバンスプロール地帯t
東村は耕地面積の狭小な山間地域ということで，今
後更に他産業への就業の進展が推測される。
　このことに関連して，産業および土地利用の項に
記したが，我国全体の就業形態変化とも深く関係し
ながら当地域の就業形態変化が発生していると考え
られる。
　これより地場産業の盛衰と人口流動とは表裏の関
係にあることが推察できる。
　第一一次産業における経済効果の低さについては既
に多くの機会を通じて報告されている通りである。
　当圏域に直接関わる林業は近年の林産物需要の低
ド，輸人木材による価額競争の影響，それに伴う収
益性の低ド，林業基盤整備の立ち遅れによる生産性
の低さなどが，複合的に影響しながら，林業労働力
の減少をもたらしている。
　農業については，収益性が低いことや，経営規模
が狭小であること，農産物の市場価額の不安定さ，
産地間競合，減反・減産政策の影響，機械化貧乏，
主産地形成のできる作目が容易に育たない，規模拡
大が困難，輸入農畜産物の影響などが，複合的に作
用し農業後継者は年々減少するといった結果を，合
わせてもたらしている。
　このように，地域開発・振興の中心が工業振興に
おかれる時代にあっては，就業構造が第二次産業に
傾斜するのは当然の結果である。加えて昨今の就業
の場における業種・業態の多様化傾向が，これに拍
中：をかけ，第一次産業離れをもたらしていると言っ
てよいだろう。
　しかしながら，近年まで純農村として推移してき
た地域においてさえも，著しい農業離れを起こして
いる現状は，将来に向けて多くの問題を残しており，
将来における林産物生産，山林の保全，食料生産の
継承，農用地の保全等を，どのように考えていくべ
きかが重要な課題となろう。
　21世紀に向けて，就業構造がどのような変化を遂
げていくのか土地利用問題とともに，関心のもたれ
るところであるが，大きな変化が起こらない限り，
労働力の第一・次産業離れは当分続くものと思われる。
　この点は，人口流動とともに，地域社会における
特記するべき社会構造変化の一側面であり，人口流
動と就業構造変化が，可逆的関係にあるにも関わら
ず，すくなくとも，土地利用面における逆行が許さ
れない，難しい問題を含んでいる。
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図3－40　産業大分類による就業構造推移（1）
　　　　　（群馬・栃木県・5市）
　　　　　資料吊典：各年国勢調査結果，産業人分類別
　　　　　　　　　　　　　　就業者数の加『【二による。
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図3－41産業大分類に，tる就業構造推移（2）
　　　　　（人ロ増加町村）
　　　　　資料出典：各年国勢調査結果，産業大分類別
　　　　　　　　　　　　　就業者数の加工による。
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産業大分類による就業構造推移（3）
（人ロ減少町村）
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表3－11産業大分類による就業先構成比の推移
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図3－43市町村別・産業大分類による就業構造推移
　　　　　　　資料出典：各年国勢調査結果の加IZによるD
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（2）第一次産業就業者の減少傾向
　圏域全体としての第一次産業就業者数は，1960年
において111，603人であったものが，1980年には，
43，900人へと減少している。
　これは1960年時点の約40％であり，
群馬県全体としては約45％減少，栃
木県全体としては約40％の減少とな
っているので，数字の上では当圏域
は栃木県に近い減少傾向にある。
　5市については，1960年の就業者
数，52，913人が80年になると19，313
人（1960年の36．5％）に減少している，
　町村部では，1960年の58、690人が，
80年には，24，587人（60年の41，9％）
へと減少した。
　これは町村部に比較すると市部の
減少傾向が高いことを示している。
　これを図3－44の1960年を100と
する指数推移によって比較すると圏
域全体として，80年には39．3まで低
ドした。
　川沼・大泉・束・葛生・桐生など
においては，これを下回って，減少
傾向が急であり，薮塚・笠懸・板倉
・新里・館林においては，減少が緩
やかな状況となっている。
　これらは1960年に対する減少が，
50％以下に止まっている。
　また人口急増地域である太田は，
圏域全体の傾向と類似しているほか，
薮塚・笠懸・邑楽・新田などの人口
増加地域でも40％以下に止まる。
　このように，第一次産業就業人口
は，後継者が得られないまま，衰退
の一途をたどってきており，現時点
においては，この傾向がさらに進展
しているものと推察される。
（3）第二次産業就業者の増減傾向
　1960年における圏域全体の就業者
数は，　131，153人であったが，80年
には約50％増加して，　195，095人に
増大した。
　1960時点においては，群馬県全体
の64．9％，栃木県全体に対して99．2
％の占有率であったが，80年になる
と，これがそれぞれ，56．7％，58．1
％に低下している。
　つまり工業開発においては，後発
的な県と言える栃木県では，1965年
代に入ってから，県南以外の地域においても工業の
振興が図られた。
　その結果として，第二次産業就業者が急速に増加
しはじめたのである。
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　群馬県においても，繊維を中心とした既存工業地
帯である東毛に対して・県央その他地域の工業開発
が促進されたことにより・当圏域の占有率が若干低
下する結果をもたらした。
　市町村別には，伸長率の高い地域として笠懸をは
じめ，薮塚・邑楽・新里・明和・新田などが上位に
位置している。反面既存工業地域では伸長率が低い。
　これは農村住民の第一次産業離れに加え，笠懸や
邑楽，薮塚のような人口急増地域の新規転入住民が，
第二次産業就業者を多く含んでいたためである。
　一方，桐生・足利・葛生などの既存鉱工業地域で
は，就業者数が1970年頃より減少してきている。
　これは基幹産業の構造的変化が，第二次産業就業
者を減少させ，転出人口の中に，第二次産業就業者
が含まれていたものと推測される。
　全体としては，1970年の高度経済成長期までは，
全地域の就業者数が増加し，以後は前述の急成長地
域を除いて増加傾向が鈍化した。
　これを図化したものが図3－46であるv
　この中を分類すると大きく4グループに分けるこ
とができる。
　第1のグループは，人口急増・就業者数増加地域
であり，これには太田・大泉・笠懸・薮塚・邑楽の
5市町村がある。
　第2のグループは，人口増加・就業者数増加地域
であり，館林・佐野・新iE　’新川・人間々がある。
また人llが増加しはじめた千代IH・明和が含まれる。
　第3のグループは，人口減少もしくは地域で就業
者数が増加している地域で，板倉・黒保根がある。
　第4のグループとは，人口が減少，就業者数も減
少している地域として，桐生・東・尾島・葛生があ
げられる。足利市はこれらの分類以外として人口が
増加，就業者数は減少している特異な例である。
　全体的な傾向として，5市は圏域全体の就業者増
加傾向を下回り，また両県の就業者増加傾向に対し
ては，圏域全体，市部ともに下回っている。
　これは両県とも両毛地域以外の地域において第二
次産業の振興を図り，就業者数が増加したためであ
る。群馬県，両毛地域，市部平均，5市に共通する
傾向としては，75年において，一時第二次産業就業
者の伸びが停滞していることが注目される。
　これは1974年頃における，経済成長鈍化の影響に
よるものと思われ，圏域の中でもきわだった成長を
示している太田・大泉も例外ではない。
　笠懸・薮塚・邑楽など，従前の純農村における第
二次産業就業者の著しい増加は，これらの地域にお
ける・労働力構成の変革を明確に示している。
（4）第三次産業就業者の増減傾向
　1960年における圏域内の第三次産業就業者数は，
全体で95，048人であったが，年平均3，500人程度つ
つ増加して，1980年には166，775人となった。
　図3－47は1960年を起点とする指数推移を示す。
　当圏域の，両県に対する占有率は1960年において，
群馬県の41．2％であり，栃木県に対しては47．6％に
相当する就業者数であったが年々低下している。
　1980年には，第三次産業就業者の構成比が，40％
を越える地域が20市町村の半数にのぼり，第一次産
業離れと第二次産業就業者の増加が停滞する中で，
第三次産業への傾斜が深まりつつあることがわかる。
　第三次産業の伸長率は，第二次産業同様，笠懸・
薮塚・邑楽・新里・新田など，人口増加町村におけ
る就業者数の急速な伸びが見られる。
　また5市の中では，太田市の伸びが大きく，足利
・館林・桐生・佐野などの伸び率は低い。
　人口増減と第三次産業就業者の伸長率について関
連性においては，まず両県の比較で，栃木県が群馬
県の伸びを上回り，両毛地域，市部計の順となる。
　圏域内においては，市部よりも町村部において，
第三次産業就業者が増加してきていることがわかる。
　桐生・足利は既存の商業拠点あるが，人口の停滞
ともに第三次産業就業者数も停滞している。一方，
町村について同様の傾向を見ると，笠懸・薮塚・新
田・邑楽・大泉など，人口急増地域において，第三
次産業就業者が大きく伸びてきており，他の人口増
加地域においてもすべて増加している。
　他方，人llが減少もしくは停滞している地域でも，
就業者は増加しており，地域の置かれた状況に関係
なく就業構造が変化してきていることがわかる。
3．10　まとめ
　地方都市圏，両毛地域の人口変化について，総人
口，世帯，年齢階層別人口，DID人口，就業構造
の面から分析してきた。これを要約すると次の通り
となる。
①地方都市圏の人口増加傾向は，緩やかであり
　　両毛地域も例外ではない。しかしながら，地域
　　の基幹産業の状況により，人口も影響を受けて
　　いる。
②即ち，地場産業が低調になった地域の人口が
　　減少し（桐生市・足利市），就業機会が豊富な，
　　産業を抱える地域（太田市・大泉町）の人口が
　　増加している。
③旧町村，大字別の人口増減傾向においては，
　　5市の市街地人口が減少し，その周辺部の人口
　　が増加している。
　　　即ち，市街地の空洞化現象である。
　　　人口が減少している市街地は，高齢者比率が
　　高く，年少人口比率の低い社会へと変貌した。
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④町村部においては，生活中心地区の人口が増
　加している例が，わずかながらあるが，地域全
　体の人口が減少している場合，特定の大字が増
　加することはない。
⑤コーホートの変化傾向においては，まず出生
　率が1973年頃より低下しはじめ，長期低下傾向
　を示している。この余波は，逐次，学齢前施設，
　小中学校へと波及している。
⑥総人口に占める，学齢前幼児人口（幼児率），
　小学校児竜数（児童率），中学校生徒数（生徒
　率）のいずれも，低ド傾向にある。
⑦このことは，やがて地域施設の維持に大きな
　影響を与えることになる。
⑧生産年齢人口は，　［5～29歳の青年層が減少，
　50～64歳が増加している。このことは，転出し
　た人口の多くが，若年層であることを示唆して
　いる。
　⑨人口の高齢化傾向は，人口増減の程度に関わ
　　りなく，進行している。但し，人口が停滞もし
　　くは，減少している地域においては，高齢化が
　　著しい。　（例えば，黒保根村，東村）
　　　このことは，人口が減少している，市街地で
　　も同様である。
　以上，両毛地域の人口変化傾向を詳細に見てきた
が，第1章の対象地選定の部分でも述べたように，
国の縮図の様相を示している。
　地域において，どの程度の人口を許容できるかは，
産業との関わりが深く，豊富な就業機会の存在が、
新たな人口の転入を可能にしている。
　また住宅等の発展余地（農用地・平地林等）の有
無は，その地域内において，持ち家を実現できるか
否かに関わり，桐生市のように，可住地の狭小な地
域では，市内に住みたくても住めない状況にある。
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第4章　土地利用の変容
第4章　土地利用の変容
4．1　砺究の視点と背景
　地域空間とは生活空間，生産空間・および自然的環
境を含む，一切の物的条件を含むものであり・例えば・
さまざまな建築物，土木的工作物・河川・森林原野な
どが含まれる。
　ここでは，生活行為および生産活動の両面に関わり，
この両者によって変質を遂げてきた，圏域内の土地利
用変化が，空間変化を最も鮮明に現すものと考えて，
各分野より土地利用変化の様相を分析した。
　地域空閤の構造的変化は，人口増加や工業再配置な
ど地域経済の動向に深く関わってもたらされており，
逆に，地域空間の質的変化は，新たな人口増加を引き
起こす結果をもたらしている。
　また人口増加は，第三次産業の再配置・立地や地域
施設の新設を引き起こすなど，この3者の問には可逆
的関係を認めることができる。
　生活行為の変化と，それを包含する都市的機能の近
代化は，1945年代以前に「居住地」と，それをとり巻
く「広大な農用地」という形で，調和を保ってきた土
地利用の上に，多大な変化を与えた。
　土地利用の変化は，後の農地転用のメカニズムの項
で体系的に述べるが，1945年頃を原初的な状況とした
場合①市街地の拡散②農村集落そのものの増殖
作Jij，③開発行為，④都市基盤的施設・地域施設整
備，⑤その他の小規模開発としてとらえることがで
きる。
　従前の状況においては，既存市街地内において，納
まるべき都市的機能が，市街地の拡大発展における土
地の制約条件により，市外に流出する現象をもたらす
結果となった。
　とりわけ低層高密度の市街地に，工場制手工業から
出発した繊維産業都市は，企業展開の中で，郊外への
工場移転から始まった。
　次には，都市及び周辺地域の近代化に含まれる，計
画的な地域施設・都市施設の新設，都市の産業発展の
ための開発行為が出現した。生活装置としての各種施
設は、生活行為の近代化や，時代の変遷により，この
25年間に着実な整備が進められてきている。
　特に整備の進展が著しいのは道路網，上下水道およ
び終末処理場などの都市基盤施設である。これらは，
市街地，農用地を問わず，土地の潜在的発展性を向上
させるために，大きな役割を果たしている。
　特に・幹線道路網整備や，主要な道路の新設は，そ
の沿線開発を可能にした点で，多大な影響力を発揮し，
現在なお，周辺開発への期待感を持たせる結果をもた
らしている。
　次に，大面積を必要とする社会体育・スポーツ関連
施設や，義務教育その他の教育施設，病院など比較的
規模の大きい地域施設整備も行われてきているが，こ
れらは概ね，市街地周辺部に立地し，住宅地施設とし
て居住環境向上に寄与している。
　これらの諸項は，近代的に装備された都市，農山村
生活環境としての要件であり，各地域において見るこ
とのできる変化であるが，農山村部においても，一・連
の環境整備課題が解決される過程において、これらの
整備が急速に進められてきている。
　アーバンスプロールは，市街地においてバランス良
く配置されていた都市機能が，それぞれの機能の発展
膨張に伴い，無秩序に市街地周辺部へと流出する状況
としてとらえることができる。
　その内容は主として，住宅・工場・商店・倉庫・資
材置き場・トラック・バス等のターミナル・レジャー
施設などである。これらは規模拡大，広域的都市機能
の変化に伴う移転，業務内容の変化等に伴う旧所在地
での不適合，工業再配置等による地理的条件の変化等，
さまざまな背景を持っている。特に，ここで注目しな
ければならないのは，桐生市，足利市等における産業
改変とアーバンスプロールとの関連性である。
　繊維産業が全盛時代における，両市の市街地は，典
型的な住工混合の空間を持ち，低層高密度の生産・居
住空間を形成していた。
　市街地には織物工場をはじめとし，機椿え・染色・
撚糸・整理など繊維に関わる，中小の工場が住宅地と
混在して立地し，職住同居もしくは職住近接による低
層高密度の街区が形成されていたのである。
　また住居についても，平家建ての賃貸住宅，貸問，
工場併用住宅などが多く，商店その他の第三次産業に
ついても，住居を併用していた。
　従って，この時期においては，市街地における夜間
人口も多く，近隣住環境としても活力を持っていた。
　しかしながら，構造的と言うべき繊維産業等の総体
的変化や，経営形態の変化，居住環境向上への要求高
揚，持家への希望は職住分離を促し，地価の安い新市
街地や，周辺農村への流出となって現れたのである。
　また繊維i産業の操業短縮や，廃業等に伴い，新たな
職場を得た住民は，職場付近に住居を求めるため，市
街地から移転する状況も発生した。
　持家志向や職住分離のための住宅用地としては，第
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一段階として，合併による新市街地に求められたが，
地価の高騰と，周辺農村の居住環境条件が改善される
のに伴って，次第に隣接地域へ及ぶようになった。
　これは各地域の地理地形的特徴により，大きな差を
生じているが，現代の都市発達概史を見る限りでは，
きわめて類似した因果関係が認められる。
　両毛5市の例は，若1二の差こそあれ，それぞれこの
ような状況を内在させている。
　しかしながら近年に至って，合併により市域に多く
の農業地帯を繰り入れた太田市・足利市・佐野市等に
比べ，地形条件から発展余地に乏しい桐生市において
は，新市街地を越え，隣接地域，さらにはその外側の
地域まで住宅地を求める状況となってきている。
　また人口減少に悩む農山村地域の内，都市に近く比
較的条件の良い地域においては，住宅地分譲を行うよ
うになってきた。ここでは，これら市街地機能の再配
置の内，行政を含めた計画的なものを「開発行為」と
し，小規模かつ大量に発生した住民（民間）レベルの
開発を，アーバンスプロールとして区分して分析する。
　本章では，まず土地利用の全体像について述べ，土
地利用の量的変化の第一点として，アーバンスプロー
ルの実態について述べる。次いで，変化の第二点とし
ては計画的な開発行為の実態と推移について，その傾
向を分析する。
　第三点としては，これらの結果として生じたDIDの
拡大傾向を検討する。
　これらは，土地利用全体の傾向を把握するための，
主要項目であり，この作業によって，土地利用変化の
骨格を整理しようとするものである。
　次に土地利用変化の内容構成を分析するが，第一点
は土地利用の量・質両面に関係する，都市施設整備の
状況と経過について述べる。特に公共輸送が地域にお
ける重要な交通手段として利用されていた，昭和30年
代以降，モータリゼーションが急速に進展してことに
関連して，従来の道路体系では，地域の生活・生産活
動に対応しきれなくなり，道路交通体系の改善が，地
域計画上，重要な検討課題になったことに注目してい
る。このことは，道路の新設，拡巾などにおいて，土
地利用の量的な変化をもたらし，新設道路は，沿線や
周辺の土地の持つ価値を変化させ，新たな都市機能の
立地を可能にした点で，質的変化を促す役割を果たし
ている。反面，公共輸送はモータリゼーションの進展
と平行して次第に衰退してきており，特に路線バスの
廃止や，鉄道輸送への依存度の低下は，バス路線沿線
における土地の価値を変化させることとなった。
　また鉄道輸送全盛期において，多大な士地利用上の
価値を持っていた「駅勢圏」についても，その価値の
変質を余儀なくされている。
?
凡例　　　　　　　　　　　　　　　　　　■
■・街地國一　　　i』幽
■奪蹴團臨㎞　　　　　’
圏1°？1。。、図？L°g：，，ロ騨圃翻□蹴・
　　図4－1　両毛地域の土地利用概況
図4－2　両毛地域の水系
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　　以上が道路体系検討の意味である。
　　次に他の都市施設として，開発行為上，大面積を伴
　う，終末処理場・公園’レクリェーション施設につい
　て検討を行った。これは，開発行為の上では量的な問
　題であり，その機能面では，居住空間の質的側面向上
　にも関係している。
　最後に，生活空間の質的側面において，重要な各種
　地域施設整備の発展過程と，地域社会との対応につい
て述べる。これは，地域における定住性に深く関わる
　とともに，地域空間構造変化の主体の一部として，重
要である。
　4．2　研究の方法
　本研究は，地域空間の量・質両面に対する変化の様
相を経年的に追跡し，指標及び地理的な変化傾向とし
てとらえる。この基礎資料としては，国勢調査結果，
別途調査票による，両毛地域開発推進協議会への個別
1郵送調査結果，群馬県統計年鑑，栃木県統計年鑑，群
馬県工業団地立地・誘致企業名簿，栃木県工業団地立
地企業一覧による。
　またその他としては，筆者が行っ
た委託研究，委員等で参加した，プロジェクトの基礎
資料等を。更に，細部に関しては，行政・農協・商工
会議所へのヒヤリングにより補完した。
4．3．土地利用の現況と変化の様相
（1）土地利用の概況
　圏域の総面積は138，600haであり，大きくは桐生ブ
ロック49，865ha，太田ブロックi7，349ha，足利ブロッ
ク17，768ha，館林ブロック17，358ha，佐野ブロック
36，221haによって構成される。
　圏域は北部が赤城山山麓，足尾山塊，前日光山塊と
なっていることから，総面積の約53％は，急峻な山林
原野によって占められている。
　地域内に山林原野を所有しているのは，東村・黒保
根村・大間々町・新里村・桐生市・足利市・佐野市・
田沼町・葛生町の9地域であり，圏域の約半数の地域
が山林との関わりを持っている。
　特に東村・黒保根村・新里村・桐生市・足利市・田
沼町・葛生町には1，000mを越える山岳があり，渡良
瀬川北部の市町村には，500m以上の台地，山岳が含
まれている。
　圏域内市町村においては，渡良瀬川を境界として，
北部・南部の地形が大きく異なり，林野率の高い地域
は北部，平坦な地形は南部となっている。
　渡良瀬川と利根川に挟まれた11市町村は，古くは笠
懸野と呼ばれた平地林が，前述の山麓より邑楽．館林
方面まで延び，これらが長い期間の内に開墾されて，
広大な農業地帯となったものである。
　しかし，主として水利の関係から，渡良瀬川以北に
おいては，比較的水田が多いものの，自然水系に恵ま
れなかった笠懸・薮塚・新田・尾島・邑楽町の一部に
おいては畑地が多い。
　また館林一帯においては，沖積低地に水田が広がり，
関東のウクライナと呼ばれた，豊饒な穀倉地帯を形成
し今日に至っている。
　山村は自然景観に恵まれた静かなたたずまいを持ち，
平地の農村においては，広大な農地の中に美しい屋敷
林を連ねた集落が形成され，のどかな田園風景を見せ
ていた。
　また町場においては，低層の彊のなかに煙をはく煙
突が林立し，絶え間なく機音がひびく光景が，両毛地
域の原風景であった。
　しかしながら，このような郷愁をかきたてる豊かな
景観は，戦後の国土復興に続く，昭和30年代後半以降
の高度経済成長の中で，大きく変化を遂げてきた。
　それは産業開発という側面においての，工業団地造
成，あるいは個別企業立地であり，都市整備，都市発
展に伴う開発行為や，幹線道路の新設，住宅地開発な
らびに一団地の住宅団地建設，公共施設・都市施設の
整備などに代表される各種の開発によるものであった。
　このことは5市において顕著に見られ，特に桐生市
においては，開発が極度に進んだ結果，残された一団
地の農用地が，皆無に近いところまで開発されつくし
てしまった。またこれに次いで，5市の周辺部および
周辺町村における農用地の改廃は，1970年頃を境とし
て急速に進行することとなった。
　一方，山間地域である東村においては，水資源開発
のために建設された，草木湖建設に伴って，草木集落
が水没・挙家離村した。桐生市においても，桐生ダム
建設に伴い，地区住民が移転している。
　しかし黒保根・大問々・田沼・葛生町等においては，
山間の急峻な地形条件から，土地利用変換上，制約が
多く，原風景を著しく変えるような変化は生じなかっ
た。
（2）　年代別に見た土地利用の変化　　　　　・
　1）明治時代の土地利用概況
　19且2年における土地利用の概況を見ると，桐生・笠
懸・薮塚・新田・太田・大泉・邑楽・千代田・館林に
かけての広大な平地林が分布していた。また市街地は，
街道に沿って形成され，その規模は著しく狭小で，太
田については大間々の市街地程度の規模でしかなかっ
た。（図4－3参照）
　これらはいずれも，街道を骨格として形成されたも
のであり，銅山街道（大間々・薮塚等），日光例幣使
街道（木崎・太田・佐野等），日光脇往環（館林・佐
野・田沼、葛生等）などが中心となっている。
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　また，桐生・足利・館林はいずれも都市形成の原形
となる，古くからの集積があり・両毛地域の中でも早
い時期に現在の都市の骨格ができあがっていた・
　この時期における圏域内の土地利用の要素としては，
上述の市街地t旧来の農用地，平地林・渡良瀬川北部
の山岳・丘陵における林野が主体であった。
　湖沼については，渡良瀬川と利根川に挟まれた一帯
には地下水脈，水盆などがある。
　特に邑楽，館林一帯は，古代の東京湾入江であった
ことから，低湿地帯となっていた。
　館林の赤羽台地から板倉の伊奈良台地，海老瀬まで
の間に沼地，湿地帯が多いのは，このような事情によ
るものである。
　また佐野においては，上流の田沼，葛生などから，
オ川，秋山川，三杉川などの水系が流入し，洪積台地
上の排水，三杉川などの流水が，越名沼と周辺湿地帯
を生じた。
　更にこの時期には，船津川地区にも湿地帯が見られ
る。
　農用地については，幕末までに推進された，潅概用
水路や新川開発などの結果，平地林，荒廃地などが農
地となったがt地目の不明確な土地も多く見られる。
　また足尾銅山による渡良瀬川の汚染は，i887年頃よ
り数回にわたる洪水によって発生し，以後近年に至る
まで深刻な問題として検討されてきた。
　明治維新による社会的な変革が激しく進んだ時期で
あるが，地域空間面においては，幕末の状況が続いて
いたものと想定される。
　しかしながら，旧国鉄両毛線は既に開通しており，
東武線も足利市駅まで設置され，佐野市から田沼・葛
生方面への鉄道も既に設置されていた。
　東武線の延長，旧国鉄足尾線の建設については，こ
れ以後行われたものである。
　2）1932年における土地利用の概況
　この時期には，農用地がさらに開発され，また形を
整えてくるが，大きな変化として，太田，邑楽等の平
地林が減少している。これは開墾による農地造成の結
果と思われる。
　また佐野市においては，船津川地区の湿地帯が干拓
され，農地となっている。
　次に市街地の拡大があげられるが，特に繊維産業の
興隆に伴って，桐生，足利の市街地拡大が見られる。
また館林，佐野においても若干拡大した様子が見られ
る。河川・湖沼等については，大きな変化を認めるこ
とはできないが，佐野市においては越名沼の一部が干
拓され，農地となっている。
　鉄道は東武線が足利一大間々間，伊勢崎，佐野まで
延長され，館林から小泉までは，上州鉄道が敷設され
ている。
　また東武日光線も開通した。
　この時期には，土地基盤整備も各地において分散的
に進展し，耕地整理が進んだが，特に館林・明和・大
泉・新田・足利などに見られる。
　道路体系については，各市街地間を連絡する道路網
整備が進み，市街地が発展した。（図4－4参照）
　3）1952年における土地利用の概況
　終戦直後の1947年に，キャサリン台風が襲来し，渡
良瀬川水系流域の市町村は多大な被害を受けた。
　この時期までの変化は，戦時中の食料増産の気運も
あり，農地がさらに拡大されている点が特徴である。
　農地は平地林開発，湿地帯の利用，山間部の開発な
どによって行われた。
　また戦時中に飛行場など軍事目的に利用された農地
の中で，館林市三野谷地区（旧三野谷村），邑楽町長
柄地区，新田町市野倉地区は，その後，戦後の緊急開
拓地として農業者が入植した。
　平地林はこの時期においても残存しているが，それ
は邑楽・小泉・新田・薮塚本町などである。薮塚から
笠懸にかけては，’ド地林の開発が進み，畑地が造成さ
れた。
　道路体系については，駐留軍による太田・小泉周辺
の道路整備が急速に進展したが，各市街地を連絡する
地域間幹線道路も形態を整え，現在の原形がほぼ完成
している。（図4－5参照）
　4）1988年の土地利用概況
　1952年より約30年以上を経過した1988年現在のL地
利用は，52年時点とは比較にならない状況となった。
　特に経済発展に伴う，我国の戦後史を凝縮したよう
な多大な変化である。　（図4－6参照）
　変化の様相としては，
　①幹線道路網整備の進展と，バイパス道路の新設，
　　　広域幹線道路の設置。
　②市街地の著しい拡大。
　③農村の土地利用変化として，集落地，非農家住
　　　宅，都市的機能の立地。
　④広大な面積を伴う都市施設・地域施設の立地。
　⑤湖沼の干拓と都市的土地利用。
　⑥平地林の開発と住宅立地。
などである。これらの詳細については，後に述べるが，
特に1955年代から急速に進行した土地利用変化につい
ては注目すべきものがある。少なくとも1952年時点の
土地利用とは比較にならない変化が見られる。
　（3）市街化区域・用途地域による土地利用規制
　土地利用に関する法的な規制としては，1919年に法
律第36号として施行され，1968年に法律第100号とし
て改正施行された，都市計画法がある。また農業振興，
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振興，優良農用地の保全を法的に規制するため・
1969年に法律第58号として施行された農業振興法
がある。
　都市計画法では「健康で文化的な都市生活及び
機能的な都市活動を確保すること」が目的とされ
ており，その実現のためには「適正な制限のもと
に土地の合理的な利用を図う」ことが基本理念と
されている。
　このことを具体的に実現するため，都市計画区
域を定め，これを区分して，既存市街地と10年以
内に優先的・計画的に市街化を図るための区域，
すなわち，市街化区域を設定した。
　また市街地の無秩序な拡散を抑制し，農用地の
改廃を防止する区域として，市街化調整区域が設
定された。
　都市計画法においては，土地利用の適正化を図
るため8種類の基本的な用途地域，特別用途地区
高度地区，高度利用地区，特定街区，防火・準防
火地域，美観地区，風致地区，臨港地区などが設
定されている。
　圏域内において，市街化区域および用途地域が
設定されているのは，5市と9町村の14地域であ
り，基本的用途地域，特別工業地域（足利・大泉）
が設定されている。
　198？年時点において，圏域内の市街化区域とし
ては1’U，063haが設定されているが，これは総面積
の11．6％に相当する。　（図4－7，表4－1参照）
　また，市街化区域が設定されている市町村面積
の合計に対しては15．8％となる。この内，5市に
おいては12，558ha，町村部ではわずか2，217．6ha
が設定されている。
　都市計画区域は，全体で78，924haであり，都市
計画区域に対する市街地の割合は，5市において
23．2％，町村では10％，圏域全体としては19．2％
となっている。
　次に用途地域の構成であるが，圏域全体として
は用途地域面積15，2i7haの内，最も大きな面積を
占めているのは住居系地域であり，9，549．9ha
（62．8％）となっているが，その中でも，住居地域
が5，908ha（38．8％）と最も大きく，第2種住居専
用地域がこの約半数の面積を占めている。
　これに次いで，工業系地域の4，825．2ha（31．7％）
があるが，その内容としては準工業地域3，　038．4
haが最も多く，工業団地を含む工業専用地域は，
1・785．8haとなっている。
　準工業地域が多いのは，当圏域の特徴であり，
市街地において発展した，家内的工業，中小企業
が住居地域に混じって設定されているためである。
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表4－1都市計画区域・用途地域指定の現況
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　また特別工業地域は足利市（43．7ha），大泉町（116ha）
にのみ設定されている。
　5市における用途地域の構成を見ると，都市計画区
域における用途地域の割合が，5市平均で23．2％とな
っているが，太田市は32。8％と最も大きく，足利市は
17．57％と少ない。
　太田市では，用途地域設定以後，工業団地や住宅団
地の造成が進行し，工業専用地域，住居系地域の指定
面積が増大したためであり，足利市では，都市計画区
域が17．768haと広大なことが影響している。
　5市の用途地域については，全体として住居系地域
が最も多く設定され．7，835．9ha（61％）を占めている
が，その内では住居地域が，4，901haと多く，第2種
住居専用地域が，2，114haとなっている。
　また工業系地域としては，4，209．2haが設定され，
その内の68．5％に当たる，2，883．4haは準工業地域で
ある。
　住居系地域が最も多い点は，5市に共通しているが，
館林市ではこれが72．9％とさらに多く，桐生市では，
50．7％と低い。
　区画整理事業の進展している市では，第2種住居専
用地域が多くなっている。
　商業系地域の面積は，市全体として803．9haであり，
6．3％と少ないが，その内では足利市が216．9haと最も
大きく，太田市のi87haがこれに次いでいる。
　一方，商業地域面積では桐生市がlllhaで最も大き
く．太田市が108haとこれに次いでいる。
　市街化区域の決定は，桐生市において旧都市計画法
による1934年の設定が古いが，新都市計画法において
は，各市とも1970年からtg77年の問に，市街化区域，
および用途地域の設定が行われた。
　この中では足利市において3回，桐生市では2回，
他の3市では，それぞれ2回の見直しが行われ，現在
の面積に至っている。
　これらの見直し作業の結果，太田市においては市街
化区域面積が減少したが，桐生市・足利市・佐野市で
は市街化区域面積が増加し，館林市では増減無しとな
っている。
　町村の内で市街化区域が設定されているのは，15町
村中，9町村であるが，これは既存市街地を持つ尾島
・田沼・葛生と，工業化を進めている，新田町および
邑楽郡の各町村である。
　尾島・新田については，太田新田都市計画区域とし
て一体的な線引き作業が行われ，邑楽郡では邑楽館林
都市計画区域として作業が行われている。
　用途地域設定に際しては，特に線引きのの外側に隣
接する地区において，編入・非編入をめぐるさまざま
な軋鰻があり，農用地保全の側面から見ると，市街化
・市街化調整区域は，1本の線をめぐり，著しい土地
利用（特に農地）管理状況の差を生じている。
　各地域に共通して見られることは，この線引作業が
現状の土地利用を追認する形で行われていることであ
り，土地利用に関する計画的誘導が行われなかったた
めに，市街化区域の残存農地の処遇は，土地利用政策
上新たな課題を残す結果となった。
　（4）農業振興地域の設定による土地利用規制
　国土資源の合理的な利用を図り，総合的に農業振興
を図る必要のある地域を指定し，整備していくことを
目的として，1969年に「農業振興地域の整備に関する
法律」が制定された。
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表4－2　農業振興地域の指定状況（1）
1（1987年3月現在）
市町村名
生　　　　田s
桐　1太　館
@　　　市
??
??? ??? ??? ????藪　1笠ﾋ　…懸??? ?
新i黒　　1里　1保　　　　根　　　　村
区分
@1農業振興地域面積 一 6，552．0．56LO4，727．64，645．0，485．6．793．0．087．Ol，693．0L411．01，500．0
一同農用地面積 一 2．64aO，390．02，650．2，247．09，930．2379．2LO51．0　90LOL399．0 223．0
農用地以外の面積 一 a909．0．17LO2，077．42，398．01α555．4，413．8LO36．0　792、012．0 L2了7．0
市街化区域の面積 2，935．03，200．011516．03，122．O2076．012，849．0　 　｝ 一 一??その他の区域面積 10，193．06，552．0，567．09．918，4　L770．O3，0DO．4 一 一　　　一　　，145．08，739．0
注：単位：ha
表4－3　農業振興地域の指定状況（2）
（1987年3ナ弓現在）
市町村名 ?? 尾　；新〞???
町
I　　　　　　　　　　　I　　　　　…
@　　　　板
@　　　　倉
@　　　　町
??
I　　　　　　　　　　　　　　I　　　　旨
@明　　3　千　　：　大　　　邑@　　　：代　　　　　田　　　　　町 ?? ??
町
田　1葛
ﾀ　1生
@　　町
???
?????
農業振興地域面積 3340L820．0，48LO3，957．0L789．0L230．0590．0，720．0，547．0L519．032，384．05L956．6
区分
ﾟ1
|一
ｯ
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　この法律では，農業振興地域（以下、農振地域と呼
ぶ）を定め，特に農地としての保全と有効利用を図る
べき土地を「農用地区域」として定めている。
　農用地区域は，耕作地・採草放牧地・木竹の生育・
家畜の放牧およびこれらの利用・保全のための施設用
地とされている。
　農振地域は，都市計画法第7条1項の市街化区域を
除く市町村域において指定され，専ら農業に利用する
ことが規定されている。
　圏域内においては，農振地域が約51，957ha指定され
ており，これは圏域総面積の37．5％に相当するが，決
定時点における面積は，52，864haであり，現在までに
907ha減少したことになる。
　1988年時点における5市の農振地域面積は20，486
ha（39．4％）で町村を下回っているが，町村の合計は，
3L471haとなっている。このことに関しては，図4－
8，表4－2・3に示す。
　圏域全体の中で，農振地域面積の大きな地域として
は，太田市（6，552ha一市総面積の67．2％），館林市
（4，561ha一市総面積の75％），足利市（4，728ha一市総
面積の26．6％），佐野市（4，　645ha一市総面積の54．7％），
大間々町（4，793ha一町域全体）があり，これらは農振
地域面積が，4，000haを越える地域である。　（桐生市
は指定されていない）
　町村で農振地域面積が大きい地域としては，新田町
（3．481ha），板倉町（3，957ha）がある。
　農用地区域が2，000haを越えている地域としては，
太田市・館林市・足利市・佐野市・新田町・板倉町・
邑楽町の7市町である。
　広大な農振地域が設定されている中で，農用地区域
が50％以下しか設定されていないのは，太田市・佐野
市・大間々町などであり，逆に農用地面積が多い地域
としては新田町・板倉町・邑楽町がある。
　農振地域面積に占める農用地の割合は，市部におい
て，48，5％，町村部では50．7％となっているが，予想
以上に市部の農用地率が高い。
　特に太田市では，人口増加が続いており，都市的土
地利用が急速な進展を見せているが，他市と比較して
も，農業的土地利用についての保全性が高いことがわ
かる。これは，市の東北部・南西部・北西部に農地が
まとまって分布し，開発の余波が及んでいないためで
ある。
　太田・足利・館林・佐野の4市は，市町村合併によ
って周辺農村を市域に編入したため，合併直後におい
ては，多くの農地を保有することとなったわけである
が，その後の都市的土地需要の高まりとともに，農振
白地に対する開発が行われてきた。
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4．4　アーバンスプロールの進展
（1）アーバンスプロールの概況
　都市人口の周辺部への流出は，アーバンスプロール
として土地利用の大きな変化要因となった。これは都
市内において，バランスを保ってきた都市の諸機能が，
都市そのものの近代化，都市的機能の拡充，住様式の
変化や持ち家志向などによって，地価が安く，広大な
土地を入手することができる，都市周辺農業地帯へと
流出した様相を指している。
　この移転した都市的機能としては，住宅（公営の集
合住宅も含む）をはじめ，工場・倉庫・資材置き場・
建築土木等の作業場・レジャー施設・商業施設・公共
施設・各種ターミナル・終末処理場などの都市施設，
その他のゴルフ場・風俗営業などのサービス産業等で
ある。
　このことは計画（政策）的大規模開発とともに，都
市および周辺部における，土地利用改廃の†要な要素
となっており，特に人口急増地帯においては，様々な
開発行為となって，現れてきている。
（2）地域別に見たアーバンスプロールの経過
　1）桐生市
　桐生市の場合，市街地発展条件が地形の特徴に制約
されて発展してきた。ここでは
　・第一段階一市街地の骨格である桐生新町を中心に
　　東西農業地帯が市街化。
　・第二段階一山林・丘陵と渡良瀬川に制約される形
　　のデルタ地帯全般に市街化が波及。
　・第三段階一旧村である農業地帯の市街化進展（境
　　野，広沢）
　・第四段階一1955年代に公営住宅，ミニ工業団地を
　　建設した相生地区への，急速な市街化の進展。
　・第五段階一隣接する笠懸村への都市的機能流出，
　　および薮塚・大問々等への立地。
　・第六段階一隣i接地域への立地と平行して，川内・
　　梅田・菱等新市域への住宅立地および，既成のス
　　プロール地区への住宅立地密度上昇。
　・第七段階一さらに隣接地域，新里村などへの住宅
　　立地，市内においては民間ディベロッパー，企業
　　局等による丘陵地開発。
（7）第二段階
　笠懸　　　　　　菱
　　　　　　　桐生
　藪塚　　　　境野
　　　広沢
山岳・河川に囲まれた甲地に
lli街地が発展する
（エ）第五段階
隣接地域である，笠懸町・藪
塚本町・大間々町へ波及
（イ｝第三段階
1日村農業地帯ヘスプロールが
始まる
（x）第六段階
隣接地域への波及と平行して
市内の残された農業地帯へ及ぷ
（ウ｝第四段隣
市営住宅を建設した相生地区
へ急速なスプロールが始まり
その勢いが隣接する笠懸町へ
波及する
（h）第七段階
飛地へのスプロール波及，丘陵地
等の開発へ進展
図4－9　桐生市におけるアーバンスプロールの進展
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などがアーバンスプロールの実態として現れている。
こうしたスプロール現象は・旧村の市街化に止まらず・
特に隣接する笠懸町の土地利用を一変させた・さらに
薮塚・大間々町などへのスプロールとして波及した・
　また新里等に対しては，民間ディベロッパーによる
分譲住宅が建設され・桐生市等からの需要が見られる。
　桐生市におけるアーバンスプロールの直接的な原因
は，市街地周辺に，格好な住宅発展余地が乏しかった
ことと，住宅建設への気運が高まったことなどがる。
　つまり，市街地周辺に住みたくても宅地が得られず，
周辺部に比較的安価な土地が存在していたために・
郊外化を生じたと解釈できる・
　この七段階に区分したアーバンスプロールの経過は，
図4－9に示した通りであるが，山岳・丘陵・河川な
どの地形条件が，市街地発展を大きく歪曲しているこ
とが理解できる。
　特に笠懸町における人口増加の中心は，桐生市から
の転出人口であり，1965年代以降の，時代の風潮とで
も言うべき局部的スプロールが
見られる。　　　　　　　　　　　（ア｝第＿段階
　笠懸町では，1960年以降70年　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　桐生市頃までに，村内4区・1区など，
桐生市に隣接する地区において，
桐生市からのスプロールが発生
した。
　農地転用のメカニズムでも述
べているように，スプロールを
許容する一方では，土地所有者
である農業者側の「農地処分の
事情」が存在するわけであり，
このことが証左と言えよう。し
かしながら，桐生市の都市発展
の必然性から見れば，笠懸・薮
塚・大間々などは，都市化の圧
力を直接的に受けやすい位置に
あり，これまでの経過は，必然
的に生じた現象と見るべきであ
ろう。
　1965年代に入ると，笠懸町へ
のスプロールはますます進行し，
住宅のみならず，工場・商店・
卸売市場・合同庁舎など官民を
問わず，多くの都市機能が移転
した。
　またスプロール先も，隣接地
区から次第に町の内部に及び，
地形的に立地条件の悪い10区
（村西部）を除いて農地の改廃が
進行した。
　2）太田市
　太田市においては，従来市街地面積が狭小な状況の
もとに推移してきたが，その後の人口増加が続く中で，
中心市街地および周辺住宅地が形成されてきた経過が
ある。　（図4－10参照）
　この点においては，戦前において既に市街地の骨格
が形成され，戸数密度の高い市街地形成が行われた，
桐生市・足利市などとは著しく異なっている。
　いわば新興都市として，1955年以降急速な都市形成
が進展した都市である。
　ここでは旧太田町と，周辺農家集落の構成という形
で推移してきた市街地が，昭和35年以降，都市計画の
推進として住宅団地建設・土地区画整理事業を行った
ことから，次第に近代都市としての様相を整え，就業
機会の増大と都市施設の整備に関わりながら，アーバ
ンスプロールが進行した。
　太【ll4∫の公共住宅建設の経過は，1955年・57年・59
藪塚本町　　　強戸毛
　　　　　　里田
宝：・．
?
　鳥之　　　九合
市街地隣接地区である，九合・韮川
・沢野・鳥之郷・宝泉等新市域への
スプロールが始まる
（b）第三段階
既存市街地の密度上昇と共に，主要
道路沿線へのスプロールも進展．ま
た計画住宅団地問辺へも波及
（イ）第二殿階
九合・沢野・鳥之郷・　．41i川・宝泉へ
のスプロールが更に進展，市街地西
部へこれが波及
（エ）銅四殺階
全市にスプロールが及び，　一部は隣
接する邑楽町，新田町へと波及，区
画整理地区周辺にも及ぶ
図4－10太田市におけるアーバンスプロールの進展
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年にかけて，新井市営住宅の建設が行われ，】962年に
韮川・強戸・竜舞市営住宅，1963年に岩瀬川・牛沢市
営住宅がそれぞれ建設された。
　また64年には，岩瀬川・牛沢，65年に八幡・石原・
岩瀬川市営住宅，67年に市営高原住宅，68年に市営鳥
之郷住宅，74年に宝泉住宅団地が建設されている。
　一方，これと平行して1961年から，九合地区土地区
画整理事業が開始されたが，69年には市街地南部の浜
町・新井土地区画整理事業，西藤土地区画整理事業に
着手している。
　駅南の商店街形成は，1966年の駅南口開設と関係し
ており，これらの公共事業が，後のアーバンスフロー
ルに対しての誘因となった。
　また太田市の場合，戦前より新井町住宅，藤久良住
宅など中島飛行機従業者住宅が立地していたことは，
後の住宅地形成の核として見逃せない。
　同市におけるスプロールを，時代区分により追って
みると次のようになる。（図4－10参照）
　・第一段階一1960年から70年にかけて，市街地隣接
　　　　　　　地区である九合・沢野・韮川・鳥之郷
　　　　　　　・休泊・窯泉などへの住宅、冠也が進展
　　　　　　　した。この時点においては特に九合・
　　　　　　　沢野・韮川・宝泉の人口増が顕著であ
　　　　　　　り，住宅も平行して建設されている。
　　　　　　　　太田市の場合，北部が金山にさえぎ
　　　　　　　られる形で発展の阻害要因となってい
　　　　　　　たことから，発展の方向は市街地南部
　　　　　　　・西部へ向かったものと推測される。
　・第二段階一1970年から75年の5年間においては九
　　　　　　　合・沢野・韮川・鳥之郷・宝泉地区の
　　　　　　　アーバンスプロールが進行するととも
　　　　　　　に人口も急増した。特に市街地は，旧
　　　　　　　太田町を中心として，東武線以南の区
　　　　　　　画整理事業が行われたことから，市街
　　　　　　　地南部が連担市街地として市街地の骨
　　　　　　　格を形成することとなった。
　　　　　　　　またとの時期には，市街地西部の藤
　　　　　　　久良・藤阿久に公営住宅が建設された
　　　　　　　こともあり，この周辺への住宅立地が
　　　　　　　発生した。更に，この時期においては
　　　　　　　東部・西部工業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　足利市団地の用地造成
が開始されてお
り，さらに国道
122号バイパス
建設なども，住
宅立地を容易に
したと言える。
　・第三段階一1975年から80年の5年間においては，
　　　　　　既存市街地の密度が高まるのと平行し
　　　　　　て国道122号沿線，主要地方道前橋古
　　　　　　河線・太田熊谷線沿線へのスプロール
　　　　　　が進展した。
　　　　　　　この時期においては，市街地周辺へ
　　　　　　のスプロールとともに，藤久良・藤阿
　　　　　　久・高林・韮川において，飛地的な一
　　　　　　団地の住宅地が形成され，宝泉や市街
　　　　　　地周辺部の残存農地へのスプロールが
　　　　　　進展している。
　　　　　　　　また1978年に国道50号バイパスが完
　　　　　　成したことは，周辺の住宅立地を更に
　　　　　　促進する役割を果たしている。
　・第四段階一一1980年以降については，全市的に人口
　　　　　　増加が続く中で，アーバンスプロール
　　　　　　　も全市および一部は隣接邑楽町，新田
　　　　　　　町まで拡がり，特に区画整理事業によ
　　　　　　　る住宅地周辺，主要道路沿線などへの
　　　　　　　スプロールが目立つようになった。
　　　　　　　　特に市全体としては，宝泉地区・lli
　　　　　　　川地区への人口増加が引き続いている。
　3）館林市
　ここでは1965年代以降，住宅を中心とする都市的機
能が市街地隣接部，市街地南部へと流出しはじめ，市
街地および城沼を，西から馬蹄形に囲むような形でア
ーバンスプロールが発生した。
　市域は，市街地である旧館林町と，新市域である周
辺農業地帯により構成されているが，市街地の拡大は，
まず外周から始まった。その後は，1970年頃において，
市街地西部および南部の畑作地帯に，集中的に発生し
ている。
　館林市の場合，市域内に多くの農用地を含んでおり，
地価水準も低かったことから，スプロールが市外へ及
ぶことは希であり，概ね市域内の農地を改廃する形で
進んでいる。
　特に，市の南西部，六郷・多々良においては，他の
旧村部とは比較にならない程の，スプロールが見られ
土地利用の様相は一変している。そのために，小中学
校区の再編成を伴うなど，地域社会構成も影響を受け
図4－11館林市におけるアーバンスブロールの進展
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ることとなった。
　このように，館林市におけるスプロール現象は・市
街地の周辺，六郷’多々良への局部的発生という形で
推移してきたが，近年においては・隣接邑楽町の計画
住宅団地への移住も見られるようになり・新たな局面
を迎えている．（図4－11参照）
　4）足利市
　市街地の空洞化現象が進展するのと平行して，市街
地周辺へのアーバンスプロールが発生した。ここでは
他市と同様，市街地外周部に対するスプロールが，ま
ず発生したが，特に国道50号バイパス（現50号）の開
通，大学の開設，住宅団地の建設などにより，その周
辺への住宅その他，都市的機能の分散が発生している。
　この具体的誘因としては，トリコット工業団地の建
設（1960年），足利工業大学の開設（1967年），毛野住
宅団地（1974年），国道50号バイパスの開通（1975年）
などを上げることができる。
　また足利市においても，太田市同様土地区画整理事
業が進められてきており，1966年に毛野南部第1土地
区画整理事業，71年に足利駅前土地区画整理事業，73
年には問屋団地の開設，1980年に足利駅南土地区画整
理事業，81年に江
川利保土地区画整　　　　　　　　　（ア）第一段階
理事業，82年に葉　　　　　　　　小俣鹿熊野土地区画整
理事業がそれぞれ
行われ，一般の住
宅立地の誘因にな
ったものと思われ
る。　　　　　　葉鹿
　市街地の空洞化
現象は，商業者等
の職住分離に伴っ
て，市街地の常住
人口が郊外部へ分
散したことや，市
街地居住者が，よ
り生活環境条件の
優れた土地へ転居
したことによるが，
その対象地として
は，新興住宅地が
選ばれ，市郊外部
をはじめ，隣接す
る邑楽町，太田市
などへも転出した。
　足利市における，
ア『バンスプロー
（イ）第三段階
富田
佐野市
ルの経過を追ってみると，次の通りである。
　・第一段階一既存市街地を中心とし切り通し，丘陵，
　　　　　　　渡良瀬川など，市街地発展の地形的阻
　　　　　　　害要因を越えることなく，市街地内部
　　　　　　　の密度が向上する形で，住戸密度の高
　　　　　　　い市街地が形成された。（図4－12参照）
　・第二段階一市町村合併の進展とともに市街地周辺
　　　　　　　部への住宅立地が行われるようになり，
　　　　　　　既存市街地から隣接の三重・毛野・北
　　　　　　　郷・借宿などへの流出がはじまった。
　　　　　　　　この時期は概ね1960年以降であり，
　　　　　　　市町村合併が一段落する，1962年を前
　　　　　　　後し，トリコット工業団地，御厨工業
　　　　　　　団地の建設・造成開始，足利商業高校
　　　　　　　開設，農協合併など社会的変化が起こ
　　　　　　　ったことも遠因となっている。
　・第三段階一1965年代に入ると，足利工業大学が開
　　　　　　　設され，毛野南部土地区画整理事業が
　　　　　　　完成するなど，新たな住宅立地を促す
　　　　　　　インパクトが発生したことや，田中橋
切り通し，丘陵，河川
の内側で住戸密度の高
い市街地が形成される
国道50号バイパス慨通
，山辺・駅周辺の区画
整理班業により南部の
スプロールが著しく進
展，平行して市街地北
部，西部へも波及した
（ア）第二段階
（ウ）第四段階
図4－12足利市におけるアーバンスプロールの進展
大学の閑ac，’?買q地
区画幣理事業，トンネ
ル建設等により，スプ
ロールが進展，市南部
への開発機運が高まる
南部・北部・西部へのT
スプロールが統く中で
，芭楽町等隣接地域へ
も波及
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　　　　　　　・岩井橋が完成，東山トンネルが開通
　　　　　　　し，切り通しの拡巾工事が行われるな
　　　　　　　ど，市内の連絡性が改善されたことか
　　　　　　　ら，郊外化はますます進展した。
　　　　　　　特に，1967年の足利工業大学開設は，
　　　　　　周辺農業者の下宿経営につながり，大
　　　　　　学をインパクトとする，新興住宅地化
　　　　　　　の原因となった。また東山トンネルの
　　　　　　　開通に伴い，市街との連絡性が著しく
　　　　　　　「句1：した結果，新たな優良住宅地とし
　　　　　　　て多くの住宅立地を促した。
　　　　　　　　さらに，渡良瀬川河南へのスプロー
　　　　　　　ルの進展はトリコット・御厨工業団地
　　　　　　　の建設，橋梁整備による市街地への接
　　　　　　　近性向上に伴い，既存集落地，東武線
　　　　　　駅勢圏へ波及した。
　・第四段階一1975年代には国道50号バイパスが完成
　　　　　　　し，山辺地区土地区画整理事業，駅南
　　　　　　　土地区画整理事業が行われると共に，
　　　　　　　市の開発気運が南部に向かったことも
　　　　　　　あって，市南部へのスプロールが進展
　　　　　　　した。
　　　　　　　　また江川利保土地区画整理事業，葉
　　　　　　　鹿熊野土地区画整理事業などは，市北
　　　　　　　部市西部への住宅立地の誘因となり，
　　　　　　　南部へのスプロールと平行して，北部
　　　　　　　・西部へもスプロールが及んだ。
　・第五段階一1975年代において市南部・西部・北部
　　　　　　　への住宅立地が進行する中で，隣接地
　　　　　　　域である邑楽町・太田市への住宅需要
　　　　　　　が発生し，人口転出を招いている。
　　　　　　　足利市では1965年代のトリコットプ
　　　　　　　ームの中で，多くの女性労働力が市内
　　　　　　　に居住し，人口も順調に増加していた
　　　　　　　が，1970年以降，次第に繊維が不況に
　　　　　　　陥り，人口増加も鈍化している。
　　　　　　　　また市街地の地価高騰，周辺部の区
　　　　　　　画整理事業進展などもあり，計画住宅
　　　　　　地への人口定着と，その周辺へのスプ
　　　　　　　ロールが続いている。
　5）佐野市
　イノll野rfiは，1日国鉄佐野駅を中心とした市街地が，歴
史的にも占く，これが四周への発展を繰り拡げながら
発達してきた。市街地の基本形は，城下町である現在
の中心市街地と，日光例幣使街道沿いの，犬伏一帯で
あり，これを中心として，洪積台地上に拡散する形で
周辺農業集落と連担してきた。
　ここでのアーバンスプロールは，主要道路沿線への
稲妻型スプロールと，市街地北部，および台地上の市
街地南部へのスプロールが見られる。
　佐野市においても，1955年代から公営住宅の建設や　’
土地区画整理事業が進み，57年に高萩市営住宅，63年
に市営米山団地，67年に市営・県営石塚住宅団地が建
設された。
　また，tg70年以降には，市営・奈良渕団地造成事業，
1975年に奈良渕・菊川住宅団地が建設されている。
　一方，これと平行して，土地区画整理事業も進展し，
1967年に犬伏新町十地区画整理事業が施行されたのを
はじめとし，73年に上石塚土地区画整理事業が実施さ
れている。
　1975年代に入ると，区画整理事業はさらに盛んにな
り，76年には奈良渕土地区画整理事業，78年には菊川
・佐野南部土地区画整理事業，80年には犬伏第一，84
年には佐野西部第一・第二土地区画整理事業が実施さ
れた。
　1986年からは，市街地開発としての佐野駅南部土地
区画整理事業が開始された。
　これら計画的住宅地と平行して，スプロールが発生
進展したが，その誘因として，幹線道路整備や土地区
画整理事業がある。
　佐野市のアーバンスプロールは，次の経過を経て現
在に至っている。（図4－13参照）
・第一段階一まず旧市街地である駅周辺，佐野大師
　　　　　　　などを中心として，東武佐野線，秋山
　　　　　　　川に挟まれた一帯の市街地が形成され
　　　　　　　た。
　　　　　　　　また，この時期においては，FI光例
　　　　　　　幣使街道，佐野田沼線沿線への，列状
　　　　　　　集落の形成が見られる。
　　　　　　　　この状況は1955年以前において既に
　　　　　　　見られる。
・第二段階一市街地の発展は南部に向かい，これと
　　　　　　　平行して，佐野行田線沿線へのスプロ
　　　　　　　ールと犬伏地区，市街地の両毛線以北
　　　　　　　への住宅立地がはじまる。またこの時
　　　　　　　期には，従来都市的土地利用が進展し
　　　　　　　なかった，国道旧50号秋山川以西への
　　　　　　　流通業の立地が見られるようになった・
　　　　　　　　犬伏地区へのスプロールは，高萩市
　　　　　　　営住宅，米山団地などや，工業団地な
　　　　　　　どにより開発気運の高まった，市街地
　　　　　　　東部・東北部への住宅立地に影響した
　　　　　　　　これは主として，1955年代であるe
・第三段階一1965年代は各都市ともに活発な開発’
　　　　　　　アーバンスプロールが発生した時期で
　　　　　　　あるが，佐野市においても合併した赤
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見地区への住
宅団地建設，
　　　　　　　赤見土地区画整理
事業が進むと足利市
ともに工場用
地造成が数多吾
く発生した。
　この時期に
おけるスプロ
ーノレ亭ま，　げ∫往∫
地南部におい
て，東武佐野
線を越えて植
野地区南部に
及ぶようにな
り，北部にお
いては，旧国
鉄両毛線以北
への住宅立地
が進行した。
　特に堀米地
区には，新規
住宅立地が目1
立っている。
（ア）第一段階
　田沼町 旗川
　堀米
　佐野
鉄道駅周辺，秋山川，東武線
の内側において，甫街地が形
成され，例幣使街道沿いに列
状集落が形成されている
に）籍四段階1
市街地北郎の計画住宅団地の
建設と関係したスプロール，
市衛地南部・西部へ波及，南
郎は国道50　Piへ至る
（イ）第二段階
市街地の発展は南部へ向い，
佐野行田線沿線，犬伏地区へ
のスプロールが始まる
（オ）第五段階
スプロールは全ttiに拡がるが
低調となり，隣接する田沼町
の連組地区に住宅地が形成さ
れる
図4－13佐野市におけるアーバンスプロールの進展
　・第四段階一1975年代に入ると，市の住宅計画は市
　　　　　　　街地北部に向けられ，土地区画整理事
　　　　　　　業は北部からはじまり，南部・西部へ
　　　　　　　の開発へ発展した。この時期において
　　　　　　　は犬伏地区の人口が急速に増加したた
　　　　　　　め，小学校が新設されている。
　　　　　　　　南部への住宅立地は，78年に実施さ
　　　　　　れた佐野南部土地区画整理事業の影響
　　　　　　が多大であり，植野地区における住戸
　　　　　　密度の高まりは次第に南下し，国道50
　　　　　　号に至る勢いを見せている。
　・第五段階一1979年頃より市周辺部の整備が進展し
　　　　　　たが，西部土地区画整理事業，菊川土
　　　　　　地区画整理事業は，これまで秋山川を
　　　　　　障害として西部に及ばなかった市街地
　　　　　　の発展を可能にしたばかりでなく，田
　　　　　　沼町吉水地区と，連担する状況となっ
　　　　　　ている。
　佐野市の場合，太田や足利同様，市街地周辺部に広
大な農用地があったため，これを開発することにより，
都市発展に対応してきた。
　また，アーバンスプロールも市域の範囲で発生し，
隣接地域に流出することは，きわめて少なかったと言
Kる・むしろ，市街地が狭小で，後発的発展を余儀な
（ウ）第三段階り
市街地南部，旧国鉄以北、新
市域の赤見地区へのスプロー
ルが始まる
くされたため，市街地の拡大が，そのまま都市発展の
様相となっている。
　一方，小山市や結城市・下館市などにおいて見られ
る，国道50号沿線へのアーバンスプロールは，植野・
吾妻などの，広大な農用地に及ぶことなく，わずかに
若宮町の土地区画整理事業による，都市的⊥地利用が
見られるのも，佐野市の特徴と言えよう。
　以上，5市を中心として，両毛地域におけるアーバ
ンスプロールの様相を見てきたが，各市の地理地形的
特徴，都市発展の様相，土地利用（開発）規制などの
実情などから、それぞれ大きな差異が認められる。
　特に注目するべき点は，市町村合併により，市街地
の周辺部に広大な農業地帯を有する市と，桐生市のよ
うに，合併地区の農用地面積が狭小であった地域特性
は，スプロールを市域内で吸収するか否かの相違を生
んでいる。
　また，足利市や邑楽町において見られるように，市
域内に農用地があっても，地価の関係から，隣接地域
にスプロールする現象も起こっている。
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4．5　圏域内における開発行為
（1）　開発行為の概要
　まず開発行為の区分としては，
　①住宅系開発
　②工業系開発
　③都市施設系開発
　④公共施設系開発
　⑤ゴルフ場等レジャー施設系開発
　⑥高速道路・幹線道路等の開発
　⑦ダム等の開発
がある。
　圏域内において発生した開発行為を，年代を追って
見ると，戦後の混乱期である，1945年代においてはほ
とんど見られず，1955年代に入ってから，工業団地を
中心とした大規模開発が現れるようになった。
　また地域施設整備においては，市町村合併に伴う中
学校の統合新設が発生している。各年代別に見た開発
の種目は社会・経済の発展と平行しており，時代別に
発生する需要と密接に関係している。例えば，産業振
興に関わる開発は，縄済復興期から経．済の発展期にお
いて多発し，これと関連する幹線道路等・の都rlT施設も
この時期に主要な整備が行われている。
　また市町村合併のような社会構造の改変を促す変化
は，新しい社会構成に対応した施設への需要となって
現れ，役場庁舎をはじめ，小中学校の統廃合，新設な
どに影響を及ぼしている。
　アーバンスプロールが自然発生的な土地利用変
換であるのに対して，ここで検討する開発行為は，
いわば計画的（政策的）土地利用変換と呼ぶべき
性格を持っており，地域の生活環境向上や，経済
開発，レジャーなど生活様式・生活価値観・産業
構造などの変化と密着した土地利用変化というこ
とができる。
　多くの開発行為の中で，他への大きな影響力を
与えた項目として幹線道路整備がある。
　両毛地域の幹線道路網は，明治年間より大きな
変化を遂げてきたわけではないが，1965年代から
急速に進展したモータリゼーションは，必然的に
道路網整備の必要を促し、圏域内の東西，南北軸
の整備が行われた。この道路網整備は，これまで
公共輸送面において，利便性の低かった土地の価
値を高め．新たな開発を促す役割を果たしてきた。
　特に農川地の中に建設されたバイパス道路は，
その沿線開発を可能にしたことで，沿線道路の価
値を高め画期的な土地利用変化の影響要素となっ
た。　（例えば国道50号バイパス，国道122号バイ
パスなど）
　また東北自動車道，およびインターチェンジの
新設は，東北地方，京浜への連絡性強化という面にお
いて，大きな変化であったと言える。
　このように，幹線道路整備は，その沿線開発の潜在
的発展可能性を高める役割を果たしてきたが，それを
裏付けるように，太田市東部工業団地，足利市野田工
業団地などが建設され，現在も沿線工業団地開発への
気運は高い。
　また北関東自動車道，広域産業道路実現は，圏域全
体から切望される懸案となっているが，このことも道
路開発の派生的効果を期待してのものである。
　一方，工業開発以外の影響としては，第三次産業の
郊外進出があり，市街地の地価高騰とモータリゼーシ
ョンの進展が，郊外への商業・サービス業立地を可能
にし．圏域内の幹線道路沿線には，各種サービス業種
が進出することとなった。
　圏域全体として希望の高い，前述2路線は，現在的
に実現に向かっているが，既にその沿線開発への期待
感，民間の開発機運は高まっている。
　工業系開発は，工業団地の造成，それより小規模な
企業誘致等工業再配置，　DID内工場の郊外展開，農山
村工業導入がある。この分野の開発は，関連企業，従
業員宿舎あるいは雇用促進事業団による集合住宅等，
関連開発を伴う点で大規模な開発と言える。
　住宅系開発は，各地域における公営住宅団地，民間
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図4－14圏域内における大規模開発行為
　　　資料出典：1975年以降，筆者が参加したヒ地利用関係謂査
　　　　　　　の資料を分析し，概念的に整理したものである。
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による宅地開発・分譲住宅等一団地の住宅団地と，小
規模な宅地・分譲住宅がある。
　都市施設においては・各水準の道路をはじめ，終末
処理場が大規模開発に属す種目である。
　1970年以降の開発行為の中で，特にゴルフ場の開発
が注目される。これは山間部に多いのであるが，近年
は河川敷，湿地帯など平地においても，ゴルフ場の建
設が行われた。　（表4－14参照）
　以下，開発行為の中でも，計画的かつ大規模開発で
ある工業系開発を事例として述べる。
（2）　大規模開発の例としての工業団地開発
　1）　圏域内における工業団地開発の経過
　ig65年代から75年にかけての20年間は，わが国産業
が復興し，高度経済成長を経た後，安定成長へと移行
する大きな変動期であった。
　昭和1965年代，すなわち新全国総合開発計画が積極
的に推進された時期においては，各地において大規模
工業開発を含む開発プロジェクトが施行された。
　また時期を同じくして，大都市圏における居住環境
問題の顕在化，地価高騰等による企業への地方都市圏
への移転，低開発地域における工業開発が進展した。
　さらに，地方都市に根ざした企業の発展的拡大も発
生している。
　群馬・栃木両県における工業団地開発は，このよう
な社会的風潮の影響を濃厚に受けて，推進されてきて
おり，その結果，少数の例外を除いて，県内主要都市
にはそれぞれ工業団地が立地することとなった。
　この間，他のナショナルプロジェクトとして，東北
・上越新幹線，東北縦貫高速自動車道，関越自動車道
路が両県の中心部を通過する形で設置され，この沿線
に立地する地域の土地利用において，潜在的開発価値
を向上させる大きな影響力となった。
　低成長経済という経済環境変化の一方で，地方の時
代と言われ，各地域とも地域の活性化を眼目とする振
興策を模索している所であるが，その主要項目の一点
として必ず登場するのが工業開発である。
　ここでは，群馬・栃木両県における昭和30年代以降
における工業団地開発の経過をたどりながら，将来展
望の一助としたい。
①群馬県・栃木県における工業団地開発の経過
　1965年以降現在までに，群馬県においては，75団地
1，871・6ha，栃木県においては，50団地一3，655．6haの
工業団地造成が行われている。（図4－15・16参照）
　現在，圏域内には建設中のものも含め，36の工業団
地が立地しており，その総面積は992．6ha（群馬県側
一704・6ha，栃木県側一288ha）となっている。
　また群馬県側には全体の76％にあたる28団地，栃木
県側には9団地が立地し，両県工業団地総面積の約18
図4－15群馬県内の工業団地分布
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％を占めることとなった。（時期は土地造成の開始時
期を使用）これらの団地の建設過程を追ってみると，
1955年代に開発されたものとしては，群馬県が21団地
一431ha，栃木県が12団地一912．8haであり，両県の合
計で，33団地，　1，343，8haがある。これは団地総面積
の25．7％に相当する。
　またこの時期において，圏域内では，　！1団地149。6
haが開発された。団地数については，群馬県東毛地区
が多いものの，面積では佐野工業団地を含む栃木県両
毛地区の開発面積が大であった。
　1965年代に入ると，経済成長の影響を反映して工業
団地開発が急速に進み，群馬県では前半に10団地355．l
ha，後半には12団地一506．5haが開発された。
　また栃木県では，70年迄に6団地一570．7ha，75年
迄に15団地一89L7haが開発されている。すなわち，
1965年代においては，群馬県が22団地一861．6ha，栃
木県が21団地，1，462．4ha，両県を合わせて43団地，
2，324haが開発されたことになる。
　これは両県工業団地総面積の，42％に相当し，この
時期における開発熱の高さを知ることができる。
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　1975年代における開発傾向は，両県ともにますます
高まり，群馬県では開発面積の上では，527．4haと栃
木県の1，048．7haを下回っているものの，ほぼ全県に
わたり，18団地が建設されている。
　詳しくはig80年迄に，群馬県では10団地一313．5ha，
後半には18団地，213，9haの開発が行われた。　一方，
栃木県においては，前半に6団地，69Z　6ha，80年以
降には3団地一351．1haが開発された。これは両県工
業団地総面積の28，5％である。
　2）両毛地域における工業団地開発
　両毛地域については，1970年迄に6団地，290．1ha，
75年迄には，9団地，301．7haが開発され，1965年代
としては，15団地一59L8haとなっている。この内，
群馬県側では，東毛地区において10団地一437．2ha，
栃木県側では両毛地区において，5団地一154．6haが
開発されている。
　更に1980年迄に，4団地，151、8haが，1985年迄に，
5団地，84，7haが開発されるに止まっているが，こ
の内、群馬県東毛地区においては，3団地146．8ha，
栃木県両毛地区においては，田沼工業団地の26．5ha
が開発された。（図4－17参照）
　圏域内の市町村に立地している工業団地は，次の通
りである。　（工業団地名は省略する，年次は造成開始
時期を示す））
a）　桐生市
b）　太田市
c）　　食i言イこ木ifゴ
d＞　足利市
e）佐野市
D　大泉町
相生
境野
矢場川第一
矢場川第二
太田
太田西部
太田東部
西矢場
植木野
矢場
新野
館林
館林北部
御厨
大月・助戸
久保田
八坂
羽刈
荒金
佐野
赤塚
吉田
寿崎
仙石
????????????????????????? ??????????????．???． ? 。 ??。? ? ? ????? ?
　　　　資料出典：1987年．筆者が市町村に依輌して調査した．
　　　　・《．　　　　　　工業団地誘致企業の実態より図化
　　　　／　　　　　　したものである。1．
．，一一．
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? 沢．
??」
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図4－17　両毛地域における工業団地分布
9）　邑楽町
??
??
??
千代田町
板倉町
新田町
k）　尾島町
D　新里村
m）　田沼町
大利根
邑楽
鞍掛第一
鞍掛第二
板倉
新田西部
新田北部
尾島
新里
新里芝
多田
1969年
1971年
1975年
1975年
1976年
1972年
1985年
1982年
ig83年
1984年
1976年
?、「?
52，lha
26，6ha
57．9ha
50．4ha
38．5ha
61．8ha
14．7ha
49．Oha
3．4ha
4．7ha
26．5ha
　このように，両毛地域では，例外なく工業化を図っ
てきている。両県では，近年の工業開発を，県内他地
域に向け，新たな工業基地の計画を進めている。
　その代表的な例が，宇都宮テクノポリスである。
　3）群馬・栃木両県における工業団地開発の傾向
　両県における，工業団地開発の経過は，このような
状況であったが，両県別の開発傾向には次に述べるよ
うな差異が見受けられる。
　①事業主体の相違
　　その第一点として，群馬県の団地は古いものを除
　いて，概ね県の企業局により開発されてきているが，
　栃木県の場合は，さまざまな事業主体によって開発
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されてきたことがあげられる。
　それは，県土地開発公社，市街地開発組合，工業
団地協同組合，市土地開発公社等によるものである。
　この相違は，群馬県企業局が，水資源開発，ダム
建設，発電等を手がけてきたことから・事業能力の
高い特異な企業局であるためと説明されている・
②開発規模の相違
　第二点としては，両県における開発規模の相違を
あげることができる。群馬県の工業団地の中には，
100haを越えるものはなく，最大規模のものでも太
田西部工業団地（63．5ha）が数えられる程度である。
これに対して，栃木県においては，100ha以上のも
のが10団地あり，ことに，宇都宮清原工業団地は総
面積が387．7ha，工場用地面積が264．8haと大規模で
あり，喜連川工業団地は総面積で363．8ha，工場用
地面積で264．8haとなっている。このほかには，宇
部宮工業団地，真岡第1工業団地，芳賀・高根沢工
業団地，芳賀工業団地はいずれも150haを越える大
団地である。
③地区別開発動向の特徴
（ア）群馬県側の特徴
　群馬県においては，1955年代に21団地，1965年代
においては，22団地が開発され，現在の団地の大半
は，この20年間において造成に着手している。
　1975年代に入ると，二度にわたるオイルショック，
や，その影響とされる経済成長の鈍化が産業全般に
わたって影響を与えたものの，群馬県内では1965年
代を越える活発な建設が進められた。
　群馬県全体を広域市町村圏ごとに開発動向を眺め
てみると，圏域に含まれる東毛地区においては1965
年代に太田・大泉を中心として，館林を含む8団地
が開発された。
　また同じ時期において，県央地域では，前橋・高
崎を中心とする7団地，西毛地区においては，藤岡
’富岡の各市において，5団地が開発されている。
　開発団地数の比較によると，東毛地域が最も多く
なっているが、開発総面積としては県央が319．9ha
と最も多く，東毛は42，7haに過ぎない。
　結局1955年代の工業団地開発は，前橋・高崎およ
び周辺地域の開発と，太田・大泉・館林を中心とす
る工業振興，という二つの流れとして整理すること
ができる。
　1965年代に入ると，東毛における工業団地開発が
活発化し，開発団地数，工場用地面積ともに県内
の約半数を占める勢いを示す結果となった。
　1965年代における開発総面積は，県全体で861，6ha
となっており，東毛地域においては，その51％が開
発された。前半の団地数，開発面積においては，東
毛広域圏と高崎・佐波伊勢崎広域圏の合計が，ほぼ
等しく，東毛，県央にバランス良く開発が行われた
が，1970年以降は東毛に5団地，伊勢崎佐波地区に
3団地が開発され，この2地区で約90％の面積を占
める結果となっている。
　1965年代における東毛の開発の内容は，それぞれ
50haを越えている，太田の3団地，大泉の1団地T
新田の1団地と，40haを越える館林の1団地があり，
これらの開発によって，両毛地域を構成する東毛地
区の工業基盤は更に強化されたと言える。
　1975年代に入ると，工業団地開発熱はさらに高
まり群馬県全体としては，28団地，527，4haが開発
された。また開発件数については，地区別差異が見
られないものの，開発面積では東毛が最も多くなっ
ている。
　このように，1955・65・75年代にわたって，開発
が進展した結果，群馬県全体の団地数は，桐牛市等
を含む県東部に，27団地，県央37団地，西毛H団地
となり，県央地区に最も多くのL業団地が、7：地する
こととなったのである。
　また工業団地総面積においては，県全体の団地面
積L871．6haの内，東毛地区には37．6％県央部（3
広域圏）が54％を占め，この4広域圏の工業化傾向
が高まった。（表4－4参照）
（イ）栃木県側の特徴
　一方，栃木県内においては，1955年代に県南，県
央地域の団地開発が先行し，県南部において都11i基
盤整備が進行すると，次には低開発地域であった宇
都宮を除く県央部，県北部へと，開発対象地域が
移行していった様子を伺うことができる。
　開発を年代別に見ると，1955年代においては県央
地域で6団地，県南地域で6団地が開発され，開発
面積の合計は，912．8haとなった。
　この内，両毛地区においては，足利市の3団地，
106．9haが開発されている。
　1965年代に入ると，21団地L462．4haの工業団地
が造成されたが，その内県北では6団地一315．2ha，
県央には6団地一738．5ha，県南には9団地一408．7
haが開発された。
　この内，両毛地区については，5団地一154．6ha
が開発され，この中には，佐野工業団地のlll．3ha
と足利市における4件の小規模工業団地が含まれる。
　1975年代においては，9団地一1，042．5haが造成
されているが，栃木地区，鹿沼地区，日光地区を除
いて，県内各広域圏ごとに開発が行われている。
　しかしながら，開発面積においては，県北の塩谷
地区が最も大きく，　590．2haとなっており，芳賀の
248。4haも大きいが，両毛広域圏においては田沼工
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表4－4広域市町村圏別に見た，群馬・栃木両県の工業団地建設経過
（単位：団地・ha）
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　各1．業団地のi‘1一地時期は，　　　　　　　　t；te造成時期をもって，本格的な建設が開始されたものとした。，3．
業団地の26．5haが開発されているのみである。
　このような経緯をたどりながら，栃木県の工業団
地開発は進行してきたが，栃木県の特徴としては，
日光地区を除いて，各広域市町村圏それぞれに工業
団地を配置する方向で開発が行われたことを理解す
ることができる。
　以上の結果，開発総面積は，3，655．6haと群馬県
の2倍を越える工業団地を保有することとなった。
この内訳として，団地数，開発総面積ともに県央部
に最も多く立地することとなり，16団地，　L613．8
haで総面積の44．1％を占めることとなった。
　また両毛地区には9団地，288ha（総面積の7，9％），
県南部全体では，17団地，774ha（総面積の21．2％）
が立地することとなった。（表4－4参照）
（ウ）両県の特徴
　群馬県においては，東毛地区の工業化が急速に進
展し，県央部と勢力を2分する勢いを示す状況とな
ってきたが，その中心は太田市・大泉町であり，加
えて農村への工業導入が大きく影響している。
　しかしながら，可住地面積の少ない桐生市と，周
辺農村部においては．まとまりある工業団地開発は
少なく，わずかに桐生市において，ミニ工業団地2
件1新il！村において2団地が建設されたのみである。
　また一1二業団地は建設したものの，景気の変動によ
り予定された企業が立地しない事例があったり，分
譲において難行する例も見られ，工業団地開発が直
接的に地域の産業基盤強化に結びつきにくいことを
示している。
　栃木県においては，1955年以降，足利市・小山市
・宇都宮市など，工業拠点都市を中心とした工業団
地の開発を行ってきたが，東北白動車道，東北新幹
線など，国土幹線の開発整備と歩調を合わせるかの
ように，工業低開発地域に対する積極的な開発を推
進してきている。
　特に注目されるのは，従来の生活拠点，工業生産
拠点は宇都宮・足利市をはじめ，県南の栃木・小山
・佐野市などであり，県東部・北部は農林業中心の
地帯として推移してきたのであるが，これらの地域
に対して工業開発を推進したことは，県内の人口再
配置，地域産業基盤の強化などにおいて，多大な影
響を発揮することになったと思われる。
　工業団地の造成は，各地域における製造品出荷額
に直接影響し，群馬県においては太田・大泉の工業
都市はもとより，工業導入を行った農村の出荷額増
大という結果をもたらした。
　また栃木県においては，1960年の製造品出荷額第
1位の都市であった，足利市の地位が，1965年～70
年の間に第3位となり，代って宇都宮市・小山市が
急成長したことや，真岡・矢板市など工業勢力の低
い地域が成長し，工業勢力地図は徐々に変化し
てきている。
　以ヒ，両県の工業団地開発および，両毛地域の実
情について検討してきた。これらは，昭和40年代以
降，全国レベルで急速に進展した工業化傾向，工業
再配置などと，密接な関係を持ちながら，実現され
てきた結果と言える。
　しかしながら，地場産業の伸び悩みを打開しよう
とする圏域内の産業関係者，行政関係者間には，さ
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らに工業化傾向を進めていこうとする強い希望があ
る。特に県南からはじまって・県央・県北へと開発
対象が移っている栃木県においては・再び県南への
工業開発が必要であるとの意見があり，将来の重要
な検討課題として残されている。
　4）農山村地域への工業立地傾向
　①全体の傾向
　これまで農業と副業的な家内工業により地域経済
を支えてきた農山村であるが，昨今は一方で農業振
興を図りながらも，他方では新たな産業分野の開拓
を推進しており，その一分野として各地で工業導入
が盛んに行われている。（図4－18参照）
　現在，農山村振興計画を策定する場合，きわめて
多くの地域において工業誘致，工業団地造成が話題
となり，いわば必須的な検討課題となっている。
　その理由は，主として人口減少への歯止め策とし
て，町村内における就業機会をより拡大させようと
する労働環境改善，合わせて若年労働力流出の防止
策。第二点は，Uターン者に対する就業機会提供，
第三点は，企業立地に伴う地域経済の活性化，第四
点は企業からの税収増による，自治体財政の強化，
第五点は，農業再編成に関わり，工業用地としての
農地処分の期待感などである。
　第一点の地域活性化と人口減少対策については，
過疎地域において深刻な課題となっており，観光を
はじめ，農林産物の二次加Tや新規作日の検討が行
われる一方で，最も効果的と見られている工業導入
が行われてきた。
　古くは，1955年代における尾島町へのM電気・H
製作所・Y製作所・N化工の立地，75年代における
F製作所がある。
　このほか薮塚本町においては，30年以降9社，新
田町においては19社，大間々町に4社，板倉町14社，
明和村15社，千代田町14社，邑楽町15社，新里村2
社などがある。
　この内新田町，千代田町，邑楽町，板倉町につい
ては工業団地と関係している。これら単独の企業立
地に加え，1975年代には大規模な工業導入策として
の，工業団地造成が各地で行われた。
　まず1971年に，圏域内農山村では最も早く，邑楽
工業団地（邑楽町）が造成を開始し，次いで1972年に
は，新田西部工業団地（新田町）が造成を開始した。
　1975年代に入ると，鞍掛第1・第2工業団地が邑
楽町，千代田町の一部を含んで，相次いで造成され
た。
　翌76年には，板倉沼の埋め立てにより，板倉工業
団地が，1983年，84年には新里工業団地・新里芝工
業団地が赤城山南麓の緩傾斜地に造成されている。
　また1981年からは，田沼町多田地区に田沼工業団
地の造成が開始された。これら既存工業団地の総面
積は，　231．3haにのぼるが，さらに薮塚本町・尾島
町において，新規工業団地開発が進行している。
　その他の農村部においても営農再建と関係しなが
ら，工業団地の開発を望む声もあることから，農山
村の工業化は益々進展するものと思われる。
　圏域内における，このような変化と共に注目しな
ければならないのは，当圏域の近隣市町村に対する
企業移転がある。例えば，群馬県佐波郡赤tm町に建
設された，香林工業団地や新里・新里芝工業団地に
対しては，桐生市より主力・中堅企業が移転してお
り，IC関係企業も含まれるeこれらも，農山村の
工業導入策に深く関わる現象であり，開発余地に乏
しい桐生市にとっては，大きなマイナス要因となっ
ている。
　このように，農山村における工業導入は都市と農
山村双方の事情を反映して進行しており，地価水準
の低い点や，発展余地に恵まれていることなどが，
背景にある。
②地域別傾向
（ア）邑楽町
　有数の優良農業地帯だが，企業立地，］二業団地造
成により工業化が進展してきている。1972年に，邑
楽工業団地内に自動車用ラヂエター製造のN社が立
地し，1975年には館林ll∫とともに，鞍掛第11：業卜ll
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地を，また同年に千代田町と，鞍掛第2工業団地を
建設した。1985年には，佐野市に次いで圏域内第7
位に浮上し町村部では有数の工業地域に成長した。
（イ）新田町
　新田町も純農村として推移してきたが，ピール製
造のS社が昭和43年に立地し，鉄鋼関係のO社が70
年に町南部の木崎に立地し，生産活動を行ってきた。
　その後，群馬県企業局による，計画工業団地の建
設が行われ，1972年に新田西部工業団地が，さらに
1995年には，新田北部工業団地が造成を行った。
（ウ）新里村
　赤城山南麓の純農村であり，畑作を中心とした農
業が営まれてきた。従って地域に根ざした工業はな
く，これまで工業とは無関係と言うべき状況で推移
してきた。1973年に，東京に本社を持つH社群馬工
場，J社新里分工場が立地し，83年には新里工業団
地、94年には新里芝工業団地を造成し，桐生市から
の電気機器，自動車部品の企業が立地した。
（エ）板倉町
　東毛地区有数の穀倉地帯であり，現在も各種の農
業指標が，圏域内で高い地域である。
　tg76年に，群馬県企業局により，板倉沼の埋め
立てによる板倉工業団地の造成を行った。この団地
には電気メーカーのソニーや，電線メーカーのK社
などが土地を取得し，一部は操業を開始した。
（オ）千イkII］田丁
　ここは利根川沿岸の純農村として，長い期間推移
してきた。】975年に，隣接邑楽町との間に鞍掛第2
丁業団地が造成され，ビール製造のS社が立地し操
業を開始したことから，同町の製造品出荷額は著し
く増大した。
（カ）田沼町
　林野率の高い農山村であり，旧田沼地区のみに平
地がまとまって存在している。ここでは，1981年に
田1内多田地区において，田沼工業団地の造成を開始
した。
4．6　DiDの成長過程
（1）DlDの概況
　土地利用の変化過程に関しては，低層高密度の市街
地拡大，計画的拠点開発，アーバンスプロールを中心
として，都市施設・地域施設等，都市空間の質的な変
化を加えて内容を構成する。
　ここでは第1点の，市街地拡大の様相，連担市街地
の形成を，　DID（DENSELY　INHABITED　DISTRIC丁）の変
化過程分析によって明らかにする。
　DID全般の変化傾向としては，既存市街地外周部へ
の住宅立地（住宅の郊外化），その他都市的機能の立
地により，連担市街地をその範囲に編入しながら推移
してきている。しかしながら，DIDの成長はそれとし
ていわゆる，市街地の空洞化は依然進行中であり，人
口密度の低下人口構成の偏重を生じている点を明記し
ておかなければならない。
　土地利用の側面から見ると，DIDの拡大は当然農用
地の改廃を伴っており，都市的空間の量的な変化は無
論のこと，質的変化も内在しているわけである。
　しかも市街地発展は，すべてが計画的に進められた
都市空間ではなく，市街地の郊外化と拡散の結果，旧
来の市街地が，その密度を低下させながら拡大した様
相を呈している。
　つまり，計画的・非計画的を問わず，都市的土地利
用の進展の結果がDIDの変遷過程に明確に現れている。
資承斗川典：1985年国勢調査縞果，人II集中地区
　　　境界図の加工による。
聯
図4－19　両毛地域におけるDlD設定状況
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　両毛地域内にはDID（人口集中地区）を有する市町
が5市2町ある。桐生市・太田市゜足利市’館林市’
佐野市と大泉町・大間々町である・（図4－19参照）
　1985年におけるDID人口について7地域全てを合計
すると，3541617人となっている。また・同年におけ
るDID面積の合計は，7，890haであるから・同年のDID
平均人口密度は，44・9人／haとなる。
　7地域全体として見たDID人口は，1960年時点にお
いて220、575人であったが，25年間に60・8％増加して
いる。
　またrDID面積は1960年時点で，2，480haであったが，
25年間に218％増加し，1960年の約3．2倍である7・890
haに拡大している。
　しかしながら，DID人口密度については，　DIDの拡大
と関連して低下する傾向にあり，1960年に78．9人／ha
であったものが，70年には65．9人／ha，1985年は44．9
人／haとなってきている。
　7地域の内，25年間にDID人口が最も増加したのは
太田市であり，387％増，次いで大泉町の224％増，第
3番目には足利市の37，6％増をあげることができる。
　このことからも太田・大泉の人［が，いかに増加し
てきているかがわかる。
　一方，DID面積に関しては，7地域の全てが，2倍
以上に膨張しており，地域別には，太田市が8．2倍の
1，720ha，足利市が3．2倍の1，760ha，大泉町が3倍で
630haであり，桐生市においては，2．5倍の850haとな
っている。
　DID人口密度を見ると，　1960年以降各国勢調査年ご
とに各地域共減少してきており，桐生市・館林市・足
利市においては概ね半減してきている。
　先の人口の項において述べた通り，都市全体の発展
経過とはうらはらに，市街地人口は目立って減少して
きていることがDID人口密度の低下によって理解でき
る。1960年時点において，DID人口密度の高かった地
域としては，桐生市が，IOO．64人／ha，足利市では，
1D3．66人／ha，佐野・館林市も約90人／haと比較的集
住していたことがわかる。
　これが25年後の1985年になると，全地域において約
40～50人／haに減少した。
　このことは表4－5に示した通りである。この内，
足利市と桐生市はDID人口密度の減少傾向が高く，逆
に太田市では，1975年以降，大泉町では80年以降増加
する傾向が見られる。
　また館林市，佐野市については，DID人口密度が低
下してきているものの，先の2市に比べると，減少の
度合がやや緩やかである。
　桐生市，足利市におけるDID人口密度の低下傾向は
両市が繊維産業都市であったことから，市街地に低層
高密度の住宅・工場が密集していたものが，産業の変
化に伴って低密度化したことと，多くの都市に見られ
る市街地人口の減少とが，複合的に作用して起こった
ものと考えられる。
　また佐野についても同様のことが言える。太田市に
いては人口の急増に関わらず，DID人口密度は低下
一途をたどっており，住宅建設が低密度でしかも分
散的であることがわかる。
　このように，DIDの拡大は，各地域において面的に
は大きく拡大されたものの，市街地は業務施設・商業
等サービス施設が主体となり，生活臭に乏しい空間と
なってきている。
　DIDの成長時期については，各地域により異なるが
7地域において共通していることは，】970年から80年
にかけての15年間に，著しい拡大が見られる。
　これは人口流動，アーバンスプロールの進展と時期
を同じくしており，各種の計画的開発行為（丁業団地
・住宅団地・その他の宅地開発等）や民間ディベロッ
パーによる分譲住宅，宅地分譲、個人による住宅建設
が多発した時期でもある。
　また新都市計画法による，市街化区域の線引作業に
おいて，いわゆる「駆込み転用」が発生した時期でも
ある。これらの影響を受けながら，連担する市街地が
形成され，DIDに編入されていったと解釈される。
　地域別にDIDの拡大傾向を見ると，桐生市は1965～
70年にかけて，足利市は70～75年，太田は75～80年の
間に，それぞれ著しい拡大を認めることができる。
　またこれ以外の地域は，20年間において緩やかな増
加を続けて現在に至っている。このように，桐生市は
圏域の中でも，早い時期に市街地の都市化が進行し，
平坦地の多くがDID化したことが同市における土地利
用，市街化の特徴と言える。
　次にDIDの成長の方向性について述べる。
（2）DlD発展の方向性
　ここでは1960年以降，DIDが発展してきた状況を地
理的に検討する。
1）桐生市
　　桐生市は市の骨格である桐生新町を中心に，戦前
　において，既に列状市街地の東西が市街化した。
　　これは安楽土と呼ばれる，水田，畑地の混在地帯
　であった。市街地は北部の山林，桐生川，新川用水
　堀の範で発展し，新川と渡良瀬川の間には，新宿村
　の中心集落が列状集落を形成していた。
　　また周辺農村には，生活中心集落があった。市域
　はこれを原形として発展してきたが，市街地形成に
　おける繊維関連産業の果たした役割は大きく，多く
　の企業と職住接近型，もしくは家内工業的住宅の立
　地により，扇状の市街地が形成されてきた。
　　これ以後の発展傾向は，扇状地の発展余地地にく
　まなく都市的機能が立地する流れと，戦前に合併し
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に編人され
たことが，　同市における土地利用，市街化の特徴
ということができる。
　しかしながら，桐生市の市街地における発展は，山林
と河川により制約され，1965年代に入ると，相生地区へ
の市街化の進展が，隣接する笠懸町へ及ぶようになり，
大問々Hl　1’・薮塚本町などへも住宅，1二場等が流川した。
　DIDの拡大傾向は，1970年から75年において急速に進
み，主として相生町一一re，広沢町一帯（市の西部・南部）
へと拡がった。また大間々町のDIDとは，1985年時点に
連担することとなった。（図4－22参照）
　現在は市域における地価が高騰し，また現実問題とし
て，市域内に残存
翻隼糠ζ謹讐
域がDIDとなって　　　　　　；’．　°　・　、、」’；
いる。
2）大間々町
　江戸時代に．足
尾銅山から銅が発
掘されるようにな
ると，御用銅を運
ぶselll街道の交通
が盛んになった。
　大間々町の市街 図4－21　1886年の大間々町
地は，この銅山街道の宿場町として，また銅を
運搬する馬の乗り継ぎ場所として形成された。
　ここは幕府の直轄領であり，江戸時代より物
資の交流が比較的自由に行われていたため，絹
市，その他の市場町としても栄えた。
　明治年間に，国鉄足尾線が敷設され，大正元
年に開通したことは，宿場としての大間々町の
性格を変　えることとなった。
　近年においては，桐生市の隣接地域として，
町周辺の農山村の購買拠点の役割を果たしてき
たが，大局的には，桐生市の商業集積に対する
補完的商店街の位置を脱皮できない状況にある。
　この町のDIDは，既存市街地を中心として設
定された。旧大間々町の可住地面積は狭小であ
った上，桐生市等からの人口増加が及んだため，
市街地周辺の農業地帯は急速に市街化し，現在
では旧大間々町内の残存農地は，ほとんど見ら
れない状況となった。
　こうした土地利用の大きな変化により，町南
東部において，桐生市のDIDと連担してきてい
る。
3）足利市
　足利市における市街地形成の歴史は古く，中
世後期にさかのぼる。
　これは城下町の市にはじまり，以後は，江戸
期に東西8町，南北19町の市街が形成されてい
る。
　また江戸期においては，渡良瀬川による水上
輸送の拠点として賑わった。
　足利市も桐生市と同様，織物の町として古い
歴史を持ち，江戸期において，既に織物産地と
しての活況を呈していた。
　以後の歴史は，桐生市と類似した経過をたど
っTきたが繊維の町としての発達史が，市街地
形成にも大きな影響を与えたことは確かである。
　現在の市街地の原形は，旧国道50号を中心と
して，明治以前に完成した。
　これは元町を中心とし，万阿寺，足利学校な
ど，歴史的遺構を含んだ住工混合型の市街地で
あった。
　足利市の市街地発展の流れは，市街地形成の
原形である，旧市街地に対して，渡良瀬川に沿
った，東西方向への発展と，市街地北部・旧山
辺町・御厨町への南部など，東西南北各方面へ
拡大している点が特徴である。
　1985年時点における，DID発展の特徴は，足
利一太田線沿線において，太田市のDIDと連担
しはじめており，足利一桐生問，足利一太田間
の連担市街地化は今後ますます進行するものと
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図4－22　桐生市におけるDlDの発展状況
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図4－23足利市におけるDlDの発展状況
思われる。
　足利市は，渡良瀬川北部における市街地形成の拡
がりが，地形条件に大きく制限される形で発展して
きたことが，桐生市と類似しているが，南部の農業
地帯には，地形的制約条件が無く，渡良瀬川河南へ
の発展がさらに可能である点で異なっている。
　DIDの発展過程を見ると，まず1960年においては
旧市街地とその北部，東武足利市駅周辺，野州山辺
?
??
辮響
／醒
駅周辺がDIDとして設定
されていた。1970年には
既存市街地に連担した，
各方向への発展が見られ
るが北部への住宅立地は，
国道293号を中心軸とし，
市街地に南北の厚みを与
えることとなった。
　ここでも，1970年から
80年の10年間でのDIDの
発展がめざましく，この
間において，南部の国道
50号までの市街化が急速
に進展した。
　また西部の五十部・山
下・鹿島などの旧農業地
帯も，連担市街地となっ
た。
　東部においては，毛野
地区における住宅団地建
設が進み，毛野新町・猿
田町などがDIDに編入さ
れている。（図4－23参照）
　これ以後，1985年にか
けては，DIDの面積的拡
大は見られない。
4）佐野市
　佐野市は佐野信吉によ
る唐沢山城，および後の
春日山城を中心として，
日光例幣使街道沿いの宿
駅，天明・犬伏を包含し
て，形成された町である。
　町の骨格は，例幣使街
道沿いの列状集落を中心
として形成されてきたが，
城山と秋山川などが市街
地拡大に制約を与えた。
　つまり太田市同様，北
部への発展が阻害されて
いたわけであるが，これ
以外の方面への発展が可能であった。
　1960年における市街地，すなわちDIDは、唐沢山，
秋山川，東武佐野線の範囲に形成された。
　これ以後の発展は，2方向へ向いている。それは
住宅立地とともに，人口が急増した犬伏地区一帯と，
区画整理事業が実施され新たに都市的土地利用が進
展した市街地南部の，植野地区地区がDIDに編人さ
れている。（図4－24参照）
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図4－24　佐野市におけるDIDの発展状況
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図4－25館林市におけるDlDの発展状況
　佐野市においても，1970年から80年にかけての10
年間に，DIDが著しく拡大した。
　佐野市の特徴としては，市街地の発展が秋山川以
東の洪積台地ヒにおいて進み，旧国道50号沿線への
流通施設の立地を除いて，市街化が西部に及ばなか
ったことである。
　これは，西部が沖積低地の水田地帯であったこと
によるものと思われるが，市街地発展の偏向性の面
で注目するべきことである。
　ここでは，先の2市において渡良瀬川が持ってい
た市街化抑制の機能（バリアー）を秋山川が果たし
たとみることができる。
　佐野市も足利市と共通した部分がみられるが，市
街地内には中小の工場が点在しており，低層の住工
混合状態が，大きく変化することなく現在に至って
いる。
5）館林市
　館林市の町割は，16世紀に赤井氏による前
期城下町として形成され，長尾氏等の居城を．
経て，16世紀末に，榊原康政が城下町として
の体裁を整えたと言われる。
　以後17世紀に入って，徳川綱吉の居城とな
るが，この頃，後期城下町が形成されたとさ
れている。
　これは城を中心として，東西に長い形態を
持っていた。
　この町では，東の城沼が市街地発展のため
の自然の障害であったが，後に東武線が南か
ら北東方向へ向けて敷設されたため，東武線
以西への市街化は抑制されてきた。
　市街地周辺は，北部が水田地帯，西部・南
部が畑作地帯であり．群馬県屈指の豊饒な農
業地帯として農地が保全されてきた。
　1960年におけるDIDは，　lii町村合併前の1日
館林町の既存市街地を中心としtその後，新
たな住宅立地がはじまった，市街地周辺部を
含んで設定されている。（図4－25参照）
　これ以後の市街化は，東武線以西の六郷地
区・多々良地区・市街地南部・郷谷・渡良瀬
地区の，市街地隣接部などに拡がった。
　この中には，計画的な住宅団地，宅地分譲
が含まれているが，六郷・多々良では民間デ
ィベロッパー等による，アーバンスプロール
が多発し，市街化が急速に進んだ。
　しかしながら，館林市の場合，DIDの地理
的拡がりは，他都市と比較して緩やかであり，
1970年から80年にかけてのDID急成長期にお
いても，大きな膨張を認めることはできない
のが館林の特徴である。。
6）太田市
　太田市は古くは新田の庄に属し，八王子丘陵の
南端に築城された，金山城城下として開けた町で，
市街地が形成された。以後，戦国大名であった由
良氏の城下町として，新田の庄の中心となった。
　江戸時代においては，桐生市とともに旗本領，
幕府直轄領として統治されていたため，城郭はな
く，日光例幣使街道の宿駅，子育呑竜（大光院）
の門前町として繁栄することとなった。
　市街地は，例幣使街道をはじめ，古河道，大間
々道，桐生道，古戸道を骨格として形成され，こ
れを中心に，市街地南部へ発展した。
　戦前における太田町は，中島飛行機製作所を中
心とした軍需工業の町として栄え，遠方より太田
町への就業者が流入した。
　これらの入々は，藤阿久・新井町一帯の従業者
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住宅に居住し通勤した。
　現在，藤阿久・新井町の住宅地化が
進んできているが・この原形は・戦時
中にできあがっていたのである・
　1960年における市街地は，金山，東
武線，県道太田一大間々線に囲まれる
形で設定された。
　この中には，市街地と富士重工が含
まれている。
　1970年までのIO年間には，金山まで
の空地が埋まり，更に東武線以南の新
市街地形成が急速に進んだ。
　また，市街地南部の開発が進み，県
道太田一熊谷線を中心として，浜町・
新井町・飯田町・新島町などがDIDに
編入されている。（図4－26参照）
　1975年には公営住宅建設が進んだこ
とから，飛地として市街地西部の藤久
良・藤阿久がDIDに編入され，新井町
・飯田町・小舞木町等の市街化が進ん
だ地区，
　】980年になると，
おいて連担することとなり、
猿、
戯
．5理壌欝贈鷺
?
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　　　　富1重一ll太田工場もDIDに編入された。
　　　　　　　　西部の新興住宅地が，藤阿久に
　　　　　　　　　　　　　南東部の元太田飛行場
付近において，大泉町のDIDと連担した。
　1980年には既存のDIDが，個々に膨張するととも
に，総合運動場を含む，旧太田大泉飛行場付近，韮
川一帯が編入された。さらに飛地として，市南部の
東毛ガンセンター，末広町を含む，高林地区の新興
住宅地を編入した。1985年までの5年間は，大きく
増加していないものの，高林と市街地南部のDIDが
ヤ～冬・耐膿費・・
　　　　　’＼
??鷲
ロ198・年のDID慣”・．・ノ
　　　図4－26太田市・大泉町におけるDlDの
　　　　　　　　発展状況
　　　　　　　　　　騰欝欝
　　　　　　　　　難撫　蕪
　　　　　　　　　　　　図4－27　1886年の太田町
表4－5　DID人口・対前回国勢調査増減率
DID人口推 DID人口増減・・対前回国
?
市町村名 1960年1965年1970年1975年1980年1985年1960～
U5年
1965～
V0年
1970～
V5年
1975～
W0年
1980～
W5年
実数 80，51080，12093，8739588096，169 4，590 38413752002289一1，573
指数 100 99．5 116．6 119．1 119．4 117．5一〇，5男 17．2器 2．1完 O，3男 一1，6％
桐生市
ｾ田市
ﾙ林市
実数 14，762166520，89529，94362，89371，8551，89042439048329508，962
指数 100 112．8 14】．5 202．3 426．0486．812．8箔 25，5路 43．3％ 110駕 14．2％
実数 2346224，875253672738226，35531910［413 4922015一io275555
指数 100 106．0 108．1 H6．7 112．3 136．0 6％ 2％ 7．9％ 一3．8器 21．！男
足利市 実数 57，0玉461，84057，11478，77180，05678，4624，826一4，72621，6571，285一1，594
指数 100 108510021382140．4 137．6 8．5瓢 一7，6男 37．9％ 1．6駕 一2駕
実数 2955931，353 141434，83839，494 07491，794
? 34246561，255佐野市
蜷?ｬ
指数 100 106．1 lO6．3 117．9 133．6 137．9 6．1％ 0，2鬼 10．9駕 13．4駕 4，7箔
実数 7，716 96501308515534224632498019343，4352449692925口
指数 100 125．1 169．6 201．3 291．1 323．725．！鬼 35．6駕 18．7完 44，6器 11．2駕
大間々町 ? 755273167437118761131412G65一236 i214439一562 751
100 969 98．5 157314981598一3、1毘 】．7％ 597鬼一　7％ 66毘
両毛地域 実数 220575231，8i2253，195294224338744354，617ll　23721373410394452015，873
指数 100105．1 114．8 133．4 153．6 160．8 5．1器 9．2需 16．2％ 15，1露 4．7％
注：1 資料出典，各年国勢調査纈果の加工による。
2　左欄上段数字は，DlD人1口の実数，下段数字は1960年を100とする指数を示す
3　右欄の上段は，対前回国調（のDID人口増減値，下段は増減率を示す。
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　連担市街地となった。
　　太田市における住宅建設と市街化は，今後さらに
　進展することが予測され，DIDとして連担した部分
　に囲まれている，東矢島・別所・新田などが市街化
　する可能性がある。
　7）大泉町
　　大泉町の市街地は，古くから小泉富岡城の城下町
　として形成された小泉が中心となっている。ここは
　中世における荘園時代から，江戸初期まで城郭を構
　え，16世紀末に廃城となってからは旗本領となった。
　　それ以後は，西邑楽における商工業の中心として，
　また日光脇往環の宿場町として，市街地が形成され
　てきた。
　　戦前においては，1941年に中嶋飛行機製作所小泉
　工場を中心とした，軍需産業の町として活況を呈し
　た。戦後は，駐留軍の接収により，米軍小泉キャン
　プとなり，他都市には見られない過程を経てきてい
　る。
　　1960年におけるDIDは，旧小泉町の三洋電気工場
　と東武小泉線西小泉以東の，下小泉を範囲として設
　定された。　（1957年に小泉町・大川村が合併＞1970
　年までの10年間においては，南部の占田，上小泉が
　編入され，南北に長いDIDとなった。
　　tg75年から80年にかけては，西部の東原・坂田の
　一部が編入され，切り欠いた状態のDIDが埋まる形
　で拡大してきている。（図4－26参照）
　　さらに，1985年にかけての15年間においては，坂
　田・吉田などを中心として南北に伸び，85年には太
　田大泉飛行場南部において，太田市のDIDと連担し
　た。
　　旧大川村においては，県道赤岩大泉線以東の広大
　な水田地帯が区画整理され，人口急増の進む町の住
　宅地として準備されている。
　　将来的には，桐生市同様，町全体がDIDとなるこ
　とが予測される。
　以上，DIDが設定されている7地域について，市街
地発生の略史をたどりながら，tg60年以降の変遷を見
てきた。
　各地域のたどってきた過程は，都市発達史そのもの
であり，都市の栄枯盛衰を裏面史として読み取ること
ができる。
　戦後における市街地の発展過程は，都市の成熟過程
であると共に，時代背景の変化に伴う，国家的規模で
の都市機能拡散現象の一一一部として見ることができる。
　っまり産業構造の変革による，工業の業態変化・集
約化・規模拡大であり，持ち家志向の発露としてのア
ーバンスプロールである。
　また，都市生活の近代化として，各種地域施設や都
市施設の建設進展もこの中に含まれる。
　しかしながら，DIDが拡大している地区は，主とし
て市町村合併によって，新たに市町域に編入された農
用地であり，旧来の「マチ」と「ムラjは，市街地と
地方都市近郊農業地帯に変わり，さらに，都市発展余
地としての位置に変わろうとしているのである。
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4。7　暫定的集落分級と開発行為の関連性
（1）集落分級
　1）分級の目的
　圏域内の市部・あるいは産業発展’人口増加の
著しい地域においては・多くの開贈テ為が発生し
てきたが，将来的にも・これがさらに進行するも
のと思われる。
　都市や地域が発展する場合・その市町村域内に
開発余地としての農用地の存在がきわめて大きく・
これまでも，周辺農地が存在するか否かにより，
大きく発展傾向が異なってきた地域が見られる。
　これまでの経過をみても，このことが地域の
発展に大きな影響を与えてきている・
　この周辺農地とは，市部にあっては市町村合併
により市部に編入された旧村部の農地であるが，
合併後，都市基盤整備，地域施設整備あるいは産
業振興に関わる整備のための用地として開発が行
われ，その結果農用地の改廃が急ピッチで進んだ。
　その状況の一部として，市域における可住地面
積の極端に少ない桐生市においても，最も鮮明に
現れており，現在は都市の活性化を図るために，
産業振興策，人口増加策を図ろうとしても開発余
地が皆無に近い状態にある。。
　足利市でも，渡良瀬川北部においては，まとま
りのある農地が急速に減少し，地価も高騰してい
ることから，将来の開発対象は渡良瀬川南部へ1i’iJ
けられる傾向にある。
　また国道50号沿線においては，相変わらず沿線
開発の気運が高く，50号に関係する足利市・桐生
市・太田市・佐野市などにおいて，新たな都市的
機能，郊外型の流通施設，ディスカウントショッ
プ，外食産業等各種サービス業の立地が相次し∫で
発生している。
　このように、市域内に農用地を抱える地域にあ
っては，また桐生市のように，市域に残存農地の
極端に少ない地域では，周辺町村の農用地が今後
開発の対象として，更に改廃が進むものと思われ
る。1965年の農業センサスの集落カードをもとと
して65年時点の暫定的集落分級を行う。
　これと圏域内で発生した，開発行為との関連性
を調べ，1980年時点の分級により，この両者の関
連性を検討した。この作業の目的は，将来の土地
利用計画に関連し，農用地の開発・保全に対する
明確な指針を得るとともに，，将来の開発行為が
より適切に行われるための客観的評価基準を得る
ことである。
　2）暫定的集落分級の方法
　土地分級に関しては，既に専門分野において詳
④
図4－28農林業集落センサスによる集落区分
畑 地
?
i耕地利用率
農家1戸当り農産物
販売額
農家1戸当り経営耕
地規模
農業労働力条件による
　　　集落タイプ
農業経済条件による
　　集落タイプ
図4－29　概略的集落分級の指標構成
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細な分級方法の研究が進んでおり，ここで行う分級は
決して最先端の方法ではない。
　しかしながら，先の目的に対して圏域内における農
用地の暫定的性格区分を行う意味においては，マクロ
的な分級による性格把握でも十分実情を知ることがで
きるであろうと考え，この方法を採用した。
　今回の分級においては，1970年及び1980年の2時点
の農業センサスにおいて作成された「農業集落カード
」の諸指標を用いて集落タイプを作成し，3種類の集
落タイプにより，農地の保全性に関わる性格区分を行
った。また3種類の類型を総合することにより，総括
的tl地分級を作成した。
r集落タイプ』
　①け也条件によるタイプ
　　　第1の性格区分のための指標群としては，農地
　　が活発に利用されているか否かを計る指標として，
　　k地条件による集落パターンを作成した。
　　　この分級においては，経営耕地増減率，耕地利
　　用率により営農状態を見た。その理由は農業経営
　　が活発であれば，農用地の利用は必然的に活発で
　　ありt経営耕地規模は拡大の方向へ向かうであろ
　　うとの推測による。
　　　第2点としては畑地率を使用したが，これは65
　　年代において，開発が活発であった頃，水田と比
　　較して畑の開発が多かったことによる。
　　　従来は米の生産が安定しており，水田耕作を行
　　っていれば，一定の農業収入が得られるといった，
　　農業者の安心感があり，水田を処分することが少
　　なかったものと考えられる。
　　　また開発行為における造成単価を考えた場合，
　　ヒ盛りなど造成単価の嵩む水田よりは，畑地の方
　　が安価であった。
表4－6　土地条件による集落区分の指標
等級区分 （％）
経　　地
搆ｸ率（％）
地　用
i％）
1 O～20 0％以上　加 100％以上ロ等 21～40～20％瀕少76～100田等 41～6021～40％減’51～75IV等級 61％以上40％以上瀕少50％以下
　　このような事情から，畑地への開発行為が集中
　したのであろう。この分級軸では，これらの指標
　を総合することによって，　「土地条件による集落
　タイプ」を作成した。
②農業労働力条件によるタイプ
　　土地の生産性（地味）がいかに高くても，農用
　地を継続的に耕作する，農業労働力が健全でなけ
　れば農用地の保全性が高いとは言えない。
　　そこで第2の性格区分における指標群としては，
　第2種兼業農家率・過去10年間における農家数増
　減率・農家人口増減率・農業就業人口増減率を用
　い，農業労働力の状況を設定し「農業労働力条件
　による集落タイプ」を作成した。
　　第2種兼業農家率が高いことは，農業に対する
　専従性の低さに加え，営農意欲，安定的・継続的
表4－7　農業労働力条件による集落区分の指標
等級区分
第2種　、
ﾆ率（％） 増減率（％）
　人口
g率（驚）
　　　人口
搆ｸ率儒）
1’級 0～2591％以上9】％以上 91％以上H等級 26～5071～9071～9071～90m等級 51～751～7051～7051～70lV等級 76～10じ50％以下 50％以下50％以F曲棄人口，注：農累数，　　　　　　　藤人口増減　は，各センサス年次
ヒ対し．子の10年前の椿懐に対†る増減として計算した．
農業労働力としては，専業，第1種兼業より低い
状況におかれているとの判断によるものである。
　　また，農家数・農家人口・農業就業人口など，
類似した指標を重ねて使用したのは，これらの増
減における相乗効果を期待したためである。
③農業経済条件によるタイプ
　農家の経済規模は，農家の個別分配所得を知る
表4－8　農業経済条件による集落区分の指標
等級区分
　1戸当たり
ﾌ売額（万円）
農蒙丁戸雪だり経営
@耕地面積（ha）
1 150万　£上 1，5ha髭上H等 101～150万円1．1～1．5ham等 51～100万 0．6～1，0haIV等級 0～　50万円 0．5ha以下
　ことが最も適切だと思われるが，現実にこれを正
　確に知ることは困難なため，第3の性格区分にお
　いては，農家の所有する農地の生産性，農家1戸
　当り経営耕地規模を用いることによって，客観的
　な農業経済の状況を判断しようと試みた。
　　1970年については，これらの内，農地生産性を
　除く2指標，1980年については，3指標を用い，
　「農業経済条件による集落タイプ」を作成した。
　総括的土地分級は，以上3種類の集落タイプを総
　合することにより，暫定的集落分級とし，農業の
　最も保全性の高い集落を1等級，最も低いものを
　IV等級とした。
　　分級に関わる指標構成は図4－29に示した通り
であり，圏域全体のセンサス集落単位については
図4　－28に示した通りである。
　3）1970年センサスによる分級結果
　　1970年センサスによる分級結果については図4
　－30～33に示した通りである。
　　これによると，次のような状況が分かった。
①農業労働力条件による集落区分
　　農業労働力については1965年代に入って，次第
　に衰退の方向に向かっているが，全体としては，
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　市街地部分を除き・H等級の集落が多数を占めて
　いる。
　しかしながら，山間部においては・皿等級・IV
等級の集落も見られ・農業労働力の減少傾向が明
確である・
　一方，新里・笠懸・薮塚・新田・太田・邑楽・
足利・館林・佐野・板倉において・1等級の集落
が見られる。
②ll地条件による集落区分
　経営耕地増減率，耕地利用率が主要指標である
が，全体として利用状況が高く，皿等級以ドの集
落は，山間部，市街等および周辺部にしかない。
　全体的には，H等級が多い。また1等級は，新
田・太田・邑楽・千代
　田・明和・足利・館林
　・佐野・田沼・板倉な
　ど，渡良瀬川と利根川
　の間，および渡良瀬川
　北部流域に見られる。
③農業経済条件による
　集落区分
　　この指標に関しては，
　全体的に等級が低く，
　皿等級以下の集落は，
　山間部，5市において
　見られる。
　　しかしながら，この
　中で新里村のみは等級
　が高く，農業生産性の
　高さを示している。
　　また1等級の集落は，
　薮塚・新田・館林・板
　倉においても一部見ら
　れる。
④総括的土地分級
　　以上の3指標を暫定
　的に総合し，総括的土
　地分級を行った結果が
　図4－33である。
　　これによると，全体
　的な傾向は，農業労働
　力条件の傾向にやや似
　ており，山間部におい
　ては，概ね皿等級，市
　部でも林地を含む北部
は，m等級の集落が目立っているものの，佐野市で
はH等級となっている。
　1等級の集落は，新里・薮塚・新田・太田・邑楽
・佐野・館林において見られ，特に太田市西部，北
部と新里村にまとまっていることが注目される。
　平坦部の農業地帯においては，市街地を除き，概
ねn等級の集落が多く見られ，田沼・新里等におい
ても見られる。
（2）集落分級と開発行為との関連性
　1970年における土地分級結果と．各種開発行為を
重ねてみると，図4－34に示した状況になる。
　圏域内における聞発行為の開発種目は，王業系開
発・住宅系開発・公共施設・都市施設系開発・懲1光
図4－30農業労働力条件による
　　　　集落分級結果（1970年）
山翫地帯は田等級とな’V’‘”N”‘”Nt
つている。　　　　　　　図4－32農業経済条件による
　また国道50号沿線に　　　　　　集落分級結果（1970年）
?
図4－31土地条件による集落分級
　　　　結果（1970年）
　　　　　　　　　　　凡　　例
　　　　　　　　　　　■1gra
　　　　　　　　　　　Qi，9級
　　　　　　　　　　　〔lflf9級
　檸　　　　　　［コrw9級
図4－33総括的集落分級結果
　　　　　（1970年）
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・レジャー・レクリエーション系開発，幹線道路網等
都市施設に区分することができる。
　これらの内，開発面積も大きく，しかも農用地が対
象とされることが多いのは，工業系開発・住宅系開発・
幹線道路等である。
　圏域内の開発行為分布においては，これらが都市的
土地利用進展の誘発契機となっている。
　特に，国道50号バイパス（現国道50号）の新設は，
その沿線における土地利用を変化させる」二で，多大な
役割を果たしてきたと言える。
　沿線地域である桐生市・太田市・足利市においては，
このことが顕著に現れており，工業・流通・住宅・第
三次産業等がさまざまな形で立地することとなった。
　しかしながら，農業振興法による開発既成が行われ
ている太田市・足利市の一部，佐野市においては，開
発の圧力が高いのにも関わらず，都市的土地利用は進
展を見ていない。
　国道50号に関係して行われた開発としては，太田市
の東部工業団地，足利市の問屋団地，久保田工業団地
などが代表的なものとしてある。
　また終末処理場，流通等の都市施設，新設高校，病
院といった一部の公共施設も立地し，50号整備の影響
力の高さを知ることができる。
　国道50号をはじめ，東北自動車道，上武国道等，幹
線道路は，1970年時点の1等級に相当する農業地帯を
?
?
　　　　　　人
　　θ／??
通過している。
　邑楽町，板倉町の工業開発は，平地林の開発，沼の
埋め立てにより行われてきたが，邑楽町，館林市にか
かる鞍掛工業団地は，1等級の土地に該当している。
また太田西部工業団地も同様である。
　農用地の改廃に関しては，農業者側でも地味の悪い
農地から改廃してきた状況がみられる。
　事実圏域内の大規模開発は，残存する農地の地理的
形態に配慮し，まとまりある農地を残す形で行われて
きた様子が見られる。
　集落分級と農地の改廃との関連性において，注目す
るべきことは，アーバンスプロールの進展で，この2
時点の暫定的集落分級の結果，1980年に等級の低下し
た農地は前述のスプロール地帯に多く見られる。
　このことに関しては，都市機能の充実，幹線道路の
整備が深く関係している。
　ゴルフ場の開発は，林地や湿地帯を利用して行われ
ており，農地には直接的に関係していない。板倉ゴル
フ場も湿地帯の利用である。
　ダム建設は東村，桐生市共に，農林業集落を移転さ
せる形で行われたが，農用地は一部改廃されたものの，
林地の間の，条件の悪い土地であったことから，土地
利用上，大きな影響はなかったものと思われる。
　これらの結果として，1980年の農林業センサス結果
　　　　を用いて行った，暫定的集落分級の結果が，
　　　　図4－35～38である。
　　　　　また，この作業の結果として分級された，
　　　　市町村別1等級の集落を，表4－9・10に示
　　　　した。
図4－一　34　1970年の指標による集落分級
　　　　　と開発行為の関連性
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図4－一　35農業労働力条件による
集落分級結果（1980年）
図4－36土地条件による集落分級
結果（1980年）
表4－9
凡　　例
■1等級
囲僻級
［iコ川等級
口購級　　　　　　　　　　1図4－37　農業経済条件による　　　　　　　　　　　　　　　　　　集落分級結果（1980年う
1980年センサス結果による1等級の集落（1）
?
図4－38
　　〈い了ろ
　　　／v
総括的集落分級結果
（1980年）
市町村名 農業労働力条件による集落分級 i二地条件による集落分級 農業経済条件による集落分級
ト小林 西矢島，面矢島，禍沢，富沢，　三人，高林 三人，∫」願，浄・，茂　’，由艮1区，山艮
太嗣ゴ 牛沢，　ド浜田，1：小林，南金井，宿金井 2区，沖野，と用局，鳥ケ谷戸，西田島
安良岡，伊豆之ill，大隔，長丁，鶴生田
ヒ烏山，中鳥山，ド新野，1茂塚，西長岡人
菅壇，北金井，人駈，k強戸，中強戸，
ド強戸，、サ井，南東，南，北東，沖之郷，
茂木，竜舞，IE綱，藤阿久本村，由良1区
，　【i！良4区，　ln良2区，　別IFヲ〒，　脇屋，　河1野
，西野谷，1：田島，杉ノ内，中根，西田，
島，只｝：1区，東今泉，占氷，矢田堀、
占沢1区，吉沢2区，原宿
鉱林市
L新川，田谷，四ツ谷 観音，岡里，L新川，本郷，山L，寄居，当郷
ｳ儀内，細内，千塚，田谷，四ツ谷，旭，肯柳
岡【1［，　ヒ新01，山i．，寄居，止　　・1，当郷，綿内
C　千塚，　川谷，　四ツ谷，　野辺，　1用拓，　1．　：林，
，野辺，L己林，ド淋，木戸，人ケ谷，日向 Lこ林，11向新田，成島北部，足次，人小新川
ll向新田，足次，ド「iりll田，　L「看〔川田 ，　　ド～りばfH，　L㍉りrl「H，　傍ノ1ミ塚，　岡野
足利ll∫ 西場第2，北　内 」II　』ド，　ρ可場・’2　、　？・｛　　『，　ρ煙　　　．　　ヒ　　　，　1∫g稲lh冒，　下～ド岡，　匹！醒い，　荒月塁敷，　【1，．ド，　道炉百東 宮先，面　，御樹勘川南，久野ト野川，トiI向．}波」ヒ構内，　人　il，　矢場lll聴斤祈f
，赤坂、’〔卜部．角欠，山辺，　ド原，　1：凍，
ド澗斤111，　ノ1・俣q12～　1，　塩1∴’，，　御厨和115リ」地ノ、　「．
文選南，文選北．南猿IIL　l∴1」川木帰敷，小ノUll
亀島，久野野川中，　卜野川，　ト月向，中1】向，
荒萩，加子，東鰐場，西鵬場，前構内，墜ト．
北構内，掃田、川端，新宿，里矢場
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表4－10　1980年センサス結果による1等級の゜集落（2）
rl∫町村名 農業労働力条件による集落分級 ．L地条件による災落分級 農業経済条件による集落分級
伊一町 ｝、」∫，　｝津川　　二，　｝矛川　’．：：，r，田涛町 ‘jrl　∫，　＿1ヒ冨　　　凹∫，　　　　1　1町r，　，、葛　　　財∫，　　　『［琶田∫，佐野市 ．君田町，並木町堀之内，大楯町，西部南， 植下町第3，伊保内町，船津川船下，船津川十二所
出流原後山．F石塚荒居，細内，中妻， 船津川船上．庚中塚町，大古屋町，田島町，君田町
赤見町町屋敷南 免鳥町，下石塚荒居，下石塚細打，下石塚中妻，
下羽田町，高橋町
々冊」 二原，」聖町，重原・’3，辱原・4 町，川面
、♂二’町 二鹿田，前1’田 原，　沢，久宮，　’の川，短『lll，前’田，
西鹿田
r里村 ，　二　谷，ド　谷．後　，’　・天、乏，広 ，老，　　1，　　．　∫L，元町，小　，野． ’　，　‘，　，　　、．』久1，　沢，芝，　縄，
武井天笠，広間地，鏑木 下鶴谷，後閑，町組，元国L武井天笠，ヒ武井，
下武井，野．広間地，東部、天神，元宿，鏑木，
熊野
尾島町 嚇1，南前小屋，　露島 ト江lll，　」II島－，要害，　矢，雁子．　’嵐，
’二 P，　　ゴ，小、．；，北｝，”r田，田　　r田 rl，川　川，　　r，小、．”～，！，　昌郷 卜江田7赤　．　ヒ田，’ヰ，r∫野・，　’嶺，　r堀，
新01町 Ilf第1，東六供，権右衛ll聾L　L申ヒ，溜池，萩 般若，新屋敷，大根本郷，酉本郷，権右衛門，溜池
，　h中k，　L「い．ド，　大，　嘉弥
谷　；，　　谷ll8，　　谷　ド，　蔵・r，　二盤「ハ，　ン｝川ヒ， 谷　L．　　　谷叫1，　　　谷　ド，　蔵　　r，　雲llU，　身陛日　L，
板倉町 除川，丙岡，西岡新田，大曲，大荷場，縦谷， 除川，西岡，西岡新川，大1111，大荷場，細谷，
離，間峰，本郷，北，仲伊谷田，下新田，中ト 雌．間峰，本郷，下新田，rl1下，上中新田，通，
上中新田，．ド五箇北部．宇那根，大久保，1【箇 ド1〔箇北部，宇那根，五箇
飯野ヒ
南囚勘，　rl旺，中谷，　’原，量1：黒．川島，
明和村 大輪上，大輪ド，須賀，川俣，大佐貫，矢島
入ケ谷
川町 づ1　’，　ドi1　’，　1「野，　　　　，　L　ll　：，　κ反川，天1原，　rI待
鍋谷，中島，舞木
』泉町 拍，【1葦1ゴ1，【1
邑　町 モ「，1∫家』1・ 前谷・隙，．・瞭田r”」，　『　　藍琶幹，　， 一’『C　：谷－，寺ll，　’」’r，　ll．r，高原b　　，
蛭沼谷中，藤川，秋妾，一本木．渋沼，石打， 江原，古家．i一軒，大谷端，宿中赤東
1i谷崎，西ノ根宮内，寺中，本郷，江原
ド川人，原∫．　川，川南，ト彦　西： 町，　二川人，m川人，卜川人、lI河原， r川
i目沼町 栃本下町，一ヒ飼町L下小見，飯天，新宿，東，
原，ヒ小見，川沼．ド町，河原ト，椿中，川南，
谷番場，椿宮前，西，東，芝宮，llll川，久保，
西原，中妻，鳥居戸，新田，吉水上，四日市場
中江川，中上，御神楽南郎，閑馬甲，梅園，
lll形上，　ll1形．ド，下彦間西ヒ，下彦問一ド，
下彦聞上下
’生町 ■　’　　，ﾎ’ r谷
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4．8　農地転用のメカニズム
　両毛地域における開発行為には・その裏面として多
くの農用地の改廃tすなわち農地転用がある・1955年
代まで，圏域の大多数を構成していた農用地は・65年
代に急速に進展した各種開発行為によって・点的開発
（戸建て住宅，工場，倉庫など），　線的開発（主として
幹線道路整備），　面的開発（前述の工業団地・住宅団
地，地域施設，レクリェーション施設など）として現
れた。
　このことにより，水田・畑地を問わず，農地は急速
に団地性を失ってきている。農地については，農地法
により歯止めがかけられ，各地域における大半の農地
は，農業振興地域，さらには，同農用地として保全さ
れている。
　また都市計画法では，市街化調整区域として，無秩
序な都市機能の周辺部立地が抑制されている。
　しかしながら，1970年を前後して公共・民間の双方
から，多くの農地転用が行われてきた。それらを大別
してみると，
　①県や市町村による大規模な開発行為
　②民間ディベロッパーによる大規模な開発行為
　③公共の小規模な開発行為
　④民間による小規模な開発行為
　⑤一般の住宅地需要
　以上は農地法第五条による農地転用である。またこ
れ以外には，
　⑥農村集落における農家関連の宅地化進行
　⑦農村集落における農業生産用施設建設のための
　　　転用
　⑧農家の兼業化などによる建設資材置き場などへ
　　　の転用
　⑨農村集落における親族などに対する住宅地の贈
　　　与等の転用
　以上が農地法第四条による転用である。
　また，これら以外としては，市町村の都ili計画事業，
区画整理事業推進，あるいは大規模な国土開発的事業
においても，農用地の開発は進行してきた。
　農地転用がこのように行われてきた背景には，開発
行為者の開発に対する，強い意欲があったことはむろ
んのことであるが，これを都市的土地利用を促すイン
パクトとすれば，これに抗し切れなかった土地所有者
側の土地保全力との相対的な関係を見なければならな
い。
　ここでいうインパクトとは，都市がある方向性を持
つて発展しようとする際に，その特定な方向に存在す
る土地への開発（改廃）を促す圧力である。
　本圏域において見られた具体例としては，東北縦貫
＆速自動車道の建設であり，工業団地建設，国道50号
建設や，大学など大規模な教育施設の建設なども，そ
の例と言える。
　これらの大規模開発については，個々の上地所有者
の上地保全力とは余り関係なく，それを凌駕したもの
と言わなければならない。
　このような国家レベルの開発においては，土地が集
約されると，各農家の経営規模が必然的に縮少される
ことから，農地法20条による農地の賃貸を解約して，
その補填に充て，解約された農業者は次の農地を借り
る交渉を始めるといった「玉突き現象」が現れると言
われている。
　また，こうした開発を契機として．離農してしまう
農家もある。
　農地転用の別な側面としては，集落機能の増殖作用
がある。これは旧来からの，集落住民に加え，他地域
からの人口流入が発生することにより，非農家住宅が
建設されたり（農地法第五条），農家がf弟や他へ嫁い
だ娘家族のための家を建設する（農地法第Pq条）こと
により，集落の住戸密度等が高まっていく現象を指し
ている。
　明治年間の地図と，現在の地図との比較をしてみる
と，辺鄙な地域を除いて，各市町村の大半にこうした
状況が現れている。
　開発行為が行われる場合，当然土地の売り手と買い
手がいるわけであるが，先のように国のプロジェクト，
県・市町村の公共事業実施等においては，潜在的土地
収容力を伴った土地の受け渡しが行われることになるe
これを受ける立場の，農家の状況を見ると，第一一に
土地の細分化所有と労働力不足，機械化農業の進展の
影響をあげなければならない。
　戦後の農地開放によって，比較的分散した農地を入
手した農家は，労働力が足りており，手作業による耕
作を行えた時代は，たとえ農地が分散していても，大
した苦にはならなかった。
　しかし都市化が進行し，機械化農業が進展し，労働
力が夫婦11覧位になるに従い，散在する農地の耕作が支
え切れなくなってきた様子が見られる。
　また農業者自体の老齢化も，これに拍車をかける結
果となった。
　第二点としてあげられることは，：1二地の生産性格差
がある。一見似たような水田・畑地でも，水利や土地
の肥沃の度合により，農作物の生産性は大きく異なる
と言われ（いわゆる地味），　一般的に農業者にとって
地味の悪い土地は，良い土地より執着心が弱いと言わ
れており，求めに応じて手放しやすいようである。
　従って，細分化され，しかも地味の悪い土地は優良
農地よりも改廃されやすかった様相がある。
　第三点としてあげられることは，個々の農家の内部
事情を指摘しておかなければならない。
　時代のすう勢に従って，第一種兼業農家が第二種兼
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業となり，その後農業者が高齢化もしくは死去した場
合に，非農業者である子弟は，概ね農地の処分をせざ
るを得ない。また寡婦となった故人の妻も，そのまま
の形で遺された農地を，支え切れない状況も見受けら
れる。
　第四点としては，現在の農業が抱えている大きな懸
案である，採算性・収益性の悪さが農地を保全する執
着力を弱めていることもある。
　第五点は，農地が昔から可処分財産としての性格を
持っていることから，農家の子弟の進学・結婚・住宅
の新築・転業のための資金を捻出するため等に処分さ
れてきたことがあげられる。
　昨今は，地価の高騰によって，農地の財産的価値が
益々高まってきており，かつては生産の媒体であった
はずの農地が，まるで高価な宝石のような財産価値を
持つまでに価値の高騰を見たため，何等かの開発イン
パクトがあれば，即座に手放しても良いとする風潮を
持つまでになってきている。
　これらの状況は，館林市における農地転用と市街地
化の関辿性に関する研究の中から知りえたメカニズム
である。
　開発と土地所有者側の状況を整理したものが図4－
39である。ここに詳記するように開発を促すものは，
農家および集落の内在的要因と，各種開発行為を中心
とした，農家および集落に対する外来的要因により，
農地転用が発生することを示している。
　館林市においては，先に述べた通り，市南西部の1日
村である，六郷・多々良に集中的に農地転用が発生し
たが，その背景を調査したところ，上記のような転用
に至る諸状況が判明した。
　当委イ本白勺Cこ｝ま，
　①畑地が多かったことから，水田に比べ転用しや
　　　すかった。
　②土地が細分化所有されており，地元以外の土地
　　　所有者が通作していたため，通作が困難になる
　　　とll地を手放す状況が生じたこと。
　③農地としての生産性が低かったこと。
　④ディベロッパーによる建売住宅がこれらの土地
　　　を対象として大量に建設されたこと。
　⑤農家自体の上地保全力が低い例がある（寡婦・
　　　後継者難・他への贈与）こと。
　⑥東武線成島駅，茂林寺駅の駅勢圏にあること。
などである。しかしながら，これらのメカニズムは，
1975年代初頭の農業情勢下における，農地転用の背景
である。
　農業者の中高年化が進行し，農産物価額が低迷，あ
るいは農産物の輸入問題などがさらに進行した現在に
おいては，農業者の農地保全に対する意欲は低下して
きている。
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注：ユ（社）地城社会計画センター刊　昭和49年度国土開発幹線自動車道等関連事業　　　　書所収
@　2　関連論文、昭和50年度建築学会大会学術講演梗概集　Nα6007，6009
送ｿ出典：1974．1975年実施の国土開発幹線自動車道等
@　　　　関連事業謂査において筆者が行った農地転用調査
@　　　　結果を分析し，農地転用の概念としてまとめた。
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図4－39農地転用のメカニズム，その概念構成
4．9　まとめ
　土地利用変化の様相を分析することにより，地域空
間の量的な変化を見てきた。この様相は次のようにま
とめることができる。
　1950年代は，戦後の復興期に当たり，工業，農林業
共に復員兵を迎え，生産の意欲に燃えていた。また引
揚者や戦時中，国内を移動していた人々，疎開者達も，
地域の住民として騒然たる戦後の混乱期を生き抜いて
きた。
　この時代の地域空間は，低層高密度で家内工業的繊
維工業や機械工業を含む，商・工・住混合の市街地と
市街地周辺の農用地により，構成されていた。
　また周辺農村においては，役場等を中心とする，小
規模な生活中心地区と，農村集落によって構成され，
残りは広大な農地や平地林が広がっていた。
　山村においては，これも生活中心地区と，平坦部の
農業集落，山間部の農林兼業集落，それと伐採期を迎
えた林野があった。
　1955年代に入ると，市街地の変質が始まる。
　まず．ig54年を前後して行われた市町村合併は，そ
れ迄．小規模であった地方都市の市域を拡大させた。
　この市域に対して，
　①市街地の小規模工業が，企業展開するために，
　　　新市域に工業用地を求める。
　②市街地の住民が，持ち家を実現するために，新
　　　市域に住宅用地を求める。
　③市街地の商店主等が，職住を分離し，専用住宅
　　　を郊外や新市域に求める。
　④一部の地域施設（スポーツ施設等）の建設が新
　　　市域等を対象に建設され始める。
などの開発行為が発生した。
　しかしながら，地域空間を根本的に変化させるよう
な激しい動きは見られなかった。
　農村部においても，稲作では一俵増産運動が推進さ
れt生産性向上のための営農振興が進められていた。
　1965年代に入ると，本格的な工業化の時代を迎える
と共に，社会資本の整備が急がれ，一方では分配所得
の向ヒに伴う，住宅建設，企業展開などが複合的に進
展した。
　この時期は，土地利用すなわち地域空間構造が大き
く変化した時期である。
　計画的開発及びアーバンスプロールは，経済の高度
成長と時期を同じくして進展した。
　経済発展の一翼を担う，旧来からの地元企業は，郊
外や隣接農村地域に進出し，併せて地域経済の底上げ，
就業機会の拡大を目途とする，工業団地造成，企業誘
致は地域振興上，必須の項目と言うべき計画課題とさ
れた。
　DIDからの移転，あるいは誘致された企業は，従
業員宿舎を伴い，第三次産業の立地を誘発した。
　計画的開発行為の第2点は，都市施設，一部地域施
設の新設である。
　特に，1965年代から急速な展開を見せた，モータリ
ゼーションは，道路体系の根本的見直しを迫り，既存
道路の拡幅等改善や，バイパス道路の新設を促した。
一方，国土幹線高速自動車道の建設も1965年代に進展
を見せ，道路体系に大きな影響を与えたばかりでなく，
道路敷，インターチェンジ，サービスエリアの建設の
ため，多くの農用地を改廃することとなった。
　これら高速道路と，幹線道路体系の出現は，地域空
間構造としては，農用地を都市的土地利用に転換する
結果となったが，住民や企業にとっては，広域的地域
間の時間距離を短縮する役割を果たし，自家用車の普
及と併せて，地域空間の質的な内容変化にも影響した。
　都市施設の内，道路に次いで土地利用変化上主要な
項目としては，ゴミ処理場，し尿処理場，汚水処理場
がある。
　ライフスタイルの変化に伴って，住生活の廃棄物，
し尿処理方法が大きく変化した。またL水道の使用取
も著しい変化を遂げ，調理をはじめ，入浴，洗濯，洗
車，植木や花壇への散水等増加の一途をたどっている。
　従前の生活においては，廃棄物そのものが少なかっ
た上，自家で焼却でき，便所は汲取り，排水は浸透式
など，一元的かつ大量の処理を行う必要がなかった。
　農家においては，これが見事な回帰性を示している。
例えば，可燃物は重要な燃料，生ゴミは家畜のえさや
畑の堆肥となった。また米のとぎ汁，台所や浴槽の使
用済みの排水は菜園に散水する。家畜の糞尿も堆肥と
して使用するなど，無駄なものは一切なかったと言わ
れる。
　これらの諸廃棄物が一元的に処理されるようになっ
たことから，そのための専用の処理施設の需要が必然
的なものとなった。
　加えて，近年は物質偏重の商業主義がもたらした耐
久消費材の使い捨てが産業廃棄物となり，その処理方
法は社会問題となっている。
　地域施設の内，大面積の土地を必要とするスポーツ
関連施設，公園緑地も時代のすう勢とともに，住民の
要求として登場した。また学校教育施設の建設は，学
校の新設，統廃合に伴う，新設移転があり，これとは
別に，高校・大学等の誘致が行われた。これも農用地
を大きく改廃することにより実現している。
　土地利用変化の次の特徴は，アーバンスプロールで
ある。都市機能の無秩序拡散である，スプロールは，
市街地隣接部，主要道路沿線，計画的開発地周辺にお
いて進展した。
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　市街地の機能が・その隣接地区へ流出するドーナツ
化現象は，地方都市においてほとんど例外なく見られ
る。これは人口移動を伴っているが1住宅，第三次産
業，流通関連業種等が立地した。また幹線道路と関連
して行われた計画的な・工業・住宅団地の建設もある・
　計画的開発が誘発したスプロールの例としては・大
学・工業・住宅団地がある・大学の立地は・学生のア
パート，下宿の立地を触発し，これらの一定程度の立
地が次に商店，クリーニング，外食産業等サービス業
の立地を可能にし，更に民間による一般向けのアパー
トや貸家などの立地を呼ぶ形で発展する・
　また住宅団地は，次のミニ開発や，宅地分譲につな
がり，サービス業の立地を可能にする。
　工業団地の場合もサービス業の立地を可能にするな
ど，ひとまとまりの「人の集団」が農業地帯に出現す
ることにより，それらが起爆剤になって，集団が拡大
する現象が見られるのである。
　以上，地域空間構造を変化させる3大要因について
整理したが，1975年以降，更に新たな土地利用変化が
現れている。その内で主要なものは，高速自動車道と
関連した，トラックターミナル，流通団地t問屋団地，
ストックヤードがある。またインランドデポの計画も
出現している。
　一方，時代の変遷に伴って，大規模レジャー施設や
大規模なスーパーマーケット（パワーショップ）など
もある。これは国の水準の経済的変化であるが，大店
法の改正もあり，従来は見られなかった現象と言える。
　以一ヒ述べてきたように，国も個人も発展を遂げてき
た中で，時代の要請と言うべき土地需要は，旧来の生
活中心地区と，広大な農用地の分布は一変し，居住者
も都市機能も構造的と言うべき変化を遂げた。
　このような現象は，主として平坦部において見られ，
山間部では，都市施設や地域施設の更新は行われたも
のの，ゴルフ場やダムの建設以外は，地域空間を大き
く変化させる開発は少なかった。
　1985年以降，工業再配置をはじめ，大規模開発は極
端に減少し，地域空間の量的な変化は，ひとまず沈静
化したと見られる。
　また2度にわたるオイルショック以降，開発行為に
対する地球環境や生態系保全の監視が厳しくなり，環
境アセスメントの実施や自然保護団体との合意形成が
必要となってきた。
　今後の都市的土地利用の推進は，この様な合意形成
の上で，整合性のある計画が求められている。
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t4）蟹江好弘都市近郊農村の基礎的研究（農地転用と市街地化の関連性について）1976年10月
　　日本建築学会大会（中部）学術講演梗概集　pp1185－1186
15）（財）地方自治協会編地域構造の変化と地方都市1980年
16）蟹江好弘地方小都市を形成する農村集落の変容と再編計画に関する研究　（その1，その2）
　　一館林市大島集落における農村集落の変貌と計画課題一1983年3月足利一「業大学研究集録
　　第9号PP73～86
17）栃木県佐野lli佐野市土地分類調査（細部調査）報告書1984年3月
18）栃木県佐野市・福沢宗道・蟹江好弘佐野市市域開発整備構想調査報告書1985年3月
19）地方財政調査会財政と地域開発1986年
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第5章　都市施設の変容
第5章　都市施設の変容
5。1　研究の視点と背景
　都市施設は，地域施設とともに，地方都市圏住民
の定住性に関わる要件である。とりわけ，道路を中
心とする地域の生活基盤としての都市施設は・その
整備に多額な予算を必要とし，行政における投資的
経費における占有率も高い。
　また道路・交通の利便性は，日常生活における利
便性と深く関わり，住宅立地の誘因としても重要で
ある。
　ここでは人工の構築物として，都市施設の整備過
程，整備状況について述べる。
　本章は，筆者が1988年にまとめた，渡良瀬川流域
の都市群，pp339～370，1993年に（財）農村開発企
画委員会が農林水産省の委託を受けて編集刊行した，
農山村の2次3次生活圏における都市と農村の機能
分担・整備のあり方，pp55～67，1993年に農林水産
省関東農政局が編集刊行した，両毛地域開発整備調
査報告書，pp83～95所収の論述を加筆訂正したもの
である。
5．2　研究の方法
　地域空間の構造変化については，何時，どのよう
な規模で，どのような水準で整備されたかが注日さ
れる。
　また，新規に登場する都市施設，地域施設だけで
はなく，時代のすう勢とともに，衰退するものも含
めて考えなければならない。
　都市計画法でいう都市施設には，道路・都市高速
鉄道・駐車場・自動車ターミナル・駅前広場・空港
・港湾・市場・と畜場・火葬場・公共空地・上水道
・下水道・義務教育施設・生活関連施設がある。
　本章では，地方都市圏への定住条件として重要な，
道路・公共輸送・上水道・下水道・終末処理場に関
して調査を行った結果を述べる。
　調査方法は，別途調査票により，各市町村から収
集した基礎資料を，施設台帳として整理し，加えて，
各市町村の主管課へのヒヤリング等によって，地理
的な資料を収集した。また必要に応じて現地調査を
行い，分析した。
　道路発達経過については，国土地理院発行の，過
去3時点の地図をもとに，これを加工し，更に市町
村へのヒヤリングによって補完した。
5　3　都市施設整備の概況
都市施設は地域施設とともに，地域の居住性に関
わる重要な整備課題とされ，国・地方公共団体・市
町村事業として，これまで多大な予算を投入して整
備が行われてきた。
　地方都市圏，特に農山村においては，線的な整備
課題である，道路・電力・電話・上水道・下水道が
1965年代まで重要な整備課題であった。
　特に道路網整備に関しては，1965年代より急速に
進展したモータリゼーションが，新たな道路整備の
需要を惹起し，圏域内各地において，道路の全面的
改良，新規道路の建設が行われてきた。
　また同じく，線的整備課題に属する上水道，下水
道については，生活必需項目であり，長い間，生活
環境のバロメーターとされてきた。
　農山村においては，上水道ですら長年の懸案とし
て重要な整備課題となっていたが，集落単位あるい
は基礎集落圏などを単位とした簡易水道が整備され，
それが連結されることによって，上水道整備網が完
成している。
　このように急速な進展を示している上水道に対し，
下水道整備は，主として都市部の市街地においての
み，整備が進んでいる状況に止まり，今後の重要な
整備課題となっている。
　公共輸送については，モータリゼーションの進展
とともに，鉄道，路線バスへの需要が大きく変化し
はじめた。
　鉄道については，東武線など需要の高い路線の利
用が進む一方，旧足尾線に代表されるように，需要
が変化した路線の利用減少が見られる。
　また，自家用車の普及に伴い，路線バスの利用が
著しく低下し，各地において，運行本数の低減や路
線の廃止が相次いでいる状況である。
　特に館林市においては，同市を起点とする路線バ
スがすべて廃止され，将来の輸送体系をどのように
考えるかが，切迫した課題となっている。
　また各市のDIDを連絡するバスも本数が減り，都
市間連絡性上，新たな課題を抱える結果となった。
　そして広域交通において，バスへの依存度が高い，
板倉・明和・千代田・邑楽など邑楽郡下の町村，新
田・尼島・薮塚・笠懸・新11！などにおいても，各方
面への輸送体系が新たな課題となっている。
　終末処理施設については，都市部を中心として施
設整備が進み，塵芥処理施設，危険物処理施設，し
尿処理施設などが広域行政の中で整備されてきてい
る。
　また，田沼・葛生では2町の一部事務組合により，
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塵芥処理場，火葬場を運営している。
　し尿処理場に関しては，桐生外六か町村の広域処
理場建設問題が解決途上にある。
　塵芥処理を，単独で行っている町村としては，板
倉町があり，現在検討課題となっている。
　都市施設の内，圏域に関わる最大の懸案は，流域
下水道の建設問題である。
　この件に関しては，群馬県において，利根川上流
流域下水道，東毛処理区，館林処理区が圏域に関係
しており，栃木県については，渡良瀬川上流処理区
流域下水道計画が，推進されている。
　しかしながら，処理場問題や，事業費の捻出など
で事業の進捗は当初の予定から大きく遅れている反
面，水洗便所の普及をはじめ，生活雑排水問題が環
境整備上，重要な課題となっている。
　そこで，都市部においては，都市下水路，公共下
水道整備が，農山村部においては，生活排水対策と
しての下水道整備が，環境整備課題として検討され
ている。
　都市施設は，生活環境を向上させ，既存の住宅地
はもとより，新たな住環境を創出する上において，
重要な役割を果たしている。
　この点においては，地域空間の質的向上に関わる
要素と言うことができる。
　一方，塵芥処理・し尿処理・下水処理など終末処
理施設や道路は，既存の土地利用を変化させる要因
となっているため，地域空間の量的な変化にも関わ
りがある。また道路に関しては，整備の進捗に伴い，
沿線，周辺部の一k地の持つ性格が変化し，都市的壬
地利用の波及を伴う点において，2次・3次的影響
力を持っている。
5．4　道路網の整備過程・課題
（1）道路網の発展概史
　現在，圏域内の市街地，あるいは生活中心地区を
連絡している幹線，または他地域との間を連絡する
幹線道路網の歴史は古く，明治時代末期までに，現
在の道路体系は出来上がっている。
　圏域内の幹線道路としては，群馬県県央部から新
田町・太田市・足利市八木宿・梁田を経て佐野・日
光へと向かう，日光例幣使街道がある。
　これは圏域にとって，古くからの東西軸として利
用されていた道路である。また，例幣使街道より南
にあり，境町・下小泉・館林へ向かう道路も，東西
軸として存在した。
　さらに，桐生・足利・佐野の中心部を連絡する，
旧国道50号の原形が主要な道路であった。そして伊
勢崎・太田間を連絡する路線（1890年に開通）など
も図5－1，1909年の地図より確認することができ
る。
　一方，圏域の南北軸としては，銅の生産地である
足尾銅山より，大間々・笠懸・新田を経て，尾島の
利根川河岸に至る銅山（あかがね）街道がある。こ
れは圏域最西部の南北幹線として利用されていた。
　圏域と埼玉・東京方面を連絡する南北幹線として
は，熊谷から利根川を経て，太田に至る古戸道，羽
生から川俣を経て館林へ至る日光脇往還あった。ま
た行田から赤岩を経て，足利の八木宿に至る，日光
脇往還などが，主要な南北連絡幹線道路であった。
　葛生町は，遠く藤原時代に，西国から奥州への山
道の里と言われていることから，同町を通過する道
路も，歴史的には古いものである。
　これら圏域と他地域を連絡する，幹線に加えて，
これらとは性格を異にし，各市街地，生活中心地区
を連絡する，圏域内の幹線道路には次のものがあっ
た。
　桐生市を中心とする，大間々道，太田市を中心と
する古河道，桐生道・大間々道などである。
　また館林市を中心とした，古河道，足利道，太田
道，足利市を中心とした，日光例幣使街道をはじめ，
桐生道，太田道などがあった。
　これら歴史的幹線は，現在でも各市街地を連絡す
る主要道路として利用されており，両毛地域の幹線
道路は，一部を除いて，これらが原形となっている。
　明治年間に軍事目的を含む道路整備が進展するが，
この一・部に，太田一伊勢崎を連絡する，主要地方道
前橋古河線が1890年に整備されている。
　また，銅街道や古戸道など，現在の†要な路線は，
明治以後，長期間かかって旧道を直線化するなどの
整備が行われた。
　江戸時代以降の道路網利用変化をたどると，その
変化要因としては，次の各項がある。
　①水上輸送から陸上輸送への変化として，渡良
　　　瀬川，利根川を中心とした，江戸への輸送が
　　　1890年の国鉄両毛線開通や，川舟の運行に支
　　　障をきたす河川整備などから，次第に陸上輸
　　　送へと移り変わっていったこと。
　②織物業の興隆とともに，伊勢崎・秩父・甲府
　　　・京浜地区などとの交流が増加し，鉄道と共
　　　に道路交通も増加したこと。
　③戦前における，太田・大泉・伊勢崎などに立
　　　地した軍需産業の関係から，首都圏への道路
　　　整備が進んだこと。
　④戦後復興期における，主要都市間の道路網整
　　　備が進展したこと。
　⑥産業振興に伴う，主要道路の整備が進展した
　　　こと。
　⑦モータリゼーションの進展に伴う，国土幹線
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　　　高速自動車道整備，バイパス道路新設，既存
　　　道路の拡巾整備が進んだこと。
　⑧　地域内の生活道路網整備が進展したこと。
　これらの幹線道路は，各地域間を往来する，生活
経済上の必然性からできあがったものであるが，こ
れらは概ね，次の段階を経ながら，現在の道路体系
に至った。
（2）1909年から1932年にかけての主要道路
　明治年間において，街道と呼ばれるものは，日光
例幣使街道と，銅街道の二街道，日光脇往環が，広
域幹線としてあり，その他は各生活中心地区（現在
の市街地）を連絡する道が道路網を形成していた。
　現在の市街地は，これらの結節点に発展し，市街
地間を結んで，複数の道路が放射状に発展した。
　1909年の道路網は，幕末の道路体系に加え，その
後の軍事産業等の目的による，新設道路が建設され
ている。（例えば，太田一伊勢崎間）
　前述の通り，現在の幹線道路網は，既にこの時期
において原形を成し，以後は，これらが拡巾整備さ
れる形で今日に至っている。
　1909年と1932年の道路網を比較すると，道路線型
として変化が見られるのは，①桐生から伊勢崎へ
の連絡路線，　②太田一桐生一大間々の連絡路線，
③大泉一足利間，④足利一飛駒間，館林一田沼間
の連絡道路である。　（図5－2参照）
　この内，桐生一伊勢崎線は，現在両市を結ぶ幹線
として重要な役割を果たしている。
（3）1932年から1952年までの変化
　この20年間
は，戦事体制　　　　　　　　　　　　　　　刀から戦後の復
興期までであ
り，陸上輸送
の関係から、
道路改良整備
が進展した時
期である。こ
の時期におい
ては，拡巾な
どの道路改良
は進んだもの
の，未舗装道
路が多く，各
市街地間の連
絡路線におい
ても，現在と
は比較になら
ない程の状態
であった。
?
　太田・大泉周辺においては，太田小泉飛行場など
が進駐軍に接収されたことなどから，局部的に道路
整備が行われた。これは，圏域内でも例外的整備で
ある。
　道路線型については，この20年間は変化に乏しく，
わずかに桐生一前橋間を結ぶ，旧国道50号の線型が
整えられ，渡良瀬川への架橋による，連絡性の向ヒ
等が見られる。　（図5－3参照）
（4）　1952年から1988年までの変化
　幹線道路整備が急速に進むのは，1960年以降から
65年代に入ってからであり，モータリゼーションの
進展と期を同じくしている。
　この約36年間の変化には著しいものがあり，道路
改良が急速に進むと共に，新設道路による幹線道路
体系ができあがりつつある。
　まず，この間における著しい変化としては，モー
タリゼーションの進展に伴って，道路幅員の改良が
進展したことである。従前の道路は，バラス敷きで
あり，路側帯も取られておらず，道路側溝もないも
のが多かったが，改良により，これらが施工された。
　この工事においては，道路敷の買収等が行われ，
また線型を整えるため，周囲の土地が買収または一i二
良事業による場合は交換分合が行われた。そしてこ
うした改良事業は，全域にわたって行われた。
　広域道路の整備も急テンポで進んだが，その経過
は次の通りである。
　①国道｝22号と50号線の接続（桐生市一笠懸町
　　　ll｝］，　1973イ「）
f＿．．N．ノ
　L∫A
へ
図5－1　1909年の道路網
?
　　　久｛＿／
h衣＿訳
図5－2　1932年の道路網
犬猶」
?
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図5－3　1952年の道路網 図5－4　1952年～1988年間の改良道路
　②東北縦貫高速自動車道の新設（館林市一佐野
　　市等，正972年開通）
③国道122号バイパスの建設（館林市，1957～65
　　年）
　④国道50号バイパスの新設（桐生市一佐野市間，
　　1972～78年年）
　⑤主要地方道前橋古河線バイパスの新設（館林
　　市，19？9年）
　⑥国道122号バイパスの新設（太田市，1980年開
　　通，1987年4車線が開通）
⑦上武国道の建設（尾島町，1981年開通）
　⑧主要地方道佐野古河線一国道293号の接続
　　（佐野市，田沼町，1979年開通）
　⑨主要地方道桐生田沼線（桐生市一田沼町，
　　1988年現在改良工事進行中）
　⑩主要地方道佐野田沼線佐野環状線（佐野市
　　一田沼町，1980年開通）
　⑪国道354号（太田市一1988年現在バイパス建
　　設工事進行中）
　また，各市町村内における生活関連道路の内，主
なものとしては，
⑫桐生市一新川北線（通称コロンバス通り）
　　（1982年一部共用開始，86年開通）
　⑬足利市一昭和通り（近年に至るまで改良が続
　　けられた）
　⑭太田市一太田市東部環状線（1987年開通）
　⑮館林市一5号道路（1958年拡巾工事，68年東
　　武線跨線橋工事計画決定）
　⑯佐野市一主要地方道佐野田沼線（田沼一大橋
　　町間，1987年開通）
　以上が当圏域内において，新設もしくは大規模改
良された主要道路である。これらの道路建設は，単
に道路交通の円滑化，利便性を向上させたに止まら
ず，その沿線に拡がる農用地に対して，都市的土地
利用の価値を著しく高める結果となった。
（5）道路整備の効果と活用状況
　以上明治年間から今日までの道路整備経過を概括
的に見てきたが，これら道路網の新設改良は，都市
開発にも影響を与えることとなった。
　圏域内において，国道50号バイパスの建設は，土
地利用や住民の生活行動に多大な影響を与えた。
　この道路の沿線では，足利市において問屋団地，
野田工業団地等工業団地の建設を可能にし，太田市
においても東部工業団地が建設されている。
　また佐野市においては，周辺が優良農用地である
ことから，これまで植下町（若宮町）の土地区画整
理事業が行われたものの，開発に対しては，抑制力
が働いていた。しかし，市の産業活性化方策としで
50号沿線は都市化圧の高い一帯となっている。
　また足利市・太田市・桐生市・笠懸町の50号沿線
においては，新たな都市的機能が数多く立地するこ
ととなった。これは，主として流通関連業種であり，
家庭電化製品のディスカウントショップ，郊外レス
トラン等飲食店，各種卸売業，靴・衣服等のチエ’
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ン店，中小のスーパーマーケットなどであり，病院，
終末処理場等も建設された。
　このような意味において，国道50号バイパスの影
響力は多大であり，圏域の東西幹線として，とりわ
け影響力の高い開発と言える。
　次に，圏域内唯一の高速道路である東北自動車道
であるが，これが開通した，1972年以降，東京や宇
都宮，東北に対する接近性は，著しく向上した。
　特に，東北地方に対する業務，運輸，行楽などに
おいては，これまでの国道4号利用から，著しく利
便性が向上し，圏域内から多方面への利用者が増え
ている。
　この道路の交通量は，1985年秋の道路交通センザ
ス12時間断面で，館林付近において，約25，000台，
佐野市付近，約23．000台となっている。また取り
付け道路においても，　佐野藤岡インター周辺では，
約21，000台と多い。（図5－9参照）
　東北自動車道建設を前後して，
インター周辺の土地利用が検討
され，特に広域流通施設の立地
が期待された。しかし，現在ま
でのところ，流通拠点，トラッ
クターミナル，流通団地などの
立地はきわめて少なく，館林市
において農協の集出荷センター，
館林地方公設卸売市場が見られ
る程度に止まる。
　輸送業者や流通関係者にとっ
ては，高速道路の実現が，多大
な利益をもたらしていると思わ
れる。しかし現実には，京浜方
面への運輸業者の一部は，在来
線を利用しても所要時間が変わ
らないため，国道122号を利用
している例もある。（ただし早
朝，深夜の場合）
　上武国道は，関越自動車道と
群馬県県央部を連絡する路線で
あるが，圏域では尾島町が直接
関係するのみで，他には大きな
影響はない。
　しかしながら，現在計画中の
広域幹線道路は，境町で同路線
と接続されることから，圏域西
部の市町村と，埼玉，東京方面
を連絡する上で重要である。
???????
かった，通過交通を著しく緩和する役割を果たした。
　その内の主なものは，国道50号のバイパス化であ
り，これによって，桐生市，足利市，佐野市の市街
地を通過する交通量が激減する結果となった。
　また国道122号バイパスは、館林市，太田市，大
間々町において，同様の効果をもたらした。
　さらに，太田市では，主要地方道前橋古河線もバ
イパス化され，市街地における，通過交通を緩和す
る役割を果たしている。
　一方，他の市町村においても，バイパス性の道路
や，主要道路の連絡路線が整備されたが，館林市で
は5号道路，太田市では東部バイパスが整備され，
佐野市では，佐野環状線が整備途上にあって，交通
の分散・連絡路線として機能し，都市としての主要
なインフラを形成することとなった。
　佐野市の場合，国体を契機に整備された，主要地
方道佐野田沼線がバイパスとしての役割を果たし，
〆へへ
∫　　＼
ヤ．，
’” C／／
　　　主要地方道
　　　桐生伊勢崎線
Tr一臓膀滅
主要地方道
伊勢崎深谷線
凶
??
???
主要地方道
桐生田沼線
県道飛駒
足利線
国道293号
）く／
’で
主要地方道　　ノ？？FsSi・コ
桐生岩舟線
国道50号，
　ぐ
搬地槌萄鴫
足利邑楽行田線’
燦＼
，塗．
主要地方道～
佐野行田線
し一k」　5．
東北自動聖道
　各市において，新設された主資料1職浦町髄路台Kerm略化し，　x者が図化した　tt　　　　　国道12喝　＼J・
鑓路のバイパスは，それまで　郷脅窪1縦路繭駐管課のパンフレ’ト
市街地を通過しなければならな　　　　　　　　　　　図5－5　1988年の道路網・計画道路
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市南部から田沼葛生方面への交通に対応している。
（6）道路整備の課題
　圏域内全体に関わり，現在計画が進行している路
線としては，北関東自動車道路，広域幹線道路，国
道50号の4車線化がある。
　また，桐生市における林道三愛線は，現在建設が
進行中であり，東毛と群馬県央を結ぶ，利根川の堤
防を利用した新規路線も計画課題としてあげられて
いるため，これら全体の整合を図る必要が生じてき
た。
　さらに，葛生町北部の秋山万町線と，東村沢入を
林道で結ぶことにより，北部山間部の連絡性を高め，
広域観光に対応することも重要であり，林務担当官
庁の見解では，その可能性があると言う。
　北関東自動車道路は，当圏域において切望されて
いる国上幹線であるが，現在優先着工区間が決定さ
れ，前橋市・宇都宮市・水戸市周辺において，路線
が決定している。
　これらの問においては，栃木・群馬・茨城の3県
とも路線決定が待たれている。
　この沿線と予測される地域においては，内陸幹線
の建設により，上地の開発効果への期待が高まり，
地域全体の活性化が図れるのではないかという期待
感がある。
　そして，これに関係した流通施設計画や，新規工
業導入、その他新たな開発行為が予測される。
　しかしながら，圏域内にはこの幹線とは直接関係
しない群馬県東毛地域などもあり，この道路を活用
するためには，圏域の南北軸をさらに整備し，圏域
全体としての設置効果が上がるよう配慮していくこ
とが重要である。
　例えば，佐野市における県道山形寺岡線・寺岡館
林線の接続，高橋橋の新設，館林市上早川田以南か
ら広域幹線道路への接続などが指摘される。
　また桐生市は現状においても，幹線道路から市街
地への接近性が悪いため，将来の道路体系に対応す
るためには，仲通り線を南部に延長し，幹線道路と
の有機的結合を図ることが重要な課題である。
　足利ll∫についても同様であり，既存および，新設
幹線道路と既存道路網との関連性を，さらに検討し
ていくことが指摘される。
　広域幹線道路は，東毛地区において，上記道路同
様，重要な役割を持つ産業・生活両面での幹線であ
る。
　現在，同道路建設促進連絡協議会により，事業の
促進が図られているものの，伊勢崎市において，市
街地を通過するため，多大な事業予算を必要とし，
その全面開通には，さらに多くの時間を必要として
いるようである。
　また同路線は，現状では，板倉町までを計画区間
としているが，この路線の性格上，国道4号との接
続が重要であり，計画の拡張が必要である。
　国道50号は，交通量の増大に対応しきれず，慢性
的渋滞の解消が課題であったが，現在4車線化，立
体化が各地において進行している。しかしながら，
広域を展望すると，笠懸町以西と，小山市以東にお
いて，さらに計画の拡張が必要である。
　以上，圏域内の道路発達概史と問題点，課題にっ
いて見てきたが，将来的には，圏域内の社会経済両
面における発生交通量の変化を予測しつつ，全体と
しての道路交通体系を整備していくことが必要であ
る。
　特に，各市街地を連絡する路線の整備，大量の就
業者が集結する地域地区を中心とした，道路体系，
広域観光に対応する，道路網の整備などが，検討課
題としてある。
5．5　公共輸送の変化
（1）公共輸送の概況
　1965年代に入るまでは，鉄道・路線バスは，地域
の重要な交通手段として活用されていた。
　圏域内にはJR両毛線，JR足尾線，東武伊勢崎
線・桐生線・佐野線・小泉線があり，現在も通勤通
学に利用されている。（図5－6参照）
　JR両毛線は，圏域を横断して，水戸線と共に茨
城県・栃木県・群馬県を束酉に連絡している，幹線
鉄道である。近年，東北新幹線，上越新幹線の開通
によって，高崎市・小山市の広域交通に対する重要
性が，さらに高まってきているが，両毛線はこれら
国土幹線鉄道との連絡路線という点においても，重
要性を持っている。
　東武線は，群馬・栃木両県と，東京を連絡する重
要な交通手段となっている。これは，5市と東京と
を短時間で結ぶことから，両毛線よりも利用価値が
高い地域も多い。
　例えば，急行利用によると，館林一浅草間は約1
時間，足利一浅草間は1時間10分で連絡され，快速
・準急利用によっても，館林，足利周辺から，首都
圏への通勤・通学が可能である。
　また，大間々町および同町周辺の，赤城山南麓地
域や葛生・田沼町など，山間地域においては，東武
線が唯一の主要な路線となっている。
　しかしながら，東武線とJR各線との連絡性は，
佐野駅を除いて悪く，特に主要鉄道を東武線に頼っ
ている館林・太田市では，この連絡性改善が大きな
課題となっている。
　現在は，東武伊勢崎線の伊勢崎駅でのJR両毛線
への乗り入れが，関係市町村間で協議されていると
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図5－6　両毛地域の主要鉄道網（1988年現在）
ころである。
　JR足尾線は，存続問題が沿線住民にとって焦眉
の的であったが，最近になって第三セクターによる
存続が決定され，よ
称わたらせ渓谷鉄道）ノ
バスがあり，特に一
部の通勤者と，多く
の通学者が活用して
いる。
　1970年時点におい
ては，圏域内で運行
される路線バスが，
5市を中心として，
それぞれ15系統程度
運行されていた。
　これは，5市と周
辺町村を結ぶ生活路　図5－7　1965年のバス路線
線，都市間を連絡す　る広域路線に区分するこ
とができる。
　1965年代までは，東京との連絡路線もあり，
前橋市への路線は，80年頃まで運行されていた。
　しかしながら，1965～70年頃から急速に進展
しはじめた，モータリゼーションの影響によっ
て，路線バスの利用者が減少を続け，1975年代
には存続できずに廃止を余儀なくされる系統が
相次いだ。
　自家用車の普及率が高いのは，公共輸送の整
備水準が低いためだという意見がある。
　確かに，圏域を含む，群馬・栃木両県の公共
輸送は，首都圏内においても利便性の低い地帯
である。そのために，自動車運転免許の保有率
が高いという，副次的影響も見られる。
　特に鉄道網から漏れた地域地区においては，
日常生活行動における，移動上の利便性が著し
く劣る部分もあり，軒先から軒先を結ぶ自動車
交通に，他地域に勝って高い期待がかけられる
ことになっている。
　このような状況から路線バスの利用状況は，
急速に低下し，1965年代の路線網（図5－7）
は1987年現在24系統まで減少した。　（図5－8）
　これは，桐生市を中心とする12系統，太田市
を中心とする6系統，足利市を中心とする3系
統，佐野市を中心とする3系統である。
　また館林市については，同市を起点とする路
線バスがすべて廃止され．問題となっている。
町村間を連絡する路線は，既に皆無となり，田
　　　　　　　’一＼，　　　　　　　　　ヘへ「
廼　　駄＼＼s??
　　　ハ
L‘Z’“’r
資料出典：tg87年　く株》東武鉄道，関東バスの協力を
　　　得て．筆者が作戒したものである．
図5－8　1987年のバス路線
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沼町において行われている第三セクターによるバス
や，葛生町の町営バスなどが廃止路線を補完してい
る。
（2）鉄道利用の推移
　旧国鉄の，圏域内各駅の鉄道利用者は，1967年に
おいて年間840万人を記録したが，1970年頃に若干
減少し，以後は75年まで800万人台で推移してきた。
　しかし1976年以降は，減少の一途をたどることと
なり，1983年には，635万人まで減少している。
　この内，桐生駅では，1960年において187万人の
利用者があったが，68年の240万人をピークとして，
以後77年まで，200万人台で推移してきた。
　1978年以降は，緩やかに減少しながら推移してき
ており，84年には，174万人まで低下している。
　また足利駅では，1967年に228万人あった利用者
が減少し，75年には，192万人，80年には，169万人
に減少し，1983年には，157万人となった。
　佐野駅についても，類似した傾向が見られ，1967
年の264万人が，83年には，186万人に減少している。
　圏域全体としては，1967年から83年までの，16年
間に，約24％の利用者が減少したことになり，長期
減少傾向を否定できない状況である。
　旧国鉄足尾線についても，同様のことが言えるが，
この路線については，ピーク時の1966年には，大問
々駅においてt　350万人の利用者があったが，以後
は減少を続け，1982年には，　160万人，1983年には，
150万人となった。
　この背景としては，足尾銅lllを経営する占河一E業
の操業の変化や，沿線の黒保根・東村の若年人［流
出，過疎化の進行なども，複雑に関係している。
　とりわけt農山村への自家用車普及は，利用客減
少に多大な影響を与えている。
　一方，私鉄の東武線については，各駅において利
用の減少傾向は認められるものの，主要駅の利用者
数は安定してきている。
　圏域内で最も利用者の多い太田駅では，1967年に，
379万人を記録しているが，以後は72年の438万人を
ピークに減少し，1979年には255万人まで低下した。
　しかし，その後は安定し，約250万人台で推移し
てきている。
　これは東武線を唯一の鉄道交通とし，工業の発展
と共に，同市への来街者が増加したことが，原因し
ているものと思われる。
　次に利用者数の多い足利市駅については，1967年
に290万人であった利用者が，76年には，215万人ま
で低下したが，以後は増減を繰り返しながら，200
万人台で推移している。
　さらに，東武線のターミナルとなっている館林駅
では，1967年に，約297万人であった利用者が，以
後は若干減少したものの，　250万人以上で推移して
きている。
　新桐生駅については，これらの市の主要駅より利
用者数が少なく，1967年の，65万人が1974年・75年
に減少するが，80年以降は，60万人台で推移してい
る。（図5－6参照）
　このような利用者数の推移傾向は，自家用車の普
及と密接な関係を持っている。
　しかしながら，太田・足利市・館林駅などにっい
ては，急行利用により，浅草まで約1時間30分以内
に到達できることが，大きな魅力である。
　このことから，通勤・通学など，日常的利用や圏
域内各都市への来街者においても，利便性の高い交
通機関として再評価され，利用が安定したものと思
われる。
　しかしながら，急行利用でも，東京まで2時間を
要する新桐生駅や，日常生活路線として利用してい
る，支線沿線の駅においては，通学者を中心とした
利用が主となっている。
　桐生市と前橋市を結ぶ私鉄上毛電鉄の利用者は，
1968年に175万人であったが，75年には90万人とな
り，1985年には75万人まで減少した。
　これは，前橋一桐生間の労働力交流が鈍化したこ
とや，都市中心距離25kmが自家用車による通勤可能
な距離となったことによる。
　現在は，赤城山南麓の町村から桐生へ，あるいは
桐生から人間々・前橋方面への通学者が利川のtli心
となっている。
（3）路線バス利用の推移
　前述のごとく路線バスの利用者が急速に減少した
ことは注目するべき変化である。
　しかも利用の減少が路線の運行停止をもたらした
ことは，沿線における生活の利便性を低下させ，土
地の潜在的開発可能性を変質させたと言える。
　1967年時点において，最も利用者数が多かった路
線は，桐生天神町と東足利を結ぶ系統，太田駅と熊
谷駅を結ぶ系統であった。（図5－7参照）
この2系統の，　1967年における年間利用者数は，
それぞれ，287万入，284万人であり，東足利桐生
間は足利市側の統計で314万人であった。
　これは，主要駅の鉄道利用者数に相当する利用量
であり，1965年代の路線バスの重要さを示唆する事
実である。
　5市の市街地間を連絡する路線として，現在は太
田一桐生間，桐生一足利間，佐野一足利間の3系統
のみとなった。
　従って，太田一足利間と，館林から各市を連絡す
る路線はすべて廃止されている。　（tg96年時点にお
いては全路線が廃止された）
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　各都市は鉄道により連絡されているため，連絡性
が極端に低下したとは言えないが，バス路線沿線の
住民，特に通学者・交通弱者と呼ばれる人々の利便
性低下は否定できない。
　5市を中心として，周辺農山村を連絡していた近
距離生活路線の大半は廃止されたが，鉄道による代
替輸送が不可能な地域に関しては，急速に生活行動
上の利便性が低下し，通学，通院，購買行動などさ
まざまな生活行為に影響を与えている。
　この内，特記するべきものとしては，館林市を中
心としたバス路線の全面廃止がある。
　廃止前においては，館林市から足利，太田，佐野，
藤岡町，板倉，前橋，千代田，大泉などを連絡して
おり，沿線地域地区の利用もあったが，現在はバス
に依存していた板倉，千代田町などと館林市との連
絡性は低下した。
　また佐野市からのバス路線も，3系統を残して廃
止されたため，同市を生活中心とする田沼町，葛生
町では町営バスの運行により代替している。
　路線バスの利用者数減少は，モータリゼーション
の進展と表裏の関係で起こってきたものであるが，
鉄道輸送に期待できない地域地区にとって
は，重大な問題であり，今後の利用減少は，
さらに進むものと推測される。
　一方，自家用車を，多くの生活行動に利
用することにより，道路交通量がますます
増加する影響をもたらしている。
　路線バスもしくは，これに代わる公共輸
送システムの検討は，圏域内における将来
の重要な検討課題となろう。
　従って，公営輸送システム，新交通シス
テムなどは，圏域もしくは，広域的計画課
題として位置づける必要がある。
（4）道路交通量の現況と推移
　公共輸送には含まれないが，これとの関
係が深い道路交通量について概況を述べる。
　乗用車，業務用車両の普及率が高まると
ともに，圏域内外の自動車交通量は，ます
ます増加の一途をたどっている。
　圏域内で最も交通量の多いのは，国道50
号であり，1985年度の道路交通センサスに
よれば，12時間断面で14，　OOO～21，000台と
なっている。　（図5－9参照）
　この内では，佐野市の東北自動車道イン
ターチェンジ周辺が最も多く，21，166台と
なっている。
　これに次いで多いのは，主要地方道太田
熊谷線，国道354号などがある。これらの
状況については，図5－9に示した通りで
ある。
　全体の傾向として，圏域内の東西を連絡する，道
路の交通量が多いのに対して，南北路線である，主
要地方道大間々尾島線，佐野行田線，足利行田線な
どの交通量が少ない。
　また時限的ではあるが，桐生市，足利市，佐野市
では渡良瀬川を渡る橋梁付近で，交通量が増加する
とともに，渋滞が慢性化している。
　特に，主要地方道足利太田線では，足利市内の中
橋付近において，1980年の交通量12，520台が，85年
には16，089台に増加し，朝夕のラッシュ時には渋滞
が激しい。
　国道50号，笠懸町，国道354号太田市高林交差点，
各市街地の中心道路においても，渋滞が見られる。
　1980年に実施されたセンサスとの比較では，国道
50号，主要地方道太田一熊谷線，主要地方道前橋古
河線（館林板倉問），国道354号太田市高林付近の交
通量増加が認められる。
　道路交通量の増減傾向は，交通の発生要因による
ものであるが，圏域内の脊椎とも言うべき国道50号
の交通量は，ますます増大する傾向にある。
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図5－9　1985年度道路交通センサス
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　これは同路線が，北関東内陸部における．重要な
広域幹線として，産業道路の性格が強いため，多く
の通過交通を含んでいるためである。
　しかしながら，圏域内との関連性では，各地にお
いて都市機能の再配置が進行しており，50号利用に
より，広域的な生活行動が見られるため，将来は通
過交通を分散するなどにより，圏域の生活幹線とし
て位置づける必要がある。
　一方，太田市・大泉町を中心とした，企業への通
勤や業務などの交通量も，増加する傾向にある。
　更に太田・大泉への通勤者数が，次第に増加して
いる中で，両地域に対する他地域からの接近性は，
決して良好とは言えない状態である。そしてこれも
交通渋滞の原因となっている。
　特に足利，太田間の労働力交流は，他都市間に勝
って活発である反面，両地域を結ぶ道路綱は細く，
連絡力S悪い。
　路線バス利用の減退は，モータリゼーションの直
接的影響としてとらえることができるが，現在の利
用の中心は，高校生をはじめとした通学者と，自動
車を利用しない，一部の利用者により支えられてい
る。
　このように公共輸送，特に路線バスの利用量が低
下した反面，道路交通量は，ますます増加の傾向を
たどってきており，多くの地域地区で交通問題を引
き起こしている。
　将来，工業基地としての性格をますます深め，広
域観光を促進し，各種生活行動を円滑にしていく必
要がある。そのためには，道路計画はもとより，公
共輸送をも含めた総合交通システムを，広域的に検
討していく段階にさしかかってきている。
5．6　上水道の整備過程・課題
（1）圏域内における上水道の概要
　上水道普及率は，文化的生活および，生活環境水
準を示すバロメーターとして，長い間使われてきた。
　確かに，現在の住生活の水準に到達する以前の状
況においては，市街地においても井戸が使用され，
また近くの渓流で洗い物をする姿が見られたのは，
それほど古い話ではない。
　当圏域においては，5市および葛生町において，
早い時期から水道事業が行われているが，各地域に
おける水道事業開始時期は次の通りとなっている。）））））））??????足利市
桐生市
葛生町
太田市
館林市
佐野市
大泉町
ig3i年
1932年
1938年
1939年
1957年
1956年
1966年
　現在のように地域の生活環境が整備される以前に
おいては，生活環境整備の重要な課題として，飲料
水確保が問題であった。
　このことは，生活環境改善や，住生活の利便性向
上において，長年の懸案であった。
　1965年代を過ぎると，住生活様式変化が衣食住す
べてに及び，住宅設備改善への需要が高まるととも
に，住宅の建て替えが進行した。
　この間，国の著しい工業の発展と歩調を合わせる
かのように，住宅設備も改善されてきたのである。
　このような変化の中で，住宅に対する各種エネル
ギー等の供給，住生活上発生する廃棄物の処理が，
住生活を支える重要な要素となってきた。
　上水道は，その中でも最も基礎的な整備項目であ
り，都市，農山村を問わず，住民と行政が，共に早
期整備に熱意を注いだ課題であった。
　しかしながら，　「線的整備項目」である水道管網
は，密住状態の市街地においては比較的容易に整備
が進行したものの，疎住地域においては，遅々とし
て整備が進まなかった。
　特に農山村においては，集落が分散的に立地して
おり，上水道の管網延長が著しく長い割には，受益
者が少ない特異姓があり，その解決には長い時間を
必要としたのである。
　そこで，農山村地域では，集落もしくは複数集落
の合同による，簡易水道を建設し，やがて多くの集
落に簡易水道や上水道が整備された後，これらの連
結が行われた。
　その結果，現在では都市部における普及率が，ほ
ぼIOO％に近く整備が進展し，農山村部についても，
井戸から水道へと水源が大きく変わってきている。
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　しかし現在においてもなお・上水道の恩恵を受け
ることのできない農山村集落が存在しており，別な
側面では，集落防災の水源確保においても問題とな
っている。
　ここでは1960年以降，圏域内の上水道がどのよう
な変化を遂げてきたかについて述べ，両毛5市およ
び町村部における，上水道の現状と課題について整
理する。
　20市町村の水源としては，①地下水，②表流水，
③伏流水を主水源とし，これらのいずれか，また
は複数の組み合わせにより，水源を確保している。
　各地域は，次のように整理できる。
　①地下水一一一一一一薮塚本町，館林市，尾島
　　　　　　　　　　　町，新田町，板倉町，明
　　　　　　　　　　　和不・L邑楽町，田沼町，
　　　　　　　　　　　葛生田1
　②表流水一一一一一一大間々町，笠懸町
　③伏流水一一一一一一黒保根村
　④地下水＋表流水一一新里村，東村
　⑤地下水＋伏流水一一太田市，千代田町，大泉
　　　　　　　　　　　町足利市
　⑥地下水＋表流水＋伏流水一桐生市，佐野市
　これらの水源から，1日およそ50万トンを越える
上水が取水されている。
　将来的な水源の確保については，桐生川ダムの水
利権，松田川ダムの水利利用など，新たな水源を期
待することができる。
　加えて，群馬県側の市町村に関しては県営上水道
計画区域として，東部水道の対象地域となっている。
　しかしながら，山間部においては，水源が枯渇す
る例も見られる。現在，当圏域が保有している水利
権は，農業用水をはじめ，工業，上水道にわたって
おり，圏域の将来の発展を考えていく場合，将来の
水需給を検討する必要がある。
（2）　上水道供給の推移
　1）　上水道普及率の推移
　まず，表5－1・2により上水道普及の進展につ
いて述べる。
　】960年における圏域内の上水道設置状況は，5市
と黒保根村（簡易水道），尾島町（簡易水道），邑
楽町，葛生町であった。
　この時点における普及率は，桐生市の64．1％が最
も高かったが，圏域全体としては38．9％でしかなく，
5市の平均でも49％と低い状況であった。
　とりわけ，佐野市は20．6％と低く，他の3市も約
50％しか普及していなかったのである。
　全域にわたって普及しはじめるのは，1965年以降
であり，1970年になると，全地域において上水道も
しくは，簡易水道の事業が導入され，進展をみた。
　この時点においては，4市の普及率が著しく向一ヒ
し，桐生市，太田市では約90％となったが，佐野市
は49．2％，館林市でも66．4％と未整備地区を残して
いた。
　これは，市町村合併により市域に編入された，農
業集落における，上水道普及率の低さに起因してい
る。
　一方，簡易水道を主体として，急速に普及した農
山村の普及率は，7地域において90％以上を示し，
新里の33．2％，黒保根の54、2％を除き，他町村では
70％以上の普及をみた。
　これ以後，各地域における水道事業は，普及率向
上，水源の確保，水道管網整備，減圧槽，自動監視
装置，バイパス管網の整備など，多岐にわたって努
力が払われ充実してきている。
　圏域全体では，1960年における普及率38，9％が
1970年には80．1％になり，75年には99．7％となったn
　さらに80年91．5％，85年93．5％と，着実に整lll；1が
進展してきている。
　1985年における普及率は，概ね90％を越え，わず
かに千代田町，佐野市，田沼町のみ80％台となって
いる。
　普及率の高い中でも，桐生・太田・館林の3市，
及び・大間々・薮塚・笠懸・新里・板倉・明和・大
泉・邑楽の11地域では95％を越えている。
　2）計画給水人ロ等の推移
　水道事業の規模を示す，計画給水人口については，
各地域の水道事業の進展と，人口増加，水道使用量
の増加などと関連しながら増加してきた。
　表5－1・2により，給水の推移について述べる。
　圏域全体で，1960年にはわずか279，000人（総人
口の40．4％に相当）でしかなかった。
　これ以後は増加の一途をたどり，1970年になると，
1，172．000人（1960年の4．2倍，総人口の92．8％）へと
増大した。
　また1985年には，　914，000人となり，計画給水人
口は，総人口を越えて117％となっている。
　また実給水人口（つまり受益者数）についても，
年々増加の一途をたどってきており，1960年におい
て，208，000人であったものが，70年には545，000人，
1985年には，802，000人へと増大してきている。
　このように，水道事業全体としては，1965年から
70年にかけての著しい整備の進展を認めることがで
きる。
　3）上水利用量の変化
　一般的に，生活水準が向上すると，上水の使用量
が増大すると言われている。
　1人1日当たり最大使用量は，1960年において，
289リットルであったものが，65年には316，70年に
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なると，321リットルまで増加した。
　これ以後は，75年の444リットルを最大として，
80・85年は増減を繰り返してきている。
　しかし，市部においては，年々使用量が増加して
おり，特に太田市においては，この傾向が顕著であ
る。　（表5－1・2参照）
　生活と水との関わりについては，第一に自動車の
普及による洗車用水の増加，浴室におけるシャワー
使用の一般化，調理，洗濯における使用水量の増加，
水洗便所の普及，樹木，花，盆栽，芝生などへの散
水などがあると言われる。
　このように，井戸水を利用していた時代から，水
道普及の初期，水道活用時代へと大きな変遷が見ら
れ，その中で，水の使用量は増加し続けている。
　1960年において，圏域全体で約42，200トンであっ
た1日平均給水量は，70年に全地域に水道事業が開
始されると，　15L500トンに増加した。
　これ以後の給水量は，ag　bllの一途をたどってきて
おり，75年には，899，280トン，80年には914，241ト
ンとなり，1985年には，993，812トンへと増大した。
　こうした状況から，給水量が1日且0万トンとなる
のは時間の問題と言われる。
　1985年時点において，1日最大給水量が最も高い
のは足利市であり，約77，000トンであるが，1日平
均給水量の多いのは，桐生市の約61，000トンである。
　また1人1日最大給水量については，大泉650リ
ットル，笠懸562リットルが高い部類に属している。
　5市では，桐生575リットル，太田556リットル
などが高い。この値は市部平均428リットル，町村
平均430リットルを大きく上回っていることがわか
る。　（表5－1・2参照）
（3）上水道における問題点
　このように，上水道普及率は，1970年頃と比較し
て見違えるほど向上し，例えば，群馬県全体にお
ける1985年の普及率が97．5％に達するなど，生活環
境整備水準のバロメーターとは言えない状況まで整
備が進展した。
　しかしながら，水資源確保に関しては，1987年夏
の異常渇水において経験したように，当圏域内の上
水道供給が万全の状態ではないことを認識し，将来
の備えとしていく必要がある。
　将来の上水道については，群馬県営水道計画の東
部水道地域として計画されており，水需要は広域的
に対応される計画がある。
　上水道の質的問題としては，桐生市等において夏
季における「臭い水問題」が発生するなど，地域に
よっては新たな検討課題が発生している。
　普及率は向上したものの，簡易水道を接続して全
町・全村の水道網を形成している農山村地域におい
ては，管網が老朽化し，ウォーターハンマーによる
配水管の破裂，漏水，赤水の発生などの危険がある。
　従って，計画により石綿管をダクタイル鋳鉄管な
どエターニットパイプに敷設替えするなど，改善の
必要性を生じている。
　山間町村では，本管網が傾斜に沿って放射状に埋
設されている場合が多く，末端が接続されていない
ことから，断水時において被害を被る住民が多い。
　そこで，下流地区における，各系列管の接続が懸
案となっている地域もある。
　また，上水道の自動化を図らなければならない地
域においては，水源地における自動監視システムの
設置や，自家発電設備の装備が必要であるとしてい
る。
　市部においても，老朽化した管網の更新や，給水
量増大に伴う管渠の敷設替えが，必要となっている
地区や，人口急増地区に対する給水計画の見直しも，
水道事業としての検討課題となっている。
　近年両毛5市において，上水道の災害救援協定が
締結され，災害発生時に飲料水を互いに供給し合う
こととなった。
　そしてこれは，市部を中心とし，さらに隣接町村
まで拡大される傾向にある。
　このことは，広域市町村圏計画を越えて，隣接地
域との地域連帯を進める上で，画期的なできごとで
あり，県境地域における問題の解決として重要であ
る。　将来的には，上水の安定供給を前提として，
この連絡網がさらに強化され，非常事態が生じても，
圏域内で上水が確保できるよう，両県内の整合や圏
域内での水源の安定的確保，水道管網の整備が必要
であろう。
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表5－1　上水道供給量・普及率（1）
?
1960・ 1970・
市町村名
計画給水
@人口
現在給水
@人口
1人1日
ﾅ大量
1日最大
巨?ﾊ
1日平均普及率
巨?ﾊ
計画給水
@人口
現在給水
@人口
1人1日
ﾅ大量
1日最大
巨?ﾊ
1日平均
巨?ﾅ
普及率
L 1 m3 3　　％ 1 m3 ?
桐生市 24819，58513，830 64．1120，000U9，920 432517673723689．9
太田市
76，500
T0，000
78，853
Q2，850 45810，4706，337 48．712000091，854 36633，5842395293．9
館林市 2870018540208 38522，224 53．8620DO41，049 29912，2859，299 66．4
足利市 71，0DO63，845 2981902314，234 57．7148，62512845【 4015147641，138 81．5
3600014188255 3612219820．64130035733409 46309　97 49τ
「 8　58 7 5　5 3 9，0　　　　5 6 36 【　　6 「　8 77
大間々市 一 一 一 皿 一 一 12，DOO16306318 51913，411 94．9
一 一 一 一 一 一 90008443 314 2650148793．0
笠．、村 一 一 一 一 一 ｝ 80008，223 408 3，359 2，208 93．0
新里す 　 一 一 一 一 一 50003189 160 510 264 33．2
黒保根村 990 795 150 i52 101 15．1 3，545 2，090 150 313 209 54．2
東寸 一 　 一 一 一 一 915 870 150 137 114 95．1
尾島町 粕川熊野簡　水道 2，000 覗8 129 554 54 100．0
田町 　 一 一 　 　 一 842！ 6736 221 1491104581．7
板倉町 一 一 一 　 一 　 18，15015，389 136 2，IOO 1，627 92．2
明　ホ・ 一 一 一 一 一 一 100006944 296 22001529
千代田町 一 一 一 一 一 一 3，000 2525 230 580 335
95．2
X8．1
大　町 一 一 一 一 一 一 600001912364812070900074．2
邑楽町 4，100 2，813 155 435 194 19．5 16，000ll，961 284 3，548 2，457 82．2
?
一 一 一 一 一 一 1640012947221 3275255679．5
田』 12⑪OG 6407 538 345G306433．01585013812408 5649435777．⑪
町村部計 17，09010，015 28i 4，037 3，359 22．2188，281128，976 27243，62730，653 82．2
両毛地域計 279，290208，273 28960，58942，182 38．9680，206544，982 321196，873151，47580．1
注：資料出典；市町村の調査による。
　　　　表5－2　上水道供給量・普及率（2）
1980f二 1985年　　　　　摘要
s町村名
計画給水
@　人口
現在給水
@　人口
1人1日
ﾅ大量
1日最大
巨?ﾊ
1日平均
巨?ﾊ
普及率 計画給水
@　人口
現在給水
@　人口
1人1日
ﾅ大量
1日最大
巨?ﾊ
1日平均普及率
巨?ﾊ
塗鈷 1 m3 ?? ％ 3 3　　　％
桐生市 157100130，649 515673375325998．6157，100130208575748161，067 98．8
太田市 1616001228684575609533599987205000［27、361 5567078154i2396．3
館林市 6300G62，875 4ア4 297802200689．1 86，00071，784 549394403195395．8
利市 160057150672439660725500890．4156150155679492766665985192．6
8810060792421251441978276388800665184653090724　78　　81，6
62985727856461244481836590369305055　5508 29261023i　7　　9　6
大間々市 27，30022ig9364 8081609497．027，30022，752 48411，023814997．0
1500013723428 5891418マ 99．4 1500014954504 7543577699．0
笠，、村 17，70016，149 485 7，842 591898．4 17，7001904056210696790798．4
里寸 1150010745 370 3971273894．0 1260012280433 4796359798．0
黒保根村 3，532 2493 150 1018 525 74．9 35322606 200 960 645 80．6
刺・ 58024057 230 936 711 88．2 46803881 383 1486ll2990．6
尾　町 15DOO14271 250 3，094 265795．1 1500013993250 5020384093．3
新田町 30000233082了3 6，373 4，529 90．3 30，00025929347 8，787 584094．0
板倉町 20，00016D66300 4，814 3，912 98．6 2000016089370 5，960 450i 99．4
明和村 100009，624 349 3，356 2，718 97．6 1300010，D8！ 460 46343381 98．1
千代田町 11，000 8，943 364 32592，291 84．41100010040394 3，958 109689．1
大泉町 5⑪0⑪0 3143i 60318965i5，008 98．6 50，0003575965D2326017，853 98．8
邑楽町 2000020，907 372 7，770 5，550 95．9 33，00026，847 45910，935853597．5
田沼町 29，2002291D426 9，763 570775．3 29，6002500343810948，627 81．8
350 1　373 G 6　0 89 890 50 6 5
? 48 93
町村部計 284，38423！，199 36091，45367，439 91．8300，762250，480 430U9，34287，584 93．9
両毛地域計 914，241759，055 385335，881251，09391．5993，812802，030 429411952318，85693．5
注：資料出典：市町村の調査による．
一114一
5．7　下水道の整備過程・課題
（1＞下水道整備の概要
　現在の生活水準における，快適性を実現していく
ために重要な下水処理について述べる。
　生活様式の変化や住生活水準の向上に伴って，家
庭における上水道使用量は，年々増加してきている。
　しかしながら，公共下水道建設の現況は，桐生市
において，渡良瀬川左岸の整備が開始され，5市の
中では最も進捗がめざましい。
　一一方，足利市では渡良瀬川河北の市街地，太田市
・館林市・佐野市では，DIDの一部のみ整備が行わ
れている状態である。（図5－10・目参照）
　一方，この分野の整備が遅れている農山村部にお
いては，生活雑排水等を，道路側溝や農業用排水路
に放流している地域が多く，雨水の排水すら，自然
浸透にまかせる状況が見られる。
　h流地域において，生活雑排水を農業排水路に放
流すると，下流地域ではそれを農業用水として利用
する例もあり，塩分を含んだ排水が，下流地域の農
作物に影響を与えた，新田町の例は圏域内でも記憶
に新しいところであるe
　ド水問題が表面化する以前においては，家庭雑排
水は個別に処理されており，自然浸透もしくは，最
寄りの小河川，水路などへ放流して済ませていた。
　しかしながら，現在環境問題が表面化して
いる状況においては，家庭雑排水を最寄りの
水路に放流して処理するわけにはいかない。
　従って，都市，農山村ともにこの問題が環
境整備における重大な課題となっている。
　都市部においては，下水道整備が年々進行
してきているが，現在でも家庭雑排水などを
道路側溝へ放流している例も見られる。特に
既存市街地における住宅，近隣環境における
生活排水は問題である。
　農山村においては，生活環境整備上の多く
の課題が解決される途上にあり，上水道，道
路整備など，基礎的な整備課題の改善は進展
している。
　しかし，生活雑排水処理の問題は，かって
上水道t電力，電話等，線的整備が遅々とし
ていたように，進まないのが実情である。
　これは，多大な事業費を伴う割には，受益
戸数が少ないことが最大の原因と考えられる。
　この問題解決への最も有力な方策として，
多くの期待を集めている流域下水道計画に関
しては，最近になって，群馬県内の流域下水
道計画促進への要望が高まりを見せている。
　そして計画段階ではあるが大泉・邑楽・千
代田の3町による，西邑楽流域下水道，薮塚
・笠懸・新田・尾島の各町と，太田市の一部を含み，
東毛第ユ下水道基本計画の調査が開始された。
　またこれら流域下水道計画に，直接関係しない地
域においては，町村単独でこの問題に取り組もうと
する例も見られる。
　更に，近年農林水産省の補助事業として「集落排
水対策事業」が単独の補助事業としてあり，また県
の環境衛生主幹課では「コミュニティープラント」
の導入を推奨しているので，選択可能なさまざまな
整備の方法が考えられる。
　さらに少数例ではあるが，伊勢崎市三郷地区（波
志江地区）では，農林水産省によるミニ総パ事業に
より，集落排水対策を実現している。
　現時点における下水処理状況は図5－10に示す通
りであり，都市部において，都市下水路，公共下水
道事業が進展を見せている。しかしながら，その進
捗状況は，未だ多くの未整備地区を抱えており，今
後さらに多大な予算を必要とする状況にある。
（2）下水処理の規模・下水処理施設の概要
　圏域内の下水処理場は6施設あり，桐生市には渡
良瀬川右岸，左岸に分けて，2か所の処理場が整備
された。
　この内，旧市街地を分担する境野水処理センター
はし尿処理を含んでいる。
資料出典：19，R711，山町村に依頼してもった．
ド水処即関係渕査結果を図化したものである。
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図5－10　下水道処理区域の現況（1988年現在）
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　同市の計画処理人口は・　14LOOO人であるが，現
在渡良川左岸の下水道工事は終了し，右岸に関して
は相生地区を残すのみとなった・
　太田市は計画処理区域面積1，541ha，計画処理人
口110，000人で，中央第一処理区，第2処理区に区
分して工事が進展している・
　この処理場は，それぞれ第1・第2浄化センター
として，同市古戸地区の利根川堤防下に建設が進め
られ，第1浄化センターは供用開始となっている。
　現在の進捗状況は，処理区域面積439ha，対象人
口23，785人，普及率17．7％となっている。
　館林市は計画処理面積484ha，計画人口29，500人
として，同市堀工に水質管理センターを設置し，既
に供用を開始している。
　そして1984年時点において，処理面積484ha，処
理対象人口｝ま，19，700人となっている。
　足利市は計画処理面積が，　2，300ha，計画処理人
口172，000人として，　同市いかる木町に水処理セン
ターを建設したが，現在は渡良瀬川左岸の市街地に
おいてのみ供用している状態である。
　この処理場では，し尿処理も合わせて行われてお
る。
　現在の処理区域面積は，603haであり，対象人口
は43，000人となっている。
　佐野市は計画処理面積が，　2，100ha，計画処理人
口105，000人として，　同市南部の植下町に水質浄化
センターを設置し，現在は工業団地と市街地の一部
について，供用が開始されている。
　第1期工事の処理区域面積は，　329ha，対象人口
は，25，700人であり，現在は第2期工事に着手して
いる。（図5－IO参照）
　以上のように，5市の公共下水道事業は進展して
きているが，事業予算が多大であり，その完成には
更に多くの時間を必要としている。現在の普及率は，
桐生市57％，　　　　　1
太田市17，7％，　　　　　　　　表5－3　水処理施設の現況館林市34毘，
足利市20％，
佐野市35．5％
となっており，
桐生市の普及
率が著しく高
いことがわか
る。
　また圏域全
体としての普
及率は，31．7
％であり，未
だ低い。　　　注1資料出典：各施設のパンフレツト及び各市の責料による・
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図5－11群馬県・栃木県・県庁所在地・5市の
　　　　　下水道普及状況（1987年現在）
5．8終末処理場の整備過程・課題
（1）はじめに
　終末処理施設は都市施設として，住民の生活様式
変化による家庭内の廃棄物処理，事業所その他から
の大量の廃棄物に対応するため出現した，地域の現
代的装備と言える。
　戦後の混乱期においては，廃棄される塵芥の量そ
のものが少なく，地域において一元的処理する必要
もなかった。
　その後，時代の変遷とともに，廃棄物は増大し，
質的にも様々な廃棄物が出現した。これらを大別す
ると，可燃物，不燃物に区分されるが，粗大ゴミ，
産業廃棄物など，処理が困難な廃棄物も現在は収集
されている。
（2）種目別処理状況
　1）塵芥処理場
　ゴミ処理については，家庭における焼却処理の時
代から，排出量が増大するのに伴って，処理場建設
が各地で行われた。
　圏域内の施設整備時期は，表5－4の通りである
が，大泉町においては，1962年にじん芥処理場の建
設を行い，以後は施設能力を増強してきた。
q987年1！月　在）
施設名称 施設所在地
　ll國
?摶ﾊ積
@（h＆）
　計画
?攝l目
@（｝
　1什画
?攝?ﾊ
i㎡／臼｝
処理方式 下水排除方式 弓泥処理方型 放流河川
処理場
~地面積
@（πf）
桐生市境野水処理センター 桐生市境野
ｬ3－1360
1，418 77，100 92，OOO孫箪活性汚泥法 合流式
¥
低温掬圧
@　システム
渡良瀬川 53，400
桐生市広沢水処理センター 桐生市広沢
@？－5005
1，517 63，900 60，000蟹準活性湾泥法 ＋分流式 低温加圧
@　．シス私
渡良瀬川 44，600
太田市中央第1浄化センタ 太田市大字
@　川3
1，541 81，100 59，500標準活性汚泥法 分流式 濃縮・消化 石田川 18，lgo
（　　　　，
館林市水質管理センター 館林市堀工
@　888
484 29，5DO 15，800準活性汚泥法 分流式 濃縮・消化
@　水
谷田川 40，000
足利市水処理センター 足利市いか
驤齊]183一
2，3DO172，000170，000振準活嫉汚泥法 　分流式
i一一　　　一》
嫌気性
@．
渡良瀬川 62，000
佐野市水質浄化センター 佐野市植下
ｬ3300
2，lOO105，700ll6，900準活性湾泥法 　分流式
i一部合流式）
浄化・洗浄
@脱水
秋山川
一li6一
表5－4　塵芥・し尿・下水処理施設の整備経過
塵 芥　　　理 し　尿 ・　下　水　処　理
設置市町村 年次 整備項目 年次 整備項目
桐生】 1965年自動　芥処理 1969 野水処理センター
1985年広沢水処理センター
太田市 1967年市営塵芥処理場 1962年し尿処理場
1978年第3ゴミ焼却炉 田71年 し尿処理施設増設
1980 ゴ母破　　理
館林市 1965年市営ゴミ焼却場 1961年し尿処理場
1972年ゴミ焼却場（清掃 1971年近藤処理場
センター）
1986年清掃センター50t炉
2　完成
足利市 1965年西部ゴミ焼却場 1958年山川処理場
1983年南部清掃工場 19η年 水処理センター
1983年一般廃棄物最終処　場
佐野市 1972年ゴミ処理場 1964年し尿処理場
1976年水質浄化センター増設
大泉町 192年 じん芥処理場第1期 1980年衛生センター
1963年じん芥処理場第2期
19ε8年 20t焼却炉
1976 清掃センター
葛生町 1976年安蘇衛生組合
ゴミ焼却場 注 ：資料川典：各市町村調べ。
新里村 1979年桐生広域圏清掃センター
（六か町村対象）
　市部では，概ね1965年代初頭に処理場を建設し，
それ以後の処理量増大に対応する形で，施設の新設
増設を行い，今日に至っている。
　佐野市は市部の中では遅く，1972年に田之入町に
ゴミ処理場の建設を行った。
　一方，町村においては，桐生広域圏内の6町村が
　　　　　　共同で新里村内に清掃センターを設置し
　　　　　　た。
　　　　　　　田沼・葛生の2町は，安蘇衛生組合を
　　　　　　組織し，火葬場と共に2町のみの処理を
　　　　　　行っている。
　　　　　　　これ以外の町村については，尾島・新
　　　　　　田の両町が太田市へ，千代田・邑楽の2
　　　　　　町は大泉町と衛生組合組織により大泉町
　　　　　　に委託処理している。
　　　　　　　また明和村は館林市へ，板倉町は町単
　　　　　　独で処理しているが，現在新設の計画を
　　　　　　持っている。
　　　　　　　施設能力については各地域により設備
　　　　　　が異なるものの，1時間あたりの処理能
　　　　　　力は，5T～12．5Tとなっている。
　　　　　　　ゴミ処理施設としての用地面積は，圏
　　　　　　域全体として12．3haとなっている。
　　　　　　圏域内において早い時期に施設を建設し
た市では，その後施設の整備，設備の更新を行って
きたが，足利市では西部の処理場利用を取り止め，
南部清掃工場へ集約した。
　また桐生外六か町村では，広域事業としてゴミ処
理を行っているが，桐生市は市域で利用する単独施
設も設置している。　（表5－5参照）
表5－5　塵芥処理施設の整備状況
（1987年11月現在）
施設名称 施設位置 衛生組合名称 利用市町村名称 処理能力 処理方式 敷地面積 建物面積
（㎡） （㎡）
桐生外六か町村広域 新里村 桐生外六か町村 桐生市・大間々 焼却炉：80T／16hr准連続 28，9102，916
市町村圏振興整備組 広域市町村圏振 笠懸町・藪塚本 40t；16hrx2基燃焼式
合漕掃センター 興整備組合 新里村・黒保根・ 破砕設備：50t／5hr
東村
桐生自動塵芥処理場 桐生市 桐生市 桐生市 焼却炉：300t／24hr統燃焼エ 18，4556，482150tx2
破砕設備：75t／5hr
太田消掃センター 太田市 太田市を含む隣 太田市・尾島町 焼却炉：150t／24hr統燃焼エ 】4，567 2，543
接2町から委託 新田町
処理を含む
館林市清掃センター 館林市 館林市 館林市 焼却炉：100t／day准連続 15，2394，996
150t／16hrx2基燃焼式
破砕設備：15t／5hr
大泉町清掃センター 大泉町 大泉外2か町村 大泉町・邑楽町 燃焼炉：60t／8hr機械化 10，8191，107
環境衛生施設 千代田町 暴気炉
組合
足利市南部漕掃工場 足利市 足利市 足利市 焼却炉：300t／24hr続燃焼二 15，000
1DOt／24hr炉（廃熱
式ボイラー3基）
粗大ゴミ処理施設
40t／5hr，回転式
破砕　1基
佐野市清掃センター 佐野市 佐野市 佐野市 燃焼炉：童20tハ6hr准連続 13，800
60t／16hrx2基燃焼式
30t／5M　糧大ゴミ
処　施設
安蘇衛生センター 葛生町 安蘇衛生施般 田沼町・葛生町 燃焼炉：5m／8hr 機械化 4，718 1，003
組合 暴気炉 終処分
7，270?：資料出典：各施設案内パンフレット及び市町村資料による。
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表5－6　し尿処理場の整備状況
（1987年1り1現在）
施設名称
施設設躍
s町村 糾合名称等 利川市町村 処理能力
in寸／日）
処理方式 敷地面積
桐・肺境野水処理センター 桐生市 広域事業（桐生市
ﾈ外は委託により
{設を利川）
桐4’市・人間々町
V堅村・笠懸町・東村
M塚本田」・黒保根村
　　92，000
i合併処理）
標準活性
?D法
53，400
太剛∫衛生鯉1陽 太田市 広域事業（太田ll】
ﾈ外は委託により
{設を利川）
太団市・尾島町・新田
ｬ
　　100，000
煤@】60，QOO
仮希釈一二段
?ｫ汚泥法＋
@高度処理
7，490
館林rlル尿処理場 郎林市 郎林衛生施設糾合 蝕林市・板倉田1・明和
ｺ・千代川町
126嫌気性消化力式 9，了30
足利市水処理センター 足不川∫ 足利市 足利llゴ 　　42，700
i合併し理）
活竹1汚泥法
{嫌気性消イ
6～，000
佐野地区衛生センター 仏野市 佐野地区衛生施設
g合
畠野巾・田沼明・葛生
ｬ・藤岡町・岩舟町
220 低希釈二段
?ｫ汚泥方式
15，547
大泉町衛生センター 大泉町 大泉町 大泉町・邑楽町 80 湿式酸化処理
{活性汚泥法
8，439
注：資料出典：各施設案内パンフレット及び市町調べ。
　図5－12　各種衛生組合の領域区分
　　　　　　　　　　　資料出典：1987年b市町村に依頼して行った，
　　　　　　　　　　　ゴミ・し尿処理関係調査結果を図化したものであるe
2）し尿処理場
　し尿処理については，現在5市を中心とした広域
圏レベルの処理が行われているが，その領域区分は
図5－12の通りとなっている。
　群馬県内においては，広域市町村圏で対応できず，
町村のみで処理場を準備しなければならない地域も
あるが，当圏域では概ね，広域市町村圏もしくは，
複数の町村による一部事務組合を組織するか，市に
委託する形式を取っている。
　桐生市外六か町村では，新たな処理場を赤堀町に
求める運動が行われてきたが，現在は流動的であり，
課題として残されている。
　圏域内におけるし尿処理場の現況については，表
5－6に示す状況である。
　圏域内6施設の内，館林市し尿処理場，佐野地区
　　　　　　　　　　　　　　衛生センタ
　　　　　　　　　　　　　　ー，大泉町
　　　　　　　　　　　　　　衛生センタ
　　　　　　　　　　　　　　ーは，し尿
　　　　　　　　　　　　　　を単独に処
　　　　　　　　　　　　　　理しており．
　　　　　　　　　　　　　　桐生・足利
　　　　　　　　　　　　　　では水処理
　　　　　　　　　　　　　　センターと
　　　　　　　　　　　　　して運営さ
　　　　　　　　　　　　　　れている。
　　　　　　　　　　　　　　　このよう
　　　　　　　　　　　　　　に生活近代
　　　　　　　　　　　　　　化に対応し
　　　　　　　　　　　　　　た，し尿処
　　　　　　　　　　　　　　理場に関し
ては概ね広域対応によって処理が行われて
おり，広域市町村圏事業の中でも重要な位
置を占めている。
　圏域内においては，桐生市と足利市のみ
が合併処理を行っているが，太田・館林・
佐野の3市と大泉町は、汚水とし尿を区分
して処理している。
5．9　まとめ
　以k，都市施設の整備状況について見て
きたが，5市はもとより，農山村部におい
ても，各種処理施設が急速に充実してきた
ことがわかる。
　しかしながら，将来の「地方都市圏」に
おける定住要件としての都市施設として考
えた場合，多くの問題を内在している。
　まず第1点は道路交通，公共輸送の問題
である。
　自家用車の普及率が全国の中でも，とり
わけ高いのが群馬・栃木両県である。
　これは裏返せば，公共輸送の整備水準が低いため
だと専門家は言う。
　しかしながら，自動車交通の進展は公共輸送量の
減少につながり，減少するが故に，料金や運行頻度
が低下する，悪循環が繰り返されてきた。
　問題は交通弱者としての，免許不保持者，高齢者，
病人などいわゆる交通弱者の口常的移動手段として
の公共交通の価値が，モータリゼーションの進展と
無関係に存在することである。
　現在，館林市，田沼町，葛生町において，市町営
バスが運行されているが，いずれも赤字で，財政を
圧迫している。
　館林市では「駅勢圏開発」という視点で，東武線
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の各駅勢圏に公営住宅の建設や宅地分譲を行うなど，
鉄道の利用促進を図っている。
　このように公共輸送は急速に衰退しつつあり，住
民の生活上，利便性につながる問題として，広域的
対応が必要である。
　第2点として，道路体系であるが，圏域内を通過
する唯一の広域幹線である，国道50号は整備が進ん
だものの，DID間及び各町村の生活中心地区を連絡
する生活路線が未整備であり，圏域内の連絡性向上
の上においても，代表的道路の整備を行い，ネット
ワーク化を急ぐ必要がある。
　第3点としては，生活雑排水処理の問題が深刻で
ある。下水処理は多額の工事予算を必要とし，しか
も疎住地帯においては，全戸を一元的に処理するこ
とは大きな困難がある。
　桐生市以外の都市部でも，現在は，DIDの中を
処理できるか否かという水準にあり，緊急の課題で
はあるが，整備のための時間を必要としている。
　第4点は上水道の問題がある。簡易水道を連結す
ることによって，農山村においても，上水道普及率
は上昇しているが，施設の老朽化，システム上の問
題点が残るなど，上水道安定供給面においては，解
決されな
ければならない問題が出現している。
　地方都市圏への定住を支える条件の一翼を担う，
都市施設については，渇水期における上水の安定供
給を含み，面的な連携を深め，質の向上，予測され
る新たな問題解決のための準備が必要である。
　ゴミ処理に関しても，一応の施設整備は行われた
が，生活形態の変化や消費文明は，毎日おびただし
いゴミを生みだし，全国的な問題となっている。
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第6章地域施設の変容
第6章　地域施設の変容
6，1　研究の視点と背景
（1）研究の視点
　本章においては，地域空間の質的変化傾向の一部
として，各種地域施設の量的・質的整備過程につい
て検討を行う。
　地域施設は都市施設と共に，地域社会における生
活環境面の・安全性・保健衛生性・利便性・文化性
・快適性などを実現する手段として存在する。
　ここでは，①医療i施設，②教育施設，③社会
教育・文化関連施設，④社会福祉施設一1⑤社会
体育・スポーツ関連施設の5分野にわたって、その
現状と歴史的経過等について検討した。
　地域施設を別な角度から見ると，都市施設と共に
生活面における，社会資本としてとらえることがで
きる。
　戦後の復興期より今口まで，官公民をあげて各種
地域施設整備が行われてきたが，これらは地域社会
において，その定住性を高めるとともに，地域社会
そのものの財を形成してきた。
　社会の歴史的なすう勢に伴い，社会資本のあり方
も次第に変化を余儀なくされているが，それは地域
社会と施設の量的な対応から，社会そのものをシス
テムとしてとらえた場合の，社会構造の変革に伴う，
質的な対応をも含むようになってきている。
　本章は，筆者が1988年にまとめた，渡良瀬川流域
の都市群，pp371～469の論述，及び1985年度，地域
施設計画研究3，pp87～96，その他，建築学会大会
梗概の内，両毛地域を対象に行った，地域施設の研
究に加筆訂正したものである。
（2）研究の方法
　本研究は，地域空間の質的変化の重要な構成要素
である，地域施設が整備されてきた，①経年的整
備状況②分布，③地域社会との対応について明
らかにする。
　また，各施設系列における問題点，特に時代のす
う勢と共に，設置された当初の対応に変化を生じ，
将来，計画的に当該施設のあり方を，見直さなけれ
ばならない点等についても明らかにする。
　両毛地域における，地域施設に関する調査として
は，上記の分野における施設全般を1982年に調査し
た。
　また各分野に関する実態調査は，1982年に社会教
育施設，1984年に義務教育施設，1985・1989年に，
老人福祉施設，1986年に児童福祉施設全般，1988年
’1989年に保育所の調査を行った。
（3）施設整備の経過
　図6－1により，圏域内の施設整備経過の概要を
述べる。
　各市町村においては，主として1965年代よりf地
域施設の急速な整備が進展しはじめたが，その経過
は，1945年代における新制中学校校舎の建設から始
まった。また小学校危険校舎の改修，合併市町村に
おける新庁舎の建設，幼稚園，公立診療所，母子セ
ンターの新設などが行われた。
　1955年代に入ると，45年代の戦後復興期に不要不
急とされてきた，整備課題の解決に着手した。そし
て公民館，図書館の新設や，小中学校の増築（プー
ルや雨天体操場など）が行われた。桐生市において
は，圏域内で最も早い時期に，市の中心的コミュニ
ティセンターと言うべき産業文化会館が建設されて
いる。
　また，地域にとって重要な定住要件である，医療
施設については，桐生市の厚生総合病院，太田市で
は太田病院，伝染病舎，足利市では母子健康センタ
ーが設置されている。
　教育施設整備においては，新制中学の新設以来，
各地域とも計画的に，施設の拡充整備を近年に至る
まで継続的に行っているが，その内容は戦前より使
用していた小学校の，危険校舎改築を重要な整備課
題とし，体育館，プールなど主要な付帯施設整備が
行われてきた。
　またこの間に，老朽化しはじめた中学校の更新も
行われている。しかしながら，これらの整備課題解
決は近年に至る，きわめて長い時間をかけて行われ
ており，1955年代は，施設数の充足と付帯施設の充
実が，主な課題であったと言える。
　ここで注目しなければならない，施設整備の特徴
としては，戦後のべピープームに誕生した年代層の，
各種施設に対する影響の大きさである。
　この波は，1955年代において，学齢前教育施設や
保育施設の著しい需要となって現れた。そして各地
域において幼稚園，保育所の新設を促した。またこ
の波は，次々に小学校，中学校，高等学校など，上
位の教育施設整備の需要となって波及した。
　保育所の建設は，1970年頃より各地において急速
に増加し，80年代に鎮静化するまで，公営・民営に
よる保育所（園）の建設が進展した。
　また幼稚園については，1955年代においては，桐
生市5，太田市4，館林市2，足利市3，佐野市2，
町村部合計8施設，合計24施設が建設されている。
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資料出典：1987年，筆者がr1ゴ町村に依頼して行った．地域施設建設縄過謂査の結果を図化したものである。またrti町村嬰覧等の年表により補完した・
市町村名
桐生市
太田市
施　設　系　列
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@昭和30年代 昭和40年代 昭和50年代 昭和60年代
　医療保健施設
@教育施設
ﾐ会教育文化施設
　　　　　　　　　　凹厚生総合病院新築移転
p広沢幼稚園　　○樽田南○桜木中○県立幽高校　Q相生幼稚園
@　　　　゜桜木小贋撃高校雛幼α1臨！ヒ綴。○南公民館O産文会館嗣笛　　　　　　O点宇図書館Ol2区公民館　　　　　　　　　　　　　　　　　○北公民鱈　　　　　　　　O帽生公民館　　　　　　｝O梅田・川内公民館1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10文化センター　　　　　　Q天沼幼稚園
@　○菱幼稚圃　○桜末幼稚田
@　　　　　　　○川内公民億
n西公民館　　　　lO広沢公民館
○天沼小学校　　　　　　　　　O新明小学校
@ 　 　　　　 P県立醍校
@ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　◆厚生病院全面改修計画
寳_明幼稚園
社会福祉施設
社会体育施設
その他の施設
医療保健施設
教育施設
社会教育文化施設
社会福祉施設
社
そ
…廉．
○元宿・梅田保10菱保育幽○第2養霞掌校O広沢甫部保育幽Qつつみ保育園
　　　　　　　　　　　　　　　　○老人幅祉センター　　1o桜木保○広沢保育園
　　O川内保青園
0桐生消防響
○蟻毛療鐙所
○宝卿1コ
　　○大光院幼稚園
○敬愛幼稚園
○たちばな保育園　　○足仲保育園
P鰍保備保゜たかの棚保゜赤岩保゜東欄
O弓道場相摸場1
　　　　O沼の上Qひまわり・上の台保脊園　　口養護老人ホーム
○天伸保青園○動障者福祉センター　　Q広沢看人憩いの家
　　　　　　　　　　　　○すみれ・みつぼり・おおぞら・たかその・大雄保育回
Oミドリ丘保青園Oひかり保　Oはなぞの・かんのん保育園
　　　　　　　　　　○特別養護老人ホーム
○陸上競技場○市民体育館球場○市民プール○境野球場
O群馬スポーツセンター1
O梅北山の家
O勤労青少年ホーム
○桐生スポーツセンター
　　　　　　Q水族館○桐生が岡蕨園地
置新市庁舎新築移転
　　O太田癖院　　　■保促所
O広域伝染尉舎
　　　　○市立ff薬高筏
0エm高校1
○ひかり・なかよし幼稚園
　　　　　8
0中島記念文庫
　　◎公民館改装
宮球場
○老人ホーム
○養護学校
○太田小
■太田女子高校
o関東学園大学
○地場産業壌興
　センター
　　O水族館
O東別所幼稚園　　　　　　　　　　　　　O宝泉東小
　　　　○仁愛・若葉・いなり・台之郷一痢幼稚園　O旭小
　　　　　　Oいずみ幼稚団　　1　　■東中○東高校　○駒形小・城西中
　　　　　　　　　　匿常磐高校移転　　移転
O中励紀念図書館○沢野公民館
○休泊保宵園○毛里田保育圃
役所■郵便局＿∵　
　　○強戸分○市民会館○韮川公民館Q強戸公民館
　　　　　館。騒騨゜休灘…
■養頗学校　　10杉の子・こまどり保育園
　　　　　　　　　　○鳥山・熊野保育園
○青年の家
6消防響O北分襲
○飯田・つくし保育園
O城西小
　　○域東中
　　　　　　　　　　Qふじあく保育園
　　　　　　Oしらかば・青実保青O第二老人福祉センター
Qこばと・ゆりかご・由良○あすなろ保育園○養霞老人ホーム
　　　　　　　　○牛沢・宝泉保　O大島保育固
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図6－1両毛5市における主要地域施設整備の経過 凡例：○　尉設もしくは新築　　日　斯集移転　　O　註：像／保育所（園）コミセン／コミュニティセンター
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　1965年代には，
　　　　　　　　　　表6－1これがさらに進
展し，桐生市6，
太田市6，館林
市2，足利市4，
佐野市5，町村
部合計13，圏域
合計36施設が建
設された。
　これは幼児数
増加の影響と，
家計収入の増加
や社会的風潮な
どによる，幼児
教育熱の高まり
が影響したもの
と思われる。
　1975年代以降
の建設は，やや
鎮静化するが足
利市においては，
なお7施設が新
設されている。
　小学校にっい
ては，1955年代
までは大きな動
きが見られなか
ったが，1965年
代に入り，地域
間の人口流動が
激しくなって，
圏域内の過疎過　　注：1齢資料出典洛市町K’as”c’
密が醐化しは　1：獺瓢振挺講監謙臨．
じめるとともに，
新設・統廃合が行われることとなった。
　特に，市部の人口急増地帯や，隣接農村の人口急
増地区においては，学校の新設が行われ，学校区と
いう，社会構成の再編成が行われた。
　このことは，地域住民の生活領域に対する意識に
少なからず影響を与え，統廃合に際しては，住民間，
住民と行政の間等において，摩擦を生じている。
　1965年以降82年までに，圏域内において中学校が
3校，小学校は】3校新設されているが，これ以後も
新設が続き，太田市・大間々町・邑楽町・館林市に
おいて中学校が，また太田市・邑楽町において，小
学校が新設され，館林市においても，市街地の小学
校を新設分離する計画がある。
　圏域内の人口動態の項で述べたように、幼児数・
学童数の減少にも関わらず，人口増加の影響を受け
両毛地域に立地する地域施設の概況
（1987年　イii）
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?????????? ?????，????????? ，??????????? ?? ．? ??????? ??孕｛．???? ??
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?????
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?
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?
5 5 o 「
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3G
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籔　　－町 6 2 2 1 o o 0 D o 1 i o o G 3 4 D o o 0 o 1 0
笠、風 4 3 3 2 o 1 o 0 o 1 D ﹇ D 1 4 5 1 o o o o i 2
里 1 4 3 1 0 0 o o 1 o 0 0 1 o 3 1 o o o 0 o 5 1?
1 0 1 1 0 o o 0 ﹇ 1 o o o G 2 1 1 0 0 0 0 【 o
3 o 3 1 o o o o o i D G o o 4 1 G 0 0 o o 1 2
尾　町 4 o 2 1 0 0 0 o 1 o 1 0 ﹇ o 4 3 1 o o o o 2
3 3 3 3 ﹇ 0 0 0 o o 3 7 o o 9 3 1 o D o D 1
??
’fr町 5 2 4 1 1 0 0 o o 1 3 o 0 o 4 2 1 0 o 0 o 1
明和 3 3 2 1 1 0 0 o o 1 o 0 o o z 2 1 0 o o 1 z
’川膨1 3 2 2 1 o 0 0 0 0 1 o 1 o o z 2 1 0 o 0
?
1
『?
・’ 6 5 4 3 z o o 0 1 1 o 1 1 1 z4 n 1 0 o o o 1 z
鴇　町 4 3 4 2
? G o 0 0 〜 2 1 1 o 12 5 1 o o 9 o i
田　回 6 2
?
2 1 0 o 0 0 1 1 1 1 9 9 8 1 0 0 1 o 1
﹇?
生町 5 1 5 2 1 o o o 1 o 3 1 1 o 6 3 1 0 1 0 0 1 2
町村郎計 58 31 55 24 8 1 0 o 5 lo 14 s 7 5 Io3 56 12 1 ? 1 0
?
【8
両毛地域 178lO3135 70 39 4 3 3 14 15 59 13 14 52474264 23 6 6 1 ? 29 48
資料出典：1980年～8丁年の間1こ篭沓が市町村に依頼して行った
　　　地域施設現況調査の結果である。
た地域では，このように施設整備が継続して行われ
ることとなった。
　高等学校についても，団塊世代の成長と共に，新
設があい次いで行われた。特に，市部における進学
校新設と，町村への高校立地が特徴的に見られる。
　新設は，1964年頃の団塊世代の受験期から始まり，
以後は各地で増加した。
　桐生市においては，既存の高校に加え，共学の普
通高校2校が新設された。また私立高校2校では男
子生徒の募集もはじめられている。
　太田市では，長年の懸案であった，工業高校が新
設されたが，後に公立の共学高校が新設されている。
　足利市では公立2校と，私立が新設1校，拡充1
校がある。また佐野市では私立高校が誘致された。
　館林市では，長い間高校の新設はなかったが，隣
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接する明和村に，商工高校が新設されている。
　このように，市部では高校入学予定者の増加に対
応して，さまざまな形で入学者数の増加策が実施さ
れた。
　一方，これまで生活中心都市の高校を，専ら利用
していた町村においても，高校の立地が見られ，農
業高校に普通科が設置されるなど，ここでも変化を
見ることができる。
　現在は，大間々町・新田町・邑楽町・大泉町・明
和村・板倉町・田沼町・葛生町の8町村に高校が立
地している。
　このことは，母都市依存の高かった，従前の教育
環境を少なからず変化させることとなった。
　大学については，桐生工業高等専門学校が，群馬
大学工学部となり，桐生市をはじめ，多くの人材供
給源となっていたが，その後，1967年に足利工業大
学が開設され，これ以前から，館林市で短期大学を
運営してきた関東学園が，太田市に経済学部を主体
とする関東学園大学を開設した。
　また短期大学では，この外に足利短期大学（足利
市）．桐生短期大学（笠懸村）が設置され，群馬大
学短期大学部と共に，高等教育を担うこととなった。
　このような教育環境の変化は，主として1965年代
以降，急速に進展し，圏域全体としての社会的スト
ックを増す結果となっている。
　社会福祉面においては，前述の保育所に加え，心
身障害者（児）施設，母子福祉施設等ハンディキャ
ップを背負った住民への施設建設が行われた。
　これらの内，老人福祉施設に関して，老人福祉セ
ンターの建設が，1963年の桐生市をはじめ，1965年
代，75年代に活発化した。特に75年代以降における
施設建設は著しい。
　これは都市，農山村を問わず，要望の高い整備項
目として，各地域が競い合う状態で進展してきてい
る。
現在まで施設を持たない地域もあるが，計画が進め
られているものも多く，今後全地域に普及すること
が予測される。
　加えて，近年の施設機能は従前の一般的な老人福
祉センターから，デイケアー等を含む，健康管理，
健康増進，健康回復など，新しい機能が含まれる傾
向にあることも注目される。
　老人人口の急速な増加に関連して，養護老人ホー
ム，特別養護老人ホームの建設が進められたが，現
在までに養護老人ホーム6施設，特別養護老人ホー
ム6施設（佐野市に新設を含む）が立地している。
表6－2　地域施設と地域人口の関係
（1989年6月　在）
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桐牛市 旧12679＆361584236 17 15 【2
? 13 1 o ? 1 1 3 3647η 8751093916．40
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1［：1　資料出輿：lg80年～呂7年の岡に筆者が市町村に依顛して行った地域施設現況調査の絡果である．
　2　表中（　》内数字は，広域llJ置1村固で整薗した施設である．
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これらは，佐野市の養護老人ホームが1967年建設と　　特に昨今のスポーツブームの中で，需要の高い，
古いほか，概ね1965年代から75年代にかけて，建設　　野球，ソフトボール，テニスなどや，ゲートポ＿ル
されたものである。　　　　　　　　　　　　　　　への対処は全地域に共通して見られる。
　しかしながら・その収容者数は・圏域内老人人口　　しかしながら，本格的な野球場は5市が中心であ
と比較して著しく低く・今後どのような経過をたど　　り，それぞれ1～2の専用球場が見られるのみであ
るのかが注目されるところである。　　　　　　　　　る。
　多くの施設整備の中で・他の系列施設に比較して，　　以上，圏域内における，地域施設の立地動向を概
整備が遅れた社会教育・文化関連施設整備に関して　　括的に見てきたが，その概況は表6－1に示す通り
は，前述の文化会館，市民会館等の興行場に加え，　　である。
各地域で，公民館その他の集会関連施設整備が進展　　　教育施設，保育所，社会教育・文化施設などの，
した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いわば根幹的地域施設整備については，1965年代以
　特に地区公民館，自治会・集落の集会施設は，国　　降，新設，不燃化，付帯施設整備などが逐次行われ，
の様々な補助事業により，1970年代末から75年代に　　更に，より高度な施設立地さえ見られる傾向にある。
おいて急速に進んだ。　　　　　　　　　　　　　　　しかしながら，地域の魅力創出につながる文化系
　また国の補助による，他の系列施設を地区公民館　　施設については，十分とは言えず，また時代の要請
として利用している例もあり，　近隣（集落）一地区　　とも言える，老人を中心とした社会福祉施設整備面
（旧村）・市町村の3段階への施設配置が進展した。　においても，今後検討を要する課題が多々見られる。
　しかしながら，社会教育施設の中では，図書館，　　　大都市圏と地方都市圏を比較した場合，最も大き
美術館，博物館，郷土資料館，少年科学館など，大　　な差異は，大都市において利用可能な民間施設が，
都市圏で利用できる施設については，整備が遅れて　　地方都市に乏しく，公共施設の代替となり得る，補
おり，今後の課題として残されている。　　　　　　完的機能を期待できないことである。
　図書館については，桐生市，足利市などに古くか　　　両毛地域においても，公共性の高いものについて
らある図書館が更新され，近代的な図書館となった　　は整備が進んできているが，将来の問題として残さ
ほか，他の3市・大問々・新田・大泉・千代田・田　　れた懸案も多い。
沼・葛生の6町に立地している。
　美術館等は民間施設が立地しているも　　　表6－3　両毛地域の生活圏構成
のの，公立施設はなく、劔作活動の場と
して将来の課題となっている。
　社会体育・スポーツ関連施設について
は，5市に市民体育館が設置されている
ほか，体育館類似施設，武道館などの整
備も進んでいる。
　また町村にっいては，ほぼ全地域に社
会体育館または類似施設が立地し，従来，
小中学校の体育館を利用してきたスポー
ツ活動の拠点として，利用されるように
なってきている。町村におけるこれらの
整備は一部を除き，1975年代に行われて
いるが，工業再配iJ新農業構造改善事
業，山村振興その他，国の補助事業によ
るものが多い。
　5市における体育館は，栃の葉国体，
あかぎ国体の際に会場として整備が進め
られたものである。
　その他の施設としては，5市と笠懸・
新里・東・新田・尾島・大泉・田沼・葛
生において，総合運動公園が整備され，
その他の地域においても，賜スポーツ’k：U講讃羅欝撒1吏脇生活。。㈱。．、て
施設整備が進展している。　　　　　　　　　　　整理した．
旧町村 1次生「【雪 2次雌置　　　摘豊
s町村名
総人口
@A
ll1町村数
@B
平均人口
`／B
1次圏
ﾌ数
@C
平均人口
`／C
の数
c
2次圏　平均人日
@　　　A／D
桐生市 131267 8 16408 15 8，751 12 10939
太田市 1331670 9 14852 】5 8911 9 14852? 75141 8 9393 10 7514 5 15028
足利市 167986 10 16799 27 6222 ? ｝5271
佐野市 82，94了 8 10368 13 6381 6 131825
市部計 597，264 43 13890 80 7466 43 1318go
大間々町 23497 3 7832 6 3916 2 li749
薮　　町 148［3 1 14813 2 7407 1 14813
笠　町 1go73 i 19073 3 6358 i 19，073
新里村 12345 1 12345 3 4115 1 12，345
黒保　村 3213 1 3213 2 3213 「 3213
東　村 4173 1 4i73 3 1391 1 4173
尾島町 14586 2 7293 2 了293 1 14586
新田町 26862 3 8954 3 8954 3 8954
倉町 161002 4 4001 4 4001 1 16002
明和村 m，145 3 3382 2 5073 1 田145
千　田町 II377 3 3，792 2 5，689 1 II，377
大泉町 35925 2 17963 4 8981 2 17963
品楽町 24，217 3 8072 3 8，072 2 12，109　　『
田酒町 30176 5 6035 12 2515 2 15088
葛生町 15，358 3 5，ll9 5 3，072 2 7，679
町村部計 26【773 36 7，271 55 4，760 22 ll　899
両毛地域計 850，260 79　10，763135 6，298 65113，081
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（4）地域社会と施設立地の関係
　施設整備が前述の状況で進展した結果，圏域内の
地域施設は表6－1に示す通りとなった。これを地
域人口との関係で見たものが，表6－2である。
　各施設に関し，1施設当りの人口を比較した場合，
5市においては高等学校以外，大きな差異は見られ
ないものの，人口規模の小さな町村においては，こ
の数値に大きな幅が見られる。
　地域の生活圏に対応して設置される，いわば根幹
的施設と言うべき，幼稚園，義務教育施設，保育所
等は，図2－1，表6－3に示した生活圏構成に基
本的には対応している。
　しかしながら，後述する学校教育施設における，
学校統廃合や新設は，過疎化や人口の局部的増加，
によってもたらされたものであり，その結果，旧来
の，集落→旧町村→市町村へ発展する生活圏と，地
域施設が必ずしも対応しなくなってきている。
　だが現在でも，中学校区を単位とした地区公民館
の設置（桐生・足利市），旧町村に等しく地域施設
を設置している例（新田・板倉町）など，古くから
の生活圏と対応している地域もある。
　また，現在進行中の施設計画においても，なお旧
町村が意識されている地域は少なくない。
6．2　医療保健施設の整備状況
（1）医療施設の概況
　近年においては，農山村の医療環境も改善され，
生活中心都市のみならず，環境は大きな変化を遂げ
てきている。
　圏域内においては，現在，医師の存在しない地域
は皆無であり，日常医療においては大きな支障なく
推移してきている。
　圏域内の医療体系は，町村や市部の近隣生活範囲
において，1次医療に対応する，一般医診療所が数
多く立地し，日常生活に対応している。
　さらに複数診療科目を持つ病院は，圏域全体とし
て51施設あり，市部に46施設が立地している。この
内，救急指定病院は，17施設，総合病院であって救
急指定されている病院は6施設ある。
　これ以外には，館林市に夜間救急診療所が開設さ
れ，館林市をはじめ近隣町村に対する夜間救急診療
を行っている。
　1987年時点における圏域内の医療施設数は，単科
病院3施設，複数の診療科目を持つ病院42，総合病
院6施設で，圏域合計としては51施設が立地してい
る。（分院1）
　この内で，次の9施設は病床数も多く，地域医療
の拠点となっている。
a）　桐生厚生総合病院（桐生市）　　　　　421床
b）　医療法人社団三思会東邦病院（笠懸村）297床
c）　富士重工業健康保険組合総合太田病院　303床
　　（太田市）
??
e）
??
））???
）
，?
医療法人本島病院（太田市）
太田福島総合病院（太田市）
日本赤十字社栃木市部足利赤十字病院
（足利市）
　　　　505床
館林厚生病院（館林市）
佐野厚生農業協同組合連合会
佐野厚生総合病院（佐野市）
栃木県県南総合病院（田沼町）
283床
285床
500
358床
505床
230床
　これらの医療施設は地域における歴史も古く，第
3次生活圏における中心的医療施設として，多くの
利用があり，他の医療機関の中心的役割を果たして
いる。
　その後，新たな病院が次々に立地しており，地区
医療センター的な役割を果たす病院や，町村への立
地も見られるようになった。
　前述のDは，郡部の2町の一部事務組合が運営す
る病院であり，1977年に笠懸町に立地した東邦病院
は，297床の病床を有する。
　細かくは表6－4に示す通りであり，20年間にお
　　　　　　　　　　、
x・…一’、vJ“
凡　　例 ? 一般病院 o 専門病院
0　2次医療拠点Φ 覧　　　　　　　　、
@　　　一
＠巳 噌ジター
・》一県　　境 　．黶E一@圏域境界 一市町村境界
図6－2　主要医療施設の立地状況
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いて20施設が増加した。
　これらのほかに，圏域内には特殊な病院も立地し
ている。それは，
）
｝』
??
??
皿）
））））））???????
?
群馬県立ガンセンター東毛病院　　　316床
（ガン治療）　（太田市）
臨床眼科研究所付属病院（眼科）　　　91床
両毛整肢療護園　　　　　（身障児治療）93床
国立療養所足利病院　　　　　　　　　320床
また，精神神経系の病院としては
医療法人岸会岸病院（桐生市）
医療法人赤城会三枚橋病院（太田市）
武蔵野病院（太田市）
青柳病院（館林市）
医療法人孝栄会青木病院（足利市）
医療法人根岸会足利富士見台病院
　　（足利市）
医療法人孝栄会前沢病院（足利市）
医療法人秋山会両毛病院（佐野市）
が立地している。
??????? ?
?????
???」
??
??
??
??
?
??
? ??? ?
ー
104床
183床
　これらの病院は，それぞれ地域の医療機関との関
連性を持ちながら利用されている。しかしながら，
病院の内，46施設は市部に立地しており，町村部に
立地する施設はわずかに5施設でしかない。
　これら病院，一般診療所の整備が進展する一方で，
旧来，町村の医療拠点とされてきた，町村立診療所
は廃止される傾向にある。
　また町村の分娩施設として活用されてきた母子セ
ンターも減少してきている。
　現在の水準としては，市部の医療環境は満足でき
る状況まで整備が進展し，新たな課題解決の段階に
入ってきたと言える。
　しかし一方，町村においては，人口減少もあって
医療施設が増加しないばかりか，医師が老齢化した
り，外国人医師と患者との意志の疎通が図れないな
ど，必ずしも万全の体制とは言えない。
　医療保健体制は，地域に対する定住要件としてき
わめて重要である。
（2）医療施設、医療従事者数の推移と地域社会
　　　との対応
　圏域内における医療施設・医療従事者数・入院設
備について，1965年から85年までの20年間を比較し
たものが表6－5である。
　1）病院
　病院数は圏域全体として1965年の30施設が85年に
は50施設となり，著しい増加を示しているが，病院
1施設当り人口も，1965年の23，000人から60年には
17，000人へと減少した。
　2）診療所
　｝般診療所については，1965年の422施設が，
85年には476施設へと増加した。この内，4施設を
除いて，増加施設はすべて市部となっている。
　診療所に対する地域人口は，1965年における1診
療所当り人口L662人が，85年には1，786人となって
いる。この値は市部においてL534～L610人，町村
においては，2，G70～2，493人と20年間に増加してき
ている。
　つまり施設数は市部を中心として増加しているも
のの，施設増加傾向が人ロ増加に追いつかない状況
を示していることになる。
　地域別に見ると，人口急増地域である太田市にお
いては，人口が増加する反面，診療所数も急増した
ため，この数字が低下したが，笠懸町では，1965年
における2，768が85年に4，768へと増加した。
　3）歯科診療所
　歯科診療所は，圏城全体として，1965年に【82施
設であったものが，85年には264施設に増加し，人
［1万人に対する施設数は，　2．59から3，1へと向1：
した。
　増加数の内，62施設は市部において，20施設は町
村部において増加した結果，人口1万人に対する施
設数もそれぞれ向上することとなった。
　4）医師数
　医療従事者数は，まず医師数については，1965年
において589人であったものが，85年には894人とな
ったが，市部においては278人増加，町村では27人
増加となっている。
　この内，最も大きな増加は笠懸町において見られ
る。また市部における医師数の変化においては，太
田市が20年間に100人以上の増加，足利市・桐生市
が約60人増加，館林市が70人の増加となっているが，
佐野市では大きな変化が見られない。
　5）歯科医師数
　歯科医師数については，圏域全体として，20年間
に88人の増加が見られ，1965年の221人が85年には，
309人となった。
　この内訳は，市部において64人，町村では24人で
あり，市部では太田市・足利市における増加が大き
い。また町村については，笠懸・邑楽など人口急増
地域において増加している。
　6）病床数
　病床数は，郡部における1965年の資料が得られな
いため，経年変化が不明であるが，1985年において
は精神・神経科，その他特異な入院施設も含め，9，
257床となった。これは，1床当り圏域人口約92人
に相当する。
　また精神・神経等を除くと，7、531床となり，こ
れに対する圏域人口は113人となる。
　1床当り人口を地域別に比較すると，1965年にお
一126一
表6－4両毛地域に立地する病院・診療科目
注；蓋：畿中の痢院穐別は，O印：総合㍊院かつ救急尉院．●印；救急綱院を承す。
　　z；謹料出典：198fi　ftt度耐院要胃による，但し医療従事者数に周しては，秘匿事項のため、描載を省いた．
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表6－5経年別に見た医療施設に対する地域人ロ
（1987隼現在）
病
?
一 所 歯科 フ　所 医 歯科医師数 数 般当り人口
市町村名 年次 総人口 人口
P万ﾝ 実数
人口
P万ﾝ 実数
人口
P万ﾝ 実数
人口
P万対
緕t数
実数
人口1
@対歯
@医師
実数
人口
P万対
a床数
実数
病院
P施股
鱒l口
1床当
l口
1965 127，8808 0．63 93 7．27 4E 3．6 13610．6356 4．38 1390108．？ 159851375 92
桐生市 1975 134，23910 0．74【03 7．69 49 3．651581L7763 4．69 1760131．1132391303 76．3
1985年131，26713 0．99lo47．94 59 4．4919514．8568 5．18 2，018153．？ 10，09マ1，262 65
1965 878985 0．57 46 5．23 20 2．28 80 9．1 28 3．19 954LO8，517，580ig11 92．1
太田市 19？5 llO，7236 0．54 58 5．24 25 2．26114 10．3 33 2．98 1，657149．718，4541909 66．8
1985年133，6701 D．75 ？5 5．61 43 3．2218413．7649 3．66 2，631196．B13，3671，782 50．8
1965 57，3174 o．7 42 了．33 17 2．97 53 9．3
?
3．66 5U 89．2 回，329 1，365 ll2．2
館林市 1975 66，4103 0．45 43 6．48 19 2．86 57 8．58 24 3．61 695104．722，137L544 95．6
1985年75，1414 0．53 43 5．73 23 3．06 90 1L98
?
4．13 807107．518，7851，7d7 93．1
1965 15025910 o．67 8？ 5．79 43 2．86127 8．45 50 3．33 1，448 96．3 150261η7 103．8
足利市 1975 162，359
?
0．6B 88 5．42 48 2．96153 9．42 54 3．33 1，706 105147601845 96．2
1985年167，98614 0．83 89 5．3 58 3．45191 11．3765 3．87 2，1？3 129．311，9991，887 89
1965 68，9313 0．44 53 7．69 20 2．9 82 H．9 23 3．a4 887128．7229η1，301 77．7
佐野市 1975 ？58443 0．4 57 7．52
?
2．？7 85 U，2i 26 3，母3 101613425281，331 74．6
1985年82，9474 0．48 60 7．24 25 3．02 96 1L5829 3．5 1，103133．120，7371，382 50
1965 492，28530 0．613216．521462．97478 9．71 1783．62 5，190105．416，4101，534 94．9
市部計 1975年549，57533 0．6 3496．351622．9556710．322003．64 6，834124．316，6541，575 80．4
1985年59？，2645 0．753？1 6．21 2083．4875612．662424．05 8，732146．213，2了31，610 68．4
1965 18，2660 0 15 8．2 6 3．28 14 7．65 7 3．83 46 25．1 0 ［218 397．1
大間々町 1975 221091 0．46 13 5．88 6 2．71 13 5．88 8 3．62 65 29．4 22】091701340．1
1985年 23，4972 0．85 15 6．38 6 2．55 17 ？．23 9 3．83 40 17 11，7491，566 587．4
［965 85580 0 2 2．33 3 3．49 2 2．33 3 3．5 0 0 0 4，279 0
藪塚本町 1975 11，2乳3D 0 2 L79 3 2．68 3 2．69 3 2．67 10 8．9 0 56071，121．3
1985 14，8130 0 3 2．03 4 2．7 4 2．7 3 2．03 27 18．2 0 4，938 548．6
1965 8，3040 o 3 3．61 1 1．2 2 2．弓1 0 0 o 0 0 2，768 0
笠懸町 19？5 12，7950 0 4 3．13 0 0 3 2．34 0 o 14 10．9 o 3、tg9 913．9
1985年 19，0731 0．53 4 2．ll 5 3．91 20 10．47 7 3．66 10 5．2 】9，0734，768 【90．7
1965 9，4200 0 2 2．【2 2 2．13 2 2．13 2 2．12 o 0 0 4，710 o
新里村 1975年 10，6580 o 4 3．77 1 0．93 3 2．Bl 1 0．94 9 8．4 0 2，6651，184．2
1985年 12，3450 0 3 2．44 1 0．81 4 3．25 1 0．81 19 【5．4 0 4，li5 649．7
！965 4，6160 0 2 4．34 0 0 1 2．16 0 0 o 0 0 2308 0
黒保根村 1975 3，4790 o 2 5．75 1 2．87 1 2．87 1 2．87 4 ll．4 0 1，740 859．8
1985年 3，2130 0 2 6．25 1 3．11 1 3．12 1 3．12 4 12．5 0 1，607 803．3
1965 6，3680 0 4 6．28 0 0 4 6．25 0 o 0 0 0 1，592 0
東　村 1975 51570 0 4 7．76 0 0 5 9．69 0 0 13 25 0 1，289 396．7
1995年 4，1730 0 4 9．59 1 2．4 4 9．59 1 2．4 0 0 0 1，043 0
19α5 150360 0 7 4．65 4 2．67 9 6 6 4 o 0 0 2148 0
尾島町 1975年 15，009D 0 4 2．67 4 2．67 6 4 6 4 27 25 0 3，752 555．9
1985年 14，5860 0 4 2．74 3 2．05 4 2．74 6 4．ll
?
7．5 0 3，6471，326．0
！9ε5 189710 0 9 4．74 2 1．05 8 4．22 2 1．05 0 0 0 2，108 0
新田町 19？5 21，5800 0 5 2．32 1 0．46 4 L85 1 0．46 27 12．5 0 4，316 799．3
1985年26，8620 0 9 3．35 3 1．12 8 2．97 2 0．72 26 9．7 0 2，9851，033．2
1965 ［6，9540 0 6 3．54 1 0．59 6 4．63 2 1．18 0 0 0 2，826 0
板倉町 1975 158550 0 5 2．7 1 0．63 7 4．4 2 L26 2 1．3 0 3，1？17，927．5
1985年 16，0020
〔〕
4 2．5 2 1．25 5 3．13 3 【．88 2 ！．3 0 4，0018，000．0
1965 86300 0 3 3．48 o o 2 2．32 0 0 0 0 0 2，877 0
明和村 1975年 9，1820 0 2 2．18 0 0 1 1．09 0 0 0 0 0 4，591 0
1985年 10，1450 0 2 L9？ 2 1．97 2 1．98 2 1．98 0 0 0 5，073 0
1965 9，721 0 0 4 4．12 2 2．06 5 5．且4 3 3．09 0 0 0 2430 0
千代田町 1975 98750 o 3 3．04 2 2．03 3 3．04 3 3．04 7 7．1 0 3，292141D．7
1985年 11，3770 0 2 L75 2 1．？5 3 2．63 4 3．51 7 6．且 0 5，689i，625．3
1965 21，2620 0 15 7．06 5 2．35 16 7．53 7 3．29 0 0 0 L41？ 0
大泉町 1975 283771 0．36 17 5．99 5 置．76 19 6．69 7 Z46 88
? 283771，669 322．5
1985 35，9251 0．28 24 6．69 10 2．79 22 6．13 10 2．79 79 22 35，9251，497 454．7
1965 14，805D 0 5 3．38 1 0．68 5 3．38 1 0．68 0 0 0 2，961 0
邑楽町 1975年 1了，793 0 0 5 2．8正 1 0．56 5 2．81 2 Ll2 23 12．9 0 3，559 773．6
1985年 24，21？0 0 12 4．96 5 2．07 9 3．72 5 2．07 40 16．5 0 2，018 605．4
1965 29，4382 0．68 15 5．1 5 i◆7 22 7．48 6 2．04 215 73．1 147191963136．9
田沼町 ig75 293642 0．68 10 3．4 5 1．7 20 6．81 7 2．38 304103．41468診2，936 95．6
1985年30，176L 0．33 9 2．98 8 2．65 27 8．95 8 2．65 a54 84．1 30，1763，353 日8．8
1965 【8，738 1 0．53 9 4．8！ 4 窪．14 13 6．95 4 2．13 121 64．7 18，7382，D82 154．9
葛生町 ！975 17，0880 0
?
6．44 4 2．34 U 6．43 4 2．34 Io 5．8 0 1，5531708．8
1985年 15，3580 0 8 5．19 3 ！．95 8 5．！9 5 3．26 6 3．9 o 1，9202，559．7
1965 2090870 0．181014．83 36 1．72 1二i 5．31 43 2』6 382！8．28 3822，D70 0
町村部計 1975年229，5344 0．19 91 3．97 34 1．48104 4．53 45 L96 60326．22 6032，522 425．6
1985年261，7735 0．43董05 4．Ol 56 2．14138 5．27 67 2．56 52520．04 5252，493 498．6
1965 ？01372ao 0．434226．021822．59589 8．4 22亘 3．15557279．4野 233791，662 125．9
両毛地域 1975 779，lo937 0．484405．651962．52671 8．6！ 2453．14 ？437 95．47210571，771 105．7
1985年850，2605 0．59476 5．6 264 3．1 894lD．513093．64 9，257108．917，005L786 91．9
注：し ：群馬県 ，　　県は足 調ぺ．
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ける5市平均は，94．9であったが，85年には68．4ま
で向上した。
　5市の中では太田市50．L佐野市60，桐生市65と
市部平均を下回っているが，足利市は89，館林市は
93，1とやや多い。
　町村部においては，市部と比較にならない程1床
当りの人口が高いが，病院を持つ田沼では118．8，
笠懸では190．7と低い値を示している。
　人口1万人当りの諸指標により医療施設の現況を
まとめると次の通りである。
①病院は，圏域平均で0．59であり，市部におい
　　　ては0．75，町村平均では0．19となっており，
　　　市部への集中が目立っている。この内最も高
　　　いのは，1985年における桐生市で0．99，次い
　　　で足利市の0．83があげられる。
②一般診療所にっいては，圏域平均で5．6であ
　　　るが，市部では6．21，町村では4．Olとなって
　　　いる。この指標に関しては，1965年から85年
　　　の変化が市部では6．52から6．21と減少し，町
　　　村平均でも，4．83から4．01へと共にに減少し
　　　ている。このことは，過疎化の続く農山村に
　　　おける施設数の減少と，人口増加に施設増加
　　　が追いつかないことが原因している。
③歯科診療i所は，圏域全体として2．59から3．1
　　　へと若干の増加が認められる。この内訳とし
　　　て、市部では2。97から3．48と増加し，町村平
　　　均では，1965年のL72が75年に1．48に減少し，
　　　85年には再び増加して2．14と向上した。
④医師数は勤務医・開業医を含み，圏域全体と
　　　して8．4から1　O．51人へと増加してきたが，
　　　市部では，9．71から12．66と大きく増加した
　　　のに対し，町村平均では5．31から5．27と大き
　　　な変化なく推移してきている。市部の中では
　　　桐生市・太田市の増加傾向が高く，佐野市で
　　　はほとんど変化が見られない。また町村では，
　　　笠懸町の2．41から10．47が著しい増加の例で
　　　あり，他町村では大きな変化は見られない。
　　　逆に，医師数が減少している地域が目立ち，
　　　大問々・尾島・新田・板倉・明和・千代田・
　　　大泉・葛生の8町村で減少している。
⑤歯科医師数は，圏域全体として20年間の増加
　　　状況が3．15から3．64と，約0，5人増加してい
　　　るが，市部では3．62が4．05人へ若干増加，町
　　　村では2．　06が2．56人へと増加した。この中で，
　　　特記するべき状況としては，40年において歯
　　　科医師が居なかっ町村への診療所立地が見ら
　　　れることであり，笠懸・東・明和がそれであ
　　　る。また邑楽・大泉・笠懸など，人口急増町
　　　村における医師数の増加が目立っている。
　⑥病床数については，市部において，1965年に
　　　105・4であったものが，85年には146，2へと
　　　増加し，5市の中でも，太田市の108．5が増
　　　加して196．8となっている。また圏域全体と
　　　しては，1975年の103．2が85年には108．9と
　　　O．5床増加している。
　以上，人口1万人に対する諸指標を見てきたが，
市部における医療施設・医療従事者数は，順調に増
加を続けており，一方では，人口急増地域への医療
施設，医療従事者が進出したことにより，施設と地
域社会との対応は大きな差異を生じないで推移して
いることがわかった。
　しかしながら，過疎化の進む地域においては，前
述したごとく，医療環壇が良好でない状況も認めら
れる。
（3）上位の医療機関および救急医療体制
　圏域内で発生するさまざまな疾病に対しては，前
述の医療機関により対応しているが，さらに上位の
医療機関に紹介される例もあり，依存関係を見るこ
とができる。上位機関は各病院により異なっており，
また市町村の位置によっても異なっている。
　群馬県においては，群馬大学医学部付属病院に紹
介される例が多く，慶応大学医学部付属病院，東京
大学医学部付属病院への紹介もある。
　しかし最も依存度が高いのは，群馬大学医学部付
属病院と言われている。
　栃木県の2市2町については，自治医科大学付属
病院（壬生町），独協大学医学部付属病院が利用さ
れ，慶応大学医学部付属病院の利用も見られる。
　また圏域内外の専門的な病院に対する利用もあり，
悪性腫ように関しては，群馬県立ガンセンター東毛
病院（太田市）が利用され，眼病にっいては財団邦
人臨床眼科研究所付属病院（桐生市），小児疾患に
関しては国立小児医療センター（北橘村）などが利
用されている。
　救急医療体制としては，現在栃木県側の2市2町
による両毛広域市町村圏においては，足利日赤病院
佐野厚生総合病院、栃木県県南総合病院が病院群輪
番制による第2次救急事業を実施している。
　また桐生市においては，桐生厚生総合病院を中心
とした第2次救急医療業務を実施している。
　太田市においては，富士重工健康保険組合総合太
田病院，本島病院，太田福島総合病院が救急医療の
中心となっている。
　館林市においては，病院群輪番制は行っていない
が，館林厚生病院が救急医療の中心的施設として利
用されているほか，夜間救急診療所が整備され，夜
間の救急業務を行っている。
　現在，第3次救急医療が，圏域内において話題と
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なっているが・これは救命救急であり・現状として
は県段階の人口規模で対応するシステムとされてい
る。
　しかしながら，1995年の推計人口が90万人を越え
る当圏域としては，将来の定住性に関わる問題とし
て重要であり，老人医療とともに，研究課題として
上げられよう。
6－3　学校教育施設の現況と変化
（1）学校教育施設の地域社会における意味
　地域社会において多くの地域施設が整備され立地
してきたが，その中でも学校教育施設は地域社会と
密着し，不可分の関係にある重要な施設と言われて
いる。
　このことは，新教育制度が実施される以前から続
いている社会構成の基本的構成要素であり，農山村
集落における集会所が「ムラ社会」の拠点であるこ
とと似て，歴史的に形成された社会集団の「拠りど
ころ」としての機能を果たしてきた。
　特に現在のように，地域施設の整備が進展する以
前においては，学校を利用して行われる，地域社会
の行事も巾広く，社会体育文化活動，娯楽などが校
舎・校庭において行われた。
　従って，学校の統合，廃校や，新設に伴う学校区
再編成などにおいて，地域の大きな反対運動が発生
する背景はこのような点にある。
　学校と地域社会とを結びつけている諸条件につい
ては，次のように整理することができる。
　①学校は地域社会における精神的シンボルとし
　　　ての位置を持っている。
　②これまで学校を中心として社会教育・文化活
　　　動が展開されてきており，時により教員がそ
　　　の指導的役割を果たしてきた。
　③学校区は，その他の地域施設を設置する際の
　　　設置単位として重要な圏域となっており，そ
　　　れは歴史的に形成されてきた地域社会構造，
　　　すなわち生活圏に依拠している。
　④地域施設が現在のように整備されなかった段
　　　階においては、学校は地域社会の日常生活に
　　　おいて発生する，多くの活動や行為に対応し
　　　た複合的地域施設として利用されてきた。
　⑤　現在でも学校開放事業，その他，地域におけ
　　　るコミュニティ活動や，住民が親睦を深める
　　　ための大規模な行事は学校を利用することが
　　　多い。
　⑥地域におけるオープンスペースとして，また
　　　は地域の防災拠点として，学校を利用するこ
　　　とが多く，特に学校体育館は，大規模災害に
　　　おける避難拠点としての重要性を持っている．
⑦混住化の進んでいる地域地区や，新住宅地に
　　　おいては学校を媒体として，コミュニティが
　　　形成されている例が多く見られる。　（PTA
　　　活動による父兄の交流）
　このように，学校は単なる地域施設の一分野には
止まらず，地域社会と密着した施設として機能して
きた。
　従って学校教育施設の動向は，地域社会に多大な
影響を与えることとなり，過疎地域においては，学
校の統廃合が挙家離村の誘因となったり，統合問題
によって地域社会内の対立をもたらした例は圏域内
においても，田沼・尾島など記憶に新しいところで
ある。
　また別な見方をすれば，学校の整備・更新・新設
などは地域の投資的事業の中でも，多大な建設予算
を必要とするものであるだけに，人口急増地域地区
においては，新たな社会資本の投資を余儀なくされ，
他の施設整備を圧迫する現象も起こっている。
　一般的な地域においても「人づくりの拠点」であ
るだけに，整備の促進は焦眉の急となっている。
　しかし，自治体財政の逼迫や，施設整備需要の多
様化等から，現在でもなお，教育施設整備が完了し
ていない地域地区も見られる。
　学校教育施設整備は，他の施設とともに社会資本
としての重要な価値があり，その質的側面について
は，住民の定住要件としての重要性を持っている。
　従って，学校統廃合は，学校を中心として展開さ
れていた地域社会の活動を，抑制もしくは衰退させ
てしまう影響力を持っているし，学校新設によって
新たなコミュニティ単位を形成した場合においては，
既存コミュニティが学校を単位として分裂し，細分
化されていく状況が見受けられる。
　つまり，これは地域の社会構造変化であり，ひい
ては地域の生活空間構造変化につながる現象として
とらえることができる。
　学校統廃合が進んだ地域としては，黒保根村・東
村・田沼町があり，学校新設が急速に進行している
地域としては太田市がある。
　また局部的な人口増加に伴い，学校の新設学校区
の再編成を行った地域としては，館林市・桐生市・
足利市・佐野市と，人口急増地域の笠懸町・薮塚本
町・邑楽町・大泉町がある。
　学校教育施設は，地域人口の変動によって最も敏
感な影響を受ける施設であるから，圏域内の各市町
村では人口増減に伴って，何らかの形で学校区の再
編成を行ってきている。
　このことを実証する意味において，当圏域内にお
ける人口変動は鮮明であり，人口変動に伴う生活環
境機能変化の様相を調べるには適切な対象と言える。
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　また当圏域には様々な経済地帯が含まれており，
それぞれの産業分野の盛衰が見られる地帯でもある
ことから，産業一人ロー地域施設の関連性を見る上
においても適切な対象地である。
　本章のための調査は，第1次調査，1982年5月～
8月，第2次調査，1983年5月～8月，補完調査，
1984年12月・85年1月，86年4月に実施し取りまと
めたものである。
（2）両毛地域に立地する学校教育施設の概況
　現在，両毛地域83万人人口を対象として（大学・
短大・私立高校は例外）立地している学校教育施設
には次のものがある。
　①幼稚園一一一一一一一一一一一一一104園
　②小学校一一一一一一一一一一一一一135校
③中学校一一一一一一一一一一一一一
④公立普通科高等学校一一一一一一一
⑤公立普通科高等学校（女子）一一一
⑥私立普通科高等学校一一一一一一一
⑦公立工業高等学校一一一一一一一一
⑧私立工業高等学校一一一一一一一一
　　足利工業大学付属高校
⑨公立商業高等学校一一一一一一一一
　　（内1校は工業と併置で重複）
⑩短期大学（国立）一一一一一一一一
　　群馬工業短期大学（夜間）
⑪短期大学（私立）一一一一一一一一
　　足利短期大学
　　関東学園短期大学（含夜間）
　　桐生短期大学
⑫国立大学一一一一一一一一一一一一
　　群馬大学工学部
⑬私立大学一一一一一一一一一一一一
　　足利工業大学（足利市）
　　関東学園大学（太田市）
⑭大学院（国立）一一一一一一一一一一一
　　群馬大学大学院工学研究科
⑮大学院（私立）一一一一一一一一一
　　関東学園大学大学院
65校
13校
　7校
　8校
　4校
　1校
5校
1校
3校
1校
2校
1校
1校
　これらに加え，群馬大学大学院に博士課程を新設
する運動が行われているほか，さらに佐野市，太田
市，足利市，桐生市などにおいて大学整備・誘致へ
の希望が出されている。
　両毛地域内における地域別施設数については表6
－7に示したとおりであるが，これによって明らか
なことは，地域内の義務教育施設数は，両県の県庁
所在地あるいは，首都圏における人口急増地域に対
して多く，また高等学校数については，若干施設数
が少ないものの，高等学校以上の高等教育機関数に
おいては，群馬・栃木両県と同様のレペルにあるこ
ズへ．＿
　　　　v’N・～「
凡　　例 口 大　　学 ◆　短期大学
●公立普通高校 △ 実業高校 O　私立高校
・b県　　境 一・一 来諡ｫ界 一市町村境界
図6－3　主要教育施設の立地状況
とがわかる。
（3）小中学校区の形成および施設数
　1）小中学校区，施設数の現況
　圏域全体をみると，小学校区は135，中学校区は
65となっており，約2：1の比率で設定されている。
　この内，1地域に小中学校各1施設のみを持つ地
域は黒保根村のみであり，統廃合の結果，施設数が
減少したものである。
　その他の地域においては，過疎化が進行している
町村であっても，2以上の小学校が立地している。
　小学校区の設定は，5市の市街地を除いて，概ね
旧村を単位となっており，町村によっでは，大字・
字（自然村）を単位としている地域も見られる。
　市街地については，桐生市5，足利市6，太田市
2，館林市2，佐野市2の小学校区が設定されてい
る。
　また人口急増地域である，太田市・笠懸町・薮塚
本町においては，人口増加の著しい地区において，
校区再編，学校新設が行われており，その他の地域
においても，局地的に人口が急増している地区への・
学校新設が行われている。　（桐生・館林・佐野・大
間々・大泉）
　一方，中学校区は，両毛地域全体として小学校区
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の約半数であるが・1地域1校が10町村・旧町村に
対して1校は4町村ある。
　中学校区の現状を見た場合・市町村合併時に統合
した例（都市部に多い）・旧町村に対応しているも
のなど，さまざまな状況が見られるが・過疎地域や
純農村等においては・1町村1校が10地域ある。
　また中学校についても，人口が急増している地域
地区においては，学校が新設され（大間々・笠懸・
太田・邑楽），校区再編が行われている・
　他方，統合に伴い学校新設を行った地域（足利・
館林・田沼）も見られる。邑楽町においては・町村
合併時に中学校を統合し，新設中学校により対応し
たが，その後，人口が町南部を中心として急増した
ことから再び分離新設する結果となっている。
　圏域内で，足利市は人口規模の割に小中学校数が
多い。
　これは，同市の市域が7度にわたる市町村合併の
結果として形成されてきたことから，合併前の旧町
村（市街地＋17村）に対亦して学校区が設定され，
その後統廃合が行われなかったことから，多くの施
設を保有する結果となっているのである。
　また桐生市の場合，中学校が小学校数にほぼ対応
する形で立地しているが（小学校2施設は新設校），
これは，1945年代における新制中学校設立の際に，
小学校に対応し，その上位施設として中学校の建設
が行われたこと，市街地周辺部の合併地区において
は，1村に小学校，中学校が各1施設設置されてい
たため，これを踏襲する形で施設数が
多くなっている・　　　　　　　　　表6－6
　また新田町のように，1町2村の合
併町において，合併前の設置形態であ
る，1村（町）1小学校，1中学校の
形態をそのまま継続し，人口増加に対
応している例もあり，邑楽町とは好対
照である。
　以上述べてきた，学校区形成，学校
の新設，統廃合の実態に関しては，図
6－4・5に示す通りである。
　圏域内に立地する義務教育施設数が
他地域に比べてどのような状況にある
かを調べてみたものが，表6－7であ
る。
　この比較は，両県の県庁所在地，首
都圏の人口急増地域である，越谷市・
八王子市の実態を調査して，両毛地域
の施設数の性格を知ろうとしたもので
ある。
　この結果によると，圏域内の小学校，
中学校数は前橋市・宇都宮市・越谷市
・八王子市のいずれに対しても多いことがわかった。
　この理由を考えてみると，前述の通り，当圏域の
学校区は設定時において細区分され，それが再編成
されないまま，今日に至っていることと，現在にお
いてなお，小規模施設が多数含まれていることなど
が主なものである。
　2）地域人口に対する施設数の関係
　82万人の地域人口に対する施設数は，小学校135
校，平均校区人口6，300人，中学校65校，平均校区
人口12，810人となっている。
　圏域内各地域の平均校区人口規模別施設数は，小
学校において，全地域とも10，000人以下となってお
り，その内12地域が5，　OOO～10，000人となっている。
　一方，中学校では，10，000人～15，000人の間にあ
る地域が8地域と最も多いものの，1地域に1校の
町村もあるため，校区人口20，000人以上となってい
る地域もあり，全体としてはまとまった傾向が見ら
れない。
　しかしながら，学校区人口全体としての性状は，
次のようにまとめることができる。
　①市部においては，小学校が61000～9，000人，
　　　中学校が11，000～16，000人となっている。
　②市街地における校区人口は，小中学校ともに
　　　急減している。
　③過疎地域の校区人口は，概ね少ないが，施設
　　　数そのものも少ない。
　④人口急増地域の状況は2つの傾向に分かれ，
圏域内の小学校・中学校の新設・統廃合の実態
摘要
市　寸 ????????????????????????????????????????????? ????
小 15 i5 10 27 13 6 2 3 3 1 3 2 3 4 2 2 4 3 12 5 135
中学校数 12 8 5 13 6 1 i 2
【 【 i 1 3 1 1 1 2 1 2 2 65
小学 2 3 1 1 2 1 2 1 昭??
中学校 1 1?
小学校 1 1 i i 4
中学校 1
? 1 1 1 1 1 7
?
小学校 1 1 1 7?
中学校
??
1 1 4
小学校 1
? 1 1 1 5??
中学校 2 1 L
﹇ 1 2 1 i 1 1 12
小学校 1 2 6 2 13??
中学 2 2 1 1 2 4 3 3 5 1 24
最大通学距離 75352 7．5356．03．02735708．0403050
??
3．32540｝65135
注：1：　大通
2：資料出典：市町村調べ，
の 二km
@1982年8月現花
表6－7両毛地域と両県県庁所在地・類似地域の
学校数比較
　　　　　　　摘要
n域名
総人口@A 小学校数@B 中学校数@C
小学校
P校当人口
@A／B
中学校
P校当人口
`／C
両毛地域 832，303 135 65 6，165 12，804
前橋広域市町村圏 311，122 121 51 2，571 6，10G
宇都宮市 397612 117 44 3，398 9，037
越谷市 223241 95 51 2，350 4，377
八王子市 411，642 120 60 3，430 6，860
注：　料出　”、調　による
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　　　施設新設により人口増加に対応している地域
　　　については校区人口も少なくなっている。し
　　　かし，人口増加への対応が遅れている地域で
　　　は，小学校において，8，000人以上，中学校
　　　では23，000人にものぼる地域（大間々町）が
　　　ある。
　⑤過疎山村である東村の小学校におけるL500
　　　人は特に少ない。
（4）学校統廃合，新設の実態
　1）学校統廃合
　1965年以降における学校統廃合，新設の実態につ
いては表6－4に示したとおりであるが，この17年
　間において，統廃合は小学校において5件，中学
校については12件行われている。
　この結果，廃校となった学校は小学校13校，中学
校24校にのぼる。統廃合された学校を状況別に見る
と，
　①過疎町村において，人口減少地区の児童生徒
　　数が減少したことから，校区再編を行ったもの
　　（黒保根・板倉・尾島・田沼・葛生）
　②地域の中で局部的な統廃合を行ったもの（桐
　　生・足利・大間々）があり，千代田町では中学
　　校2校を統合して1校としている。中学校の統
　　合は，通学距離と生徒の体力との関係から，小
　　学校よりも統合されやすいようであり，市町村
　　合併時に統合，新設統合された学校が多い。し
　　かしながら，近年の統合においては，地元住民
　　や父兄の反対運動が起こった例（田沼・尾島）
　　もあり，近隣社会における重大事であることを
　　証明している。
　2）学校の新設
　圏域内で純然たる新設としては，小学校13校，中
学校3校（60年開校2校を含む）がある。また統廃
合を伴った新設は，中学校7校となっている。
　前者については，いずれも市町村内の人口急増地
区において発生しており，太田市においては7年間
に小学校が4校，人口が停滞している桐生市におい
ても6年間に小学校2校，足利市では7年間に小学
校3校が新設されている。
　また笠懸町では，村全域において人口増加が見ら
れ，3年間において小学校2校，中学校1校が設置
された。
　このほか，小学校については，大間々町で2校，
館林・佐野・薮塚において各1校が設置されている。
　中学校については，大間々・邑楽において各1校
の新設が見られる。
　これらはいずれも大規模校の解消を目的としたも
のである。
　　，ノし
　　　、賛㍉、噛　　　　　　　、・《’、　　　　　　　　　鼠
　　　　　　　　　ノ珍＼
諮　　’蠕ノ！玩ヤ砥
?????????
??、?、?（?????
???????｝? 、
????????????ー????
、?????，」
??
?? ??
図6－4
???、
小学校区構成・学校新設・統廃合の実態
資料出典：1984年に筆者が市町村に依頼し行った，小中学校
　　　統廃合新設に関する調査結果を図化したものである。
　　　　　　　　　　　　凡
　　　　　　　　　　　　　既存中学校
　　・A一　　　　　　　　　　　　　新設中学校
　　　　　　　　　　　X　廃　　　校
　瓢嵌
　片rメて、
）?
????，?
??㌘．??
???? ???、? ?
????? ?? ????
?
?????????
?
?　曝
図6－5　中学校区構成・学校新設・統廃合の実態
　　　　　資料出典：1984年に筆者が市町村に依頼し行った，小中学校
　　　　　　　　統廃合新設に関する澗査紬果を図化したものである・
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　これら新設校に加え，近い将来新設が予定されて
いるものとしては，小学校7校（太田・館林・邑楽），
　中学校4校（太田・館林・大泉・邑楽）がある。
　3）通学距離の変化
　学校統廃合が実施された結果，小学校については
山間部の町村において，14kmにおよぶ地域（葛生町）
もあり，次いで10km（桐生市・黒保根村）の長距離
通学区域がある。
　これらの地域においては，スクールバスを運行す
るか，路線バスを利用させることで解決している。
　各市の市街地に立地する小学校においては，一部
に2k皿圏より通学している例が見られるものの，大
半は1km圏以内であり，通学距離の点における問題
は見られない。
　ただし，交通事故防止等に関して，登校時におけ
る学校関係者，PTA側の負担は多くの地域におい
て見受けられる。
　平地農村については，2～3km圏が多く，学校新
設によって，学校区が細分化される傾向にある地域
においては，2km圏以内に縮小されてきている。
　中学校については，1町村1校の地域が圏域の半
数の10地域ある。
　これらの地域は，町村面積や地形条件にもよるが，
山間部において，最大14km，平地農村では5kmに及
んでいる。
　通学距離の差は，地域の地理地形条件、地域社会
構成を反映した学校区編成によるものであり，ばら
っきが大きい。
　人口急増地域においては，新設校の立地に伴い，
通学距離が短縮される傾向にある。
　4）統合された学校の跡地利用・
　統廃合された小中学校の跡地がどのような利用を
されているかについて調査した結果，表6－8に示
した状況となっている。
　この内，学校関係に使用されているものが11例，
地元の集会・体育関係として転用されたものが11例，
市町村の公共施設用地として転用されたものが7例
ある。
　これらの内，特殊なものとしては，工業誘致を行
った例，都市の子供との交流のための施設に転用し
た例（いずれも葛生）がある。
　また用途が決まらず，空き地となっている2例も
　見られる。山村における小規模校は，大字など近
隣生活圏の中心施設であったことから，廃校後にお
いても地元によって利用されるケースが多い。
　また市町村合併が行われた地域においては，合併
前に小中学校が隣接して立地していた例が多いため，
中学校の移転後に小学校用地の拡張に利用されてい
表6－8　統合された学校の跡地利用の実態
市町村名 統廃合施設名称 跡地利用の方法 市町村名 統廃合施設名称　　　跡地利用の方法
桐生市 梅田」レ』弾校 梅北山の蜜（研修施設）として流用 高島中学校 青少年スポーツ広場に転用
名草小学校足松分校［地元自治会の自治会館および広場として流用 邑蛮町 中野中学校 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Z舎部分には幼欄園を建設、校庭部分には
?ｯ館・社会福祉センターを建設
足利市 北郷中学校　　　　　校舎は解体、体育館は地元で利用
長柄中学校 青少年スポーッ広場に転用
名草申学校 市立セミナーハウス（宿泊研修施設）に流用
渡瀬中学校 小学校用地（隣接）として校地拡大
千代田町 冨永中学校 公民館、一般住宅用地、幼稚園等に分刮して
?p
館林市 三野谷中学校 養護学校として転用 永棄中学校 小学校用地として校地拡大
赤羽中学校 コミュニティセンター建設 明和村 梅島小学校 中学校用地として校地拡大
黒保根小学校 社会体育館用地として体育鎗を建設 作原ノ」孝校 利用方法を検討中
上田沢小学校 地元集蕗の集会所および広場として転用 三好中学校 ノ」・学校用地として校地拡大
柏山小学校 地元集薄の集会所および広場として転用 田沼町 長谷場中学校 ノ」津校用地として校地鉱大
黒保根村 宿廻小学校 校舎は残し、校庭に地元集落の集会所および
L場を建設
飛駒申学校 小学校用地として校地拡大
新合中学校 町営酉グランドとして転用
楡沢小学校 校舎は残し、校庭は地元集落の広場に流爾
板倉東中学校 既存小学校を移転し建設
黒保根φ学校 新設の役場、山村振興センター用地に瀦用
繍 板倉西中学校 小学校用地として校地拡大同上楡沢分校 空き地
ノ」弾校用地として校地拡大坂倉宙中学校
福岡東小学校 地区全体の広場として流用 r板倉北申学校
福岡西小学校 生活改善センターを建設、校庭はスポーツ広
黷ﾆして流用 葛生町 秋Lレ」・学校 都市の児童との交流を行うため秋山学寮とし
ﾄ残し関連整薦を行った
大間々町
福岡申学校 小学校隔地として校地拡大
産簗振興のために工場を携致、稼勤中氷室中学校
世良田中学校 歴史資料鎗を建設（太平記の里関係）校庭1ま
?j公園を建設 （1984年現在）
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る。（館林・大間々・千代田・田沼・板倉）
　明和村においては，中学校用地として利用してい
る。
　人口急増に伴って，地価の高い学校用地を準備し
　なければならない地域に比べて，廃校跡地はさま
ざまな思惑を含んだ利用価値の高い土地であるが，
概ね生活環境整備に利用されることが多いことがわ
かった。
（5）建築的諸要素の実態
　1）学級当りの人ロ
　学級編成については地域人口，学校区人口に対し
て基本的には比例するわけであるが，小学校の場合，
2地域（黒保根・東）を除いて，1学級当り300人
台となっている。
　また中学校については，地域により設置のされ方
に差異があるたことから，　600人～1000人と大きな
巾がある。
　これらの内で，1学級当たり900人以上の地域は
8市町村あり，その内容には2種類ある。
　それは，人口増加地域であって施設数が少ない例
と，学校統合によって施設数が減少した場合である。
　2）地域人口に対する敷地面積
　建築計画的視点としては，学校教育施設を設置す
る場合「地域人口に対してどれだけの学校施設用地
を準備したらよいか」が，検討事項の重要な1点と
してあげられる。
　これは施設設置計画内容の検討と共に，市町村の
土地利用計画と密接に関わる問題である。
　当圏域の小学校においては，学校用地／地域人口
の値は人口1人当り平均，2．47rlfとなっている。
　しかし，この値は地域別に見るとばらつきが大き
く，最小で1．11㎡，最大，5．9㎡となっていること
がわかった。
　一方，中学校は，人口1人当り平均2．03㎡であり，
小学校と比較して差は少ない。
　地域別には，最小0．4r㎡～最大4．73㎡と，これも
大きな巾が見られる。
　人口減少地域や，市街地の小中学校においては，
　この値が大きくなり，逆に人口急増地域の内で，
学校新設等による対応が遅れている例ではこの値が
小さくなっていることがわかった。
　3）地域人ロに対する延床面積
　圏域全体として，小学校における学校教育施設の
延床面積／地域人口の値は，小学校において，1人
当り0．69㎡，中学校では0．36㎡となっている。
　地域別に見ると，小学校では，0．49～L26㎡の間
に，中学校では0．24～0．79mtの間に分布している。
　学校教育施設の面積規模は，学校運営に直接関わ
る重要な項目であるが，人口急増地域においては，
施設の新設や増築を行うことにより，対応している
ため，他の一般的な地域と比較しても，極端に小さ
くなることはない。
　過疎地域においては，児童・生徒数の減少により，
校舎に遊休面積が現れてきているため，一般的地域
と比較してこの値が大きくなってきている。
　4）学級編成の規模
　全施設を分析した学級規模別施設数，児童・生徒
数については，小学校の場合，全体として25学級以
　上の施設が多く見られるが，著しく偏った状況は
認められない。
　中学校については，13～18学級（1学年4～6学
級）の施設が多く見られる。
　これを地域別に見ると，施設数の多い地域におい
ては小規模校から大規模校までが分布している。
　また地理地形条件等により，施設数の多い地域や
過疎地域については，小規模校が多く見られる。
　大規模校については，人口急増地域と市部の人口
急増地区に見られる。
　5）1学級当りの児童・生徒数
　小学校においては，1学級30～39人が最も多く，
全体の66％に当たる，88校がある。
　一方，中学校については，40人以上が最も多く，
次いで30～39人が多い。これらを加えると，全体の
97％となる。
　現在40人学級が話題となっているが，小学校にお
いては17校（12．6％）のみが40人以上である。
　一方，小人数による学級編成の実態を見ると，小
学校では11校，中学校は1校ある。
　これらは，主として過疎地域において見られ，そ
の他は地域の中でも，辺ぴな地区の小学校であるた
め，今後の処遇が問題となろう。
　6）1学級当りの延床面積
　小学校においては，1学級当り175㎡～400r㎡の問
に分布しており，母集団の中心軸は，約250rdとな
っている。
　また中学校については，230㎡～450㎡の広い範囲
に分布しており，その中心は約300㎡である。
　小中学校共に，小規模校においては，この値がき
わめて大きい例と，逆に小さい例の両極端がある。
　一方，大規模校について見ると，小学校において
は約170㎡，中学校は230㎡程度であることがわかっ
た。
　7）施設整備状況及び将来展望
　この項に関しては，1984年に行った学校教育施設
の現況についての，行政に対するアンケート結果よ
り，次の各項が明らかになった。
　①建設年代については，小中学校とも1975年代
　　が最も多いが，これは1965年代より開始された
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　　小中学校危険校舎の改修が，75年代に入って急
　　速に推進されたことによるものである。
　　　1945年以前に建設された施設は，足利（分校〉，
　　館林，束に残存しているものの，各地域におい
　　ては，これらを改修する計画である。
　②施設の構造種別としては，鉄筋コンクリート
　　造が最も多く，小学校は97校，中学校では46校
　　となっている。これらは，木造を改修したもの
　　と新設校である。
　　　また，木造と鉄筋コンクリート造が併存して
　　いるのは段階的改修によるものである。
　③改修が予定されているのは，小学校が33施設，
　　中学校が24施設（1983年2月現在）あり，これ
　　らに対する行政の今後の取り組み方としては
　　「最重点課題として整備する」が3地域，5ケ
　　年の内に整備するが，7地域，10年以内に整備
　　するが，1地域であった。
　④学校開放については，小・中学校共校庭・体
　　育館共に開放している地域が，15地域にのぼる。
　　　またこれに校舎の開放を加えた，新田町，校
　　庭のみを開放している千代田町，体育館のみを
　　開放している田沼町がある。学校開放に対する
　　管理者側の考え方は，単に「良い事だ」と「良
　　い事だと思うが，できれば他の施設を利用し
　　てもらいたい」が半々に分かれており，学校教
　　育と社会教育・社会体育の運営管理に課題を残
　　している。
（6）学校教育施設のまとめ
　広領域（3広域市lll丁村圏）の学校教育施設が，地
域との関わりの中でどの様な状況におかれているの
か，また，この広い範囲で，学校教育施設をめぐり，
どのような問題が起っているかを見てきた。
　これらをまとめると次の通りとなる。
　①地域の席業経済の興亡が，人口動態に密接に
　　関係しており，これに再生産率がからんで児童
　　・生徒数増減に深く結びつき，過疎・過密いず
　　れの地域においても深刻な波紋を投げかけてい
　　る。
　②過疎地域では，学校統廃合が一段落した状態
　　であるが，小学校では1学年1学級の学校も多
　　く，将来の推計人口も増加が望めない状態から，
　　その処遇が問題である。しかし，教育施設と地
　　域との深い結びっきを重視すると，小学校の高
　　学年，低学年の分離や，複合施設化の検討も必
　　要であろうし，オープンプランスクールの採用
　　も一案であるa
　③人口急増地域においては，学校新設があい次
　　いでおり，太田市・笠懸町は特に激しく，自治
　　体財政を圧迫している。最も大きな問題は，地
　区別児旅数推計による，局部的かつ時限的な児
　童数急増への対応策をどう考えていくかである。
④中学校3校を統合により一校としたが，その
　後の生徒数急増によって，再び分離した例（邑
　楽町）もあるが，児童・生徒数推計を地区別に
　明確化すると共に，人口急増と深く関係する土
　地利用計画（住宅地計画）と，連絡性を保ちな
　がら将来展望を図る必要がある。
⑤学校統廃合後，スクールバスの運行により通
　学距離問題を解決している例もあるが，スクー
　ルバスの維椿管理運営が，町村財政を圧迫して
　いる状況が見られるため，今後の検討課題であ
　る。
⑥近年，小中学校において，遊休教室が発生し
　てきている。これは，児童生徒数の減少に伴う
　ものであるが，学校規模が大きくなったため，
　新設分離を行った結果，元の学校に遊休教室を
　生じた例や，過疎化に伴うものなどがある。今
　後，これらをどのように活用していくかが，新
　たな課題であるe
⑦統合や廃校された学校跡地にっいては，広大
　な面積を持ち，地域として貴重な財産である。
　現状では，これが活用されていない地域もあり，
　今後有効利用を進めていくことが重要である。
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6，4　社会教育施設の現況と変化
　　　　　　　　　　　　　　1（1）施設の立地形態
　1）公民館等の立地形態
　圏域内には，中央公民館15施設，地区公民館69施
設が立地しており，加えて，各種省庁の補助事業に
より整備された，コミュニティセンターがある。
　その立地形態は，各地において特徴を持っており，
それらを整理すると次のようになる。
　①公民館の立地形態
　　市町村における中心的コミュニティセンター，
　中央公民館と地区公民館，および集落あるいは町
　内会等の集会施設には，次の3類型の立地形態が
　ある。
　（ア）タイプA一本館型
　　これは本館を中心として，社会教育活動等が行
　われているタイプであり，時によって集落集会施
　設・自治会館等近隣施設をも使用して，活動を補
　完している。
　　このタイプの
　施設分布が見ら
れる地域として
は，黒保根・笠
懸・東・明和・
千代田・大泉・
邑楽の7地域が
ある。このタイ
プは，利用者側
からは若干利用
距離が長くなる
という欠点をも
図6－6　タイプA
っているが，古いタイプの分布形態であると共に，
管理者側からは施設管理が負担にならないなどの
長所を持っている点が特徴である。
（イ）タイプB一分館型
　これは本館を持たずに，分館（または地区公民
館）を中心とした，事業計画に基づく社会教育活
動を実施してい
る類型である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　分館　このタイプに　　　　　　　　　地区公民館
は，本館が設置　　　地区ルご
できないために
分館を主体とし
た公民館活動，
一社会教育活動を
行っている場合
と，分館を主体
とした方式が，
本来的であると
????
図6－7　タイブB
の立場からこの方式を採用している場合がある。
　圏域内においては，前者の例はなく，後者の例
として，新田町・葛生町がある。
　足利市の場合は，一見タイプBとして見られる
が旧村単位に設置された地区公民館の内，比較的
規模の大きい織姫公民館，助戸公民館が中央公民
館的位置づけをされており，大規模な社会教育行
事文化関連行事を行っているため，次のタイプC
に近い。
（ウ）タイプC一本館・分館型
　これは地方都市（合併市）において，最も多く見
られるタイプであり，市域全体を利用対象範囲と
する本館と，概
ね旧村を利用範　　　　　　　　　分館
囲とする分館
（もしくは地区
公民館）のネッ
トワークによっ
て，社会教育・
文化活動を推進
している類型で
ある。
　一般的に，こ
の類型において
　　　　　　　『地区公民館
地区
奉・
地区j＼
Y本館
図6－8　タイプC
は，本館を中心（本館に教育委員会が入っている
場合が多い）として，本分館全ての施設の，一元
的な事業計画が立案され，それぞれの施設におい
て実施する形となっているが，分館ではさらに，
館独自の事業計画を加えて，巾広い行事を展開し
ている。
　その結果，社会教育団体，各種の趣味の団体等
同好組織，ボランティア活動グループなどが育ち，
分館を拠点として活動している。
　この代表的な例は，新田町である。このような
公民館の分布状況，ネットワークは，市町村合併
等による，地域社会の形成過程において出現した
各市町村内部の領域意識の影響が強く，合併前の
旧村の生活中心機能が，そのまま残されることに
よって現在の立坤形態が見られるようになってき
ている。　　　　　　　　　　．．
　しかしながら，公民館の設置計画や社会教育活
動展開において「地区」という領域を意識しても，
現状では，地区施設が設置できない地域もある・
　こうした地域では，単にシステムのみがある例
（板倉町），システムとして本分館方式を採用し
ているものの，分館長は小学校の校長が兼任し，
学校を分館として利用している例（田沼町）がある・
　また本分館方式ではあっても，分館としては集
落・町内会等の集会所を利用している例など施設
利用面ではさまざまな例を見ることができる。
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ぜ必要であるかは・さらに研究を進めなければなら
ない。
　しかし地域人口規模が拡大するに従い，地域全体
として行う行事が狭められ，住民としても代表者の
みが参加する形になることが多い・
　従って，より多くの参加者を期待する場合には，
全体のグループ分け（CHAPTER）と，それに対応する
施設，分館（BRANCH）が出現するのだと考えられる・
　例えば前橋市（人口28万人）の場合には，合併前
の旧町村単位に，公民館分館が立地しており，ここ
では各種地域団体の支部組織が，活動拠点として活
発に利用している状況が見られる・
　また圏域外の小都市の例としては，埼玉県東松山
市の例があげられるが，ここでも，合併前の旧村単
位に，地区公民館が立地し，地域団体市部活動や，
地区公民館独自の事業計画を推進し，利用されてい
る。
　2）集会施設の立地形態
　市街地および農山村集落においては，近隣社会の
諸活動のために，集会施設が設置されている。
　これは集会所，自治会館，公会堂，公民館，集落
センター，生活改善センターなど，さまざまな呼称
で呼ばれているが，機能的にはそれぞれ類似した施
設であるa
　近年これら小規模集会施設の整備が進み，木造も
しくは鉄骨造，鉄筋コンクリート造の建物として，
更新されてきている。
　この種の施設が急速に整備されたのは，国の補助
事業や市町村の事業に負うところが大きく，山村振
興事業・新農業構造改善事業・地域整備特別対策事
業，水田再編対策事業など，農林水産省の事業をは
じめとし，自治省のモデルコミュニティセンターや
労働省・厚生省，その他の省庁による補助事業があ
った。
　一方，農山村集落で共有林等共同の財産を持ち，
財産区を形成しているような地区においては，独力
で集会施設建設を行っている場合もある。
　また住民の積み立てによる，自己資金の出資によ
り建設する事例もある。
　集会施設の一般的な設置単位として，都市部にお
いては，町会単位による設置が最も多く，町丁単位
となっている地域もある。
　また農山村においては，字もしくは行政区単位や
大字単位も見られるが，一般的には字（自然村）が
単位とされている場合が多い。
　特に新田町では，公民館の設置形態が分館方式を
採用している上，集落集会施設は，行政区単位を越
Kる数の施設が立地する結果となっている。
　公民館分館にせよ，集会施設にせよ，その設置形
態は科学的というよりは，自然発生的な形で，社会
組織が変化（合併など）しても，設置単位が変わる
ことは希である。
　しかし一方では，市街地における人口減少や，山
間集落の過疎化など，施設を維持していくのに利用
主体である住民が，次第に減少する矛盾も見　られ
ようになってきた。
　3）公共図書館の立地形態・現況
　圏域内においては，過半の11市町において，図書
館が整備されている。
　これは5市と，大問々・新田・千代田・大泉・田
沼・葛生の各町である。足利市の場合は，足利学校
遺跡図書館が長い間利用されてきたが、栃木県立県
南図書館が市内に整備され，これが市民に利用され
ている。
　図書館は戦後の復興期において，整備が遅れた施
設の内の一つであるが，1965年代以降，国の高度経
済成長の気運の中で，急速に整備が進められた。
　しかしながら，公民館やコミュニティ施設等，集
会関連施設整備の急な進展に比べると，その進捗状
況は遅々としており，農山村の隅々まで立地するに
は至っていない。
　専用の図書館を持たない地域においては，中央公
民館，その他前述の中心的コミュニティセンター内
に，図書コーナー，図書室が設けられている例（笠
懸・薮塚・邑楽・大泉・明和・板倉）がある。
　また県の移動図書館車（B・M車）を利用するこ
とによって補っている。
（2）施設の整備経過・現況
　戦後の国土復興期からこれまで，多くの地域施設
整備が行われてきた。その中でも昭和22年より施行
された新しい学校教育制度に基づき，新制中学の建
設がまず行われ，学校プールの新設，その他，比較
的小規模かつ事業予算の少ない施設整備が行われた。
　こうした国土復興の気運の中で，社会教育・文化
関連施設整備は，当面の緊急課題が錯綜する中で，
不要不急の施設として整備が後送りとなっていたの
であるが，1965年代に入ると，国の高度経済成長に
歩調を合わせるかのように，急速に建設が促進され
た。
　特に両毛5市のような，地方都市における地域の
中心的コミュニティセンターというべき，市民会館
や産業文化センター，文化センターなどは，各市が
競い合うかのように急速に建設が進展してきている。
　1）コミュニティセンターの整備経過・現況
　両毛地域においては，桐生市の産業文化会館が，
1958年に他市に先駆けて建設され，次いで，64年に
は佐野市市民会館が建設されている。
　1965年代に入ると，各市とも建設気運が高まり，
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66年に足利市民会館，68年に太田市市民会館，74年
には館林市文化センターが建設された。
　このように，従来は小中学校の体育館等，大規模
な空間を利用して行われてきた，市内および関連町
村の大規模行事は，これらの中心的コミュニティセ
ンター完成により，拠点的施設を得たわけである。
　しかしながら，これらの施設も，時代のすう勢の
中で規模の面や施設機能面の不適合を生じたり，大
ホール利用の不合理性（利用率が低く，維持管理の
面で問題がある），さらには，市域整備における計
画などから，1975年代に入ると，500～800人程度の
多目的ホールへの需要が高まり，第2のコミュニテ
ィセンターが相次いで建設された。
　これは，1979年には桐生市文化センター、佐野市
文化センター，81年には足利市市民プラザ（勤労者
福祉センターが母体），　1983年には，太田市社会教
育総合センター（ただし社会教育施設）が建設され，
87年に入り，館林市三の丸芸術ホールが開設され
ている。
　これらの施設は，第2市民会館と言うべき性格を
持ち，実際の利用面においては，既存市民会館等を
補完する形で利用されている。
　一方，町村における中心的コミュニティセンター
は，古いものとして葛生町の葛生会館があるが，そ
の他の地域では，町民会館，村民会館，文化センタ
ーとして位置づけられた施設は立地していない。
　ただしこれに代わるものとして，国の各種補助事
業により建設された社会福祉センター（邑楽〉，山村
開発センター（黒保根），農村環境改善センター
（板倉で完成・邑楽・新田に計画有），就業改善セ
ンター（新里），総合福祉センター（田沼）などが，
整備もしくは計画され，地域のコミュニティ活動を
始め，各種の地域団体活動，文化活動に利用されて
いる。
　また，中央公民館をこうした用途に充てている例
もある。
　2）公民館の整備経過・現況
　社会教育における，拠点的施設である公民館につ
いては，圏域内の15地域において，中央公民館が整
備され，3地域において，地区公民館を主体とした
社会教育活動を行っている。また，桐生・太田・館
林・佐野については，公民館分館も併せて設置され
ている。
　3）公共図書館の整備経過・現況
　圏域内の図書館としては，桐生市立図書館と足利
学校遺跡図書館の歴史が古く，いずれも新築されて
現在に至っている。
　館林市立図書館と，佐野市立図書館は，1965年代
に建設され，1975年代に桐生市立図書館が，文化セ
ンターとして新設，足利市では，栃木県立図書館分
館として1975年代に新設された。
　また太田市については中島記念図書館が，市内唯
一の施設として利用されてきた。　（新設計画はある）
　町村部については，現在6地域に立地しているが，
これらはいずれも，1975年代に入ってから整備され
たものである。
　この内，新田町・葛生町の図書館は，規模が大き
く，特に新田町は町村にはめずらしく充実している。
現在の蔵書数は大間々町を除き，867，371冊であり，
圏域人口を上回る蔵書量がストックされている。
　蔵書水準においては，栃木県立県南図書館の蔵書
水準が最も高く，約23万冊となっている。
　また，地域の人口を上回るものとしては，新田・
田沼・葛生があり，それぞれ7．8万冊，4，8万冊，5
万冊となっている。
　現段階においては，町村に単独施設としての図書
館を設置している例は，両県の中でも少なく，上記
の5地域などは，整備が進んでいる例と言える。
　4）その他の文化施設の整備経過・現況
　美術館に関しては，全市町村とも公立施設はなく，
足利市に民間による，陶芸美術館（栗田美術館），
草雲美術館が立地しているのみである。
’また桐生市においても，民間美術館として大川美
術館が建設された
　更に，美術館としての体裁は成さないまでも，美
術作品等が展示できる施設としては，先の中心的コ
ミュニティセンター内に設けられたギャラリーや，
中央公民館内の展示場，さらに不定期な展示会には，
文化会館等の1室が展示場として利用されている例
もある。
　また地区公民館においても，各種の美術工芸，書
道その他の創作活動の，作品展示が行われている。
また桐生市においては，市街地に民間のギャラリー
があり，市民美術愛好家に利用されている。
　博物館については，20市町村中，桐生・尾島・佐
野・葛生の4地域にのみ立地し，それぞれ，地域の
特徴を反映した施設整備を行っている。
　この内，桐生市の場合は，旧群馬県衛生所を復元
し，資料館として公開したほか，織物工場を改造し・
一般公開する「織物考古館」が開設されている．
　佐野市においては，田中正造の経歴と活動を中心
とした，民俗博物館が建設された。
　また尾島町においては，太平記の里の整備におい
て歴史資料館を建設し，同プロジェクトの中心施設
としている。
　葛生町においては，50万年の歴史を持つと言われ
ている「葛生原人」に関わる資料を展示した，歴史
博物館が図書館内に設けられている。
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　これら既存の博物館に加えて，足利市では1日織物
」二場と地区公民館を合体した，特色ある施設整備を
行っている。
　また大間々町では，近年銀行を転用した，郷土資
料館一コノドント館を開設，館林市でも旧上毛モス
リンの社屋を利用した資料館，文豪田山花袋を紹介
する記念館を整備した。
（3）まとめ
　圏域内には，現代科学を紹介する「科学博物館」
「青少年科学館」や「考古学博物館」　「繊維博物館」
などはなく，美術館同様，未整備の分野となってい
る。　（但し1988年現在）
　大都市においては，民間の施設が多く，集会・文
化系施設，美術館，博物館などが数多く立地して，
公営施設の不足を補完しているが，当圏域のような
地方都市圏では，これが望めない点が，根木的に異
なっている。
　また，国立や県立施設が立地していない（足利の
図書館を除く〉ことも，当圏域の特徴であり，長い
間住民聞で懸案とされている。
　図沓：館の場合，専用施設が準備されていることは，
住民にとっても利用しやすいが，近年の施設複合化
の傾向の中では，桐生市のように中央公民館，小オ
ーデトリアムと，合体で建築することなども利用者
増加につながる方策と言える。
　また図井館の場合も，本館型，分館型，本分館型
による立地が見られるが，三多摩で推進されている
分館方式や，図書館建築計画研究者の主張する，来
館者密度比を保証する，分館設置方式も近年の図書
館建設における注目するべき傾向である。
　図書館利用においては，施設からの距離が1km以
上離れると，利用者が大きく減少すると言われてお
り，より多くの利用者を考えた場合，分館を適切に
配置し，利用者数を増やしていく方式が有効である
と言われている。
　そのために，本館の建設は後回しとし，概ね地区
単位に分館を設置，さらにこれから漏れた部分は，
ブックモビールにより，補完する方法が提案されて
いる。
　その底辺には，従前のように「図書館は威厳のあ
　る施設」という印象から，まるで本屋の店先で立
ち読みするような感覚で，図書館の利用ができる安
直な施設にしようとする意図が伺える。
　圏域内図書館の現在の利用者は，学生（高校生，
中学生等）が主体となっており，日曜日においても
一般住民は少ないのが現状である。
　図書館利用の理想としては，一般住民がどれ程図
書を読むかということであり，図書館関係者もその
点において腐心している。
　従って，施設の立派さよりも，住民の日常生活の
中に図書館へ行くことの楽しさが，定着することが
大きな検討課題と言える。
　図書館整備は，今後町村を対象として，さらに進
展するものと思われるが，文化系施設の複合化方策
や，親しめる図書館計画が進められることが，必要
ではないかと考える。
　また，現代の図書館には活字文化に加えて，映像
・音響文化のストックも，要求されるようになって
きているため，レコードライプラリー，フィルムラ
イブラリーをはじめ，ビデオ・カセット・CD等・
新たな情報媒体を準備していくのも，時代の要求と
言える。
　さらに将来的な展望として，圏域内図書館のオン
ライン化による，利便性の向上も課題である。
　曳！噛ソ■ノ
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図6－9
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中心的コミュニティ施設・
中央公民館・地区公民館分布
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6．5　社会福祉施設の現況と変化
（1）既存の社会福祉施設の種類と施設現況
　両毛地域人口83万人に対応して立地している社会
福祉施設としては，児童・母子・心身障害児（者），
老人福祉のための諸施設が立地している。
　市町村別の施設量は表6－9に示した通りである
が，各系列別施設について次に述べる。
　圏域内には，1988年現在，次に示す社会福祉施設
が立地している。
　①児童福祉施設
（ア）保育所（園）
（イ）児童館
（ウ）乳児院
（1）養護施設
（オ）養護施設
②母子福祉施設
（ア）母子寮
（イ）母子センター
③心身障害児福祉施設
　（ア）精神薄弱児施設
　（イ）肢体不自由児施設
　（ウ）重症心身障害児施設
　（エ）心身障害児通園事業
　（オ）虚弱児施設
　（カ）精神薄弱者援護施設
　　　更生施設
　（キ）精神薄弱者通勤寮
　（ク）精神薄弱者通勤ホーム
　（ケ）精神薄弱者授産施設
　（コ）精神薄弱者通勤寮
　（サ）身体障害者授産施設
　（シ）身体障害者療護施設
　（ス）盲人ホーム
　（セ）点字図書館
　（ソ）身体障害者福祉センター
　　　B型
　（タ）心身障害者小規模通所
　　　療育授産事業
④老人福祉施設
　（ア）養護老人ホーム
　（イ）特別養護老人ホーム
　（ウ）軽費老人ホームA型
　（エ）有料老人ホーム
　（オ）老人福祉センター
　（カ）老人憩いの家
　（キ）老人福祉施設付設作業所
　（ク）高齢者無料職業紹介所
⑤その他の社会福祉施設
176施設
　19施設
　　1施設
　　2施設
　　9施設
2施設
1施設
収容型1施設
通園型1施設
収容型1施設
収容型2施設
通園型1施設
通園型1施設
　　11施設
通園型1施設
通園型3施設
通園型3施設
通園型1施設
通園型3施設
通園型2施設
通園型1施設
通園型1施設
通園型1施設
通園型2施設
6施設
　4施設
　1施設
　1施設
14施設
　7施設
　1施設
　1施設
　（ア）社会福祉センター
　（イ）救護施設
　（ウ）無料低額診療施設
（2）保育施設の現況と課題
5施設
2施設
1施設
　圏域内に立地する保育所（園）には176施設があり，
表6－9の通りとなっている。施設数の多い市部と
しては，　桐生市36，足利市26，太田市27，館林市
17，佐野市14施設が立地している。
　1）　保育施設の現況
　①施設数と分布
　保育所，保育園は児童福祉法第24条に規定された
「保育に欠ける乳児，幼児，児童を保育するために
設置される施設であり，公立，私立がある。
　圏域内には，合計178の保育所が立地しているが，
その内の，　119施設（67％）は5市に立地しており，
59施設が町村部に立地している。
　圏域全体では，1施設当りの幼児数が357．3人と
なっているが，市部では362．6人，町村部において
は346、6人とその差は少ない。
　人口および幼児数と施設数との関連性を整理した
ものが表6－10である。
これによると圏域全体として，1施設当りの人口は
4，777人，1施設当り幼児数は，357．3人となってい
るのに対し，桐生市は市部の中で，最も低い値を示
している。
　また町村においては，市部の平均を越えている地
域，市部平均を大きく下回っている地域等，大きな
ぱらつきが見られる。
　例えば，大泉・邑楽・笠懸・新田のような，人口
急増地域では，1施設当たりの人口は，市部平均を
上回って6，000人～9，000人となっている。
　また1施設当りの幼児数も，400～700人と，市部
平均を上回っていることがわかる。
　逆に過疎化の進む地域では，これらの値が低く，
黒保根・東・葛生などは，町村平均をも下回る結果
となっている。
　幼児数に対する施設数の関係は，図6－12に示す
通りであるがt1施設当りの幼児数は，圏域全体，
5市，町村部ともに，1975年がピークとなっており，
その後は，次第に低下し続けてきている。
　②保育所の建設経過
　1948年より85年までの保育所建設経過を図化した
ものが図6－10である。
　これによると，5市においては，1955年代に40施
設程度で推移してきたが，65年代に入ると，急速に
施設が増加しはじめ，その増加傾向は，1980年頃ま
で続いてきた。
　また町村については，1965年まで約10施設程度で
推移してきたものの，70年頃より，急速に開設が進
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表6－9　両毛地域に立地する社会福祉施設
施設系列 児　壷　瀬　祉 心　身　陳害　児　（者） 老　人　福　祉 そ　の　他
市町村名
??? ???????????????? ???????? ???????? ?????? ????????????? ? ?????? ????
生m 36 1 1 1 2 ﹇ 1 ? 1
曹　　「」 27 2 2 1 ?
1 17 【 1 2 i 2
26 4 1 3 2 5 3 4 3 ? 3 1 1 1 1 1 1
佐野市 14 2 1 1 1
1 120 6 2 4 2 5 4 1 1 4 3 ?
?
5 5 1 1 2 2 1 1
大　々町 4 ? 1
6
? 4 1 1
0 3
1 1
3
4 1
｝厨 3 1
? 5 3
? 3 1
3 1
6 2 i
? 4 3 1
6 ? 1
生 4 1 1
55 3 0
?
0 0 0 0 0 o 0 0 9 1 0 0 0 1 1 0 0
176 9 2 15 2 5 4 ﹇ 1 4 3 1 20 6 5 1 1 3 3 1 1
注：1　資科出典，1988年に行った，ZOrli町村に対する地域施設実態調査結果を｛BUしたものである。
行し，1980年には，ほぼ現在の59施設まで整備が進
展した。
　市部においては，1955年代において，施設数が約
30施設となり，以後は，毎年施設が増加する形で推
移してきた。そこで少なくとも，1970年までは，市
部と町村との施設数の差が拡大される状況が見られ
た。
　しかし，1970年以降，町村においても，整備が進
行したため，市部，町村部ともに，類似した傾向で
推移してきている。
　1980年以降は，市部，町村ともに，新設が見られ
なくなり，圏域全体としての整備がほぼ終結をみた
と言える。
　施設数を地域別に見ると，桐生市における保育所
数が，人口規模の割に目立って多く，足利市が少な
い。
　町村においては，1町村当り3～6施設を有する
例が多く見られるが，人口急増地域では更に施設の
新設を必要とするものもある。
　2）保育所の設置形態
　圏域内各市町村における保育所の分布と，設置の
　　　　　　　　　　　　際の方針を，ヒヤリン
　　　　　　　　　　　　グに基づいて整理する
　　　　　　　　　　　　と，保育所の設置形態
　　　　　　　 　　　　は次のように分類する
　　　　　　　　　　　　ことができる。
　　　　　　　　　　　　（図6－11参照）
　　　　　　　　　　　　①生活圏型1
　　　　　　　　　　　　　旧村あるいは，大字
　　　　　　　　　　　　など歴史的形成過程に
　　　　　　　　　　　　おける「まとまりある
　　　　　　　　　　　　領域」が残されている
　　　　　　　　　　　　地域においては，他の
　　　　　　　　　　　　地域施設とともに，こ
　　　　　　　　　　　　れらの領域を単位とし
　　　　　　　　　　　　て保育所の設置が行わ
　　　　　　　　　　　　れてきている。
　　　　　　　　　　　　　その代表的な例とし
　　　　　　　　　　　　ては，新田町・板倉町
　　　　　　　　　　　　・明和村・田沼町・
　　　　　　　　　　　　葛生町などがある。
　　　　　　　　　　　　②生活圏型2
　　　　　　　　　　　　　これは町村全域を対
　　　　　　　　　　　　象として，1施設のみ
　　　　　　　　　　　　立地している例である。
　　　　　　　　　　　　これに属する地域とし
　　　　　　　　　　　　ては，新里村・黒保根
　　　　　　　　　　　　村がある。
　　　　　　　　　　　　③生活圏型3
　これは歴史的に形成された領域が，人口増加等
によってくずれ，施設数が社会の構成単位を上回
っている例である。これに属する地域としては，
大間々・薮塚本町・笠懸村・尾島町・大泉町・邑
楽町がある。
④空間距離型
　主として5市のDIDでは，施設の空間距離を一
定以下に限定し，施設利用の競合を避ける形で，
施設が設置されている。その代表的な例としては，
館林があり，他の4市においても，このような分
布形態が見られる。
　しかし桐生市において見られるように，1小学
校区当たり，2～3保育所を設置するという，明
確な設置計画を実施している例もある。
　市部では，一般的に小学校区を意識して，保育
所の設置が行われており，その空間距離は約2～
3kmと考えられている。
⑤空間距離＋生活圏型
　合併市における，　DIDと周辺の旧村部における
施設分布は，DIDが空間距離型となっているのに
対して，周辺部では，生活圏型によって施設配置
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　が行われている。
　　つまり2段階方式であり，他の施設系列におい
　ても見られる設置形態である。
　　5市の立地状況は概ね，この形態であるが，館
　林市においては，施設計画において，施設問距離
　すなわち空間距離を重視して，設置計画を進めて
　きていることから，厳密には，空間距離型に属す
　ると言うべきであろう。
　3）就園状況
　保育所への就園状況は，1985年において，圏域全
体としては，0～5歳児総数に対して2L7％が就園
している。
　この値は，5市においては，20．6％，町村平均で
は23．8％と，大きな差異が見られない。
（施設）
LtQO
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図6－10保育所の立地状況
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図6－11保育所の建設経過
　5市の中では・桐生市の24・6％が最も高く，町村
においては，尾島町の45．6％がとりわけ高い。
　なお，尾島町には幼稚園がない。幼稚園を設置し
ていない地域における就園率は，いずれも高く，黒
保根村39．5％，東村43．6°／。などである。
　5市の比較においては・館林市が桐生市同様高く，
逆に佐野市が15．6％と低い。
　これは，佐野市の幼稚園就園率が高いためと思わ
れる。
　町村の中では先の3地域以外に，薮塚40．6％，葛
生3LI％が高く，反面，新田10．3％，笠懸11．2％が
低い部類に属している。
　これらの地域では，幼稚園整備が進んでいること
が注目される。
　　　　保育所の就園状況を年齢別に見ると，5市，
　　　町村平均，圏域全体として3・4・5歳児が
　　　最も多く，30％内外となっている。　（表6－
　　　11参照）
　　　　しかしながら，　0歳児は約1％と低く，1
　　　歳児は5市において，　7．9％であるが，町村
　　　では4。6％と差が見られる。
　　　　0歳児から2歳児までは，保育所のみで対
???
605550
応しているが，3～5歳児の内，保育措置児
以外は幼稚園へ通園する幼児もいる。
　従って，当該年齢児であっても，3歳児以
上は，この両施設の就園状況を加算して考え
ないとIE確な就園状況はつかめない。
学齢前の幼児数を年齢別にとらえ，就園状態
を分析したものが表6－11である。
　圏域全体としては，5歳児の　98．8％，4
歳児の92，1％が，いずれかの施設に通園して
いることがわかった。
　この就園率は高く，概括的には5市，町村
共に同様の傾向にある。
　また3歳児についても，約60％は何らかの
形で学齢前施設を利用しており，これも従前
の状況と比較すれば，高い値と言える。
　幼稚園を持たない2地域を見ると，4・5
歳児の保育所就園率は100％に近く，きわめ
て高い。
　また尾島町においても，5歳児は90．6％と
他地域に比べ決して低くない。
　しかし，4歳児については78．7％とやや低
い状況である。
　つまり，現在は幼稚園，保育所を問わず，
学齢前に何らかの施設に入園させ，生活訓練
基礎的な知識を養う，一般的な状況が生まれ
てきていると言える。
　しかしながら，乳幼児の保育に関しては，
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「空間距離型』
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図6－12　施設立地形態の概念
表6－10　保育所と地域との関係
　　　年’
s町村名
総人口
P985年
@A
0～5歳児数
@1985年
@　B
保育所数@C 幼児数a／C? 1312678336 36 3646 23L
太田 133670【0889 27 4950． 403? 75141 5，844 【7 4420．1 343，? 16765611，668 25 6706， 4667
80753 6415 14 5768 458
5884874315 119 4945 36　6
々 23497 1736 4 5874 434
薮　　町 M813 U84 6 2468， 1973
笠，、町 19073 1583 4 4768． 395．
里町 【2345 1005 1 12，345． lOO5．
保　村 3213 205 1 3213 205，
、 4173 314 3 1391． ！04，
尾島 14586 949 4 3646． 237．3
田町 26862 2138 3 8954． 7i2．
板倉町 16002 1260 5 3200． 252．
明和 10145 746 3 3381 2487
千ず田町 ll　377 882 3 3792． 294，
大泉町 35925 3179 6 5987， 529。? 24217 2000 4 6054， 500，
田　町 30176 2324 6 5029 3873
5358 945 6 559． 57．5
町村計 26i，773 20，450 59 4，436． 346，
両毛地域計　850．26063，602 178 4，776 357，
注：1　資料出典，国勢調査結果による。
　2　施設数は市町村調べ。
圏域全体として決して高い状態とは言えず，この分
野への施設の対応が不十分であることを示唆してい
る。
　また親権者が通園させるかどうかを考える，3歳
児の就園率は60％％であり，保育所，幼稚園を含む
3年間の通園については，全面的な施設依存に至っ
ていないことが注目される。
　5市における就園の状況は，施設整備が早かった
こともあり，ここ数年大きな変化が見られないが，
幼児数が次第に減少する傾向にあるため，定員を大
きく下回る施設も現れはじめ，その対策に苦慮して
いる。
　特にDIDにおいては，児率が低下し，その状況が
顕著である。また人口急増地区，人口減少地区にお
ける幼児数と，施設との不対応も見られるようにな
った。
　4）建築規模
　人Ll・幼児数に対する敷地面積・延床面積の関係
については，表6－12に示した通りである。
　まず敷地面積は，1985年時点において，5市のO
～5歳児1人当り，3，89㎡～9．84㎡と巾がある。こ
の平均値は5．76㎡である。
　また町村平均では，1．49　m；～16．07m’ときわめて
　　　　　巾が広い。この平均値は6．48市であり，
　　　　　5市平均を上回っている。
　　　　　　就園児に対する敷地面積は，設置基準
　　　　　に基づいているわけだが，5市の平均で，
　　　　　18．18㎡～40．25nfの問に，またIH∫村平均
　　　　　では9，15m：～63．46㎡となっている。
　　　　　5市における平均値は27．91　m’，町村平
　　　　　均では，31．32㎡である。
　　　　　　延床面積に関しては，表6－12の通り，
　 　　　圏域平均で，人口1人当り，O．12nf，0
　　　　　～5歳児1人当りでは，1．56πf，就園児
　　　　　1人当りでは，7．54雨となっている。
　　　　　　5）保育施設における管理運営上の問
　　　　　　　　題点
　　　　　　保育所調査において，管理者より聴取
　　　　　した施設管理運営上の問題点を要約する
　　　　　と，次の諸点があげられている。
　　　　　①保育所の幼稚園化傾向が指摘されて
　　　　　　いる。これは生活水準の向上に伴って，
　　　　　　保育所本来の利用目的から，学齢前幼
　　　　　　児教育の場としての，性格が見られる
　　　　　　ようになってきているという。
　　　　　　　そして保育における指導範囲の拡大
　　　　　を求める声が高まってきている。
　　　　　　このことは，設置目的の異なる幼稚
　　　　　園，保育所が単に保育時間の長短によ
り選択され，本質的には類似施設として見られて
いる証左とも言える。
②乳児保育への希望が高まってきている反面，
　保育所の整備水準、保母の資質，人数等におい
　て問題があると言われ，その実現については，
　将来の検討課題とされている。
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③公立保育所，私立保育所の間に，施設運営費
　の格差があると言われており，今後，この格差
　をどのように是正していくかが課題とされてい
　る。
④長時間保育を実施したいが，職員の労働時間
　の面において問題があり，実際には，さらに検
　討を進めなければ実現できない。
　⑤保育所において行われはじめている，幼児教
　　育の問題などである。
　今後の保育施設管理運営上の重要な問題点として，
要保育児童の実態に応じた，施設・設備・運営上の
改善が必要とされており，具体的には次のような内
容を持っている。
　例えば，近年における保育需要多様化の一様相と
表6－11　0～5歳児と幼稚園・保育所の関係
（単位；人　鶉》
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　 一 一 217543i54954987D 「 　 　 一 257 365 363 995
il郡計 ? 92 552 II322127239925i68904大泉町 1 15 44 79 i27 【02 123 491
旧 92 弱62 口32 43026了05 了47018774 1言 1ε 44 79 394 4朋 4呂6 148了
函」 05 7．5 3 園率 2．了 H．3 15．0 76．4 97．8 933 45．8
旧 2a5 30呂 304 266 287 286 1735 1　数 397 z93 32了 340 350 383 2DOG
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13【 100 65 3B2
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6 2露 i39 215 205 600 旧｝ 2 13
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園率 o 1．9 9．2 52．3 75．5 71．7 34．6 園率 0．7 4．4 6．4 38．5 92．0 91．1 41．9
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「「 141 ［49 155 1潟1 182 196 1005 11 z22732552402342034423了3120477
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注：1　幼児数は1鰍5年実施の国勢調査鯖果による．
@　2　幼稚圓児数，保育所（園）園児数は別途調査票により，市町村が調査
@　　　した資料を利用した。～乏中，PD％を越える部分があるが，これは
@　　　当該地域外からの就園児を含むためである．11 1 2 9 25 4D 5｛｝ 13τ
園率 1．7 3．9 1臼．O 47．3 ｝〔｝o 湾3：書 435
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して，乳児保育に対する社会的要請が・ますます高
まる傾向にあり・施設側としても・このような重要
な変化に対応できる体制を整える必要が生じてきて
いる。
　社会においては，核家族化がますます進展してき
ているが，保護者の層も若年化の傾向にある。
　保育所の改善を実現する手段としては，乳児保育，
障害児保育など，要保育児の多様化に対処するため，
保母の資質向上を図る必要があること。　　　　　，
　また優秀な保母を確保するためには，資格の適正
化，勤務上の諸条件の充実，研修制度の充実などが
必要であること。
　保護者との間において，保育問題に関する相互理
解，協力が行えるよう，施設内に相談室を設置した
り，保育参観への呼びかけ，手紙によるコミュニケ
ーションを深める必要があること。
　保育所における管理運営上の第二の問題点として
は，保育行政面における問題があげられている。　，
　保育所と幼稚園は，本来監督官庁も異なり，設置，
目的も異なっているわけであるが，近年は幼児数が
減少傾向にあることから，保育所における保育のあ
り方にも変化が見られる。
　それは就園児確保のために，入所規定が緩和され，
　幼稚園化への傾向が，一部において見られること
である。
　従来，保育の主流は，2～5歳児が占めてきたが，
近年になって，幼児数減少対策として，0歳児保育
（人）
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図6－13保育所1施設当り幼児数の推移
表6－12人口・幼児数に対する施設規模の関係
（1985年10月現在）
建　築　　規　模　　　　　年’
s町村
総人口
奄№W5年
@　A
0～5歳児数
@　1985年
@　　B
就園児総数
@　1985年
@　　C
敷地面積　延床面積　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　m　　　　　　　rn D／AD／BD／CE／AE／BE／C
桐生市 131，267 8，336 2，047 82，387，6　25，670．90．61 9．84 40．250．20 3．08 12．54
太田市 133，670 108892，32642299．　13，549．00．32 3．89 18．180．10 1．25 5．83
館林市 75，141 5，844 1，413 32，97L 9，028．0O．25 5．67 23．330．12 1．55 6．39
足利市 167，656 11，668 2，118 62，690．9　14，541，10．37 5．37 29．600．09 1．25 6．87
80753 6415 1000292756315103645929．28OG80．99 6．32
立曇　　　5884874315289G4249625169104】D4257828040．12 i．60 7．76
大間々市 23，497 1，736 362 13，433．03841．50．57 7．83 37．11 0．16 2．24 9．42
薮塚本町 14，813 1，184 481 10，836．52，936．30．68 9．14 22．53O．18 2．48 6．10
笠懸町 19，073 ［，583 181 8，409．02，081．20．39 5．30 46．460．10 1．31 11．50
里町 12，345 1，005 164 1，500． 128．60．12 1．49 9．15 0．Oi 0．13 0．78
黒保根村 3，213 205 81 2，100． 565．80．67 10．1925．930．18 2．75 6．99
東　村 4，173 314 137 5，013 900．01．24 16．0736．590．22 2．88 6．57
尾島町 14，586 949 433 9，736．1 2，933．50．67 9．96 22．490．20 3．00 6．77
新田町 26，862 2，138 221 5，976， 1，557．10．23 2．80 27．040．06 o．73 7．05
板倉町 16，002 1，260 354 11．90192，674．90．75 9．77 33．620．！7 2．20 7．56
明和村 10，145 746 222 5，986 1，317．0．57 8．08 26．960．13 1．78 5．93
千代田町 ll，377 882 201 9，178 i，437．0．82 lD．6145．660．13 1．66
7．！5
大泉町 35，925 3，179 491 1407423723．40．42 4．45 28．660．11 1．18 7．58
邑楽町 24，217 2，000 332 10，609。 2，312．0．41 5．36 31．950．09 1．17 6．96
田沼町 30，176 2，324 277 17，579， 2，239．0．61 7．60 63．460．08 0．97
8．08
15358 945 294 6163．51347．10．41 6．65 20．960．09 1．45 4．58
町村計 261，773 20，450 4，231132，494．929，994，　0．51 6．48 31．320．11 1．47
7．09
両毛地域計 850，260 63，602 13135382，120，99，098．5　0．45 6．01 29．090．12 1．56 7．54
注：1　資料出典，総人口，幼児人口に関しては，国勢調査結果による・
　　2　施設数は1986年に行った，児童福祉施設に関する調査結果であり・市町村の資料を収集した・
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が進められるようになってきた。
　足利市の私立保育園においては，約15年以前から
0歳児保育が実施されており，公立の保育所におい
ても10年以前より実施されている。
　0歳児保育には，地域的格差が見られ，生後8週
間より預かる地域もあるが，一般的には生後6ケ月
より預かるケースが多いという。
　0歳児保育に当たっては，特別な施設設備（例え
ば，ほふく室，乳児用ベッドなど）が必要とされる
ため，0歳児保育を実施している保育園では，従来
の施設を増設したり改造することによって対処して
いる。
　施設の遊休化に対処するための別な手段としては，
保育所を児童館へ転用したり，保育時間後の児童館
的利用などが考えられる。
これは保育所の空いた部屋を，児童の課外保育の場
　として開放したり，幼児数が急減した地区の施設
を児　童館として転用しようとするものである。
　また保育所を障害児に対応できる施設にしていこ
うとする動きもある。
　更に，幼児数減少への対応策として，定員の低減
を図っている施設も見られる。
　保護者からの，長時間保育に対する希望に対して
は，それぞれの施設において，異なった対応が見ら
れるが，一・般的には，普通保育の30分延長程度の課
外保育が行われており，長い例でも，1時間程度の
延長となっている。
　しかし，公立保育所の場合，他分野との勤務時間
の関係もあって，延長保育に対する問題提起も出さ
れていることから．今後の重要な検討課題として残
されている。
（3）児童館の現況と問題点
　1）児童館の現況
　圏域内の各地域においては老人福祉施設，心身障
害児（者）福祉施設の整備が，急速に進展してきて
いるが最近になって，ようやく児童館等児童福祉施
設の整備が行われはじめた。
　圏域内に立地している児童館としては図6－13に
示したものがある。これによれば太田市2，館林市
1，足利市3，大泉町3，邑楽町3，明和村1，板
倉町2，田沼町1，葛生町2の合計18施設がある。
　この内には，さまざまな事情により，他の目的に
利用している例も見られる。
　20市町村の内，児童館が皆無の地域としては，桐
生市，佐野市，町村では，9町村にのぼっている。
　児童館の目的は，児童の課外保育を行うことであ
り，留守家族対策として，共働き家庭における子弟
を，健全に育成することとされている。
　従って，児童館としての公的な立場を取らないま
でも，婦人のボランティア活動の一環として，個人
の住宅を提供するなどにより，児童館的活動の例が
報道されている例もある。　（足利市葉鹿地区）
　また小学校に，特別な課外クラスを開設して，児
童館と同様の業務を行っている，桐生市の例もある
ことから，その実態を児童館の有無のみで判断する
ことは難しい。
　一方，児童の課外保育を，特別な社会福祉事業・
活動としてとらえるではなく，地域社会全体として
「子供達を大切に育てていこう」とする動きもある。
　例えば，群馬県大胡町では，同町の社会教育活動
全般のスローガンを，よい子を育てることとし，「
大胡町よい子を育てる会」を，すべての活動の中心
におこうとしている。これなどは社会全体が，児童
の健全な発育を見守ろうとする好事例と言えよう。
　我国の多くの家庭が，大家族であった時期におい
ては，祖父母，兄弟姉妹などが，両親の留守に代わ
って幼児の面倒をみる不文律，習慣があった。また
近隣社会全体としても，現在とは異なり，近隣の住
民が互いに不足しているところを支え合う，社会的
習慣があったために，たとえ両親が留守であっても，
周囲が幼児の面倒を見てくれる状況があった。
　この面における変化の背景は複雑であるが，婦人
の労働参加が活発になったことや，兄弟姉妹の数が
減少したこと，生活水準向上と関係して，家計への
増収が必要となり，両親が働く家庭が増えたこと，
社会全体が忙しくなり，核家族化も進展してきてい
ることなどから，近隣社会の付き合い方そのものも・
変化してきたこと，など多様な状況変化が，複合的
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図6－14　児童館の立地状況
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童　館
に作用し合った結果「カギッ子」が出現したものと
解釈できる。
　当圏域においては，現在までのところ，潜在的課
外保育児童をも含んだ，施設整備への対応策は見ら
れず，一部の地域において，試策的に児童館運営を
行っている状況である。
　2）児童館の開設時期・施設規模
　18施設の開設時期については，昭和40年代に開設
されたものが7施設，50年代が5施設，60年代が2
施設であり，数字の上では次第に少なくなってきて
いる。
　この内，最新の施設としては，全市を対象として
建設された，館林市児童館がある。
　18施設の建築規模を見ると，その延床面積は89㎡
～737m’と，大きな巾がある。ただし，地区単位施
設（概ね旧村）については，約500㎡以下となってい
る。
　敷地面積については，最小の例で69Sm’，最大の
施設においては，2，560㎡となっている。
　館林市の施設については，全市対象であるため，
規模も大きく，4，560㎡となっている。
　これら児童館の内，専用施設として建設されたも
のは比較的規模も大きく，敷地についても，余裕を
持っているが，他の施設を児童館に転用している例
もあることから，建築規模については，統一した傾
向をつかむことが因難である。
　施設の構造種別については，大多数が木造平屋建
であり，近年建設された施設については，鉄筋コン
クリート造も見られる。この内2階建は2施設ある。
　3）施設設置主体・経営主体
　児童館の設置主体は，すべて市町であり，経営主
体も足利市を除いて市町となっている。
　足利市においては，市から足利市社会事業協会へ
経営管理が委託され，運営されている。
　4）児童館運営上の問題点
　施設管理者からの意見としては，次の各項が施設
管理運営上の問題とされている。
　まず利用者の利用面において見られる問題点とし
ては，第一点として，親子の触れ合う大切な時間と
思われる日曜日に来館させる保護者があり，管理者
としても考えさせられるということ。
　第二点としては，中学校の特殊学級の生徒がたま
り場にするような風潮があること。
　第三には公共の物を大切に扱う習慣がないこと。
　第四は施設の規則を守り，あいさつのできる子供
が意外に少ないことなどであるという。
　これらはむろん，希なケースとして考えたいが，
将来の発展性の上で問題点である。
　次に施設管理上の問題点としては，管理者は次の
諸項を指摘する。
　（ア）児童の課外保育において，地域社会の育成関
　　係団体との連携が困難。
　（イ）遊戯室面積が狭小であるため，多くの人数に
　　よる利用，行事の開催が困難。
　（ウ）年々利用者数が減少してきている。
　（エ）建物が老朽化してきているため，火災発生の
　　恐れがある。
　（オ）児童館の野外機能として，屋外広場が狭小で
　　あり問題がある。
　（カ）児童館の絶対数が少ないこと。
　（キ）保護者達の児童館に対する意識面に問題があ
　　ること。
　（ク）児童館としての，行事開催に際して，事前に
　　参加者数の把握ができないこと。
　建築計画的に見て，児童館を設置目的に従い，有
効に利用していくためには，施設の適正配置，十分
な施設規模，施設において準備されるべき機能，内
部施設・設備，指導者の確保，外部空間の設計のあ
り方，などが基本的項目として重要である。
　また施設をPI滑に運営していくためには，利用者
の的確な把握，関連団体等との連絡性・協力体制の
改善などによって，共催事業の開催や事業計画・実
施における役割分担を実現していくこと。さらには
長時間の利用が可能になるように，施設の総合的な
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運営管理のあり方などが改善されるべき問題として
あるv
　しかしながら，当圏域における現状は，施設の絶
対量が不足している状況であり，40年代から児童館
の運営を行っている地域もあれば，未だに施設が皆
無の地域もあるため，この分野の施設充実は，将来
の課題として残されている。
　施設整備の口標の伽」として，大泉町の「各小学校
区に1施設」，または人口1万人に1施設といった
展望を持つ地域もある。
　施設数が増加していくことは，本来歓迎するべき
ことなのであるが，単純に量の面のみ解決を図って
も，問題は残る。
　なぜなら，先の大胡町の例にも見られるように，
地域社会全体が幼児児童の，健全な発育を見守って
いく基本的な支援体制を整え，そのための拠点とし
て，施設整備を行うのでなければ，有効利用が図れ
ないと考えるからである。
　また前述の通り，将来に向けて，地域の幼児児童
数の減少が予測され，その結果，保育施設に遊休面
積を生じることが考えられるため，地域における行
政改・l／lなどとも関辿させながら，保育所の川途変更
も検討することも有効である。
（4）母子福祉施設の現況と課題
　圏域内に立地する母子禰祉施設としては，母子寮
2施設と，従来母r一福祉における，主要な施設とし
て位置づけられてきた母子センターがあげられる。
　この内，母子寮は，足利市と館林市に立地してい
るが，近年若年母子家庭が増加する傾向にある反面，
母子寮に対する人気は，必ずしも高くないと言われ
る。
　その理由として考えられることは，近年の生活水
準の高さに比べて，母子寮が一般的に持つ暗い雰囲
気を快く思わない風潮があること，社会全体がぜい
沢で華美になってきている中で，施設設備の質的水
準の低さなどが影響していると言われる。
　従って，入所対象者は多いのに，施設は増えない
という現象につながっているわけである。
　母子福祉における今日的な課題としては，緊急避
難施設としての「現代版駆け込み寺」が必要ではな
いかとの意見がある。何らかの理由によって，恵ま
れない状況にある女性が現状を脱却し，新しい生活
を準備する必要のある女性が増えているのに、その
ための専用施設はきわめて少ない。
　この施設の具体的なイメージとしては，収容，保
育，授産，コミュニティ活動，相談等であり，問題
を抱える女性が，子供の面倒を見ながら，将来の自
立生活に備えるための施設である。
しかしながら・この種の施設を市田丁騨独で整
備することは困難であり一1楠るいは期1当の晦
でしか，対応できないと言われている。
　従って・将来この施設を実現するとすれば，他の
施設と複合的に計画するなどして，当圏域内で対応
することも考えられる。
（5）心身障害児福祉施設の現況と問題点
　1）心身障害児福祉施設の現況
　圏域内に立地している，心身障害児福祉施設とし
ては，精神薄弱児施設5，精神薄弱児通園施設1，
肢体不自由児施設1，重症心身障害児施設2，心身
障害児通園施設2，虚弱児施設1施設がある。
　以下，各施設の概況について述べる。
　①精神薄弱児施設
　　圏域内には，しろがね学園（新田町），チハヤ
　　養護園（笠懸町），わたらせ養護園（新里村），
　　とちのみ学園（佐野市）がある。
②精神薄弱児通園施設
　　　圏域内には，ひまわり学園（太田市）1施設
　　のみが立地しており，太田市および周辺町村，
　　足利市などから利用されている。通園は送迎バ
　　スにより行われている。
③肢体不自由児施設
　　　圏域内には，桐生市の両毛整肢療護園1施設
　　のみが立地しており，この施設においては，教
　　育施設を隣接させるとともに医療業務も行って
　　いる。
④重症心身障害児施設
　　　圏域内には，希望の家愛育病院（大間々町），
　　国立療養所足利病院（足利市）があり，2施設
　　とも病院を兼ねている。この施設に収容されて
　　いる児童の大半が，寝たきりであり，常時監視
　　体制が必要とされる。
　⑤心身障害児通園施設
　　　圏域内には，聖ルカ幼児園（館林市），足利
　　市母子通園ホーム（足利市）が立地している・
　⑥虚弱児施設
　　　圏域内には，イースターヴィレッジ（足利市）
　　があり，自然環境に恵まれた土地に立地してい
　　る。
　以上の諸施設に関しては，その分布を図6－15に
示した。
　2）心身障害児施設の利用状況
　圏域内における，児童福祉施設の利用状況につい
ては，各施設を訪問し，資料収集，ヒヤリングの現
況調査を行った。以下，その概略を述べる。
　①心身障害児福祉施設
　圏域内6施設（通園施設1を含む）の利用状況を
見ると，年齢的には概ね，6歳より利用しており，
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図6－15　心身障害児福祉施設の立地状況
いずれの施設においても，定員・杯の状況となって
いる。
　その内，障害児とし1ての年齢を越える収容者が約
40％もおり，最高年齢者は31歳に達している。
　中でもT学園は約60％の収容者が，障害対象の年
齢を越えており，施設側としては大きな問題と考え
ている。
　利用者の出身地別では，施設への距離が近い地域
から利用される状況が見られ，施設立地市町村ある
いは近隣町村など，県内の利用が中心となっている。
　②肢体不自由児施設
　利用者を年齢別に見ると，4歳より利用しており
最高年齢は，25歳となっている。この系列施設にお
いても，現在は施設の定員一杯に利用されており，
新たな利用者が入り込む余地はないと言われる。
　またこの施設においてもヂ障害児の対象年齢を越
える収容者が約18％おり，問題とされている。
　なお収容児の内，60％は重度の障害児である。
　住所地別では，地元桐生市からの利用者が26％と
最も多く，桐生市を中心とした，周辺町村からの利
用が主体となっている。
　③重症心身障害児福祉施設
　圏域内2施設について，利用状況を調べた結果，
年齢別では，1歳より各歳別に利用者がおり，最高
年齢は約50歳と高齢である。全体の50％は児童によ
り占められているが，この施設においては，成人も
取り扱っているのが特徴である。
　利用者の出身地別を見ると，約75％が施設の立地
する県内からの利用者によって占められており，県
外からの利用者としては，東京都・埼玉県・神奈川
県などが見られるa
　④心身障害児通園施設
　圏域内2施設の利用状況を見ると，まず年齢的に
は0歳から6歳までの，学齢前幼児の利用児が最も
多く，最高年齢も8歳となっている。
　足利市母子通園ホームは，利用者が定員を越えて
おり，190％に達している。
　次に利用者の出身地であるが。通園施設であるこ
とから，足利市内，館林市内など，施設のごく周辺
部からの利用が90％を占める結果となっている。
　またわずかではあるが，県外隣接地域からの利用
も見られる。
　⑤虚弱児施設
　利用者の年齢別現況は，3歳の幼児から12歳の学
童まで収容されており，現状としては，ほぼ定員一
杯の状態となっている。
　住所地別には，栃木県内，埼玉県内からの利用が
約50％つつとなっている。
　栃木県内においては，地元足利市からの利川が最
も多く，約38％となっている。
（6）児童福祉施設における問題点と改善への展望
　これまで，保育所，児童館，心身障害児福祉施設
の3種について，その現況と問題点を見てきた。こ
れらの結果から全体として言えることは，戦後40年
を経過する過程において，各種社会資本が蓄積され
てきたが，保育所，幼稚園，小学校など，いわば地
域社会の根幹的地域施設整備は順調に発展してきた。
　例えば，桐生市における保育施設の整備状況は，
群馬県下においても，随一の高い水準まで整備され，
他の市町村においても，現在までの需要に応えられ
る段階まで整備された。
　しかしながら，大都市において現在常識化してい
る「カギッ子対策」については，社会において「カ
ギかけJ声かけ運動」など，社会全体の問題として
位置づけられている
　反面，施設的には整備が遅れており，その代替機
能として学校で対処したり，近隣社会におけるボラ
ンティア活動で補完しているのが実情である。
　一方，ハンディキャップを背負った児童に対する，
心身障害児福祉施設は，前述した通り，各種施設が
整備されてきているものの，各施設とも定員一杯ま
で利用されている状況で，しかも措置年齢を過ぎて
も，成人施設が不足しているため，受入れ先がない
といった悩みを抱えている。
　児童福祉施設における問題点を要約し，今後解決
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すべき課題として整理すると，次の各項がある。
①　保育所の動向に関する精密調査と再編成の検討
　が必要である。市街地における保育所の幼児数は，
　年々減少の一途をたどってきており，桐生市にお
　いては既に保育所の統合が行われている。
　　この傾向は，他の地域においても，今後深刻化
　することが予測されるため，これを各設置単位ご
　とに，検討していく必要がある。
　　また，太田市宝泉地区・韮川地区，笠懸町，邑
　楽町，佐野市犬伏地区，館林市六郷地区など，人
　口急増地区に対する，新規施設設置に際しては，
　地区別人口推計による，将来人口を展望した上で
　抜本的な対策を考えていく必要がある。
②市街地において，幼児数が減少し，定員割れを
　起こしている施設等に関しては，児童館，その他
　の児’i’1福祉施，i紫への転川を，検討していく必要が
　ある。
③　心身障害児編祉施設に関しては，利用が増大し
　ているとはいうものの，在宅福祉についても，検
　討が進められていることから，社会全体の動きを
　展望しつつ，将来のあり方が検討されるべきであ
　る。
④しかしながら，各ブロックの中心都市における
　施設整備状況は，決して良好とは言えないため，
　（足利市を除く）　将来の施設整備計画の中で，こ
　のことを検討する必要があるe
⑤保育所と幼稚園が，別系列の施設であるにも関
　わらず，各地域で競合を生じているが，両系列の
　施設をめぐる共通の問題，つまり幼児数の減少を
　考えると，両者の役割分担を再度明確にすること
　と，設置に関して，その単位や空間距離などを十
　分検討していかなければならない。
　　また保育所（園）が，単に保育時間が長いため
　託児するのに部合が良いといった，風潮に対して
　はt保育所の性格を再度リ1確にすると共に，幼稚
　園のあり方についても，社会の要望に対応できる
　ような検討が必要である。
⑥児童i宝館の中には，折角設置．したものの，本来の
　目的以外に利用している例があり，児童館への重
　要が決して低くない現状から，活用方法をさらに
　検討すべきである。
（7）老人福祉施設
　人口の高齢化が進んでいる中で，老人保健法が施
行され，地域社会における，新たな老人福祉のあり
方が問われている。ここでは圏域内における老人の
実態と，老人福祉施設の現況を明らかにする。
　1）両毛地域における65歳以上老人人ロの推移
　表6－13により，圏域内の老人の現状を見ていく。
　両毛地域の老人人口は1960年において，38，601人
であったものが，25年後の1985年には2．41倍に当る
91，708人（推計値），1990年には2．8倍，1995年に
は3．2倍に増大すること予測される。
　老人人口の増加傾向が著しいのは，太田市・館林
市・大間々町・藪塚本町・笠懸町・新里村・新田町
・大泉町・邑楽町であり，いずれも1975年の2倍以
上となっている。特に急激に増加しているのは笠懸
であり，1995年には75年の約3．5倍（348．7）になるこ
とが予測される。
　これらの地域は，1995年に向かって人口が更に増
加する傾向にあり，総人口の伸びと共に，老齢人口
が増加することになる。
　また人口が伸び悩んでいる地域においては，全般
的に老人人口の増加は鈍く，特に黒保根・東・板倉
・葛生・田沼などの増加率は高いとは言えない。黒
保根や東については，1960年と1995年の差が少なく，
早い時期から人口の老齢化が進行していたことを示
している。
　一方，太田・薮塚・笠懸・大泉などの人口急増地
帯では1975年以降，急増してきていることがわかる。
　2）独居老人の現況
　1985年における両毛地域の独居老人数は，4，644
人となっている。　（表6－13参照）
　これは圏域の総人口に対してO．57％に当るが，特
に独居老人の多い地域は，桐生市・足利市である。
　また地域の総人11に対する独II1｝老人寧を比較して
みると，この値の高い地域として，桐生市0．8％，
黒保根村O．95％，東村0．72％をあげることができる・
　圏域の平均以上となっているのは館林市・大間々
町・尾島町・葛生町の4地域があり，計7地域の独
居老人率が高い。
　また65歳以上の老人人口に対する独居老人を見る
と7％を越えているのは，桐生市・館林市であり，
圏域の平均を越えているのは，太田市・足利市・大
間々町・黒保根村の4地域となっている。
　この結果から見ると，独居老人率が高いのは，人
口の伸び悩んでいる地域であるが，老人人口に占め
る独居老人率の高い地域においては，太田市が含ま
れるなど，必ずしも人口増減との密接な関わりが見
られない。
　3）寝た切り老人の現況
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　1985年における両毛地域内の寝た切り老人
の総数は，1，747人であり，総人口のO・23％
となっている。
　総人口に対して，寝た切り老人率の高い地
域としては黒保根村・東村があげられ，他の
地域間には大きな差が見られない。
　地域別には足利市342人，太田市291人，桐
生市243人などがあり；町村部は合計540人と
なっている。
　65歳以上の老人に対する寝た切り老人の比
率は，両毛全体で2，2％であり，黒保根村3．4
％，　束イ寸3，7％，　乗斤1艮1；・i3．1％カ㍉曽iい音区麹勲こ∫属
している。
　（表6－13参照）
　4）老人福祉施設の現況
　圏域内には次の老人福祉施設が立地してい
る。
　①利用型老人福祉施設の現況
「老人福祉センター・老人憩いの家」
　（ア）玉‘五圭也斗犬況
　両毛地域20市町村’においては老人福祉セン
ターとしての機能を持つ施設が，19施設立地
している。　　これは老人福祉センター，老
人憩いの家，福祉センターなど，呼称は異な
っているものの，老人の娯楽，レクリェーシ
ョン，各種相談業務，研修，親睦，健康増進，
軽度のリハビリテーションなどに利用さ
れている。
　圏域内の施設の内，尾島町の社会福祉
センターは住民全般に対する福祉的行事
に利用されているが，老人福祉の面での
利川も見られる。
　また川沼町の文化福祉センターは，中
央公民館と老人福祉センターとの合体施
設として建設されている。
　市部においては，館林市を除いて，桐
生［li　2，太田市2，佐野市2，足利市3
の複数の老人福祉センターが立地してい
る。　　　　　　　　　1
　町村についてはJ東村・薮塚本町・明
和村・板倉町の4町村において，老人福
祉センターが未設置（但し1985年現在）
であるが，明和村においては，1986年度
に建設される予定となっている。
　また板倉町においても建設計画が決定
されている。
　これらセンターの分布状況は図6－16
に示した通りである。
　（イ）老人福祉センターの建設時期
　　　　　　／／、＼．，
　　　　　　　　　　へ
????????
?、???、?
凡　　　例o養護老人ホーム
? 特別養護老人
zーム?
軽費老人ホーム
老人幅祉センター
　　　　　　　　　丁代田∫
　　図6－16老人福祉施設の立地状況
表6－13両毛地域における老人人ロ・独居老人・
寝たきり老人の実態
（単　：人，％）
市町村名 総人口
@A
65歳以上
V人人口@B
独居
V人
b
寝たきり
@老人@DB／AC／AD／AC／BD／B
1生雨 13126913890IIIl 243 10．3 0．80 0．18 8．0 1．8
’11∫ 133670｝ 17B62麻 291 8．4 0．52 0．24 6．2 2．9
1酊 751416382455 168 9．1 0．65 0．24 7．1 2．6
監圃ll∫ i67656166871008 342 1．0 0．田 0．21 6．0 2．1
「】
市1
人ll】々町 z34972132139 54 9．3 0．61 0．24 6．5 2．5
’　畠田 ！4812！212 33 9．0 0280．24 3．1 2．7
笠、町 190？41245
38
R6 27 7．6 0．22 0．16 2．9 2．2
里才 12345111534 35 9．8 3．1
U．9
3．1
R．4? 3213 477 33 16 13．8
0．30
O．95
O．3！
O．46
4173 629 33 23 13．7 0．72 0．50 5．3 3．7
? 1767101 42 11．8 0．66 0．28 5．7 2．4
Q．4
14588
Q686242879 58 10．1 0．33 0．24 3．3
160031992
?
50 0．31 2．6 2．50．31
O．45? 101561134
?
0．21 3．9 L9
11377108B
44
Q8
?
10．［ 0．26 o．14
359262051 47 6．5 0．35 0．［5
2．6
T．4
1．4
Q．3
242181850
llO
T6 47 8．5 0260．22 3．0 2．5
301763175136 52 10．5 0．45 0．17 4．3 1．6
’司
?
26177日2！14810：0 540 10．1 o．42 0．23 4．2
霧　　紅 85026478738464417479．7 0．22 0．22 5．9
2．2
Q．2
注：1　資料出典，1985年，国勢調査結果による，
2　独珊老人，寝たきり老人数は市町村調べ。
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　これら老人福祉センターの建設時期については，
1963年の桐生市老人福祉センターをはじめとして，
65年代に6施設，75年代にはn施設，1985年代に入
ってからは，1施設が建設されている。
　このように老人福祉施設センター整備については
1975年代初頭までに，全施設の過半数12施設が立地
した。
　（ウ）施設規模・構造
　　　　　　　　　　　　　　　　まず施設規模であるが，小規模の施設は400㎡程
度のものから，大規模施設においては2、000rrf程度
まである。
　地域人口に対しては，人口規模が大きくなるに従
い，建築規模を拡大して対応するのではなく，施設
数を増やすことによって対応している。
　例えば，桐生市・太田市においては2施設，足利
巾においては3施設など，複数施設を整備している。
　これは老人福祉センターに準備された機能や日常
的な利用者数，管理運営のしやすさなどが関係した
ものと考えられる。
　田沼町の場合は複合施設であり，老人福祉センタ
ーとしての面積はLO91㎡である。
　また尾島町についても老人福祉機能としては一部
でしかない。
　従って圏域内最大の施設は，佐野市の茂呂山福祉
会館の，1，802m：となる。
　人口に対する施設規模を見ると，圏域全体として
は人口1万人当たり230㎡となっている。また人口
の多い市部平均では，この値が190㎡，町村平均で
は320㎡と大きな開きがある。
　この値の大きな地域としては，邑楽町570，千代
1111111’470があるが，llf部では佐野〒liを除いて200㎡以
ドとなっている。　次に65才以上老人人口に対する
施設規模を見ると人口1万人に対して，圏域全体と
しては，　2，470rrfとなっており，市部平均では1，7
40ni，町村平均では2，970rrfであり，ここでも町村
の方が大きい。　この値の大きな地域をあげると邑
楽町7，520，千代田町4，870㎡となっている。
②収容型老人福祉施設の現況
　（ア）養護老人ホームの現況
　圏域内における養護老人ホームは表6－14に示し
た通り，広域市町村圏のilt心である5市にそれぞれ
1施設つづ立地しているほか，大間々町に1施設の
計6施設が立地している。
　a）施設規模
　　施設の規模としては，桐生市の養護老人ホーム
　が収容人員103人と最も大きく，足利市の64人を
　除くと，他はすべて50人以下の比較的小規模な施
　設となっている。
　　また建築規模においては，同じく桐生市の施設
　が延床面積3，069rrf，足利市の福寿荘では2，021nf
　と大きいものの，他は1・500㎡内外となっている。
　b）施設の建設時期
　　圏域内6施設の設置時期については，佐野市の
　後楽荘が，1967年に建設された後，1972年，足利
　市福寿荘，館林市養護老人ホーム，1982年，大間
　々高津戸荘，1973年，桐生市松立荘，太田市養護
　老人ホームがそれぞれ建設されている。
　　このように養護老人ホームの建設は，地域施設
　全体の整備過程の中では比較的遅く，1965年代の
　高度経済成長時代から始まり，半数は1975年代に
　入ってから建設されている。
　c）利用者の状況
　　圏域内6施設の収容者の状況を表6－14から見
　ると，年齢別には59歳から100歳での老人406人が
　利川しており，その32％が男性，68％が女性とな
　っている。
　　年齢構成として最も多いのは，75～79歳までで
　あり，全体の25％を占めている。
　　次いで80～84歳が20％，70～74歳が19％である。
　これらの老人の出身地は，施設が立地している地
　域内からの利用が多く，全体の76．4％を占めてい
　るが，県外からの入所者数は全体のO．25％と低い。
　（イ）特別養護老人ホームの現況
　圏域内に立地している特別養護老人ホームとして
は4施設があるが，佐野市を除き市部にはそれぞれ
1施設つつ立地している。
　また1986年には足利市においてさらに1施設，佐
野市に新施設が建設される予定である。
　これが完成すれば圏域内には養護老人ホーム，特
別養讃老人ホームが，各6施設づっ立地することと
なる。
　しかしながら，圏域における1985年時点の65歳以
一ヒ老人総数に対して，現在の収容者数は微少であり，
今後これらの施設を老人福祉体系の中にどのように
位置づけていくかについては課題である。
　施設は桐生市に立地する群馬県立桐生特別養護老
人ホーム菱i風園の収容者数114人が最も多く，次い
で麗日荘（足利市）100人，高原園（太田市）48人，
東毛光生園46人といずれも小規模施設である。
　また建築規模については菱風園3，723㎡，麗日荘・
2，346㎡であり，他の施設はいずれも1、500㎡内外
となっている。
　5）まとめ
　以上，老人福祉施設の概況について見てきた。
　両毛地域における独居老人4，644人，寝た切り老
人1，747人に対する施設収容力は，養護老人ホーム
において450人，特別養護老人ホームが370人と少
なく，将来の対応が問題となろう。
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表6－14　養護老人ホーム・特別養護老人ホームの施設現況
建　　物　現　　況 年　　齢　　階　　層　　別　　収　　要　　者　　数　　（単位：人）　　　　　　　　摘要
{設名称
所在地 建設時期 敷地面積
@㎡
延床面積
@㎡
構造階数 経　営
蛛@体
定員 収容
ﾒ数
合計
? ?
55～560～665～670～775～780～885～8go～
桐生市
宮本町
S－6－1
1983年3月
6，403 3，070R・C2F桐生市 120 86 103 31 72
? ? ? ???? ?????
太田市養護養護老人ホーム 大字
戟@　1551983年3月47971454R・C2F太田市 50 98 49 20 29
??? ? ? ??? ?
館林市養護養護老入ホーム 成島1565
1972年11月80021731R・CIF館林市 80 95 76 35 41
? ? ??11
W
? ? ?
足利市養護養護老人ホーム
ﾐ寿荘
山川町
撃撃Q4 1972年4月ll　oo4 2022S・2F 足利市 100 90 90 26 δ4
? ? ? ?????? ? ?
佐野市養護養護老人ホーム
繩y荘
寺久保町
Q38 1967　6月61n 925C・BIF佐野 50 76 38 9 29
? ? ? ? ??? ? ?
大間々町養護養護老人ボー
rﾃ戸荘
高津戸
X98 1982年2月乳Z83 L335R・Cげ 社福法 50 100 50 ID 40
? ? ? ? ? ? ? ?
養護老人ホーム合計
43，60010，535 91 406131275
? ??14
R9
32
S4
39
U2
18
U1
17
R9
??
県立桐生特別養護老人
zーム（　　）
菱町黒川
R016－1 1977　4月146053723R・CIF群馬県 】2D 95 114 35 79
?? ? ????12
Q2
???
特別養護老人ホーム
lｴ
竜舞285
19了6　2月 31501402R・CIF社福法 50 96 48 ［6 32
? ? ? ? ? ? ? ?
特別養護老人ホーム
喧ﾑ光生園
成島字
蜴u辺
W62－4
1985年3月48241，553R。CIF社福法 5D 92 46 12 34
?? ? ??? 】???
特別養護老人ホーム
@日荘
田中町
P00 1975年4月33052346R・C3F社福法 ioO 100 ｝0σ 35 65
? ??? ??lI
Q1
? ? ??
特別養護老人ホーム
?ﾁ会葛生ホーム
葛生町
蜑F仙波 1978年9月 R・C2F社福法 50 一 『 一 一 一 一 一 一 一 一 『 一
特別養護老人ボーム計 25，884 9，024 320 383 303 98 210 3 i4 26 75 76 68 41 5
注：1　資料出典，19S8年に行った，地域施設実態調査結果を整理した．
　　2　葛生町の場合，資料非公開のため，実態は不明である。
　福祉対象者を施設に収容して介護する方策は，心
身障害児（者）福祉方色設とともに，将来の動向が検
討課題とされている。
　これには在宅福祉により対応する，施設の収容力
を増やしていくという相反する意見があり，研究が
進められているところである。
　在宅福祉は従前の我国の社会において近隣居住者
が互いに生活を補完し合っていく「福祉社会」によ
り，いわゆる社会弱者を支えていこうとする方策で
ある。
　また行政はこれに対して、制度資金を支給したり、
ホームヘルパーを派遣するなどの援助を行う。
　この方策の裏面には将来老人人口が急速に増大す
るのに対して，収容型老人福祉施設が財政面から量
輿ともに対応し切れないであろうとする見方がある。
　そのため，20％にのぼる老人を近隣社会の一員と
して支えていくべきだとの主張である。
　今後の高齢化社会に向けて，真剣に検討しなけれ
ばならない課題である。
6．6　社会体育施設の現況と変化
（1）　施設をめぐる背景
　近年あらゆる階層において，多種にわたるスポ＿
ツが盛んに行われるようになってきており，そのこ
とが新たな社会体育・スポーツ施設の整備に対する
需要となって現れてきている。
　労働環境や労働条件が変化し，週休2日制が実施
されるなど，余暇時間，それも野外において過ごす
余暇が増加することも示唆されている。
　将来的には，このような時間の過ごし方として，
野外活動が益々活発に行われるようになることが，
予測される。
　近年における，住民のスポーツ熱は多種多様に発
展し，住民1スポーツを，社会体育振興の目標とし
ている地域さえ見られるようになった。
　確かにソフトボール，テニス，少年野球，ゲート
ボールなどは，国内のどの地域でも見られる，大衆
的なスポーツとして普及しているし，水泳にっいて
も，スイミングクラブが次々に立地するなど，急速
な発展が見られる。
　また体育協会を中心として，あらゆる種目別のス
ポーツクラブが市部，町村部を間わず組織されてお
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ある。
　また水泳についても，小中学校のプール
整備が行われたのは，昭和30年代以降であ
るから，それ以前は海無し県である群馬栃
木両県では，主として河川や農業用水，農
村においては，溜池などが利用されていた。
　モータリゼーションは，これからしばら
く遅れるわけで，現在のように安直に，海
水浴にでかけることもなかったのである。
　住民の娯楽が家計収入の増大と共に多様
化し，テレビをはじめ，自動車を利用した
多角的な行楽が可能になると，これまで地
域内で終始していた，日常の娯楽も大きく
変化することとなった。このような変化の
中で，住民の趣味，娯楽も多様化し，スポ
ーツにおいても，多種多様な種目が愛好さ
れることとなった。
　例えば，テニスやゴルフの一般化をはじ
め，フィールドアーチェリー，乗馬やスキ
ユーバダイビング，ヨット，ウインドサー
フィンなど，アクアスポーツ，各種格技，
室内スポーツとして，バレーボール，バド
ミントン，インディアカなどが急速に普及
してきた。
　また冬季スポーツとしてのスキーも，ま
すます盛んになっている。
　このことは，生活の余裕に支えられるも
のと言ってよいだろう。また，生活価値観
の変化にも影響されている部分がある。
　これらのスポーツは，個人の愛好家やグ
ループによって行われているが，地域内で
り，クラブ活動という形でのスポーツも，
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図6－17主要体育施設の立地状況
表6－16　社会体育施設に対する地域人ロの関係
? ? ? ?
・フ㌧ル
1985年
告l口@A
??樋 ??A／C ??A／D 般数d 櫨
生 1312673 437565 262533 437562 65634
一　　’ ［33670 2 668358 16709 6 222782 66835
術 75141 3 250475 15028 3 25047 1 75141
」 1679863 559959 18665 2 839932 83993
rT
‘瑚々町 2349？一 一 2 lI？49 2 lI　749
? 23497
M8i32 14813一 一 一 一 一 一
190731 190732 9537 2 9537一 一
123451 i23451 i23451 12345 1 12345
3213 ? 3213一 一 一 一 一 一
4173 1 4173 2 2087 2 20＆7 1 4173
145862 7293吻 一 2 τ293 骨 一
268621 26862 1 268621 26862 ? 26862
16002 1 160021 160021 16　02 1 16002
IOl451 101452 5073幅 一 一 一
Il377 】 ll　377一 一 一 一 一 一
359251 359252 17　63 1 35925一 一
242171 242171 24別7 2 1219一 一
3　176 1 301τ6 2 150882 15088一 一
261773i5 174218 45431？ 1　398 6 43巴29
85026029 2931948 1771432 2657114 60733
注：1　資料出典，施設数は市町村への調査票による
　2　人口は国勢調査締果による
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?組織されたクラブチームにより底辺が支えられてい
る。
将来的には，労働時間の短緒や，生活資材の発展
等により，戸外での自由時間がさらに増加すること
が予測されているため，社会体育・スポーツ施設の
需要が高まるであろう。
　これは，連休等に異常な混雑を見せる，国内の行
楽地を避けて，安直な余暇活動を行おうとする住民
や，健康づくりのための，適切な運動などの考え方
も含まれる。
　スポーツ関連施設に関しては，このような背景が
あり，その量と質が問われているのである。
（2）社会体育・スポーツ関連施設の現況
　圏域内に立地している，主要体育施設は，表6－
15，図6－16に示す通りである。これによって主要
体育施設の現状を述べる。
　1）社会体育館
　室内スポーツが盛んになるに従い，圏域内各地で
社会体育館が建設されるようになった。圏域内では，
5市と大間々町・薮塚本町・田沼町を除き，社会体
育館が設置されている。
　この内，黒保根村は，農林漁業者健康増進施設，
新里村は，中学校体育館との併用，葛生町では農業
者トレーニングセンターとして設置されたものであ
る。
　また，笠懸町では，公民館に併設された体育館が
利用され，大間々町・薮塚本町においても，中学校
体育館が住民に利用されている。
　各施設の建設年代は，5市においては，桐生市の
施設が1969年に建設され，最も古い歴史がある。
　館林市では，旧中央公民館（郷谷）に併設された
体育館が利用されてきたが，その後，1985年の群馬
ll｛1体を契機に，城沼南部に体育館を新設した。
　その他の市では，佐野市一76年，足利市一78年，
太田市一81年に，それぞれ新設された。
　また桐生市では，群馬国体の際の会場として，北
体育館（地区公民館併用）が設置され，足利市にお
いても身体障害者体育センターが，市民プラザに隣
接して設置されている。
　さらに桐生市においては，青年の家の施設として
の体育館，足利市・太田市には，勤労青少年ホーム
がある。
　町村については，旧来，中学校・小学校の体育館
を利用してきたが，近年成人専用の体育館が建設さ
れるようになった。これは，概ね1975年代であるが，
それ以前に整備された笠懸町は例外である。
　1975年に新田町の体育館（工業再配置法）が建設
されたのをはじめ，78年に千代田・邑楽，80年に黒
保根・尾島・大泉，1983年に東・明和・葛生町の施
設整備が行われた。
　このように，町村における体育館立地は1975年代
に入ってから行われており，近隣地域の施設立地に
より影響を受けながら・進められてきたといって良
い。
　しかしながら，財源に乏しい地域では，国の各種
施策を利用しながら整備を行ってきている。
　2）野球場
　圏域内における専用の野球場は次の通りである。
　①桐生市一一運動公園・南公園に各1施設
　　　新川野球場（公園に転用〉境野球場等
　②太田市一一運動公園・東山球場・八千代球場，
　　　新浜公園・古戸運動場・強戸コミュニティ広
　　　場・八幡瓦運動広場・渡良瀬川河川敷広場
　③館林市一一城沼運動公園・高根運動場・赤羽
　　　運動場・渡良瀬側河川敷青少年広場
　④足利市一一総合運動場・五十部運動場・渡良
　　　瀬運動場・三和運動場
　⑤佐野市一一市営球場・栄公園球場・若宮球場
　⑥大間々町一町民グランド野球場・桐原グラン
　　　ド
　⑦笠懸村一一総合運動場グランド
　⑧新里村一一総合グランド
　⑨東村一一一野球場
　⑩尾島町一一尾島公園グランド
　⑪新田町一・・一一一公共施設地区野球場
　⑫板倉町一一藤ノ木橋運動公園・渡良瀬運動公
　　　　　　　　園
　⑬明和村一一利根川河川敷
　⑭大泉町一一いずみ総合公園・青少年広場・南
　　　　　　　　運動公園
　⑮田沼町一一一一田沼総合運動場・田沼町西運動場
　⑯葛生町一一中運動公園
　3）陸上競技場および類似施設
　圏域内における陸上競技場，および類似施設とし
ては次のものがある。運動広場については，多目的
広場としての性格があり，ソフトボール，野球等を
行うことができる。
　①桐生市一一陸上競技場・皆沢地区運動広場’
　　　　　　　　ゆうゆう広場
　②太田市一一運動公園陸上競技場・サッカー’
　　　　　　　　ラグビー場・自由広場・九合6号
　　　　　　　　公園・天神公園・東新町中央公園
　③館林市一一渡良瀬川河川敷青少年広場・城沼
　　　　　　　　陸上競技場・多目的広場
　④足利市一一総合運動場・渡良瀬運動場
　⑤佐野市一一総合運動場
　⑥大間々町一大間々町民グランド・福岡中央ス
　　　　　　　　ポーツ広場
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⑦笠懸村一一総合運動場グランド・農村広場
⑧新U1村一一総合グランド
　⑨東村一一一運動広場、沢入運動広場
⑩尾島町一一尾島公園グラウンド・西部運動公
　　　　　　　園多目的運動場
⑪新田町一一陸上競技場
⑫板倉町一一渡良瀬水地運動場
⑬大泉町一一とね運動場
⑭邑楽町一一青少年広場・高島運動広場
⑮田沼田∫一一田沼総合運動場・田沼西運動場
⑯葛生町一一中運動公園
　4）公立プール
　公立プールについては，1965年代以降，各地にお
いて建設が盛んになり，町村においては，小・中学
校のプールを共用している例もあるが，5市を中心
に，公営施設が整備されてきている。
　その概要は次の通りである。
①桐生市一一市民プール・東スポーツセンター
　　　　　　　　プール
　②太田市一一太田市民プール・市営公民館プー
　　　　　　　　ル
　③館林市一一城沼運動公園市民プール
　④足利市一一山前水泳プール・五十部運動場プ
　　　　　　　　ール
　⑤佐野市一一市営プール
　⑥大間々町一町民プール
　⑦新里村一一村民プール
　⑧東村一一一東海洋センタープール
⑨新田町一一町民フ㌧ル
　⑩板倉町一一海洋センター
　⑪葛生町一一中運動公園プール
　以上は都市，農山村を問わず，各地において共通
した施設である。スポーツ施設としては，これら以
外に近年急速に愛好者が増えてきている，テニスコ
ートがあり，弓道場，相撲道場，サッカー・ラグビ
ー場，ソフトボール球場などがある。
　テニスコートは，スポーッ施設の必須的整備項目
として，5市では公営・民間を含め，多くの施設が
準備されてきている。
　特に総合運動公園のような形で，整備した施設に
おいては，全てテニスコート（全天候，クレー）が
整備され，テニス専用施設も各市において準備され
ている。
　また町村についても，総合運動場，青少年広場，
町村民グランド，総合グランドなどの中に整備され
ている。
　老人を中心として著しく盛んになった，ゲートボ
ール場は，専用施設が整備されてきているほか，各
地区の広場，集落広場，神社仏閣の境内等，至る所
に整備されている。
　地域によっては，児童公園，llf少年広場，チビッ
コ広場等までも利用して，ゲートボールが行われて
いるため，本来の利用がうまくいかなくなっている
例さえ見られる。
（3）施設と人口との関係
　表6－16は社会体育館，球場等，競技場等，住民
プール1施設当りの人口を比較したものである。
　まず社会体育館であるが，太田市の2施設以外は，
4市に各3施設あり，人口規模の少ない館林・佐野
市が2万人台となっている。
　町村については，全町村1施設であるため，人口
規模の小さい黒保根村の3千人台と田沼町の3万人
台では大きな格差がある。
　球場は，5市に専用球場があるが，他は多目的広
場である。
　これも人口規模の少ない町村と，5市及び人口規
模の大きな町村では格差がある。
　全体として，5市には複数の社会体育施設がある
ものの，全市対象であり，しかも1施設当りの人口
が多く，利用は予約で満杯の状況となっている。
6．7　まとめ
（1）全体としての傾向と問題点
　以上，圏域内の5分野にわたる地域施設の現況と
課題について見てきた。
　これらを要約すると次の通りである。
　①地域社会に対応して設置された，保育所・幼
　　稚園・小学校・中学校など根幹的施設の現状に
　　関しては，都市・農山村とも一定の水準まで整
　　備が進展した。地域の根幹的施設と言うべき，
　　保育所・幼稚園・義務教育施設は，現状の施設
　　数で一応充足している。
　　　また，大規模コミュニティセンター，集会系
　　の施設整備は，各地で国庫補助等の支援を受け
　　て，5市を中心に，一部を除く町村においても
　　大きな進展を見た。
　　　農村部においては，農林水産省等国の補助事
　　業により，農村環境改善センター（板倉町），
　　山村振興センター（黒保根村）t多目的研修セ
　　ンター（新農業構造改善事業），就業改善セン
　　ター（大間々町）などに代表される各種センタ
　　ーが立地し，大規模集会等に利用されている。
　　　また，総合福祉センターとして建設された施
　　設（田沼町・尾島町）も，コミュニティ活動に
　　利用されている。
　　　現在，桐生市において，新しい市民会館が建
　　設中であるが，本論をまとめている間にも，笠
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　懸町に大ホールと公民館の複合施設が完成した。
　　更に，大問々Ill∫，新田町，葛生町において文
　化会館が計画されている。
　　前述の根幹的地域施設に加え，集落（町内会）
　→旧村（大字）→市町村と発展する，集会・文
　化系施設は，ほぼ充足したと言える。
②医療・保健系施設に関しては，6・2におい
　て，その実態を見てきた。地域人口に対しては，
　施設・医療従事者とも大きな問題は見られない。
　　しかしながら，詳細に見ると，施設・医療従
　事者の都市への偏在，特に専門医の分布が偏っ
　ている。
　　また農山村においては，公立診療所での外国
　人医師と患者の意志疎通の問題，医師の高齢化
　の問題などもある。
③選択的施設言える，一部の文化施設の中で，
　近く各地で整備が進展すると思われるものに，
　図書館がある。公共図書館は5市と8町村に立
　地しているが，7町村にはない。
　　また既存図書館のオンライン化が検討されて
　いるが，社会資本の有効利川の視点から，重要
　である。
　　美術館，博物館に関しては，1996年に足利市
　に市民ギャラリーが開設された。その他は民間
　施設であり，桐生市1施設，足利市2施設のみ
　である。　（館林市に県立美術館の計illliがある）
　　lklJi物館は，桐生lb　2施設，佐野II∫1施1没，館
　林市1施設，田沼町1施設，尾島町1施設であ
　り，いずれも郷土博物館的性格の施設である。
　　将来的には公共図書館，郷土資料館・歴史博
　物館等展示施設，音楽専用施設，創作活動施設
　等が必要となろう。
④圏域内においては，人口動態が鈍化し，全国
　的規模で進展している出生率の低下，幼児数の
　減少傾向が顕在化している。
　　このことは保育所，幼稚園と学校教育施設と
　いった，利用圏域を定めて設置された地域施設
　に，直接的な影響を与えつつある。
　　例えば，1988年10月現在，群馬県内において
　は小学校の空き教室数が907教室（123校），中
　学校の空き教室数は200教室（37校）にのぼっ
　ている。つまり群馬県下41市町村で1，107室の
　空き教室（標準規模の小学校50校分）が発生し
　た。
　　このことは，圏域内においても，見られる現
　象であり，遊休教室・遊休施設の活用が重要な
　課題となりつつある。
⑤人口減少地域においてはpt学齢前幼児数児
　童・生徒数の減少が深刻である。
　　桐生市は，公立により，保育所，幼稚園から
　小中学校まで，一貫したシステムで施設設置を
　行った整備水準の高い地域である。
　　しかしながら，出生率低下の影響から，幼児
　・児童・生徒数が減少し，幼稚園，保育所の統
　廃合を行った。
　　太田・足利・佐野市は，幼稚園を私立により
　運営しているため，桐生市より柔軟に対応でき
　る状況にある。
　　人口が減少している町村では，このことが更
　に深刻であり，人口増加町村でも減少が始まっ
　ている。
⑥高齢化の進展は，老人福祉施設整備への需要
　を高め，5市をはじめとした各地で施設整備が
　進んでいる。
　　しかしながら，急速に進展する高齢化社会に
　施設整備が追いつかないのが実情であり，特に
　収容型老人福祉施設に問題がある。
　　今後，老人福祉の全体的・長期的な展望の中
　で，そのあり方が検討されるべきであろう。
⑦小中学校の遊休教室活用を合わせて，学校統
　廃合による廃校跡地の活用が課題である。
　　既往の例では，表6－8に示すように，小中
　学校用地の拡張，運動広場，集落集会所・集落
　広場，企業誘致などに転用されている。
⑧定住の視点から，地方都市圏として整備され
　るべき，第3次生活圏以上の広域な利川を考え
　た，高次の地域施設が必要である。
　　両毛地域は，1990年に，86．5万人の圏域人口
　となり，小規模な県に相当する圏域である。こ
　の人口が圏域内に定住するためには，物的環境
　の整備として，高次の地域の集積が必要となる。
　　それは例えば，次の各項である。
　（ア）第3次医療拠点
　　現在，上位の医療施設への紹介は，6・2の
　　（3）に述べた通りであるが，この圏域は両県
　の県庁所在地まで距離があり，至近距離におい
　て高度な医療が受療できることが望まれる．
　（イ）　大学・短期大学等後期高等教育施設
　　地方都市圏においては，大都市圏と比較して
　大学等の立地密度が極端に低い。このことも定
　住に関わっている。
　（ウ）　美術館・創作活動施設等の文化施設
　　1自治体では利用頻度が低いが，圏域全体と
　して必要な施設の整備が必要である。
　（エ）　広域的かっ充実した老人福祉施設
　　1自治体では対応できない，複合的かつ充実
　した「老人の里」の内容を持つ福祉施設。
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第7章　地方都市圏における経済の変容
第7章　地方都市圏における経済の変容
7．1　研究の視点と背景
　地域社会における産業経済は，地域純生産という
視点からはそれぞれの分野における生産額のすう勢
が注目される。
　しかし他方では，地域社会に定住する上において
適切な就業機会，生業という個人の問題に置き替え
ると生計持続の重要な仕組みとして位置づけられる。
　これまで両毛地域や農山村の定住性を注視し，各
地において聴取した住民の意向の中には，物的環境
条件に加え，この生計持続の要件がより優先される
との回答が多々あった。
　社会構造変化の具体的な内容を，大きくみると，
人口流動と，それに伴う地域社会構成の変化として
とらえることができる。
　また微視的的に見ると，社会の最小構成単位であ
る，家庭の構成，近隣社会の構成，地域社会や近隣
社会を範囲とする生活行為，地域の自治活動や諸団
体の組織活動の様相変化を伴っている。
　人口が定着しない原因の一点としては，安定した
就業と収入の確保が不十分である場合，あるいは生
活行為や，生活観の変化に対して環境条件が適合し
ないような場合に発生するものと考えられる。
　人口増加は住宅需要という形で土地利用変化を促
し、逆に道路・交通網の整備が進展したり，産業開
発，地域施設整備といった，地域空間の変化に触発
されて人口流動が発生する場合もあることから，こ
の両者間には可逆的関係がある。
　当圏域においては，定住に関わる重要な条件とし
ての産業が変化することによって，定住性を損ない，
人口転出を許容せざるを得ない地域や，逆に産業の
興隆すなわち就業機会の拡大が，新規転入住民に対
する吸引の大きな契機となっている地域もある。
　両毛地域は，こうした状況がきわめて鮮明に現れ
ている圏域であり，まるで都市繁栄の歴史をたどる
ような興亡の経過を示している。
　また時代のすう勢に伴って，産業の衰退を余儀な
くされた農山村についても，基幹産業衰退の歴史と
地域の社会的変化を認めることができる。　（図7－
L表7－1参照）
　このことが最も鮮明に現れているのは桐生市・足
利市である。
　この両市は群馬・栃木両県における，有力な工業
集積地として，戦前戦後を通じて多くの工業労働者
の就業を支えてきた。
　そして遠くは，東北地方や新潟県，富山県，長野
県などから，主として女性労働者が定住し，その後
も結婚などにより定着する状況があった。
　しかし繊維産業そのものが，時代のすう勢ととも
に大企業に集約化され，やがて発展途上国へと移行
する「構造変化」により，構造的不況を迎えるに至
った。
　この構造変化は，市内の繊維関連業種の雇用力を
低下させ，単身者を中心として人口転出をもたらし
たのである。
　両市が，人口の伸び悩みを課題としている背景に
はこのような状況があり，都市の活力の源泉が産業
にあることを如実に示すものと言えよう。
　他方山村については林業＋零細農業を営みながら，
地域人口を支えてきたが，林業，農業ともに多くの
就業者を抱える発展性はなく，林業の衰退に伴って
人口転出を余儀なくした。さらに純農村についても，
農業の技術的発展が省力化をもたらしたため，農業
そのものの労働収容性増大には結びつかず，逆に離
農や第二種兼業化をもたらす結果となった。
　また山村ではあるが，葛生町のような鉱工業の町
でも鉱業の不況，業績低下が従業者の流出をもたら
し，人口減少の大きな影響因子となっている。
　商業に関しては，地域の産業という位置と，住民
にとっては，生活の利便性という側面で，定住条件
としての重要性を持つ。
　両毛地域には商業のみで成り立っている都市はな
く，いずれも周辺農村からの購買と，市内における
既存工業従業者等の購買によって支えられてきた。
　従って商業についても，人口増減との関わりがき
わめて深く，それはすなわち工業の業績とも不可分
の関係にある。
　桐生市や足利市が，長年商業中心として栄えてき
た背景には，繊維業の繁栄があり，商工業の関連性
は詳細な分析を待つまでもなく，きわめて密着した
関係にある。
　このことは，太田市が商業中心としての十分な商
業集積を準備していないにも関わらず，商業販売額
が急速に上昇していることでもわかる。
　地域の空間構造と産業との関わりについては，第
一に都市農村の工業化傾向がもたらした工業開発に
伴う，農地の改廃と道路・用排水路など，関連開発
による土地の量・質的利用面での変化がある。
　また市街地の空間構成に関しては，家内工業的産
業構造が衰退しt企業規模の拡大や業種転換などと
ともに，郊外移転が発生しているが，このことは市
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街地の土地利用と，農用地
　　　　　　　　　　　　　　表7－1の土地利用変化の両面にお
いて，影響を与えることと
なった。
　このような地域空間の変
化においては，道路網の整
備進展がきわめて大きな役
割を果たしてきている。
　特に国道50号（当時はバ
イパス）が新設されたこと
は，産業，土地利用の両分
野に多大な影響を与えてい
る。
　とりわけ，多くの地域に
おいて見られる，幹線道路
沿線への流通業や第三次産
業の立地は，道路開発の直
接的影響であり，更に周辺
部の利便性向上は新規住宅
立地を触発した点で，生活
空間に対しても影響を与え
ることとなった。
　また商業や流通業の郊外
化現象についても，道路整
備との関連性が深く，郊外
の利便性向上を更に強調す
ることとなった。
　この点においても，既存
商業集積への影響が見られ
る。
　圏域内の経済概況につい
ては，黒保根村を除いて全
地域とも製造品出荷額が伸
び、地域の純生産の主体と　　注、資料出典。
なっている。
　このことは第一次産業の
伸び悩みと，国全体のレベ
ルで見られる，工業化傾向を明確に示すものである
が，土地利用面においてなお，広大な面積を持つ農
業が純生産向上において，寄与性が低いことは将来
の土地利用を考える上で大きな課題を投げかけてい
ると言えよう。
　これまで，純農村として推移してきた地域におい
ても，企業誘致や工業団地造成が行われるなど，産
業面での新分野開発が活発化しており，いずれも製
造品出荷額の著しい増加を示すようになってきた。
　特に千代田・新田・邑楽・新里などにおける出荷
額の向上は，大きく定住促進対策としての期待がか
けられている。
両毛地域における産業3分野の生産額
総人口
製造品出荷額 年間商品販売額 農業粗生産額
　　摘
s町村
出荷額
i百万円）
人口1人1
@当り
i万円）
構成比
i％）
販売額
i百万円）
人口1人
@当り
i万円）
構成比
i％）
粗生産額
i百万円〕
人口1人
@当り
i万円）
桐生市 131267399，685304 9．9 268，002204．214．1 1．45 11
構成比
i％）
@13
@8．5太田市 133．671，120，【00 837． 27．9 514，248384． 27．1 9．55 7．2
館林 75，141375，240499． 9．3 170，260226．
??
［4．95 19．9 13．3
足利市 167656522，852312． 130373，495222． 19．7 9．08 5．4 81
佐野市 82，947273，789340．1 6．8 164，171 203． 8．7 7．94 9呂
??
市部計 597，2642，691，666457， 66．91．490196253．278．6 4299 7．3 38．［
大間々町 234977】，476 304．2 18 32，601 138， 1．7 1．39 ?? 12
薮　本町 14，81343，506 173 11 1429096．P O．8 6．30 42656
笠懸町 ［9，073 21465112．7 05 41，077 215 22 5．48 28．9 49
新Fr尉 1234524，942 202， 06 7，303 59．2 0．4 5．94 48．1 53
黒保根村 3，213 1，638 5！． 一 2，189 68． Ol 470146542
1「村 41736669159， 0．2 1765 42． o．1 37 9 03
尾1島町 1弓586 71，466 470． 1．8 11，285 77． o．6 6．35 43．5 5．6
新田町 26862126415470． 3．1 27497102． 1．5 10．15 37．8 90
板倉町 160020302126． 0．5 1574998． 0．8 ll　48 71．8102
明和村 1014560000591， 1．5 7，158 70， 0．4 3．70 36．5 3．3
千代田町 1137769175608． 1．7 ll，108 97， 0．6 317 2792．8
大泉町 35925528，6601470． 13．1 63663177． 3．4 1．06 ?? 0．9
邑楽町 24，217196，478811． 4．9 II3　ig】 46．
??
6．05 25． 5．4
田沼町 3017640176133．1 lo 23，546 78． 12 2．92 97 2．5
葛生町 153547284307． 1．2 33，466 217 18 66 43 06
郡部計 26i？73129652507， 33．1 405，888ll6． 214 697926．76L9
両　地域計 850，2604，21，318473． 1001896，084211， 100 12．79 13．3 100
人口は1985年国勢調査、工業・商業は1985年統計、農業は同年
の艘林業センサスによる。
　またこれら以外の地域においても，板倉・田沼で
工業団地が造成されt葛生においても石灰工業以外
の工業化を企画し，企業誘致を行っているところで
ある。
　市部の農業地帯については，郊外部への工業立地
が促進された結果，一般の農業者間に開発進展への
期待感が高まっている部分も生じてきており，将来
の農地保全との調整が問われる状況となっている。
　林地については，平地林の開発が急速に進展し，
従前のような平地林の分布は大きく変化した。現在
圏域内の多くの面積を占める山林においては，林業
の停滞から各地域の定住性に深く関わる抜本的振興
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　また別途調査票を市町村に配布し，詳細な資料を
収集すると共に，各節における専門的資料（例えば
工業団地立地企業一覧等）を利用した。更に必要に
応じて聞き取り調査を行い補完した。
　なお本章の記述においては，筆者がこれまで，群
馬県，栃木県において行ってきた，町村の総合計画，
振興計画，商業近代化地域計画，商店街活性化地域
計画，新規工業開発調査，農村計画等の計画策定，
委員会委員等の経験から知り得た知見，資料も合わ
せて利用している。
図7－1　産業3分野の出荷額・販売額・
　　　　　粗生産額推移
策を強く求められるようになってきているが，林業
振興とともに，林地を有効に活用しようとする，新
たな動きも見られるようになってきた。
　それは，山村振興1∬業や林業構造改善などと関連
して計画された，森林公園や，林地の観光的利用と
してのキャンプ場，自然観察，野鳥の森などの企画
である。
　これらは，林業振興にとっては，正攻法ではない
かもしれないが，地域全体の活性化や地域の魅力づ
くりに関わる重要な動きとしてとらえる必要がある。
　以下，圏域内各産業分野のすう勢と，特性につい
て検討する。
　本章は，筆者が1988年にまとめた，渡良瀬川流域
の都市群，PP94～235，　1992年にまとめた，中小企
業庁委託による，両毛クラスター，パラダイム21，
PP47～108，及び且993年に農林水産省関東農政局が
刊行した，両毛地域整備計画調査報告書，PP31～5
4所収の論述に
加筆訂正したものである。
7．2　研究の方法
　産業面の研究は，鉱工業・商業・農業・林業の4
分野にわたり，その指標面での推移傾向を把握し，
さらに変化の要因を明らかにする。そのために，工
業統計調査結果・商業統計調査結果・農林業センサ
スを用い，実態と推移を明らかにする。
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7．3　農業の特性と変化傾向
（1）分析の視点
　地方都市及び周辺農山村においては，概ね1955年
代まで基幹産業としての工業，そして農林業が地域
経済を構成し，こうした就業構造の枠内において，
調和の取れた社会を形成していた。
　しかしながら，国全体が工業中心の経済構造変化
を進めていくのと平行して，その中心的労働力と言
うべき，農山村の労働力は都市へ転出し，更に産業
の構造的変革を迎えた地方都市からも，労働力の転
出が始まった。
　定住問題の根幹には，地域社会において，どのよ
うな産業構造のもとに，どの程度の人口を許容でき
るかという重要な計画課題が存在するが，地方都市
・周辺農山村からの人口転出は，まさに地域社会に
おいて労働力を支えきれなくなったことの証左と言
えよう。
　ここでは，いわば農本主義の時代に，一定の人口
を許容してきた農村社会が，農業の衰退とともに，
農村社会そのものも変化してきた状況を明らかにす
る。
（2）指標及び分析の方法
　農業・農村変化に対する分析の基礎資料は，農林
業センサスを経年的に収集し，データベースを作成，
これを分析した。また補完的な資料に関しては，両
毛20市町村に対し別途調査票による資料調査を行い，
不足する部分はヒヤリングを行った。
　ここで分析した項目としては，
　　①農家数・農家人口の変化
　　②農家の平均世帯員数の変化
　　③経営耕地面積の変化
　　④農業粗生産額の変化
の4点である。
（3）圏域内農業の概況
　産業構造が大きく変化し，都市の発展に伴う土地
利用の著しい変化が現れる以前の両毛地域は，関東
平野の北部を形成する，安定した農業地帯であった。
　しかし，豊饒な農業地帯となる以前においては，
平地林を開墾し，農業用水を開削し，防風林を育て
て，幾多の洪水や困難に耐えてきたのである。
　このことは岡登用水，大谷休泊の用水路や，防風
林，多くの新田開発がものがたっている。
　特に渡良瀬川沿岸地域や，利根川沿岸においては，
大雨の度に氾濫が起こり，その都度農地は冠水や土
壌流出の大打撃を受けてきている。
　また田中正造により，わが国に公害の原点として
有名になった渡良川沿岸地域は，近年にいたるまで
鉱毒の被害におびやかされてきた。
　このように，幾多の自然災害・公害の痛手を受け
てきた市町村においては，現在でも土地（農地）に
対する強い執着心が残っており，これまで土地を守
る闘いが，いかに深刻なものであったかをうかがわ
せている。
　しかしながら，前述の土地利用変化において詳述
した通り，農業地帯が昔ながらの姿で保全されてい
たのは1955年代までであり，1965年代以降は産業開
発，都市の発展，アーバンスプロールなどにより，
変貌を余儀なくされ，現在では，まとまりある農業
地帯は稀少なものとなった。
　かえりみれば，今次大戦の戦中・戦後のわずかな
期間において食糧生産を行っている人達が，生活上
の安心感を持てた時期を除くと，農業者が安心，安
定して農業を営み，生活を保持できた時代はなかっ
たのかもしれない。
　現在の農業は，他産業のように経済べ一スにのり
にくい産業分野であり，農業者の中から「農業を真
面目に語れなくなった」との意見も聞かれるように
なってきている。
　確かに，現代の農業が直面している最大の問題は，
労働生産性と収益性の低さにある。
　農業経営の規模が余程大きいか，特殊な作目を扱
っているか，収益性の高い複合類型による営農，企
業的な経営方法を取り入れた農業を営んでいるか，
何か特別な状況がない限り，他産業に対抗して収益
をあげることは難しい状況に置かれている。
　こうした背景としては，農産物の成育が天候に左
右されやすいこと，市場価額の不安定さ，農業者自
身で農産物価額を決定できないこと，作目によって
は中間マージンが大きいことなどが指摘されている。
　また，作物の主産地形成が難しく，収益性の高い
作目を選定して栽培に成功しても，産地間競合によ
り価額が低落することもしばしば見られるという。
　こうした一般情勢に加えて，農業および農業者を
おびやかしている問題点を列挙してみると次の各項
があげられる。
　①農業者が中高年化してきており，後継者が得
　　　られないまま，農業労働が次第に困難（特に
　　　農業機械の操作など）になりつつある。
　②専業農家が激減し，第二種兼業農家が増えて
　　　きているため，営農再建について集落ぐるみ
　　　で推進しようとしても足並が揃わない。
　③協業化，営農集団の育成などを含む，農業経
　　　営や労働形態の再編成が進展しない
　④前項と密接な関係がある，いわゆる機械化貧
　　　乏が相変わらず解消されない。
　⑤農地の資産的価値が上昇したため，大きな開
　　　発行為の際に農地を処分して離農する農業者
　　　が増えている反面，農地としての売買・貸借
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　　　は減って経営規模の拡大が難しい状況
　　　にある。
⑥米の消費量減少，減反政策などは農業
　　者の生産意欲を減退させている。
⑦養蚕の需要減少と減産政策は、養蚕主
　　産地である圏域内農家の収入源をおび
　　ゃかすとともに，桑園の跡地利用とい
　　　う，新たな問題を引き起こす結果とな
　　　っている。
⑧輸入農畜産物の増加が，農業者に対し
　　て危機感を与えている。
　このように，労働環境，経済性，生産体制
の再編成など，時代の流れと言うべき大きな
変化と国内外からの圧力により，農業生産環
境はますます厳しくなってきている。
　一般的に，農業を生業として真剣に考えて
いる人は「自分の努力により品質の良い穀物
や野菜，果樹などが大量に収穫できること」
を無上の喜びと感じている。
　このことは，物を作る立場にある人なら誰
でも求める苦しい生産労働への最大の報酬と
いえる。
　しかし米の減反，養蚕の減産政策や野菜の
市場隔離，廃棄処分などはこのような意識に
逆行するものである。
　農業の収益を高めるための方策は多々あろうが，
中でも経営規模の拡人，反収増を図るための技術・ll’［
新，特色ある営農作目の選定，複合類型の選定，経
営組織の改善（たとえば企業の経営理念の長所を導
入すること）などが考えられる。
　しかし現実には，農業者の組織化，新技術の導入，
営農類型の変革，規模拡大ともに理論を現実化して
いくためには多くの障害がある。
　この困難な状況を克服して，生産性・収益性とも
に高い農業の再編成を行うことは重大な課題と言え
よう。
（4）圏域内における営農作目の変化
　圏域内各地域の特徴は，水利によって大きく異な
る。圏域内の水系は渡良川水系，利根川水系に集約
される。
　各地域はその支流である桐生川水系，松田川水系，
袋川水系，旗川水系，秋山川水系，三杉川水系（以
上渡良川河北）がある。
　また矢場川水系，早川水系，蛇川水系，韮川水系，
石田川水系，谷田川水系（以上渡良瀬川，利根川の
間）が主要水系となっているため，水田は主にこれ
bの水系を中心として，開墾・耕作されてきた。
　邑楽・館林地域は海抜が低く，地下水が豊富で湧
水が多かったため，他地域より水田耕作が盛んであ
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図7－2　両毛地域の主要水系
った。
　新川町一帯も伏流水が多く，水源を中心として水
田が広がっているが7主要水系から離れた地域にお
いては，岡登用水，休泊堀用水などに代表される，
潅概用水の開削により，水源の確保を図ってきた。
　これらの地域地区においては，戦前戦後にわたっ
て米作が活発に行われ，1970年頃までは一俵増産運
動が推進されて，米の反収増が図られてきた。
　また当圏域は，全国でも有数の養蚕地帯であり，
畑地の多くは桑園として利用されてきている。その
他の畑地は露地野菜が栽培され，一部は果樹園とし
て梨・ぶどうなども栽培されてきた。
　これが1980年になると，米の減反政策，養蚕の減
産政策その他の要因により，営農の状況は大きく変
化した。
（5）ブロック別に見た農業の特徴と変化
　両毛地域は，農業改良普及所（現農業改良普及セ
ンター）の所管区分により，図7－3に示すブロッ
ク構成がある。以下ブロック別の特徴を述べる。
　1）桐生ブロック
　桐生ブロックは，桐生市外六か町村広域市町村圏
を構成する領域である。このブロックは，渡良瀬川
水系，桐生川水系沿いに広がる5，379．4haの農地が
ある。
一165一
　　　　　　　　大泉　邑楽
太田新田
プロツク
　館林邑楽ブロック
桐生ブロック
　　　　1卜
　　　　安佐
　　　プロツク
足利市
図7－3　両毛地域におけるブロック区分
　ここでは稲作・野菜類・飼料用作物・養蚕などを
中心とした農業が営まれてきた。
　このブロックは標高70mから500mの丘陵地を含
み，林野率が高い。
　従って，栽培技術，営農作目において他のブロッ
クと異なっている。
　桐生市・大間々町は地方都市とその周辺部を形成
する近郊農業地帯である。このブロックは都心機能
の郊外化現象に伴い都市化が急速に進行してきてお
り，まとまりある農用地はほとんど見られない状況
となった。
　特に桐生の経営耕地面積は，　71L5haと圏域内の
他都市に比べ，著しく少ない。
　わずか市内の川内・梅田・広沢などに残存農地が
残るのみである。
　営農作目としては，近郊農業地帯として，稲作・
野菜・果樹などの栽培が行われているが，特殊な作
目としては，梅田のわさび，広沢のキウイフルーツ
がある。
　また大間々町においては，平坦部の農作業条件の
良い農地においては，桐生市同様，市街化が進み，
残存農地は減少している。
　現在まで農地がまとまって残っている旧福岡村に
おいては，稲作・野菜・果樹などの栽培が行われて
いるほか，近年においては食用の菊・わさび・わい
化りんごなど，新たに地域の特産物となるような作
物が栽培されている。
　笠懸・藪塚本町はもともと平地林を開墾した地域
であり，従って水利に恵まれない歴史を持つ。
　古く岡登用水の開削により、わずかな水田耕作が
行われてきた。
　従って現在の主要作物は，露地野菜・施設園芸な
どであり，飼料作物・養蚕・畜産なども行われてい
る。
　藪塚においては，大根の漬物が特産品として農協
を中心に生産されている。一時期バイオテクノロジ
ーによる，花木の栽培も行われた。
　新里・黒保根・東の各村は，赤城山南麓・西麓の
傾斜地に立地している。従って特に黒保根・東の林
野率は高い。
　新里は緩傾斜地の畑作地帯であり，村南部の平坦
地と，北部の谷地に広がる水田があるものの，他地
区では，畜産・施設園芸・椎茸栽培などが営まれて
いる。
また近年は桑園の跡地利用として，水耕栽培が行わ
れている。
　黒保根・東村は，林野率が村域面積の90％を越え
る山村である。従って，経営耕地面積もそれぞれ，
341．5ha，245．8haと狭小である上，農作業条件も
悪い。
　黒保根では，養蚕・野菜・きのこなどの栽培が行
われてきたが，近年においては，花木栽培や水耕栽
培も行われいる。
　以上，桐生ブロックについて述べてきたが，ここ
は山間の農林業地帯と畑作を中心とした平地農村に
より構成されている。
　山間部は地形条件，農地のまとまりにおいて生産
性，作業条件ともに良好とは言えない。若干条件に
恵まれた農用地は都市的土地利用と競合し，都市化
が進んでいることから今後の農業再編成，近代化事
業等の推進は困難になってきている。
　2）　太田・新田ブロック
　このブロックは，群馬県の東毛広域市町村圏の内，
太田市及び周辺3町により構成される。
　ここは平地農業地帯であり，その経営耕地面積は，
8，288．4haと広大である。
　この内，51％は水田であり，まとまった農地が残
存している一帯である。
　このプッロクは早川水系・渡良瀬川水系・矢場川
水系を主要水系とし，その支流が農業用水利として
使用されている。
　この4地域の中で，太田市に分布するの経営耕地
面積4，228．5haは最大であり，新田・尾島もそれぞ
れ2，450，1，098haとまとまった農地をもっている。
　このブロックは水田率が高く，古くからの米麦騎
養蚕地帯として推移してきた。
　太田市は，両毛5市の中でも最大の農地を有して
おり，米麦・養蚕・野菜を中心とした農業を営んで
きた。
　また尾島町は，野菜の主要な生産地として，こぼ
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う・ねぎ・やまといも等が盛んに生産され，稲作・
畜産・養蚕なども営まれている。
　大泉では，旧大川村が農業の中心であったが，こ
こでは主として米麦・野菜が栽培されている。
　広大な農地が残存する新田町は，地下水に恵まれ，
主要な作物としては，米麦・雑穀・豆類・いも類・
野菜・果実・花木・工芸作物が栽培され，その他・
養蚕・畜産・加工農産物を営農作目とする都市近郊
型の農村である。
　この町は太田市のアーバンスプロールの影響を受
けやすい位置にありながら，計画的に農地の保全が
図られ，まとまりある農用地が残存している。
　しかしながら，昨今は，新田西部工業団地をはじ
め，市野倉工業団地・新田北部工業団地など工業化
へ傾斜する傾向が見えている。
　新田・尾島町にかけては，冬季において強風が吹
くため，畑土が風に巻き上げられる現象が発生し，
防砂ネット等によって，その対策に苦慮している。
　このブロックの特徴は，平地農業地帯であって，
農作業条件，水利にも恵まれていることから，どの
ような作物でも栽培できることである。
　しかしながら，太田・大泉を中心とした工業化の
波は，人口急増すなわち農地の宅地化をもたらした
ばかりか，客観的に農用地の保全性は厳しくなって
きている。
　特に太田市の既存住宅地付近・東部農業地帯・新
田町東部地区など，太田市を中心とする都市化の影
響を受けやすい一帯における農地保全・農業振興は
今後の大きな課題と言える。
　太田市北部を構成する毛里田地区は，渡良瀬川の
鉱毒の被害を受けた農村であり，土壌改良は実施さ
れたものの，農業者の営農意欲減退など，営農再建
上多くの課題を残している。
　近年，毛里田地区に太田市の都市発展に資する，
新たな都市的機能の建設が話題となっているが，こ
れは太田市の産業振興策とともに，地区住民の意向
を反映したものと思われる。
　このように古くから新田の荘として豊穣な農業地
帯を形成し，平地林を開墾し，休泊堀を開削するな
ど，先人はさまざまな努力を重ねて今日まで，農地
を保全してきた。
　しかしながら，農業面での土地条件の高さは都市
的土地利用条件としても良好であることから，都市
発展の圧力が益々高まる中で，農地保全の方策は大
きな課題として横たわっている。
　3）館林・邑楽ブロック
　館林・邑楽ブロックは，群馬県の東毛広域市町村
圏の内，館林市を中心として，周辺の3町1村によ
り構成されている。
　フロック全体の経営耕地面積は，8，898．2haであ
り，この内，館林市が34％，板倉町が28％を占めて
いる。
　ここは主として旧館林藩に属す穀倉地帯であった
が．その後も大きな開発が行われなかったことから，
優良農用地が残存している。
　このフロックの水系は，渡良瀬川・利根川の主要
水系と，矢場川・鶴生田川・谷田川・板倉川などの
支流を利用しているほか，豊富な地下水に恵まれ，
これを利用している。
　この一帯は水田率が84％ときわめて高く，圏域内
で最もまとまりある稲作・畑作地帯である。また畑
地においては施設園芸，露地野菜栽培が行われてい
るほか，千代田町では花木・芝なども栽培されてい
る。
　更に明和村では米麦・野菜・畜産を主体とした農
業が営まれている。
　1955年代より館林市をはじめ，邑楽・千代田にお
いては，工業団地造成が行われ，明和においても工
業団地が志向されるなど，これまで農業一・辺倒であ
った基幹産業に新たな側面を見いだそうとしている。
　しかしながら，現在においても，なおまとまりあ
る農地が残されており，将来的にこの農用地を，ど
のように活用していくかが課題である。
　邑楽町・館林市六郷・多々良地区は，都市化が進
行し，人口急増地帯として多くの農地が改廃され，
1日来の土地利川は一・変した。
　邑楽町では40年代に平地，畑地への住宅立地が多
く発生し，中野地区では湿地帯に住宅団地が建設さ
れている。
　館林市では，主として畑地に住宅・工場・倉庫な
ど，都市的土地利用化が進行し，市南西部の土地利
用が大きく変化した。
　他方，計画的土地利用変化として，東武線駅勢圏
における住宅地計画も進展した。
　館林・邑楽ブロックにおいては、板倉町・明和村
・館林市大島地区のように，優良農業地帯であった
ために都市化をまぬがれ，そのことが人口減少に結
びついている。
　しかし，豊穣な農業地帯であった従来の農業上の
地位は，農地が次第に減少している現在においても
変わらず，農業振興への努力が引き続き行われてい
る。
　4）足利市
　足利市は他のブロックと異なり，旧足利市と足利
郡内の旧町村によって構成されているため，足利市
域のみでブロックを構成している。
　足利市の水利は，市北部の旧村に対しては，桐生
川・松田川・清水川・渡良瀬川・袋川・尾名川・出
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流川’旗川’名il；ll川・小俣川水系から取水している、
またこれらの分水である，坂西用水・柳原用水゜ヒ
ケ村堰用水を利川している。
　また市南部の広大な農業地帯に対しては，渡良瀬
川・矢場川・姥川から取水した，　三栗谷用水・不動
堀から取水した待矢場川水・長藤堀用水が矢場川地
区の農業川水も利用されており，さらに49ケ所に及
ぶ溜池がある。
　足利市の経営耕地面積は，　3，568haであり，圏域
内においては太田市に次いで農地の多い地域である。
　足列巾においては，渡良瀬川により市域が南北に
分割さわている。
　北部は渡良瀬lllに沿って，東西に長い，狭あいな
ノ1く田と谷あいの水田がある。
　そして仏野ltl寄りa）富田地区を中心にまとまった
水田がある，、
　渡良1頼川北部としては，西から小俣・三和・設市
・北郷・名苧・大沼川に広がる谷があり，ここにも
長とま・）た農地がある。
　また巾南部には1御厨たんぽ」と1呼ばれてきた，
ととま）た水田があり，足利巾の1：要な農裳地帯を
形成している。
　か・）ては市街地や合併iHi1：・iの生活ill心地区を除い
て多くの農地が点在していた。
　これが，都市化の進行とともに次第に改廃され，
現在は，市南東部の御厨・梁田・筑波・福井・久野
　・帯に最もまとまった農業地帯が残される状況とな
っているfi
　足利lbの農地は，　3，568．7haの内，約80％が水田
であり，営農作目としては，米麦・野菜・養蚕・畜
il’iが行オ）れている。
　1960年時点においては，米作が43％と大半を占め，
野菜がこれに次いでいた。1978年頃より野菜と米の
位置が逆転し，1980｛iには野菜が40％，米が30％と
なっている。
　野菜類では，いちごが最も多く，次いで，トマト
・さゆうり・その他である。また作付面積の多いも
のとしては，大根・ほうれんそう・ねぎ・さといも
がある、，
　5）　安佐ブロック
　安1ノ、ソロックは，栃木県両毛広域市1町村圏の内，
佐野巾・田沼田J・葛生町によって構成されている。
　ここは秋【11川・お川・tt杉）11水系の農業地帯であ
る、このプロ・ソクの経営耕地翻積はt　5，353．9haで
あるが，佐野市は沖積低地，氾濫平野に形成された
ノk田，洪積台地ヒの畑地・山林によって農業地帯が
形成されている。
　佐野巾の農業は，米麦を中心として，野菜類・雑
穀・）類・果樹・いも類が栽培されているほか，養
蚕・畜産が営まれている。
　野菜類としては作付面積の規模川頁に，いちご・き
ゅうり・なす・とうもろこし・えだまめ・青さやえ
んどうがある。
　また大根・さといも・ほうれんそう・ねぎ・結球
白菜・にんじん・ごぼうなども栽培されている。
　果実としては，梨・栗・桃・梅・ぶどうがある。
　田沼町は，南部に広がる沖積低地の水田と谷あい
の水田・畑地がある。
　葛生町は南部の平坦地に水田があり，北部は谷あ
いの水田と畑地により構成されている。
　田沼・葛生の両町においては，耕種型作物として，
米麦・雑穀・豆類・いも類・野菜・果物・飼料作物
・1：芸作物が栽培され，牛・豚・鶏など畜産も営ま
れ，養蚕も行われている。
　葛生では地形条件に恵まれないため，栗・柿・ゆ
ずなどの果樹や，みょうが・しょうが・アスパラ・
そばなどが栽培されている。　（概況は図7－4参照）
　安佐ブロックには，まとまりある農用地が残存し
ており，特に国道50号沿線には他地域と異なり，広
大な農地が保全されている。
　しかし農業労働力の衰退等もあって，これら残存
農地に対する開発への期待があり，ここでも農業的
土地利川と，都市的：L地利用が競合する状況を呈し
ている。
　田沼・葛生においては，平坦部の農用地に対する
一tl地区画整理事業が実施され，地域の近代化と裏腹
に農地の保全性は低下しつつある。
図7－4　圏域内の主要作目生産地分布
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（6）農業関係指標の経年的変化傾向
　農業の変化に関しては農業労働力，経営耕地面積，
経営耕地規模別農家数，農業粗生産額推移の4点よ
り検討した。
　1）農業労働力の変化
　①農家数の推移と兼業化傾向
　農家数の減少傾向は全国的規模で進行してきてい
るが，圏域においても，1960年～1985年の25年間に
急速な減少が見られる。
　図7－5及び表7－2により，圏域内農家数の変
遷を見ていく。
　1960年における，圏填全体の農家数は48，925戸で
あり，これは群馬県全体に対して，37，6％，栃木県
全体に対しては，39，2％に相当する。
　これが年を追って減少を続け，1985年になると，
34，180戸まで減少した。
　っまり，25年間に約30％の農家が減少したことに
なる。
　1985年における，圏域の農家数は，群馬県全体の
36，6％，栃木県全体の34．8％に相当し，この圏域の
農家数の減少が急であることを示している。
　また，両県における農家数の減少傾向を見ると，
群馬県では，　1960年の130、　015戸が，1985年には
93，364戸（28％減）となった。
　栃木県では，1960年の124，903戸が，1985年には
98，184戸まで減少（21％減）している。
　全国的に現れている農業労働力の変化は，農家数
そのものが減少していることはむろんのことである
が，専業農家（中核農家）が急速に減少している。
そして，第二種兼業農家へ移行しつつあることが，
咋今の一般的状況である。
　これは，農業所得が不安定であるとともに，低水
準にあることが原因である。従って農家経済を支え
るためには，農外収入を当てにせざるを得ないこと
となり，第二種兼業へ傾斜せざるを得ないためであ
ろう。
　1960年時点において，16，340戸あった専業農家は，
25年後の85年には，約25％に相当する4，275戸へと
減少した。
　逆に，1960年に15，133戸でしかなかった第二種兼
業農家は，25年間に急速な増加をし，1985年には，
23，370戸となった。
　圏域においては，1955年から60年にかけて，第一
種兼業農家が増加し，専業・第一種兼業・第二種兼
業が，ほぼ同率の構成であった。
　しかし1965年には専業農家が半減し，これ以後は，
第二種兼業への傾斜が急速に強まった。
　専業農家の減少傾向は，1970年に5，910戸，75年
には4，　441戸となり，これ以後は，大きな変動が見
られない。このことは各地域の中核農家が定着した
ためであると推察される。
　この間，第一種兼業農家は，各センサス年度ごと
に大きく減少を続け，専業農家の減少分と合わせて，
第二種兼業へと移行している。
　この傾向を市町村別に区分してみると，市部にお
いては，1960年に4，772戸あった専業農家が，85年
には，66％と大巾な減少となり，わずか1，643戸を
数えるのみとなった。
　この間の推移においては1960年から65年の，5年
間における滅少が最も激しく，ig75年以降の減少傾
向は，緩やかになっている。
　また，第一種兼業農家は，1960年以降減少してき
ており，70年から75年にかけて，最も大きな減少が
見られた。
　5市の特徴を見ると，農家人口，農家数の最も多
い足利市において，1960年から65年に専業農家の急
な減少が見られる。
　また第一種兼業農家も1960年から70年までは，急
速な減少を示しながら経過してきた。
　結局，専業農家が第一種兼業化し，やがて第二種
兼業へと移行する，全国的な傾向と専業が第二種兼
業へ直接移行する形態がともに見られる。
　一方，太田市の専業農家の減少傾向は，1975年頃
までは，各国調年ごとに600戸減程度で推移してき
たが，75年以降増加に転じている。
　第一種兼業は，1970年から75年にかけて，急な減
少が見られたが，それ以後は，第二種兼業が減少し
てきている。
　桐生市については，1960年時点において，既に農
家数そのものが少なく，第二種兼業が最も多い，圏
域内でも特異な地域であった。
　これは，同市の可耕地面積の狭小さによるもので
ある。
　1960年以降の変化として，専業農家の減少傾向は
70年頃ま
でであっ　　　　　　　専業農家
たが，以
後は専業
・第一種
兼業農家
が第二種
兼業へ移
行する形
で，推移
してきて
　　　　　蕪業農家いる。
　館林・　　図7－5　全国・両県の専兼業別
佐野の両　　　　　　　　農家構成推移，
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市については，旧来より，田園都市としての性格を
もち，現在も市街地周辺部に広大な農地を抱えてい
る地域である。
　1960年における専業農家率は，40．　2％，33．8％と
高かったのであるが，1985年には館林において半減
し，佐野市では8．7％まで低下した。
　反面，第2種兼業農家率は，1960年においてとも
に，32．5％であったが，1985年には，館林が53．7％，
佐野市が76％と著しい増加を示している。
　このことは，両市が工業化の傾向にあったことや，
第三次産業への就業者が増大するなど，市周辺に兼
業機会が増えたことも影響している。
　次に町村部について，見ていきたい。
　1960年時点においては，山間地域を除いて専業農
家率が町村平均で43．6％と高く，市部同様各センサ
ス年次ごとに兼業化の傾向をたどっている。特に
　1960年から65年にかけての専業農家減少傾向は顕
著である。1970・75年には13．2％まで低下，以後は
農家数全体の減少もあって，85年には15。1％となっ
ている。
　圏域内，15町村の中で特記するべき地域として，
大泉・藪塚・笠懸町がある。
　まず大泉であるが，1960年において，専兼業農家
率が，ほぼ30％前後であったが，その後，農業環境
が大きく変化したこともあり，1985年には専業が，
わずか6．2％，第2種兼業が85．5％となった。
表7－2　農家人ロ・専業兼業別農家数推移
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　ここでは農家数そのものが半減しており，町全体
の就業構造変化とも大きな関係が見られる。
　地域の総世帯数に対する農家の割合，すなわち農
家率の変化傾向について述べる・
　1960年時点における圏域全体の農家率は，34．4％
であり，市部平均は24．8％，町村平均は58％であっ
た。
　この時点において農家率の高い地域としては，5
市の中で，太田・館林・佐野の3市であり，いずれ
も30％台であった。　　1
　また町村部においては，藪塚・新里・新田・板倉
・明和・千代田・邑楽の7町村でり，これらはいず
れも，70％台の高い比率を示していた。
　とりわけ，板倉町は80．8％，明和村は79．7％と高
く，純農村であることを示している。
　また町村の中でこの比率が低い地域としては，大
問々28，5％，大泉31．5％，葛生37．7％がある。
　これらの地域はいずれも農用地の乏しい地域であ
る。
　大泉は工業人口が多く，農家は少ない。また葛生
もlll村であることから農地，農家ともに少なく，農
家率も低いわけである。
　1985年における農家率は，圏域平均として14．2％
（1960年の41．3％）に低下したが，市部では9．7％，
町村平均では25．8％となっている。
　1985年において農家率の低い地域としては，桐生
市・大泉町が10％以下，10％台の地域としては，太
田・館林・足利・佐野の4市，大問々・笠懸の2町
がある。
　次に20％台の地域は，藪塚・尾島・邑楽・葛生の
4町がある。
　1985年時点において，尚50％以上の高い農家率を
保っている地域としては，黒保根・板倉がある。更
に40％台には，明和・千代田がある。
　これらの地域においては農業への依存度が依然高
いことを示すものと言えよう。
　以上のことから，都市部，農山村部を問わず，世
帯ぐるみの農業離れが進行しており，特に農用地が
乏しく，工業化が進展している地域においては，農
家率の低下傾向が顕著である。
　農家率変化の全体的傾向として，1975年までは減
少傾向が顕著であったが，75年以降は鈍化してきて
いる。特に多くの地域に共通して，1970年から75年
にかけての低下が大きい。
　このような傾向を示す地域は，人口急増農村，工
業導入農村であり，新規転入住民の存在や，農地を
処分して転出した住民の存在を示している。
　②農家人口推移
　農村常住人口の大半を占めるのは農家人口である
が，かって大家族を抱えていた農家の平均世帯員数
が減少するとともに，農家人口そのものも減少を続
けている。
　農家人口減少の背景としては，大きく2つの要因
が想定される。
桐生市 太田市　　　　　　館林市 足利市 　　　　　　市部計　　　　　　大間々町佐野市
露二種蕉築　　　第一種兼箕
　　　　　　　　　　　　　新里村藪塚本町 　　 笠懸町
專藁
黒保根村　　　　　東　村　　　　　　　尾島町　　　　　　新田町
第二種兼築　　　　冤一腫薫業
?』
??
第二趣蕪藁　　　　第一種燕築
図7－6　市町村別に見た専兼業別農家構成の推移
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　第1点は農家の家族ぐるみによる離農，第2点は
農業就業者の減少と深く関係した同居家族の減少，
あるいは世帯分離すなわち核家族化の影響である。
　まず農家人口であるが，圏域全体として，1960年
において，　294，583人であったものが，1985年には
45％減少して16L711人となった。
　1960年時点における農家の平均世帯員数は6人で
ある。
　この内，5市においては，1960年に両毛地域全体
の51％を占めていたが，25年間に48％減少し，85年
になると79，022人となった。
　これは，全体の49％であり，圏域全体の対しての
5市の比率は若干低下した。
　また町村では，1960年に142，899人であったもの
が，1985年には，82，689人へと低下した。
　これを1955年を100とした指数により，比較して
みた場合，全体では，1985年に44．6，5市計では
42．1，町村計では47．3となっている。
　これらの数字を著しく下回っているのは，桐生・
太田・館林・笠懸・大泉・邑楽の6地域である。
　桐生市の場合，市内には残存農地が少ないことが
起因している。
　全体としては，農家人口の減少が著しいことがわ
かった。
　③農家の平均世帯員数推移
　農家1戸当りの人口については，1960年の圏域全
体が5．9人／戸で，この時点の最大は笠懸町の6，3，
最小は邑楽・田沼両町の5．8であった。
表7－3　農家人口・農家人ロ率推移
　　　　　　　　　　　　　）
市町村名 1960年1965年ig70年1975年1980年1985年町村名 1960年1965年1970年1975年1980年ig85年
158112781071880 712 600 892 759 724 641 457 5133
桐生市 12301i2788i33141134231328813！267尾島町 154715031478150014771458
12 lo
?? ?? ?? ??
57， 51， 49． 42， 30， 352
1 77 6： 5
，
1
3呂13 34253054266123842185 1599147013181ll　73 【D92 982
太田市 83568789982511072123n13367新田町 1959189719572158240526862
45 39． 311．24． 19， 16． 81， 77， 67， 54． 45． 36，
2
，
4
241912099185516041！395 1217 1585142213071　1191ll　40 1054
館林市 556857316｝13 6641702475141板倉町 181816951629　1585160216002
43． 36．6 3D 24． 19． 16．2 87， 83． 80．　　　75， 71， 65．
7 7
4504141313620312227852383 799 7量7 651　　59551 5069
足利市 1462015025156001623516575】6765明和村 9211863 849　　91898110145
30． 27． 23， 19， 16． 14．2 86． 8a 7a　　　64． 56． 50．
?
28492492220亘 19561？72 1515 847 775 7281　666619 5609
佐野市 6846168931715775847B　35180？5 代田町 且0正9 972 962 98710681137
41， 36， 30． 25． 22． 18． 83． 79． 7翫 67． 58． 49．9
? ?
1516813428118271！02259D　51 7　022 752 665 589 487 408 341
市部計 4？6904922852010549575？D35 8848大泉町 且912 21262514283731283592
31． 27． 22． 1＆ 15． ［3．4 39， 31， 23． 17． 13， 9．5
10 85． 7L 58． 50． 42．1 ? ? 4．2
41 80 486 3962355 12551！35 1028920 84】 7315
大間々町 1801182619751221022842349邑楽町 151914801503177921862421
36。 3L 24， i7． 15． 13．1 82． 76， 68． 51， 38， 30．2
676 614 579 520 473 439 2056180915911386】268 11322
薮塚本町 8．71 855 887ll　21 13431481田沼町 3024294328612936298530176
77． 71． 65 46． 35、 29， 68 61， 55． 4？， 42， 37．5
647 573 525 445 415 366 903 785 670 557 504 4286
笠懸町 838 830 940127916701907　，巨ｶ町 193418？3 且7呂9 1？08 1612i535
77．2 69 55． 34． 24． 19． 46 41， 37， 32， 31， 27．
? 7
836 752 675 615 549 52［ 1428912782ll48211006892口 82689
新里村 998 942 943106511491234町村計 213942090821264229532468526177
83． 79， η． 57． 47， 42．2 66 61 54 43 37． 31，
10 91． 80， 65 55 47，
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　1985年になると，圏域全体・5市計で4．7，町村
計では4．8まで減少した。
　しかしながら，同じ時点の平均世帯員数と比較し
てみると，圏域全体が1960年に4．86，85年に3，46と
なっている。
　このことから，農家における平均世帯員数が都市
部の世帯と比較して依然として多いことがわかる。
　農家数そのものが減少している中で，農家人口も
減少を続けているわけである。平均世帯員数が減少
しているのは，農家人口の減少が，農家数の減少を
上回り，農家の同居家族が農家離れを起こしてきて
いることを示している。
　1985年において非農家世帯と比較した場合，平均
世帯員数は約1人多くなっている。
以上，農家人口と平均世帯員数の変化傾向を見てき
たが，農業就業人llが減少する中で，非就業者であ
る同居家族も減少している。また農家の高齢化が認
められるようになってきている。
　一方，農家として長年の懸案というべき，後継者
の結婚問題も依然として未解決のまま推移してきて
いる。このことは若年世帯の流出とともに，農村の
再生産率低下をもたらしている。
　農家人口の減少傾向は，総人口の増加，減少に関
わりなく見られ，共通し1ていることは，農業生産基
盤が強固でない地域において，より減少が進んでい
る点である。
　それは桐生・大泉：東・大間々などである。その
原因としては，営農の基盤である農地の絶対量が少
ないことや，農業の規模拡大の可能性に乏しいこと
がある。また農業地帯連担による，営農意欲向上へ
の一体性，農作業の容易さが損なわれている地域に
おいて，より減少傾向が高いことがわかった。
　④農家人口率の推移
　総人口に対する農家人llの割合，すなわち農家人
U率の変化傾向について述べる。
　表7－3に示した通り，1960年における農家人口
率は圏域全体としては42．6％，市部平均で3i，8％，
町村平均は66．8％であった。
　25年後の1985年になると，圏域全体が10％，5市
平均13．4％，町村平均は31．8迄低下した。
　桐生・大泉は圏域内でも特に低い値を示しながら
推移してきている。
　全体の傾向としては，農家率の変化と同様の傾向
を示しながら推移してきている。
　1960年において，特にこの値が高い地域としては，
藪塚・笠懸・新里・黒保根・新田・板倉・明和・千
代田・邑楽の9地域であった。
　この25年間において，農家人口率の低下が激しい
のは，藪塚・笠懸・新田・邑楽の4地域であり，い
ずれも30％以下迄低下している。
　これら地域は都市化され，人口増加の著しい地域
であることから，非農家人口転入の影響が濃厚に現
れている。
　その他の5地域については，農家人口率が半減す
る程度に止まっている。
　2）農業生産面における変化傾向
　①経営耕地面積の変化
　1985年時点における，圏域内の経営耕地面積は，
27，734，5haであり，この内5市計では，　12，673．7
ha（45．7％），町村計では，15，060．8ha（54，3％）
であった。
　これは圏域の総面積に対して，20％に相当する。
　経営耕地面積の構成において，水田が重8，047，7
ha（65％），畑地が6，465ha（23．3％），樹園地・
その他が3，223，3ha（ll，6％）となっている。
　圏域内は水系によって，水田と畑地が明確に分か
れているが，全体的には水田率が高いと言える。
　1985年において，水田率の高い地域としては，太
田・足利の2市がある。これらは3，000ha以上であ
る。
　次いで，佐野・館林の2市と，新田・板倉の2町
が，それぞれ2，　OOO～3，　000haとなっている。
　また，藪塚・新里・千代田・邑楽・田沼の5町村
は1，000～2，　000haであり，他地域はこれ以下である。
　経営耕地面積に占める水田の割合，すなわち水田
率の高い地域は，館林・足利・佐野・板倉・明和・
千代田・邑楽の7市町村であり，これらは水田率が
80％を越えている。
　これらに次ぐ地域としてはt田沼・大泉・太田が
あり，いずれも水田率が65％を越えている。
　両毛地域が属している，群馬・栃木両県に対する
圏域内農地の比率を見ると，経営耕地全体では，群
，1！5県の35．4％，栃木県の21．1％となっている。
　また水田のみの比率では，群馬県に対して59．1％，
栃木県に対しては17．6％となっている。
　このことは，山岳丘陵地帯を多く含む群馬県にお
いて，東毛地域がいかに農業上，重要な地域である
かを示している。
　次に，圏域内の経営耕地面積の推移について述べ
る。
　1970年～80年の10年間における，圏域内の農林業
センサス集落区分ごとに見た，経営耕地面積の増減
傾向の概況は図7－7に示す通りである。
　ここに示されるように経営耕地が増加した集落は
限定されている。
　1960年を100とする指数の推移により，経営耕地
面積の変化においては，圏域全体として，1985年に
70まで低下している。
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　この内，5市では65．9と全体よりやや低
く，町村部は，73．8とやや高い。
　両県としては，群馬県が70．3，栃木県が
92．9と低下傾向が緩慢であり，農地の保全
性が高いと言える。
　指数の推移傾向においては，1970年～75
年にかけて，急な減少が見られる。
　これは一俵増産運動後に実施された減反
政策の影響と，1970年以降に多発した開発
行為の影響とみられる。
　この傾向は全市町村に見られるが，板倉
’千代m・邑楽の純農村3町では緩慢であ
る。
　rg60～85年の25年間において，経営耕地
而積が急減しているのは，桐生・大間々・
東・大泉・葛生の5地域がある。
　この内，桐生・大間々・大泉は土地的開
発行為の進展である。
　また東村は草木ダム建設に伴った，草木
集落の農地の水没，葛生は土地区画整理事
業の影響による。
　経営耕地面積の減少が低い地域としては，
尾島・板倉・明和・千代田の4町村がある。
　中でも板倉は1985年の指数が94．3と，圏
域内で最も高い値を示しており，農地の保
全性が極めて高い地域と言える。
　人口急増地域における1985年時点の指数
としては，太田市69．1，藪塚本町76．2，笠
懸町76，2，新田町70．1，邑楽町77．3となっ
ている。
　これは人口増加に伴う他の｝旨憐が高まっ
ているのに，農地の減少傾向は意外に低い
ことを示す。
　桐牛市等5地域に関しては，田60年時点
において既に農地が少なく，都市化の進展
の中で，残存農地が急速に改廃されたもの
と考えられる。
　以上，経営耕地面積の変化傾向について
概括的に見てきたが，圏域全体・両県とも
に減少してきていることがわかった。
　減少の詳細としては，畑地面積が40％ま
で減少し，水田面積は，実面積において，
L104．3haの減少が見られる。
　しかしながら，農地全体の減少の中で，
水田率は各センサス年次ごとに上昇する結
果となっている。
　これは，各種開発行為が，水田より開発
しやすい，畑地を中心として行われたこと
を意味している。即ち米作が安定していて，
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しかも開発コストの高い水田が温存されてきたため
であろう。
　また，樹園地については，1970年まで増加する傾
向にあったが，以後は減少しており，特に1975年以
降の減少が目立っている。
　このことは，1975年代における開発行為の進展と
ともに，1984年頃より開始された養蚕の減産政策に
影響されている。
農用地改廃は，①都市施設，公共施設など都市機
能の充実がある。次に②工業団地，問屋団地・流通
施設など，経済基盤整備の進展がある。これらは直
接・間接に農用地改廃を伴い，特に工業化傾向の高
い地域，
入口急増による都市的土地利用が急速に進展してい
る地域においては，経営耕地面積の減少が明確に現
れている。
　1985年時点において，農用地が1，　OOOha以下の地
域は圏域内，約半数の9市町村となっている。
　農用地の開発傾向が鈍化しているとはいえ，規模
拡大，圃場整備などによる生産環境の改善は，次第
に困難になってきている。
　都市的土地分級，農業的土地分級において，それ
ぞれに優良な土地性状を持っ土地は，互いに競合す
る関係にあると言われる。圏域内の開発においても，
条件の良い農用地が開発され，残存農地は地理・地
形的に条件の悪い農地が残される結果となった。
　山間地域も含めて，優良農用地が改廃された結果，
図7－7　経営耕地面積の増減傾向（1970年～1980年）
まとまった農地の保全，集約化などに多くの問題を
残すこととなった。
②経営耕地規模別農家数の推移と特徴
　（ア）圏域全体の経営規模別農家数の傾向
　1960年以降の25年間において，農家数そのものは，
約31％減少したが，その間に農地の売買，貸借など
の発生によって，経営耕地規模別農家数の構成も変
化してきている。
　1985年における総農家数，34，180戸を経営耕地規
模別に見ると、表7－4，図7－8の通りであるが，
規模別には，0．1～0．3haが22．9％，0．3～0．5haが，
！7．5％，O．　5～1．　Ohaが28．2％となっている。
　つまり，0．5ha以下の農家が，40．4％，　lha以下が
約70％を占め，経営耕地規模は決して大きいとは言
えない。
　反面，2haを越える大規模農家は，わずか6％で
あり，2，038戸に過ぎない。
　市部においては，1ha以下の農家が72．4％を占め
ているが，2ha以下については，5％となっている。
　また町村部については，1ha以下が65％と過半数
を越え，2ha以上が7％となっており，町村部全体
としては，市部より若干経営規模が大きい。
　全域を通じての一般的傾向として，0．5～1haの
経営農家が多く，その規模は零細である。
　桐生市は0，5ha以下の零細農家が最も多く，この
傾向は，足利・大間々・東・大泉・葛生など，土地
条件の悪い地域，及び都市化の進む地域において見
られる。
　一方，0．5～2．Ohaに最も多くの農家が分布してい
るのは，太田・館林・佐野・藪塚・笠懸・新里・尾
島・新田・板倉・千代田・邑楽の12市町村であり，
これが圏域の代表的な経営規模となっている。
　また1　ha以上の経営耕地を持つ農家が過半数を
占めている地域は，新里・笠懸・藪塚の3町村のみ
である。
　比較的安定した経営規模である，2ha以上の農家
が多い地域としては，以下の地域がある。
　まず農家数で見た場合，板倉町284戸（13．　2％），
佐野市259戸（8％），館林市255戸qO％），新田
町165戸（7．，9％）。邑楽町184戸（12．！％），太田
市190戸（4．1％），足利市126戸（2．5％）がある。
　次に，実戸数は少ないものの，全体の中で比率の
高い地域としては，藪塚本町120戸（13．8％），笠
懸町76戸（10．　8％），新里村一104戸（10．1％）があ
る。
　5haを越える農家は，圏域全体として，わずかに
31戸しかないが，5市の中では，館林市に8戸，町
村では，邑楽町に5戸，笠懸町・新里村にそれぞれ
3戸ある。
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　また太田市・足利市・佐野市・藪塚本町・新田町
・板倉町・千代田町・大泉町・田沼町に各1～2戸
ある。
　（イ）市町村別，経営耕地規模農家数の増減傾向
　まず5市においては，0．5～1．　Oha，　L　O～1．5ha，
1．5～2．Ohaの各規模段階における農家数が，わずか
ながら減少する中で，0。1～0．3ha，2．0～3．　Ohaの農
家数が増加している。
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図7－8　市町村別・経営耕地規模別農家数推移
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　特に5ha以上の農家は実数の上で増加しており，
経営規模の拡大グ見られる。
　っまり，平均的な経営規模の農家が減少する中で，
ごく小規模な農家，大規模経営農家が増加している
ことになる。
　また0．1～0．3haの，ごく小規模な農家は，実数上
は減少しているものの，全体に占める比率は高くな
っている。つまり経営規模の零細化である。
　次に町村部の傾向であるが，0．1～2，5haまでの農
家は，実数の上で減少してきており，2．5ha以上の
農家は逆に増加している。
　各経営規模の構成比の上では，0．5～2．Ohaの平均
的経営規模の農家が比率を低下させ，O．1～，　O．3ha，
2，0ha以上の経営規模を持つ農家の比率が高くなっ
ている。
　圏域全体を総括すると，0．3～2．Ohaまでの経営規
模の農家が，わずかではあるが，減少傾向にあり，
0．1～0．3ha，　2．　Oha以上の農家が，これもわずかな
がら増加傾向にある。また実数上増加しているのは，
2．Oha以一ヒの農家である。
　各地域別に見た，経営耕地規模別農家数の増減傾
向は次の通りである。
　①　桐生市・東村・葛生町は各経営規模段階別農
　　　家全てが減少している。
②黒保根村は，0．1～0．3haの零細規模農家のみ
　　　が増加，他は減少している。
③太田市・館林市・足利市・佐野市・明和村・
　　　大泉町は2．0～2．5haの農家が増加，他は減少
　　　している。
④尾島町では，1．5～2．5haと3、0～5．　Ohaの農家
　　　が増加，他は減少している。
⑤板倉町・千代田町では，2．　5～5．Ohaの農家が
　　　増加，他は減少している。
　⑥大間々町・新田町では，0．1～0，3haの零細経
　　　営規模農家と，2．5～5．Ohaの農家が増加，他
　　　は減少している。
　⑦笠懸町では3．0～5．Ohaの大規模経営農家のみ
　　　が増加，他は減少している。
　⑧藪塚本町では，0．1～0．3haの零細経営農家と，
　　　3，0～5．Ohaの大規模経営農家が増加し，他は
　　　減少している。
　⑨新里村では，0．1～0．5haの，零細経営農家と
　　　3．　0～5．Ohaの大規模経営農家が増加し，他
　　　は減少している。
　⑩邑楽・田沼町では，2．0～2．5ha，3・0～5・　O
　　　haの大規模経営農家が増加し，他は減少して
　　　いる。
　結局，営農条件に恵まれない地域においては，経
営耕地そのものが，長期的減少傾向にある。
　また他の一般的な地域においても，個別にはそれ
ぞれ独特の変化傾向を示しているものの，大規模経
営農家に徐々に農用地が集約されるとともに，零細
経営規模農家が増加してきていることがわかる。
　しかしながら，一般的な見方として，農業者間に
おいては，農地を新規に購入することによって，経
営規模を拡大することは，現実的に困難だと言われ
る。
　結局，経営規模の拡大は，借地に頼らざるを得な
いとの意見が強い。
　市町村別推移傾向を，更に細かく見ると，ある経
営規模の農家が農用地を徐々に手放すことによって，
下の段階の経営規模に移行する様子や，規模拡大の
状況を知ることができる。
　上記のように大規模経営農家が増加しているのは，
恐らく借地によるものであり，特に米麦を栽培して
いる農家であろう。
　後継者が得られないまま，農業者が次第に高齢化
しつつある現在，将来の農地保全を，どのように考
えていくべきかは重大な課題である。
　農業振興地域の見直し，都市計画区域内における
残存農地の活用方法とともに，検討を進めなければ
ならない。
　また群馬・栃木両県において進められている「む
らづくり事業」などとも関連させながら、農山村地
域の振興策を研究する中で，農用地の活用方策を開
発していくことが必要である。
　③農業粗生産額の地域別特徴と推移傾向
　（ア）圏域全体の傾向
　農家の経済状態を示す資料として，1960年以降の
各農林業センサス年次ごとの，農業粗生産額の推移
と，農家1戸当り粗生産額，人口1人当り粗生産額
を整理し比較したe　（表7－5参照）
　圏域全体の農業粗生産額は，1960年時点において，
163億2、300万円であった。
　これは群馬県全体に対しては，37．9％，栃木県に
対しては，33．1％に相当する。
　この時点において，市部は52％，町村部は48％と，
市域に含まれる農業地帯の農業粗生産額が高かった。
　圏域全体の粗生産額は，各センサス年次ごとに増
加を続け，1985年には，1960年の約7倍に相当する
額，1，127億9，400万円まで増大した。
　この値は同年の製造品出荷額の2．8％，商品販売
額の6．3％に相当する。
　農業粗生産額の推移においては，1965年に，市部
と町村部が地位を逆転し，以後は市部の農業粗生産
額が大きく伸びない中で，町村部の粗生産額が増大
すこととなった。
　1985年になると，市部が38％，町村部が62％とな
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表7－5　農業粗生産額・指数推移
農業　生産　　　・1960　を10Dとする指数推
市町村名 1960 1965 1970 1975 ［980 1985?
指数 生産 指数 生産
?
生産額 指数 生産額 指数 生産額 指数
591 100 820138．7 106179．5 159269．4 1577266．8 1454246．0
2391100 37915＆6 5479229．2 8924373．2 9557399．7 9559399．8? 131i100 2839216．6 513391．511443872812358942．614958114LO
2494100 3230129．5 400160．4 7557303．0 9545372．7 9080364．1
1 1 2 2 42 6
大　々町 306 100 585191．2 934305．2 1604524．2 1880614．4 1399457．2
町 498 100 1043209．4 2459493．8 4748953．4 59931203．063051266．1
、町 438 100 915209．1 1876428．3 3933897．9 5U5U68．054841252．0
558 100 1D94196．1 2094375．3 4890876．3 5218935．1 59431065．1
127 100 284223．6 481378．7 2281179．6 38523033．047073706．3
109 100 1881725 324297．2 522478．9 418 383．5 377 345．9
561 100 u34202．1 且91134064209750．3 4656829．9 6350113L9
989 互00 1933195．4 3619365．9 7108718．7 8628872．4101571027．0
937 100 1528163．1 2795298374147912889B949．611482L225．4
明 43？ ！00 781198．7 皇223279．9 2383545．3 2824646．2 3706848．1? 525 100 940179．0 1394265．5 263250L　3 2612497．5 31766D5．0? 364 100 6301731 886243．4 1086298．4 1047287．6 1066292．9? 792 100 1475186．2 231829275043636．7 5230660．4 6050763．9
田　町 883 100 126814a．6 15301了3．3 2997339．4 £716 307．6 292833L6
町村計 7835100 且4且59L80．7 24262309．751480657．1 59739762．569798890．8
A 16323100 27337167．543127264．287705537．3！0097161＆6112794691．0
B 43044100 77295179．613269530＆3253583589．1300935699．1319109741．4
C 49380IOO 78165正58，3 121909246．9245776497．7300224608．034D　909690．4
A／B 37．9 100 35．4 一 32．5 一 34．6 一 33．6 一 35．3 一
A／C 33．皇 100 35．0 一 35．4 一 35．7 一 33．6 一 33．監 一
注：1農業粗生産額σ単位：100万円
　　2資料出典：各匂農林業センサスによる．
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った。
　また圏域の農業粗生産額の両県全体に対する比率
は群馬県については，わずかながら増加する傾向に
あるものの，栃木県に対しては50年以降減少する傾
向にある。
　地域別に見ると，1960年～85年の25年間に10倍以
上の増加が見られるのは，館林市・藪塚本町・笠懸
町・新里村・尾島町・新田町・板倉町の7市町村で
あり，主として純農村である。
　この中で黒保根村は，ig60年における粗生産額が
1億2，700万円と低かったものの，1985年には37倍
の47億円まで伸びた。
　また明和村・邑楽町も圏域の伸びを上回って推移
してきており，合計9市町村の伸びが著しい。
　反面，桐生市・大泉町・葛生町は，この25年間の
伸びが3倍に満たず，物価の上昇を考えると，むし
ろ減少している。　（図7－9・10，表7－5参照）
　（イ）農家1戸当たり農業粗生産額
　1960年時点においては，圏域平均として，31万9
千円であり，両県の平均以下であった。
　この時点では市部，町村部間の差はない。
　その後，農家数が減少し，農業粗生産額が増加す
る中で，1戸当りの粗生産額も上昇し，1985年には，
約5倍，159万円となった。
　1985年において200万円を越えている地域は，館
林市・佐野市・藪塚本町・笠懸町・尾島町・板倉町
の6市町村である。
　これらは新里村・新田町を除いて，粗生産額の伸
びが10倍以上の地域に符合している。
　一方，1985年時点において，この値が低い地域と
しては，桐生市・太田市・大間々町・東村・千代田
町・大泉町・葛生町の7市町村がある。
　これらは100万円に満たない。
　この内，桐生・東・大泉・葛生については，粗生
産額そのものが低いのであるが，太田市は粗生産額
が高い割に1戸当りの値が低くなっているのが特徴
である。
　1960年～85年の25年間における1戸当りの粗生産
額の伸びが3倍に満たない地域は，桐生市・太田市
の2市と，大間々町・東村・千代田町・大泉町・葛
生町の計7市町村である。
　（ウ）地域人口と農業粗生産額の関連性
　1960年時点において，圏域全体の農業粗生産額を
圏域人口で割った値はわずかに2万4千円であった。
　この時点において最も高い地域でも，藪塚本町の
5万7千円でしかなかった。また低い例としては，
桐生市の5千円が目立っている。
　この時点での群馬県の値は2万7千円，栃木県で
は3万3千円であった。
　これが年々増加を続け，特に1970年～75年にかけ
ては，どの地域においても増加が見られる。
　1960年～85年の25年間の変化は，圏域全体として，
約5．5倍の13万3千円に増大したものの，粗生産額
全体の伸びを下回っている。また農家1戸当りの粗
生産額の伸びに対しては，若干上回る結果となって
いる。
　1985年時点において，この値が最も高い地域とし
ては，黒保根村の146万5千円があるが，次いで板
倉町の71万8千円が高い部類に属する。
　一方，桐生・東・大泉・葛生は，この値において
も低く，加えて，足利・佐野・大間々・田沼につい
ても低い値を示している。
（7）　農山村社会の変化
　農業をめぐる環境が国全体，あるいは国際的な経
済のすう勢の中で，大きく揺れ動いている。そして
農村社会，農家においても，従前の社会構成，生活
習慣，集落自治活動等に関連した変化を認めること
ができる。
　その第1点として，農村社会の変貌があげられる。
　農村における長年の伝統的生活習慣や，農作業一L
の相互援助（ユイなど）など，農山村に培われた不
文律は農山村独特の緊密な人間関係を形成していた。
　これを農山村の封建性と呼ぶ者もいるが，　「ユイ」
は農村社会の相互補完関係において，重要な役割を
持っていた。
　また日常生活においても，行政による生活環境管
理が，現在ほどいき届いていなかった時代において
は，労働力奉仕により環境の保全を図ってきた。
　ここには共同生活体としての緊密な結束があり，
また独力によって環境保全，農業生産が充足できる
機能性を秘めていたであろう。
　しかしながら，時代の流れは緊密な人間関係を，
希薄なものに変えようとしている。
　このような変化の背景には，複数の社会的現象が
複雑に作用しており，また地域地区によっても，様
相が異なっている。
　ここでは，1975年以降，両毛地域及び群馬・栃木
両県の農山村における，農村生活環境整備専門委員
としての指導，あるいは「むらづくり運動」等にお
いて知り得た，農村社会の変貌の一端と，その原因
を次の各項目に整理し述べておきたい。
　農山村社会が変貌した要因としては
　①農業生産形態，労働形態が変化し，農家相互
　　　において労働力を貸し借りしなければ，生産
　　　が営めなかった時代から，現在では各戸農家
　　　が独自に営農を行えるようになってきた。
　②門閥，本家・分家，地主・小作など組織化さ
　　　れた社会構成が薄れつつあり，各戸農家を拘
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　　束していた力が弱まってきている。
③　地域地区固有の信仰，宗教的行事，祭，伝統
　　的行事，伝統芸能等が衰退したり，省略化さ
　　れる傾向が見られ，住民が一体として行って
　　　きた「ふれあい」，　「相互協力」　「交歓」の
　　機会が失われてきている。
④農家独特の年中行事，生活習慣が簡素化され，
　　都市住民の生活に近づきつつある。これにつ
　　　いては，テレビ等のメディアによる生活情報
　　　を中心として，都市生活の経験者などが増加
　　　してきていることから，これらの人々のもた
　　　らす，新しい情報が，生活のあり方，余暇の
　　過ごし方，生活価値観変化などに影響を与え
　　ている。
⑤兼業農家，非農家が増えてきていることから，
　　生括時間帯の異なる人々が，近隣社会を構成
　　するようになってきている。従って，農業者
　　の生活時間に合わせた共同の行事を開催しに
　　　くくなった。
⑥若者のむら離れにより，従来の農村社会にお
　　　いて，各種の行事の中心（労働，祭，消防そ
　　の仙）であった階層を欠くことになり，若者
　　達の持つ文化，エネルギーが失われてきてい
　　　る。
⑦各戸農家の教養水準，情報量等が向上した結
　　果，農業者が「自我」にめざめ，他人に追従
　　　したり，他人の支配によらなくても，農業，
　　　生活を営んでいけるようになってきた。この
　　　ことにより，　「他人は他人，我は我」といっ
　　　た，世帯単位の独立心が培われてきている。
⑧モータリゼーションの影響として，農道など
　　　の路上で立ち話をする機会も減ってきている。
　　　徒歩の時代においては，すべての行動が遅い
　　　速度で行われていたことから，さまざまな情
　　　報交換の場があった。営農，生活両面での各
　　　種情報が得られやすい状況があった。これが
　　　すべてが早い速度で営まれる現代の日常生活
　　　においては，このような生活形態も変化せざ
　　　るを得ない。また，自動車の利用によって，
　　　日曜，休日には家族単位の行楽が行えるよう
　　　になってきたため，団体旅行などが減少した
　　　地域もある。
　このように，農山村においては，単に人口が減少
したり，土地利用などの生活空間が，変化したこと
のみではなく，時代の進展に伴った，社会的変化を
生じているのである。
　一方，1955年代まで，農山村社会の活力の一端と
して活躍してきた青年団は，各地において，衰退も
しくは解散した。そして一部は農業青年会議所とし
て，また他では4Hクラブや愛農会などの形で変貌
を遂げてきている。
　従前のむら社会において，青年達の役割は社会や
農業問題を考え，労働力を必要とする場合の，有力
な階層として地位を持っていた。
　それは農作業であり，祭の担い手であり，とりわ
け青年の持つ活力，文化，スポーツなどは，むら社
会の活力を主体的に支える力であったことと思う。
　1965年代以降，青年達の「むら離れ」が起こり，
農山村に居住する青年達の行動や，価値観も変化し
て青年団活動は衰退の一途をたどることとなった。
　現在，農山村に居住する青年達は，趣味の会を通
じて，あるいは，それぞれの職域における趣味やス
ポーツの会に分属する様子が見られるが，これは青
年達のみではなく，社会そのもののすう勢によるも
のであろう。
　次に，農山村において推進されている新生活運動
が，農山村社会に与えた影響の一端を述べる。
　農山村社会に対する批判の一部に，　「封建性」や
「干渉過多」がある。
　これは，人間関係の緊密さに付随して生じること
であろうが，これを改善し，より適切な付き合いを
実現していこうとする動きがあり，新生活運動もそ
の一部である。
　確かに，冠婚葬祭における祝儀・不祝儀のあり方
は過剰と思われる部分が含まれているe
　しかしながら，農山村に培われた生活習慣，祭な
どの際における伝統的な風習などは，農山村文化を
形づくる要素であり，安易に省略できない部分を含
んでいることも事実である。
　生活や付き合いの簡素化のみを目標として，つき
あいの改善を進めることは，単に人間関係を希薄な
ものにしてしまう恐れがあるように思う。
　青年団の後退に対して活発になってきたのは，濃
山村婦人の活動である。これは地婦連や，農協婦人
部，若妻会，P・T・Aなどを契機としたものであ
り，生活改善・ボランティア活動・教養的行事・見
学会などを行っている。
　いずれにせよ，農山村社会の内容は，都市部にお
けるそれとともに，時代の変遷に連れて変化してお
り，これが農山村活性化を束縛する影響力を持って
いる。
（8）　農業・農村振興への動き
　1）全体的傾向
　圏域内には広大な農用地があり，これらが都市発
展や生活環境の近代化等によって，次第に改廃され
てきている。一方，先の経営規模拡大をはじめ，さ
まざまな国営プロジェクトの導入等により，新たな
農業環境樹立に向けて，努力が払われている。
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　圏域は古くからの，米麦・養蚕地帯であり，また
露地野菜などの栽培が行われてきた。
　しかし営農作目は急速に種目を増やしてきており，
特に営農類型の組み合わせにおいては，およそ100
種類を越える類型が現れてきている。
　その目標は，米麦等耕種型作目に加えて，より反
収増につながる作目であり，類型の選択が主体とな
っている。
　また，近年試策的に導入された，バイオテクノロ
ジーや水耕栽培など，先端技術も見られるようにな
ってきており，今後の営農のあり方の一部を示唆し
ている。
　さらに群馬県では，グリーントピア構想など，新
たな事業も導入されようとしている。
　1955年代頃までの農村計画は，農業生産環境の整
備に主力が置かれた。
　これは第一次農業構造改善事業をはじめ，新農村
建設事業，第二次農業構造改善事業，その間の県営
・団体営圃場整備事業などが推進されてきた。
　また1974年頃より導入された，農村総合整備モデ
ル事業，新農業構造改善事業など，多くの補助事業
が実施されてきた。
　農業の将来展望については，各地域地区の実情に
合った作目，もしくは作目の組み合わせによる，複
合類型の選択が重要であるとの意見があり，主産地
形成作物の定着は，重要な検討課題とされている。
　また，生産性の向上，特に大型機械導入に対応
（つまり経営規模の拡大とも関連する）した，農作
業を推進し，農業労働の生産性を向上させるために
は．基盤整備が重要かっ必須項目となっていること。
　そして農作業の受委託作業においても，　「地味」
の平準化が前提条件であるとの意見がある。
　さらに，都市計画法の対象外である，農村集落の
整備に関しては，111J’村の一・般行政以外に財源がなく，
遅々としていた。
　このことに対して，農村総合整備モデル事業は農
業側からの整備（即ち，土地基盤整備を主体とした
農道整備等）と，都市側からの整備を整合させる意
味を持つ，画期的なものであった。
　またこれら以外にも，多くの補助事業，補助制度
があり，山村地域においては，林業構造改善事業，
山村振興対策事業も実施されてきている。
　また近年においては，群馬・栃木両県の県単独事
業として「むらづくり事業」が推進されており，こ
の中でも，新しい農村，農業の確立を目的とした，
個別事業が模索されているところである。
　これら事業においては，従来高額の補助金により
推進されてきた，大型の農業近代化事業に対し，農
業者の意識改革に目標を置いた，　「手づくりのむら
づくり」が重要視されている。
　2）手づくりの村整備事業等
　北関東においては，茨城県のむらづくり運動の歴
史が古く，1963年の田園都市構想と共に，1977年か
ら「集落環境コンクール」が実施され，63集落が入
選し表彰されている。
　群馬県においては，これより10年後の1973年より
「農村生活環境整備特別対策事業」が導入された。
　1976年からは，　「生活環境改善対策事業」が導入
され，住民参加による，環境点検・改善が推進され
た。
　これは生活診断カルテ，環境点検地図の作成，農
家住宅・集落換気に対する，住民アンケート調査を
主としたものである。
　また，農家住宅，農業集落整備の優良事例を選出
し，　「環境コンクール」を行って，顕彰が行われて
きたが，これは自主的な環境整備，集落機能の保全
・推進，伝統的文化の継承などに，視点が置かれて
いる。
　1977年からは，環境点検，生活診断カルテ，アン
ケートなどによって摘出された，問題解決の方法と
して「手づくりのむら整備事業」が導入された。
　そしてソフト事業として推進されてきた環境診断
を受ける形で，ハードの側面としての事業が展開さ
れている。
　この事業では，合計20地域において成果を得てい
る。さらに，1983年からは，あかぎ国体によって盛
り上がった県民意識の高揚の発展を目的に，知事の
提唱による「むらづくり重点推進集落整備事業」が
開始された。
　この事業では，1983年から86年までに，県内83地
区が指定を受け，事業が推進されている。
　これは重点型集落（事業費約500万円），一般型集
蔀（1∫｛業費約200万ITI）に区分され，毎年20～30地区
を指定しながら，事業が展開されてきている。
　栃木県においては，1981年から現在まで，県単独
事業による，　「活力あるむらづくり推進パイロット
事業」が実施された。またこれと平行して，（ア）人
づくり，（イ）土づくり，（ウ）緑づくりをテーマとし
た，　「むらづくり総合振興対策事業」が，1985年よ
り実施されている。
　この事業では，現在までに，県内諸地域において
97集落が指定され，各集落ごとの活性化方策（農業
振興，環境づくり，コミュニティづくりなど）が，
目標に掲げられている。
　これら紹介した事業は，いずれも，むら起こしを
中心テーマとした事業である。これらの事業におい
ては，集落自治の活性化に成功し，多くの成果をあ
げている例がある。
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　反面，事業を推進することが困難な地域地区もあ
り，必ずしも成功事例ばかりではない。
　しかしながら，これまでの補助制度のあり方に対
し，新たな活路を予感させる意味を内在させていた
ように思われる。
　手づくりのむら整備事業は，約200万円の少額事
業費により，住民みずから環境の問題点を再点検し，
解決しようとする点において，大きな意味がある。
　それは，農業情勢が厳しい状況の中で，身の周り
の社会経済的問題をみずから採決し，近隣社会の連
帯性を生み出していこうとする点において意義が認
められる。
　成功事例において見られた，成功の条件としては，
（ア）有能なリーダーの存在，（イ）集団が目的集団と
しての活力を持つこと，（ウ）営農集団が生活環境整
備に対しても関心をもつこと，（エ）住民の環境に対
する意識の高さ，（オ）集落の問題は常に合議の上で
解決しようとする習慣が築かれていること，（カ）行
政や農協等との協力体制ができあがっていることな
どがある。
　これら諸条件の内，とりわけ重要なものは，リー
ダーの人格，指導力，行動力，企画力など，リーダ
ーの資質に負うところが大きく，良きリーダーに恵
まれた地域地区では，事業を楽しみながら推進して
きた様子さえ見られる。
　また，手づくりのむらづくりとは言うものの，県
・市川∫村など，行政の指導，支援体制も見逃すこと
のできない重要性を持っている。
　群馬県内では，集落，農協，行政など，関係者が
同・目的に対して，結集した結果として，大きな成
果を収めた’1F例も見られる。
　圏域内の事例としては，大間タ町塩沢地区，新里
村大久保地区，尾腸町得川地区，太田市新野地区，
館林市大島地区，板倉町大高島地区などがある。
　また，大間々町小平地区においては9種類の補助
事業を導入し，鐘乳洞の観光化を活路とした「小平
の里づくり」が進展している。
　また群馬県内における，他の優良事例としては，
片品村花咲地区における，民宿を中心とした，環境
整備，赤掘町香林下地区の集落広場がある。
　また富岡市黒岩地区の各種環境整備，伊勢崎市波
志江地区の郷土文化伝承，環境整備，文集づくりな
どが注目するべき成果と言える。
　これらの事例においては，単に物的な整備のみで
はなく，集落住民の「精神運動」とも言うべき，コ
ミュニティ活動，文化活動へと波及していった点が，
評価される。
　一方，栃木県側の例としては，足利市小俣北地区，
同川崎町，島田・渋垂地区，富田地区などにおいて
も，むらづくりが進められている。
　栃木県のむらづくり運動においては，単に生活環
境整備に止まらず，土づくりや特産物の育成など，
農業生産を含んでいる点が特徴的であり，その成果
が期待される。
　このように，農業をめぐる一般的情勢がきびしい
と言われる中で，主産地形成のできる作目育成，流
通の合理化，反収増，収益性の高い複合類型の組み
立て，営農集団の育成などが研究され，現状の打開
策が関係者間で検討されている。
　また農村コミュニティ変貌に対しても，生産環境
改善同様，新たな活動のあり方が検討され，集落自
治機能の活性化をめざして努力が払われている。
　特に山間地域においては，将来の老齢化が確実視
されており，旧来の生活環境保全のための維持機能
が，損なわれるのではないかという懸念がある。
　今後，集落の共同生活を推進していくための，新
たな活力が必要となってきている。
　3）農業近代化計画の進展
　圏域内において実施されてきた，農業近代化のた
めの事業としては，次の各項がある。
　①農村総合整備モデル事業
　　「対象地」板倉町・邑楽町・太田市・新田町・
　　　　　　　館林市
　②新農業構造改善事業
　　「対象地」葛生町・足利市・新田町・大間々町
　　　　　　　・新里村
　③県営，団体営圃場整備事業
　　「対象地」各市町村
　さらに，農村集落整備のための新たな方策として，
「集落整備法」が制定され，集落の土地利川計画，
集落整備に新たな展開を可能にしている。
　これら近代化計画は，農業をめぐる諸条件を包含
し，なお生産性の合理化，農業労働の集約化などを
目指している。
　しかしながら，各プロジェクトにおける，目標に
対して，予算的措置が遅々としており，計画全体の
実現は大巾に遅れてきている。
　一方，少数例とは言え，両県における先進的農業
集団として，米作・麦作における機械化集団，麦作
集団，果樹や花きの営農集団，施設園芸の集団など，
農業集団が育成され成果をおさめている。
　これらは難しいと言われながらも，集団化を進め
ている。
　また，農業と観光との関連づけ，農産物の加工に
よる農村工業の開発（1．5次産業化），リゾート法
制定やマルチハビテーション，グリーンツーリズム
等の進展に関連した，田園型住宅開発（クライネガ
ルテン等）も新たな農村振興方策として検討されて
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いる。
　これらは，圏域内農業を抜本的に展開するもので
はないかもしれないが，農村の活性化に関わる，新
たな素材として注目される。
　以上，圏域内における，農業近代化のための動き
を展望してきた。圏域内の農用地については，特に
渡良瀬川南部の平坦農業地帯における，農用地の保
全をどのように図っていくかが，大きな課題である。
　都市的土地利用進展の中で，とりわけ，水田耕作
等の農業の展望が課題となっている。
　また，渡良瀬川北部における，山間農業地帯につ
いては，耕作条件の悪い中で基盤整備など近代化が
図られてきている。
　しかしこれらの地区では，農地のまとまりがなく，
集約型で生産性の高い作目選定，営農種目の組み合
わせ，農業の観光化など，新たな展開が必要とされ
ている。
　この点に関しては，大間々町小平地区における，
「P．づくり’j喋における試みが，注［される所である。
　小平では，わい化リンゴ・ゆず・わさび・みょう
が・食用菊・その他の山菜など，地区の実情に合っ
た作物の，多品種少量生産の推進が注目される。
　また足利市における「杏の里」計画，ゴミ処理場
の余熱利用による施設園芸，新里村における水耕栽
培によるミニトマト栽培，薮塚本町における，バイ
オテノノノrlジー一による蘭の種r栽培などは，圏城内
の新たな動きである。
7．4　林業の現況と変化傾向
（1）林業の置かれた状況
　農山村地域における，1955年頃までの定住形態は，
地域の基幹産業と言うべき，農林業が重要な就業先
としててあった。そしてこの第一次産業による雇用
量がすなわち定住容量としてあった。
　しかしながら，林業においても現状は農業と同様
な構造的不況に遭遇し，林業専業はもとより，兼業
に関しても，決して有利な産業・就業先ではなくな
ったとの意見が多い。
　つまり林産物価額の低迷，林業労働力の他産業へ
の転換，林業基盤整備の遅れ，輸入木材の圧迫等々，
国の水準において，構造不況業種となっている。
　また労働力も農業同様，高齢化が進展し，肉体労
働は次第に困難なものになりつつある。
　ここでは，圏域内の林業を展望し，その実情を明
らかにする。
（2）調査分析の方法
　林業に関しては，各市町村に別途調査票を配布し、
特に林野面積に関する資料を収集した。
　また本節は，筆者が1986年及び1991年に執筆した，
栃木県葛生町振興計画策定作業において，同町森林
組合及び安蘇営林署におけるヒヤリング調査結果を
もととしている。
　更に筆者が1988年にまとめた，渡良瀬川流域の都
ilill羊，　pp2Z8～235，　1993イr，　起廷ヰ木ノiく，｝綬？レrlkl蝿‘tlllil3〔Jl，）
llj行の両毛地域整備計画調査，　pp40～45所収の筆者
による論述を加筆訂正したものである。
（3）林業の現況と変貌
　1）　圏域内における林野の分布
　圏域内には，赤城山系・足尾山系・八王r・山系に
属する67，779haの森林があり，圏域総面積の48．9％
を占めている。
　これらの森林は尾島町を除く19市町村内に存在す
る。
　森林面積が特に多い地域としては，田沼13，717
ha，東12，729ha，桐生9，785ha，黒保根村9，077
ha，足利8，229ha，葛生7，074haがある。
　平地林を除く林野は，渡良瀬川の北部一帯に集中
しており，黒保根・東・田沼・葛生は，林野率がそ
れぞれ，89．　9，88．7，77．5，74，2，73．2％と高い。
　これらの林業地帯においては，旧来より森林組合
が組織され，林業はもとより，林産物栽培と谷地や
丘陵地帯に広がるわずかな農地を利用して，農業が
行われ，比較的安定した山村生活が営まれていた。
　しかし，このように安定した，山村の生活体系は
ig55年頃まで残されていたものの，農山村地域に貨
幣経済が重要な意味を持ち始めるに従い，人口，そ
れも農業労働力の転出が見られるようになった。
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　こうした若年労働力を含む人口の転出に伴って，
山村生活も変化を余儀なくされ，林業そのものが，
この頃を境に衰退しはじめたと考えられる。
　現在の林業は，2度にわたるオイルショック等を
契機として，経済情勢が低迷状態に陥った，1973年
以降，最も主要な木材需要を担う，住宅建設の機運
が停滞しはじめ，木材はもとよりt一 ﾁ工製品全体の
需要減をもたらした。
　しかも，外材輸入の拡大は，木材の価額低迷を引
き起こし，労賃の上昇，林業諸経費の増大を伴いな
がら，収益性の低下をもたらした。
　このような状況から，林業経営者の間には「木を
伐ると損をする」といった嘆息すら聞かれるように
なり，経営放棄すら懸念される状況にある。
　林業経営の宿命的な課題は，幼木を植樹してから，
数十年の間は伐採ができず，収入が得られないこと
である。
　また短期間の需給の変動に対応できないことだと
言われる。
　戦後における林業の大きな変化は，1960年～70年
頃にかけての広葉樹の需要（薪炭・滑木）が減少し
たこと。
　そして良質材の拡大造林が行われたことによって，
現在は養生を必要とする幼齢林が多いことだという。
　人口林の多くは杉・檜であるが，その多くは5令
＼　　　　　　　　　　　　　　ノ　き　　　　　　　　　　　　　　！　ぐ㍉」へ　　　　　〉
　　　．AN＼．．．一，＿＿へ）』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼r咀丹只一FヒP
　　　　　　　　　　　　　1
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級以下の森林であり，保育を必要とする幼齢林が多
い。
　しかも除間伐を必要とする4～5令級の森林が多
く含まれている。
　林業における養生は間伐であるが，オイルショッ
ク以来の経済不況から林業経営意欲が減退し，林業
労働力の中高年化もあって，その進捗状況は遅々と
している。
　このことを解決するため，国の補助事業としては，
間伐促進総合対策事業・林業総合整備事業などが導
入され，推進されている。
　しかし自立経営林業家の育成を柱とする林業再建
は，根の深い問題である。
　現在までに，林業や山村振興を目的として，新林
業構造改善事業・山村振興事業が導入され，林業基
盤整備・機械化の促進・その他林業近代化事業が推
進されている。
　圏域内における地域経済，ひいては山村への人口
定住と林業振興とは不可分の関係にある。
　林業振興は農業とともに，将来の山村における重
要な課題である。
　近年においては，林業振興を山村における単なる
産業振興としての捉え方から，水源地帯における水
源酒養という新たな視点が登場した。
　これは山林の保全を水源と流域全体の問題として
捉えようとするものである。
　ここで林業の抱える主要な問題点を整理すると，
　（ア）木材価額の低下による経営意欲の減退
　（イ）林業労働力の減少と中高年化傾向
　（ハ）除間伐の遅滞
　（二）機械化による省力化が他産業と比較して遅れ
　　　ている
　（ホ）林業基盤である，林道網の整備が遅れており，
　　　補助事業である林業基盤整備においては，木
　　　材価額の低迷から，受益者が投資効果を考え，
　　　意欲を低下させている
　（へ）新製品の開発，流通の合理化が進展しない
などがあげられている。
　木材価額については，木材需要と直接関係してい
る。しかし，住宅建設が低迷している上，従来の木
材需要源であった，亀柱・矢板・建設用杭・塀・門
柱・橋梁・その他，多様な需要形態が新材料，特に
コンクリート加工品・コンクリートブロック・金属
製品に変化したことから，木材製品の需要を根本的
に変えたといわれる。
　また住宅建築に関しても，建築基準法や消防法等
による，内外装材の非木材化（不燃化）の傾向にあ
り，ここでも木材需要の低下を引き起こしている・
　さらに輸入木材及び2次製品は，国産の木材・加
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工製品の需要を圧迫しており，木材関係の全般的な
停滞に拍車をかけている。
　林地の保全上不可欠な，間伐については，除間伐
促進が森林の養生に重要であることを十分認識して
いても，林業労働力が不足している上，労働力を投
入しても利潤につながらないなどの経営的な制約条
件から促進できないのが実状である。
　林業の機械化は，労働生産性を向上させる上にお
いて，今日的課題である。
　しかしながら他の第一次産業に比べて，作業条件
の悪い地理地形条件に置かれているため，基盤整備
の立ち遅れも影響しながら遅々としている。
　林業基盤として重要な，林道の整備促進は，基幹
林道整備は一定の水準に達している。
　しかし支線となる林道網の整備が立ち遅れ，伐採
樹木の搬出上支障を来している。
　このことは，中高年化しつつある林業労働者の作
業環暁として，作業能率の向上を阻む要因となって
いる。
　またこれは除間伐促進においても多大な影響力を
持っており，風倒木や間伐材の搬出を困難にしてい
る。
　木材及び加工品など，林産資源の新たな活用につ
いては，全国の「村づくり運動」の中で，さまざま
な試みが行われている。
　しかしながら，従前の大量需要につながる抜本的
な傭要構造の変革を促す，イ1’力な活路を見いだすに
は至っていない。
　圏域内には，67，779haという，農地に換算すれば
きわめて広大な森林がある。従ってこれらの活用は
地域経済振興ヒ，重要な課題である。
　これは林野率の高い東・黒保根・田沼・葛生の4
町村，そして市部では桐生・足利市である。
　これらの地域においては，現状打開のための努力
が行われているものの，現在のところ有力な展望は
ない。
　2）　指標から見た林業の変化傾向
　森林総lrli積の構成は，12．8％に当る8，700haが国
有林，8Z　2％の59，079haは，民有林となっており，
国有林は，黒保根・田沼・桐生の各地域に多い。
　その詳細は表7－6・7に示す通りである。
　民有林が多い地域としては，東村12，0009ha，田
沼町12，364ha，桐生市8，503ha，足利市7，988ha，葛
生町7，0074haであり，いずれも渡良瀬川以北の地域
である。
　森林の現況は，58，　0095haが立木地であり，その
54％は人工林，46％は天然林である。
　竹林は230haと少なく，無立地は1．2％の691haで
ある。
　樹種は針葉樹が過半数の59．3％，34，441ha，広葉
樹が40．7％，23，653haであるが，広葉樹林の大半は
天然林である。
　天然林面積26，785haの内，約12％は針葉樹，88％
は広葉樹となっているが，人工林では5haが広葉樹
林である。
　このことは山林の広大な地域のみならず，平地林
主体の館林・邑楽地域においても同様である。
　この地域においては418haの林地があるが，いず
れも平地林であり，明治時代になってから開墾され，
農地となった。
　しかし戦時中は，この一部を軍事施設として利用
され，1955年以降の各種開発行為やアーバンスプロ
ールによって住宅地・工場用地に転用され，減少し
た。
　特に変化の激しいのは，古くから「笠懸野」と呼
ばれてきた太田市から笠懸町に至る畑作地帯であり，
新田町・藪塚本町・笠懸町における平地林は極端に
減少した。
　また邑楽町・千代田町・館林市にかけての平地林
も1965年代の開発機運が高まった時期において，急
速に開発が進んだ。これは高度経済成長の時代に，
土地需要の高まりを，開発への抵抗が少ない平地林
に求めた結果であり，一部は工業団地となっている。
　渡良瀬川北部一帯の山林においては，これまでに
葛生・田沼・佐野・足利・新里の各地において，ゴ
ルフ場開発が行われ，8施設が開発された。
（4）林業の展望
　以上述べてきたように，林業も構造的と言うべき
衰退を続けてきたいるが，こうした状況を改善する
ためには，　「林業経営基盤の整備，国産木材の需要
拡大対策，流通価額対策，木材を原材料とする新製
品の開発，森林の公益機能に対する応益分担精度の
推進，林業税制の改善，林業労働力確保，協業化の
促進等，大きくは8項目にわたる改善策が提起され
ている。
　これを具体的に推進していくためには，森林所有
者をはじめ，林務行政関係者，地域社会笠が一・体と
なって行わなければ実現しない」と言う。　（引用資
料：葛生町振興計画における葛生町森林組合の意見）
　林業基盤整備とは，林産物の生産性向上と密着し
ている，林道網整備や，木材市場の広域化，交通手
段の発展に対応することなどが含まれている。
　現状としては，木材搬出のための支線林道や，橋
梁など，木材伐採現場に近い部分の基盤整備がある。
また，水系に沿って設置されている，山岳間の幹線
道路網の抜本的な改善が必要とされている。
　谷相互の空間距離は近いのに，いったん谷を下り
なければ次の谷に入れない地形は至る所にある。
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　次に除聞伐促進に関しては，間伐のための労働力
が不足していること，直接利益にならない作業に対
して労力を費やせない経済的な事情などがある。そ
のため遅々として進まないのが現状である。
　また搬出路が未整備であることも悪条件として加
わり，除間伐は手間のかかる作業となっている。
　圏域内の林地を踏査してみると，風倒木が谷川に
倒れ，また除間伐がなされないまま，放置され，密
林の状態になっている例も多い。
　これらは搬出しても作業費にすらならないために，
結局朽ち果てるまで放置せざるを得ないという。
　これらの中には中径木も含ま流，建築材料として
活用できる材料もある。
　このような悪条件を改善するためには，　「林業構
造改善事業や，山村振興事業等，国の補助事業を導
入することが有効であるが，林業家・森林組合など
の自助努力が最も重要」だと言われる。　（引用資料
：葛生町振興計画における葛生町森林組合の意見）
表7－6　国有林・民有林別森林面積
（単位lha．％）
市　村 林　　面　　積　林計画
謌譁ﾊ積
i市町村面積） 総数 国有林 民有林
林野一‘
@（審）
桐生… 13，193978512828，5σ3 74．2
太田市 9，752 757 一 757 ？．8
館林市 6，083 47 一 47 0．8
足利市 17，7688229 241 7，988 46．3
佐野市 8，49i 1，490 65 1425175
大間々町 4，793　　一　3，361一 一 3361　70｝一’一
藪　本町 2，097 133 一 133
笠懸町 1，831 145 一 145
?」．?
新甲村 3556日30 46 1，084 318
黒保根村 10，2399，0？7 4，981 4，096887
東　村 14，16612，729 72012，0G9899
新田町 3，825 12 12 一 03
板倉町 4，134 6 一 6 o［
明和村 1，g14 3 一 3 0．2
千f田町 2180 36 一 36 17
大泉町 ！，841 3 一 3 0．2
邑楽町 3，047 45 一 45 15
田沼町 186013717135312，36473？
葛牛町 9，129 7，074 一 7，074 7？5
両　邑域 138，56067，7798，70059，07948．9
注：1：’『出　r群馬県』計‘，　了…県統計年・，利根沼田
　　地城森計画書，佐野地域森林計画書
注：2：圃域総而積には尾馬町を含む
表7－7　樹種別森林面積
（じず　曲’　・ha　　　・m》
、宅　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　b 寸‘　’　恒　　　　　摘嬰
C1∫町　名
総数 人　　　］’
?
竹林 総数 伐採 未立 吏新
針葉 ’葉 針葉 広葉樹
?
広葉 跡 木地 困　地
Wl昌市 h’ 85038392535303953535353一 3039｝ 3039 29 80 　 一 3
17651？65151325215131513一 252 　 252 6 59
?
3 一
太田市 「 757 733 350 383 350 350 一 383 一 383 2 ｝ 一 一 一
140 140 105 35 105 lo5 一 路 一 35 o 一 　 一 一
館林山 47 45 32 13 32 32 一 13 一 13 1 一 一 一 一
12
?
10 z
?
10 一 2 一 2 o 一 ｝ 一 一
足利r』 血’ 79727870465732134563454 2 44141203211 23 77 13 64 1
954 954 725 229 509 509 0 445 216 229 一 一 一 一 一
佐野市 14121377928 449 311 311 0 1066617 449 4
?
9 22 一
152 15言 118 34 26 266 0 126 91 34 一 一 一 一 一
大間々町 33613　191685163416851685一 1634一 1634 14 28 23 5 o
510 510 3go 120 3go 390 一 120 　 120 3 一 一 一 一
藪塚本町 ’ 133 132 70 62 70 70 一 62 一 62 o 1 0 0 一
25
?
19 6
? ?
一 6 一 6 0 一 一 一 一
笠懸町 14 143 34 lD9
?
4 一 109 一 lo9 1 1 1 一?? ??
9 8 9 9 一 8 一 8 0 　 一 一 一
新里村 10呂41053539 514 539 539 一 514 一 514 12 18 6
?
一
159 159 1！7 41 117 117 一 41 一
?
2 一 一 一 一
黒保根村 一 4θ98402？23821δ452382382一 1545一 1ε45 34 35 18 18 o
？1 701 555 146 555 555 一 146 一 146 7 一 一 一 一
東　村 ， 12009lI8334913692048394839一 6994 74 6920 25 148 39 io9 4
185618561101 75510901090一 766
?
755 5 一 一 一 一
新田町 ‘ 12
?
12 12
?
一 一 一 一 一 一 一 一 一
3 3 3 3 3 一 一 一 一 一 一 一 一 一
板倉町
? 6 2 0 2 o 0 一 2 一 2 4 一 一 一 一
0 o 0 0 0 一 o 一 0
」
一 一 一 一
明和村 3 2 2 o 2 2 一 0 一 0 1 一 一 一 一? 1 1 0 1 1 一 0 一 0 0 一 一 一 一
千代田町 36 6 2？ 9 27 27 ｝ 9 一 9 一 一 一 一 一
10 10 9 ? 9 9 一 1 一 1 一 一 一 一 一
大泉町 ・冒 3 3 1 2 1 1 一 2 一 2 一 一 一 一 一
1 1 0 0 0 o 一 0 一 0 一 ｝ 一 一 一
＆楽町 45 45 33
? 33 33 一
?
一
?
0 0 一 o
12 陰
? 「 ? ?
一 1 一 1 0 一 一 一 ｝
田沼町 1235812161806540957244？242 2 49178244093 76 117 24 93 5
17651765i416349122？1227 o 538 189 349 一 一 一 一 一
葛生町 膠 70706910535？155349394938 1 1971 4191552 5 154 9 145 2
一 一 一 一 一
両毛地域 ’ 595025臼09534441236533130931304 5 26785313723648230 691 200 490 i5
gzOl騒2017069213164了06470 0 27295982131 24 一 一 一 一
注：1　資料出典，ff馬県統計年鑑，栃木県統計年鑑及び，利根渡良浪瀬地域森林計画書，佐発地域森林計画書による．
　2　資料は，19ε8年現在の数字である。
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　一般的に負担の大きい，間伐材の利用に関しては，
新らしい動きが見られる。
　例えば，黒保根村におけるログハウス，宮城県津
山町の「もくもくハウス」などに代表される，活用
例である・
　また津山町では，大学の工業意匠分野との協力に
よって，杉の合板による「矢羽集成材」が開発され，
これを素材として，家具や什器などの生産が行われ
ている。
　更に，間伐材ではないが，群馬県上野村では，老
人福祉の目的で始められた，木工作業が販売できる
製品にまでこぎっけた例もある。
　他方，栃木県下においては，小学校の内装に木材
を使用し，県産材の需要拡大を図っている例や，群
馬県新治村猿ケ京小学校にように，全て木造で新築
した例もある。
　これらは林業振興と木材の持つ，建築柑料として
の暖かみを再評価する機運の現れと言える。
　木材の需要拡大対策については，長引く建設業の
不況と，密接な関係があるが，内需が拡大するとと
もに，輸入木材との価額競争に勝ち抜いていかなけ
れば，林業の存続は難しいようである。
　そのためには，森林所有者が連帯性を強化すると
ともに，行政・加工・流通・建築業界・末端消費者
等の連携を深めて，利用拡大を図ることが重要と林
業の専門家は指摘する。
　樹種についても，現在の人工林に見られる，杉・
檜等普通材に限らず，樫など種類の豊富な植林が必
要だといわれ，銘木の育成も選択枝とされる。
　流通価額対策については，従来の木材流通から，
共販所等を中心とした流通組織の刷新を図り，生産
加工から販売までを一貫した系統として中間利益を
削減することも経営上有効だと言われる。
　新製品の開発に関しては，流通との関わりもあり，
難しい課題であるが，林業振興は，個性的で独自の
アイディアを駆使しなければ現状打破は難しい状況
にある。
　津山町・上野村などの例は，今後の林業の方向を
示唆する優良事例と言えよう・し，ログハウスをキッ
トとして販売する例も活用できる事例であろう。
　しかしながら，これらの例も，成功までに幾多の
努力と失敗があり，試行錯誤の末，生み出されたも
のである。
　国の施策としては，林野庁による分収林事業が行
われているが，自治体の事業としても全国的に分収
林の例が見られる。
　例えば，北海道上川支庁の下川町においては，林
野保全のために，　「2000年の森」と命名した唐松の
分収林を販売し，全国から出資を募って成功してい
る。
　分収林事業においては，林業の特徴である利益の
回収に長期間を必要とすることから，下川町の場合，
地場産品を，毎年会員に送付している。
　森林保全に関する，応益分担制度とは，森林の持
つ公益的機能を保全していくためには，水源地域に
おける森林保全のみならず，流域及び下流の自治体
や地方公共団体，あるいはナショナルトラストのよ
うな市民段階での支持が必要である。
　そこで森林保全のための基金を募ったり，労力提
供等による，上流・下流が連帯した森林保全策が必
要だというのが応益分担制度である。
　昨今の異常渇水も，林地の荒廃が無関係とは言え
ないし，地球環境の視点から見ても，林地の保全は
森林地域のみの問題では済まされない。
　第一次産業に共通して，最も重大な関心事は労働
力確保である。戦後40年間において，構造的とも言
うべき就業構造の変化は，相当根深い問題である。
　将来展望は決して楽観を許す状況ではないが，昨
今の状況として，地球環境や自然生態，水管理など
の諸問題が次第に共通認識として浸透してきている。
　また一方では，グリーンツーリズム，ピオトープ
など新しい概念が登場してきている。
　山村振興において，こうした新しい概念を導入し，
森林と観光，林産資源を活用した地域の活性化の枠
組の中から林業振興方策が生み出されるのではない
だろうか。
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7．5　鉱工業の特性と変化傾向
（1）調査分析の方法
　鉱工業に関しては，各市町村に別途調査票を配布
し，事業所，従業者，製造品出荷額，工業開発傾向
に関する資料を収集した。
　また本節は，筆者が1988年にまとめた，渡良瀬川
流域の都市群，pp97～139，　1993年にまとめた，両
毛クラスター，パラダイム21，pp49～63，農林水産
省関東農政局刊行の両毛地域整備計画調査，pp46～
52，所収の筆者による論述を加筆訂正したものであ
る。
（2）　鉱工業の概況
　両毛地域は，歴史的に養蚕の盛んな地帯であった
ことから前橋や伊勢崎と共に，伝統的な織物業，繊
維産業地帯として盛況を続けてきた。
　従って，少なくとも戦前までは桐生・足利の2大
産地をはじめとして，佐野の綿縮緬，館林のかすり，
邑楽の中野がすりなど，各地の特産的繊維製品が生
産され，両毛全域としての基幹的産業の位置を持っ
ていた。
　従って，群馬・栃木両県においても両毛地域は早
い時期から工業地帯としての地位を確立し，広い範
囲から労働，流通関係の人々が訪れる状況であった。
　また，織物業を媒体として圏域内の交流も頻繁に
行われてきており，特に桐生市，太田市の結びつき
は強い。
　この時代における太田市は現在とは全く異なり，
地場席業としては伊勢崎，桐生などの繊維業の下請
業としての生産基地であった。
　また農村地帯は全国有数の養蚕地帯として，これ
らの機業地と関係しながら，賃機および下椿えなど，
農家の副業として格好な収入源を繊維産業に求めて
いた。
　繊維産業の労働力は新潟，埼玉，茨城などの近県
をはじめ，遠くは東北地方の着い労働力を集める盤
富な労働機会を有していた。
　時代のすう勢は，繊維関連業種に構造的な不況を
もたらした。
　そして全国的な規模で進展する機械金属・電気機
器・精密機械・輸送機器・先端産業などの台頭を迎
えた。
　当圏域もまた，全国の縮図のように伝統的基幹産
業の衰退と新規業種の進展を迎えることとなった。
（3）　地域別特性と推移傾向
　1）桐生市
　桐生市における織物の歴史は古く，伝説では759
年頃まで遡るとされているが，とりわけ江戸時代末
期の寛政年間（1790年頃）に，京都の西陣から伝え
られた紋織り技法の導入によっセ，国内の有力な織
物産地になったと言われている。
　天保年間（1830年頃）には，綾織，御召，金らん，
どん子，縮緬，羽二重など，西陣紋織物のほとんど
が桐生で生産されるようになり，やがて生産高にお
いても西陣を上回るまでに成長した。
　その後，明治年間における力織機の導入，日本織
物株式会社の設立，自前の発電機導入による電化の
促進など，画期的な近代化が行われた。
　またジャガード機の導入も，画期的な変化と言わ
れている。
　織物の輸出は幕末において既に行われ，安政，慶
応年間にハンカチやこはく織りなどが売り込まれた。
　本格的な輸出としては，1879年，91年，95年に羽
二重，富士絹，タフタなどをアメリカ，インドなど
へ輸出した。
　1915年には，輸出織物組合内に外国課を設置し，
上海，インドネシア等へ駐在員，調査員を派遣し市
場拡大に赴いている。
　桐生市の織物が衰退した第一段階の大きな出来事
としては，戦事中の金属回収に伴う織機のスクラップ化
があり，広幅，小幅織機とも，終戦時には産地の面
影を残さないまでに激減した。
　長い織物産地としての歴史において，桐生市が最
も隆盛をきわめたのは戦前までであったとの見解が
あり，以後は長期低落傾向を余儀なくされた。
　戦後の復興期にあっては，キャサリン台風などの
被害が発生したものの，人絹の生産は活況を呈した。
全国的な織機の復元は，当時の桐生に大きな利益を
もたらした。
　しかしながら，朝鮮動乱の時期を契機とし，発展
途上国の工業化進展や，国民の衣生活の欧米化など，
繊維をめぐる客観情勢の著しい変化により，桐生市
の織物業界に不況が訪れたのである。
　その後，織物業および，関連産業の業種業態変化
が起り，機械部品の加工，プレス加工，プラスティ
ック加工，輸送機器の部品製造，金型製作，などへ
の転業が進展した。
　そして大手といわれた繊維関連業種においても，
昔日の面影を止めない状況となった。しかしながら
1985年時点においてなお，事業所数1，871，従業者
数9，180人が操業に従事している。
　繊維産業地，桐生市としては，将来の地場産業振
興と活性化への強い期待があり更に努力が続けられ
ている。
　しかし，時代の変遷は産業構造に対しても変化を
与え，1966年には，市内の機械金属関連企業が製造
品出荷額において，繊維業との地位を逆転するとこ
ろまで成長してきている。
　2）足利市
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　「足利市の織物業についても，桐生同様に古い歴
史を持っているが，文化・文政の頃に下渋垂村にお
いて，双子木綿縮が製造されたとの記録がある。
　足利織物が産業として発展しはじめるのは，近世
末期である。織物関係者は，足利藩の支援を得なが
ら，問屋制前貸制度の導入による，農民の賃機生産
形態が行われた。これは1925年頃まで続けられたと
言われている。　　　　　　：
　江戸中期における，足利の繊維関連業種としては，
機屋，糸撚，織仲買，京染屋，呉服太物屋等があっ
た。
　織物業に画期的な変化をもたらしたのは，横浜開
港であり，特に桐生は絹織物の産地として需要の増
大はもとより，原料不足などが発生した。
　足利においては綿織物が主体であったために，直
接的な影響は少なかったと言われるが，高級織物を
扱っていた生産者，商人も居たことから，横浜との
関連が深まり，その後の発展に大きな影響を与えた。
　明治年間においては，本町，大日の東西に三大生
産基地が栄え，関連業種は緑町及び，通1～3丁目
に集中していた。
　1885年には，織物講習所が設立され後の足利工業
高校の前身となった。
　1898年には足利織物同業組合設立，1859年に織物
業の繁栄を基盤とした足利銀行を設立，1901年の蒸
気機関の導入などが特記するべき出来事として記録
されている。
　1927年に組織された足利銘仙会は，後に足利の主
力織物のもとを成した。」　（引用資料：足利地域商
業近代化地域計画報告書，pp13～14）
　足利市が，桐生と異なる近代化路線を歩き始める
のは，トリコットの導入であり，1955年代に隆盛を
きわめるトリコット工業団地の建設がある。
　これはしばらく活況を呈し，関連企業に働く若い
女性労働力は遠く東北などから足利へ就業した。ま
たこれらの女性達のために，定時制高校まで設立さ
れている。
　足利における繊維の衰退は桐生と同様，国内の衣
生活の変化による影響が大きいが，近代化路線とし
て導入されたトリコットについては，素材の流行
の移り変りと共に，繊維の構造的不況の影響を多分
に受けたものと推察される。
　足利の場合も，繊維から他業種への転換が行われ
たが，転換業種としては，鉄鋼・機械関係であり，
家電，輸送機械，アルミニウム関係，プラスティツ
ク関係などである。
　繊維と鉄鋼・機械等は同市純生産の60％以上を占
めており，1974年以降は，この両者が交互に上位を
占めながら推移してきている。
　3）太田市
　太田市における工業の推移は，中島飛行機製作所
を除いては語れず，同市の工業の大半は，これによ
る所が大きいと言える。これを母体とした富士重工
が，その後にもたらしてくれた多大な利益を考える
と，その価値はきわめて大きい。
　しかしながら，中島飛行機は軍需産業であったわ
けであり，民間の工業発達史としては別な側面を見
ておかなければならない。
　戦前戦後を通じて，近隣農村の生活中心であった
太田町は，桐生や伊勢崎の織物業に関係し，賃機や
繊維関連産業を扱う繊維の町としての側面を持って
いた。
　戦後の混乱期において，統制品であった繊維にい
ち早く目をつけた先覚者がおり，雑繊維を手紡によ
って紡ぎ，代用繊維として開発したのが，メリヤス
の始まりだと言われている。
　これは「毛糸らしきもの」の発見であり，一大プ
ームを巻き起こした。
　しかしながら，産地形成が成るかと見えたメリヤ
スも，足利市のトリコット同様，繊維素材の流行，
繊維産業の発展途上国への移行，繊維の構造不況な
どの影響を受け，急速に衰退した。
　同市においては，主力の輸送機器J家電等に加え
て，繊維産業が操業しているのは，こうした歴史的
経過によるものである。
　太田市が今日の発展を遂げたのは，中島飛行機製
作所が残した広大な工業用地と技術陣であり，それ
が高度経済成長に伴った所得水準の向上，モータリ
ゼーションの著しい発展に乗り，自動車産業に結実
した結果である。
　また市町村合併の際に，市域に編入された周辺農
業地帯（宝泉・沢野・九合・休泊・韮川・鳥之郷）
は，
市の工業化促進，都市的発展において，多大な貢献
をする結果となった。
　このように，1960年頃までは，その成長の想像も
つかない小都市が，両毛地域はもとより，群馬県下
でも有数の工業都市として成長したのである。
　そして富士重工を中心とし，下請，孫請，サービ
ス業などが立地を促し，産業の活力は著しく上昇し
た。
　他方，新規に，鉄鋼関係の企業も成長を遂げ，自
動車産業一辺倒の様相に対し，新たな産業の萌芽を
予測させている。
　しかしながら，自動車産業を基盤とする，企業城
下町的産業構造の将来については，決して楽観論ば
かりではなく，韓国車の追い上げや，市場性の問題，
国内需要など，将来の産業開発のあり方について，
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新たな展望が必要であるとの意見がある。
　4）館林市
　館林における工業の歴史は，農業地帯であること
から，製粉，醤油製造，およびその加工製品製造な
ど，食料加工業と，着尺のかすりを中心とした，繊
維産業などが古い時代に営まれていた。
　しかし桐生・足利など古い工業都市や，太田のよ
うな新産業都市と比較して，館林を工業都市と認め
るには至らずに，近年まで経過してきた。
　その後，同市が急速に工業化路線に踏み出すので
ある。
　その第一段階としては，1961年に山田工業団地造
成，1964年館林工業団地造成着手，1970年北部工業
団地造成開始，73年に鞍掛工業団地造成着手などを
経てきた。
　この工業団地の相次ぐ建設は，農業立市を市是の
ようにして発展してきた，同市の成長の方向に多大
な影響を与えることとなった。
　特に鞍掛工業団地に，電子計算機製造の有力企業
が立地したことは，同市の発展への志向性に大きな
影響を与えることとなり，工業化へ傾斜はさらに高
まっている。
　一方，長年にわたって同市に貢献してきた，既存
の工業としては製粉会社，醤油製造会社があり，同
市が水資源に恵まれていたため，その他の水利用型
の中小工業も立地した。
　5）佐野市
　佐野市における工業の歴史は，古くは天明鋳物に
始まり，綿縮みなどの繊維産業を経て，1961年に栃
木県内でも早い時期に開発された，佐野工業団地に
よるll業導入へと移行していく。
　同市における現在の主力工業としては，縫製業な
どがあるが，その他は多種多様な工業業種が市街地
の中にも立地している。
　しかしながら，同市においては産地として定着す
る有力な業種は現在のところ見あたらず，工業団地
立地企業の伸びも鈍っている。
　従って，新たな工業開発の必要性が叫ばれるよう
になり，近年，工業開発のための調査研究が進めら
れてきている。
　一方，同市においては，古くから人形の製作が行
われてきたが，これも埼玉県岩規市に生産の主体が
移行する結果となっており，地場産業の形成に苦慮
している様子を知ることができる。
　6）大泉町
　大泉町の工業発達史においては，数百年の歴史を
持つ小泉焼きから始まるが，伝統的・基幹的工業は
なく，tg42年より中島飛行機小泉製作所として，軍
需産業からその礎が築かれた。
　戦後，製作所および太田・小泉飛行場は米軍に接
収されたが，！959年に返還され・1961年に東京三洋
電気株式会社が立地した。
　これより早く，1957年に小泉町と大川村が合併し，
現在の大泉町が誕生している。
　大泉町における戦後の工業発達史は，東京三洋電
気とともにあり，その興亡がそのまま，町の経済に
影響する状況となっている。
　またこれと関連した，下請，孫請企業などの立地
も見られ，群馬県内，両毛地域でも有数の工業地域
に成長した。
7）葛生町
　葛生町の基幹産業は鉱工業であり，古くは江戸時
代の「石ばい」にさかのぼる。
　葛生より佐野市の赤見に至る，石灰石の鉱床は約
20億トンを越える埋蔵量を残している。
　ここでは，石灰石そのものの利用として，砕石を
出荷しているが，その他石灰石関係としては，生石
灰，消石灰，炭酸カルシウム，苦土生石灰，苦土消
石灰が製造されている。
　またドロマイト関係としては，ドロマイトクリン
カー，ドロマイトプラスター，炭酸苦土石灰，ドロ
マイト原石が産出されている。
　さらに住友セメントによるセメント製造がある。
　葛生町の都市計画，上水道の普及，葛生会館の建
設などは，鉱工業の繁栄に支えられて，他地域より
著しく早い時期にはじめられ，町内の林業，農業関
係者も何らかの形で，鉱工業に関係していると言わ
れる。
　葛生町の経済は，これら鉱工業の好不景気により，
大きく左右されて推移してきており，1975年代に入
って訪れた不況は，人口減少をもたらし，林業の不
況とともに，同町経済再建の大きな課題である。
（4）工業関係指標から見た工業の変化傾向
　表7－8・9により，圏域内各市町村の工業関係
指標の推移傾向を述べる。
　圏域内の工業は，両毛地域の所属する両県はもと
より，特定地域は関東地方でも有数の工業都市とし
て特化してきている。
　この変化傾向を知るための主要指標として，ここ
では1960年から85年までの，各工業統計調査年次に
おける，工業事業所数，工業従業者数，製造品出荷
額の変化傾向について述べる。
　1）工業事業所数、従業者数
　圏域内に立地する事業所は，1960年時点において
9，148であった。また，これら事業所への従業者数
は100，167人であった。
　1960年は未だ国土復興期であり，桐生市・足利市
などは繊維が再び活力を得た時期である。
一一@1go一
表7－8工業事業所数・従業者数推移
（単 ：事業所・人）
1960： 1965 1970 1975 1980… 1985艦
市町寸 事業∫ ’業ヨ 事業 事業 従・ 事・1 一尾ご u 事・1 ・　　蒐　　．@　　1 事業1 曳　　」
304731133322433166324030712371227016325924470280723798挫市
@　　了 532 10487 764 田495 ！264 22106142319910 1321 2口56 ［娼9 26δ53
483 5932 668 8447 840 loo74 828 10437 835 Ilo55 828 12186
吼lr」 29652821640253379441呂8 332384252312583731281603865302？0
二、Ij’
?
「丁
． ?
し　1
? 155 2242 215 22了4 295 32B5 371 3206 357 3窪66 3農2 4010
20 285 24 434 50 840 86 1499 180 2291 200 3255
笠，町 25 【51 35 161 56 504 104 725 174 1209 34了 2221
11、 14 ’43 【3 73
?
295 49 503 5了 905 96 1339
ll　t 7 107 7 10了 9 198 19 243 20 22詫 24 192
1「
? II4 32 383 51 649 45 454 5了 5病2 5R 551
．醐1 83 1799 121 2538 158 2813 152 2267 ［39 2458 140 2709
64 548 田 1350 124 2040 187 2941 204 3813 218 4943? 35 260 77 487 ll5 816 115 780 Io9 878 121 1389
釘・ 35 246 44 457
?
913 96 1409 126 1710 134 2303
千　　町 26 140 47 595 54 66弓 107 1084 ll8 旧45 1舗 1743
大’田 io7 3066 乳72 7469 297 Il683 325 125了3 窓95 14424 3Q9 19985
? 60 558 ？3 1300 【21 1933 156 2452 1？1 3142 245 5436
? 167 1488 327 2806 356 3330 324 3053 357 3231 347 3275
’：阿
?
? ． 15 ?
町村・ 841 14419 ！3？5 2371318803314522183602624534i　518 295250039
A．　　肚 9148toO　l67112761267451270014268513呂92i3872812915140730130？8156979
B　，，県書 11985141812i35711874741577623［385171862245661716723241217444269188
C　’ 9646109276li4301519241292320745415041226276L4646233？2815584259938
A／B 76．3 ？0．6 83．1 67．6 80．5 61．6 80．3 61．8 75．2 60．6 74．9 58．3
A／C 94．8 91．7 98．7 83．4 98．2 68．7 92．4 61．3 88．2 60．2 83．9 60．3
注：1　資料出典，各年工業統計調査結果による。
表7－9製造品出荷額推移・推計
『tl　l
2
資料出典，各年工藁統計調査にaよる．但し1990年，．1995年について．
は殿小二乗法による推．計偵である．
1Y6〔1年の，klil巾のlh御徹には，毛：i
は坂西町・御厨町を加算した．
、1村・宝泉村をを加鼻．，足利’1，に
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　この内5市に立地していた事業所は，全体の91％，
従業者数は86％と圏域の大半を占めていた。
　圏域全体としては，1980年の調査時点において，
事業所数の減少が見られるものの，85年には再び増
加している。
　しかしながら，市部においては，1975年まで増加
してきたものが以後は減少に転じ，85年の対1960年
比は123％である。
　また従業者数にっいても，大量の労働力を必要と
する繊維産業の伸び悩みから，対1960年比は125％
と事業所数同様微小の伸びに止まる。
　一方，町村部については，1960年において事業所
　　　　　　　　　　　　　　1数841，従業者数14，419人であったものが，各調査
年次ごとに増加に一途をたどり，1985年の対1960年
比は，それぞれ339％，347％と，3倍を越える増加
を示している。
　これは都市部からの企業移転，農山村地域への工
業立地に伴う影響と見られる。
　次に地域別に事業所数，従業者数の動向を見ると，
桐生市・足利市・佐野市の3市は，いずれも1975年
をピークとして，事業所数が減少に転じており，太
田市・館林市は，1960年以来増加の一途をたどって
きている。
　また従業者数については，桐生・足利市は1970年
をピークとして，以後は減少に転じた。
　太田市・館林市・佐野市においては，各調査年次
ごとに若干の増減が見られるものの，長期的には増
加傾向にある。
　5市平均で見た場合，事業所数の伸びが125％で
あるのに対して，太田市では280％と高く，館林市
は171％で，市部平均を上回る傾向を示している。
　一方，従業者数においては太田・館林・佐野の3
市において，大きな増加が見られ，太田市は1960年
時点の10，　487人が25，653人に，館林市は5，932人が
253％に相当する12，186人に，佐野市は9，980人が
151％に相当する15，043人にそれぞれ増加している。
　他方，町村部の中では，大泉町を別格として，大
間々・薮塚・笠懸・新田・板倉・明和・邑楽・千代
田・田沼の9町村における事業所数，従業者数の著
しい増加が見られる。
　これらの多くは，かっての純農村であるが，先の
就業構造の項で明らかなように，農村の就業形態が
、頚甥
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大きく変化してきていることを示している。　　　　田・1，264億円，邑楽・1，965億円などである。
　町村の中で著しい変化が見られるのは大泉町であ　　　これらはむろん，同年におけるそれぞれの地域に
る。この町では，1985年における事業所数が，60年　　おける農業粗生産額を，10倍以上上回っている。ま
の約3倍に膨れ上がり，実数の上では少ないが，従　　たこれら以外でも，工業団地造成企業業誘致を行
業者数は1960年の3，066人が652％と・大巾に増加し　　った地域における出荷額は，大きく伸びている。
て19，　985人となった・　　　　　　　　　　　　　　1960年を100とする指数の推移において，25年間
　これは館林・佐野の両市を上回っている。　　　　　の伸びを示すと，新里・L756倍，千代田・948倍，
　2）製造品出荷額の変化傾向　　　　　　　　　　　薮塚・730倍など，工業の急激な成長を認めること
①圏域全体の動向　　　　　　　　　　　　　　ができる。
　図7－12，表7－9より，圏域内の製造品出荷額　　　次に1960年以降の推移傾向について見てみよう。
推移を述べる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　1960年における圏域全体の製造品出荷額は1，　OO
　1985年における製造品出荷額は，圏域全体として，　6億円であったが，その内で，5市の占有率は71．5
4兆233億5，200万円である。　　　　　　　　　　％であった。
　これは群馬県全県の出荷額に対しては63．2％，栃　　　市町村別では足利市が約290億円で，町村全体の
木県全県に対しては64，7％に相当する高い値である。　出荷額に相当する額を示している。またこれに次い
　この内，5，市の出荷額は67％，町村全体では33％　　で，桐生市の189億円があり，この2市で圏域全体
を占めている。　　　　　　　　　　　　　　　　　の47，5％を占めていたことでも明らかなように，圏
　1985年において，出荷額の最も高いのは，太田市　　域内においても，両県においても，工業都市として
であり，圏域全体の約28％，5市の合計に対しては　　の重要な位置にあったことがわかる。
41，6％の1兆1，200億円で1あった。　　　　　　　　　この時点における太田市の出荷額は，わずかに
　またこれに次いで　　　　　　資料1映洛イ1…喋統llh凋査晶　果の内，業鰍製造1・1，1111猟
融のは汰泉町で〔莇円）　　縄糀癌継編麟鯉lf糊∫　〈X業統計麟課）
　　　　　　　　　　10000000あり，全体の13，1％，
5，287億円であった。
　これは太田市を除
く4市のいずれより
も高く，太田・大泉　1’000000
のみで，圏域全体の
41％を占める。
　圏域内において，
古くは桐生市・足利
市が両県内でも工業　　100000’
先進地として高い地
　　　　　　　　　　製位を占めていたが，　造
基幹産業繊維業の衰　品
　　　　　　　　　　出退により，次第に後　荷
退してきている。　　額10000
　反面，農山村への
工業立地は，これま
で農林業の収益に頼
つていた小規模町村　　　　　　　　　　　　1000に，著しい工業出荷
額の増大をもたらし
た。
　例えば，純農村と
して推移してきた地　　　100
域として，薮塚・435
鋤麗騰・図・－135市全体の種目別製造舳灘移
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104億円で，圏域内第3位であり，大泉町は63億円
で，第5位の位置に置かれていた。
　この時点における両毛地域の，両県に対する占有
率は，群馬県に対して68．3％と高く，栃木県に対し
ては6L8％であった。
　1960年以降，25年間において，圏域全体としては
40倍，市部は37．4倍，町村部は46．4倍の成長を遂げ
た。
　圏域全体としての増加傾向は，栃木県の増加を上
回っており，町村部の増加傾向のみを見れば，両県
を上回る状況となっている。しかしながら，その中
心となって成長を遂げてきたのは，太田市・大泉町
と工業導入を行った農村地域であり，先進工業都市
としての桐生市・足利市の増加傾向は，圏域内でも
低い部類に属していることが注目される。
　この間の太田市・大泉町の成長を追跡すると，太
1［1iliは1965～70年の間に桐生を上回り，さらに197
5～80年の問に，足利市を上回って，圏域内第1位
の工業都市となった。
　また大泉町は，1960年時点において，佐野市に次
ぐ，圏域内第5位の地位を占めていたが，1965年に
はt｝一でに，館林・佐野の両lliを，90年には桐生市を
一L　lulり，85年には足利市をも上回って，圏域内第2
位の地位を占めるに至った。
　また工業導入農村である，新里・新田・尾島・邑
楽・千代m・板倉の各町村における出荷額の増加傾
向も，注目するべきものがあり，特に新里・薮塚・
板倉・邑楽・千代田の25年間における成長には，め
　　　　　　　　　　　　　　［ざましいものがある。
　この間における工業先進都市である桐生市・足利
市の変化を追跡すると，1960年において，桐生市は
県内での占有率12．8％，足利市は17．8％であり，桐
生市は高崎市に次いで，群馬県内第2位，足利市も
宇都宮市に次いで，栃木県内第2位の位置にあった。
　これが15年後の1970年になると，桐生市の占有率
は，7．3％に，足利市は10．3％へと低下した。
　このことは，桐生市の停滞とともに，群馬・栃木
県内の工業勢力分布の変化を明確に示しており，栃
木県県央，群馬県東毛地区の工業開発が，大きく進
展した影響と見ることができる。
　1985年になると，この傾向はますます明確になり，
桐生市の占有率は6．9％，足利市の占有率は8．4％
へと低下している。
　最小二乗法により，1990年，1995年の製造品出荷
額を推計した結果，群馬県全体としては，1990年に
おいて，7兆5，　600億円，1995年には9兆3，100億円
となることが推測される。
　また栃木県全体としては，1990年に7兆4，900億
円，1995年には，9兆190億円程度になるものと推
測される。
　また両毛地域は，1990年に5兆2，500億円，（群馬
県の69．5％，栃木県の70．1％）となることが予測さ
れ，1995年には6兆6，400億円（群馬県の71．4％，
栃木県の73．7％）になるものと推定される．
　この間，国際・国内の経済情勢変化や，県内他地
域の工業情勢変化も想定されることから，この数字
通りに推移するとは考え難いが，現在停滞している
地域の工業振興が図られれば，将来ともに両県の工
業拠点としての地位を保つものと推定される。
　この推計作業結果によると，1995年時点における
太田市は約2兆円に近い値となり，大泉町も1兆円
に近い出荷額が見込まれる。そしてこの2市町の圏
域内の占有率は43．5％と約半数を占めることが予測
される。
　また，この2地域の出荷額は，群馬県全体に対し
ては約31％，栃木県全体に対しては32％となり，両
毛地域の中心のみならず両県における工業基地とし
ての性格が，さらに高まることと推測される。
　以上，製造品出荷額の変化傾向を大きく見てきた。
　この間には，製造業内の業種業態の変化や，農山
村への工業立地に伴う，圏域全体としての工業化傾
向などが大きな変化としてある。
　山岳・丘陵地帯の多い群馬・栃木両県の中では，
比較的恵まれた工業集積地としての，発展性があっ
たことも見逃せない地域特性と言えよう。
　地域別に見た工業の変化傾向は地域ごとに異なっ
ており，特に年代による主力産業の変化には注目す
べきものがあるため，次項では業種別製造品出荷額
について1960年以降の変化を見ておきたい．
　②業種別工業の動向から見た変化傾向
　ここでは5市と既存工業集積地域を中心として，
変化傾向を述べる。
　（ア）桐生市
　桐生市における中心的業種は，繊維関連工業およ
び衣服その他の加工業であり，これらを中心として
推移してきた。1960年において，繊維関連業種の出
荷額は121億1，700万円で，総額の65％を占めていた・
　しかし，その後，繊維関連業種の廃業や，業種業
態変化などが発生し，機械金属関連業種が発展して
きた。
　その結果，従業者数においては，1975～80年の間
に地位が入れ替わり，製造品出荷額は，65～70年の
間に，機械金属が上位となっている。　（図7－i4）
　この間に成長してきたのは一般機械金属．・電気機
械器具・輸送用機械器具である。
　繊維関連業種と機械金属のみの対比においては・
1955年時点に，　87．8：12．2と繊維が圧倒的に優位に
あったが，1960年には70：30，　1970年には42：58と
一194一
地位が入れ替わり・　　（百方円）
1985年には23：77と　1・ooo・ooo
大きな差を生じてい
る。
　この間に製造品出
荷額の最も大きな伸
びが見られる業種　　　100・000
は一般機械金属であ
り，1985年には，60
年の91倍，　1，263億
円となっている。　　製10，000
　また電気機械器具　造
も，6・年においては溜
繊維工業を上回り，　荷
　　　　　　　　　　額1960年の31倍，580
億円に増大している。
　このように，伝統
的織物，繊維業の街
として栄えてきた桐
生市では，まさに構
造変化と呼ぶべき工
　　　　　　　　　　　　1960年業の変革が進んだの
である。
　（イ）太田市
　1958年においては，
輸送機械器具と食料
　　　　　　　　　　　（百万円）品製造業が上位を占　1，000，000
めていたが，65年に
は繊維工業が伸び，
70年には輸送用機械
器具・繊維工業・ゴ
ム製品製造業が上位　　100・000
を占めるようになっ
た。
　それまで第4位に
あ・縄気鰍器具鑑
　　　　　　　　　　　lO，000は，1973年において　品
雛工業を上回り，嵩
昭和50年には，輸送　額
用機械器具電気機械
器具・繊維工業・ゴ　　　　　　　　　　　1，000ム製品・家具装備品
が上位5業種となっ
た。
　その後，輸送機器
を中心として，一般　　　100
機械金属・金属製品　　196°¢
’鉄鋼業などが新た
に成長を遂げた。
（工業統計鯛査結果）
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図7－14　桐生市における業種別製造品出荷額推移
　　　　　　　　　　　　　　資料出典；各年工業統計調査縞果の内，業種別製造品川荷額
　　　　　　　　　　　　　　　　　を加工し図化したe経年・業種により出荷額の桁
　　　　　　　　　　　　　　　　　が大きく異なるため，片対数グラフとした。
）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工業統計調査結果）
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図7－15太田市における業種別製造品出荷額推移
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　1985年においては，輸送用機械器具が，　7、799億
円（69．6％）と，圧倒的に高い占有率を持つに至った
が，これに次いで，一般機械金属・746億円（6．7％），
電気機械器具・577億円（5．1％），鉄鋼業・373億円
（3．3％），金属製品・　262億円（2，3％），繊維工業・
218億円（1．9％）の順となった。
　1960年以降25年問において，成長の著しいのは一
般機械（1，555倍），電気機器（749倍），鉄鋼業（196
6年の54倍）である。
　基幹産業，輸送用機器は，1960年において既に高
い占有率を示していたが，25年間に161倍と大きな
成長を遂げた。（図7一正5参照）
　太田市の製造品出荷額は，輸送用機械器具と関連
業種も含めた機械金属全体の推移により，大きく影
響され，これら業種の動向が，そのまま市の動向と
なっている。
　（ウ）角’1ヰ木了1∫
　館林市は豊饒な農業地帯を背景として，日新製粉，
正田醤油など，食料品製造業を中心に推移してきた。
　また，その後も軽料飲料製造のカルピス食品が立
地するなど，この分野を主体として発展してきた。
　しかし1965年頃より，繊維工業と電気機器が，ま
た1970年頃より，輸送用機械器具の成長が見られる
ようになった。（図7－16参照）
　1975年時点におい
ては・食料品製造業　　（百万円）
・217億円（30％），輸　1・ooo・ooo
送用機械器具・102
億円（14．1％）が上位
の業種である。
　また繊維工業・57
　　　　　　　　　　100，000億円（7．8％），　電気
機械器具一50億円（7
％）などが目立つよ
うになった。　　　　　　　　　　製金諜繍螺器一
属製品．パルプ．紙嵩
加工業なども伸びた　額
が，1980年以降，電
気機械器具が急激に　　1，000
成長し，1983年より
第1位を占めるよう
になった。
　1985年になると，　　　　　　　　　　　　1ooこの傾向が大きく変　　　　［960隼
化した。
　上位3位としては，
まず電気機械器具・
2，153億円（57．4％），次いで輸送用機械器具・364億
円（9．7％），食料品製造業・230億円（6．1％）となっ
た。
　また加えて非鉄金属・157億円，金属製品・150
億円（4％）が上位5位を占める結果となり，業種別
勢力分野は大きく変わってきている。
　1960・65年時点において，食料品に次ぎ第2位で
あった繊維工業は，1960年の6倍，約57億円となっ
たが，その占有率はわずか1．5％まで低下した。
　館林市は典型的な田園都市であり，現在でも農業
の影響は強いが，1955年代に工業団地造成を行い，
その後も引き続き工業開発を行ってきた。
　しかし1985年において，約4，　OOO億円に近い製造
品出荷額に達したのは，鞍掛工業団地に立地した富
士通株式会社等の影響が濃厚であり，これらを足掛
りとして，将来の工業化への地歩を固める役割を果
たすことが期待されている。
　（エ）大泉町
　1958年における大泉町の製造品出荷額は，わずか
に1億9，　300万円であり，工業都市としてはまった
く注目されない存在であった。
　しかしながら，1960年には東京三洋電気の立地に
（工業統計調査結果）
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図7－16館林市における業種別製造品出荷額推移
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よって，電気機械器具が急速に伸び，館林市を越え
て圏域内第6位の地位を占めることとなった。
　これは大泉町の工業化にとっては，黎明期と言う
べき大きな変革であった。
　この後における大泉の発展は，このことなくして
は語れない。
　製造品出荷額の推移においては，この電気機械器
具を中心として推移しており，1960年において57億
6，700万円であった出荷額は，1970年になると667億
4，600万円に増え，85年には約3，636億円に増大し
た。
　これは著しい変化であり，1960年に対して，63倍
に相当する。（図7－17参照）
　1970年における製造品出荷額815億円の内，電気
機械器具が665億円（81．6％）と，きわめて高い占有
率を持っていたが。これに次いで，パルプ・紙・紙
加工品・約41億円（5％），一般機械金属・37億円（4．
5％）が上位に位置する業種であった。
　その後，1973年頃より，食料品製造業が急速に成
長し，82年からは輸送用機械器具が成長しはじめた。
　また一般機械金属は，1969年頃より順調な伸びを
見せ，85年においては，出版・印刷・同関連業種・
プラスティック製造業も大きな伸びを見せている。
　1985年における各業種別占有率は，電気機械器具
の68．6％を別格とすれば，食料品製造業が6．8％，
印刷関係が5．4％，
プラスティック製造
業が，上位5位を占　1・ooo・ooo
めている。
　このように，大泉
の工業は，電気機械
器具の製造を中心と
した工業化を深めて　　100’000
きている。
　（オ）足利市
　足利市は桐生市と
共に，伝統的繊維産
業の街として戦前戦
後にわたって繁栄を
続けてきた。
　このことは，1961
年における製造品出
荷額338億円の内，
繊維工業と衣服その
他の合計出荷額が約
204億円（60．2％）を
見ても明確である。
　足利が桐生と異な
るのは，トリコット
??????
の導入であり，いわば繊維工業における近代化方策
としてのトリコットは，一時代を築いてきた。
　繊維と衣服関連工業における最大の出荷額は，1
976年におけるf，136億円であり，この時点での占
有率は38％に低下したものの，業種別としては最大
であった。
　しかしながら，その後は，トリコットその他の繊
維工業が低迷もしくは衰退し，1985年になると，出
荷額こそ1，089億円に増大したものの，占有率は2
1．5％まで低下した。
　この両業種間の関係を追ってみると，1961年から
85年までの24年間に，繊維関連業種の伸びが5．3倍
であったのに対して，機械金属は，48．5倍と高い伸
びを示し繊維の約2倍になったe
　この中心となった業種としては，金属製品・699
億円（13，8％），輸送用機械器具・534億円（10．5％），
一般機械金属・526億円（10．　4％），電気機械器具・
229億円（4，5％）などである。
　1985年における業種別出荷額では，プラスティッ
ク製造業が最高で1，039億円（20．5％）であり，繊維
工業単独ではt884億円（17．5％）と第2位に位置して
いる。（図7－18参照）
　1961年以降の繊維関連業種と，機械金属との対比
を追ってみると，ig61年においては，82．7：17．3と
繊維iが著しく優位にあったものが1970年には65：35
万円）
O00 （工業統計調査結果）
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図7－17大泉町における業種別製造品出荷額推移
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となり，75年には58．6：41．4まで接近した。
　次いで，1985年には34。5：65．5と，機械金属が繊
維の約2倍程度まで増大しており，時代による業種
変化の様相が鮮明である。
　このように，足利市の場合は，桐生市と様相が異
なり，繊維関連業種の占有率は低下してきていると
はいえ，製造品出荷額においては，現在でも高い位
置にある。
　（カ）佐野市
　1961年における佐野市の製造品出荷額は，93億円
であり，その主体は繊維工業・衣服その他であった。
　その後，食料品製造業・繊維工業・一般機械金属
・電気機械器具を中心とし，1967年頃からは，輸送
用機械器具が著しい発展を遂げてきた。
　1970年における製造品出荷額は，約480億円であ
った。
　この内，食料品製造業・32億円（6．6％），繊維お
よび衣服加工業・166億円（34．7％），輸送用機械器
具・約100億円（20。8％），一般機械金属・33億円
（6．8％）などが主なものであった。
　1975年になると，出荷額そのものが1，496億円と
増大し，61年に対しては16倍となったが，業種別出
荷額も大きく変化した。
　この時点において，最も出荷額の大きな業種は，
食料品製造業であり，　414億円（27．7％）と占有率の
伸長が目立っている。
　これに次いで輸送　　　　　　　　　　　（百万円）用機械器具が309億　　1，000，000
円（20．7％），繊維お
よび衣服加工業が，
286億円（19％）であり，
この4業種で，全体　　　　　　　　　　　100，000
の約68％を占めるこ
ととなった。
　その後の10年間に
おいては，食料品製
造業・繊維工業・衣　　　Io’ooo
服加工業が大きく進
展しない中で，輸送
用機械器具が約2倍
に伸び，1985年には　　　i，ooo
出荷額第1位の業種
となった。
　1985年には，市全
体の出荷額が2，688
億円と増大したが，
その主体となったの
は，輸送用機械器具
約661億円（24．6％）
100
1960年
がある。
　またこれに次いで食料品加工業・499億円（18．　6％），
繊維および衣服加工業・317億円（11．8％），プラス
ティック加工業・185億円（6・9％）の順となっている。
　また，これらに次いで，一般機械金属・電気機械
器具がある。（図7－19参照）
　佐野市の場合，中小工場が市内に分散的に立地し
ており，その分布は市街地をはじめ，旧町村部にま
で及んでいる。
　しかしながら，規模の大きい企業は，主として栄
町の工業団地に立地しており，工業団地の建設と立
地企業の，佐野市工業に与えた影響は多大なものが
ある。
　（キ）その他の町村における出荷額の変化傾向
　a）葛生町
　ここでは，石灰石とその加工業の町として，古く
からの歴史を持ち，圏域内としても鉱工業の町とし
て，早くから高い製造品出荷額を示していた。
　1960年における製造品出荷額は，既に99億円であ
り，圏域内第4位の位置にあった。主な製造品とし
ては，石灰石原石（砕石），同加工品・ドロマイト・
セメント等，窯業・土石製品を中心に，木材・木製
品，パルプ・紙・紙加工品，金属製品，一般機械金
属等が主体となって推移してきている。
　1985年における製造品出荷額は，約473億円に増
（工業統計調査結果）
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図7－18足利市における業種別製造品出荷額推移
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大したが，これは1961年の4倍であり，この82．5％
に相当する389億円は，窯業・土石製品である。
　窯業・土石に関しては，これまで緩慢な増加傾向
ではあるが順調に伸びてきた。1974年より270億円
を越えるようになり，1980年の472億円を最大とし
て，以後は減少に転じている。
　これは，建築材料としてのプラスター，大規模な
土木建築工事に使用される砕石などの需要が変化し
たことも，大きく影響している。
　特に新東京国際空港建設は，多大な砕石需要であ
ったが，このような大プロジェクトによる需要がな
いことや，流通問題など砕石業界に内在する問題は
深刻である。また林産資源の加工についても，需要
増につながる新規開発が遅々としており，木材・木
製品の出荷額も伸び悩んでいる。
　こうした状況を改善することも含め，近年精密機
械製造のK社，F重工業の自動車テストコースなど
が立地し，操業をはじめようとしている。
　　　　　　　　　　　1　b）大間々町
　大間々町は，合併前の旧大間々地区の面積が狭小
であったため，他地域のよう大規模な用地を必要と
する企業の誘致，工業団地造成などを行いにくい状
況にあった。
　ここでは，農村型工業とでも言うべき，製粉業H
物産を中心として，食料品製造が大きな比重を占め
ながら推移してきた。
　その後・一般機械　　（百万円）
・電気機械器具・輸　1・000・000
送用機械などの出荷
額，特に電気機械器
具の出荷額が増大し
た。
　これには，半導体
関係のN社が大きく
貢献している。
　1960年における製
造品出荷額は，約43
億円であったが，25
年後の1985年になる
と，これが715億円
（60年の16．6倍）に増
大している。
　その構成比は，食
料品273億円（38．2％）
電気機器・204億円
（28．5％），輸送用機
器・64億円（9．0％〉
が主体となっている。
　これ以外には，衣
lOO，000
?
造10，000?
?
?
?
1，000
10QL
1960年
服その他，一般機械金属などがある。
　また桐生市に立地する，繊維関係企業K社出資の
砕石業も旧福岡地区に立地し，特に砕石の生産を行
っている。
　c）尾島町
　ここは利根川沿岸の純農村であり，現在でも多く
の農用地が残されているが，1959年に大手電気メー
カーであるM電気群馬製作所，60年にはY製作所，
65年にはN化工群馬工場が，さらに1980年になると，
F製作所が立地した。
　また1982年から，尾島工業団地の用地取得が開始
され，工業化が進展しつつある。
　1960年における同町の製造品出荷額は，わずかに
2億6百万円に過ぎず，同年における農業粗生産額
5億6千万円に対しては36．7％であった。
　しかしながら，その後の工業化傾向に伴い，出荷
額の著しい進展が見られ，1965年に56億7千万円，
75年には214億5千万円，1985年には714億7千万
円となったe
　これは1985年の農業粗生産額の，11．3倍に相当し，
圏域内では，大間々町に次いで10位となっている。
　現在建設が進められている，尾島工業団地の完成，
企業立地の後は，製造品出荷額がさらに増大するも
のと推測される。
資糊映洛｛口凝統・lh闘燃裸の内，業鮒櫻造品ll嚇糊
　　　を加11し図化した。経年・業種により出荷額の桁
が大きく異なる¥禦数グ”と比 （工業統計調査結果）
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図7　・一・19佐野市における業種別製造品出荷額推移
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（5）鉱工業のまとめ
　以ヒ、工業基地として進展する，圏域内の鉱工業
に関して見てきた。既存工業地帯における伝統的工
業が，次第に地位を低下させ，全国における工業の
変化傾向より強い影響を受けながら，推移してきて
いることがわかった。
　その中心的業種としては，自動車関連産業・電気
機械・一・般機械・プラスチック製品などであり，繊
維・衣服関係・金属製品・非鉄金属・食料品製造業
などは伸び悩みを示している。
　こうした変化傾向は，各地域の動静に対して大き
な影響を与えており，市町村の活力にも直接間接に
影響を及ぼしている。
　また注目されることは，農山村への工業立地であ
り，圏域内では，新里村・藪塚本町・新田町・尾島
lll丁・邑楽町・千代田町・板倉町・明和村・田沼町・
葛生町に工業団地造成もしくは企業誘致が行われて
いる。
　これは，農山村振興において，しばしば推進され
る施策であり，このような状況は，全国的に見られ
る。
　両毛地域は首都圏100km圏内外に位置しているこ
とから，工業再配置の対象地として，有望な圏域と
言えるが，昨今の不況下において，進出企業が減少
し，企業誘致は難しくなった。
　また自動車・家庭電気製品に関しても，楽観的な
展望は難しいと言われる。　　｝
　将来に向けては，繊維産業も含み，内発的産業振
興のための方策，それらへの支援策が重要である。
7．6　商業の特性と変化傾向
（1）調査分析の方法
　商業に関しては，各市町村に別途調査票を配布し，
特に事業所数，従業者数，商品販売額，第1種・第
2種大型店の現況，分布に関する資料を収集した。
　また本節は，筆者が1988年にまとめた，渡良瀬川
流域の都市群，PP140～182，1993年，農林水産省関
東農政局刊行の両毛地域整備計画調査，PP53～54所
収の論述を加筆訂正したものである。
　また細部に関しては，1980年に，筆者がWG委員
として参加した，足利地域商業近代化地域計画報告
書，1988年に，筆者が部会長として参加した，桐生
地域商業近代化地域計画報告書，1985年に桐生市中
央商店街振興組合が発行した，中央商店街フェニッ
クスプラン所収の筆者による論述を加筆訂正したも
のである。
　またその他，商業に関する知見は，検討委員会委
員長を務めた，1992年の鹿沼市中心商業地再生計画，
及び1993年の鹿沼市中心市街地活性化計画，1994年
に部会長を務めた，鹿沼地域商店街等活性化実施計
画策定委員会の一連の作業によるものである。
（2）両毛地域における商業の概況
　商業に関しては，商業を生業とする住民，及び商
業従事者にとっては，主要な産業分野であり，一般
住民においては，地域社会への定住の利便性を支え
る要件である。ここでは圏域内の商業の概況につい
て検討する。（表7－10・11参照）
　圏域内には，現在5都市における主要な都市機能
としての商店街があり，それぞれ第3次生活圏の中
心となっている。
　また各都市には市街地中心部から離れて，旧村中
心を形成していた補完的商店街が立地している。
　商店街の発達史は，いわば地方都市の近代化過程
を示す重要な側面であり，周辺地域に対する生活拠
点性，母都市性を形成する要素となっている。
　また5都市以外には，大問々・大泉・新田・田沼
・葛生町において，歴史的に形成された，街道筋の
商店街があり，これ以外の地域においては，町村中
心あるいは，旧村中心の商店群が立地し，日常的な
購買行動に利用されている。
　両毛地域の立地上の特徴は，首都圏約70km圏にあ
って首都圏の商業集積から，多大な影響を受けやす
い状況に置かれている。また，上位都市である前橋
・高崎圏，宇都宮圏などからも影響を受ける位置関
係にある。
　しかし現状では，群馬県側において，前橋・高崎
への購買力流出は増加しているものの，栃木県にお
いて，宇都宮市を商業拠点として利用する状況は希
薄である。これは両毛地域と宇都宮との交通網の関
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係が大きく影響しており，栃木県側の2市2町から
は，むしろ東京への接近性が良好である。
　両毛地域の内部における商圏構成は，桐生ブロッ
ク，足利市，安佐ブロック，太田・新田ブロック，
館林・邑楽ブロックと，それぞれ5市を中心とした
商圏がある。
　この内，足
利市は，市街　　　表7－10　商店数推移
地周辺の旧足
利郡下の町村
を合併したた
め，商業後背
地となる町村
が少ない。
　これらの商
業拠点に対し
ては，古くか
ら生活拠点と
して，周辺農
山村よりの利
用が見られ，
教育施設，娯
楽施設，その
他の施設利用
などとともに，
母都市性を形
成していた。
　現在の商業
環境は，両毛　　表7－11商業従事者数推移
5都市があた
かも都市対抗
的な状況で，
購買客の争奪
を繰り広げて
いる上，モー
タリゼーショ
ンの影響によ
り，購買客の
行動圏が拡大
されたことか
ら，高崎・前
橋・伊勢崎の
各市，あるい
は東京までも
が5都市の商
業に多大な影
響を与えてい
る。
　上記のよう
な，中心都市と商業後背地の関係は，現在も存在し
ているが，両毛地域内の各都市においては次の共通
した問題点を抱えている。
　その第1点としては，モ～タリゼーションの進展
による，住民の生活圏拡大があり，従前の母都市を
中心とした購買行動が広域に拡がってきていること
市町村名
?????
1964
a
1970
b
1974
c
1979
d
1985
@F B／AC／AD／AE／AF／A
1　46 1326160418121 2364 119 i4 ig i612941227121612413813099 4 9 1 1013 1 41 14 1 ? 4 1
1　50 1 16181 3 43 1 16
?
110 105 1 13 140 ? 9 116 122
?
7 74 73 143 200 96 9 ? 186 6
、 5 83 12 17 111 106 111 163 14 ? 141
、 40 4 52 46 49 39 13 130 ? 123 8
、 76 79 0 6 3 101 10 8 i
197 272 2 244 39 218 1 130 14 121 1n185 18 192 ? 225 2i 99 104 13 122 13623 26 250 224 225 22 10 85
、 92 80 84 87 107 7 ? 9 116 10
124 132 125 120 123 130 1 101 97 9 105
1 351 424 442 42 468 14 ? 12 126
、 196 2 1 1 1
367 39 44 411 499 4 109 12 ? 136 12
19
? 14 8
、
「 ， ， ? ｝ ，
B　。、 2　15427072　39 29　8632343233610 108 110 ? ll9C 62 65652995622232　23243100 ll2 h3 124 122A　B 4．2 4．5 4．1 44．8 4． 4． 一 一 一 一 一A 47．1 46．4 44、 44．1 44．7 4．0 一 一 一 一 一
，
，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o
?
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があげられる。　　　　　　　　　　　　　　　　　克服するために，群馬県，栃木県内の各商業拠点に
　第2点としては，路線型の商店街を維持し，振興　　おいては，近代化のための諸施策や，商店街の活動
することが難しいと言われる
中で，郊外型あるいは特色あ　　　　　　　　　　　　　　　表7－12商品販売額推移（1）る商業空間が出現し，商店街
の商業活動をおびやかしてい
る。
　たとえば購買＋娯楽，購買
＋文化活動など，複数の行為
が可能とされるような，新し
い商業環境が求められている
ことである。
　これは都市の繁華性・快適
性を形成する一要素であり，
新たな都市的雰囲気を醸成し
ている。
　第3点としては，大型店の
出店に対して，反対運動が高
まっている反面，大型店対小
売商店街の競争を克服し有利
に導いていく，具体的な計画
が進展していないことである。
　第4点はモータリゼーショ
ンの進展に伴い，駅勢圏，路
線バスの停留所周辺などのに　　　　　　　　　　　　　　注：1　資料出典，各年商業統計調査による。
ぎわいが，次第に変化し，幹
線道路など，これまで注目さ　　表7　一’　13　商品販売額推移（2）
れなかった土地が，商業上の
意味を持ちはじめたことであ
る。
　第5点は，商灘後背地と考
えられてきた，周辺町村にス
ーパーマーケットが立地した
り，商工会などを中心として，
町村内の商業振興が考えられ
てきていることから，中心都
市への集中性が変化しつつあ
ることである。
　このように，商業環境は住
民の社会観・生活観・交通手
段の変化・地域の産業振興・
流通の変化など，さまざまな
要素と関係しながら変化して
きている。
　既存の商業拠点においては，
従前の商業活動を，抜本的に
見直す時期に遭遇していると
＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注：1　各年商業統計調査による。
言えよう。　　　　　　　　　　2196欝の畑市には，毛ft1m村を加寛足利市には坂酬・御厨町を加算した。
　このような商業環境変化を　　　3xを含む町村部の合計催は参考数宇とする・
（単立：万円〉
1962イ三 1966： 1970イ三
一 小 小 小
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が行われてきている。
　群馬県においては商業都市を自負する高崎市を中
心として，前橋市・渋川市・伊勢崎市などの商業近
代化が行われている。
　特に高崎市では，上越新幹線の完成と前後して，
新たな大規模店の立地による商業集積の充実などが
発生した。
　前橋市についても，商業近代化事業をもととし，
しかも高崎市との競合状態打開のために，さまざま
な近代化事業に取り組んでいる。
　渋川市は，伊香保温泉への玄関口としての通過都
市であったが，駅周辺の区画整理事業とともに，
r中庭型商店街区」　（83街区）を創出し，全国的に
有名になった。
　栃木県においては，宇都宮市・小山市・足利市・
鹿沼市などにおいて，商業近代化が行われた。
　栃木県の場合，群馬県と異なる点は，県庁所在地
宇都宮市の人口が約40万人と大きく，あらゆる生活
行動において中心性を持っていることである。
　また栃木県南部においては，JR東北線，東北新
幹線沿線の諸地域の中心が，宇都宮または小山市と
なっており，JR両毛線沿線については，足利市，
佐野市，栃木市などに分散していることである。
　両毛地域に属している，足利市・佐野市と隣接の
栃木市は，いずれも東武線により東京まで1時間強
で連絡されており，宇都宮市への時間距離よりは，
東京の方が近いことが特徴である。
　従って，県南の諸都市は，独立的な商圏を形成し，
県境を越えた近隣地域を範囲として商業活動が行わ
れ，さらに上位には東京の商業集積がある。
　以一L述べてきた通り，地方都市の商業環境が辿遇
している根本的な問題点は，共通した部分を持って
おり，各都市において，環境改善のために多くの努
力が払われているのが実情である。
　また，これらの都市の商業後背地とされてきた，
近隣農山村においても，県の商工会中央会などの指
導による商業環境点検，改善が進められてきており，
今や努力することなく従前の商業環境を守っていく
ことは難しくなっている。
　近年の商業近代化を散見すると，単に商業環境整
備に止まらず，都市全体の魅力を創出しようとする
「都市づくりと商業との合体」が重要視されており，
インフラ整備などと共に，都市計画をも含んだ総合
的計画が必要とされている。
（3）大・中型店舗の立地と影響
　1）大型店の立地状況
　圏域内には現在，第一種大型店32店，第二種大型
店70店が立地している。1985年代に入ると，各地域
にコンビニェンスストアー，ファーストフーズ，家
藪塚本町
．ノL’・X
桐生市
・競8。
v’?^v’ﾖ
。ご
　足利市
＼）へ．
　　　　　〈へ一脚㍉
　　　　　　　　大泉町’＼　　　　　　．　　　イ
　　゜r榊゜km　　・・　　＼・
図7－20　両毛地域における大・中規模店立地状況
　資料出典：1987年，筆者が両毛5市商工会議所の協力により行った、大型病の
　　　　婁態と分布に関する調査継果を図化したものである。
庭電気製品のディスカウントショップ，紳士服・靴
・ゴルフ用品などのチェーン店，DIYなどが幹線
道路や町村を中心として数多く立地した。
　その立地状況は図7－20に示す通りである。
　これら大・中規模店の進出や，新たな流通施設の
立地は，まさに流通革命と言うべき状況をもたらし
はじめており，圏域内の商業活動に対して，多大な
影響を与えつつある。
　大・中型店と小売商店との競合関係は，各個商店
の所属する商店街対大・中型店という競合と，業種
ごとの競合が見受けられる。
　つまり地域の主力商店街に対し，大規模店が集客
力を発揮し，従来の顧客層を吸収することによる競
合がまずある。
　この裏面としては，商店街としての駐車場問題が
大きな影響を与えているが，住民の購買に対する考
え方の変化，つまり商品の評価，価額，品揃え，大
型店の持つ滞在性の良さ，などが複合的に作用して
いるものと考えられる。
　加えて，近年における購買行動として「ワンスト
ップショッピング」を好む傾向があり，一度駐車し
たら，その界隈において，必要なものが入手できる
ことが，より快適な商業空間であるとの評価が見ら
れる。
　従って，郊外型のスーパーマーケットや家庭電気
製品チェーン店，日用雑貨店などへの客の流れが発
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表7－14　圏域内商業拠点，近隣都市の大型店指標
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生することになる。
　近年の大きな変化としては，太田市に立地したJ
店，B店や，足利市に立地したA店など，購買客に
買物の楽しさを感じさせる，複合的な店舗が出現し
たことである。
　これらの集客力は大きく，また広範囲にわたって
いる。これに対して，圏域内に立地する列状商店街
では，駐車が困難なことに加え，商店街全体として
不足業種がある。また駐車場から各商店までの移動
距離が長いなど，大規模店と比較して不利な条件が
多々ある。
　また個別商店との関係については，流通の問題が
大きな影響を持つのであろうが，品揃え，価額など
において個店が次第に窮地に追い込まれていると言
われる。
　さらに近年次第に数を増してきている，日曜大工
用品の大型店は取り扱い商品も多様であり，大工用
品をはじめ，文具，一部の家具・インテリア用品，
園芸関係，自動車用品，家庭電気製品，時計などが
扱われている。
　2）指標から見た大・中規槙店の状況
　圏域内の商業拠点および類似都市の大・中規模店
関係指標を整理したものが，表7－14である。これ
によれば，1985年における大型店の面積比率は，5
市平均で41．3％であり，習志野73，8％，熊谷58．2％
などに比べると低い。
　また1店当りの販売額でも，習志野，宇都宮など
に比べて低く，単位面積当り販売額，1店当りの人
口などいずれの指標においても低く，影響力が心配
されるほどには大型店の占有率は高くない。
　また各都市とも，商圏指数が低く，特に商業後背
地としての町村を周囲に持たない足利市では，これ
が1以下となっている。
　このことは，当圏域の競合拠点がモータリセ㌧ション等の
影響から，高崎市，東京都など広範囲に拡大しつつ
あり，購買力の流出がもたらした影響と見ることが
できそうである。
　また従来，生活中心都市が様々な分野において，
母都市性を有していた時期においては，5市の有力
な商圏であった農山村についても，近年は中小のス
ーパーマーケット，DIY，ファーストフーズ，デ
ィスカウント家電ショップ，衣類・靴など広域チェ
ーン店などが立地した。そして生活中心都市の市街
地中心部まで行かなくても，郊外部において購買が
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可能になってきた。
　このことは，従来商業後背地と考えられていた周
辺部の利用者の購買行動が，多様化しつつある変化
として注目される。
　一方，都市の周辺地区を構成する郊外の旧村にお
いては，市町村合併後，次第に旧村中心へ集客する
拠点性を失ってきているが，このような地区に対し
ても，大・中型店が進出しようとしている。
　例えば足利市西部の坂西地区などである。
　旧村中心の古い商店街は，農村の消費拠点として
推移してきたが，昨今は生活拠点としての印象改善
を迫られており，魅力ある地区形成において，生活
利便施設としての大・中型店の立地に注目が集まっ
ている。
　反面，古くからの商業者に対しては，新たな圧力
として大きな検討課題を投げかけている。
（4）商業のまとめ
　以上，概括的ではあるが，圏域内の商業の現況に
ついて見てきた。
　商業関係者にとっては，生業として，また圏域内
住民にとっては，利便性という定住条件に属する商
業環境であるが，モータリゼーションの進展やライ
フスタイルの変化は，従前の商業を許容しなくなり
つつある。　そこには，大型店，駐車場，購買者の
商品選択の指向性対旧来の商店街という図式が存在
する1，
　商業関係の計山者によれば，路線型商店街は限界
であるとの意見もある。
　とりわけ，いわゆる街道筋に立地した旧来の主力
商店街は，多くの地方都市の通例として，活力低下
に悩んでおり，その抜本的解決策を実現した例は希
有である。
　その結果，主力商店街でありながら，廃業する商
店も増え，例えば桐生市では，商店が撤退した後に，
飲食業がその店を利用することによって，目抜き通
りに飲食店が進出する現象が現れた。
　また栃木県鹿沼市の場合，借地・借家のテナント
商業が多く，商店街の更新が困難な状況もある。
　大型店対商店街，車社会対商店街，購買客の購買
行動変化対商店街という2重・3重の課題が残され
ており，しかも後継者問題，後継者の結婚問題，近
代化等のための投資に踏み切れないなど，農業に酷
似した状況が小売り商業にも見られる。
　両毛5市については，いずれも商業近代化地域計
画を導入し，これらの問題に対する解決策を模索し
てきたが，その実現には至っていない。
7．7　まとめ
　地域社会構造，地域空間構造の両分野に深く関わ
る産業3分野について現状と経過を分析した。
　当圏域は，あたかも全国の縮図の様な様相を示し
ている。
　即ち，第一次産業及び歴史的基幹産業が衰退し，
輸送機械，家庭電器機器，コンピューターなどの新
しい工業が立地する過程において，地域の大きな変
化を余儀なくされたことである。
　まず地域社会変化との関係をまとめる。
　農山村においては，農林業が盛んであった時期に
おいては，これら産業を支えあるいはそれを補助す
る労働力があり，平均世帯員数5人以上の大家族が
農山村社会を構成していた。
　やがて全国の工業を中心とした産業興隆に伴って，
まず中学校卒業者が大都市を中心として郷里を離れ，
やがて高等学校卒業者も上級学校への進学や就職等
によって転出するようになった。
　このことは慢性化し，若年人口の減少から，再生
産率が低下することとなった。
　一方，桐生市・足利市は先進的工業都市として栄
え遠隔地から多くの若年労働力を吸収し，低層高密
度の市街地は織物業・繊維産業によって充満し，多
くの世帯員を抱えた住工混合の市街地が形成されて
いた。
　しかしながら，全国規模の産業構造変化によって，
繊維産業は大企業にに集約され，あるいは低労賃に
労働力が豊富な発展途上国へ生産の中心を譲ること
となった。
　このことは市内における就業の場，生業の変化を
余儀なくし，他地域へ就業の場を求める，あるいは
自営業種を機械金属関係に替えるなどの動きとなっ
て現れた。
　やがて織物業・繊維産業隆盛期に比べて一定の人
口が居住する条件が変化し，衰退を招いた。
　さらに上級学校への進学により，大都市を中心と
した他地域へ流出した若年人口は，卒業後に出身地
において適切な就業機会を得られないまま，大都市
等に居住することとなった。
　この両市においても再生産率は低下している。
　他方，かつては農村地帯であった太田市・大泉町
は輸送機械，家庭電器製品製造の大企業が立地し，
新たに多くの労働力を吸収することとなった。
　桐生，足利からの通勤労働力を得て，急速な人口
増加をみた。
　大企業の立地は，下請け，孫請け，さらには第三
次産業の立地を誘発するなど，人口増加とともに他
産業に対しても影響を与えることとなり，地域社会
そのものも大きく変化した。
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　鉱工業に関しては，大きな業種転換が発生し，そ
のことが地域への定住性に大きく影響する結果とな
った。
　圏域内においては，依然として企業誘致への期待
感が強いが，近年は経済の停滞から企業の再配置は
困難な状況にある。
　一方伝統的基幹産業である繊維産業に関しては，
桐生市・足利市を中心として，時代の変化に対応し
た活性化方策が図られている。
　例えば、桐生市におけるオリオンプランの主題
「ハイテクとファッションの街」や足利市における
「伝統的文化都市、ファッションタウン」などはこ
れを具体的に実現しようとする計画である。
　次に太田市・大泉町を中心として輸送機器，家庭
電化製品を」｛体とする現代的工業基地としての地位
を築いてきた戦後の技術集積をさらに発展させると
ともに，近代的産業形態に対応した新しい地場産業
の育成を，強力に推進していかなければならない。
　そのためには，地域間の相互協力による補完体制
の確立と，圏域全体の水準向上は課題である。
　産業経済の将来指標については，推計により次の
ような推移が首測さ加る。
　鉱1二業における製造品出荷額の動静については，
ig95年の推計仙において，圏域の総額が6兆6千億
円（群馬県の71．4％，栃木県の73．7％に相当）に膨
れあがる見込みである。
　その中心は太IH・人泉であり，太tUiliは約2兆llj，
大泉町は9千50億円に達することが予測されている。
　但し，これは現況の成長曲線を延長した場合の推
計値であるから，国際経済等の変化が生じた場合に
は状況は変化する。
　次に鉱工業に対して受動的に変化する商品販売額
は1995年において，2兆9千億円程度まで伸びる見
込み（最小二乗法）である。
　この内，卸売業が主体の地域と小売業主体の地域
では当然伸び率が異なるが，合計値の推計ではこの
ような値となる。
　商業において成長が著しいと思われるのは，太田
市であり，1995年の販売額は約7千6百億円まで増
加することが推定される。
　農業粗生産額については，昨今の農業をめぐる環
境の厳しさから予測が付かない状況である。
　しかしながら，表7－1，図7－1に示されるよ
うに，地域純生産への寄与としては，依然低く推移
するものと思われる。
　以上，両毛地域の将来指標の内，主なものについ
て将来展望を行ったが，圏域全体として社会，産業
経済両分野において地域間格差が益々拡がる傾向が
見られる。
　このことは，人口や各種都市的機能の集中により，
土地利用面においても大きな差異を生じるものと思
われ，土地利用を中心とした地域空間構造の差異に
も結びつく可能性がある。
　両毛地域は，歴史的な工業集積を生かし，また時
代背景から，農山村への工業導入も含み，さらに工
業基地として特化してきた。
　しかしながら，昨今の経済不況は，工業誘致にょ
る地域の活性化という，従前の地域振興策を許容し
ない状況となってきている。
　また商業は，農林業とともにt大きな変革を迎え，
これも従前からの商業振興策では活性化できない状
況となってきている。
　このことは，産業としてのみではなく，地域への
定住条件として看過できない重要性を内在している。
　現在は，産業振興の難しい時期であるが，両毛地
域の特徴である，地域連携により，内発的産業の開
発・育成，その他産業振興に有効な施策を検討して
いかなければならない。
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8．1　研究の視点と背景
　農山村地域において，調和のとれた社会構成を再
構築することは，過密・過疎が現在のように伸展し
ている状況下では，きわめて解決困難な問題となっ
ている。
　しかしながら，新たな定住のための方策を検討し
ていくことは，農村計画研究上重要な課題と考える。
　地域における定住人口は，住民登録を行いその地
域に常住する，いわゆる夜間人口に加え，来訪人口，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tl　1）在外人口，連携人口など広義の解釈による定住人口
が非公式ではあるが使われている。
　狭義の定住人口は，歴史のあるコミュニティを構
成し地域の民俗的習慣，共同活動などコミュニティ
活動の担い手として重要である。
　従って，広義の定住人口による地域地区の活性化
を期待しつつも．常住人口の定住性改善，ひいては
新規参入人「1の誘致も農村計画ヒ重要であると考え
る。
　本章は，このような背景のもとに，農村集落住民
の居住地に対する居住性評価，将来の定住意向，そ
して定住に深く関わると考えられる，物的環境条件
を住民への意識調査により明らかにする。
　環境評価，
指標化に関す
る既往の研究
成果に関して
は，都市にお
いて1969年に
シビルミニマ
ムという概念
が示され，以
後農村計画に
おいてもルー
ラルミニマム
という言葉が
使われるよう
になった。
　既往の研究
では，まず都
市を対象とし
たメッシュデ
ータ解析，多
変量解析によ
る指標化の成
果がある。　　　　　　　　図8－1
　　　　　　　　　Sl2）　例えば，土肥・若林は常磐線沿線市町村を対象に
住民の居住環境評価と住民の定住意識の関連を数量
化1類，主成分分析により分析している。
　また農村を対象とした最新の成果としては，袖ヶ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　il　il）浦市野里集落の班を対象とした，三国・中村の研究
がある。本章は，これらの先行研究を参考にしつつ，
地方都市の旧村部に立地する複数の農業集落を対象
とし，そこに常住する住民の将来の定住意向と物的
生活環境条件への評価をアンケート結果をもとに手
作業によって分析したものである。
　本章は，1996年9月刊行の農村計画学会誌VOL．15，
！o．2，pp　9～20所収の論文を加筆訂IEしたものであ
る。
8，2　研究方法・対象地
　研究の手順としては，まず地域や集落の現況と特
徴を把握するため，既存統計資料の分析，既往の地
　　　　　　　SI；）域詳細調査結果（各種分析地図等）を行った。
　次に市内の農業センサス区分による90集落を農林
業センサスによる集落カード等を分析し，概略的集
　　ils）落分級を行い，農業が活発に行われている集落を特
定した。
市の住み良さへの印象
性別。年齢別。集落別・職業別・大都市居住経験の有無別
物的生活環境条件住民による
ﾂ壇評価
住民による
ﾂ境評価
住みよさの理由　　　住みよい 住みにくい　住みにくさの理由
市全体の体育・スポーツ施設
?､図書館
ｽ土資料館・博物館
a院等医療施設
V人福祉施設
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ｬ学校校舎・付帯施設
?w校校舎・付帯施設
s刳w校の施設数
竓y・レ夘・・シシ施設
s営住宅
s民の余暇活動施設
n区の運動広楊
n区の集会施設
n区の老人福祉施設
定住が期待
ﾅきない
l口
大都市等
他市町村定住が期待
ﾅきる人ロ
条件整備
ﾉより定
Zが期待
ﾅきる
l口
市内他地区
近鱗生活環境 転住希望先
定住の理由　　　　定住希望 転住希望　　　　転住の理由
集落の道路網
?ﾊ安全施設
X路灯
ﾍ川の水質・澄み具合
ｮ敷林・生け垣等縁の現況
ﾇ蕗隻会所の現況
｢水排水の現状
Sミ・危険物の収集状況
ｽ目的広場の整備状況
l間関係やイペントの現況
r一一噛一『『曹“9「P経済的要因　ト弓」　＿　r＿　＿　＿　＿　　」
物的条件 性別・年齢別・集落別・職業別・大都市居住経験の有無別
非物的条件
農村アメニテ 定住意向　　〔＝濃嶽説雲宅鉱
定住を視点とした研究の構成
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表8－1　アンケートの概要
摘要 アンケート実施内
1991　且2　　　、1992　1　回
実施方法 市内において選定されている農政協力員
ﾉよって各集落に配布、存置自記後、同
@　　が訪回収
調査対　　棚 22　’、集　ではこれを12に　A
布サンプル 1　016
回　サンプル 917
回収率 90．3霧
これらの作業を経て，アンケート項目の設定と，調
査サンプル数を決定した。
　本章の構成とアンケート項目の枠組については，
図8－1に示した通りである。
　質問の第1点は，住民が居住する地域の居住性（
住み良さ，住みにくさ）をどう評価しているか。そ
の理由は何か。次いで本章の主目的の1点である，
将来とも地域や
集落に定住する　　　表8－2　調査対象集落の概妻
意向があるのか，
そしてその理由
は何かを明らか
にする。
　一方、これら
を踏まえて，住
み良さや定住性
の条件と考える，
地域施設，近隣
生活環境への住
民の評価傾向を
明らかにする。
　調査対象地域
としては，同じ
目的で行った地
域性の異なる7
　　ili6｝地域囎から・
合併市であり，
市街地周辺部に
旧村（7町村）
としての農業地
帯を持つ人口約
8万人の地方中
規模都市，栃木
県佐野市とした。
　　対象者は前記
作業で選定した
22集落の成人を
対象に層化抽出
?
???
團・欄
國・鞠
國・鞠
口・su
第四
図8－2　概略的集落分級・調査対象集落
　資料出典：惟者等がig84年に行った，佐野市市域開発幣備
　　　　　　構想調査における，概略的集薙分級である。
1’‘ ﾌ　　覧　　摘饗
f　コ
地区の概要
集落中心
ｩら市街
nまでの
?@．雌
1965年から
P992年迄の
l口増減率 世帯総数
i1995礁）
農家総数
i1995楓）
農家寧
1櫻作日 市街化区域
w定の現況
植下第3・第4
市街地南部にあり、土地
謇謳ｮ理事業が伸展され
v　　　　　｝にある
2k齪 8＆9驚増加 375 35 9，3器水稲
第4の約30零
ｪ市街化区
船津川
市域の最南端、渡鎚瀬川
?ﾝに位1麗する純農業集’である 5駄m 脇娚瀕少 232 114 49．1
水稲
??ｬ麦 区域外
西　浦
市域の東姻にあり、ll，心
?qｬ道路が通遊してい 4k綱 2a鷹減少 82
?
50。0瓢水稲 区域外
高　萩
市街地外周に位置する農
ﾆ集落であり、人口が急
@、　　　　　雪
2．3k飢 104．4器増加 1．08 52 4．8駕露地野菜
大半が市街
ｻ区域内
越　名
多くの湿田を抱える農業
W落であり、人口減少地
謔ﾆなっている
4kロ a5瓢減少 24 66 27．5％
水稲
I地野菜 区域外
犬伏
旧日光例幣使街道沿線に
s街地に隣接するため人
禔p左　している
2．4k閉 10Z跳増加 1，605 62 3，眺 水稲
地区の大半
ｪ市街化区
上露士
市街地北東の山間にかか
髀W落であり、人口は減
f　　にある
4．5k田 28，5瓢減少 7 45 6L6水稲
県立自然公．
?烽ﾌ集落
小　中
市街地西部にあり，近年
ﾟ隣地域の幹線道蹄整備
ﾆ　に一　が
3k駅 49．鰯増加 56 67 12．0毘
水稲
??ｬ麦
｢ちご
一郎区域内
免鳥
市街地西部にあり、旧国
ｹ沿線にあるため市街化
ｪ
2．4k助 41．3驚増加 10 33 31．1鑑
水稲
??ｬ麦
｢ちご
一部区域内
1二羽田
広域幹線国道の沿線にあ
驍ｱとから開発のniカが
@い
3．4k圏 9，鴨減少 21 84 38．5竃果樹（梨） 区域外
出流原
市街地の北端にあり、市
X地から鼓も離れている 6，7km 屯5瓢減少 i4 27 19．3器水稲 一部区域内
である
赤見
出流原に隣棲し、農業集
獅ｪ傑企されている，近
N郁市機能が立地しはじ
ﾟ様横が゜わった
＆5k罰 7．艦減少 33 78 23．0銀水稲
??ｬ麦
部区域内
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法により，　1，016名の被験者の抽出、市内の各集落
に選定されている農政協力員によって配布回収した。
　アンケートの概要は，図8－1，抽出した集落の
分布は図8－2，その概要は表8－2に示す。
　分析は回答者の属性によって傾向が異なり，なお
定住問題研究の視点として，住民の属性の中でも年
代層，職業が特に注目されるところから性別，年齢
別，集落別の2重及び3重クロス分析を主とし，職
業別・大都市居住経験の有無別を加えて考察した。
　また必要に応じ2質問間の相関性を分析した。
8．3　地域に対する居住性の評価傾向
（1）居住地としての概括的印象
　全体の傾向として，佐野市が「大変住みやすいま
ちだと思う」，　「まあ住みやすい方ではないだろう
　　　　　　　　　　　　　　　ガ　か」　（この両者を加え以後満足系と呼ぶ）は前者が
8．7％，後者が49．6％，計58．3％と過半数が満足系
の回答を示している。
　反面「時には住みにくいと思うことがある」は，
i4．　i％，　「住みにくい」　（この両者を加え以後不満
　ガ　系と呼ぶ）は2，5％，計16．6％と満足系の回答を大
きく下回っている。
　性別傾向としては、女性がやや住みやすいが多く，
男性は若干住みにくい回答が多く見られる。
　年齢別では，男性において30代を除き，高年齢に
なるに従って住みやすいとの評価が高い。
　しかしながら，女性には男性ほど特定の傾向が見
られず，40代では住みやすいが多く，70歳以上はこ
の評価が比較的低くなっている。
　集落別傾向としては，高萩・越名・上富士・小中
・免鳥・出流原の6集落において，住みやすいとの
評価がやや低くなっている。
　この内，免鳥を除き，市街地から遠い集落である
ことが注目される。
　職業別には，教員・製造業・公務員・第一種兼業
農家において満足系の回答が高く，会社員・サービ
ス業はやや低い。
　大都市居住経験者の意識においては，大都市居住
年数が長い程満足系の回答が高い傾向にあるが，20
年以ヒの居住経験者は低い。
（2）住み良いと回答した「住み良さの理由」
　全体としては，　「自然条件に恵まれている」24．9
％，　「生活上便利」11，7％，　「公害がない」11．1％，
　「人間関係が良い」　8．1％が上位の項目であり，こ
の傾向は性別の差が小さい。
　年齢別に見てもこの傾向に大きな変化はないが，
自然条件については，男性において高年齢になるに
従い比率が高くなる傾向が見られる。
　女性においては，40代，70代に傾向の変わった回
答が見られ，40代では，公害のないこと，自然条件
が強く現れ，70代は人間関係の比率が高い。
　さらに集落別傾向においては，大きな差が見られ，
第一位項目として「生活上便利である」を上げてい
るのは，植下・高萩・越名・犬伏の4集落，　「自然
条件」を上げているのは，船津川・小中・免鳥・上
羽田・出流原・赤見の6集落，　「公害がない」は上
富士，　「人間関係の良さ」は西浦となっている。
　集落別・性別傾向については，植下・西浦・高萩
表8－3　「住みにくい」と回答した住みにくさの理由
　　　摘要
N齢別
別
物が不 院その
ﾝ利用
ﾅ不硬
通か不 自然条件が生訓を得る
ｫびしい　で市内で
@　　　　ま満たさ≠
@　　　　　ない
こどもを育住宅に問゜
ﾄる上で　がある
@不便　l　　　　i
間関係
?ｵ習に
齣閧ｪある
人を介
ｷる上で
?閧ｪある
　設や居
ﾈど布の
q性に問
@がある
その他
Q（6．D
　計
i除非該当
@未回答
R3（100）［（3．0） 0｝2（6．D3（9．D 1（3．0） 4（12、D
20歳代
?? 8（24．2）
V（3α4）
5（15．2）
T（21，7）
7（2i．2）
D4（17．4）
　　　0
Q（8．7） o 1（4．3） 1（4．3） 2（8．7） o 23（100）】（4．3）
P（1．8）計 15（26，8）10（17．9）11（19，6）2（3．6） 2（3．6） 4（7．1） 2（3．6） 6GO．7）2（3．6）
　　　0
P（L8）
R（5．9）
z（2，9）
?
7（13．？） 7（13．7）1K21．6）2（3．9） 5（9．8）　2（39）2（3．9） 5（9．8） 4（7．8）
56GoO）
T1（100）
R5（IOO）
W6（！OO）30蔵代 女 8（22．9） 1D（28．6） 1（2．9） 2（5，7）1　　　0
2（5．7） 2（5．7） K2．9）
3（5．9，
堰i2．9）
S（47）
7（20、0）
l（16、3）計 15（17．4） 21（24．d）3（3．5） 4（4．7） 7（8．1）12（2．3）4（4，7） 7（8．1） 5（5，8）
10（172）11（19．0）5（8．6） 0 5（8．6）11（1．7）4（6．9） 4（6，9） 7G2．1） 2（3．4） 58（100）
40歳代
???9（15．5）
S（18．2）
P3（16，3）
o 2（9，1） 1（4，5）　　　　0 0 1（4．5） 2（9．D 1（4．5） 22（100）4（18．2）
P4（17．5）
7（31．8）
P8（22，5）5（6．3）　2（2．5）6（7．5）　1（1．3）4（50） 5（6．3） 9（li．3） 3（3．8♪ ε0（100）?
12（22．6）9（17．0）13（24．5）d（7．5＞ 4（7．5） 3（5．7）　2（3．8）2（3．8） 1（1．9） 2（3．8） 1（1，9ノ 53（100）
50歳代 女 11（28．2）7（17．9） 7（17．9） 4（10，3）1　　　03（7．7） 2（5．D 2（5，D
0 39（IDO）3（7．7）I　　　O
V（7．6）　4（4．3）計 23（25．0）16（17．4）20（21．7） 7（7．6）　2（2，2）5（5．4） 3（3．3） 4（4．3） 92（100）Q8（100）? 5（17．9） d（14．3） 6（2L4） 1（3，6） 3（！o．7） 3qO，7）1　　　01（3．6） 3（10．7） K3．6）
60歳代
?
4（23，5） 3（17．6） 5（29．4） 1（5．9） 0 O・　　　0 2（1L8）2（IL8） o 0 17（100）
計 9（20．D） 7（15．6）11（244）2（4．4） 3（6．η 3（6．7）　　　　03（6．7） 5（11．D 1（2．2） 1（2．2） 45（100）
5（172） 5（17．2） 2（6．9）［3（10．3） 1（3，4）　1（3．4）2（6．9） 3（IO．3） 1（3，4） 1（3．4， 29（100）5（17，2）
Q（11，8）70歳以上女 5（29．4） 3（17．6） OI2（11．E） 0　　　　0 1（5，9） 2（11．8） 1（5．9） 1（5．9） 17（100）
計 10（21．7）7（15．2） 8（i7，4） 2（4，3刀5〈10，9）1（2．2）　｝（2．2）3（6．5） 5（10．9） 2（4．3） 2（4．3ノ 46qGO）
40（159）53（21，0）14（5，61114（5．6）17（6，7）　B（3．2）M（5．6）17（6，7） 19（7．5） 10（4．Oノ252qOO）
集落計
??46（IB．3）
R9（25．5）28（18．3）36（235）7（4．61　5（3．3）8（5．2）　　　　09（5．9） lO（6．5） 8（5，2）
Q7（6．7）
3（2．0，
奄R（3，2，
153（100）
S05（100）1、計 85（21．ω68（16．8）89（22．0）21（52♪119（4．7）25（62）　8（2．0）23（5．7）27（6．7）
注　1隈定質問であり、満足
香@2　〔　〕　内数字は各欄合計欄に対する比率
系及び特に意識していないを除く。
@　　　　　　　　％を示す．小数点第2位を四捨五入
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　・越名の4集落において，第一位項目が異なる大き
な差異を示している。
（3）住みにくさの理由
　回答者の中で，住みにくい，ときには住みにくい
と思うことがあるとの回答は，それぞれ14．1％，2．5
％と少ないが，この16．6％の回答者による「住みに
くさ」の理由は表8－3の通りとなっている。
　上位3位の項目は，買物の不便さ，病院その他施
設利用・交通の不便さが各年代別，性別ともに共通
していることがわかる。
　買物の不便さは20代男性に強く現れ，交通の不便
さは20代から50代までの女性に強く現れている。
　また30代，40代の男性に，育児上の不便さ，20代
から40代の男性に，市の文化性に問題があるとの回
答がめだっている。
　また集落別傾向としては，買物・施設利用・交通
の不便さをあげているのは，出流原・船津川であり，
いずれも市の縁辺部にある集落である。
8．4　地域・地区への定住意向
（1）定住意向の全体的傾向
　市において「子供や孫の代まで住み続けたい」，
　　　　ガl1o）（永住希望）と「自分の代だけでも住み続けたい」
　　　　　　　nID（暫定的定住希望）との回答は前者において，54．7
％と過半数を越えており，後者は22．7％となって
いる。
　この両者を定住希望者と考えれば，77．4％が定
住を希望していることになる。
　定住の意向は性別において大きな差を見ること
ができないが，女性は永住希望が男性より若干低
い反面，どちらとも言えないとの中庸の回答がや
や多い。
　これは20代，30代の影響による。
　年齢別傾向においては，20代の定住希望者が男
5〔凡
子供や孫の代まで
｛主み畜禿けアこい
　自分の代だけは
　住み続けたい
　　どちらとも
　　言えない
できれば他市町村
へ転住したい
是非他市町村
　　　　5〔｝㌔
　　　　　全築落　植下第3船津川　西甫　　高萩　　蓮名　　犬伏　　上富士　　小中　　免亀
へ転住したい一A－■一　　。第4
　　　　　　　図8－3　集落別に見た定住意向
上羽田　出流原　　赤見
f，　as
0
5（氏
表8－4　佐野市に住み続ける理由
　　　播要
of齢別
生別
土地が
?驍ﾌで
担の墓力
?驍ﾌで
　み慣れた
y地だから
に不便
ｴじない
@から
人・知
A沢山いる
@ので
自然が豊力
@だから
災害がなし
@ので
一供を育て
髀繧ﾅ環
o良いから
・展が期
ｫるから
その他 合計
?
17q7．2）13（13．D】9（19，2） 9（9．1） 17（17．2）10（10．D5（5，D 3（3．0） 6（6．D 0 99qOO）
20歳代
?
17（18．5）11（12．0）14（15．2）12（13．0）12（13．0）10（10．9）8（8．7） 5（5．4） 3（33） 0 92（100）
計 34（17．8）24（12．6）33（17．3）21（ILO）29（15．2）20（10，5）13（6．8） 8（4．2） 9（47） 0 191qOO）?
50（24，3）30（14，6）38G8．4）監9（9．2） 24（lt．7）11（5．3）15（7．3）12（58）6（29） 1（05） 206（100）
30歳代
?
28（23．9）！9q6．2）20（17．D8（6，8） 8（6．8） 9（7、7）14（12．0）7（60） 3（26） 1（09） ll了（100）?
78（24．D49G5．2）58（18．0）27（8．4）32（9．9）20（6，2）29（9．0）19（5．9）9（2．8） 2（0，6） 323（100）
50（23．7）37（17．5）39（18．5）13（6．2）26（1a3）16（7．6）16（7．6） 6（2．8） 8（3．8） 0 211（IDO）
40歳代 女 37（19．5）27（14．2）34（17．9）17（8．9）18（9．5）18（9．5）16（8．4）15（7，9） 7（3．7） 1（0．5） 190（100）
計 87（2L7）64（16，0）73（18．2）30（7．5）44（1LO）34（8．5）32（7．9）21（5．2）15（3．7） 1（0．2） 401（100）?
76（26，4）43（149）44（】5．3）20（6．9）31（10．8）25（8．7）24（8．3）12（4．2）10（35）3（LO） 288（100）
50暖代
?
44（21．8）35q7．3）40（19，8）14（6．9〕24（IL9）15（7．4）13（6．4） 8（4．o） 7（3．5） 2（1．0） 202（100）
計 120（24，5）78（15．9）84（17．D34（6．9）55（H．2）40（8．2）37（7．6）20（4D17（35）5（10） 490（100）?
63（25．3）43（17．3）44（17．7）17（6．8）31（12．4）16（6．4）20（巳，0） 6（24） 8（32） 1（04） 249（100）
60歳代
?
36（21，D33（19．3）31（18．D8（4．7） 22（12．9）12（7．0）11（6，d） 9（5．3） 9（5．3） 0 171qoO）?
99（23，6）76（16．D75（17．9）25（6．0）53（12．6）28（6．7）31（7，d）15（3．6）17（4．0） 1（O．2） 420（100）?
42（23．6）35（19．7）33（18．5）12（6．7）15（8．4）14（7．9）12（6，7） 7（3．9） 5（3．4） 2（1．D 178qOO）
70歳以上
?
36（23．4）35（22．7）27（17．5）13（8．4）18（1L7）9（5，8） 9（5．8） 5（3．2） 2（L3） 0 154（IOO）
計 7巳（23．5）70（2Ll）60（18．D25（7．5）33（9．9）23（6．9）21（6．3）12（3．6）8（2．4） 2（0．6） 332（［OO）?
98（24．2）OIG6．3）17（17．6）90（7．3）144（1L7）92（75）92（了。5）46（37）44（36）7（06）1231（100）
集落計
?
19B（21．4）160（17．3）互66（17．9）72（7．8）102（1LO）73（7．9）71（7．7）49（5．3）31（3．3）4（0．4） 926（100）
計 96（23．0）61（16．7）83（17．8）162（75）46（1L4）165（7．6）163（7．6）95（44）75（3．5）11（05）2，157（100）
注：（　）内数字は各欄合計値に対する比串（％）であり、小数点第2位を四捨五入した。
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女とも50％とやや低いが，年齢が高くなるに従い，
定住希望が高くなる傾向がある。
　集落別には，図8－3に示した通りであるが，全
集落において，定住希望が70％を越えており，とり
わけ植下・西浦・上富士・免鳥・出流原の5地区で
はこれが80％を越え，きわめて高い意向となってい
る。
　こうした傾向の中で，　「どちらとも言えない」を
含み，転住の希望がやや高
いのは，船津川・高萩・赤
　　　　　　　　　　　　　　　表8－5見の3地区である。
　職業別意識傾向では，定
住意向が公務員92．9％，第
一種兼業農家88．6％，専業
農家83．9％などが高く，サ
ービス業，会社員は比較し
て定住意向が低い結果とな
った。
（2）住み続ける理由
　次に，本章の重要な視点
のひとつとして，何故住み
続けたいのかを分析したも
のが表8－4である。
　この中で，　「土地がある
ので」　「住みなれた土地だ
から」　「先祖の墓があるの
で」　「友人・知人が沢山い
るので」は，男女に共通し
て上位4項目となっている。
　とりわけ30代以上の男性
においては「土地がある」
がきわめて高く，不動産の
存在が地域に定住する上で
の要件となっている。
　集落別においても，この
傾向は変わらないが，上富
士・出流原・赤見では「自
然が豊かだから」，免鳥・
出流原では「災害がない」
との回答が他と比較して高
かった。
（3）転居したい理由
　転居したいとの回答は全
体で31人（2．6％）ときわめ
て少数であるが，施設利用
等生活の利便性を上げてい
　る。
（4）市への評価と定住意向
　　　との相関性　　　　　　＊注：1
　佐野市の居住性に関する印象と，市への定住の意
向性をクロスした結果が表8－5である。ここでは
佐野市が大変住み良いとの評価と，市に子供や孫の
代まで住み続けたいとの意向が強く関係するのでは
ないかと考えていたが，結果的には「まあ住み良い
方ではないだろうか」という相対的かつ控えめな評
価が最も高いこととなった。
　定住意向についても，この評価を軸に，定住希望
市への印象と定住意向との相関性
　　　　　　1評｝住意Fr
sへの評価
年齢別 子や孫の
繧ﾜで住
ﾝ統けた
@い
rl分の代
ｾけは住
ﾝ統けた
@い
どちらと
煬ｾえな
@い
できれば
ｼ市町村
ﾖ転化し
@たい
ぜひ他市
ｬ村へ転
oセいたい
未回答 合　　計
20 2（50．0） 1（25．0） 1（Z5，0） o 0 0 4qOO）
30 5（83，3） o 1（16．7＞ o 0 o 6（100）
40 8（8零．9） IqiD 0 0 0 0 9（100）人変住みやすい
ﾜちだと思う 50 16（94．D1（59） 0 0 o 0 17（100）
60 ig（947） 0 0 0 o 1（5、3） 19㈹0）
70‘～ Z4（96，0） 1（40） 0 G o o Z5（100）
小11｝ 73（gzo1（5D2（z5） 0 0 1（13）BOGOO）
20 20（377｝17（32D15（293）lq9） o 0 511（100）
：；0し 45（594）21（2了：D 10（130）1（1：D
??
o 77（10の
40 54（643）23（Z7．4） 7（9，3） D 0 o 84qOO）まあ住みやすい方では
@　ないだろうか 50 69（7［、9） 21〔21．9） 6（6．3） Q 0 o 96（100）
60 70（84．3）】2（145） 1（1．2） o 0 0 83（100）
70昂‘～ 43（69．4）18（29．0） 0 0 0 1（1．6） 62（100）
小計 301（65．2）112（24，6）39（8，6）2（0．4） 0 1（0，2）455（100）
20 8（25．8） 5（田．D 17（54．8）1（32） 0 0 31（1DO）
30 15（37．5） 6（15．0） 19（475） 0 o o 40（【00）
特に意識していない 40f 14（34D7q7　D19（439）2q9） 0 0 41（100）
50 17（48．6）10（286）了（200） 1（翼．9） 0 0 35qOO＞
60 ！5（536） 8（28．6） 4（14．3） 1（3．6） 0 0 28（ioO）
70庵’～ 14（51．9） 了（25．9） 5（18，5） 0 o 1（3．了〉 27（100）
小計 83（41，D43（21．3）70（34．7）5（2．5） 0 0 202（IOO）
20 1（45） 8（364）10（45．52（9D1（4．5） 0 22（100）
30 8（276）10（34．五） 7（24．1） 4（13．8） 0 0 29（100）
40 7（318） 7（318） 7（318）1（45） 0 o 22（10①ときに住みにくいと
@思うことがある 50 ll（379＞ll（379）3Go．3）3（10．3） 0 1（3，弓 29（100）
60 7（53．8） 4（30．8） 2（154） 0 0 0 13（100）
70」4～ 6（42．9） 5（35．7） 2（14，3） 1（7昌D 0 o 14qOO）
小計 40（31．O）45（34、9）31（24．0）li（8．5） 1（0，9） 1（0．8）129（10ω
20 0 0 1（50，0） 1（50．0） 0 0 0
30 0 0 1（33．3） 2（66．6） o 0 0
｛1みにくい 4G 1（［67） 2（333） 2（33．3） 0 1（16．7） 0 6（10ω
50 2（400） 2（40．0） 1（20．0） 0 o 0 5（100）
60 1（25．0） 0 2（50．0） 0 o 1（25，0） 4（loo）
70」～ 0 0 Z（66、7） 0 1（33．3） o 3（100）
小計 4（174） 0 9（39，D3（13．O） 2（8、7） 1（4．3） 23GOO）
20 o 1（25．0） 0 0 3（75，0） 4（100）
30 0 o o o 0 0
未回答 40 o 0 0 0 2qOO）2（IOO）
50 o 0 0 0 6（100） 6（100）
60 0 o 0 o 10（100＞10（1GO）
70▲～ lG43） 0 0 o 6qOO）7（ioo）
小i卜 1（34） 1 0 0 27（93．D29qOO）
20 31（267）31（26．7）44（379）5（4．3） 1（o，9） 0 口6qoo）
30 73（47D37（239）38（24．5）7（4．5） 0 0 155（100）
合計 40 84（51．2）40（24．4〕34（20．7）3G．8） 1ω．6） o 164（10G＞
50 日5（61．2） 45（23．9）17（9．0） 4（2．D 0 1（O．5＞1需8（100）
60 111（71．2）24（154）9（5．8） 1（0，6） 0 2（1．3）156GOO）
70歳～ 87（53．O＞31（22．5） 9（6．5） 1（9，7） 1（o．了） 2（1．4＞138（loo）
合計 502（54．7＞208（22．7）152（15．6）21（2．3） 3（0．3）31（3，4）917（IOO）
比寮は小数点第2位を4捨5入
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者は全体の45％に達している。
　また大変住み良いという最高の評価を
している中で定住を希望する者は8％に
過ぎない。
　逆に不満系の回答者の内，他市町村へ
転住したいと希望する者は17人（1．8％）
に過ぎなかった。
　更に，時に住みにくいことがある，住
みにくいと回答した者の中にも，子や孫
の代まで住み続けたい者が43人（4．6％）
あり，自分の代だけは住み続けるとする
者，49人（5．396）と合わせると，102人
（ILl％）にのぼる。
　このことは環境に不満を持ちながらも，
住み慣れた地域への定住意向は別のこと
として，理解することができる。
8．5　既存地域施設への評価傾向
（1）評価の高い施設
　住民の定住性，特に地域での日常生活，
年間の生活全般に関して，生活の利便性
を支える各種地域施設について，住民が
どのような評価をしているのだろうか。
　図8－4は現在の佐野市における主要
な地域施設分布を示す。
　アンケートにおいては，16種類の施設
に関して質問を行ったが，その内既存の
学齢前施設・義務教育施設・拠点的文化
施設・公共図書館・体育・スポーッ施設
に関しては，いずれも満足系の評価が高
い結果が見られた。
　この評価傾向は高年齢になるに従い満
足系の評価が高くなる状況であり，性別
では女性の評価が若干低い結果となって
いる。
　全体的傾向については図8－5，評価
の高い施設の例としての義務教育7施設
に対する年齢別評価傾向は，図8－6に
示した通りである。
　特に根幹的地域施設というべき，保育
所・幼稚園・小学校・中学校など，地域
社会に密着して，既に一定の水準に達し
ている施設に関しては，全般的に評価が
高く，市民文化会館・公共図書館・総合
?
o
o
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　　e　　　　　　　　　　　　　　　　く）
　。’°讐
゜　　　。卜　　eS
　　　　　　く　e－　　　　　　　　o■偽混5°．魑淺
　　。　°°。°」P
　　　　　　　レワ　o
　　　　o
教育施設分布
凡　　例
　　化細◇
　胸区公民盤■
o　疑会施設
、???
凡　　例
　螂鷲．o
■　　　惇實湊】・
　公　園△
文化・集会施設分布　　　　　　　　　体育施設・公園分布
図8－4　佐野市における主要地域施設の分布
凡・列■齪國鍵口普通國霧躍不満
注：図中，レク施設とはレクリ1一ション盲径設♂ある。
図8－5　既存地域施設に対する評価
運動場に関しても評価が高い結果となった。
（2）評価の低い施設
　逆に評価の低かった施設としては，病院等医療施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Sl］1z）設・老人福祉施設と娯楽・レクリェーション施設・
市民の余暇活動施設・地区ゲートポール場への評価
が低い。
　中でも病院等医療施設，老人福祉施設に関しては
30～40代の男性において不満が現れており，30代女
性は老人福祉施設への不満を表している。
　不満系の回答がめだつ項目においては全体として
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若年層ほど不満の回答が多いが，医療・老
人福祉施設に関しては高齢者の不満も高く
現れている。
　また高等学校や市営住宅に関しては，満
足系の回答と，不満系の回答が半ばしてい
るが，若年層にやや不満が強く現れている。
　これら評価の低い施設に関しては，本調
査の範囲で不満の原因を明らかにすること
ができなかったが，医療施設に関しては第
2次医療拠点は整備されているものの，家
庭医などの適切な分布，医療拠点までの距
離に不満があるのではないかと推察される。
　老人福祉施設に関しては，現在養護老人
ホーム3，特別養護老人ホーム2，軽費老
人ホーム1，老人福祉センター3があるが，
地区単位の広場，憩いの家などは必ずしも
十分ではない。
　また娯楽・レクリェーション施設は，昨
今需要が増加している，アウトドアーライ
フに対応した施設や，生涯教育など，ライ
フスタイルの変化に対応した施設への需要
として解釈できる。
　評価が低かった施設の例として，娯楽・
レクリェーション施設の性別年齢別傾向を
図8－7に示す。
（3）集落別傾向
分析の対象とした12集落別に評価の傾向を
述べる。
　まず評価の低かった，医療施設，老人福
祉施設に関しては，いずれも市街地から遠
隔にあり，交通面もやや不便な集落，ある
いは施設から遠い集落の評価が低い。
　これは出流原をはじめ，船津川・西浦・
高萩・越名であり，老人福祉施設について
は植下・犬伏・上富士・上羽田の評価も低
い。
　逆に評価の高い施設と集落との関係を見
ると，市街地に近いか，施設への接近性に
優れた集落の評価は全般的に高く，遠隔の
集落では評価が低い。
　娯楽・レクリェーション施設に関しては，
30歳代
40歳代
70歳以上
回答者全体
J・Lf5］■満足圏薄國普通團霧猛不満
図8－6　性別・年齢別による義務教育施設への評価
凡f列．■齪圏競口晋通国罧幽不満
図8－7　性別・年齢別による娯楽・レクリェーション
　　　　　施設への評価
不満系回答の高い施設 満足系回答の高い施設
今後の整備課題であることから全体的に評価傾向が
低い結果となっている。
　集落別に特徴が現れている例として，評価の高い
義務教育施設、評価の低い医療施設を図8－8に示
す。
（4）職業別傾向
　職業別傾向としては，全体的に満足系の比率のに
高い施設に関しては，各職業とも高く，不満系に高
凡例齢茜足瞬這國普通國霧猛不1茜
図8－8　集落別による医療・義務教育施設への評価
い回答を示す施設は各職業とも類似した傾向であっ
た。
　しかしながら，サービス業と製造業は全体として
満足系の評価が高かった施設すべて（製造業は体育
系施設を除く），満足系の評価の高い施設に対して，
「普通」という中庸の回答の比率が高くなっている。
　公務員の文化系施設に対する評価もこれと同じで
ある。
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不満系の回答が高い施設に関しては，会社員
が医療・老人福祉・高等学校・娯楽・レクリ
ェーション施設に対し，特に不満の傾向を示
し，公務員は医療施設に不満を示している。
　また老人福祉施設に関しては，教員・公務
員・製造業・会社員・専業農家の順に不満の
傾向が高い。
（5）大都市居住経験者の地域施設評価傾向
　設問において，大都市居住経験をたずねた。
それは大都市居住経験により，環境評価の傾
向が異なると考えたからである。
　大都市居住経験3年以上の回答者の回答を
加算し，居住経験なしの回答者との評価傾向
の比較を行った結果，10種類の施設の評価に
おいて，全体的には両者とも満足の傾向，不
満の傾向が類似していることがわかった。
　居住経験の有無により，評価の差が若干見
られるのは，全体的に満足の評価の高い施設
に関しては，大都市居住経験者がわずか低く，
逆に不満の傾向が強く現れていることである。
　しかし，大都市での居住経験が3年未満の
回答者においては，不満の傾向がやや強く現
れており，特に他の属性においても不満の傾
向が強かった施設に関しては，これが明確で
ある。
　以上の比較より，大都市居住経験が環境評
価において厳しい結果を示すのではないかと
いう点については，関係が希薄であることが
わかった。
8．6　近隣生活環境への評価傾向
　近隣生活環境に関しては，物的・非物的項
目について全12項目を聞いているが，ここで
はその内t物的な8項目に関し，評価傾向を
述べる。
　全体的な傾向として，満足系の高い項目は
なく，この傾向に関しては図8－9の通りで
ある。また性別・年齢別・集落別に異なった
傾向が見られるため以下詳細を述べる。
（1）性別・年齢別傾向
　まず性別評価傾向上，特徴が見られるのは，
近隣生活道路・街灯・生活排水施設・地区運
動公園の4項目である。
　集落内道路は男性側に不満が高く，街灯は
20代・30代の女性の不満が高い。
凡例■齪團額國普通圏霧彫不溝
図8－9　近隣生活環境項目に対する評価
胴■渚足圏薬國普通團霧脇不溝
図8－10　性別年齢別による生活排水施設への評価
　また生活排水施設については40代・50代の女性の
不満が特に高い。
　全体的に高年齢になるに従って満足系が高まり，
不満系が低下する傾向が認められるものの，集落内
凡倒■齪團離團普通騒駕鰯不満
図8－11集落別に見た集会施設，生活排水施設への
評価
道路・植栽については例外である。
　満足系が不満系を上回るのは，60代・70代の男女
における集会施設・ゲートボール場のみであり，近
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隣生活環境に関しては，性別・年齢別ともに不満を
抱いていることがわかった。
　特に不満傾向が強く現れている生活排水施設への
性別年齢別評価を図8一且0に示す。
（2）集落別傾向
　質問項目12項目についての集落別傾向を述べる。
　集落内道路・交通安全施設は市街地に近い集落に
おける満足系の回答が高く，不満系が低い。また街
灯は，免鳥以外の全集落、植栽・生活排水施設も全
集落において不満の傾向が顕著であった。
　特に生活排水施設に関する不満系の回答は，全集
落が40％を越えており，12集落中7集落が50％を越
えて高い。　（
　また集会施設に対し，植下・犬伏・小中・上羽田
等の満足系回答が高く，船津川・越名・上富士・出
流原の不満系回答が高いのは，施設の更新が行われ
たか否かの相違である。
　評価がやや高い例として集会所，評価の低い施設
の例として生活排水施設への評価傾向を図7－11に
示す。
（3）職業別傾向
　次いで職業別の評価傾向を見る。
　各項目別に不満の回答を整理し，不満傾向の高い
6職種を見ると，会社員・サービス業・公務員
・主婦・教員・その他において，いずれも不満
傾向が高いことがわかった。
　反面専業・第1種兼業農家の不満傾向は生活
排水・植栽・ゲートポール場のみ局部的に現れ
ている。
　また第2種兼業農家は4種目について不満の
傾向を示している。
（4）大都市居住経験者の近隣生活環境評価傾向
　地域施設同様，大都市居住経験3年以上の回
答者と非経験者を比較してみると，大都市居住
経験者において，各環境項目に対する満足系の
回答が低く，不満系の回答が若干高く現れてい
るものの，全体的な評価傾向は類似している。
　ここでも大都市居住経験の有無が，生活環境
の評価基準として希薄であると考えられる。
ルなど次々に整備され，一応の水準まで達している。
　また老人福祉施設についても，特別養護老人ホー
ム3施設，養護老人ホーム1施設，軽費老人ホーム
1施設，老人福祉センター3施設がある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　lll　l）　医療施設に関しては，第2次医療拠点となる病院
を含み，病院4施設，一般診療所60施設がある。
　このような状況に対し，回答者の58．3％が住み良
いとの回答を，77．　4％が定住を希望していることが
わかったe　（中庸の回答を除く）
　またこの両者のクロスにおいては，住み良いから
定住する，53．　4％，住みにくいから転住したい，1、9
％，住み良いが転住したい、O．2％，住みにくいが定
住する，9．7％という傾向がわかった。
　このように，定住条件に関わる物的環境条件であ
る現状の都市機能，近隣生活環境に対しては，とり
わけ強い満足感はないものの，転住するには至らな
いとの意向と解釈できよう。
　地域施設，近隣生活環境は，住み良さ，住みにく
さといった地域地区への居住性との関係が深いと思
われる。
　具体的には，公共輸送の運行状況，路線バスの衰
退など，住民の生活行動を支える足が不便である。
　一方，栃木県においては，自家用車の普及状況が
8．7　まとめ
　佐野市はその都市的規模から見て，大型の地
域施設，根幹的地域施設に関しては，同規模の
他都市と比較して一定の水準で整備が進んでい
る。
　特に地域社会に密着した学齢前施設，義務教100％
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群馬県とともに，全国的に高い位置にあることか
ら，生活面で不満足な部分は，近隣都市を利用す
るなど，広域的な行動圏の拡大によって満たして
いることを付け加えておかなければならない。
　定住希望者，転住希望者別に地域施設の評価傾
向を見たものが図8－12であるが，転住希望者が
少ないことから，母集団を拡大して図化したもの
である。
　これによると，転住希望者にはほとんどの地域
施設に対して不満の傾向が強く現れており，定住
希望者のそれとは異なる結果となった。
　これは・定住条件に深く関わって，地域施設，
近隣生活環境条件が存在し，これら社会資本整備
のあり方によっては，転住の意向をある程度抑制
することが期待されるということであろう。
　以上を総括し，研究目的で述べた，定住に関わ
る物的環境条件整備としては，いわゆる従前型の
地域施設の量や分布，そして都市の後追い的な近
隣i環境整備ではなく，地域住民の意向を十分反映
した，地域固有のむらづくりを推進し，その中か
ら，整備の方向性を把握する必要がある。
補注
注1）　藤本尚久　平成4年度　広域農林地総合開発整備調査（1993）　pp96
注2）　土肥・若林は，常磐線沿線市町村を対象として多変量解析の手法により，住民の居住環
　　　境評価の構造・定住意識・地域交流との関係を分析している。
注3）　三国・中村は，千葉県袖ヶ浦市野里集落を対象として，農村集落の班の重要性着目し，
　　　その住意識の特性を述べている。
注4）　筆者等が参加して，1983年に佐野市の行っ佐野市土地分類調査（細部調査）
注5）　福沢宗道・蟹江好弘　佐野市市域開発整備構想調査（1985）において，将来の土地利用を
　　　展望する指針として，概略的集落分級を行った。これは農林業センサスの集落カードを用い，
　　　①土地条件（畑地率，経営耕地増減率，耕地利用率），②農業労働力条件（兼業農家率，
　　　農家数増減率，農家人口増減率，農業就業人口増減率），③農業経済条件（農地生産性，
　　　農産物販売額，経営耕地規模）の3分野より手集計で集落の農業勢力を等級区分した。
注6）　1989年，栃木県岩舟町（平地農村住民），1990年，栃木県葛生町（中山間地域住民）茨
　　　城県那珂湊市（市営イi三宅居住者），1991年，群馬県館林市（市街地居住者），栃木県佐
　　　野市（農業集落居住者），1994年，栃木県鹿沼市（全市域居住者），足利市（混住地区
　　　居住者）の調査を，地域地区別定住意向の差異を知るために実施した。
注7）　和田幸信　学位論文（1987）　PP64　において氏は地方都市を既成市と合併市に区分して
　　　いる。
注8）　市に対する印象評価の項においては「大変住み良いまちだと思う」，　「まあ住み良い方
　　　ではないだろうか」の回答を加算して，満足系とする。地域施設等の評価の項において
　　　は，　「大変満足」　「やや満足」を加算して満足系とする。
注9）　市に対する印象評価の項においては「時には住みにくいと思うことがある」　「住みにく
　　　い」を加算して，不満系とする。また地域施設等の評価の項においては，　「やや不満」，
　　　「不満」を加算して不満系とする。
注10）質問の意図として，次世代においても定住する意向があるか否かが重要だと考え，永住
　　　希望とした。
注11）子供の世代になったら，住み続けるかどうかわからないという不安定要素があるものと
　　　考え，暫定的定住希望とした。
注12）将来の余暇時間増大に対応する，たとえばアウトドアーライフのための，オートキャン
　　　プ場，ピクニック広場，親水公園等新しい施設を意味している。
注13）医療施設の建築計画者による医療圏の概念とは若干異なるが、地方都市における医療施
　　　設の位置づけとして，概ね第三次圏を利用対象範囲とする拠点的医療施設は，第二次医
　　　療拠点と呼ばれている。
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第9章　地方中規模都市住民の定住意向と環境評価
9．1　研究の視点と背景
　大都市問題の裏面に存在する地方都市及び周辺地
域の活力低下，弾力性を欠いた地域社会の諸問題に
っいて，将来的にどのような解決策を見出そうとし
ているのかが地域計画上重要な課題である。
　多極分散型国土形成が国策として掲げられ，人口
再配置，すなわち地方都市及び周辺農山村（以下地
方都市圏と呼ぶ）における定住問題が再びクローズ
アップされているが，この定住を支える条件整備が
地域計画的に明らかにされる必要がある。
　定住条件はもとより産業経済条件と社会条件の2
面を内在しているがtここでは社会条件の内，主と
して物的環境条件のみを取り上げ，その整備のあり
方を検討する。
　本章は地方都市圏における定住条件の調査研究を
目的として，北関東に立地する条件の異なった7地
　　　rlD域・地区で行ったアンケートの内，近隣に母都市を
有する地方中規模都市，栃木県鹿沼市を対象とし，
条件の異なった旧町村別の居住者が，地区単位にお
いて，どのような定住意向の差異を持つのかを検討
している。
　生活環境と定住意識及びこれらの普遍化を目的
として行われた先行研究は，都市において，土肥・
　　Aの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ごl　i　若林　の研究があり，農村においては，三国・中村
の研究がある。
　本章は，これら先行する研究を参考にしつつ，指
標化仕切れない地域社会と居住者の定住意識の関係，
定住を望みながらも地域の環境条件に不満を持つ住
民の意識傾向を知り、新たな社会資本整備としての，
地域施設整備・近隣生活環境整備課題への要求を明
らかにする。
　本章は，1．996年12月刊行の，農村計画学会誌VOL．
15NO．3pp55～66所収の論文を，加筆訂正したもの
である。
9．2　研究方法・対象地
（1）研究方法
　本章は，鹿沼市の第4次振興計画策定のための住
民意識調査に合わせて行ったものである。研究方法
は，まず別途調査により，鹿沼市を構成する旧町村
の人口・土地利用・産業・地域施設分布など，地区
の基礎的な環境条件を明らかにした。
　この作業をベースとして，アンケート項目の設定
を行い，合併前の旧町村に居住する成人住民を対象
に，無作為抽出により選定した被験者2，000人に対
し，アンケートを行った。
　調査は郵送配布・回収し，所定の分析を行った。
　本章の枠組は図9－1の通りである。分析は旧町
村（以下地区と呼ぶ）別，性別，年齢別の2重及び
3重クロス集計とし，必要に応じて2質問間の相関
性を分析した。
（2）対象地域・地区の概要
　本章の対象地である栃木県鹿沼市は，地方中規模
都㎡馨あり，栃木県中央部の，地方中核都市・県庁
所在地である宇都宮市に隣接している。
　1960年から1990年迄の人口増加傾向は15．6％増加
　　　　il5｝で増加地域に属している。
　市域には市街地を中心として，平地農業地区，山
間農業集落，混住地区が含まれており，居住環境条
件が異なっていることが，地域としての社会的特徴
である。
　市の地形条件は，西部は足尾ll醜に含まれる中山
間地区，中央低地には主要河川黒川が流れ，市街地
が形成されている。
　東部の北犬飼地区は丘陵地帯であるが，宇都宮市
に隣接することもあり，住宅地開発や民間住宅供給
図9－1　研究の枠組
表9－1　アンケートの概要
?
アンケート実施内容
実施時期 1994年3月，5月
実施方法 全市民から無作為抽出した2，000名に配布
@送配　、留置自記式で郵送回収
回収サンプル 803サンプル
回収率 40．2％
有　回答数 732サンプル
有効回答率 91．2％
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板荷　　　菊沢
東大芦　　　鹿沼
醤，∴　謎
藷ll：離％呂1♂南肇押原
口26－50％國15％肚融　　南顯
図9－2　旧町村別人口増減傾向
?
凡例
団．ab－60％
口31－45％
〔］16－30％
口o－15％
図9－3　旧町村別農家率
などによって，人口が急激に増加するとともに，混
住化が伸展している。
　旧町村別に見た人口増減傾向（1970年～1994年度，
住民登録人口）においては，宇都宮市の隣接地区で
ある北犬飼が，310％増，逆に市街地と山間部の西
大芦がそれぞれ16．6％，22．9％と著しい減少地区と
なっている。　（図9－2参照）
　また急激ではないが，減少している地区として，
東大芦，加蘇，南押原の3地区があるが，いずれも
農業地帯である。
　これら減少地区においては高齢者率
が高く，学齢前幼児率の低い，均衡を
欠いた社会構成が出現する結果となっ
ている。
9，3　地域・地区に対する居住性の
　　　　評価傾向
（1）居住地としての概括的印象
　全体の傾向として，鹿沼市が「大変
住みやすいまちだと思う」，　「まあ住
みやすい方ではないだろうか」　（この
　　　　　　　　　　tl6）2項を加算し以後満足系と呼ぶ）は前
者が8．3％，後者が60．5％，計68．8％
と過半数が満足系の回答を示している。
　反面，　「時には住みにくいと思うことがある」は，
19．1％，　「住みにくい」　（この2項を加算し以後不
　SlT　満系と呼ぶ）は2．2％，計21，3％不満系の回答が満
足系を大きく下回っている。
　性別傾向としては，大きな差を認めることはでき
ないものの，女性に「住みにくいと思うことがある」
がやや多い。
　年齢別では，男性においては，60歳代を除き，高
年齢になるに従って，満足系の回答が高い。
　女性においては，この傾向が顕著に現れている。
　地区別の傾向としては，図9－4に示した通り，
満足系の回答に差が見られ，山間地区である西大芦
において評価が低い。
　また市街地と隣接地区においては満足系の回答が
高い。
　不満系の回答が特に高いのは，西部山間部の西大
芦44．5％，北部山間部の板荷38．7％，南摩30．6％で
あり，他地区との差が大きい。
　この3地区とも市街地，主要鉄道駅などから離れ
た地区であることが特徴的である。
（2）住み良いと回答した理由（複数回答）
　全体としては、　「住み慣れた土地だから」40．2％，
「生活上便利だから」29％，　「自然条件に恵まれて
いる」28％が特に多い。
　このことは，例えば大都市居住経験などのない住
民が，H常生活上の習性として，強い不満を感じて
いないことに起因しているものと推察する。
　この結果は，性別の差がほとんど見られないが，
定住意向の凡例
　　どちらとも
　　言えない
住み続けたい
　　地図凡例幣鱈魏。腰鯉↓
　　■76％以上　團66－75％〔コ56－65％□55％以下
図9－4　旧町村別に見た住み良さへの評価・定住の意向
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女性に「生活上便利」がやや多い。　　　　　　　　　年齢程低い結果となっている。
　地区別傾向としては大きな差が見られ，　「生活上　　　女性においては，　「生活上便利」　「周囲の人間関
便利」は市街地，北犬飼，　「子供の教育上良い」は　　係の良さ」　「住み慣れた土地」　「この土地で生活が
加蘇のみ，　「周囲の人間関係が良い」は東大芦・加　　確立している」の4項目につき，高年齢になる程高
蘇・南摩となって　　　　　　　　　　　表9－2　鹿沼市に対する，住み良さへの評価いる。
　また「自然の環
境が豊富」は東大
芦・板荷・加蘇・
南摩の4地区が高
い。　「住み慣れた
土地」をあげてい
るのは，西大芦を
除く地区であり，
西大芦は「住み良
い」回答の各選択
肢について回答が
低い。
　年齢別では，男
女とも「住み慣れ
た土地」が最も高
いのであるが，男
性においては「生
活上便利」が高年
齢程高く，　「自然
環噴が豊富」は高　　注：（）内は性別．年齢別計に対する比率を示す
　　　　摘
N齢別
性別 大変住
ﾝ良い
住み良い方
ｾと思う
どちらとも
ｾえない
住みにくい
ﾆ思うこと
@がある
住み
ﾉくい
未回答 不明 合　計
?
3（750）25（62．50）了q7，50） 5（12．50） 0 0 o 40（100）
20歳代 ? 5（6、94）43（59，72）7（9．72）16（22．22）1（L39） 0 o ？2qOO）
3（4」7）42（58．33）U（15．28）14（19．44）2（2，78） 0 0 72（100）
30歳代 ”
2 7 2　1 1 1
4（4．7D56（65，88）6（9．09）13（15．29）5（5．88） 1（Ii8） 0 85（IOO）
40歳代 3（3．75）46（57．50）9（n．25）L9（23．75）3（3．75） 0 D 8D（ioo）
7　4．24io261．8215　9093219．3984．85 1　　1 0 165ioO
6（9，09）43（65」5）6（9．09）9（1364）2（303） 0 0 66（100）
50歳代
?
9（10．84）51（6L45）3（3．61）17（20．48）2（2，4D 1（［．20） 0 83（100）
7 7
7（8．64＞47（58．02）6（7．4D20（24，69） 0 1（1，23） 0 81（100）
60歳代 6（8．22）51（69．86）3（4．H）11q5．07）2（2．74） o 0 73qOO）
1 1　　に 1
5（14．71）20（58，82）3（8．82） 6（17．65） D o 0 34（100＞
70歳以上 11（25．0）27（61．36） 0 6q3，64） 0 0 0 44（100）?
16（20，5D47（60．26）3（3，85）12（15．38） 0 o 0 78（LOO）
28（τ4D233（6L64）39（10．32）67（17，72）9（238） 2（053） 0 378（LOO）
鹿沼市合計 37（8．8D250（59．52）37（8．8D86（20．48）9（214） 1（024） 0 420qOO）? 0 o 0 0 0 0 5 5
?
65（8－5）483（60．53）76（9．52）L53（19．17）18（2．26） 3（0．38） 5 803qOO）
表9－3　「住み良い」と回答した住み良さの理由
　　　　摘
N齢別
性別 生活上
ﾖ利
ｾから
子供の教育
叝岦ｶ活上
ﾂ境が良い
周囲の人間
@関係が
@良い
自然の環境
@が豊富
@だから
住み慣れた
@土地
@だから
この土地
ﾅ生活が
m立して
｢るから
特に理由
ﾍない
非該当
｢回答 不明 合計
7（175） 6（150） 8（200）13（32．5）18（45．0） 6（i5，0） 1（2．5） 12（30．0） 0 40（100＞
20歳代 20（278）7（97） 10（139）24（33．3）29（40．3） 7（9．7） 2（2．8） 24（33．3） 0 72（100）
1 7
16（22．2）13（18．D9（12．5） 25（34，7）21（29，2） 6（8，3） 2（2，8） 27（37．5） 0 72（100）
30歳代 20（29．4）12（17．7） 1（！．5） 8（1！．8） 13（19，1） 7（10．3） 3（4，4） 33（48，5） 0 68（100）
625了25179lo　713323．6342431　9，3 536 6042 0 140100
17（20，0）13（15，3）18（21．2）23（27．1）39（45．9）17（2αO）2（2，4） 25（29．4） 0 85GOO）
40歳代 21（26．3）15（18，8） 7（8．8） 20（25，0）23（28，8）15（1＆8）4（5．0） 29（36．3＞ D 80（100）
17 2．1 ?
21（3L　8）12（18，2）13（19，7）17（25．8）3D（45．5）13（19．7）4（6．1） 17（25．8） 0 66qOO）
50歳代 30（36．1）［9（22，9） 16（19．3）21（25．3）31（37．4）22（26．5）2（2．4） 23（27．7） 0 83（100）
12 4 4 4
27（333）14（17．3）22（2了．2） 18（22．2）32（39．5）14（17．3）2（2．5） 27（33，3） 0 81（100）
60歳代
?
22（30D14（19．2）24（32．9）27（37，0）38（52，1）19（26．0）1（1．4） i6（21．9） 0 73（ioO）
493182818．24629．94529．2704553321432 432790 15410
lo（29．4）10（29，4） 7（20．6） 11（32，4）16（47，1＞ 9（26，5） 0 LO（29．4） 0 34（［00）
70歳以上
?
18（40．9）ll（25．O）17（58．6）【3（29．6） 3D（68．2）15（34．D3（6．8） 6（t3，6） 0 44qOO）
283592126．92430．8243⑪．84659．024 3（3．9） 16（20，5） 0 了8（100）
98（25．9）68（1＆0）77（20，4）107（28．3）156（4L3）65（17．2）11（2，9） 118（3i．2） 0 378（100）
鹿沼市合計 乳3［（3L　2） 78（1＆6） 75（17，9）U3（26．9）164（39．D85（20．2）15（3，6） 13i（31，2） o 420（100）? 0 0 0 0 0 0 o 0 5 5
?
229（28，5）146（18．2）152q8．9）220（27，4）320（39，9）［50G8．7）26（3，2） 249（31．0） 0 803（iOO）
注：（　）内は性別・年齢別計に対する比率を示す
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い結果が現れている。
（3）住みにくいと回答した理由（複数回答）
　不満系の回答者は21，3％と低いのであるが，その
理由として次のような状況が見られた。
　まず全体的傾向であるが，特化した傾向は見られ
ないものの，道路・公園・下水道整備の遅れが13．3
％と最も多い。他は「買物が不便」　8．8％，　「公共
輸送等交通が不便」　（都市計画事業の遅れ）　8％が
これに次いでいる。
　性別には大きな差はないが，女性において「買物
が不便」がやや高い。性別年齢別では，30代，40代
の男女とも「道路・公園・下水道整備の遅れ」が高
く，30代男性，40代女性の「交通の不便さ」が，こ
れに次いでいる。買物の不便さは，20代・30代・50
代の女性にやや多く見られる。
　旧町村別に見ると，道路・公園・下水道整備（都
市計画事業）の遅れが全地区に共通しており，空気
の汚染，下水処理の不備への不満がめだっている。
　また山問の地区では，買物の不便をあげている。
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図9－5　旧町村別に見た，住みにくい理由
9．4　地域・地区への定住意向
（1）定住意向
　次に鹿沼市への定住意向について述べる。本章の
主題である，地方都市圏への定住の意志がどのよう
な状況にあるのかを知るために，定住，中立，転住
の5選択肢の質問を行った。
　全体の傾向としては「子供や孫の代まで住み続け
　　　　　　　tlゆたい」　（永住希望）　「せめて自分の代だけは住み続
　　　　　　　　　ド　　けたい」　（暫定的定住）　「できれば他市町村へ転住
したい」　（消極的転住希望）　「ぜひ他市町村へ転住
したい」　（転住希望）の中で，47．　6％が永住，28．5
％が暫定的定住，両者の合計を定住希望とすれば，
76．1％となった。
　定住希望は女性において若干低い。
地区別に見た場合，東大芦と南押原において定住希
望が高く西大芦ではこれがやや低い。これは図9－
4の通りである。
　年齢別傾向としては，定住希望者が男女とも高年
齢になるほど高くなる傾向にある。
（2）定住希望者の住み続ける理由
　定住希望者に，住み続ける理由をたずねた回答に
ついて述べる。　（図9－6参照）
　これは，住み続けを支える条件というべき質問で
あるが，全体の傾向としては，　「自分の家や土地が
ある」という不動産所有が47．3％と最も高く，特化
している。
　また「自分が生まれ育った所だから」とのふるさ
と意識が36．5％，　「友人・知人が沢山いる」　「先祖
の墓がある」　「環境が静かだから」がいずれも20％
台でこれに次いでいる。
　これを地区別・性別に見たものが，図9－6であ
る。
項目によって性別に若干の差が認められるものの，
概ね類似しているが，70代の女性に「自分の家や土
地がある」がやや高く現れている。
　（3）鹿沼市への都市的印象と定住意向の関連性
　鹿沼市は住み良いか，と鹿沼市に住み続けたいか
との2質問の相関性を整理した結果が表9－4であ
る。
　性別・年齢別傾向においては，　「まあ住み良い方
ではないだろうか」という回答者の内，永住希望者
が，55．4％，暫定的定住希望者が29％となっており，
両者の合計である定住希望者は84．4％に達する。
　逆に，市に対して不満系の印象を表した回答者の
内，定住を希望する者は101人にとどまり，転住希
望者も30名と少ない。
　住みにくいので他市町村へ転住を希望する者は3
人，時に住みにくいと思うことがあるので，できれ
ば他市町村へ転住したい者は20人でしかない。
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図9－6　鹿沼市に住み続ける理由
　この結果，市への印象において，満足系の回答者
は定住意向が高く，不満系の回答者も転住希望にま
では至らないことがわかった。
　次に地区別傾向であるが，各地区ともに「まあ住
み良い方ではないだろうか」との印象を持ち，永住
希望者・暫定的定住希望者を加え，2地区以外は80
％を越えている。
　西大芦・北犬飼は70％台であるが，これも定住希
????
????????????????
望が高いと判断できる。
　以上の分析から，　「どちらとも言えな
い」との中庸の回答の約半数を定住希望
と解釈すれば，全地区にわたり，せめて
自分の代だけでも市に定住したいとの希
望が80％を越え，鹿沼市民の定住意向は
非常に高いことがわかった。
9，5　主要地域施設への評価傾向
　　　　　　　　　　　　　　　　”1to　鹿沼市に現在立地する主要地域施設
の立地状況にっいては図9－7～9に示す
通りであるが，定住条件に関わる社会資
本の蓄積と利用者の評価の観点から調べ
た結果を以下に述べる。　（美術館・博物
館，本格的な市民フ㌧ルは存在しない）
　市全体として見た評価の結果は，図9
－10に示した通りである。
（1）評価の高い施設
　11種類の地域施設について5段階評
価の回答を得た結果、令体的に評価の高
　　　　　　　　　　　　tl　けい施設としては，学齢前施設（保育所・
幼稚園），義務教育施設がある。
　　　　　　　　　　　　　　　　rlt2）　これら地域社会における根幹的施設は，
既に建て替えを含む整備が完了しており，
一般住民の認識においても満足している
ものと思われる。
　この項目に関しては，性別の差は少な
く，年齢別にも特化した結果とはなって
いない。
　一方，地区別傾向であるが学齢前施設，
義務教育施設に対し，全体として評価が
高い中で，鹿沼・板荷・北押原では学齢
前施設への評価が特に高い。また板荷・
加蘇・北押原では義務教育施設への評価
が高くなっている。
　満足系の回答は，学齢前施設，義務教
育施設，西部総合運動場に対して高く，
特に全市対応の施設が立地している地区
では当該施1没への評価が高くなっている
ことがわかる。
　これは施設整備が一定の水準に達しているとと
もに，これら施設への認識が高いためであろうと
推測される。
（2）評価の低い施設
　不満系の回答が特に顕著な項目としては，医療
施設，老人福祉施設，高等学校（特に施設数），
拠点的文化施設，本格的な市民プールの既存5分
野の施設と，美術館・博物館，緑地・レクリェー
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表9－4　市への印象と定住意向の相関性
　　　　　　居住意・
sへの評価
性別 子や孫の
繧ﾜで住
ﾝ続けた
@い
自分の代
ｾけは住
ﾝ続けた
@い
どちらと
煬ｾえな
@い
できれば
ｼ市町村
ﾖ転住し
@たい
ぜひ他市
ｬ村へ転
Zいたい
未回答
?
合　　計
20イ 4（500）2（25．0）1（12．5） 一 一 1（i2，5） 8（100）
30イ 4（66．7） 1（16．7＞ 一 一 一 1（16．7） 6qOO）
40イ 3（42．9） 3（42，9）1（14．3） 　 一 一
7（【00）大変住みやすい
ﾜちだと思う 50イ iO（66．7）3（20．0） 一 1（6．7） L（6，7） 一 15（10G）
60イ 9（64．3）5（35，7） 一 一 ｝ 一 14（100）
？0　～ i2（75．0）3（18．8） 一 一 一 L（6．3） 16（100）
小計 42（63．6＞17（25．8）2（30）1（1．5） ！（1．5） 3（4，5） 66（100）
20イ 23（33．8）18（26．4）21（308）2（2，9） 一 4（5．9） 68（IOO）
30イ 39（52．7）21（28．4）9（［22）3（4，D 一 2（2．7） マ4（10D）
40 58（569）29（28．4）13（12．7）i（i．o） 一 1（1，0） 102（100）まあ住みやすい方では
@　ないだろうか 50 58（611）26（27．4）6（6．3）4（4．2） 一 1（Ll） 95（LOO）
60 58（592）34（34，7）3（3．D2（2．D） 一 1（1．0） 98（100）
70　～ 33（70．2）12（255）1（2，D 一 一 1（2．1） 47（100）
小計 250（51，7）124（25，6）33（6．8）10（2．D 一 lD（2．1） 484（100）
20イ 3（21．4）2（143）6（42，9） 　 1（7，D 2（14，3） 14（IOO）
30 6（23．1）4（154）12（46，2）3（n．5） 一 L（3．8） 26（IDO）
特に意識していない 40イ 7（46．7） 1（6，7）5（33．3）1（6，7） 一 1（6，7） 15（100）
5D 1（ll．D7（77．8） 一 1（11．1） 一 一 9（100）
60イ 3（333）2（22．2）3（33．3） 一 一 ！（11．1） 9（100）
70　～ 一 1（333）2（66．7） 一 一 一 3（100）
小計 20（263）17（224）28（騒6．8）5（66＞1（13）5（66） 76（100）
20f 3（14，3） 4（19，0）7（33．3）3（14．3）2（9，5） 2（9，5） 2i（100）
30f 7（22．6）12（38．7）5（16．D5（16．D 『 2（65） 31（100）
40 10（31．3）6（18．8）7（2L9）8（25．0）1（3．D 『 32（IOO）ときに住みにくいと
@思うことがある 50 5（19．2） 7（26．9）8（30，8）4（15，4） 一 2（7．7） 26（IDO）
60 12（387）18（58．D1（3．2） 一 一 一 31（100）
70　～ 6（50．0）4（333）1（8．3） 　 一 1（8，3） 12（100）
小計 43（281）51（33．3）29（19．0）20（13．D3（2．0） 7（4．6） 153（100）
20イ 一 一 一 1（100） 一 一 1（100）
30f 一 一 一 i（33．3） 2（66．7） 一 3（100）
住みにくい 40 2（25．0） 一 2（25．0）2（25．D） 1（12．5） 1（12．5） 8（100）
5Dイ 2（50．0）2（50．0） 一 一 一 一 4（100）
60 一 1（50．0）1（50，0） 一 一 一 2（100）
70　～ 一 一 　 一 一 一 一
小計 4（22，2）3（16，7）3（16．7）4（22．2）3（16．7） 1（5，6） 19（100）
20 一 　 一 一 一 ｝ 一
30イ 一 一 一 一 一 一 一
未回答 40 lqOO） 一 一 一 ｝ 一 1（100）
50 一 『 1（100） 一 一 一 1（IDO）
60 1（LOO） 一 一 一 『 一 1（100）
70　～ 　 一 ｝ 一 一 一 一
小計 2（66．7） 一 1（33，3） 一 一 一 3（100）
20f 33（29．4）26（23，2）35（3L2）6（5．3） 3（2，7） 9（8，0） U2（LOO）
30 56（40，0）38（27，1）26（18．6）12（8，6）2（1．4） 6（4，3） 140（【00）
合計 40f 81（49．D39（23．6）28（17，0）12（7，3）2（1，2） 3（1．8） 165（100）
50f 76（50．7）45（30，0）［5（10．0）10（6．？） 1（0，7） 3（2．O） 150（100）
60 83（53．5）60（38．7）8（5．2）2（1，3） 0 2（1．3） 155（100）
70　～ 51（65．4）20（25．6）4（5．D 0 0 3（3．8） 78（100）
、
合計 361（45．0）　2豊2（26，4）　96（12．0）40　　（4．9）　　　8　　（1．0）　　26　　（3．2）　　　3　　　　803（IOO）
＊　tt’：1　比率は小数点第2位を4捨5入
ション施設（未整備）の2分野の施設であった。
　次に属性別の傾向について述べる。
　まず性別・年齢別傾向であるが，70歳以上を除
き，一般的に高年齢になるに従い，各施設への評
価が高くなる傾向が見られる。
　　　　　　　　　　　　　　他方，スポーッ，
　　　　　　　　　　　　　レクリェーション系
　　　　　　　　　　　　　の施設に関しては，
　　　　　　　　　　　　　若年層ほど不満の傾
　　　　　　　　　　　　　向が強くなっている。
　　　　　　　　　　　　　　また各分野の地域
　　　　　　　　　　　　　施設に関わりの深い
　　　　　　　　　　　　　年齢層は，独特の反
　　　　　　　　　　　　　応を示している。
　　　　　　　　　　　　　　たとえば学齢前施
　　　　　　　　　　　　　設に関しては，20歳
　　　　　　　　　　　　　代から40歳代にかけ
　　　　　　　　　　　　　て評価が高く，20・
　　　　　　　　　　　　　30歳代の男性の評価
　　　　　　　　　　　　　が低い。
　　　　　　　　　　　　　　女性では20歳代か
　　　　　　　　　　　　　ら40歳代にかけて，
　　　　　　　　　　　　　評価が高まる傾向が
　　　　　　　　　　　　　ある。
　　　　　　　　　　　　　　老人福祉施設に関
　　　　　　　　　　　　　しては，50歳代・60
　　　　　　　　　　　　　歳代において，男女
　　　　　　　　　　　　　とも不満系の評価が
　　　　　　　　　　　　　強く現れている。
　　　　　　　　　　　　　　高等学校は20歳代
　　　　　　　　　　　　　から50歳代まで，男
　　　　　　　　　　　　　女とも不満系の評価
　　　　　　　　　　　　　が強く現れている。
　　　　　　　　　　　　　　また未整備の緑地
　　　　　　　　　　　　　　・レクリェーション
　　　　　　　　　　　　　施設に対しては，20
　　　　　　　　　　　　　歳代から50歳代まで
　　　　　　　　　　　　　男女とも不満系の評
　　　　　　　　　　　　　価が強い。
　　　　　　　　　　　　　　これは市民プール
　　　　　　　　　　　　　についても同様であ
　　　　　　　　　　　　　る。
　　　　　　　　　　　　　　　こうした傾向は，
　　　　　　　　　　　　　本人か家族の中に利
　　　　　　　　　　　　　用体験を持つ回答者
　　　　　　　　　　　　　の率直な意識の反映
　　　　　　　　　　　　　であると考えられる。
　　　　　　　　　　　　　　若年層において不
　　　　　　　　　　　　　満の傾向が目立つの
は，現在のように社会資本が充実していない時代を
経験した中高年層に対して，充足の時代に生きる世
代の，より高い願望が既存施設への厳しい評価とな
って現れているものと推測される。
　次に地区別評価傾向について述べる。
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　地区別傾向は，性別・年齢別よりも顕著
な特徴を示している。
　地区別の特徴が明確な施設としては，医
療施設・義務教育施設・美術館等・市民プ
ール・緑地・レクリェーション施設がある。
　これは施設立地の位置，施設整備の遅れ，
施設への需要が反映したものと思われる。
　　　　　　　　　　　10kT　　　　　　■HNIiHri，i
図9－7　旧町村別，医療・福祉・体育施設分布
図9－8　旧町村別，教育施設分布
図9－9　旧町村別，文化・集会施設分布
　評価対象施設
　医　療　施　設
　学齢前施設
級務教育施設
　高　等　学　校
文化活動の拠点的雄設
美術館等創作活動施設
音楽関係施設
　西部総合運動場
　緑地・公園等
本格的な市民プール
老人福祉施設
・・■・足口鍵口龍目篶國・・
図9－10　主要地域施設に対する評価
　地区別に見た満足系の高い項目としては、医療施
設では鹿沼，学齢前施設では，鹿沼・板荷，義務教
育施設では，板荷・加蘇・北押原、運動場では南摩
が目立っている。
　逆に，不満系の強い項目としては，医療施設につ
いて，板荷・西大芦・加蘇，老人福祉施設において
は，東大芦・西大芦を除く8地区において不満系の
回答が50％を越えている。
　このほか文化活動の拠点的施設・美術館等創作活
動施設・本格的な市民プール・緑地・レクリェーシ
ョン施設については，一部の地区を除いて不満系の
回答が50％を越えている。
　未整備の施設に関しては，不満系の回答は施設需
要として解釈することもできるが，既存施設であり
ながら評価が低いものに関しては，地区ごとに追跡
調査を行い，さらに不満の原因を明かにする必要が
ある。
（3）新規施設需要（複数回答）
　「鹿沼市や居住地区に必要な施設は何か」という
地域施設の住民意向についてたずねた結果を図9－
11に示す。
　全体的傾向としては，住民の余暇利用施設36．4％．
病院・診療所等医療施設30．2％，総合公園・児童公
園28．6％，快適な商店街27．6％，老人福祉施設24％
が上位5項目である。
　要望の高い項目の中で，住民の余暇活動施設に関
しては，年齢別の差が不明確であるが，老人福祉施
設，シルバー人材センター拠点は高齢になるほど高
い傾向を示す。
　また総合運動場，総合公園・児童公園に関しては
若年層において要望が高い。
　性別差については概ね類似した傾向にあるものの，
30代男性の医療施設への要望，60代女性，70代男性
の老人福祉施設への要望が目立っている。
　次に地区別傾向について述べる。
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　各地区に共通して需要の高い項目としては，病院
・診療所等医療施設，住民のための余暇活動施設，
総合公園・児童公園の3項目がある。
　性別傾向においては，各地区で若干の差異が認め
られる。
　特に西大芦の男性は医療施設，余暇利用施設への
要望が高く，菊沢・板荷の男性は医療施設への要望
が高い。
　また板荷・加蘇の女性も医療施設への要望が高い。
総合公園・児童公園に関しては，菊沢・北押原の男
女，板荷の男性において要望が高い。
　図9－7～9に示した通り，鹿沼市は北西から南東
にかけて長大な市域を形成しており，全市域を利用
対象とする施設分布が市中心部に偏在していること
もあって．地区別の需要差を生じているものと解釈
できる。
　一方，既存施設に関しては，さらに整備を重ねる
ことへの要望は低く，施設の評価において評価の低
かった施設についても，今後の整備の需要は低いこ
とがわかった。
9．6　都市施設・近隣生活環境への評価傾向
（1）全体的な傾向
　地域施設以外の生活環境評価項目として，8項目
の質問を行ったが，その内，物的な6項目に関して
回答者の評価の傾向を述べる。
　評価の対象とした，幹線道路，近隣生活道路，歩
道・通学路，公共輸送・路線バス，生活排水対策，
子供の安全な遊び場に対し，全体に不満系の回答が
多い。
　特に公共輸送・バス，生活排水対策に関しては，
若干の満足系の回答がある反面，地区ごとに大きな
差異を示し，市街地や計画住宅地を含む地区と，農
業を主体とする地区では大きく評価が分かれるのが
特徴的である。
　不満系の回答が特に強いのは，公共輸送・バス等
交通関連施設，子供の安全な遊び場がある。
　生活排水対策に関しては，公共下水道の整備が多
額の予算を必要とすることから遅々としており，路
線バスを含む公共輸送は，モータリゼーションの伸
展の裏面として社会問題となっている。
　性別年齢別傾向を見ると，近隣生活道路は，中庸
の回答を除き，70歳代以外は不満系の回答が高い。
　特に20～40歳代の男性の不満が強い。
　公共輸送・バスについては20～50歳代の男女と60
歳代女性の不満が高いことがわかった。
　また生活雑排水にっいては，高年齢になるほど評
価が高い傾向の中で，30～50歳代までの男女に不満
の傾向が強く現れている。
黒　　　　性 要整備項目 女　　　　　性
病院・診痘
鞄凾ﾌ医療ﾀ輔 50
老人福祉
{　　設 ．
50 50
50
シルバー人
ﾞセンクー
駐_ 50
高齢者創作
?ｮ施設 ?
50 50
50
小中学校等
`務教育施ﾝ 50
50　　　　1
市民会館の
謔､な文化b 50
50
美術館や
歯ｨ館 ●　　　　50
総合迷動場
50 50
　　　「｡　　　　o住民のため
ﾌ余暇利用T ．　　　　650　　　P 50
50
総合公園や
剴ｶ公園
50
本格的な
s民プール
50 50
1
住民のため
ﾌ創作活動T50 1　　　50
快適な
､店街
「
…
50 ，　　　50
50
快適な
s営住宅
F　　　　，
@1　50
?
例
図9－11
??????????? ???????? ??? ? ????
整備を必要とする地域施設への
旧町村別要望
80％
80％
80％
80覧
80x
80X
80％
80％
80瓢
80％
80％
80％
80％
80％
一226一
凡例■・足圏鑓［コ・通目篶囮不満
図9－12　近隣生活環境に対する評価
　子供の安全な遊び場については，男性おいて20～
70歳以上まで不満の傾向が強くt女姓は20～60歳代
まで不満の傾向が見られる。
　このように近隣生活環境への評価傾向は，各項目
に直接関わる属性であるか否かにより若干の差異は
あるものの，整備の立ち後れを指摘する意識傾向と
して注目される。
（2）新規整備への要望
　近隣生活環境整備項目への回答の内，地区別・性
別に図示したものが図9－13である。
　全体の傾向としては，生活排水対策，近隣の道路
整備，子供の安全な遊び場，気軽に利用できる小公
園，防犯灯増設，通学路・歩行者専用路の整備など
への要望が男女とも高い。
　地区別に見ると，各地区の立地条件により，その
傾向は大きな差異を示している。
　近隣道路整備については，板荷の男女・加蘇の男
性・北犬飼の女性の要望が高い。
　また通学者・歩行者専用路については，板荷の男
女・南摩の男性の要望が高い。
　生活排水対策に関しては，西大芦と北犬飼の男女
における要望が低い。
　近隣生活環境整備項目の中では，交通安全施設，
老人憩いの広場，公衆電話の増設，郵便ポストの増
設，消防等防災施設整備について，住民の要望が低
い結果となっている。
9．7　まとめ
　以上述べてきた結果から次のことが推察される。
　定住と直接関係すると考えた，鹿沼市の住み良さ
への評価においては，満足系の回答が約70％に達し
ており，不満系の回答約21％を大きく上回っている。
　このように現住民は概ね，自分の居住地に満足し
ている状況が明確となった。
　しかしながら，市域の地形上の特徴と言うべき，
市街地に対する僻地の居住者は，不満系の回答が他
地区と比較して強くなっている。
　次に市の生活環境条件に不満を持ちながら
も，定住に対する意向性は高く，時に住みに
くいことがある，住みにくいとの回答者101
人についても，永住，または暫定的定住を希
望している。
　このことは日常・非日常的に多少の不満を
感じながらも，他地域へ転住するまでには至
らないということである。
　このことを裏付けているのは，住み良さの
理由における「住み慣れた土地だから」，住
み続ける理由における「自分が生まれ育った
所だから」に現れている。
　っまり生活の定常流と言うべき，住めば都意識，
郷土愛といったものが，定住の底流にあると考えて
良いのではなかろうか。
　転住したいとの回答者171人の内，27人は鹿沼市
内の他地区，24人は宇都宮・小山・栃木市等近隣都
市への転住を希望しているが，その多くは市街地，
北犬飼の住民であり，逆に市街地からの遠隔地，環
境条件の悪い地区の転住希望者は少数でしかない。
　定住条件の内，生活の利便性，文化性，快適性等
に関わる項目については，性別・年齢別・居住地区
別に，さまざまな傾向が見られたが，全体的には，
根幹的地域施設への評価は高く，新しい住生活（ラ
イフスタイル）に対応することになる施設に対して
は，整備の需要が高い傾向が明らかになった。
　また，この調査においてはt住み続けられない理
由について質問していないが，定住を支える重要な
要素として「鹿沼市では生計が立たない」との回答
は意外に低く，各職業別に一応は満足している状況
を読みとることができる。
　図9－14は，市の居住性への評価と定住意向の関
連であるが，この図の内，条件整備により定住が期
待できる住民が，本研究に関わりの深い層であり，
いわばこの層と，中間層に対する定住条件整備が重
要ではないかと考える。
　この条件整備の内容となる主要な地域施設に対す
る評価として，既存の学齢前施設，義務教育施設と
いった根幹的地域施設に評価が低い反面，医療施設，
老人福祉施設，高等学校，拠点的文化施設，本格的
市民プールの既存5分野の施設と美術館・博物館，
緑地・レクリェーション施設に関しては，ともに評
価が低い結果となった。
　この評価から推察できることは，施設が単に数量
的に一定の整備を成し遂げたとしても，利用者側に
とっては，その立地位置，施設内容，運営等細部の
条件が評価要件として内在している。
　こうした評価に立って，新規施設需要を見ると，
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図9－13　整備改善を必要とする近隣生活環境
整備課題
市の居住性に対する評価
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図9－14市の住み良さへの評価と定住意向の関連
表9－5　定住に関する旧町村別意向の総括
　　　　要
n区名
?????????????????? ???????? ??＝．??
沼地区 70．3A、CA，B116．8A．C
菊沢地区 41．1A．CA．D126．9A．C
東大芦地区 77．8A．BA，Di60．4C，B
北押原地区 332A．BA，D132．4A．C
板荷地区 ［9．4A．BB．A140．3A，C
西大芦地区 一5．7A，BA．E 100B，C
加蘇地区 73．1B，A．D122．1A．B
北犬飼地区 40．2A．CA．Bll6．8A，C
南摩地区 27．8B．A ．C日7，8A．C
南押原地区 62．3A，BA，B129．8A．C
鹿沼市全体 53．6A．　BA，Bll6．5A．C
注：1；市への住み良さの評価欄の数字は，大変住み良い、2点．
　　　住み良い方だと思う，1点，住み難いと思うことがある，
　　　　－1点，住み難い，－2点とし，各項への回答の構成比
　　　　（％）の乗じて得た得点である。
注：2：市への定住の意向欄の数字は，注1と同様の作業を行い，
　　　　西大芦を100とする指数に換算して得た数字である。
注：3；住み良さの要因の凡例は，A：住み慣れた土地だから，
　　　　B：自然の環境が豊富だから，C：生活上便利だから．
　　　　である。
注：4：住み難さの要囚の凡例は，A：道路・公園・下水道整備の
　　　　不備，B：公共輸送等交通面が不便．　C；買物が不便，
　　　　D：空気の汚染・ゴミ処理・下水処理が不備，E：施設利
　　　　用面が不便，である。
注：5：定住した要因の凡例は．A：自分の家や土地がある．
　　　　B；自然が豊富だから、C：自分が生まれ育った所だから，
　　　　である。
　医療施設，住民のための余暇活動施設、総合公園・
児童公園等，健康や余暇活動等，市民の生活におけ
る安全や快適性につながる需要が高いことがわかっ
た。
　いずれも不満系の回答が強い近隣生活環境におい
て，中でも公共輸送・路線バス，生活排水施設への
不満が特に強い。
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　以上，市域に農業地帯を多く含む地方中規模都市
鹿沼市について，定住の基盤となる地域施設・近隣
生活環境を見てきた。
　旧町村別に数量化した定住意向は表9－4の通り
であり，地区別の差異が明確である。
　「住みにくいと思うことがある」が「住み続けた
い」という住民の意識傾向を重視し，定住条件整備
を進めることが，定住人口を増加させる課題ではな
いだろうか。
　このことは南東から北西にかけて長大な市域を有
する鹿沼市の地形的特徴と，遅々としている下水道
整備への率直な批判として解釈できる。
　近隣環境面での整備需要としては，生活排水対策
が全地区に共通して高いほか，近隣道路・生活道路t
通学路等の細街路，子供の安全な遊び場，気軽に利
用できる小公園，ゴミ危険物処理方法改善，防犯灯
増設などが地区別に需要の差を示しながらも高い要
求となっている。
補注
注1）1989年一栃木県岩舟町（平地農村住民），　1990年，栃木県葛生町（中山間地域住民），
　　茨城県那珂湊市（市営住宅居住者），1991年，群馬県館林市（市街地居住者）栃木県佐
　　野市（農業集落居住者），1994年，栃木県鹿沼市（全市域居住者）栃木県足利市（地区
　　住民）の7地域である。
注2）土肥・若林は，常磐線沿線市町村を対象として，多変量解析の手法により，住民の居住
　　環境評価の構造・定住意識・地域交流との関係を分析している。
注3）三国・中村は，千葉県袖ヶ浦市野里集落を対象として，農村集落の班の重要性に着目し，
　　その住意識の特性を述べている。
注4）和田幸信氏の学位論文の中の分類による地方小都市が5万人以下となっているため，人
　　　口約9万3千人の鹿沼市は中規模都市と規定した。
注5）筆者が別途研究を進めている，首都圏の1960年から1990年までの人口増減傾向に関する
　　分析において，構造改変1，同2，人口激増地域，人口急増地域，人口増加地域，人口減
　　少地域の6類型の内，増加傾向の低い増加地域に属する。
注6）中庸の回答を除外し，現在の環境に満足している意識傾向をまとめて満足系とする。
注7）中庸の回答を除外し，現在の環境に不満を抱いている意識傾向を不満系とする。
注8）質問の意図として，次世代においても定住する意向があるか否かが重要と考え，永住希
　　　望とした。
注9）子供の世代になったら，住み続けるかどうかわからないという不安定要素があるものと
　　　考え，暫定的定住希望とした。
注10）医療，教育，社会教育・文化，社会体育・スガーツ、余暇活動施設を主要地域施設として
　　　位置づけた。
注1D保育所，幼稚園の義務教育以前に利用する施設を学齢前施設とした。　両施設は設置目
　　　的が異なるが，地方の社会では，明確な区分なく通所，通園していることが多い。
注12）保育所，幼稚園，小学校，中学校などであり，　いわば立地しているのが当然とされる
　　　施設群をこのように総称した。これに対置されるものとして，選択的地域施設という呼
　　　称が考えられる。
参考・引用文献
1）　土肥博至・若林時郎（1986）　：住民の居住環境評価と定住意識の関連についての考察」
　　『日本都市計画学会論文集』（21）pp49－54
2）　三国正勝・中村　攻（1993）：　「農村集落の班を中心とした住環境及び住意識の特性一
　　袖ヶ浦市野里集落におけるケーススタディー」　『日本建築学会計画系論文報告集』（447）pp69－78
3）　蟹江好弘（1990）人口減少地域における住民の定住意向に関する研究　一栃木県葛生町の
　　場合日本建築学会（中国）大会学術講演梗概集
4）　蟹江好弘（1993）　地方都市農業地帯における住民の定住意向に関する研究　そのH　地
　　方中規模都市である栃木県佐野市郊外農業地帯について日本建築学会大会（関東）学術
　　講演梗概集
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蟹江好弘（1995）　地方都市圏における住民の定住意向に関する研究　その皿　地方中規
模都市である栃木県鹿沼市の旧町村別傾向日本建築学会大会（北海道）学術講演梗概集
昭和63年度国民生活選考度調査（1988）経済企画庁国民生活局編
国民生活指標（1990）経済企画庁国民生活局編
国民の意識とニーズ（平成2年度国民生活選考度調査）（1990）経済企画庁国民生活局編
和田幸信学位論文（1987）地方小都市の地域的特性とその居住環境整備課題に関する研
究　PP－5～9
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第10章　地方都市圏の圏域構成と住民の生活行動
第10章　地方都市圏の圏域構成と住民の生活行動
10．1　研究の視点と背景
　人口の偏在化が進行し，過疎過密問題が依然とし
て地域計画上の大きな課題として横たわっているが，
一方では市町村の長期整備計画に加え，市町村振興，
地域社会の活性化などを目的とした広域的共同化ヘ
　　　デ　の動き　が見られる。
　これらは自治体が行政領域を越えた圏域を形成し，
産業振興，国のプロジェクト誘導，社会資本や情報
の共有化を図ろうとしている新しい試みである。
　モータリゼーションの著しい伸展は，かつて鉄道
や路線バスを利用して行われていた地方都市及び周
辺農山村住民の生活圏を拡大させる結果をもたらし，
車利用による生活行動の広がりは，従前の生活中心
都市への全面的な依存の形を変化させることとなっ
た。
　このことは従前の閉じた生活圏に対する整備振興
方策の変化を示唆するものであり，広域的領域設定
による地域計画のあり方を求める新たな動きとして
注目される。
　この面的な連携には，広域市町村圏や超広域市町
村による地域連携があり，県境を越えた地域連携も
見られる。
　他方，国が行政を施行する上において，国と自
治体との中間領域である都道府県境が厳然としてあ
り，各都府県の行政運営上の特徴　は，都府県境を
境として整然と施行されている。
　このことは県境地域住民の自由な生活行動の一面
において，行政上の拘束となり，医療・教育・土地
利用・住宅立地・産業振興・防災・防犯等，多くの
分野を規制する結果となっている。
　住民の生活圏が拡大する状況下にあって，こうし
た県境地域での課題が解決されることは重要であり，
定住を視点として地域連携と住民の生活行動を明ら
かにする意義がある。
　本章は，既往研菱雀参考にして行った，日本建築
学会計画系論文報告集，1997年刊行予定，NO．493に
掲載決定の論文に加筆訂正したものである。
10．2　研究の目的・方法・対象地
（1）研究の目的
　本章の目的は，国の規制緩和，地方への権限委譲，
地方拠点都市法の制定など，国土計画や地域計画の
あり方に変化が予測される状況下において，県境を
越えた地方都市圏における地域間の行政面における
連携の実態と住民の生活行動の特徴を明らかにする
A 県
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図10－1　研究の枠組
ことが目的である。
（2）研究の方法
　本研究の枠組は，
県
　　　　　　　　図10－1に示すように，県境地
域における地域間の，産業経済交流，流通，及び住
民の生活行動の内，労働，就学，購買，各種地域施
設利用を分析し，県境を介した市町村の行政面での
連携を明らかにする。
　本章はこの枠組の内，労働，就学，購買行動と，
行政面での連携を明らかにしている。
　調査分析の方法は，既存資料として国勢調査結果
を用い，住民の購買圏については購買行動アンケー
　　　illl）　　　　　　　　　　　ll1）　　　　，その他現地調査により，通勤圏，通学圏，ト結果
購買圏を中心とした住民の生活行動を分析する。ま
た行政面での連携の実態は市町村へのヒヤリングに
よって行った。
（3）研究の対象地
　本章の対象地としては歴史的に住民の交流実績が
あり，行政面における地域連携に一定の成果を有す
る，群馬県，
栃木県境界の
　　　　lllS）両毛地域　を
選定した。
　他の地方に
も県境を挟ん
で交流してい
る地域はある
が，両毛地域
の場合，単な
る交流のみな
らず，防災，
図10－2　両毛地域の位置
社会資本の共同利用，防犯，経済開発など多岐にわ
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たる行政協力が行われている。また，近年において
は，文化交流，スポーッ交流などの，住民の交流，
社会資本の公開利用などが行われていることから，
研究対象地として適切であるとた。
10．3　圏域の概要・歴史的経緯
（1）圏域の地理・地勢的概況
　両毛地域は，首都圏60～100km圏に位置し，関東
平野の縁辺部，北部山岳地帯の南端にある。圏域は
5市，11町，4村，計20市町村により構成される。
　これらは3広域市町村圏に含まれ，1990年の国勢
調査時人口は，約86．5万人であり，その68．6％は5
市に居住している。
　圏域は利根川水系に属し，利根川，渡良瀬川の河
川に挟まれた広大な農業地帯と，渡良瀬川北部の平
地及び山岳丘陵地帯より成る。
　圏域総面積，138，600haの内，山岳丘陵が44％を
占め，市街化区域は63，607ha（45．8％），農業振興
地域面積は51，957ha（37．4％），工業団地の総面積
は993ha（O．7％）となっている。
（2）歴史的経緯
　両毛地域の生活中心となる5市は，足利市，館林
市，佐野市が大名の旧藩，桐生市，太田市は旗本領
であったが，廃藩置県により，現在の館林市・邑楽
郡・太田市・山田郡・桐生市は一時期（1871年～7
7年迄）栃木
県に属し，1977年に現在の県境が概ね確定した。
図10－3　1972年～77年迄の栃木・群馬県境
　次にこの圏域を結び付ける重要な要素として，歴
史的基幹産業である織物業がある。桐生市，足利市
は中世より絹織物の産地としての歴史を有するが，
明治以降の基幹産業として，わが国工業の萌芽期に
おける先進的工業地域であった。
　このことは両市周辺の農村地域にも波及的影響を
与え，農家の副業としての賃機は生活行動以外の母
都市と周辺地域を結びつける役割を果たした。
　繊維工業の基地としての地位は，戦後1955年代ま
で続くが，以後の経済成長の時代を迎えて次第に衰
退し，産業構造の大きな変革を経験することになる。
　繊維産業が健全であった，1955年代までは，東北
・北陸などから多くの若年労働力を吸収し，また桐
生市，足利市を中心とした地域間の産業交流も活発
に行われ，低層高密度の住工混合の市街地は多くの
常住人口を抱え活気に溢れていた。
　両毛地域は国の産業構造の変革を縮図的に具現し
た圏域である。
　すなわち第一次産業，繊維関連産業など構造不況
産業を基幹産業とする地域が衰退の傾向を深め，逆
に時代の花形産業を導入した地域が興隆する様相を
示している。
　このことは桐生市・足利市（衰退），太田市・大
泉町等（新規興隆）に明確に現れ，人口動態もこれ
に影響を受ける結果となった。
（3）産業構造の変革と住民の生活行動
　どのような産業構造のもとにどの程度の人口を支
えられるかは地域計画上重要な視点であるが，低労
賃t労働力集約型の産業，繊維産業の衰退は，これ
まで抱えてきた大量の労働力を支え切れなくなった。
　これらの関連産業従事者は，他産業へ従事するこ
ととなり，自営業者も業種業態の変更を迫られた。
　具体的には，桐生市・足利市において就業してい
た労働力は，新興工業拠点としての太田市・大泉町
等へ振り向けられることとなり，通勤構造の大きな
変化を経験することとなった。
　また通勤先の変化は職域における生活行動を伴
い，購買や医療施設利用などにも影響を与えること
となった。
10．4　通勤行動からみた通勤圏域の構成
（1）通勤行動の特徴
　両毛地域における労働力交流を1990年の国勢調査
結果第6巻従業地・通学地集計結果の資料を用い図
化したものが，図10－4・5である。
　繊維産業が衰退し，自動車産業，家庭電気製品の
製造が，圏域の主力業種となった現在，かつて桐生
ili，足利市へ集中していた労働力は，渡良瀬川以南
の太田市・大泉町への通勤行動に替わった。
　特に太田市と足利市問を交流する労働人口は年々
増加する傾向にあり，このことは図10－6に示した
通りであるが，1990年時点において足利市から太田
市へは4，849人，太田市から足利市へは2，609人が通
勤している。
　また大泉町に対しては足利市より1，098人が通勤
しており，県境を越えての通勤者は栃木県全体とし
て，太田市・大泉町へ6，801人，群馬県側の両毛地
域16市町村に対する，栃木県からの通勤者総数は，
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13，543人となっている。
　逆に群馬県側から2市2町への通勤者は，群馬県
からの合計で，　8，749人，隣接する圏域内市町とし
て，太田・桐生・館林・邑楽から計51565人が通勤
している。
　また佐野市へは太田・館林市より668人が通勤し
ている。
　このように両県県境を挟んで行われている通勤行
動は年々増加する傾向にある。　（図】0－6参照）
　まず当該地域で従業する者は，主要工業地域と言
うべき6地域全体として増加している。またその内，
当該地域での常住者数も桐生市以外は
増加傾向にある。
　このことは，労働人口が年々増加し，
その人口に連動する形で地域の人口増
加が見られるということである。
　桐生市に関しては可住地面積に乏し
く．新規参人労働者が市に定住しよう
としても地価水準が高いため，隣接地
域への住宅需要が発生し，特に笠懸・
薮塚・大間々・新里などへのスプロー
ルを惹起する結果になっている。
　このように県境を挟んだ労働力交流
が活発に行われるようになったのは，
従来からの主要交通機関である，JR
両毛線，東武伊勢崎線，桐生線を利用
してしか通勤できなかった通勤者が，
昨今では自家用車を持つようになり，
車の生活圏が確立したために，広域的
な通勤圏が形成されたのである。
　次に労働力交流活発化の他の要因と
．へ．
’窪ぜ
●L7
??? ㌔
して圏域内に造成された工業団地の存在がある。
　現在両毛地域内には，36の工業団地が建設され，
その総面積は992．6ha，立地企業数は267社となっ
ている。
　工業団地の分布は図10－7に示す通りである。
（2）自地域内就業，流出の状況
　労働力の自地域内就業，流出の状況は，表10－1
の通りである。
　主要工業拠点・生活中心都市である5市において
は概ね70％程度以上が自地域内就業を行っているも
のの，20市町村の平均58％が流出労働力となってい
表10－1　労働力の自地域内就業・流出状況
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図10－6　工業団地分布
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少ないこと。
　そして館林など東京への
接近性が有利な地域では上
位都市よりは京浜地区への
通勤者が多いことがわかる。
　表10－2は域外就業率の
推移を見たものであるが，
これによると，1965年以降，
圏域全体として域外就業率
が高まる傾向を読みとるこ
とができる。
　とりわけ，大間々・笠懸
・新里・黒保根・尾島・新
田・明和・千代田・邑楽・
田沼の10町村においては，
1990年の域外就業率が40％
を越えて高い。また5市の
中では館林市が高い。
（4）通勤行動の特性から
　　　見た圏域性
　最新の通勤行動及び1955
年代の通勤行動を図IO－8
る。この内，工業拠点である大泉町，鉱工業の
葛生町は若干高い。
（3）通勤行動の推移
　繊維産業が現在と比較して，活発に営まれていた
1965年と1990年の2時点問を比較した結果を述べる。
　20市町村全体としては，自地域内就業率が低下し
ている。この内，5市においては桐生市が17、7％低
下しているのが特徴的である。
　また，かって純農村であった15町村においては，
11町村が20％以上低下する結果となっている。
　この内，大間々・新里・黒保根・千代田・葛生の
5町村は25％を越えている。
　隣接県での就業状況において，上記2時点の就業
率変化は足利・板倉・明和以外は少ない。
　しかし就業者の実数においては5市全体，邑楽町，
その他9地域において増加が見られる。
　この状況から推察されることは，農山村部におけ
る就業構造が変化し，農林業離れによる自地域内就
業が減ったこと。
　また5市の内t桐生市・足利市については繊維関
連産業の衰退と共に，就業者の業種・業態が変化し，
しかもモータリゼーションによる生活圏拡大も影響
して，就業先が多様化したものと推察される。
　また通勤圏において注目されることの1点として，
圏域内各市町村の上位都市と位置づけられる，前橋
市・宇都宮市への通勤者は
圏域内での交流と比較して
　　　　　　　　　　　　　　　　桐生市への通勤者」㌧?『?（????
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の概念として整理すると，両毛地域の通勤行動面の
圏域性は次のように解釈することができる。
　まず繊維産業都市として工業先進地域であった桐
生市・足利市は後背地及び，太田・佐野・館林市の
隣接市はもとより，前橋・伊勢崎市などからの通勤
者があった。
　その後，繊維産業の構造的不況から，繊維が次第
表10　一一2　域外就業率の推移
（｝1量位・蹄）
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　　図10－7　主要工業地域への通勤者の推移
　「c　館林市への通効者」
（人）
4000
3000
2000
10DO
S40　　45　　50　　55　　　60
猷
???
「f　佐野市への通勤者」
（人）
000 馴000 一一 　　，一県内　　　　’ 田沼
??
ooo醒 一一
’を 一足利
　’?? ???
岩舟
?? 　　’jニ’　『 葛生oo
＿＿＿
o
?????????
??．
’　　，’ρ　一
O一一’一
???
e40　　45　　　50　　55　　60　　　1i2
一235一
幌・内鮒・
嚏峵ｳillli叢誹霧畿器・f：1
灘署鑛鋳i装藷：iil認畿辮一
昭和3D年代まで，繊維産業が
盛況であった時代には，母都
市性が明確で，しかも県境に
関係なく広域的な就業が見ら
れる工業拠点としての性格が
明確であった。
繊維産業の構造不況と新たな
産業の交流は，従前の就業形
態に大きな変化を促し，広域
的に就業先の変化が発生した。
凡例W欝瓢
　　　響灘県　境
図10－8　通勤行動変化の概念
に衰退し，時代の花形産業というべき，
自動車・家庭電器製品を製造する，太
田市・大泉町が台頭し，桐生・足利市
を含むt広域からの通勤者を吸収して
いる。
10．5　通学行動からみた
　　　　　通学圏域の構成
（1）通学行動の特徴
　第二の生活行動として，圏域内にお
ける通学行動について述べる。
　圏域内の通学行動は，東京及びその
隣接県とは異なり私立中学校が1校し
かなく，高等学校については通学区区
分があるため，公立高校の越境通学は
例外的にしかない。
　従ってここで，県境を越えた通学と
して例証するのは主として私立高校と
短期大学，大学等である。
　現在圏域内に立地する私立高校は10
校，短期大学は4校，大学は3大学（
含大学院）であり，図10－9のような
分布をしている。
　通学行動の特徴としてあげられるの
は，まず第一点として，旧来から見ら
れる，生活中心都市に対して周辺地域
からの通学が，求心的な状況で現れて
いることである。
??????
凡　　例 口 大　　学 ◆ 短期大掌
●　高等学校 △ 実業高校 ○ 私立高校
・b県　　境 ＿，＿@圏1韮填界 一市町村境界
図10－9両毛地域における高等学校以上の
教育施設分布
表10－3　通学者の自地域内就学，他地域就学状況
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38．3
Q5．9
館林市 3．95
T54
2．84
Q74
71．8
S9．6
1．1】
Q791
28．2
TG．4
51
U1
13．O
撃戟D1
46．0
Q2．0
足利市 9．56
P2591
8、37F
X92
87．6
V8．9
1．18
Q，備5
12．4
Q！．i
　79
P01
8．3
W．1
67．2
R8．3
仏i野Ili 4．41
T14
3．05
Q75
69．2
T3．5
1．35
Q39
30．8
S6．5
18
P9
4．2
R．8
13．7
W．2
大間々町 1．17
P62
46
R9
39．5
Q4．5
　70
奄Q2
60．5
V5．5
? 1．0
S．2
1．7
T．6
薮塚本町 　52
P13
19
P7
37．7
P5．5
32
X5
62．3
W4．5 6
！．7
U．1
2．8
V．2
笠懸町 　55
P60
13
Q7
23．7
P7．2
　42
P33
76．3
W2．8
? 2．2
T．5
2．8
U．6
新里村 63
ｶ7
??
24．了
P6．3
47
V31
75．3
W3．7 1
0．3
Q．1
0．4
Q．5
黒保根村 221
P51
?34．4
P1．9
14
P3
65．6
W8．1 1
0．9
P0．6
1．4
P2．0
東　村 42
Q0
10
@2
24．5
X．8
32
P8
75．5
X0．2
? 17．9
P8．1
23．8
Q0．1
尾島町 　97
P02
221
P2
22．8
P2．4
74
X01
77．2
W7．6
??
8．2
V．9
10．7
X．0
新田町 1．46
Q10】
50
S4
34．3
Q1．4
　96
P．65
65．7
V8．6
　6
Q3
4．4
P1．2
6．6
P4．3
板倉町 1．23
I，05
73！
R7
59．0
R5．4
50
U81
41．0
U4．6
14
P7
11．5
P6．5
28．1
Q5．6
明和村 57匹
V9
14
P61
25．0
Q0．4
42
U3
75．0
V9．6
???
15．2
P£，0
20．3
Q2．5
千代田町 64
X5
18
P2’
29．I
撃S3
46
V2
70．9
W5．？
??
9．4
P0．1
13．3
ﾚ．8
大泉町 1．20
Q34
39
V3
32．7
R1．5
　81
P．60
67．3
U8．5
　9
R3
8．I
h4．5
12．0
Q1．1
邑楽町 1．13
P99
26
Q9
23．5
P4．9
　86
P70
76．5
W5．1
16
Q8
14．6
P4．5
19．0
P7．0
田沼町 1．86
P84
48
S7
26．0
Q5．5
1．38
P37
74．0
ｹ4．5
? 3．1
Q．9
4．1
R．9
薯生町 1．25
@82
52
Q41
41．6
Q9．1
73
T8
58．4
ｹ0．9
? 3．9
Q．4
6．5
Q．4
注：1　1：段は昭和40年国勢調査結果、ド段は｝1五成2年国勢鯛査緕果による。
注二2　各比率の計算に園しては、小数点第2位を四捨五入。
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　　　　　図10－10　5市への通学行動
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図10－11町村部への通学行動
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　これは歴史的に伝統のある高校が立地しているこ
とと，公立高校の通学区分の影響が大きい。
　第二点としては私立高校，短大，大学の立地が圏
域内はもとより，遠距離の通学者を生じる結果をも
たらしたことである。
　第三点は地域間の通学状況においては，足利市に
対する太田市・佐野市・館林市からの通学が多いが，
桐生市との通学交流は少ない。　（図10－10参照）
　また館林市，佐野市間の交流も少ない。このよう
に5市間の交流の特徴は，足利市を中心として、足
利市・佐野市・太山市・館林市の4市の通学交流が
活発であり，特に太田市から足利市への通学者が多
いのが特徴的である。
　一方，桐生市は周辺部，前橋市・伊勢崎市を含む
桐生圏を構成している。
　次に町村部を中心とした通学行動を見ると，図
10－11のように，5市からの通学が見られるほか，
広域的な通学がある。
　これは葛生町の私立高校，笠懸町の短大，明和村
の実業高校の存在と，一部町村に立地する公立高校
である。
　このように通学行動は，5市を中心とし，町村が
補完的な役割を果たしながら行われていることがわ
かる。
　また足利市・佐野市・館林市に立地する私立高校
へは東武伊勢崎線の沿線にあり，利便性が高いこと
もあって，埼玉県方面からの通学者がいる。
　また桐生市・足利市・佐野市に対しては，JR両
毛線利用によって，群馬県県央部，栃木県県南部か
らの通学がある。
表10－　4　域外就学率の推移
（単位：％）
摘要 1965イ‘ ［97G｛∫ 1975…1980㌧1985こ【ggo：
市町村
域外
?J
域外
f隼
域外
A．寧
域外
A一・郵
城外
@率
域外
A学率
’1『1∫ 呂8 【24 142 16．1 14．o 19．8
太川ll」 332 352 370 369 33．2 37．7
l　F， ～8z 355 352 4z　8 405 50．4
口利巾 124 【60 18．5 151 1δ．5 21．1
ヒ　　「， 30拷 360 274 268 34．6 46．5
’！1々町 605 650 649 7［0 704 75．5
1　匿1 523 830 B61 9ZO B日 84．5
1　匪 753 860 811 836 799 82．8? 753 928 85Z 550 82．6 83．7
τ曜　「 358 788 84i 863 894 881
臣τ 755 795 了55 797 84．2 go．2
婿町 了72 848 94．5 24．3 82．2 87．6
川田1 657 739 791 784 76．5 了3．6
倉田1 410 546 577 533 59．6 546
1和 了50 959 855 894 797 了9．7
｛川田j ？09 811 813 865 83．2 瀦5．7
? 673 ？06 ？15 64．5 63．5 68．5
・～　町 755 83了 807 82．2 80．4 85．1
田1町 741 818 815 746 55．5 745
生珊 584 650 646 6【5 52．5 70．9
　他方，県境を越えた通学行動は，隣接する埼玉県
との間にも見られる。
（2）通学行動の2時点間の変化
　表10－3に示した通り，1965年，1990年の2時点
間における通学行動の変化傾向を見ると，黒保根村
・東村・葛生の人口減少地域を除いて，全地域共通
学者総数が増加している。
　そして自地域内の就学が減少すると共に他地域で
の就学が増加する結果となっている。
　隣接県での就学については，直接隣接しない地域
において就学率が低く，1990年において5市では5
～ll．1％，町村部では2．4～18．1％となっている。
　更に，他地域就学者に占める隣接県就学者の比率
においては，佐野市以外の4市で22％以上と高い値
を示している。
　町村部では東村・板倉町・明和村・大泉町が高い。
　表10－4は域外就学率の推移を示したものである。
　1965年と1990年との比較においては，5市の中で
足利・佐野・館林市の域外就学率が高くなっている。
　また町村では，黒保根・板倉が高くなっている。
（3）通学行動から見た圏域性
　1955年代と現在の通学行動の変化を概念的に表す
と図10－12のようになる。
　1955年代においては，生活中心都市への求心的な
通学行動が見られたが，現在はこの形態を残しなが
らも広域化，県境を越えた通学，町村への通学が行
われている。
　これは私立高校，大学等の立地による。
昭和10年代初頭
までは母都市の
公立高校等の利
用が主体であっ
た。また大学は
国立1校で求心
性があった。
私立高校立地に
よる高校選択の
多様化，私大・
短大立地により
広域的な通学者
を吸収するよう
になった。
凡例W魏　L，，t　境
図10－12　通学行動変化の概念
注：1資料は，各年国勢訓査結果，従業地・虹学地による人口を分析。
　2　域外就学者には県内・県外就学者を含む。
　3　就学率は小数点第2位をpq捨li入。
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10．6　購買行動からみた購買圏域の構成
（1）購買行動調査の概要と商業の特徴
　足利市商業近代化地域計画の際に行われた両毛地
域住民の買い物行動に関する2時点のアンケートか
ら，購買圏の分析を行う。このアンケートにおいて
は，①食料品，②日用雑貨、③実用衣料品，④
洋服高級品，⑤家具，⑥家庭電気製品，⑦文化
・スポーツ用品，⑧靴・カバン類，⑨贈答品の9
項目についての調査が行われた。
　ここでは日常的な購買品目として日用雑貨，中間
品として月単位程度の発生頻度で購買が行われる実
用衣料品，買回り品として，概ね年単位程度の発生
頻度に区分される家庭電気製品，高級衣料品の4項
目に関して購買行動の特徴を分析し結果を述べる。
　圏域内の商業環境としては，5市に歴史のある商
店街があり，2町にこれに次ぐ小規模な商店街があ
る。
　しかしながら，これら歴史的な商店街は，モータ
リゼーションの影響と見られる客離れが慢性的な課
題となっており，加えて人型店との競合も振興の課
題となっている。
　また主要幹線道路や，これまで5市の商業後背地
と考えられてきた周辺農山村にも，郊外型ショッピ
ングセンターが立地し，生活中心都市を利用する，
従前の商業環境は変化しつつある。
　圏域内に立地する大・中規模店の分布は，図10－
13に示した通りであり，これらの集客性は高い。
　（2）全体としての購買行動の特徴
　両毛地域における旧来の購買行動は，生活中心都
市である5市の商業集積に対して，市内と周辺農山
村が求心的に利用する形態が見られた。これには中
表10－4　2時点におけるアンケートの概要
　　　調査種別
ｲ査内容
　　　1977年
@両毛五市における
ヵｨ行動に関する調査
　　1991年
ｼ毛5市における
ｨ行動に関する調査
実施時期 1977年8～9月 1991年8～9月・
実施主体
B本商工会議所
i中小企業庁委託調査）
ｼ毛5市商工会議所
x援団体：両毛5市及
ﾑ圏域内商工会
両毛5市商工会議所
x援団体1日本商工
?c所・両毛5市及び
来謫熄､工会
対象者・対象者 両毛20市町村・栃木県
竢M・藤岡町・埼玉県
H生市・妻沼町
ﾈ上の地域の全世帯
両毛20市町村・栃木県
竢M・藻岡町・埼玉県
H生市・妻沼町
ﾈ上の地域の全世帯
サンプリング方こ一 2段階単純無作為抽出 住民基本台帳より等
ﾔ隔抽出
配布・回答方法 郵送配布・留置自記式 郵送配布・留置自記式
回収方法 郵送回収＋訪問回収 郵送回収＋訪問回収
配布サンプル数 15，930 12，330
回収サンプル数 5，442 3，310
回　収　率 34．2％ 26．8％
注：1977年の訪問回収は，商工会議所・商工会経営指導員による
　フォローアップであり，1991年は市町村が支援した。
心都市への通勤・通学も関係している。また購買の
みならず，娯楽・余暇活動も併せて行われていた。
　しかしながら生活の多様化やモータリゼーション
の影響と見られる住民の生活行動の変化は，旧来の
構図を変化させる結果をもたらしたe
　一方，両毛地域の立地上の特徴である東京圏に近
いことは，高級品等の購買において東京圏を志向す
ることとなり，特に圏域東部からの東京圏利用が見
られる。
　県境を越えた地域間の購買行動においては，圏域
の東西幹線というべき国道50号を利用し，より新し
い大型店の広域的利用が見られるものの，交流が活
発なのは，各地域の隣接地区となっている。
（3）日用雑貨に対する購買行動（図10－14）
　日用雑貨に関しては，生活中心都市及び周辺部と
も，居住地周辺において充足されており，1992年時
点において地域内充足率（以下充足率と呼ぶ）は市
部では概ね90％以一ヒ，町村部では35～50％となって
いる。
　（4）実用衣料品に対する購買行動（図10－15）
　実用衣料品に関しては，5市の地区別動向を平均
すると，桐生市・足利市が90％以上と高いものの，
太田市76．9％，館林市80．1％，佐野市77．8％と，商
業集積のやや低い地域の充足率は低い。
　一方町村部に関しては商店街の有無に関わらず低
く，概ね20％台となっている。
　特に明和村L8％，板倉E］110．2％は低い。
　（5）家庭電気製品に対する購買行動（図10－16）
　5市の充足率では桐生市が特に高く，95％，また
凡　　例
・　県　　境
o　大規模店
一一@圏域境界
．　中規模店
一布町村境界
図10－13両毛地域に立地する大・中規模店
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太田市においては低く，86．4％であった。その他は
90％台である。
　一方町村部では10～40％の間にあり，大きなばら
つきが見られる。これは家庭電器小売店，農協のA
コープ等の存在の有無によるものと推測される。
（6）高級衣料品に対する購買行動（図10－17）
　5市の充足率では足利市，桐生市が70％台と高い
ものの，太田市・館林市・佐野市はいずれも50％台
である。
　一方町村部では，概ね13％以下であり，きわめて
低い結果となっている。
（7）　2時点間の比較による変化傾向
　表10－5により，1978年，且992年の2時点間にお
ける，購買行動の変化傾向について述べる。
　日用雑貨について，5市では館林市のみ充足率が
低下しており，他の4市は上昇している。
　町村部では15町村中，5地域のみ上昇，他は低下
している。
　実用衣料品は5市すべてが低下，町村部でも上昇
しているのは4地域に過ぎない。
　家庭電器製品は，館林市以外の4市は上昇，町村
部では1地域以外はすべて低下している。
　高級衣料品については農山村3地域以外はすべて
低下する結果となっている。
（8）購買行動から見た生活行動と県境との関係
　表10－5に示す通り，隣接県利用率の高い地域地
区は，直接県境部に立地しており，これを地区単位
で見ると，その傾向が鮮明である。
　5市においては，足利市西部と桐生市，太田市北
部・東部と足利市，邑楽町・大泉町・明和村と足利
市などである。
　これらは各購買種目全体を見た場合であるが，高
級衣料に関して邑楽町の隣接県利用率は37．　3％に及
んでいる。
　一方，県境に直接接してない地域の隣接県利用率
は低く，一部地域において，購買頻度の低い種目に
関して10％以下の利用が見られる程度である。
　他方，両毛地域に含まれない隣接地域として，埼
玉県羽生市・妻沼町を参考に見ると，それぞれ館林
市・太田市を対象とした隣接県利用率の高いことが
わかる。
　住民の購買行動は，商業環境と密接な関係があり，
特に従前の購買中心であった，5市の中心商店街は，
モータリゼーションの進展や大型店出店等により，
大きな影響を受けた。
　今や商店街振興がどの市においても深刻な課題と
なっている。
　特に両毛地域においては，商店街への接近性と駐
車場問題は不可分の関係にあり，郊外に立地した大
型店等の利用が増加する背景となっている。
　この交通手段の大きな変化は，鉄道・路線バス利
用による購買客の集散と，購買行動の様態に多大な
影響を与えた。
　これは駅勢圏や目抜き通りの商店街から，より車
の接近性に優れた商業施設へと，住民の購買動線を
変化させた。
　また一部，東京圏への接近性に優位な地域では若
年層を主体とする購買力の流出が見られる。
　以上，筆者等が部会長として参加した，足利市商
業近代化地域計画等における両毛地域全域の購買行
動分析を通じて，商圏形成の実態，住民の他地域利
用の実態が明らかになった。
　圏域内住民は全国規模において，自家用車の所有
率・運転免許の保有率が高く，女性でも自家用車の
運転が可能な住民は決して少なくなく，このことが
購買面における生活圏拡大につながっている。
　商圏・購買圏構成の変化を端的にまとめれば，鉄
道・路線バス利用による，古い形態の求心的な購買
行動が自家用車の普及と流通関係業種の郊外展開・
大・中型店の立地により大きな変化をとげたことが
わかる。
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表10－64品目に関する商業施設利用先
1　　： 覧）
4
一　摘
ｼ
脚査
N次
i年）
地壊内
[足率
他地域
?p率
上位都市
ｶ活中心
@郁市
@　　率
隣撲県・地域
?p率
地域内
[足串
他地域
?p串
．と位都市
ｶ活中心
@郁市
@　　寮
隣接県・地域
?p寧
地域内
[足嘱
他地墳
?p率
上位都市
ｶ活中心
@都市
@　　串
隣横県・地域
?p率
地域内
[足率
他馳域
?p率
上位那市
ｶ活中心
@郁市
@　　率
隣擾県
E地域
?p準
東京郁
?p率
? 1978 B8．9 ln D 0 93．5 6．5 3．2 o．5 924 7．6 30 o．5 779 221 130 29 34
1992 99．7 1．3 o．9 0 93．1 6．9 2．8 2．8 94．了 5．3 0．5 2．4 79．3 207 lOl 24 67? 1978 85．2 14．8 0 1．6 94．5 5．5 3．7 o 93．1 5．9 L3 o．5 go，　t 19．9 15．5 o 36
1992 97．3 2．7 o．9 o．4 92．4 7．6 4．0 0．9 97．7 2．3 o．5 o τ6．2 23．8 13．1 ［．0 8．7? 1978 91．1 乱9 L8 o 95．呂 4．2 2．8 o．3 go．8 9．2 5』 0 80．4 19．6 14．7 o 4i
???
1992 9＆o 2．o o α3 言9．3 1σ．7 3．3 2．2 93．ε ε．4 o．δ o．6 70．1 299 13ε 2．β 101
北 i9？8 87．9 12．1 o o 97．8 2．2 0．4 0．4 94．3 5コ D．4 0．8 788 2［2 119 08 63
1992 96．5 3．5 o 29 89．9 lo．1 L8 42 955 4．5 2．6 o 761 2ヨ9 105 31 含o?
19了9 go．8 9．2 0．4 o 96．5 3．5 2．3 0 943 5了 1．ε o η．o 23D 127 o 95
新里村 1975 53．1 46．9 23．4 o 32．呂 57．2 45．1 o 55．2 44．8 2呂4 o 134 8蒔6 502 o 20
1992 40．7 59．3 4τ2 o 21．7 78．3 60』 L了 29．2 76．B 51．3 o 8．5 915 590 o 34
黒保根村 197呂 27．8 72．2 14．0 0 il．1 98．9 36．8 o 34．5 55．5 22．0 0 2西 974 456 o 【5
1992 452 54．9 29．o n 25．4 74．6 37．3 o 39．8 5L2 35．臼 0 13．9 臼6．1 54．2 0 4．2
東　村 【97詫 65．6 34．4 6．2 o 23．0 η．o 45．4 ? 47．0 53．o 23．5 o 12．o 89．0 5アコ ? 1．5
1992 50．5 59．5 3Ll 0 24．s 75．5 55．7 o 39．8 60．Z 40．7 o 13．9 86．1 57．4 o 3．7
藪塚本町 1978 38．6 6L4 35．D D．9 22．3 η．7 56．4 07 307 59．3 455 0．4 75 925 6諺8 L8 L4
1992 54．o 46．0 31．0 0 24．3 了5．7 52．3 0．9 28．0 72．0 35．4 o 7．7 92．3 577 3．8 1．9
笠懸町 1978 4L4 58」 51．3 o 19．5 8D．5 70．8 D 37．9 62．1 52．2 o．3 10．9 99．2 64呂 o 1．：
1992 42コ 57．3 5【．o 0 24．5 75．5 囁4．3 0 32．9 i7．1 56．4 0 7．3 92．7 664 o 8＆
大間々町 1978 7＆5 2L5 17．2 o 46．9 53．1 45．9 0 58．4 41．6 34．2 0 27．o 73．o 5u o 2．5
?
197駐 B9．2 U．8 o 5．0 菖6．3 13．7 1．9 9．9 呂2．5 ［7．5 o Io．o 7言．2 25，騒 4．6 13．O 66
199 呂4．4 15．6 0 14．7 73．1 36．9 o．5 Zl．9 了8．2 21．配 o 15．6 63．6 36．4 ：，9 19．9 ヨ．3
西 1978 85．0 i5．o 2．3 0 89．1 lo．9 5．3 L3 85．8 14．2 0．9 2．3 78．3 21．7 10．3 2．3 2．9
［99 95．9 41 o．5 26 94．D 15．0 3．5 80 952 48 o．5 11 586 4【4 【ユ2 u　【 ［3［
???
? 1978 8＆5 lL5 0 14 9Ls 85 0．5 20 9口 89 03 18 768 232 2．9 37 7．2
1992 92．9 7」 0 4．9 80．4 ［9、6 3．3 u．2 903 97 08 2＆ 532 168 99 231 97
北 1978 84．7 15．3 2．1 6．3 84．0 i60 2．2 8盛 810 Igo ll 95 731 269 67 【Ol 5呂
0 7
尾島町 1979 66．7 32．3 10．5 o 39．o 62．0 3且，4 0 4呂，3 51．7 29．9 o．5 19．3 80．7 4L7 o．只 2．5
199～ 35．4 63．6 55．5 o．9 22．1 77．9 56．6 52 2呂．B 71．’ 5τ7 0 98 go　2 545 99 80
斬田町 1978 39．O 5LD 35．2 0 22．9 7τ1 44．5 o．4 384 6L6 381 06 s4 916 イ69 17 L9
ig92 4L9 58［ 38．4 04 15．7 843 515 30 lgo Blo 560 o 54 916 500 42 67
大泉町 1978 81．o 19．0 ［0．1 1．6 52．4 47．6 310 57 62．4 37．6 24．呂 0．8 25，溜 74．2 442 6．5 5．4
1992 50．5 49．5 41』 4．7 29．9 了〇一 38．9 19．4 441 55．9 374 19 122 87．8 258 258 169
妻沼町 1978 54．9 35．1 223 48 3B．7 51．3 493 10蛭 299 7D．1 593 70 1了o 830 636 Il8 6B
? 1978 PO 0 o o 97．0 3．o o 10 911 89 io 25 889 lu 20 35 5．0
1992 95．o 4．0 0 LO 80．6 19．4 D 16．3 96．4 3．6 0 31 60．9 391 o ll5 19．3
西 1978 97』 2．4 o 16 96．7 3．3 0 1了 925 τ4 o．6 21 887 lL3 0 36 41
1992 93．8 62 o L9 74．5 255 o 15．6 855 14．5 ? 9．1 4臼‘ 516 ⑰4 1＆8 ［79
???
?
197巳 9＆4 1．6 o o．8 97．9 2．1 o Lo 95．5 3．5 o 0．5 93．臼 6．2 o L4 3．7
199 96．7 33 o 1．4 81．3 187 0 12．o 89［ 1α．9 0．9 4．7 519 4邑［ 28 16．4 ［73
北 97B 963 37 o 94．7 5．3 o 929 71 o 800 200 o 70 了ε
板倉町 1975 5了 5 ］3．5 o 44．7 553 492 03 71 5． 420 L 293 707 598 1 24
1992 351 649 48．5 10 lo 99．8 62．2 口2 【4 7B　6 49．5 i46 58 942 593 49 126
明和村 1978 80 920 go　9 o 42 958 921 04 1 8ε9 区09 04 lt 9呂9 795 23 【49
1992 i42 859 了且了 06 1．呂 992 8L2 84 【2 8騨8 759 ’4 19 981 5了5 50 ‘5
丁・代田町 1978 59．2 40．8 21．1
（?
39．5 60．5 408 0 臨07 39．3 20』 1．4 244 756 439 57
【992 37．8 622 379 10 15．7 83．3 40．5 12．5 97 70．3 34マ 30 臼0 92D 3go 1τn 40
邑藁爾「 1978 399 601 323 76 z57 74苫 457 117 397 60』 27‘ 9＆ 【14 8B　6 45 5 県o
Iggz 39．1 鉦0．9 19．3 9．4 25．7 74．3 21．o 2a．1 2帽．2 73．B 15．9 3．‘ 8．9 911 吋臼 3了3 3．盛
羽生rlr 978 94α 160 1‘ 08 596 314 博o 23 ε83 317 13弓 17 462 538 ？7 39 160
，
．　，
東 19了8 80」 19．8 0 o 呂o．6 19．4 o LO 74．5 25．5 LO 1．5 95．4 146 0 L6 3．2
1992 91．o ’9．0 o D 92．0 ＆0 u o 84．1 15．9 o．6 L2 79．3 207 40 D 了．5
西 19了5 96．2 13．9 0 86 83．8 16．2 o 15．4 8巳4 ［3．6 1．i 9．1 75．5 ～45 2、B 17．7 3．6
1992 93．2 5．8 D 6［ 80．1 19．9 06 154 起8．9 Il．1 o 9．5 716 284 05 18．3 7．3? 1978 99．9 ゆ1 D 55 95．2 4．8 o 35 90．3 9．7 5．9 B99 u　l 0 5．6 5．2
???
1992 950 『50 02 2‘ 91．9 8」 02 41 L5 8．5 03 55 ε13 187 L5 16．4? 1978 100 o 0 0 99．0 LO 0 o 95．7 3．3 o o 100 o 0 0 0
1992 100 5 ? o 33．9 5．！ o 15 98．4 Lδ o．8 o．8 88．4 IL6 】5 o．ε 7．8?
197窓 95．1 49 o 1』 94．5 5．4 o L4 曾31 6．9 o ま．2 84．o 15．D o．4 L6 12．9
1992 9＆o ’20 o 1．4 941 59 08 ll 955 45 o．亀 1噛 759 41 26 2～ 口5? 1978 858 i42 0 o 89．1 10．9 1．1 1．4 86巳 13．2 o o．7 6＆．1 諺3．9 ξ．2 3．5 匹．8
1992 9L6 84 0 ? B2．9 ［了1 05 1喧 941 5．9 o o 544 455 99 1．6 1τ．6?
［978 680 320 o 0 90．0 10．0 D 1．7 87．5 12．5 o 1．8 55．6 43．4 0 5．0 5．D
1992 go　4 95 0 35 583 3L7 24 73 駐53 14．7 o 4．6 61．9 3且i 53 軋3 6．2? 1978 869 131 o lo 85．1 14．9 o 70 田亘 呂．9 o 1．3 ε9．o 諺LD 27 τ1 ＆5
???
1992 9呂o 20 o o 76．7 233 3．9 0 930 7．0 o o 557 43．3 10．5 Lo 15．4
北 19τ8 76．3 23．7 o 10 82．9 1了．1 o 3．1 87．6 12．4 o 1．8 67．6 32．4 o 3．8 2．9
1992 924 76 25 D 763 23．7 13 L3 89．2 10．8 27 o 69．o 310 9．5 L4 L4? 1978 872 129 o 0 88．8 IL2 1．8 21 15 8．5 Lく 1．0 5了．7 32．3 67 2．5 ll．6
岩舟町 1978 293 707 707 07 23．7 ？6．3 32．0 o．5 427 573 23．5 o 102 89．2 2曾．4 1．1 5』
1992 3go 510 610 0 閥．5 7L5 438 a8 00 80．0 4τマ o 8．9 911 444 0 4．趨
田沼町 1979 678 32．2 32溜 12 363 6乱7 45．4 24 547 45．3 34．？ 0．9 17．o 亀3．o 49i 3．8 5．0
1992 393 607 60τ 03 21．8 782 5了4 0．3 274 726 5α7 o．τ 呂．5 9L5 47．i o 13．2
葛生町 【978 5旧 4騒9 499 o 29．5 了0．4 4εo 2価 507 49．3 28．5 0 15．5 ε4．5 42．4 1．o Io．2
1992 365 635 635 o ！葛．2 ε1．臼 62．9 o 247 75．3 67．6 o 5．3 94．ア 50．6 ? 13．5
藤岡町 197呂 476 524 524 30 303 697 24．5 61 601 39．9 ［3．6 15 口、o 83．o 27．8 5．3 15．o
1992 416 584 5呂4 22 19．4 80．6 37．4 5．8 24．5 75．4 46．2 o 3．9 97．o 2＆o 7．帽 9．8
注：1　資科出典，［978年は，両毛五市商工会議所燕催による，購買行動アみ一ト，1992隼は足利市商楽近代化地域計漏と関連して，両毛5市商r会議所の背ったア詰果である．
　2：生話中’し頑市は．商業後背地を有する桐生市・太fflrti・足利宙・岨林葺野佐野市とする．
　　　但し．餐沼町は熊谷市・太田ilf・羽生市は館林市・熊谷rliとする．
　3：上位都市は．群馬県の場合、前楢市・高崎市，栃木県の場合．宇郁宮市とする．
　4層隣壌県は群馬県・崩木県・一部埼玉県とする．
1。。蝦。諺灘融・蜘・1枷・・での顯件数。10。、・，ヒ位齢
　　　　　　　　　　　当該購買品目に関する全購買件数
騰。一当鵯器鶏鍛1”“　「”一　－c’の獺件数・1・…
他地域利川率ロ． 当該購買品目に関し他市町村での購買件数x　100（励
当該購買品1」に関する全購買件数
隣接県・地嫉
．利州率　　　＝
当該購買品llに関し隣接県内の地域での醜買件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　xlOO（亀》
当該購買品「iに関する全購買件数
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図10－14　購買行動1　日用雑貨
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図10－15　購買行動2　実用衣料品
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図10－16購買行動3　家庭電気製品
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図10－17　購買行動4　高級衣料品
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10．7　地域間連携の実態と経緯
（1）両毛地域における各種組織・協定等
　これまでは，住民の生活行動から見た生活圏の実
態について述べたが，ここでは両毛地域という県境
を越え，複数の広域市町村圏を統合する形で地域間
連携を進めている実態を述べる。
　両毛地域における地域間連携は古くは，繊維関連
産業の，元請け下請け，横請け関係，農業における
出耕作などがあったが，1965年代に入って，繊維産
業の伸び悩みや両県県央部に対しての沈滞などから，
県境を介しての相互協力が行われるようになった。
　この経緯については表10－7に示した通りである。
　1969年に組織された，両毛地域開発推進協議会
（以下協議会と呼ぶ）は市町村企画担当課と商工会
議所を中心に，圏域の活性化やインフラ整備，土地
利用などを検討課題として，活動を開始した。
　197G年には（財）日本経済研究所による両毛地域
総合開発調査が実施され，これを受けて協議会では
1974年に圏域の計画を策定した。
　1975年代に入ると，具体的な行政面の相互協力施
策が締結される。
　まず1977年に特殊災害消防対策相互応援協定，
1983年に両毛5市水道災害相互応援協定が締結され
た。
　消防に関しては，伊勢崎市を含み近隣の大災害に
対処するべき訓練が続けられている。またこのこと
は市境界付近の大火災等の際，初期消火に対する協
力体制も合わせて実現した。
　また1980年より，旧国鉄足尾線の存続運動におい
ては，沿線地域における存続乗車運動が展開され，
このことは沿線地域の魅力創出のための企画に多大
な影響を与えた。
　以後，1987年の両毛5市商工会議所協議会の設立
まで，行政・議会及び民間の青年会議所に至る両毛
地域の活性化を目標とした団体・組織が次々に設立
され，交流が深められていった。
　県境地域における新たな可能性を示唆する成果と
しては，1989年に5市教育長会議において提案され，
実現をみた，社会教育事業への参加が両毛全域に公
開されたことである。
　追って1995年には両毛地域内に立地する公共施設
の相互利用という成果が実現した。
　このことは，社会資本の広域的利用という而にお
いて画期的成果であり，一部地域において実現した
複数地域共同出資による社会資本の整備6｝とともに
注目するべき施策である。
　また両毛地域の成果ではないが，1992年に，群馬
・栃木・埼玉・茨城の4県警で組織した，警察庁関
東管区警察局北関東広域捜査隊も県境を越えた連携
表10－7両毛地域の地域連携に関する組織・
協定・活動の実態
組織名・地域間協定・ 組織範囲 地域間 組織発足
調査等名称 調査対象 協定等 協定等
範　囲 締結時期
両毛地域閉発 20市町村 1969年4月
・　　　　　△
π
両毛地区青年 5市＋大泉町 1971年
ム　　　　　　　　ムｨ　尺　、　zζ
特殊災害消防対策 5市＋ 1977年1月
相互、 崎
国鉄足尾線存続 桐生・大間々・東 1980年～
期成同 1989
両毛5市水道災害 5市 1983年7月
相互応
両　5市　　長会゜ 5市　　長 【984
両毛5市市議会 5市議会議長 1984年
ム耳
両毛5市若手議員 5市若手議員 1985年7月
ム，　、　　写
両　地区　長会 5　市長 1985　8月
両毛5市商工会議所 5市商工会議所 1987年4月
ム耳
両毛地域東武鉄道沿線 5市 【988年8月
開発推’　　会
社会教育事業の 20市町村 1989年
相互　ロバ開 及び両県
両毛広域都市圏 国土庁＋20市町村 ig92年3月
’Aｮ　　　　査
両毛広域都市圏 20市町村及び両県 1992年9月
’A@　閣　　　会
両毛地域整備計画調査 6省庁＋20市町お ［992・93年
両毛5市商工会議所 5市商工会議所 1994年3月
CATV　討　　会
両毛広域都市圏 20市町村 1995年4月
ハ共　　相互利用
両毛広域タウン誌発行 20市町村 1996　3月
注1：社会教育事業の公開に関しては協定に至っていない。
と言える。
　このような両毛地域の連携に着目した国土庁等は，
1991年に両毛広域都市圏総合整備推進調査を実施し
た。
　また翌1992・93年には，6省庁による，両毛地域
整備計画調査が実施された。
　これには地方都市圏の育成，地方への権限委譲な
どの背景があり，地方拠点都市法との関係も伏線と
してあった。
　これらのように顕在化した成果に加えて，圏域内
で行われている事業としては，協議会設立直後から
進められている，渡良瀬川水系の土手を利用した，
広域サイクリングロード整備，両毛地域観光名所ス
タンプラリー，観光の面的開発のためのパンフレッ
ト作成などがある。
（2）両毛地域における各種領域
　図10－　18は，行政上設定された，両毛地域の各種
領域区分として，市町村境界，広域市町村圏，保健
医療計画推進協議会組織範囲，広域消防圏域，救急
医療圏域，保健所管轄区域，警察署管轄圏域を示し
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た。
　また終末処理に関しては，第5章において述べた
通りであるが，概ね広域圏をもとに設定されている。
　これら既存の領域に対し，伊勢崎市を含んだ特殊
災害消防対策応援協定地域が設定されている。
10．8　まとめ
　県境を越えた住民の生活行動に関しては，就業機
会の豊富な地域への通勤が鮮明であり，また通学に
関しては私立高校を中心に，短大・大学への広域な
通学交流が行われていることがわかった。
　一方，購買行動に関しては，これも広域的な行動
が展開されているの
ではないかという仮　　　a市町村境界
説に反して，全体的
には生活中心都市に
対する求心的な動き
が明らかになった。
　外食や娯楽に関し
ても，購買行動と類
似しており，5市で
は自地域を中心とし，
た利用が中心となっ
ている。
　しかしながら，購
　　　　　　　　　　　d保健所管轄区域　　　e買行動においては，
歴史を持つ，市街地
の商店街の利用が低
下し，大型店や郊外
展開した店舗の利用
が高まる傾向がある。
　　　　　　　　　？11fi）　特に広域幹線道路
からの接近性に優れ
た大型店の利用が高
くなっている。
　5市に関しては，
tg55年代に見られた，
母都市としての周辺．
地域からの依存性が
次第に希薄になりつ
つある。
　それは，映画等娯
楽の変化，町村部へ
のスーパーマーケッ
ト等の進出，私立高
校等の新設による進
学先の多様化，徒歩
や自転車利用者など
を対象とした生活体
系が自家用車に変わったことによる生活行動の変化
などであろうと推察される。
　両毛地域において試みられている，今後期待でき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　il11る事項としては，①5市で進めているCATV　の
ネットワーク形成，②20市町村が一体となった観光
の面的開発整備，③5市と8町村に立地する公共図
書館のオンライン化，④北関東自動車道実現に関連
した土地利用，⑤高次の都市機能整mail／ti）がある。
　また圏域の連携を深めるための，ソフト面の課題
としては，文化交流，スポーッ交流などが考えられ，
このような，いわば民間外交による圏域の交流進展
が，新しい地域間連帯を促進する契機になると考え
b広域市町村圏　　　　　　c広域消防圏域
　保健医療計画推進協議会　　　救急医療圏域
g特殊災害消防対策
　相互応援協定地域
伊勢崎市?
警察署管轄区域
h両毛5市
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fごみ処理圏域
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図10－18両毛地域に関連した各種領域・行政協定範囲
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られる。県境地域に居住する住民の，生活行動面で
の交流と行政・民間による，地域連携は表裏の関係
にあり，相互が補完する形で県際問題を解決するこ
とが望まれる。
　更に前進的な意味においては，複数の自治体が相
互に協力しあうことによるスケールメリッbtl’y｝は多
々あり，地方都市圏における定住を視点とした地域
社会像のあり方を示唆するものと言えよう。
補注
注1）　例えば、1995年日本建築学会大会都市計画部門研究協議会資料，地域像と計画のパースペ
　　　クティブ　PP204において報告された，青函インタープロック交流圏計画，東北インテリ
　　　ジェントコスモス構想、南東北中枢広域都市圏構想，21世紀FIT構想，三遠南信トラ
　　　イアングル構想，大阪湾ベイエリア開発，関西文化学術研究都市などがある。
注2）　永柳　宏・山崎・紺野は，1990年度都市計画論文集において，静岡県，愛知県に隣接する
　　　山村長野県売木村・阿南町を対象に，住民の生活・生産行動の圏域特性と地域再編を論じ
　　　ている。
注3）　1978年に日本商工会議所・両毛5市商工会議所の実施した，両毛五市における買物行動に
　　　関する調査報告書，及び1992年3月に両毛5市商工会議所が実施した，両毛5市における
　　　買い物行動に関する調査報告書の調査結果を使用。
注4）　人口動態，産業指標の経年変化，地域施設分布，工業・商業等の実態調査等，本章執筆上
　　　必要な背景となる資料収集である。
注5）　群馬県側：桐生市・太田市・館林市・大間々町・笠懸町・薮塚本町・新里村・黒保根村・
　　　東村・新田町・尾島町・板倉町・明和村・千代田町・大泉町・邑楽町の3市9町4村，栃
　　　木県側：足利市，佐野市，田沼町，葛生町の2市2町を広域市町村圏，両毛地域と呼ぶ。
注6）　例えば，広域市町村圏一部事務組合などによる，終末処理場などがあるが，1994年に開設
　　　された栃木県大田原市と西那須野町による，那須野が原ハーモニーホールは新しい成果で
　　　ある。
注7）　現在，佐野市において，　（株）佐野ケープルテレビが存在し，1992年に放映を開始した。
　　　これを受けて他の4市を含む商工会議所会頭会議で，1996年1月に，5市のCATVネッ
　　　トワーク推進が決議された。
注8）　両毛地域全体を第4次生活圏と位置づけた場合，この圏域に対応する公共施設，すなわち
　　　救命救急センター，大学，高水準の総合スポーッ施設等を指す。
注9）　旧足尾線存続問題や，圏域活性化のための陳情母体として，両毛地域開発推進協議会の活
　　　動があったが，将来的には，より発展的に，連担する地域の相互協力による両県，自治体
　　　間の土木建築工事の整合，広域的・面的展望による，地域計画推進の合理化などを指す。
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第11章結論
第11章　結論
11．1　研究の総括
　本研究の目的は次の各項である。
　①地方都市圏の人口停滞大都市圏への人口集
　　中の実態把握。
　②その結果として現れた社会構成の特徴把握。
　③地理・地形条件と人口動態の関係把握。
　④地方都市圏における，地域・地区人口変化の
　　実態把握。
　⑤特定の地方都市圏として選定した，両毛地域
　　の地域空間（社会資本）経年的変容，その背後
　　にある要因の把握。
　⑥地方都市圏の社会構造と地域空間構造に対し，
　　経済が与えた影響の把握。
　⑦現在地方都市圏に在住住民の，現在の居住地
　　に対する居住性評価，定住意向の実態把握。
　⑧車社会における，地方都ll∫圏住民の生活圏，
　　生活行動変化の把握。
　⑨全国的に珍しい，県境を越えた20市町村の，
　　地域連携はどのような内容を持つのか。その実
　　態把握。
　以上は，近未来的に，人口の大都市集中が緩和さ
れ，地方都市圏への定住が進展することを究極の目
的として，計画学的な手法を構築するために行った
ものである。
　この研究目的を達成するために，本研究は，ll章
の構成により，論述している。
　以下，本研究によって明らかにされたことを要約
して述べる。
　第1章では，研究の背景となる，我国の国土計画
の経緯を述べ，第5次全国総合開発計画策定の時に
あって，地方都市圏への定住促進の必要性を述べて
いる。また既往研究を明らかにし，本論文の構成に
ついて述べている。
　第2章では，　「何故地方都市圏に人口が定住しな
いのか」との原初的な疑問を明らかにするために，
人口が集中している首都圏が，社会的にどのような
状況に置かれているのかを明らかにした。
　1960年～1990年の30年間において，首都圏の人口
集中地域が，東京湾の湾岸を囲む馬蹄系に分布して
いることが明らかとなった。
　この傾向は時間の経過とともに，広域的に拡がる
傾向を示している。
　人口集中は，生産年齢人口を伴い，また若年層も
含んでいる。人口増加率の水準を区分し，地域類型
を行っているが，各類型ごとにコーホート推移傾向
に差異がある。
　つまり，人口増加の激しい地域（例えば所沢市）
では，生産別年齢人口のコーホートが急激に増加し
ていることが明らかとなった。
　更に，中核都市圏の人口増加傾向は，基本的に東
京圏の人口増加の広域化としてではなく，中核都市
を中心とした転出入が現れている。
　この結果、中核都市そのものの人口が増加する例
　（栃木県），中核都市の隣接地域の人口が増加する
例（群馬・山梨・茨城県）中核都市も隣接地域も人
口増加が緩慢な例があることが明らかとなった。
　第3章においては、地方都市圏である両毛地域に
おける人口変化傾向の分析を行った。
　総人口の変化については，第一次産業を基幹産業
とする地域の人口減少が続いている。また両毛地域
の歴史的産業である，繊維産業（織物等）を基幹産
業とする地域の人口が減少した。
　そして、圏域にとってはt新しい産業である，白
動車・家庭電気機器製造の企業が立地する地域（太
田・大泉）の人口が大きく増加した。
　これに連動して，これら地域の隣接地域の人口増
加が続いている。
　人口分布傾向においては，市街地人口が減少し，
その外周の地区人口が増加する，空洞化が進行して
いる。またこの余波は，近隣の農村にも及び，人ロ
密度の低い市街地（DID）が拡大している。人口構
成面においては，出生率の低ドとともに，各年齢集
団が時間差をもって，この影響を受けている。
　地域社会の高齢化傾向は，首都圏の人口激増地域
と比較して，著しい進展が見られ，人口停滞・減少
地域ほどその状況が鮮明である。
　第4章においては，旧来の「市街地・農村集落と
広大な田園地帯」という原初的な，地域空間，即ち
土地利用が，どのような要因で，どのような経過を
経て変化したかを明らかにした。
　この土地利用変化は，計画的開発行為（工業系開
発・住宅系開発・都市施設・地域施設系開発・観光
・レジャー系開発），アーバンスプロール（住宅・
工場・商店・倉庫流通関係等）として捉え，特に工
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業系開発を中心に，その実態を明らかにした。
　第5章においては，地方都市圏への定住に深く関
わる，都市施設について，整備状況・整備過程・課
題を明らかにしている。
　都市施設の変化においては，全国でも高い水準に
ある，両毛地域の自家用車の保有が，公共輸送の利
用を低下させている状況が明らかとなった。
　特に路線バスの利用量低下は，路線バスを全廃さ
せる結果となっている。また鉄道利用も低下した。
　この傾向は，別な面で道路整備への強い要望とな
って現れてくるが，著しいモータリゼーションへの
対応はできていない。この点で5市における既存の
商店街は多大な影響を受けている。
　都市施設の内，現在大きな課題として残されてい
るのは，下水道（生活雑排水）整備である。この項
に関しては，桐生市以外の4市も遅々としており，
農山村は更に重要な課題となっている。
　第6章においては、定住要件の内，保健衛生性，
利便性．文化性に関わる要素である地域施設の整備
状況，整備過秤、課題に関して実態を明らかにして
いる。
　この分析の結果，いわゆる根幹的地域施設整備は，
一淀の水準に達しているが，時代の要請による，新
たな社会資本というべき施設は，整備が遅れている
ことが明らかとなった。
　ここで言う根幹的地域施設とは，保育所・幼稚園
・小中学校・集会施設・公民館その仙のコミュニテ
ィ施設である。
　反面，美術館。博物館・公営プール・野外活動施
設等，地域における，選択的と言うべき施設は整備
の途上にある。
　更に，高齢化の中にあって，老人福祉施設整備は
緊急の課題となっていることが明らかになった。
　加えて，人口規模において小規模な県に相当する，
両毛地域にあっては，両毛第4次生活圏に対応した，
1高次の地域施設整備が，定住条件としてある。
　つまり，大都市への人口集中の裏面には，大都市
の利便性，文化性，繁華性などがあり，医療・教育
・文化・娯楽のいずれの分野においても，施設立地
密度と水準に差がある。
　このことは定住性向上において重要である。
　第7章においては，これも地方都市圏への定住性
において，最も重要だと考える，両毛地域の経済に
関して現況と推移を分析している。
　その結果を要約すると次の通りである。
　農村においては，基幹産業農業の健全な経営が，
地方都市及び周辺農村部への定住するための要件で
あったが，現在は，1部市内の地区を除き全国的に
見られる，衰退の傾向にある。
　その理由は，a）経営規模が零細であること，　b）機
械化貧乏，c）農業者の中高年化，　d）後継者難，　e）主
産地形成作物が育たない，f）農産物価格の不安定さ
などである。
　鉱工業においては，地場産業の，好不況が人口動
態に多大な影響を与えることが明らかとなったが，
長い歳月の中で，衰退した産業を振興することは，
困難な面が多い。
　しかしながら，自動車産業・家庭電気機器製造と
もに，昨今は好況とは言えず，定住条件として最も
重要な，産業振興，就業機会の拡大は，地方都市圏
における地域計画上，重要な検討課題となっている。
　特に両毛地域は，繊維産業から始まり，新たな工
業立地が，圏域を工業基地として特化させた。また
農山村も，企業誘致等により，工業を導入する傾向
が見られる。
　現rピは，景気の低迷から，－L業再配置は難しくな
り，鉱工業の振興は新たな局面を迎えている。
　商業に関しては，大型店，車社会，購買客の需要
変化などから，従来両毛地域の繁華街を構成してき
た，5市の中心市街地の商店街が，衰退の一途を辿
っている。
　これも商業者の定住，住民の定住に関わる利便性
につながる，重要な検討課題である。
　第8章，第9章においては，地方都市圏住民の定
住意向，環境評価について，アンケート結果の分析
を行っている。第8章では，佐野市の農業集落住民
を対象に，定住意向，環境評価の結果を明らかにし
ている。
　まず佐野市の傾向については，回答者の77．4％が
定住を希望している。その理由は「土地があるので」
「住み慣れた土地だから」　「先祖の墓がある」　「友
人・知己が沢山いる」であった。
　また鹿沼市の旧町村別傾向では，居住環境の悪い
地区では意向が低いが，市全域では76，1％が定住を
希望している。
　佐野と異なるのは，佐野における定住理由に加え，
「自分が生まれ育った所」　「環境が静か」があげら
れている。
　地域施設，近隣生活環境評価において，注目すべ
き点は，根幹的施設への評価は高いものの，医療施
設への評価は両地域とも低いことである。
　また野外活動に対応する施設，余暇活動施設，美
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術館・博物館等，これまで整備が遅れていた施設へ
の需要も高い。
　近隣生活環境においては，生活雑排水処理施設・
近隣生活道路や通学路整備・防犯灯増設等への希望
が高いことが明らかとなった。
　これら住民の意識傾向は，一定の人口が流出した
後に，地域に残存している居住者の意向であるが，
居住環境整備のあり方によっては，更に定住性を高
められることがわかった。
　第10章では，両毛地域住民を対象に，通勤・通学
・購買行動の実態を明らかにした。
　両毛地域は群馬・栃木両県の県境に立地すること
から，住民の日常生活行動において，県境がない一
般的な地域と同様，住民の活発な交流がある。
　ここでは，国勢調査結果を用い，住民の通勤・通
学行動の特徴を分析した。その結果，通勤行動にお
いては，太田市，足利市間の交流が特に多いほか，
町村部から市部，逆に市部から町村部への通勤も活
発化していることが明らかとなった。
　1965年，1990年の2時点問の比較においては，自
地域内就業が減少し，他地域での就業者が増加する
傾向にある。
　ここでは更に，本研究の主題である，地域連携の
成果をllげている両毛地域について，20市町村が地
域連携を結んだ経緯，協定，その他の成果を明らか
にした。
　特に注目されることは，最新の成果として1995年
に締結された，公共施設の相互利用がある。
　以上の検討の結果，まず地域社会構造変化に関し
ては次のことが明らかとなった。
　①若年層を中心とした，人口の転出は，就業機
　　会の存在を要件とし，都会へのあこがれや都会
　　の利便性・文化性・繁華性などへの期待感を内
　　在しながら，郷里へ戻らない結果となった。
　②圏域内の人口流動については，これも就業機
　　会が契機となって，就業機会の豊富な地域へ移
　　動，住宅建設などによって，その近隣に居住す
　　る様相が明らかとなった。
　③コーホートの変化傾向においては，幼児や学
　　齢児数が減少し，老人人口が増加する様相が明
　　らかとなった。このことは，コーホートに対応
　　して設置されている，各種地域施設の維持を困
　　難にする可能性を秘めている。
　　　この現象は、人口の増加・減少によって程度
　　の差こそあれ，両毛地域の一般的状況である。
　④圏域内でも人口の偏在化が認められ，特に市
　　街地過疎が顕著である。地方都市における将来
　　の都市計画課題として重要である。
　次に，地域空間構造変化に関しては，次のことが
明らかとなった。
　①広大な田園地帯と，生活中心都市，農村集落
　　という，原初的空間構造が，時間の経過をとも
　　に，土木・建築による構築物により，大きく変
　　化した。
　　　それは，市街地の無秩序拡散と，地方都市・
　　農村の，いわゆる近代化に伴う，社会資本の整
　　備，産業経済活動の展開である。とりわけ，工
　　業基地として特化している両毛地域においては，
　　このことが顕著である。
　②モータリゼーションの著しい進展は，都市機
　　能の郊外展開を可能にするとともに，沿線開発
　　を惹起し，更には住民の生活圏を拡大する結果
　　をもたらした。
　　　全国的に自家用車の保有台数が多い両毛地域
　　においては，このことが顕著である。
　　　これはまた，商業．サービス業の郊外展開を
　　可能にした。
　③都市機能の郊外展開等により，空洞化した市
　　街地の再開発・再整備が重要な課題となってき
　　ている。
　地域社会構造と，地域空闘構造の両分野に関係の
深い、地域経済構造に関しては，第7章で述べた通
り，工業国日本の近代史を見るような，歴史的産業
構造の変革が，この圏域において認められ，そのこ
とが人口流動を惹起するとともに，工業団地建設等
によって，地域空間構造を変化させた。
　また都市空間に関しても，低層高密度の市街地が
空洞化し，生産の意欲に溢れていた，1955年代の原
初的形態を，空き家の目立つ空疎な状況に変化させ
る結果となった。
　以上，地域社会，地域空間，地域経済を3本の軸
として，地方都市圏，両毛地域の実態を分析した。
　定住を視点として，これを更に要約する。
　地方都市圏においては，歴史的基幹産業全盛期に
おいて，一定の人口を許容する枠組みがあったが，
経済の興隆，価値観の変化等が複雑にからんで，従
前の定住構造が大きく変化した。
　一方，地方都市や農山村における，　「住みやすさ」
を形成する諸要因の内，都市施設・地域施設は戦後
50年経った現在，1960年代には想像もつかない水準
で整備が進展した。
　しかしながら，このような条件の改善にも関わら
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ず，高等学校卒業生を中心に若年層が大都市へ転出
し，これらの住民が帰還することは希で，地方都市
圏では人口増加策が慢性的計画課題となっている。
　現実的には，人口が減少することが問題なのでは
なく，そのことによって，人口年齢構成の均衡が崩
れ，再生産率が低下して，活力のない社会が出現す
ることが問題なのである。
　1975年以降，地域社会の活性化方策として，工業
団地の造成，企業誘致が盛んに行われてきた。
　このことは，第4章の開発行為，第7壁の鉱一ll業
の項で詳記した。
　しかしながら経済が低迷している現在，この方式
による地域振興は困難になってきており，新たな振
興策が必要となっている。
　定住要件の内，産業・経済振興は，若年労働力を
はじめ，労働力の就業を保証する意味において重要
な検討課題である。
　適切な就業先が豊富に存在することが，労働力の
確保と，Uターン，　Jターンを支える上で重要であ
る。
11．2　地域連携の評価と問題点
（1）地域連携の発端・意味・課題
　両毛地域は，群馬県，栃木県の県境に立地する，
20市町村が「ゆるやかな地域連携」を結び，単独の
自治体ではなく，面的な活性化を図りつつある。
　1969年に両毛地域開発推進協議会（以後協議会と
呼ぶ）が組織され，3広域圏に含まれる，20市町村
の広域経済圏が，共通目標を達成するために，始動
した。
　両毛地域，ひいては，両毛5市が結束することに
なった背後には，宇都宮市及び前橋・高崎市の地方
中核都市圏の間に立地し，繊維産業の不況とともに，
地域の活力が低下してきていることに，危機感を感
じたためではないかと推測される。
　また，県庁所在地に遠く，これを必ずしも上位都
市として位置づけていない
　両毛地域開発推進協議会が組織された翌年，日本
経済研究所へ委託して，両毛地域総合開発調査が実
施され，将来像が明確化された。
　また，協議会独自に，1974年に両毛地域総合計画
を策定した。その検討内容は，①土地利用，②水
資源，③防災が基礎的条件とされた。
　また④交通・通信，⑤商工業振興，⑥農林業
振興，⑦社会開発，⑧環境整備が共通課題として
掲げられた。
　1975年以降，注目される行政協力が締結された。
それは特殊災害消防対策相互応援協定，両毛5市水
道災害相互応援協定である。
　上水道に関しては，1996年の異常渇水の際，桐生
市が足利市から水道の供給を受け実効性を証明した。
　以後、社会教育事業の公開，地域施設利用の公開
など，連担地域として有効な諸協定が成立した。
　このように，当初は陳情母体としての性格が強か
った両毛地域開発推進協議会が，次第に地域連携に
よって行政課題を解決する方向へ進展している。
　新たな定住圏としての視点で両毛地域を評価する
と，県庁所在地から離れた県境部に立地する市町村
が，単なる善隣友好関係を越えて，官民ともに交流
を深め，地域の課題を面的な拡がりの中で解決しよ
うとしていることである。
　筆者は，このことを助長するために，1988年にま
とめた，渡良瀬川流域の都市群，及び1992年にまと
めた，両毛クラスター・パラダイム21の中で，可
能性のあるハード面の課題，その過程において，相
互理解を深めるソフト面の課題を提案している。
　ここで，県境を越えた広域連携にどのような長所
があるのかを整理すると以下の通りとなる。
①都市施設に関しては，県が異なることによっ
　　て，整備年次や，道路構造が異なる場合がある。
　　また橋梁にしても，橋の幅員が異なる場合があ
　　る。広域連携による検討と，合意形成ができれ
　　ば、これまでより整合性のある事業推進が可能
　　である。また下水道未整備地域においては，流
　　域下水道への期待が高い。
②社会資本の共有化の側面においては，既に成
　　果となっている，既存施設の相互利用がある。
　　　また両毛第4次生活圏に対応する，高次の地
　　域施設整備については，86．5万人（1990年）を
　　擁する，県レベルの圏域に必要な，医療・教育
　　・文化・スポーツ等の諸施設を，圏域として整
　　備することが考えられる。
　　　この面においては，足利市の日本赤十字病院
　　に救命救急センターが設置された。
　　　また，このことの実現においては，具体的に
　　国立・県立施設の共同誘致が有効な方策として
　　ある。
③既存施設の相互利用と関連して，13地域にあ
　　る公共図書館のオンライン化がある。これが実
　　現すれば，膨大な蔵書数になる。
　　　また圏域が一体化する上で不可欠な情報につ
　　いては，現在実現している，広域広報誌に加え，
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　現在5市の商工会議所を中心に進行中の5市の
　CATV実現が重要である。
　　加えて，既に発展過程にあるミニコミや，新
　聞等も，県境による情報の隔絶を改善するkに
　おいて重要である。
④乗客の激減によって廃止された，路線バスの
　代わりに，公営バスが運行されている。
　　しかし，市町村の財政負担は大きい。そこで
　圏域全体で共同利用のバスを運行すれば，経費
　・利用の両面において有効である。
⑤産業振興面においては，地場産業振興を目的
　として，太田市のリサーチパークに産業支援セ
　ンターが立地した。
　　この施設には，栃木県の企業の進出も可能で
　ある。
　　また農業振興面においては，地方卸売市場を
　統合し，中央卸売市場とすることや，広域農業
　公社の設立により，農業生産面の再構築を図る
　こと。更には，面的観光開発・整備の促進によ
　り，圏域への入込み客を増やし，これと商業振
　興・農林業振興をからませていくなどがある。
③その他，県境地域として，両県の施政方針が
　異なる各分野において，整合を必要とする懸案
　は，広域連携により，合意形成がより容易にな
　ると考えられる。
11．3　将来へ向けての課題
（1）両毛地域の課題
　今後の課題としては，両毛地域の計画策定や，事
業推進母体となる，組織が脆弱であり，両毛地域に
関係した，各種団体を再組織し，実働性のある団体
を構成する必要がある。これは図11－1に示すよう
なものであり，常陸那珂地域において，既に実績が
ある。
　次に事業推進面における最大の課題は，財源がな
いことである。国→都道府県→市町村という現行の
行政形態においては，その中間に位置する両毛地域
の試みには，財源が皆無である。
　このことを解決する意味からも，地方拠点都市の
指定を望んでいたが，両県の考え方の相違から実現
しなかった。
　財源等の基本的な解決のためには，国の施策の転
換がIE要であるが，圏域側としても，図H－1の組
織により，民間財源を準備する必要が考えられる。
　また指導者層の，広域経済圏としての両毛地域に
対する認識レベルに差があり，情報や教育等による
啓蒙が重要である。
　更に，第5次全国開発計画の向けて，両毛地域に
類似した圏域は多々ある。　（次項参照）
　従って，両毛地域を特殊解とするのではなく，こ
のような圏域が認められることが必要である。
両毛5市市長会
両毛5市市議会議長会
両毛5市若手議員連絡会議
両毛5市教育長会議
両毛5市商工会議所会頭会議
両毛地域青年会議所懇談会
両毛地区広域市町村圏事務組合
両毛地区広域行政推進協議会
両毛線整備期成同盟会
束毛地区総合開発協議会
両毛地域東武鉄道沿線開発推進協議会
両毛開発株式会社
組織を統一し，
発展させた結果
両毛地域開発推進協議会
市町村
。商工会議所・商工会
゜農業協同組合
の森林組合
。文化団体
・その他の地域団体
・有識者・学識経験者
図11－1両毛地域に必要な計画促進のための組織案
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（2）両毛地域における整備課題
　1）整備課題
圏圏域が一一体化し，定住条件をli，111させていくヒに
おいては，近未来的に、次の各項が懸案である。
　①幹線道路網整備（図11－2参照））））））））?????北関東横断自動車道路
国道50号線の4車線化・立体化の促進
広域幹線道路の建設促進
両毛外環状線
両毛内環状線
両毛縦貫道路の新設
DID間の連絡幹線整備
②共通の利益となる都市施設の整備
　a）　両毛ニュータウンの建設（無秩序拡散の抑
　　　制）
??
c）
??
e）
「）
　③圏域内の定住性向上につながる，
　　　次の地域施設整備
　　a）　第3次医療拠点
　　b）　大学・短大等後期高等教育機関の
　　　　誘致新設
　　c）　美術館等，自治体では整備困難な
　　　　文化施設
　　d）　広域的，かつ充足された老人福祉
　　　　施設
　　e）　国際交流施設
　　D　公設市場の統合と合理化
　　g）　卸売・問屋団地の誘致・新設
　2）ソフト面の交流課題
　環境整備に関する課題解決は，多大な財
源を必要とするため，その枠組みが必要で
ある。これには長期間が必要であろう。
　この間，民間外交を深め，圏域内の交流
を更に深めることが重要である。それは次
の諸項である。
①文化交流
　　a）　音楽祭
　　b）　芸術展
　　c）　文学の研究交流
　　d）　郷土史研究交流
　　e）　その他の交流
公共輸送の圏域としての経営
面的観光開発の組織づくり，観光地の整備
流域ド水道整備の促進
人規模白1伝中：道整侃i（進行llり
1窪備新幹線，リニアモーターカー等新交通
システムの検討
　　　　　　　　　　　　　　高
②スポーツ交流
　a）　小中学校スポーツ交流会（既に実績がある）
　b）　高等学校スポーツ交流会（一部に実績あり）
　c）　青壮年・婦人スポーツ大会
　d）　ゲートボール大会
　e）　両毛マラソン大会
③自治体間の連絡性改善）））））））））??????地域施設の共同利用（既に実績がある）小中学校の委託通学促進
高等学校通学区の緩和措置
幼児関連施設の利用促進
公共輸送改善への連携
終末処理場の相互利用促進
圏域内，都市と農山村の交流促進
図書館の相互利用，オンライン化促進
労働力確保のための相互協力
④その他
　a）　観光客誘致のためのソフト而の協力
　b）　市町村職員の交流
　C）　防犯・防災面での協力
北関東自動車道
広域幹線道路 ??
??????し
??????
?．?、、?
）?↑?
??????
㌦?， ??、?
?
　濃　　　・銑
　　　　臓・
岬　　　　広域幹線道路
　両毛縦貫道路
両毛内環状線
両毛外環状線
　　　両毛外環状線
DlD間連絡道路
??，?
???
﹈，???』? 隅．
　　　　　　　　　　　　　　　Y－hL－”U／
　　　　　　　　　　　　　　　　　DID間連絡道路
図11－2　両毛地域において重要な道路整備課題
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　1）は，86．5万人の住民が定住していく上におけ
る条件の内，主要な課題であるが，財源や手法の問
題が大きく，短期間に実現することは困難である。
　従って。市町村合併を経ないで，地域が面的に一
体化を推進するためには，いわゆる民間外交が重要
であり，2）はその具体的事例となる。
（3）一般化へ向けて
　図U－3は，定住のための，一般的な条件構成・
因果関連図である。
　これに気象，水源，地震等の安全性等が加わり，
立体的なマトリックスとなる。
　広域連携によって，地域の課題を面的に簡潔して
いこうとする，両毛地域の試みは，定住の計画単位
として有効である。
　全国的に見て，両毛地域は決して特殊な地域では
ない。
　広域連携を進めている例は，次の各項がある。
　①青森県の青函インターブロック交流圏計画
　②東北インテリジェントコスモス構想
　③南東北中枢広域都市圏構想
　④21世紀FIT構想
　⑤三遠南信トライアングル構想
　⑥大阪湾ベイエリア開発
　⑦　関西文化学術都市
　また県境を介しての経済圏の例としては，九州の
久留米都市圏などがある。
　これらの圏域に関しても，両毛地域のような広域
連携による地域計画が考えられる。
その他，中小都市が連担している地域は国内に多々
見られ，定住条件整備における計画単位として，両
毛地域のような圏域構成，共同事業は一般化できる
ものと考える。
　その際には，図11－4に掲げたような，地域間連
携タイプを明確化することが必要である。
　両毛地域はこの中で，タイプDであり，連合都市
群が周辺部を含んで，地域振興を図ろうとする例で
ある。
　定住を視点として，この典型的な5つのタイプを
考えた場合，都市機能の利用，就業等定住に関わる，
様々な条件において，不足している部分を自ら充足
するか，巨大都市や5大都市のような大都市に依存
できるかが，地域計画上大きく異なる。
　将来的に，検討の対象となるのは，タイプCの典
型的な地方小都市圏，あるいはタイプEの農産漁村
の集合体である。
　「ゆるやかな地域連携と連合都市群」により，地
域振興を図ろうとする両毛地域は，基本的には，タ
イプCの集合体なのであるが，社会資本の共有化や
産業振興その他の計画課題を，地域連携によって面
的に進めようとする点が異なっている。
　この地域連携による定住方策は，地方都市の都市
計画・活性化計画と，農山村振興を一体的に考える
ことになる。
　この方式によれば，従来進められてきた、単独自
治体の計画における弱点を，補完できる可能性があ
り，しかも県境地域における整合を期待することも
できる。
　モータリゼーションが進展し，住民の生活圏が拡
大している現在，地域計画の単位として，このよう
な拡がりを設定することは，きわめて今日的な状況
の反映と考える。
（4）法律による地域連携の可能性
　前述の通り，広域経済圏の地域連携を具体的に推
進するためには，計画策定組織・実施計画推進組織
と，財源が不可欠である。
　このことに対応する現行の法律としては，
　①地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の
　　再配置に関する法律（1992年法律第76号）
　②地方自治法第284条，291条の，広域連合制度
　　（［994年6fi　，地方白治法の一一』部改ID
がある。
①に関しては，群馬県側が，桐生外6か町村広域
市町村圏，及び東毛広域市町村圏（両者は両毛地域
を構成する）を指定した。しかしながら，栃木県で
は，足利市・佐野市・栃木市・小山市を中心とする
県南部の4広域市町村圏を指定した。
　従って，両毛地域としての一体化にはつながらな
かった。
　②に関しては，一部事務組合，全部事務組合と並
列に，県境を越えた広域連合組織が可能である。
　これら法律の具体的な運用方法は，両毛地域とし
て重要な検討課題であり，今後の研究を必要とする。
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（タイプA）東京都と埼1ミ県南部に見られる
　　　　　　ような連関。大都市機能を利用
　　　　　　できるため，各都市の独立性は
　　　　　　必ずしも必要ない．
（タイブB）仙台・広島等，地方の大都r1∫の
　　　　　　周辺に立地する，小都市，農山
　　　　　　村の連関。人都llf機能を利川で
　　　　　　きる。県庁所在地周辺でもこの
　　　　　　タイプがある。
（タイプC）比較的独N’i．した，地方中小都市
　　　　　　と周辺農山村部の般的な連関
　　　　　　である。大都市機能が利川でき
　　　　　　ないため，独、邑’二性・充足性が重
　　　　　　要なタイプである。
（タイプD）連合都SIIiを中心に，その瑚辺部
　　　　　　が地域連携を＆1iぷタイプである。
　　　　　　両毛地域はこのパターンに相当
　　　　　　する。
（タイプE）農由村等小規校な町村力｛連担し
　　　　　　ているタイプである。山間部な
　　　　　　どにおいて見られる。
（タイプA）
都市
（タイプB）
．入．
?
近隣中小都市
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5大都市等地方
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旧村中’L
（タイプC）
????㌧
市街地
・胸
辺農山村
地方中小都市
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農山村の集合体
図11－4　定住を視点とした地域連関タイプの概念
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図11－3　地方都市圏における定住の枠組
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　思えば，この研究の発端となったのは，筆者が，
足利工業大学の助手として，就任して間もない，
1973年に，足利青年会議所が実施した，市民意識調
査であった。
　この作業は「明Llの明るい足利市をつくるために」
という報告書にまとめられた。この中では，都心距
離が近く，しかも一定の行政協力や民間交流の実績
がある，両毛5市を連合都市として考えるべきだと
の意見を提案した。
　1974．75年の両年には，工学院大学建築学科，荻
原教授を主査とする，国土開発国土開発幹線自動車
道等関連事業調査において，荻原先生，下河辺先生
に調査・分析の方法を教えて頂いた。
　この時の調査において，農地転用の詳細な資料調
査を行い，生活環境指標を作成し，館林市の都市計
画に深く関わることとなった。
　以来24年が経過し，具体的な成果は見られないも
のの，両毛地域にこだわり続けている。時間の経過
は驚くほど早いものである。
　この間に，蟹江研究室の卒業研究生とは，両毛地
域をテーマとして，①老人福祉施設，②コミュニテ
ィ施設，③児童福祉施設，④学校教育施設，⑤老人
の住生活，⑥学齢前施設，⑦太山都市圏の都市機能
111配置の研究，⑧多iy：代住宅などについて，テーマ
を設定し，研究を行ってきた。
　中でも，1983年には，4人の卒業研究生とともに，
両毛地域の土地利用・人口・都市施設・地域施設・
住宅・工業開発・商業・農林業等の基礎資料調査を
収集分析した。これをまとめたものが，1988年の渡
良瀬川流域の都市群である。
　また，一方では，浦　良一先生の補助として，邑
楽町・新田町・足利市・新里村などで農村コミュニ
ティ施設の計画を行う機会に恵まれた。
　また1989年には，浦先生とともに，板倉町の地域
開発整備計画を行った。
　更に，桐生市商業近代化地域計画，足利市商業近
代化地域計画，桐生中央商店街活性化計画，館林市
三の丸五番街活性化計画では1地方都市における商
業の置かれた厳しさを学んだ。
　1991年の葛生町振興計画執筆は，山村の実情を総
合的に学ぶ上において，かけがえのない経験であっ
た。今回，地方都市圏の定住条件整備に関する計画
学的研究をまとめられたのは，これらのおかげであ
る。
　恩師，浦　良一先生には，筆者が大学院に入学し
た，1969年以来，建築計画・地域計画に関して，基
本的な考え方から，計画立案に至るまで，詳細な御
教えを頂いた。
　以来，各種の研究活動の機会を与えて頂き，また
農村整備の実務においても，群馬県・栃木県・埼玉
県・岡山県・広島県など，広い地域で，みずから調
査・計画の指導をして頂いた。
　今日，筆者がまがりなりにも，地方において，地
域計画を進めていられるのも，全て浦先生のおかげ
だと思う。
　このことは，筆舌に尽くしがたい恩であり，これ
に報いるためにも，今後の活動が重要だと考えてい
る。
　この間，工学院大学教授，荻原正三先生，元跡見
女子短期大学，下河辺千穂子先生，東北工業大学教
授，山田晴義先生には，研究の進め方，建築学会で
の活動において，多大な御指導を頂いた。
　足利工業大学教授，和田幸信先生には，論文をま
とめる過程において，はげましを頂き，また時にふ
れ，適切な御助言を頂いた。
　両毛地域の各市町村には，貴重な資料を提供して
頂き，またヒヤリング等に際して，貴前な意見を頂
戴した。
　この論文をまとめることができたのは，これら多
くの人々の，御指導，御助言によるものだと考えて
いる。
　以上の皆様に，心から厚く御礼申しあげます。
　最後に，御多忙の中を，本論文の審査を行って下
さり，貴重な御指摘を頂いた，明治大学理工学部建
築学科教授，山田由紀子先生，加藤　隆先生に厚く
御礼を申し上げます。
1997年1月
足利工業大学
蟹江好弘
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1975年10月 農村の生活環境評価その1試案 日本建築学会 日本建築学会
学術講演梗概集
1976年3月 農村集会施設の使われ方に関す 足利工業大学 足利工業大学
る建築計画的研究 研究集録第2号
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1978年10月 農村集会施設の建築計画に関す 日本建築学会 日本建築学会
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いて
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1979年10月 豪雪山村の過疎化と地域空間構 日本建築学会東 日本建築学会
造の変化について　一岐阜県吉 海大会学術講演
城郡河合村の場合一 梗概集
1980年3月 老人同居型農家住宅の研究　そ 足利工業大学 足利工業大学
の2一住宅の使われ方について 研究集録第6号
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平面類型と機能構成 梗概集
1981年3月 両毛地域の社会構造変化・地域 足利工業大学 足利工業大学
空間構造変化に関する研究そ 研究集録第7号
の1両毛地域の人口変動
1982年9月 農村の生活中心地区形成の実態 日本建築学会東 日本建築学会
と整備過程に関する研究　その 北大会学術講演
1　群馬県新田町におけるセンター 梗概集
地区形成とサプセンター機能
1982年9月 農村の生活中心地区形成の実態 日本建築学会東 日本建築学会
と整備過程に関する研究　その 北大会学術講演
2　群馬県邑楽町における施設 梗概集
整備の実態と経過
1983年3月 地方小都市を形成する農村集落 足利工業大学 足利工業大学
の変容と再編計画に関する研究 研究集録第9号
（その1）一館林市大島集落に
おける農村集落の変貌と計画課
題一
1983年3月 地方小都市を形成する農村集落 足利工業大学 足利工業大学
の変容と再編計画に関する研究 研究集録第9号
（その2）一館林市大島集落に
おける住民組織・住民活動の実
態とコミュニティ施設の利用状況一
1983年9月 むらづくりと村財政の関係につ 日本建築学会北 日本建築学会
いて一特に地域施設整備・生活 陸大会学術講演
基盤整備を中心として一 梗概集
1984年3月 農村計画の手法に関する研究 足利工業大学 足利工業大学
その皿　一ある村の総合計画策 研究集録第10号
定作業から見た計画課題の構成
一（群馬県粕川村）
1984年10月 広領域における教育施設整備の 日本建築学会関 日本建築学会
比較研究1　一学校教育施設の 東大会学術講演
変動を形成する基礎的要因一 梗概集
1984年10月 広領域における教育施設整備の 日本建築学会関 日本建築学会
比較研究2　一学校区・通学距 東大会学術講演
離・学校統廃合・新設について 梗概集
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1984年3月 広領域における教育施設整備の 日本建築学会 日本建築学会
比較研究3　一学校教育施設の
建築計画的要素一
1985年10月 農村集会施設の建築計画に関す 日本建築学会東 日本建築学会
る研究 海大会学術講演
梗概集
1985年10月 広領域における教育施設整備の 第3回地域施設 日本建築学会
比較研究　両毛地域における教 計画研究シンボシ’ 建築計画委員会
育施設の実態と建築計画的要素 ウム
1985年10月 地域施設における複合化手法の 日本建築学会東 日本建築学会
現状と問題点 海大会研究協議 農村計画委員会
会資料
1987年10月 手づくりの村整備事業の評価と 日本建築学会近 日本建築学会
課題一特に群馬県における生活 畿大会学術講演
環境整備事業・手づくりの村整 梗概集
備事業を対象として一
1988年10月 住民参加によるむらづくり事業 日本建築学会関 日本建築学会
の評価と課題　そのH　鍾乳洞 東大会学術講演
発掘とレストハウス管理をインパクトとし 梗概集
た山里づくり
1988年10月 セカンドハウスの需給構造に関する研 日本建築学会関 日本建築学会
究　その1セカンドハウスにおける 東大会学術講演
住まい方を規定する諸条件 梗概集
1988年10月 セカンドハウスの需給構造に関する研 日本建築学会関 日本建築学会
究　そのH実態調査を通して 東大会学術講演
見たセカンドハウスの利用特性 梗概集
1988年10月 セ加ドハウスの需給構造に関する研 日本建築学会関 日本建築学会
究　その皿セカンドハウス選定条件 東大会学術講演
の重要度評価 梗概集
1989年3月 地域社会の変容に伴う学齢前施 足利工業大学 足利工業大学
設再編上の諸問題 研究集録第15号
1989年10月 人口減少地域における住民の定 日本建築学会中 日本建築学会
住意向に関する研究　一第一次 国大会学術講演
産業衰退による人口減少地域一 梗概集
栃木県葛生町の場合一
1989年10月 公庫融資住宅における高齢者同 日本建築学会中 日本建築学会
居の現状について　その1お 国大会学術講演
年寄りのいる世帯の住宅特性 梗概集
1989年10月 公庫融資住宅における高齢者同 日本建築学会中 日本建築学会
居の現状についてそのH高齢 国大会学術講演
者同居住宅における高齢者の専 梗概集
用空問の性状について
1989年10月 公庫融資住宅における高齢者同 日本建築学会中 日本建築学会
居の現状についてその皿高齢 国大会学術講演
梗概集
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1990年10月 農山村集落機能保全に関する 日本建築学会九 日本建築学会
礎的研究　その1農山村にお 州大会学術講演
ける空家発生の状況と活用方策 梗概集
について
1990年10月 リヅート開発に関する自治体の意 日本建築学会中 日本建築学会
向性一関東・甲信越・福島・静 国大会研究協議 農村計画委員会
岡県を対象とした白治体の開発 会資料
意向に関するアンケート結果より一
1991年9月 北関東における自治体の高齢化 日本建築学会東 日本建築学会
対策に関する研究　一自治体の 北大会学術講演
高齢化に対する意識傾向・施設 梗概集
整備・高齢者福祉施策について
199】年9月 公庫融資住宅における高齢者同 日本建築学会東 日本建築学会
居の現状について　そのIV高 北大会学術講演
齢者同居住宅の仕様と住まい方 梗概集
1991年9月 住宅の収納空問に関する基礎的 日本建築学会東 日本建築学会
研究　そのH公庫融資住宅の 北大会学術講演
全国テ㌔タから見た収納空間の実 梗概集
態・評価・ニーズ
1992年8月 北関東における自治体の高齢化 日本建築学会北 日本建築学会
対策に関する研究　そのH高 陸大会学術講演
齢者福祉施設以外で行われてい 梗概集
る福祉活動
1993年9月 地方都市農業地帯における住民 日本建築学会関 日本建築学会
の定住意向に関する研究　その 東大会学術講演
H　地方中規模都市である佐野 梗概集
市郊外農業地帯について
1994年9月 温泉センターを核とする拠点づくり 日本建築学会東 日本建築学会
とむらづくり　一群馬県白沢村 海大会学術講演
の場合一 梗概集
1995年8月 鍾乳洞発掘を契機としたエコビ 日本建築学会北 日本建築学会
レッジ計画 海道大会研究協 農村計画委員会
議会
1995年8月 地方都市旧村住民の定住意向に 日本建築学会北 日本建築学会
関する研究一地方中規模都市で 海道大会学術講
ある栃木県鹿沼市を対象として 演梗概集
1996年9月 地方都市農業地帯における住民 日本建築学会近 日本建築学会
の定住意向と環境整備要求に関 畿大会学術講演
する研究　一群馬県館林市を対 梗概集
象として一
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1975年3月 国土開発幹線自動車道等関連事 （財）地域社会
業調査報告書 計画センター
1976年3月 国土開発幹線自動車道等関連事 （財）地域社会
業調査報告書 計画センター
1978年3月 農村地域における小地域福祉施 農村建築研究委
設の計画・設計方法等に関する 員会
研究
1979年3月 農村地域における老人福祉対策 農村建築研究委
に関する研究 員会
1979年12月 関東地方における農村の変貌 日本建築学会
農村建築部会
1983年3月 農村地域整備共同推進事業調査 群馬県館林市
研究報告書一群馬県館林市大島
地区一
1985年3月 佐野市市域開発整備構想調査報 栃木県佐野市
告書 ，
1988年3月 セカンドハウスに関する研究調査報告 住宅金融公庫
書（昭和62年度公庫地域住宅特 北関東支所
性検討委員会報告書）
1988年3月 農村定住条件整備の推進方策に （財）地域社会
関する調査報告書（農山村にお 計画センター
ける空家の再利用に関する調査
）昭和62年度国土庁委託調査
1989年3月 セカンドハウスに関する研究調査報告 住宅金融公庫
書（調査研究最終年度報告） 北関東支所
1990年3月 高齢者同居世帯の住宅特性と住 住宅金融公庫
まい方に関する調査研究報告書 北関東支店
1991年3月 高齢者同居世帯の住宅特性と住 住宅金融公庫
まい方に関する調査研究報告書 北関東支店
（平成元年度地域住宅特性検討
委員会報告書）
1992年6月 建築が地球環境に与える影響 日本建築学会
建築と地球環境
特別委員会
1992年3月 農村体験交流推進調査報告書 農林漁業体験協
平成3年度国土庁委託調査
?
1993年3月 両毛地域整備計画調査報告書 農林水産省関東
平成4年度　国土総合開発事業 農政局
調整費
1993年3月 過疎市町村における高齢化問題 日本建築学会
と地域施設及び地域対策の現状 高齢社会環境委
員会
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　一一
】993年3月 平成4年度広域農林地総合開発 （財）農村開発
整備調査一農山村の2次3次生 企画委員会
活圏における都市と農村の機能
? 分担・整備のあり方
1994年3月 平成4・5年度　国土庁総合開発 農林水産省関東
事業調整費　両毛地域整備計画 農政局
調査報告書
1995年7月 栃木県二宮町における土地利用 （財）全国農業
型農業確立構造改善事業につい 構造改善協会
て
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一一1974年3月 生活プロシ’エクト基礎集落圏整備計 （財）全国農業
画一群馬県前橋市荒砥地区一 構造改善協会
1976年2月 群馬県嬬恋村農村環境改善センター （財）全国農業
調査診断及び基本設計 構造改善協会
1977年2月 群馬県月夜野町農村環境改善セン （財）全国農業
ター調査診断及び基本設計 構造改善協会
1978年【月 埼玉県東松山市農村環境改善セン （貝オ）全国農業
ター調査診断及び基本設計 構造改善協会
1978年6月 過疎山村における生活環境整備 （財）全国農業
と淡水漁業振興一岡山県苫田郡 構造改善協会
富村一
1979年2月 群馬県邑楽町農村環境改善センター （財）全国農業
調査診断及び基本設計 構造改善協会
1979年3月 新農業構造改善事業促進対策に （財）全国農業
おける特定施設基本計画一群馬 構造改善協会
県利根村役場庁舎及び多目的研
修施設基本設計
1979年3月 新農業構造改善事業促進対策に （財）全国農業
おける特定施設基本計画一群 構造改善協会
馬県子持村多目的研修センター・農
業者トレーニングセンター・多目的スホ㌧ツ
広場基本設計
1979年3月 群馬県富岡市農村環境改善センター （財）全国農業
調査診断及び基本設計 構造改善協会
1980年2月 新農業構造改善事業促進対策に （財）全国農業
おける特定施設基本計画　一群 構造改善協会
馬県高崎市合併農協本所・多目
的研修センター基本設計
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1980年2月 新農業構造改善事業促進対策に （財）全国農業
おける特定施設基本計画　一栃 構造改善センター
木県足利市農業者トレーニングセンター
1981年2月
基本設計
Q馬県吾妻郡東村農村環境改善 1（財）全国農業
センター調査診断及び基本設計 構造改善協会
1981年2月 広島県世羅町緑地等健康増進施 農村地域工業導
設整備総合運動場調査診断及び 入促進センター
基本設計
1982年3月 群馬県勢多郡北橘村新総合計画 群馬県北橘村
基本構想（単独執筆）
1983年1月 群馬県榛名町農村環境改善センター （財）全国農業
調査診断及び基本設計 構造改善協会
1983年3月 群馬県勢多郡粕川村第二次総合 群馬県粕川村
計画基本構想・基本計画
（単独執筆）
1984年1月 群馬県白沢村農村環境改善センター （財）全国農業
調査診断及び基本設計 構造改善協会
1985年2月 群馬県新田町農村環境改善センター （財）全国農業
調査診断及び基本設計 構造改善協会
1985年3月 群馬県大胡町農村環境改善センター （財）全国農業
調査診断及び基本設計 構造改善協会
1986年2月 群馬県渋川市農村環境改善センター （財）全国農業
調査診断及び基本計画　　　　　　9 構造改善協会
1986年3月 栃木県安蘇郡葛生町新振興計画 栃木県葛生町
基本構想・基本計画（単独執筆）
1987年3月 群馬県勢多郡大胡町第二次総合 群馬県大胡町
計画基本構想・基本計画
（単独執筆）
1987年3月 新農業構造改善事業促進対策に （財）全国農業
おける特定施設基本計画　一群 構造改善協会
馬県新里村農協本所・農業技術
拠点施設調査診断及び基本設計
1987年3月 埼玉県日高町農村環境改善センター （財）全国農業
調査診断及び基本計画 構造改善協会
1988年3月 茨城県大穂町農村環境改善センター （財）全国農業¥造改善協会
1990年1月 群馬県新治村農村環境改善センター
ﾄ調査診断及び基本計画
（財）全国農業
¥造改善協会
1991年3月 栃木県安蘇郡葛生町新振興計画 栃木県葛生町
後期計画基本計画（単独執筆）
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1991年3月 群馬県新田郡新田町第二次総合 群馬県新田町
計画基本構想（助言者）
1992年3月 群馬県利根郡白沢村第二次総合 群馬県白沢村
計画基本構想（助言者）
1992年3月 両毛20市町村活性化計画 両毛地域開発推
両毛クラスターパラダ仏21（単独執筆） 進協議会
1992年3月 群馬県館林市三の丸五番街活性 館林市経済部
化計画（単独執筆） 館林商工会議所
1992年3月 佐野市農村アメニティ形成に向けて 佐野市農政部
（共同執筆）
1992年12月 群馬県新治村農村環境改善センター 群馬県新治村
実施設計（共同）
1994年3月 群馬県白沢村ホワイトパレー計画 群馬県白沢村
（単独執筆）
1994年3月 群馬県水上町中山間地域活性化 （財）全国農業
施設調査診断及び基本設計 構造改善協会
1995年3月 新潟県巻町農村環境改善センター再 （財）全国農業
調査診断及び基本設計 構造改善協会
1996年3月 新潟県巻町農村環境改善センター 新潟県巻町
実施設計（共同）
［講　演〕1
発行・掲載・発表 著書・論文・翻訳書名および 掲載誌名または 発　行　所
年　　月　　日 研究報告（発表）題名 発表場所
1977年10月 邑楽・館林の将来について 館林文化会館 館林市
館林市外4町村長及び職員
1978年3月 住民の手によるむらづくり 藤岡市日野公民 藤岡農業改良普
日野地区むらづくり推進員
?
及所
1978年4月 インタ牙エンシ’設置と街づくり 埼玉県本庄商工 本庄青年会議所
市役所・商工・青年会議所関係 会議所
1978年5月 農村整備に関わる土地利用調整 群馬県東部農政 群馬県簿病害虫
群馬県病害虫防除関係者 事務所 防除協会
1978年7月 住民の手による農村環境整備 前橋市西大室公 前橋農業改良普
地区内むらづくり推進委員 民館 及所
1978年7月 住民の手による農村環境整備 伊勢崎市集落セン 伊勢崎農業改良
地区内むらづくり推進委員 ター 所
1978年8月 定住圏の考え方と館林市の特色 水上温泉ホテル聚 館林市
館林市課長研修会
?
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［講　演〕2
発行・掲載・発表 著書・論文・翻訳書名および 掲載誌名または 発　行　所
年　　月　　日 研究報告（発表）題名 発表場所
1978年10月 館林の現状と特色ある街づくり 館林市中央公民 館林市?
1979年2月 農村の生活環境整備について 尾島町公民館 群馬県農政部
1979年3月 都市近郊農村におけるこれから 伊勢崎市宮郷公 群馬県農政部
の農村生活環境整備について 民館
1979年5月 青年会議所と市民運動 足利市民会館 足利青年会議所
1979年5月 まちづくりと青少年教育につい 桐生市産業文化 桐生青年会議所
て
1979年8月 農村集会施設の建築計画につい 群馬県農業大学 群馬県農政部
て
?
1979年10月 青年は80年代に何をなすべきか館林商工会館 館林青年会議所
1979年10月 定住圏と館林の街づくりについ 太田青年の家 館林市
て　館林市中級職員研修会
1979年10月 大島地区の生活環境整備 館林市大島公民 館林市教育委員?
会
1980年2月 邑楽町の商工業と生活基盤整備 邑楽町中野集会 邑楽町商工会?
1980年2月 住民の手による環境整備のすす 尾島町出塚本村 太田農業改良普? 生活改善センター 及所
1980年2月 商業地区整備と周辺都市の現況 館林商工会館 館林商工会議所
青年部
1980年3月 農村住民の手による環境整備 群馬県庁 群馬県農政部
1980年9月 住民の手によるむらづくり 群馬県富士見村 前橋農業改良普
所替戸集会所 及所
1980年10月 邑楽館林の現況と計画課題 館林市はごろも 邑楽館林1年生
会館 議員懇談会
1980年ll月 若者の住める新しい村づくり 太田市民会館 群馬県東毛プロッ
ク農業改良普及
所連絡会
1981年1月 坂上地区のむらづくり 群馬県吾妻町坂 中之条農業改良
上公民館 普及所
1981年1月 農村環境整備について 群馬県群馬町国 高崎農業改良普
府農協 及所
1981年1月 富士見村における生活環境整備 富士見村役場 前橋農業改良普
への基本的取り組み 及所
1982年3月 黒岩地区における手づくりの村 富岡市黒岩公民 富岡農業改良普
整備
?
及所
1982年3月 新野における生活環境整備 太田市新野集会 太田農業改良普
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発行・掲載・発表 著書・論文・翻訳書名および 掲載誌名または 発　行　所
年　　月　　日 研究報告（発表）題名 発表場所
1982年4月 記念講演　邑楽町のまちづくり 邑楽町中野集会 邑楽町商工会
について
?
1982年5月 都市発展と周辺農業地帯の変化 群馬県農業試験 群馬県病害虫防?
除協会
1982年7月 新田町のまちづくりについて 新田町図書館 新田町
町議会議員研修会
1982年10月 境町の都市整備について 境町公民館 境町教育委員会
境町成人大学
1982年10月 境町の地域施設整備について 境町剛志公民館 境町教育委員会
1982年1Q月 日向地区の生活環境整備にっい 館林市日向集会 館林市教育委員
て　館林市成人大学
? ?
1982年10月 都市近郊の新田町，現状と今後 新田町役場 新田町
1983年2月 粕川の現状と将来像について 伊香保温泉グラン 粕川村農政懇談
ドホテル
?
1983年2月 粕川の現状と将来像について 伊香保温泉グラン 粕川村農政懇談
ドホテル
?
1983年6月 館林市の商業環境と将来像にっ 館林商工会館 館林市商工会議
いて　後継者講座 所
1983年6月 群馬・栃木両県のテクノポリス構想 太田市ふじや会 両毛地城青年会
両県副知事のシンポ，その司会者 館 議所懇談会
1983年7月 大島地区における農村生活環境 館林市大島公民 館林市経済部
整備 館
1983年7月 両毛地域における地域空間構造 足利市民プラザ 両毛地域開発推
変化・社会構造変化について 小ホール 進協議会
1984年正月 六合村のむらづくり 群馬県六合村役 中之条農業改良?
所
1984年3月 広域経済圏の現況について 桐生商工会議所 両毛経済交流会
1984年6月 葉鹿の地区開発について 足利市坂西商工 足利市坂西商工
ム ム耳 試
1984年6月 桐生広域圏の産業展望 桐生商工会議所 両毛経済交流会
1984年8～9月テレビレポート“今むらでは” 群馬テレビ 群馬県農政部
1986年8月 むらづくりについて 栃木市農協会館 栃木県農政部
1986年8月 板倉町における町づくりの展望 板倉町役場 板倉町
1986年1i月 群馬県むらづくり県民シンポゾウム 群馬県民会館小 群馬県農政部
司会 ホール
1987年！月 住民の手によるむらづくり 伊勢崎市農協宮 伊勢崎市
郷支所
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発行・掲載・発表 著書・論文・翻訳書名および 掲載誌名または 発　行　所
年　　月　　日 研究報告（発表）題名 発表場所
1987年1月 環境点検結果とむらづくりの方 群馬県吉岡村駒 渋川農業改良普?
寄農協 及所
1987年2月 記念講演　住民の手によるむら 今市市大沢の宿 今市農業改良普
づくり 公民館 及所
1987年2月 豊かなむらづくりを進めるには 足利市農協御厨 足利農業改良普
支所 及所
1987年4月 地域開発について 館林商工会館 館林商工会議所
1987年6月 「小平の里づくり」について 大間々町小平公 桐生農業改良普
民館 及所
1987年7月 住民の手によるむらづくり 足利市小俣第二 足利農業改良普
小学校 及所
1987年7月 住民の手によるむらづくり 足利市富田公民 足利農業改良普
館 及所
1987年8月 商工会議所青年部と地域開発 足利商工会議所 商工会議所青年
部関東地区大会
1987年9月 住民の手によるむらづくり 小山市共済組合 小山地区農業改
小山地区むらづくりリーダー研修 良普及所合同
1987年10月 まちづくりにおける婦人の役割 桐生市北公民館 桐生市教育委員
△双
1987年12月 住民の手によるむらづくり 足利市島田公民 足利農業改良普?
及所
1988年3月 鍾乳洞を核とした小平の里つく 大間々町小平公 桐生農業改良普? 民館 及所
1988年6月 女性から見たまちづくり 桐生市桜木公民 桐生市教育委員? ?
1988年8月 統計あれこれ 足利市民会館小 足利市企画部
ホール
1988年8月 21世紀の魅力あるまちづくり 板倉町商工会館 板倉町
1988年9月 産業文化会館のテ’ザインを考える 桐生地場産業振 桐生青年会議所
興センター
1988年9月 婦人の手によるまちづくり 桐生市境野公民 桐生市教育委員? ?
1988年11月 実践経営大学　館林の現況と課 館林商工会館 館林商工会議所
題
1988年ll月 豊かで活力に富む地域経済の創 足利シミンンプラザ 両毛地域開発推
造　シンボシ’ウムパネラー 文化ホール 進協議会
1989年2月 葉鹿地区の現況と問題点 足利銀行葉鹿支 足利西匹タリークラ? ?
1989年3月 住民の手によるまちづくり 群馬県鬼石町役 藤岡農業改良普
@月
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発行・掲載・発表 著書・論文・翻訳書名および 掲載誌名または 発　行　所
年　　月　　日 研究報告（発表）題名 発表場所
1989年8月 住民の手によるむらづくり 足利市松田公民ﾙ 足利農業改良普y所
1989年10月 足利市奥戸地区のむらづくり 足利市奥戸公民 足利農業改良普? 及所
1989年12月 両毛の中の坂西 足利市坂酉商［二 坂西商工会
会館
1990年10月 水と緑の街づくり 岡山国際ホテル 全国建築審査会
長会議
1991年1月 両毛地域の課題と将来について 鬼怒川ホテル 両毛5市市議会
両毛5市市議会議長研修会 議長会
1991年2月 農村計画の課題と方向 宇都宮市プラザ 栃木県21活性化
イン知カミ 塾
1991年11月 両毛地域の現況と将来 足利市民会館 両毛5市若手議
員会
1992年2月 佐野市の農村アメニティについて 栃木県安蘇合同 栃木県農政部
庁舎
1992年3月 館林市の景観計画について 館林市民文化セン 館林市企画部
ター
1992年3月 住民の手によるむらづくり 栃木県烏山農業 烏山農業改良普
改良普及所 及所
1992年6月 両毛地域の未来について 桐生市産業文化 桐生青年会議所
フランソワーズモレシャン等とのパネルディス 会館大ホール
加ションパネラー
ig92年10月 鹿沼市の将来展望と土地利用 鹿沼市役所 鹿沼市
鹿沼市職員研修会
1992年10月 館林市の都市景観　パネルディス加 館林市三の丸芸 群馬県土木部
ションパネラー 術ホール
1992年11月 北関東における住民参加型のむ 韓国清州市清州 大韓建築学会
らづくり 大学講堂
1992年11月 桐生広域市町村圏の将来 桐生地場産業振 桐生広域市町村
興センター大ホール
?
1992年12月 新生板倉町をめざして 板倉町中央公民 板倉町企画課?
1993年1月 両毛地域と館林市の将来展望 館林市ジョイハウス 群馬県東毛広域
市町村圏
】993年3月 手づくりのむらづくりとアメニティ 足利市富田公民 足利農業改良普?
及所
】993年6月 太田経済圏の現況と課題 太田商工会議所 太田商工会議所
1993年10月 両毛地域の将来と板倉町の自然 板倉町中央公民 板倉町教育委員
小　惑　　　　　角 ム
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発行・掲載・発表 著書・論文・翻訳書名および 掲載誌名または 発　行　所
年　　月　　日 研究報告（発表）題名 発表場所
ig93年10月 両毛地域を例とした自治体の連 高崎経済大学図 高崎経済大学付
帯について 書館 属産業研究所
1993年10月 高齢者・障害者に配慮した建築 富山市名鉄トヤマ 全国建築審査会
物の整備のあり方 ホテル 長会議
1994年3月 地方都市市街地の活性化 鹿沼市文化センター 鹿沼市経済部
1994年6月 群馬県農業の問題点と今後の方 群馬県共済会館 群馬県農業会議
向について
1994年7月 太田市における今後の産業経済 太田市東毛学習 太田市長後援会
センター
1994年10月 都市のスケールと都市開発問題 佐野商工会議所 佐野商工会議所青年部
1994年11月 足利市坂西地区の将来像 足利工業大学大
u義室
足利市西地区P
sA連絡協議会
1995年2月 広域生活圏と医療等地域施設 館林保健所 館林保健所
1995年3月 広域生活圏と医療等地域施設 太田保健所 太田保健所
1995年6月 商店街の再生へ向けて 宇都宮市更田設 更田設計事務所
更田設計事務所社員研修 計事務所
1995年10月 近代史における足利の産業史 足利市助戸公民 足利市教育委員
館
?
1996年9月 両毛広域経済圏の将来 足利商工会議所 足利商工会議所
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